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平成9年度国立環境研究所年報の発刊に当たって   

環境問題が地球規模で深刻化しつつあることは，今や国民の多くが認識するところとな  

りました。国際的にも，平成9年12月COP3京都会議で，人間活動が地球温暖化に関係  

している事実を，160の全参加国が初めて認めるに至りました。   

我が国では，21世紀の環境政策の基本構想となるべき環境基本法をすでに平成5年に施  

行し，これを受けて環境基本計画を策定するなどの努力を重ねてまいりました。しかし，  

地球全体を概観するならば，森林や水資源の消失などの環境破壊に社会が対応できず，健  

康や人命そのものが多数失われる危機的様相も現れてきております。   

時代の要請を先取りする形で，国立環境研究所は，平成2年度に組織を全面的に改組  

し，地球規模まで広がった環境問題に対応できる態勢を敷きました。それは，プロジェク  

ト研究を実施する総合研究部門，基礎的問題に取り組む基盤研究部門，さらに環境情報セ  

ンター，地球環境研究センター及び環境研修センターより成るものです。   

この年報は，平成9年度の国立環境研究所の研究活動の大綱をお示しするためにとりま  

とめたものです。そこには総合化研究，地球環境モニタリング研究，特別研究，未来環境  

創造型基礎研究，開発途上国環境技術共同研究，重点共同研究，生活・社会基盤研究等々  

の多彩な目的に応じた研究内容が展開されております。読者は，研究活動の広がりや相互  

連関と同時に，研究の重点がどの方面に移りつつあるか感じられるでしょう。   

本研究所が歩んでいくためには，多くの方々のご理解とご支援が不可欠であることは言  

うまでもありません。どうか率直なご意見をお寄せ下さり，ご指導とご鞭撞を戴けたらと  

念じております。  

平成10年9月  

国立環境研究所   

所 長 大 井  玄   
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1．概   況  

（2）組織・定員   

平成2年度に機構改革を実施し，研究部門として，社  

会ニーズに対応したプロジェクト研究を行う総合研究部  

門（地球環境研究グループ及び地域環境研究グループ）  

とシーズ創出や総合研究部門の支援のための研究を行う  

基盤研究部門（6部）を設置した。また同時に，環境情  

報センター，地球環境研究センター及び環境研修セン  

ターの3センターを設置し，幅広い活動を行っている。   

また，定員については，平成9年度において研究部門  

及び環境研修センターで各1名の増員を図り，平成9年  

度末で272名となっている。（平成8年度末：272名，  

定員削減：2名）  

（3）予 算   

平成9年度当初予算では，研究所の運営等に必要な経  

費として8，Z36百万円，施設の整備等に必要な経費とし  

て256百万円が計上されたほか，国立機関公害防止等試  

験研究費として51百万円，海洋開発及地球科学技術調  

査研究促進費（科学技術庁）として30百万円，国立機  

関原子力試験研究費（科学技術庁）として69百万円が  

計上された。   

さらに年度途中に移し替え経費として，環境研究総合  

推進費1，426百万円，科学技術振興調整費（科学技術  

庁）418百万円等が計上された。  

（4）施 設   

国立公害研究所発足準備以来，施設について順次拡充  

に努めている。   

平成9年度には，老朽化対策として空調関係の配管更  

新等を行った。  

（5）研究活動   

地球環境研究グループ及び地域環境研究グループが中  

心となって，社会ニーズに相応したプロジェクト研究を  

実施している。また，主として基盤研究部門において，  

新しい研究手法の開発等研究所の基盤となる科学・技術  

的知見の蓄積を図っている。さらに，科学技術全般から  

みて重安と考えられる共通基盤的研究についても環境分  

野と関連の深いものについて，他省庁や大学等の研究機  

関との連携のもとに積極的に参画している。   

①プロジェクト研究として，環境研究総合推進費，特  

国立環境研究所は，昭和49年3月15日に国立公害研  

究所として筑波研究学園都市に設立された。本研究所の  

特色ほ，研究者の専門分野が物理学，化学，生物学，工  

学，医学，薬学さらに人文・社会科学分野と幅広い構成  

となっていること，大学の研究者や地方公共団体公害研  

究機関の研究者等所外の専門家の参加も得て，研究を学  

際的に実施していること，及び第一級の環境研究を実施  

するために必要な大型実験施設を駆使し，野外の実験調  

査研究と併せ，研究をプロジェクト化して総合的に実施  

していることにある。   

創立以来，組織の充実，施設の整備を進めつつ，研究  

体制の強化に努め，多くの研究成果を蓄積してきたとこ  

ろであるが，（D人間の健腑保護や自然生態系保全のため  

の目的指向型研究の充実，②環境研究の中核的機関とし  

ての役割の発揮，③環境データ等の蓄積と提供のための  

研究・業務の充実，④国際的な貢献度の向上と国際研究  

交流の推進，⑤大型実験施設及びフィールド施設の活用  

という役割を果たすため，①総合研究部門の創設等研究  

体別の充実，②複合的な研究機構への発展，③国際研究  

交流の促進，④研究員流動性の確保方策の整備，⑤研究  

運営の改善を基本的方向として組織・運営を進めていく  

こととし，平成2年7月，大幅な組織改編を行い，名称  

を「国立環境研究所」と改め，研究業務活動の充実に努  

めてきた。平成7年度には組織改編後5年が経過すると  

ころとなり，国立環境研究所評議委員会のもとに専門委  

貞の参加を得て研究活動評価専門委月会を設置し，今後  

の研究活動について提言を受けた。   

国立環境研究所の平成9年度における主な活動は次の  

とおりである。  

（1）研究活動評価   

上記の国立環境研究所評議委員会より平成8年2月に  

示された研究所の研究活動に関する提言では，今後の研  

究推進の基本的な方向性として，①研究課題の戦略的選  

定と重点化②環境研究の総合化③活力ある研究環境  

の創出，④国際的リーダーシップの発揮，⑤研究成果の  

社会的還元の5項目が示されている。平成9年度は，前  

年凰こ引き続き，これらの提言を受けて，所内において現  

状分析，対応状況及び今後の課題について検討を行った。  

・1－   



研究4課題に参画又は実施するとともに，重点研究支援  

協力員制度による研究2課題を実施した。さらに，緊急  

研究として「ダイオキシン類汚染に関する緊急研究」を  

実施した。   

⑧海洋開発及地球科学技術調査研究促進費による研究  

については，地球環境遠隔探査技術等の研究として1課  

題，地球科学技術特定調査研究として2課題にそれぞれ  

参画した。   

⑨災害対策総合推進調整費による調査研究として1課  

題を実施した。   

⑲文部省科学研究費補助金による研究として56課題  

を実施した。   

⑪地方公共団体環境・公害研究機関との共同研究を引  

き続き実施した。   

⑫地球観測衛星みどり（ADEOS）に搭載されたセン  

サーILAS，RTSのデータ処理運用及びデ，夕利用研究  

並びにILASの後継機の1LASIIの開発研究を引き続  

き実施した。  

（6）環境情報センター   

環境情報センターは，環境の保全に関する国内及び国  

外の資料の収集，整理及び提供並びに電子計算機及びそ  

の間連システムの運用を行っている。   

平成9年度においては，国立環境研究所WWWサー  

バの運用及び提供情報の更新追加等の管理，環境情報源  

情報データベース等の整備充実，文献情報データベース  

のオンライン検索システムの運用等を実施した。   

また，環境情報提供システム（EICネット）のパソコ  

ン通信サービスによる情報提供に加え，インターネット  

を利用したWWW（World－Wide Web）による情報  

提供サービスの運用を開始した。  

（7）地球環境研究センター   

地球環境研究センターは，地球環境の保全に閲し，国  

際的な協力のもと学際的，省際的な地球環境研究の総合  

化を図るとともに，データベース等の研究支援体制を充  

実させ，また，地球環境の長期的モニタリングを行う  

等，地球環境研究の推進に幅広く貢献していくことを目  

的として活動している。   

平成9年度においては，地球環境研究者交流会講の開  

催，総合化研究の推進，スーパーコンピュータシステム  

の利用，UNEP個連環境計画）／GRID（地球資源情報  

データベース）の協力センター（GRIDつくば）として  

のデータ提供等の業務，地球環境モニタリングステ‾   

別研究費，重点共同研究費及び革新的環境監視計測技術  

先導研究費による研究を実施した。   

環境研究総合推進費（地球環境研究総合推進費）によ  

る研究として，オゾン層の破壊，地球温暖化の現象解  

明・影響・対策，酸性雨，海洋汚染，熱帯林の減少，生  

物多様性の保全，人間・社会的側面からみた地球環境問  

題等の研究を行った。これら地球環境研究総合推進費に  

よる課題別研究，総合化研究及び先駆的地球環境研究の  

総数43課題のうち37課題の研究に参画するとともに，  

課題検討調査研究（F／S）2課題を実施した。   

環境研究総合推進費（未来環境創造型基礎研究推進費）  

による研究として，新たに「亜熱帯島峡の生態系保全手法  

の開発に関する基礎研究」をはじめ2課題を開始した。   

特別研究として，「超低周波電磁界による健康リスク  

の評価に関する研究」，「湖沼において増大する難分解  

性有機物の発生原因と影響評価に関する研究」，「環境  

中の『ホルモン様化学物質』の生殖・発生影響に関する  

研究」を新規に開始するとともに，6課題について継続  

実施した。   

国際的連携のもとに実施する重点共同研究として，引き  

続き「流域環境管理に関する国際共同研究」を実施した。   

革新的環境監視計測技術先導研究として，新たに「大  

気有害化学物質監視用自動連続多成分同時計測センサー  

技術の開発に関する研究」を開始した。   

②経常研究として，各研究部・グループ等において，  

シーズ創出，プロジェクト研究に対する支授等の観点か  

ら研究を実施した。   

③開発途上寅環境技術共同研究として4課題の研究を  

継続実施した。   

④環境基本計画推進調査費による調査研究として1課  

題の研究を実施した。   

⑤国立機関公害防止等試験研究として4課題の研究を  

実施した。   

⑥国立機関原子力試験研究費による研究として，6課  

題の研究を実施した。   

⑦科学技術振興調整費による研究のうち，総合研究と  

して，「バイカル湖の湖底泥を用いる長期環境変動の解  

析に関する国際共同研究」をはじめ計7課題に参画し  

た。また，生活・社会基盤研究では新規課題の「スギ花  

粉症克服に向けた総合研究」をはじめ4課題に参画し  

た。また，知的基盤整備推進制度による研究1課題，国  

際共同研究総合推進制度による研究10課題，重点基礎  
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ションー波照間，落石岬での観測，小型航空機を利用し  

たシベリア上空における温室効果ガスモニタリング等を  

始めとする地球環境モニタリング事業を実施した。  

（8）環境研修センター   

環境研修センターは．環境庁所管行政に関する職貞等  

の要請及び訓練を行っている。平成9年度は，行政関係  

研修22コース，分析関係研修9コース，海外協力研修  

1コース等を実施した。  
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2．調査研究   

2．1概  要  

2．1．1地球環境研究グループ   

人間活動の急速な拡大が種々の地球規模での環境問題  

を生起している。その原因，影響，対処についての安国  

はきわめて編棒しており，研究には既存学問分野を組み  

合わせての問題相向型取り組みが必須である。当研究グ  

ループは，1990年の発足時より，地球環境の諸問題ご  

とにチームを結成し，中核の研究を自ら推進するととも  

に，地球環境研究総合推進費を中心として，内外の研究  

を組織化しながら，環境保全に有効な科学的知見の集積  

と利用に努めてきた。   

本年度は，1997年12月京都での気候変動枠組み条約  

第三回締約国会議の開催で，内外で地球環境問題へ注目  

が集まった年であった。京都議定書に盛り込むべき温室  

効果ガスの削減量とその方策について議論が高まる中  

で，当グループで開発された「気候変動に関する統合評  

価モデルAIM」は，日本の政策検討に数量的な根拠を  

与えるために広く利用された。削減手段に吸収源が含ま  

れたことから，再び炭素サイクルの研究が重視されるよ  

うになったが，当グループでもシベリア温室効果ガス吸  

排出観測，北太平洋二酸化炭素収支観測がまとまりつつ  

あり，今後の炭素循環論讃に一石を投じるであろう。   

6月になって地球観測衛星「みどり」が太陽電池系統  

の故障で機能を停止し，それまで順調に行われていたオ  

ゾン層観測センサpILAS／R7Sによる観測が続けられ  

なくなったのは，きわめて残念なことであった。しかし  

8カ月間に集積された観測データは梅域高層大気の変動  

状況を極めて明瞭に示しており，取得データを用いた解  

析が世界で始まっている。これと並行してオゾン層チー  

ムは，昨年顕著であった北極域オゾン層の減少に着冒し  

た地上観測，モデリングを強化している。   

西暦2000年の酸性雨国際学会つくば開催ならびに束  

アジア酸性雨観測ネットワークの構築の決定に対応し，  

酸性雨研究チームは航空機観測・大気移流モデル・生態  

系影響評価等の研究を強化している。海洋研究チームで  

は，商船利用の観測や水中画像取得により，アジア海域  

の梅津生態系変動や微量有害化学物質分布の状況，サン  

ゴ礁生態系変質状況の把握を掛ナている。   

森林減少・砂漠化研究チームでは熱帯林の保全・研究  

管理を目指して，択伐などが森林の機能にどのような影  

響を与えるかについて調査を行っている。マレーシア半  

島部のパソ保護林内の天然林と択伐後約40年経過した  

二次林との間で，森林組成，構造等の比較を行ったとこ  

ろ，二次林では，熱帯林の特徴である突出木層の復活が  

見られず，林冠高，林冠の表面積において天然林と大き  

な隔たりがあることがわかった。生物多様性保全の分野  

では，絶滅過程の解析などとともに，多様性の価値につ  

いての研究へと拡大しつつある。   

自然の解明をさらに進めると同時に，これをベースに  

して人間社会がどう持続可能な発展の道筋をつけるかが  

模索される段階に入った。人間・社会的側面研究チーム  

では，アジア地域の水資源・農業生産面での環境安全保  

障，アジア地域特有の環境保全意識や行動を政策に反映  

させるための調査研究を進めている。  

2．1．2 地域環境研究グループ   

地域環境研究グループは“保全対策”と“リスク評  

価”の2分野について9課題の特別研究を11チームに  

よって実施した。また，4課題の“開発途上国環境技術  

共同研究”を4チームによって実施した。それら成果の  

要点を研究チームごとにまとめると以下のようである。   

海域保全研究チームは浅海域における1物質循環と水  

質浄化能に関する研究を行い，そこでの生態系機能を明  

らかにした。   

湖沼保全研究チームは湖水中の有機物め特性・起源を  

適切に把握する手法を確立し，湖水ヰであ難分解性有機  
物濃度上昇の原因を解明し，さらに湖水有機物の質的・  

量的変化が湖沼環境・水道水源としての湖沼水質に及ぼ  

す影響を評価した。   

都市大気保全研究チーム及び交通公害防止研究チーム  
は，VOCによる大気汚染および光化学スモック等の二  

次的汚染の解明のために，走行中の自動車からの排出量  

調査などを行って発生状況の把握に努めるとともに，  

データ解析プラットフォームとしてのGISシステムの  

開発を行った。また，公共交通，自動車交通，電気自動  
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草等の次世代交通システムのLCA等による比較評価を  

行い，今彼の交通システムのあり方に関する検討を進め  

た。   

有害廃棄物対策研究チームは，有害物質の環境に対す  

る影響を評価する上で不可欠な化学物質の環境濃度を測  

定するために，最新の物理・化学的分離分析手法の適応  

性の拡大をはかり，さらにこれを標準化するとともに，  

埋立処分に関する暴露量評価手法を提示した。   

水改善手法研究チームは，今日の社会を特徴づける  

「人やモノの流れ」を支える技術である自動車交通等の  

輸送システム及び廃棄物処理・リサイクル等の循環シス  

テムを対象とした具体的な事例研究を軸にして，環境負  

荷インベントリーの作成手法及びこれによる環境影響を  

総合的に評価する手法を開発した。   

環境リスク評価を対象としている分野では，4つの特  

別研究が行われた。研究内容は，健康リスク評価と生態  

系リスク評価とに大別できる。   

新生生物評価研究チームは，汚染土壌・地下水の浄化  

に有用な浄化微生物を探索し，浄化機構を解明するとと  

もに，土壌環境中において浄化能を発揮できる環境浄化  

型微生物を創生する。さらに，浄化微生物の検出法並び  

に微生物による汚染土壌・地下水の浄化効果の試験方  

法・本技術のリスク評価手法を開発した。また紫外線及び  

乾燥ストレス等の植物の代謝活性に及ぼす影響を調べた。   

化学物質健康リスク評価研究チームは，環境中のホル  

モン様化学物質の子（次世代）への影響，とりわけ生殖  

能力への影響のリスク評価に関する研究を開始し，その  

リスク評価のための基礎的データを得ることができた。   

都市環境影響評価研究チームは，人間個体レベルのリ  

スクを評価するため，ヒトを対象とした低レベル電磁界  

暴露実験動物及び培養細胞系を用いた，低”高レベル電  

磁界暴露実験を行った。   

大気影響評価研究チームは，気管支ぜん息ヤアレル  

ギー性鼻炎が本当にディーゼル排気の吸入によって発症  

するのかどうか，発症するとしたらどのようなメカニズ  

ムで，またどれくらいの濃度で発症するのか，また肺が  

んの発症はどのようなメカニズムによるのか，ヒトはど  

の程度デイ←ゼル排気に暴露されているのかなどを明ら  

かにし，これらの疾患の予防対策を講じるために有効な  

データを得た。   

化学物質生態影響評価研究チームは，生態系の実態を  

十分配慮した，化学物質の生態影響評価のためのバイオ  

モニタリング手法を開発した。特に，河川（桜川）に隣  

接してバイオモニタリングステーションを設置し，試験  

生物を抑11水に連続暴露し，生物の反応から環境水の毒  

性を見る手法は有効であった。   

健康影響国際共同研究チームは，中国におけるフッ素  

汚鹿及び浮遊粉塵汚染による健康影響について，国際共  

同調査を行うとともに，当研究所の暴露チャンバーを用  

いて，フッ素及び浮遊粉塵暴露による生体影響を実験的  

に明らかにし，健康影響の予測と健療被害の予防のため  

の対応策を確立した。   

水環境改善国際共同研究チームは，開発途上国におけ  

る生活排水等の処理方法として，多大な施設とエネル  

ギー消費が伴う処理ではなく，有用生物を活用すること  

によって，自然の浄化能力を強化し，効率化した水処理  

技術が求められていることを踏まえて研究を推進してい  

る。またその開発技術は我が国における水質改善手法の  

多様化を計る際においての基礎となるものであることか  

ら，適正化手法をめぎした開発を行っている。   

生態系管理国際共同研究チームは，揚子江流域という  

特有の地域を事例として，広く湖沼の生態系管理手法と  

しての汎用性のある施策の提唱を目的とし，調査を実施  

し，また国内において霞ケ浦に設定した隔離水界を用い  

て，食物網の構成要素，水界透明度等について検討し  

た。   

大気環境改善国際共同研究チームは，大きさの異なる  

人為由来の大気エアロゾルと土壌起源（黄砂）エアロゾ  

ルとの通年同時観測を中国各地で行い，その結果をもと  

に大気環境保全に寄与するような化学的解明を行うため  

に，精密化学分析と鉱物分析を行った。  

2．1．3 社会環境システム部   

環境問題は，すべて人間活動が原因であり，人の自然  

外囲である大気∴丸 土，生物等の環境を介して，ふた  

たび人間の生存，生泊，社会経済活働等に回帰してくる  

問題であるといえる。それゆえ，環境問題は一面すぐれ  

て社会的な問題でもある。社会環境システム部では，こ  

うした問題意識のもとに，システム分析等の手法により  

環境保全に関する政策科学的及び情報科学的な基礎研究  

を行うことにしている。   

本年度は，上席研究官及び環境経済，資源管理，環境  

計画及び情報解析の4研究室，及び主任研究官が，それ  

ぞれ基幹となる合計11の広範な経常研究課題を選定し  
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実施した。同時に，3つの奨励研究課題を環境経済，環  

境計画及び情報解析研究室で各1課題ずつ実施した。   

上席研究官を中心として2つの基本的研究課題を実施  

した。この中で，環境学の形成に当たって，個別科学と  

環境問題への認識の関係を明らかにし，また，自由記述  

法による環境意識調査結果から，大規模開発に関して，  

その回答から多様な意識を抽出できることを示した。   

環境経済研究室で行う経常研究課題では，事例的に環  

境問題の社会経済的側面の解析と具体の環境保全施策の  

分析評価を行った。また他の研究課題では，気候変動枠  

組条約に関する国際交渉をとりあげ，2000年以降の締  

約国間の具体方策に閲し，その動向を予測する調査手法  

の開発を行った。さらに，炭素税の経済影響についても  

比較分析を行った。なお，奨励研究では，新たに施行さ  

れた容器包装リサイクル法について，拡大生産者責務の  

視点から，外部費用の算定を行い，引き取り事業者の負  

担割合を明らかにした。   

資源管理研究室で行う2つの経常研究課題では，水資  

源と水環境との関係について調査及び検討を行った。ま  

た，廃棄物減量化とその影響に関連し，ライフサイクル  

によるトータルな環境負荷の算定に重要となるライフサ  

イクル・アセスメント（LCA）手法の確立のため，具  

体の事例解析を行った。   

環境計画研究室では，国の環境基本法及びこれに基づ  

く環境基本計画の策定を受け，自治体レベルでの計画策  

定が進んでいることに鑑み，その策定プロセスにおける  

問題点や，専門家の役割について検討した。本年度は，  

また，奨励研究として，気候変動による河川水量への影  

響を算定する手法開発を行い，今後のモデル改良の指針  

を得た。また，主任研究官により，景観評価について．  

従来の研究成果をとりまとめ，さらに自然風景地利用行  

動の計測方法に関する調査を行った。   

種々の環境システムのデータヤ情報を的確に解析し，  

その構造や変動に関する有用な新たな科学的知見を得る  

ためには，効率的な解析手法の開発が不可欠である。情  

報解析研究室で実施している2つの経常研究課題では，  

一つが人工衛星，地臥 写真等による地理・画像データ  

の解析手法の開発であり，他の一つは種々の環境システ  

ムの評価に資するモデル化ヤシミュレーション手法，特  

に線型計算手法の開発を行い，さらに，シミュレーショ  

ン結果のCGによる可視化を行うものである。なお，奨  

励研究では，騒音伝搬の境界要素法による数値計算の精  

度改良を行い，従前のシミュレーション手法を改良する  

ことが可能になった。   

一方，当部における上記の経常及び奨励研究課題の多  

くは，結合部門の地球・地域環境研究グループで行われ  

ている多くのプロジェクト研究課題の一部，及び地球環  

境研究センターの総合研究課題とも関連して実施してい  

る。このため，上記の個別の経常研究課題の実施に当  

たっては，これらとの連携を十分配慮して研究の方向づ  

けを行っている。  

2」．4 化学環境部   

環境問題の解決には，実態把撞，機構解明，モデル  

化，対策立案といった一連の作業が必要となるが，いず  

れでも，正確かつ信頼性のある環境計測が不可欠とな  

る。化学環境部では，環境中での各種汚染物質の計測・  

監視技術及び毒性評価方法の開発と，汚染物質の環境動  

態の解明への応用に関する研究を行っている。   

本年度も，それぞれの研究室が業務に合わせた経常研  

究を実施した。計測技術研究室では，環境汚染物質の測  

定技術及び測定手法に関する研究を実施した。計測管理  

研究室は，ダイオキシンやPCBを対象に分析法の精度  

管理・高精度化の研究を行うとともに，悪臭物質の発生  

や水の塩素処理による有害物質の生成に関する研究を  

行った。動態化学研究室では，状態分析法を用い環境／  

生態系での元素の動態の解明や渦流出事故による汚染状  

況及び生態系被害の調査を継続するとともに，タンデム  

加速器質量分析システムの測定条件の調整を進め，海水  

や人骨試料などの分析に適用した。化学毒性研究室で  

は，アオコの毒物質の化学構造と毒性発現機構の解明と  

バイオアッセイ系によるガス状物質の毒性検定手法の研  

究を進めた。また，スペシメンバンキングの研究で二枚  

貝，イカなどの環境試料収集・保存・分析を継続すると  

ともに，環境標準試料の研究ではダイオキシン類をター  

ゲットにしたフライアッシュ抽出物と，ヒ素化合物の形  

態分析をターゲットとしたヒト尿などの作成や共同分析  

などを行った。   

本年度は，革新的環境監視計測技術先導研究として，  

大気中の有害化学物質の自動連綻多成分同時計測セン  

サーの開発研究を新たに開始した。また，バイカル湖の  

底泥を用いて地球環境の変動を解析する研究を始め，科  

学技術振興調整費などに基づくプロジェクト研究を継続  

実施するとともに，地球・地域環境研究グループが実施  
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するプロジェクト研究にも多くのメンバーが参加した。  化窒素問題に代表される地域的な環境問題を解決するた  

めの基礎となる研究を推進している。本年度は15課題  

の経常研究と2課題の奨励研究が行われたほか，地球環  

境研究グループ（温暖化現象解明，オゾン層，酸性雨各  

研究チーム），地域環境研究グループ（都市大気保全研  

究チーム）の準構成員として，さらには地球環境研究セ  

ンターの併任または協力研究者としてプロジェクト研究  

推進への協力も行われた。   

大気物理研究室では気象力学・流体力学を基礎とした  

大気循環についての研究が行われた。具体的には気候変  

動にかかわる気候モデルの開発と応用（大気海洋結合大  

循環モデルを用いた温室効果ガスおよびエアロゾル増加  

に伴う気候変化のシミュレーション，熱帯域での積雲対  

流活動の解析及び芸の放射効果の解析，大気・陸面での  

熱輸送過程の数億モデル化など），ユ00km程度の地域ス  

ケールの大気循環と物質輸送のシミ、ユレーション研究，  

極中心の大気の渦運動に関する理論的研究が行われた。   

大気反応研究室では，気相の化学反応論を基礎とした  

大気圏での物質の反応の研究が行われた。特に，気相中  

のフリーラジカル反応としてエチレン及びそのメチル置  

換体と酸素原子との反応によって生成する一連のピノキ  

シ型ラジかレをレーザー誘起ケイ光法で検出すること8こ  

成功Lた。また対流圏上部や下部成層圏などでの大気微  

量成分の光分解過程や硫黄酸化物の大気酸化過程につい  

て光イオン化質量分析法を用いた研究を行った。さら  

に，光化学反応チャンバーを用いて対流圏光化学オゾン  

に対するハロゲン化合物の添加効果を実験的に確かめ  

た。対流圏化学に関連した炭化水素やNO｝rの分析法の  

研究も行われた。   

高層大気研究室では，高層大気を対象とした遠隔計測  

手法に関する研究が行われ，ミ一散乱レーザーレーダー  

の高度化とデータ解析手私 大気微量分子のレーザー吸  

収分光手法，全団体化赤外波長可変レーザー技術などの  

基礎研究が行われた。レーザーレーダーを用いた観測研  

究では，気候モデルの入力となるデータの作成を目的と  

して対流圏エアロゾルの継続的な観測が実施された。ま  

た，ADEOS衛星に搭載されたレpザーリフレクタRIS  

を用いてレーザー長光路吸収法によるオゾンの測定実験  

が行われ，この手法による大気微量分子の測定が初めて  
実証された 

。   

大気動態研究室では，化学分斬や安定・放射性炭素同  

位体分析による温室効果気体や関連物質の循環を明らか  

2．1．5 項項健康部   

環境健康部においては，環境有害因子（窒素酸化物・  

ディーゼル排気ガス等の大気汚染物質，有害化学物質，  

重金属，スギ花粉，紫外線，騒音等）がいかにヒトの健  

康に影響を及ぼすかに関する実験的・疫学的研究を行っ  

ている。この研究には，健康影響の現れ方のメカニズム  

の解明，並びに影響の検出及び評価方法の開発等が含ま  

れる。これら環境有害田子の空間的広がりにより，地域  

規模での環境問題と地球規模の環境問題に分けられる  

が，それぞれ総合研究部門の地球環境研究グループ及び  

地域環境研究グループの研究チームと連携をとりなが  

ら，「地球環境研究総合推進費」，「特別研究」，「特別礎  

常研究」を行ってきた。さらに，環境リスク評価のため  

に，重金属，大気汚染物質，紫外線，ダイオキシン等に  

ついての文献レビューも行った。   

環境因子の影響を臓器や個体レベルで角孝明する試みと  

して，大気汚染物質による酸素欠乏と心・循環機能への  

影響，並びにメチル水銀を投与したラットを対象とした  

わ1が加状態でのNMI‡による機能測定法等について検  

討した。細胞レベルでの研究としては，気道への影響機  

構解明のため，炎症細胞の遊走・活性化，T細胞の増殖  

分化，肺構成細胞の相互作用，並びに神経細胞初代培養  

系を用いた神経毒性の検出系の開発等の検討を行った。  

毒性発現を遺伝子レベルで解明するためカドミウム感受  

性に関与する遺伝子クローニング，メタルチオネインの  

ノックアウトマウスを用いて，DMBAによる皮膚がん  

に関する研究環境水中の変異原の検出のため，さらにト  

ランジェニックゼブラフィッシュの作成に関する研究を  

行った。   

人間集団を対象とした研究として，国民健康保険受療  

記録の健康影響指標としての有用性の検討，気象条件と  

死亡現象との関係，睡眠障害の解析による騒音暴露の影  

響評価などを引き続き行うとともに，大気中ダイオキシ  

ン汚染と健康指標との関係についての検討を開始した。  

本年度は，13課題の経常研究と1課題の奨励研究が行  

われた。  

2．1．6 大気圏環境部   

大気圏環境部では，地球温暖化 成層圏オゾン層破  

壊，酸性雨といった地球規模の環境問題や，都市の二酸  
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にする研究を行っている。特に，西シベリアにおけるメ  

タンの発生に関する研究，新しい分析システムの開発に  

よる02／N2比の測定や省エネ型メタン分析の研究，航  

空機による温室効果気体の高度分析や，二酸化炭素フ  

ラックスの測定などを行った。それらに加えて，廃坑と  

なった鉱山の立坑（高さ400m）を利用して実際に近い  

スケールで人工雲を発生させる実験を行い，凝結核の添  

加に伴う雲粒濃度や雲粒径の変化を観測した。  

は奨励研究を含めて18課題の経常研究を行った。科学  

技術庁振興調整費による研究ではグローバルリサーチ  

ネットワーク等4課題，未来環境創造型基礎研究1課題  

が推進された。   

環境相物研究室では，植物形態や群落の3次元計測を  

目的として，カラーCCDカメラを用いた可搬型の3次  

元計測システムの開発を行った。このシステムでは，顕  

微鏡と組み合わせての細胞計測から，70m程度の被写  

体まで，3％前後の精度での形態計測が可能であった。  

また，中国現地で採取した植物の耐塩機能について検討  

した結果，新たに耐塩性を示す植物種がみつかった。一  

方，高地に生息するオンタデの低地栽培試験を行い，少  

量ではあるが，種子の採取にも成功した。   

環境微生物研究室では，水界生態系で重要な役割を果  

たしているシアノバクテリアの種レベルでの多様性の形  

態学的，分子系統学的解析を行った。緊急に保護を必要  

とされている車軸藻類について，日本各地の湖沼におけ  

る分布・生育状況の継続調査を行った。湿原の泥炭土壌  

中より単離したセルロース分解細菌は，アミラーゼ，プ  

ロテ7－ゼなど他の高分子分僻酵素も生産した。無色の  

ベン毛藻ノh血川刑仰瓜が有毒アオコを摂食し，有毒ア  

オコの消長と密接に関連していることを明らかにした。   

生態機構研究室では，尾瀬沼に侵入した帰化植物コカ  

ナダモの分布調査，尾瀬ケ原のアカシボの分布・生産及  

び生育環境の多様性を調べた。筑波山麓の農村地帯を流  

れる河川において底生動物の季節的な個体数変動調査，  

所内にある生態園実験地の水草帯において底生動物の生  

息場所および餌の選好性の調査を継続し，筑波山麓のゲ  

ンジボタルの生息する渓流において，水質測定項目とそ  

の羽化率との関係について調べた。   

分子生物学研究室では，シロイメナズナを材料とし，  

環境ストレス耐性に関与する遺伝子の単離と，その生理  

機能解明のための研究を進めた。ストレス源としてオゾ  

ンと低温を選び，変異原（連中性子撮またはメタンスル  

ホン酸エチル）処理系統またはTDNAタギング系統の  

シロイヌナズナから，これらのストレス源に感受性の高  

い個体を選別し，合計14系統のオゾン感受性変異体と  

20系統の低温感受性変異体が得られた。  

2．1．7 水土壌圏環項湖   

水土壌圏環境部では地球温暖化，酸性雨，海洋汚染，  

砂漠化といった地球環境問題及び湖沼・海域の水環境保  

全やバイオテクノロジーを用いた水質改善などの地域環  

境問題に関して現象解明，影響評価，予測手法，環境改  

善手法等の基礎的研究を行っている。本年度は地球環境  

研究5課題，重点共同研究1課題，経常研究11課題，  

奨励研究2課題，環境基本計画推進調査費による研究1  

課題，科学技術振興調整費による国際共同研究1課題，  

災害対策総合推進調整費（国土庁）による研究1課題，  

文部省・科学研究費補助金による研究9課題を行った。   

水環境質研究室では，有機塩素化合物，リグニン酸，  

フミン酸，重金属等の環境汚濁物質の生成・分解に関与  

する生物およびそれらの代謝・変換量等について研究を  

行った。   

水環境工学研究室では，水循環研究として，澗沼川・  

釧路川流域を対象として河川流出モデルの精緻化を図  

り，物質循環研究では恋瀬川を対象として流域からの河  

川への農薬流出過程と霞ケ浦での拡散過程についての研  

究を行った。また，今後の水環境修復技術開発を目的と  

して生態工学利用によるビオトープ，エコトーンの保全  

に関する基礎的研究を行った。   

土壌環境研究室では，土壌中での華機汚染物質，有機  

汚染物質，及び微生物の挙動についての基礎的研究を  

行った。また，酸性雨の土壌影響についても調査，研究  

を行った。   

地下環境研究室では，粘性土の圧縮性状，地盤内の地  

‾F水の流動特性，地盤沈下観測システムの開発と観測に  

ついての研究を行った。  

2．1．8 生物圏環境部   

生物圏環境部では分子レベルから生態系レベルまでの  

生物lこかかわる基礎・応用研究を推進している。本年度  

2．1．9 地球環境研究センター   

地球環境研究センターでは，地球環境研究総合推進費  

における総合化研究を推進している。総合化研究の研究  
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領域は，分野別に実施されている個々の研究プロジェク  

トと異なり，①個々の研究プロジェクトの成果を集約し  

つつ，経済学，社会工学的手法を含む観点から総合的か  

つ体系的に検討を行い，政策の具体的な展開に資する知  

見を提供する「政策研究」，②「課題別研究」として分  

野ごとに研究プロジェクトが推進される地球環境研究に  

射し，これらの個々の分野にまたがる研究領域や共通す  

る研究領域を体系的かつ集中的に解析する「横断的研  

究」，③個々の研究領域の重要性を地球環境問題の解決  

という観点から総合的に評価する「リサーチ・オン・リ  

サーチ」の三つの役割を有している。本年度は，（∋に該  

当する二つの研究を実施した。第一は，環境と経済を統  

合して分析できる新しいタイプの経済モデルおよび指標  

体系の開発を目指した「持続的発展のための環境と経済  

の統合評価手法に関する研究」，第二は，大陸スケール  

の環境の状況把握および政策効果の数量的把握に向けた  

情報システムを国際研究機関との協力の下に構築するこ  

とを目音旨した「地球環境予測のための情報のあり方に関  

する研究」である。さらに，本年度は環境リスク対策を  

念頭においた「地球環境リスクマネージメントのあり方  

に関する予備的研究」およびアジアの都市発展のための  

援助政雲酎こ資する「持続可能な郡市の発展に関する予備  

的研究」を課題検討調査研究として行った。いずれの研  

究も地球環境研究センターの併任研究員，客員研究貞等  

の研究者の協力を得て遂行している。  
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2．2 経常研究  

2．2．1地球環境研究グループ  

研究課題1）野生動物の個体群構造に関する基礎的研  

究  

〔担当者〕椿 宜高・高村健二・永日尚志  

〔期 間〕平成3”10年度（199ト1998年度）  

〔目 的〕野生動物の年齢構成，性比，密軋 個体変異  

などの個体群構造と生息環境との関連を把握し，個体群  

の遺伝的多様性がどのように維持されているかを明らか  

にし，野生動物保全に役立てることを目的とする。鳥類  

および昆虫類の自然個体群を選び，各個体群ごとの個体  

群密度，生存率，性比，産卵数などを測定し，繁殖成功  

度を比較することにより個体群内の形質変異および遺伝  

的多様性の維持機構を解析した。  

〔内 容〕霞ケ滴湖岸の2カ所の握地で，オオセッカの  

越冬個体群を調査した。冬期のみ生息するヨシ原では1  

歳個体が多く，周年利用している湿地では生息密度が高  

く，Z歳以上の個体も確認された。周年生息している湿  

地では，12月中に繁殖個体群と北方から渡ってくる越  

冬個体群の入れ換わりがみられた。少なくとも200個体  

以上のオオセッカが霞ケ浦湖岸で越冬していると推定さ  

れ，霞ケ浦が重要な越冬地であることが判明した。  

〔発 表〕A38，41叫甘5ト54，73，105，a－78，79  

については，ILASでの地上実験の実績の評価に基づい  

て，ILAS－［への基本的な考え方を整理した。データの  

利用研究の可能性をILAS観測の成果をもとに検討し  

た。  

〔発 表〕A－35，a－33  

研究課題 3）衛星搭載大気計測用センサーの精度評価  

手法高度化の研究  

〔担当者〕鈴木 睦  

（期 間）平成6”10年度（1994”1998年度）  

〔日 的〕1LAS及び7LAS－IIはともに，大気吸収のス  

ペクトル線幅に比較して，低い分解能の分光計を用い．  

る。このような低分解能測定では，分光器の装置間数，  

特に中心波長位置の決定が，正確かつ高精度のデータ処  

理に欠かせない。本研究では，分光器の波動光学的数値  

計算による手法と，実データを説明する探索的手法によ  

り，装置関数を高精度決定し，ILAS及びILASⅡデー  

タ処理の定量的精度を実現することを目的とする。  

〔内 容〕赤外分光器の装置関数を，光学モデルに基づ  

いて作成し，0，001ミクロンの分解能で波長位置が決定  

した。この装置関数の性能が任意の入力に対して誤差  

0．1％で満足することを示した。可視分光器について分  

光分解能の1／50で，波長位置と装置関数形状を決定し  

た。ADEOSⅢ搭載用のILASnの各分光器の装置関  

数評価について半導体レーザーを光源として，超高分解  

能分光器（0．001ミクロン程度の分光分解能）の装置関  

数決定を行った。  

〔発 表〕A－16”17，33－37，a－34，36”45，46～49  

研究課題 2）ADEOS－Ⅰ衛星搭載大気センサー  

（lLAS－Ⅰ）の開発に関する基礎的研究  

〔担当者〕笹野泰弘・鈴木 睦・中島英彰  

神沢 博＊1・横田達也＊l  

（＊1地球環境研究センター）  

〔期 間〕平成8（」0年度（1996”1998年度）  

〔日 的〕環境庁が開発を進めているオゾン層観測セン  

サーILAS一口は，成層圏オゾン及びオゾン層破壊関連  

物質等の観測を行うよう設計されている。本研究では，  

ILAS－∬で取得されるデータについて，データ処理アル  

ゴリズムの検討を行い，データ処理運用システムの開発  

に反映させる。また，地上検証実験・データ利用等の予  

備調査を行い，本格運用に備える。  

〔内 容〕ILASⅢの機器特性をもとに，特に太陽面掃  

引測定データ，中間赤外領域データの利用について，  

デ‾タ処理アルゴリズムの検討を行った。地上検証実験  

研究課題 4）ADEOS－Ⅰ衛星搭載大気センサー  

（lLAS－Ⅰ）の観測データの地上分光  

（FTIR）データを用いた検証解析に関する  

基礎的研究  

〔担当者〕中島英彰  

〔期 間〕平成9～11年度（1997－1999年度）  

〔目 的〕環境庁では，2000年度にADEOS」‖説星に  

搭載予定の大気センサーIl．AS－［の開発を行ってい  

る。この1LAS一Ⅲは，オゾン層破壊に関連した03，  

HNO3，NO2，ClONO2などの微量気体成分を観測する  
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大気センサーである。衛星データを科学的な解析に用い  

るためには，地上からの衛星デ→夕の検証が不可欠であ  

る。当研究では，地上フーリエ変換赤外分光器（FTIR）  

を用いてILASデータの検証を行うことをその目的とする。  

〔内 容〕FTIRは，太陽を光源に用い，地球大気によ  

る赤外線の吸収スペクトルを高分解能で測定する観測器  

である。その吸収腺の形から，非線型逆変換繰返し最少  

二乗法を用いることにより，各種微量気体成分の鉛直カ  

ラム量及び高度分布を導出することが可能となる。本研  

究では，高度分布導出アルゴリズムの開発，及び実際に  

スウェーデン・キルナで得られたFTIRスペクトルの解  

析を行い，03，HNO3の高度分布を導出する予定であ  

る。  

〔発 表JA－44，a－59，60，73  

〔期 間〕平成6～10年度（1994－1998年度）  

〔目 的〕成層圏オゾン層破壊は気候に影響を及ぼし，  

地球温暖化はオゾン層に影響を及ぼす。本研究では，上  

記のような相互作用を含めた成層圏のモデル化を行うこ  

とを目的とする。  

〔内 容〕これまでに開発した鉛直一次元モデルに，  

BrO∫系を導入するとともに，ビナツボ火山噴火後の成  

層圏硫酸エアロゾルの増大とオゾン減少の時期の関係等  

について，成層圏の光化学√放射力学結合仮受に焦点  

を当てて数値実験結果の解析を行った。  

〔発 表〕A3”6，a2”8  

研究課題 7）植物群落内の光環境の時空的不均質性に  

関する研究  

〔担当者〕唐 艶鴻・奥田敏耗  

〔期 間〕平成6－10年度（1994”1998年度）  

〔目 的）森林群落の光環境の不均質性と碓物の生理生  

惹的挙動との関係を調べることにより群落動態と徴気象  

との関係，実生走者過程に始まる森林の天然更新過程及  

び草食動物が植物の群落動熟こ及ぼす役割についての理  

解を深めることである。  

【内 容〕低地熱帯雨林の林冠空隙と閉鎖林冠下の林床  

で光量子，日射，温湿度，雨量などの項目について連続  

測定を行った。また，数秒間隔で環境および同化箱内の  

CO2濃度，温湿度および光合成光量子密度を測定し，  

森林構成磋の光合成日変化を調べたn さらに林冠空隙下  

と閉鎖林冠下に構成種の稚樹を移植し，草食動物による  

棄の損傷を想定して摘葉処理後の椎樹の生理的反応，生  

存率，新棄の展開速見 直径・伸長成長について測定を  

行った。  

〔発 表〕a－13－15，17  

研究課題 5）野生種物の形態の受光体制としての意義  

に関する研究  

〔担当者〕竹中明夫  

〔期 間〕平成7～9年度（1995－1997年度）  

〔目 的〕植物にとって光は生存・成長する上で必須の  

エネルギー源である。光エネルギーの獲得効率は，受光  

面をどのように空間に配置しているかに本質的に依存し  

ている。本課題の目的は，（1）野生植物の形態と，そ  

の受光機能との関係を解析すること，（2）種ごとの主  

な生育環境の光条件と，その種の形態的特徴との関係を  

解析すること，（3）個体間の地上部の相互作困を，形  

態を介した光の奪い合いのプロセスとして理解すること  

である。  

〔内 容〕林床～草地に生育するサトイモ科草本植物マ  

イゾルテンナンショウが，それぞれの生育地の光環境に  

応じて菓の形態を変化させている様子を調べるととも  

に，その受光機能をシミュレーション計算を行って推定  

した。林内の光不足環境下では面積あたり受光量を高め  

る形態，草地の強光条件下では受光量を低下させるよう  

な形態を取っていた。また，草地での受光量低下が強光  

ストレスを回避するために有効に機能していることが確  

かめられた。  

〔発 表〕A－39，a－52  

研究課題 8）成層圏オゾン層フィールド観測研究の高  

度化に関する研究  

〔担当者〕中根英昭  

〔期 間】平成8－9年度（1996～1997年度）  

〔月 的〕北半球中緯度のオゾン減少の棟因として，北  

極域のオゾン層破壊の影響と中緯度における独自のオゾ  

ン層破壊の両者が考えられるが，その寄与の大きさにつ  

いては解明されていない。この間題を解明するために  

は，目的指向型のフィールド観測を中心とし，データ解  

析研究，モデル研究を合わせた総合的な研究が必要であ  

研究課題 6）成層圏光化学一放射一力学持合過程の基  

礎的研究  

〔担当者〕秋吉英治  
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る。本研究では，日本が実施するフィールド観測研究の  要な気象データを作成する手法について検討するととも  

観測手法，解析手法，モデルの活用，データセンター機   に，日本及び欧州のオゾンレーザーレーダーの連携に  

能の高度化の方策を明らかにすることを目的とする。  よってオゾン破壊速度を評価する手法を試行した。  

〔内 容〕本年度は，セミリアルタイムで集中観測に必   〔発 表〕A－47，a－63，71  
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2．2．2 地域囁墳研究グループ  

研究棟題1）環境大気中におけるVOCs発生源に関  

する研究  

〔担当者〕若松伸司・田連 潔  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

【目 的）平成10年度から開始予定の特別研究「都市  

域におけるVOCの動態解明と大気環境質に及ぼす影響  

評価に関する研究」の具体的な計画，立案及び基礎的な  

予備研究を行うことを目的としている。  

〔内 容〕環境大気中におけるVOCsの挙動を自動分  

析システムを用いて明らかにした。これとともにトンネ  

ルにおけるVOCs測定データを解析・評価し，発生源  

杷撞手法を検討した。  

〔発 表】B－109，110，b、213，214，216  

から簡易に予測する方法について検討する。本年度は温  

度成層風洞によってストリートキャニオン内部の流れ場  

と濃度場を精密に測定し，平均濃度に関して此鞍的精度  

良く予測できることを示した。  

〔発 表〕B30，b－88｝90  

研究課題 4）ゼラチン質動物プランクトンの内湾域に  

おける動態  

〔担当者〕中村泰男・木幡邦男  

〔期 間〕平成7”9年度（1995－1997年度）  

〔目 的〕内湾域の炭素循環に果たすゼラチン質動物プ  

ランクトンの役割を明らかにすることが本研究の目的で  

ある。特に，尾虫類（オタマポヤ）およびウミタル類の  

現存量，生産量，植物プランクトン摂餌量を■夏の瀬戸内  

海の連続調査で定量する。さらにこれらの諸元を二次生  

産の代表者と考えられるカイアシ類で得られた値と比較  

し，ゼラチン質動物プランクトンの重要性を示す。  

〔内 容〕1997年夏，瀬戸内海家島諸島周辺での尾虫  

類の期間平均現存量はカイアシ類の70％に達した。ま  

た，尾虫類の速やかな増殖を反映して，生産量はカイア  

シ類を上回った。夏の瀬戸内海での炭素循環を明らかに  

するためにはこれまで無視されがちであった尾虫類の役  

割を考慮に入れる必要があると考えられた。また，調査  

期間中，珪藻類の赤潮が発生した直後，ウミクル類が卓  

越L，珪藻赤潮の消滅に大きな役割を果たLた。  

〔発 表〕B54  

研究課題 2）都市域における大気汚染現象のモデル化  

に関する研究  

〔担当者〕若松伸司  

〔期 間〕平成7”9年度（1995～1997年度）  

〔目 的〕都市域における大気汚染と発生源の関連性を  

定量的に明らかにするために気象と反応を含んだモデル  

の構築を行う。これを基に大気汚染の経年変化や地域分  

布の特徴を把握する事を研究の目的としている。  

〔内 容〕都市域における二酸化窒素汚染，光化学大気  

汚染，エアロゾル汚染などの二次生成大気汚染の生成撥  

構を解明するための研究を行った。本年度はオゾン濃度  

の長期的なトレンドと発生源の関連性に関するデータ解  

析とモデル評価を行った。  

〔発 表〕B－111，b－216  

研究課題 5）自然水系中における溶存フミン物質に関  

する研究  

〔担当者〕今井章雄  

〔期 間〕平成9”12年度（1997”2000年度）  

〔目 的〕溶存フミン物質は自然水中の浴存有機物の  

30”80％を占める。フミン物質は鉄等の微量必禎金属  

と安定な錯体を形成し，その存在状態に大きな影響を与  

える。金属の存在状態は生物利用可能性と密接に関係し  

ているため，鉄等の金属とフミン物質との錯化反応を定  

量化する必要がある。本研究ではその手法の開発を目才旨  

す。  

〔内 容〕溶存フミン物質と鉄等の錯化反応における安  

定度定数と籍化容量を電気化学的に測定する手法（ポル  

タメトリー）の開発に着手した。  

研究課題 3）沿道大気汚染の簡易予測手法に関する研  

究  

〔担当者〕上原 清  

〔期 間〕平成9－11年度（ユ997－1999年度）  

【目 的〕大都市における沿道大気汚染ほ，沿道周辺の  

建物が作り出す複雑な市街地気流の影響を受ける。本研  

究の目的はこうした複雑な市街地気流分布とそれに及ぼ  

す大気安定度の影響を温度成層風洞を用いた実験によっ  

て明らかにし，さらに，汚染濃度分布との関連を調べる  

ことによって沿道大気汚染の簡易予測手法を検討するこ  

とである。  

〔内 容〕沿道大気汚染濃度を交通量と風速データなど  
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研究課題 6）発光細菌を利用した簡便な環境変異原の  

検索手法に関する研究  

〔担当者〕白石寛明・白石不二雄＊l  

（＊1化学環境部）  

〔期 間〕平成9～11年度（1997－1999年度）  

〔目 的〕水中に存在する有害物質の評価を総合的に行  

うためには，機器分析で測定される個々の物質の濃度の  

みならず，水質全体を表す指標が必要である。有害化学  

物質の評価においては，バイオアッセイ法が，毒性物質  

を総合的に把揺するのに適していると考えられる。本研  

究は，操作に熟練を要しないバイオアッセイ法を目指し  

て，試験生物として発光バクテリアを選び，実際の環境  

水の毒性評価に応用できる簡便な試験法の開発を目指  

す。  

〔内 容〕発光細菌の変異株である発光能力のない南棟  

を用いて，化学物質による復帰変異を起こす度合いを変  

異原の指標とする方法を検討した。これを，より簡便な  

マイクロプレート法とするために，（1）マイクロプ  

レートに必要な試験培地，（2）最適な試験時間，（3）  

S9を用いる代謝活性化の手法の検討を行った結果，24  

時間の試験時間でできる簡便な変異原性試験を確立でき  

た。環境水，排水試料の変異原性の測定に応用できるこ  

とがわかった。  

を示した。城ケ島も油壷と類似していた。  

〔発 表〕B－70～76，b166”168，17ト173，175  

研究課題 8）環境化学物質の胎仔肢芽細胞の分化に及  

ぼす影響に関する研究  

〔担当者〕米元純三  

〔期 間〕平成7”9年度（1995－1997年度）  

〔目 的〕ラット胎仔肢芽培養法は，肢芽の中胚葉性の  

細胞が軟骨細胞へと分化する系で，分化への影響を調べ  

るのに有用な系と考えられる。この系を用いて，分化に  

関与するタンパク質を同定し，環境化学物質の分化への  

影響の指標としての有用性を検討することを目的とす  

る。  

〔内 容）前年度に引き続き，ファイブロネクチンに着  

目して，二次元電気泳動および免疫化学的手法により検  

出する系を用い，河川水などの環境中で見いだされた有  

機塩素化合物の影響を検討した。  

〔発 表〕B－105，106，b－212  

研究課題 9）動物の遺伝的背景の特徴をいかした毒性  

機構の解析に関する研究  

〔担当者〕曽根秀子  

〔期 間〕平成7－11年度（1995－1999年度）  

〔目 的〕これまでの研究で，酸化ストレスの発生に伴  

い肝炎を発症するモデル動物であるLECラットの肝実  

質細胞の核マトリックスタンパク分画にミトコンドリア  

に局在する熟ショックタンパク質，HSP60が存在する  

ことを見いだした。本年度は，HSP60の酸化ストレス  

マーカーとしての特異性を調べるため免疫組織学的検討  

を行った。  

〔内 容〕HSP60の酸化ストレスマーカーとしての特  

異性を調べるために細胞核内でのHSP60の挙動と核の  

構造変化との関連を検討した。そのために，HSP60が  

核に検出される細胞の種類をp21WAFl／Ciplの抗体  

を用いて検討した。その結果，増殖期にある細胞よりも  

むしろ静止状態の細胞でHSP60が発現していることが  

わかった。  

研究課題 7）環境中化学物質に対する生態化学的アプ  

ローチに関する基礎的研究  

〔担当者〕堀口敏宏・柴田康行＊】  

（＊リヒ学環境部）  

〔期 間〕平成5－9年度（1993－1997年度）  

〔目 的〕有機スズ（トリプチルスズ（TBT）及びト  

リフユニルスズ（TPT））化合物による海洋汚染とイボ  

ニシのインポセックス（出現率やその症状）に関して，  

前年度までと同様に引き続き調査し，その動向と個体群  

への影響を解析する。  

〔内 容〕油壷，城ケ島（神奈川）と平磯（茨城）で引  

き続き定期調査を実施し，伊勢・三河湾（愛知，三  

重），浜名湖（静岡），瀬戸内海（広島，剛．J），内之浦  

（鹿児島）でも調査した。平磯では正常なイボニシが採  

集され，産卵行動も卵嚢も観察されたが，油壷ではイポ  

ニシのインポセックス症状が重篤なままであり，産卵行  

動も卵嚢もほとんど観察されなかった。またイポニシ体  

内のTBT濃度が依然高く，若齢月の少ない個体群構造  

研究課題10）実験生物としての水生昆虫の大宜飼育法  

の横言寸  

〔担当者〕菅谷芳雄  

〔期 間〕平成4～9年度（1992～1997年度）  
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〔日 的〕有害化学物質の生態毒性試験に用いられる実  

験生物は，化学物質への反応の安定性や感受性，生活形  

も考慮されるものの，人工的な環境で飼育が可能である  

かがより大きな選択基準となっている。水生昆虫は一般  

に水中生活期はともかく，成虫の飼育とりわけ交尾・採  

卵が実験室では困難な種がほとんどで実験生物化の例は  

少ない。本研究は，水界生態系で重要な地位を占める水  

生昆虫の実験生物化のための飼育法を開発することを目  

的とする。  

〔内 容〕ユスリカ科昆虫の多くは交尾のさい群飛を行  

い，そのことが人工環境化での飼育を困難にしている。  

本年度は狭い空間でしかも1射で交尾可能な種に着目し  

アカムシュスリカとC如）わfgプ1dゆg5わお研1αgαi及びセス  

ジュスリカの3種で交尾成功率をみた。アカムシュスリ  

カは，径24mmのガラスピンに1対の成虫を入れると  

24時間後には20対中18対が，C．′めlチlαgαiではZO村  

中10対が成功したが，セスジュスリカでは成功例はな  

かった。  

柑l的〕生活排水や工場廃水等に含まれる界面活性剤  

が，共存する化学物質の水環境中での挙動にどのような  

影響を及ほすかを殺菌石鹸中の殺菌成分トリクロサンを  

化学物質のモデルとして検討した。  

【内 容〕直鎖アルキルベンゼンスルホン酸（LAS）が  

共存する水溶液中におけるトリクロサンの水への溶解度  

と残留権素による塩素付加Ⅰ反応の速度を測定した。LAS  

が臨界ミセル濃度以下では，いずれの値も純水中と大き  

な差はなかったが，臨界ミセル濃度以上のLASが共存  

すると溶解度が増大し，塩素付加反応の速度は低Fし  

た。これは水に溶けにくいトリクロサンがミセルへ可溶  

化するためと考えられた。実際の水環境中での化学物質  

の溶解や蓄積，移動などを考察するためにほ，このよう  

な現象を正確に把握する必宴があると考えられる。  

研究課題13）植物の気孔開度に及ぼす環境要因の受容  

と伝達に関する研究  

〔担当者〕中嶋信実・佐治 光＊1  

（＊］生物圏環境部）  

〔期 間〕平成8～12年度（1996－2001年度）  

〔日 的〕植物は乾燥ストレスにさらされると，それに  

対抗するため様々な代謝変化が起こることが知られてい  

る。本研究ではソラマメ孔辺細胞に浸透圧ストレスを与  

えるとリンゴ酸の蓄積が見られることを明らかにした。  

本年度は浸透圧ストレスの応答して礼遇欄鞄内の糖の濃  

度にどのような変化が起こるかを検討することを目的と  

して研究を行った。  

〔内 容〕ソラマメはく離表皮を0．4Mマンニトール溶  

液に浸して乾燥ストレスの代わりとし，この処理2時間  

後の気孔開度と孔辺細胞に含まれるスタロースを測定し  

た。その結果，この処理により気孔が閉鎖すると同時に  

孔辺細胞内でのスクロースの蓄積がみられた。従って，  

スクロース合成が礼遇細胞の浸透圧調節に関わっている  

ことを示すと考えられる。  

研究課題11）微生物分解機能を活用した環境汚染の評  

価に関する研究  

〔担当者〕矢木修身・岩崎一弘  

〔期 間〕平成8～12年度（1996－ZOOO年度）  

〔目 的〕テトラクロロエチレン（PCE）等の揮発性有  

機塩素化合物による環境汚染が問題となってきており，  

その浄化技術の開発が期待されている。微生物機能を活  

用した環境浄化を目的とし，好気的条件下でPCEを分  

解可能な微生物の探索を試みた。  

〔内 容〕日本各地の土壌を分離源としてPCE分解微  

生物のスクリーニングを実施した。PCEを唯一一の炭素  

源として増殖できる微生物を見いだすことができなかっ  

たため，メタン，エタン，プロパン，グルコース，キシ  

レン等の炭素源を添加するコメタボリズム反応を試み  

た。エタン，プロパンを炭素源として添加し，3週間以  

上の長期培養した系で，PCEの分解が確認された。分  

解の認められた系について集積培養を繰り返したが，分  

解活性が維持されることが判明Lた。  

研究課題14）環境中における微生物遺伝子の挙動に関  

する研究  

〔担当者〕岩崎一弘  

〔期 間〕平成7－11年度（1995”1999年度）  

〔目 的〕これまで環境微生物の研究対象は，分離・培  

養が可能な株に限られていた。近年，こうした欠点を補  

うため，分子生物的な手法により微生物生態を解明する   

研究課題】2）喝境中における界面活性剤の挙動と影響  

に関する研究  

〔担当者〕矢木修身・稲葉一棟  

〔期 間〕平成7－9年度（1995～1997年度）  
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試みがなされてきている。本年度は，環項中の特定微生  

物の遺伝子を解析するために，PCR（ポリメラーゼ・  

チェイン・リアクション）法によるトリクロロエチレン  

（TCE）分解遺伝子の検出法の開発を試みた。  

〔内 容〕TCEを好気的に分解するメタン資化性菌M  

株のTCE分解遺伝子の－・部を特異的にPCR法で増幅  

するために，M株および他のメタン資化性菌の遺伝子  

の塩基配列を比較した。M株の遺伝子のみが増幅でき  

るような各種プライマーを設計し，合成DNAを作成し  

た。M株および他のメタン資化性菌の遺伝子に対して  

f）CR法を行い，作成した各種プライマーの特異性及び  

反応温度等の条件を検討し，M株のみが検出できる手  

法を開発した。  

〔発 表〕b82  

知られている。最近我々は，ラットにTMTを投与した  

後，亜急性的（投与3～4日後）に血柴中コルナコステ  

ロン濃度が－▲過性上昇を示すこと，また，この上昇がイ  

ンターロイキン1受容体桔抗物質の前投与によって抑  

制されることを観察した。本年度はトリメチルスズとと  

もにトリプチルスズについても中枢神経障害をグリア線  

維性酸性タンパク（GFAP）を指標として検討した。ま  

た，海馬に加え，線条体，嗅球，嗅内野，梨状皮質およ  

び小脳についても観察した。  

（内 容〕spragueDawleyラット（6過齢雄）を対象  

とした。TMTおよびTBTはそれぞれ8mg／kg，50  

mg／kgの用量で一回経口投与した。投与後7日目ある  

いは8日巨＝二脳を摘出し，各部位に分別してGFAPの  

定量を行った。また経目的に尾静脈より採血を行い，コ  

ルチコステロンの定量に供した。その結果，TMT投与  

の場合，投与7日巨＝こおいては海馬のみに傷害が見られ  

たが，21日目には小脳を除くすべての部位に傷害が検  

出された。一九 観察期間を通じてTBTによる傷害は  

どの部位においても傷害は見られなかった。我々が既に  

確認しているTMTによる血祭中コルチコステロン濃度  

の一・過性上昇は，TBT投与によっては観察されなかっ  

た。  

〔発 表〕B－Z8，b－78”80  

研究課題15）飲料水の含有成分と関連の示唆される健  

康像の地域差に関する予備的研究  

〔担当者〕兜 真徳・今井秀樹・新出裕史・本田 靖＊1  

（＊1環境健康部）  

〔期 間〕平成8～10年度（1996－1998年度）  

〔日 的〕日常的に摂取している飲料水の含有成分（各  

種金属ヤ有害物質）は，疾病発生の地域差をもたらす可  

能性のある最も大きな要医の1つと考えられる。本研究  

では，飲料水中の各種重金属と別途進行中の胃がん及び  

その前駆状態である慢性萎縮性胃炎に関する疫学調査の  

一部として同関連性を検討するほか，アルミニウム濃度  

とアルツハイマー病発生率との関連についても併せて検  

討する 

（内 容〕  

（1）胃がん死亡率の大きく異なる国内6地域でさらに  

飲料水をサンプリングする。  

（2）各種含有成分を測定し，胃がん死亡率及び慢性萎  

縮性胃炎頻度の地域差，アルツハイマー病発生率との関  

連について疫学的に検討する。  

〔発 表〕B－34，40，41  

研究課題17）環境健康リスク評価のための呼吸器系生  

体影響指標の開発  

（担当者〕平野靖史郎・山元昭二・安藤 満  

〔期 間〕平成6－】】年度（1994～1999年度）  

〔目 的〕開発途上国においては，化石燃料の燃焼に伴  

い，大気汚染物質の呼吸器への影響が深刻化しつつあ  

る。本研究では，肺胞腔内に沈着した粒子状物質を貪食  

していると考えられている肺胞マクロファージや，肺の  

炎症時に肺胞腔内に浸潤してくる好中球の細胞機能の変  

化に関する研究を行い，大気汚染物質の呼吸器に及ぼす  

健康影響評価を行うための指標を開発することを目的と  

する。  

〔内 容〕呼吸器内に吸入された粒子状物質に対する肺  

胞マクロファージの会食作用を解明するため，マクロ  

ファージのプラスチック表面への非特異的接着機構を調  

べた。免疫沈降法を用いて，接着に伴いSykキナーゼ  

がチロシンリン酸化を受けていることを明らかにした。  

また，肺の炎症に伴い浸潤して〈る好中球の動態につい  

研究課題16）有機スズの中枢神経毒性に関する神経内  

分泌免疫学的研究  

〔担当者〕今井秀樹・兜 真徳  

〔期 間〕平成8－10年度（1996～1998年度）  

〔目 的〕トリメチルスズ（TMT）は脳内の海馬を特  

異的に傷害し，記憶障害やけいれんを引き起こすことが  
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て速度論的に解析するとともに，一酸化窒素を吸入した  

ラットにおける好中球の肺浸潤過程についても調べた。  

〔発 表〕B－66，67，b157，ユ58，160，ユ62，ユ64  

性能評価を行った結果，浸出水は発光細菌に対する発光  

阻審毒性を有しているが，ハイブリッド型処理プロセス  

により発光阻害毒性を除去可能であり，各処理工程にお  

いても毒性物質が発生しないことが明らかとなった。  

〔発 表〕B－10，20，22，b1，4，15，26，34，46，58，60，67，  

7Z  

研究課題18）温熱と環境汚染物雲の複合暴悪が免疫系  

に及ぼす影響に関する研究  

【担当者〕山元昭二・安藤 満  

〔期 間〕平成5－10年度（1993｛」998年度）  

〔目 的〕環境汚染物質による健康影響を考える場合，  

気候国子の大きな変化は，環境汚染物質の生体影響を修  

飾する重要な要素の一つとなることが予想される。しか  

しながら，気候因子と環境汚染物質を組み合わせた生体  

影響に関する検討は十分でない。本研究では，環境温度  

に着日し，特に温熱と環境汚染物質の複合暴露が生体の  

感染防御能に及ぼす影響について検討する。  

〔内 容〕温熱と環境汚染物質の複合影響を明らかにす  

るために，本年度は，前年度に引き続きプロテウス蘭を  

用いた系でマウスの肺の殺菌活性への影響について検討  

した。その結果，プロテウス蘭に対する肺の殺菌活性は  

温熱と03の複合暴露によってそれぞれの単独影響に比  

べて有意に低下した。これらの結果から，温熱は03に  

よる肺の抗細菌防御系への抑制的影響に対して相乗的に  

作用することが明らかになった。  

〔発 表〕b199  

研究課題 20）水質改善効果の評価手法に関する研究  

〔担当者〕稲森悠平・水落元之・西村 修  

〔期 間〕平成7～12年度（】995－2000年度）  

〔目 的〕水域の水質改善を回るための生物，物理，化  

学的各種排水処理法による水質改善手法が水質保全上い  

かなる効果を有するか，また水城の適正水質を確保する  

上で各種化学物質が生態系に及ぼす影響について，生産  

者・捕食者・分解者からなる水圏安定生態系フラスコマ  

イクロコズムを用いて評価適正手法を開発することを目  

的とした検討を行う。  

〔内 容〕モデルシステムとしてのマイクロコズムを用  

いて，化学物質としての界面活性剤の水圏生態系に及ぼ  

す影響を個体群動態，物質移動速度の両側面から影響評  

価を行った。その結果，個体群動態の無影響濃度は  

LASl．Omg／lであったのに対して，物質移動速度の無  

影響濃度は0．1mg／Jであり，1／10の濃度で影響がでる  

ことが明らかとなった。また，物質移動速度に影響ので  

たLASO，1mg／Jを連続的に暴露すると7日後に個体群  

動態にも影響が発現することが明らかとなった。  

〔発 表〕B21，26，b－10，20，62，66  

研究課題19）埋立地浸出水の高度処理に関する研究  

一〔担当者〕稲森悠平・水落元之・松重一夫・西村 修  

〔期 間）平成7～12年度（1995←2000年度）  

〔目 的〕人間および産業活動に起因して生じた廃棄物  
の処分の多くは埋立地に依存しており，それに伴って，  

埋立地から生じる浸出水には，生物学的に分解困難な有  

機物および窒素成分が含有されている。さらに最近で  

は，微量でも毒性の高い化学汚染物質が含有されてい  

る。生物活性炭オゾン酸化中間処理に活性炭複合担体  

を組み込んだハイブリッド型高圧処理プロセスの開発を  

行うと同時に，毒性試験による本プロセスの処理性能評  

価を行った。  

〔内 容〕ハイブリッド型処理プロセスにおける除去能  

ほDOC，T－Nで，それぞれ約62‰ 約95％であり，  

微量化学汚染物質であるトリタロロフェノールは100％  

除去可能であり，浸出水に対して有効な処理プロセスで  

あることがわかった。また，Microtox試験による処理  

研究課題 21）生物・物理・化学的手法を活用した汚水  

および汚泥処理に関する研究  

〔担当者〕稲森悠平・水落元之・松重一夫・西村 修  

〔期 間〕平成7～12年度 り995”2000年度）  

〔目 的〕有用微生物を活用した生物処理と物理化学的  

処理との組合せにより汚濁の進行した湖沼，海洋，内  

乳 河川，地‾F水等の汚濁水，生活排水，事業場排水，  

埋立地浸出水等の汚水およびこれらの処理過程で発生す  

る汚泥を生物・物理・化学的に効率よく分解・除去ある  

いは有用物質を回収する手法を集積培養の技術と生態学  

的技術を活用して確立する検討を行う。  

〔内 容〕汚水処理システムにおいて，処理水の透明  

化汚泥の減量化に大きな役割を有する微小後生動物，  

乱射凱勒血油粕叩肋呵血厄血を対象とし，大量培  
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養とリアククーヘの定着化に関する検討を行った。その  

結果，細菌一輪虫の二者系からなるリアクター中に輪虫  

を高常度に担体に定着させ透視度60度以上の処理水が  

得られた。また，生物処理施設の処理槽に輪虫類を製剤  

的な使用を目的として接種する場合には，処理槽内に充  

てんする担体の種類および孔径が重要な因子であり，平  

均孔径が300／川1以上の担体が必要であることが明らか  

となった。  

〔発 表〕B－12，14，b－23，36，71，73，75，76  

バックグラウンド地域よりも都市大気試料の方が高く，  

雨水に溶けやすい化学形態で存在していると推定され  

た。また，エアロゾル粒径が小さいそれら金属ほど水溶  

性の比率が高く，酸性ガス成分との関連性が考えられた。  

〔発 表〕b－149，185  

研究課題 24）申ケ涌の生物資源保護に果たす役割に関  

する研究  

〔担当者〕春日清一  

〔期 間〕平成8～12年度（1996～2000年度）  

〔目 的〕霞ケ浦及びその周辺は水・陸両環境を利用す  

る生物が生活し，多様な生態系を形成している。これら  

生物に霞ヶ浦の環境変化は時に極めて重大な影響を与え  

る。しかし，生物の存在や生活様式は知られていないこ  

とも多く，急激な環境変化により，これら野生生物が気  

づかれずに消滅する危険性をはらんでいる。このような  

生物の生活を知り，できる限り記訊こ残し，保護するこ  

とを目的とする。  

【内 容〕（1）霞ケ浦の湖沼調査時，また随時生物に  

注意を払い，多くの現象の発見に努力する。これら現象  

が重要なものであればこれを学会誌等に記録として残  

す。（2）霞ケ浦及びその周辺を餌場，休息場として利  

用する渡り鳥を観察L，霞ケ浦の環境変化の影響を分析  

する。  

研究謀眉 22）湖沼沿岸域の生物多様性と生態系機儲に  

関する基礎的研究  

〔担当者〕福島路生・高村典子・上野隆平＊1・  

野原精一＊J  

（＊1生物圏環境部）  

〔期 間〕平成9－10年度（1997～1998年度）  

〔目 的〕貧栄養湖や富栄養湖の沿岸域での生物多様性  

と生態系機首巨の関係を明らかにするための基礎的研究を  

行う。また，生態系機能を評価するための方法論の検討  

を行う。  

〔内 容〕貧栄養湖のモデルとして十和田湖の沿岸域，  

富栄養湖のモデルとして霞ケ浦や魚が生息しない国立環  

境研究所にある生物実験池を対象として，沿岸域の底生  

生物群集構造と環境（底質条件，波，沈殿物，水生植物  

量）との関係を調べた。不安定な環境である波打ち際の  

底生生物群集の多様性は高く，沖に向かって，密度勾配  

があることがわかった。  

〔発 表〕b131  

研究課題 25）環境データ解析のための統計的手法に関  

する研究  

〔担当者）松本幸雄  

〔期 間〕平成アー1ユ年度（1995”1999年度）  

〔日 的〕環境データから構造的情報を抽出するには，  

偶然要因の効果を分離する統計解析手法が必要であると  

同時に，分離が可能なデータの取得がなされていなけれ  

ばならない。   

本研究は，（1）環境データ解析のための統計的手法  

の開発，および（2）解析の基礎となるモニタリングや  

調査などのデータ取得の方法論について情報理論的見地  

から検討することが目的である。主な対象は，大気汚染  

に関する環境データと生体影響データとする。  

〔内 容〕本年度は，東京都における大気汚染物質の空  

間変動の特徴について，都の調査データと常時監視デー  

タを用いて解析し，例えば次のことが明らかになった。  

（1）浮遊粒子状物質の年平均濃度の空間相関構造は二  

研究課題 23）大気試料中の微量元素とその環境化学的  

挙動に関する研究  

〔担当者〕西川稚苗  

〔期 間〕平成5－9年度（1993～1997年度）  

〔日 的〕降水試料ヤ大気エアロゾル試料中に含まれて  

いるppmレベル以下の微量成分について降水／大気エア  

ロゾル分配比率の変化について調査すること，ガス状大  

気成分の経年変化を計測することによって，都市環境変  

化を反映する無機系成分を探索することを目的とした。  

〔内 容〕ローボリュームサンプラ一による大気エアロ  

ゾルの連続サンプリング試料中の不溶性成分と水溶性成  

分を分別定量した結果 亜鉛，バナジウム，鉛は，70～  

90％水溶性で存在していた。その水溶性の比率は，  
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酸化窒素と大きく異なり，地点間の濃度差の変動の大き  

さが，地点間の距離とほとんど関係なかった。  

（2）化学物質濃度の空間変動は物質により異なり，区  

部で比較的一様な分布をしたのは，スチレン，クロロホ  

ルム，ベンゼン，メチルシクロヘキサンだった。また，  

区部の濃度が多摩地域に比べて有意に高かったのは，ト  

ルエン，】，2－ジクロロエタン，トリクロロエチレン  

だった。  

〔発 表〕b－178，179  

性評価に用いて多くの成果を得てきた。但し，シジミの  

試験生物化は現在検討中であるが，未だ成功していな  

い。環境ホルモンの生態影響評価には，多様な生物に対  

するライフサイクルテストが重要であり．上記の生物や  

ヨコエビなどの飼育化も検討している。  

研究課題 28）環境科学研究用に開発した実験動物の有  

用性に関する研究  

〔担当者〕高橋憤司  

〔期 間〕平成7～9年度（1995－1997年度）  

〔目 的〕国立環境研究所実験動物開発では，環境汚染  

物質の生体影響研究用実験動物としてウズラ及びハムス  

ターを用いて開発してきた。本年度は，これらの純系化  

を継続するとともにウズラ種卵の有用性についてさらに  

検討した。  

〔内 容〕国立環境研究所実験動物開発では，環境汚染  

物質の生体影響研究用実験動物としてウズラ及びハムス  

ターを用いて開発してきたが，本年度は有用性について  

さらに検討し，以下の結果を得た。  

（1）ニューカッスル病ウイルス不活化ワクチンに対す  

る抗体産生能（NDV－Hl抗体産生能と略）の高及び低  

系ウズラの選抜を51世代へと進め，同系ウズラを遺伝  

的に純化することができた。また，ハムスターでは兄妹  

交配による近交化を行い，これまでに2家系を16世代  

まで縫代した。  

（2）NDV－Hl抗体産生能の低系に出現した羽装突然  

変異を固定することができた。また，低系の繁殖能力は  

高系と比較して良好な成績を示し，絶滅の危機を回避し  

ていることがわかった。  

（3）環境中残留化合物の毒性試験手法の開発として，  

ウズラ発育卵を用いて検討した結果，自卵系ウズラの近  

交系閏交雑により得られた種卵が最も適切であった。  

〔発 表〕B－48，b－118～121  

研究課題 26）地球における物質と価値の循環に関する  

研究  

〔担当者〕森田昌敏  

〔期 間〕平成7～9年度（1995～1997年度）  

〔目 的〕地域という小さな孤立系，および地球レベル  

の大きな，しかし限定された系において，物質がどのよ  

うに循環し，それに伴って資源，エネルギー，食糧と  

いった物質レベルがどのように変動しつつあるか，また  

あわせて人間の価値観がどのように変化しつつあるかを  

社会地球学的立場から分析を試みる。  

〔内 容〕我が国のサステーナプルデベロップメントと  

関連して人口を食糧及びそれを支える栄養素の将来にお  

ける不足についての解析を行った。食品中の微量栄養素  

についても検討し，制限因子となる可能性の分析を試み  

成果を得た。  

研究課題 27）バイオモニタリングに効果的な水生生物  

の開発に関する研究  

〔担当者〕畠山成久  

〔期 間〕平成7－11年度（1995～1999年度）  

〔目 的〕現在，化学物質の生態影響評価に関する生物  

試験ではOECDを始めとし，国際的にも主に藻類，ミ  

ジンコ，魚の特定種が使用されている。今後，さらにい  

かなる生物種を加えるかで，現在OECDでは底質中の  

化学物質の生態影響試験のためヨコエビ，ユスリカの一  

種が検討されている。植物では，ウキクサヤ珪藻が候補  

に上げられている。いずれも，生態系と現実的な暴露を  

想定しており，国内種から様々な水生生物の試験生物化  

を検討する。  

〔内 容〕水生生物棟では，これまでヌカエビ，セスジ  

ュスリカ，アオウキクサ，イトトンポ，ホタルトビケ  

ラ，シジミなどを新たな試験生物として農薬類の総合毒  

研究課題 29）都市環境騒音による不眠症発生リスクの  

評価に関する研究  

【担当者〕影山隆之・兜 真徳・黒河佳琴  

〔期 間）平成8～9年度（1996－1997年度）  

〔目 的〕騒音による不眠症発生リスクの評価を行うた  

めにはいろいろな睡眠評価法が用いられてきたが，  

フィールド調査において環境騒音による同リスクを評価  

するためには，在宅の調査対象者に過大な負担を強いる   
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ことのない睡眠評価法が必要となる。このような評価手  

法を開発するために，他覚的および自覚的睡眠評価法に  

関する基礎的検討を行った。  

〔内 容〕他覚的睡眠評価法として，アクチメータを用  

いて体動から睡眠／覚醒を判定する方法を用い，主要道  

路沿道の成人住民を対象として，家庭で睡眠調査を行っ  

た。屋外から寝室内への侵入音レベルとその時の中途覚  

醒反応の発生率との閉に，レベル一反応関係の存在が示  

唆され，上記手法は騒音による中途覚醒リスクおよぴそ  

の個人差に関する研究に応用可能と考えられた。自覚的  

睡眠評価法として質問紙を用いた睡眠調査を，大都市お  

よび農村部の男性に対して実施し，結果の再現性ないし  

季節差について検討中である。  

【発 表）E－11，1Z，b－93  

をいくつか細み合わせたシステムについての評価は少な  

かった。本研究は，平成7年度に環境低負荷を目的とし  

て太陽エネルギー利用技術等を導入して研究所内に建設  

されたオフィス（ェコオフィス）を対象とし，そのエコ  

オフィスに導入した太陽光発電システム，太陽熱による  

冷暖房システム，建物の断熱構造化等の対策について，  

対策技術の個別評価，システムとしての評価を行うこと  

を目的とする。  

〔内 容〕本年度は，前年度明らかになったェコオフィ  

スシステムに導入した加湿器，吸収式冷凍機等の個別機  

器の問題点の解決のための設備改修を実施するととも  

に，夏期冷房期間における性能向上を目指した温水漕の  

断熱強化対策，吸収式冷凍機およびヒートポンプの温度  

設定の調整等を実施した。研究成果は以下のとおり。  

（1）エコオフィスにおける1年間の消費エネルギーは  

86．8Gcal，供給エネルギーは40，3Gcalであり，そのう  

ち太陽エネルギーにより賄えた割合は約53．6ヲ石であっ  

た。  

（2）太陽熱集熱器の年間を通じての効率は20％であ  

り，太陽熱の利用率は42％に留まった。効率の向上の  

ためには，熱雷安を考慮した集熱器の規模および集熱温  

度の設定等のシステム的な工夫が必要である。  

（3）温水漕および吸収式冷凍機の配管の保温強化によ  

り，吸収式冷凍機の運転時間を長くできたが，真空度が  

次第に低‾Fサるので吸収式冷凍樺の真空度の管理が隼に  

1度必要である。  

（4）太陽光発電システムの年間平均の定格1kW出力  

および1日当たりの発電量が，多結晶型では  

291kWh，単結晶型では3．00kWh，アモルファス型で  

は2．14kWhであった。アモルファス型においては，変  

換効率の低下が進行しており，これは太陽電池表面の汚  

れによる影響が考えられる。  

（5）ェコオフィス内の設備改修およびヒートポンプ等  

の温度設定等の調整により，前年度に比べて消費エネル  

ギー原単位の1割低下および，外部からの電力供給量の  

約り4削減が達成された。  

（6）エコオフィスの消費エネルギー原単位を既存のオ  

フィスの原単位と比較するための原単位の換算を行い，  

省エネビルには2割ほど及ばないが，一般的なビルに対  

しては3割程度小さな値であることが判明した。  

（7）オフィスの延床面積と太陽エネルギー利用技術の  

設置面積との関係を検討し，エコオフィスの場合では延  

研究課題 30）エコオフィスの環境調和性に関する研究  

（特別経常研究）  

〔担当者）近藤美別・乙間末広＊1・藤沼康実♯Z  

（＊1社会環境システム部，  

＊2地球環境研究センター）  

〔期 間〕平成8～9年度（1996－1997年度）  

〔目 的〕1997年12月に京都で行われた気候変動防止  

枠組条約第3回締約撰会議（COP3）において，2008  

年からZO12年までの平均の排出量として日本は，1990  

年比で温室効果ガスの6％削減目標が定められた。日本  

の1995年のエネルギー消費量を1990年比でみると，産  

業部門がほほ－・窟であるのに対して，民生，交通部門は  

国全体の消費量の伸び（約8％）に対してほほ倍増の状  

況にある。これは，全部門一律の二酸化炭素削減目標を  

立てて対策を行うことを想定したとき，民生および運輸  

部門の二酸化炭素排出量は，実際には1990年の約3／4  

の排出量にまで削減しなければならないことを意味して  

いる。運輸部門については，天然ガス自動車や電気自動  

車等の低公害車の導入や従来車より大幅に燃費を向上さ  

せたガソリン華やハイブリッド車が市販されるなど，対  

策が取られつつある。また，民生部門の半分を占める家  

庭部門においても，太陽光発電システムの設置や省エネ  

住宅化 省エネ家電製品の導入等が進みつつある。一  

方，巨本の二酸化炭素排出量の約1／8を占める業務部門  

については，有効な対策がそれほど取られているとは言  

えない状況にある。また，業務部門に適用可能な温暖化  

対策技術についても個別の評価は行われているが，技術  
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床面積の5％に太陽光発電システムを設置することによ  

り消費エネルギーの7％を賄うことが可能なことが推定  

された。  

（8）太陽光発電システムおよび太陽熱集熱器を同じ面  

積分設置した場合のエネルギー効率を比較し，暖房時は  

ほほ同等の効率，冷房時は太陽光発電システムの方が約  

2倍よいとの結果となった。  

〔発 表〕b－100～105  

〔内 容〕本年度は引き続き対象児童の呼吸器症状およ  

びアレルギー症状（自記式質問票による咳，疲，喘鳴，  

囁息，鼻炎等の症状の有無），居住環境，肺機能（努力  

性肺活量，1秒量・率，他），身長・体重，血液検査  

（血清総IgE，ダニ特異的IgE，スギ特異的IgE）につ  

いての資・試料を収集した。本年度はこれまで呼吸器症  

状調査に用いてきたATS質問票に加えて，ISAAC  

（InternationalStudy ofAsthma and Allergiesin  

Childhood）で用いられた質問文を追加した。この調査  

は世界50カ国以上の約120地域で実施された調査であ  

り，国際的な比較がある程度可能となっている。本年度  

実施した項目のうち呼吸器症状調査の実施率は高萩が  

99％，杉並が99％であった。肺機能検査については検  

査当日に欠席した児童を除く全員について実施した。採  

血については，高萩で71％，杉並で72％の児童の保護  

者から承諾を得られた。採血の承諾を得た児童のうち，  

調査日の欠席者，採血ができなかった者，および採血量  

が不足していた者の分を除いて，高萩，杉並いずれも  

70％の児童の血祭について分析を行った。昨年度1年  

生から5年生の児童については転出者を除き，約95  

パーセント以上について再調査が実施できた。   

ぜん息等の呼吸器症状の有症率については経年的な変  

化は大きくないが，地域間差はみられた。非特異的IgE  

抗体価は個人内での変動は少ないが，学年が上がるにつ  

れてダニおよびスギ特異的1gE抗体陽性率が高くなる  

傾向があった。  

〔発 表〕B－63  

研究課題 31）地域住民の健康に関する1次情報収集の  

ための調査研究の試み（特別経常研究）  

〔担当者〕新田裕史・窯河佳香・小野雅司＊l・  

本田 婚蹟】・昔川麻衣子♯1  

（♯1環境健康部）  

〔期 間〕平成6－10年度（1994～1998年度）  

〔目 的〕環境保健モニタリングのひとつの基本和であ  

る人口集団を対象とした調査による住民個人の健康に関  

する1次情報を収集するための具体的な手法を検討し，  

そのための場を環境の異なる地域に設定することは，長  

期的な環境変化が人口集団の健康にどのような影響を与  

えるかについて検討するためには不可欠である。そのた  

めに，茨城県内と東京都内の各一地域を選定し，地域内  

の学童を対象として，各種疾患への雁点状況の調査，血  

液生化学検査等の継続調査を実施するために，自治体関  

係部局，学校関係者，保護者との情報交換・調査内容の  

説明・協力依頼を行い，関係者の協力・承諾が得られ，  

実施可能な項目について， 1次情報の収集を目的とす  

る。  
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2．2．3 社会環境システム部  

研究課題1）環境問題における基本的課題に関わる研  

究  

〔担当者〕大井 紘  

〔期 間〕平成7－12年度（1995～2000年度）  

〔目 的〕環境学を形成するために，（1）個別科学が  

環境問題を認識あるいは解決するものとして組織される  

可能性と形態を明らかにしようとする。（2）個別科学  

がそれ自身として，環境問題に対して有効な存在になり  

うる状況を抽出しようとする。（3）個別科学間の相違  

が単に扱っている対象の相違ではなく，対象を扱うとき  

の論証形態や対象の取り扱い方や対象の認知形態にある  

ことを追究する。  

〔内 容〕（1）何らかの政策あるいは運動上の具体的  

問題を持たなくても，個別科学がそれ自身緻合的なもの  

になる場合として，生態学と社会学とについて検討し  

た。（2）個別科学がそれ自身環境問題に対して有効な  

のは，行政あるいは生産などの具体的な社会活動に援用  

される場合であることについて考察した。（3）環境計  

画において，対象の扱いかたが3通りに分類でき，認知  

的には本質的に異質なことを示した。  

識を抽出できることを示した。  

〔発 表〕B－43，C－9，24－27，C－］2，13  

研究課題 3）環境問題の社会経済的側面の分析と環境  

保全施策に関する基礎的研究  

〔担当者〕後藤典弘・後藤別行・青柳みどり・  

日引 聡・川島康子・森田恒幸＊l  

（＊1地球環境研究グループ）  

〔期 間〕平成8－10年度（1996～1998年度）  

〔目 的〕環境問題の解明のために，社会科学および政  

策科学的アプローチを必要とされる領域である現行の社  

会システムと環境システムの相互関係の解明，また環境  

保全のための具体的施策の提言およぴその費用効果の解  

析，環境政策の科学的評価について具体的な事例を通じ  

て実証的な研究を行う。  

〔内 容〕家計のエネルギー消費を中心に，エネルギー  

と環境との関連性及び環境保全政策の分析から，その望  

ましい方向性を検討した。また，人々の環境保全行動の  

促進・阻害要因となる環境知識や認識の程度の現状を調  

査し，メディア等への影響を分析した。   

一方，事業者等の行う環境負荷低減に向けての各種方  

策については，特定の容器包装廃棄物や廃家電製品の一  

部の事業者の引き取り，リサイクル義務を“拡大された  

事業者責務”の観点から分析・評価した。  

〔発 表〕C－5～8，18－23，C－Z－4  

研究課題 2）項境問題にかかわる質的情報の取り扱い  

に関する基礎的研究  

〔担当者〕大井 紘・須賀伸介・近藤美別＊1  

（＊l地球環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7～12年度（1995～2000年度）  

〔目 的〕環境にかかわる情報として，記述文あるいは  

カテゴリーの形をしたものは，人々の環境の認識構造な  

どを調べるために重要な意味を持つと考えられる。これ  

らの情報の分析と解釈においては，方法論上の多くの問  

題があるので，その解決を図ろうとするものである。特  

に，自由記述文の単語への分解と原文の読み取りとの関  

係，あるいは，自由記述文の分析とカテゴリーデータの  

分析との対照による意識情報の摘出に着目する。  

〔内 容）（1）分析者の判断によって自由記述回答内  

容をいくつかの主題別に分類してクラスター分析を行  

い，回答者群が回答主題によって鮮明に分離されること  

を示した。（2）大規模開発に関して，地域住民に対し  

て選択肢法と自由記述法との併用によって環境意識調査  

を行い，同じ回答者群の選択肢法と自由記述法とに対す  

る回答を比較対照することにより，回答者群の多様な意  

研究課題 4）地球環境保全のための国際協調に向けた  

制度方策の検討  

〔担当者〕後藤別行・川島康子・森圧＝亘幸＊l  

（＊1地球環境研究グループ）  

〔期 間〕平成9－11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕地球環境問題の解決には，国際協調，とりわ  

け先進国・途上国間の協調が不可欠であるが，途上国で  

は経済成長が優先的課題となっており，地球環境問題の  

優先度は低い。本研究では，地球温暖化甲題を取り上  

げ，国際協調の形成過程，経済発展と環境保全の両立を  

可能とする方策，および，先進国と途上国の環境政策の  

比較や，その背景にある政治経済的状況の比較を行うこ  

とにより，地球全体の持続的発展の経路の検討を目的と  

する。  

〔内 容〕（1）地球温暖化問題に関する国際レベルの  

交渉の分析を行い，現在段階の政策決雇要因分析の結果  
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をもとに，今後の交渉の動向を予測するアンケート調査  

を用いた手法を開発した。（2）国家レベルに閲し，先  

進主要国における温暖化交渉に係る政策決定過程を分析  

した。（3）先進国の温暖化対策が途上国の経済に与え  

る影響をAfMモデルを用いて試算した。さらに，東北  

アジアにおける環境国際協力の可能性について分析し  

た。  

〔発 表〕C－14－17，C－7”10  

を実施した。富栄養化した水源から水を取水し，広域に  

水を分配する事業では，（1）用水システム内での水質  

の変化（2）汚濁した水を受け入れる農地への影響，  

（3）地域の水環境の変化などが問題となる。これらに  

ついて調査検討した。また市民参加型の環境モニタリン  

グにおける情報伝達ツールについて調査検討した。  

〔発 表〕C－39  

研究課題 7）物質循環型社会に向けた環境負荷の評価  

と施策に関する研究  

〔担当者】後藤典弘・乙間末贋・森 保文・寺圃 淳  

〔期 間〕平成9（13年度（1997～200ユ年度）  

〔目 的〕廃棄物の増加に伴う様々な影響が顕在化しつ  

つあるなかで，廃棄物の排出抑軋 再使用・再利用，リ  

サイクルによる物質循環型社会への転換が求められてし、  

る。本研究では，環境負荷性滅のためにモノの涜れがど  

うあるべきかを，ライフサイクル・アセスメントを含む  

評価手法によって探り，施策に生かすことを目的とす  

る。  

（内 容〕環境負荷低減のためにモノの流れがどうある  

べきかを，ライフサイクル・アセスメントを含む評価手  

法によって探る事例研究に着手した。事例としてスー  

パーごみ発電を取り上げ，焼却・発電プラントの生産エ  

ネルギー，ごみ収集エネルギーおよび発電回収エネル  

ギーを解析，検討した。またライフサイクル・アセスメ  

ント手法の簡略化およびインパクトアセスメントについ  

て検討した。。  

〔発 表）CrlO～13，18”23，39，C－5～6，17”19  

研究課題 5）環境政策が経済に及ぼす影響の分析  

〔担当者〕後藤別行・日引聡  

〔期 間〕平成9”13年度（1997－2001年度）  

〔目 的）現在の税構造は，相対的にCO2排出量の多  

い石炭の使用を過度に促進し，そうでない石油関連燃料  

を過度に抑制するようになっている。このような税構造  

の‾Fでの炭素税導入は，そうでない場合と比較して実質  

GDPロスを大きくする可能性がある。本研究は，これ  

まで開発してきた経済モデルに改良を加え，現在のエネ  

ルギー関連税制を廃止した上で炭素税を導入することに  

よる経済影響を，そうでない場合と比較して分析するも  

のである。  

〔内 容〕（1）改革を伴わない場合と比較して，これ  

まで過度に促進されていた石炭やLNGシェアが低下  

し，過度に抑制されていた石油消費シェアが拡大する。  

この結果，税別改革ケースでは，1次エネルギー消費を  

税制改革なしケースほど削減しなくても同じCO2排出  

目標を達成できる。（2）税制改革によって，税制改革  

なしの場合と比較して，実質GDPに及ぼす影響を10  

％程度小さくできる。  

〔発 表〕C38，C－Z2，23  研究課題 8）地域特性を考慮した環境計画の基本モデ  

ルに関する研究  

〔担当者〕原沢英夫・青木陽二・高橋 潔’  

〔期 間〕平成7－11年度（1995－1999年度）  

〔目 的）自治体レベルの環境基本計画づくりでは，地  

域特性を活かし，住民参加による計画づくりが課題と  

なっている。本研究は，自治体レベルの基本計画策定プ  

ロセスに参画することにより問題点の把握と整理を行う  

とともに，計画策完プロセスにおける研究者やコンサル  

タントの役割について検討する。  

〔内 容〕計画策完プロセスにおける研究者の役割とし  

て挙げられた点としては，専門的知見の提供（環境硯  

象，制度や法律面），議論に対する適切なアドバイス，  

研究課題 6）水資源の開発に伴う環境影響の解析  

〔担当者〕乙間末席・森 保文  

〔期 間〕平成7”ユー年度（．1995－1999年度）  

（日 的〕環境資源の開発が自然・社会に与える影響に  

ついてデータを収集し，将来環境に配慮した開発を行う  

ための予測モデルや政策支援システムの構築に資するこ  

とを目的とする。また環境影響データの新しい収集方法  

として，市民参加型の環境モニタリングを取り上げ，そ  

の利用方法などを検討する。具体的には，水資源開発と  

水環境の関係について調査研究を実施する。  

〔内 容〕水資源開発と水環境の関係について調査研究  
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対策など専門分野からのアイデアなど，行政・住民・産  

業界代表の議論を結論にむけて誘導するモデレーター機  

能が重要である。一一方，環境コンサルタントの役割とし  

ては，計画策定プロセスを円滑に進めるための資料づく  

りや討議結果の記録，整理など事務局機能，環境部局と  

他部局との連絡調整，さらに基礎的な環境情報や地理情  

報の整備など，計画策定プロセスのファシリティクーと  

して重要な役割を担っていることがわかった。  

析手法としてのウエーブレット変換の有効性を文献調査  

を通して検証した。（3）シミュレーション結果を可視  

化するためのシステムを開発した。  

研究課題 ‖）人間社会的尺度から見た景観価値の解明  

〔担当者〕青木陽二・藤沼麻美＊1  

（＊1地球環境研究センタ」）  

〔期 間〕平成8－12年度（1996～2000年度）  

【目 的〕景観評価という現象は，ある環境条件から得  

た視覚を中心とした刺激に対する，人それぞれの価値づ  

けである。環境計画で，良好な景観を計画の対象として  

取り扱うには，この景観価値がどのように決まるのかを  

解明する必要がある。人間の知覚によって把握される景  

観は，景域の気候や地形などの自然条件のほかに，その  

社会の文化的・歴史的背景により影響される。このよう  

な性質を持つ景観価値を人間社会的側面から明らかにす  

る。  

〔内 容〕本年度は，1995年までに報告された欧文の  

景観評価研究について，年代順にレビューし発表した。  

江戸から明治にかけての外国人の日本の風景に対する評  

価に関する文献を収集し，その特徴を分析した。風景評  

価と行動の関連を明らかにするため，都道府県の自然風  

景地利用行動の計測方法に関する調査を行った。自然風  

景の思い出に関する調査を行い，生まれて初めての風景  

体験や最も優れたと感じた自然風景について調べた。  

〔発 表】C1－4，C1  

研究課題 9）地理・画像情報の処理解析システムに関  

する研究  

〔担当者〕田村正行・須賀伸介・清水 明・安岡善文り  

（＊1地球環境研究センター）  

【期 間〕平成7－10年度（1995ルユ998年度）  

〔目 的〕広域化，多様化している環境問題に対処する  

ためには，喋境の監視，評価に際して，測定点において  

得られる物理，化学，生物等に関する数値情報に加え  

て，人工衛星データ，地形データ，地図データなどの地  

理・画像情報を有効に活用することが重要である。本研  

究では，様々な地理・画像情報を利用して，瑠墳を解析  

し評価するための手法およびシステムを開発することを  

目的とする。  

〔内 容〕（1）衛星データによる陸域生態系の分類及  

びマッピング手法の開発，（2）超高分解能衛星データ  

及び超多スペクトル衛星データ解析手法の開発，（3）  

人工衛星データと地理情報データの融合処理手法の開  

発，（4）NOAAノAVHRR衛星データによる森林火災  

監視手法の開発を行った。  

〔発 表〕C－35，40～44  

研究課題12）容器包装リサイクル法施行に伴う外部費  

用の推計（奨励研究A）  

〔担当者〕日引 聡  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕本研究では，平成9年4月から施行されてい  

る容器包装リサイクル法の下でリサイクルが義務づけら  

れるペットボトルに関して，3つの代表的な都市（東京  

都23区，大阪市，Jllロ市）に関して，当該法律の下で  

のリサイクル費用（回収，収集，中間処理，再商品化な  

どの費用の合計）とその負担関係について推計し・最後  

に，容器包装リサイクル法の問題点について検討する。  

【内 容〕ペット1本当たりリサイクル費用（円／本）  

は，東京都23区では，29，2円，大阪市（行政回収）で  

は17．5円，大阪市（店頭匝川又）では15，3円，川口市で  

は26．1円と推計される。この費用において，自治体と  

研究課題10）現場評価のためのモデリングとシミュ  

レーション手法に関する研究  

【担当者〕須賀伸介・田村正行・清水 明・山形与志樹  

〔期 間〕平成7－10年度（1995－1998年度）  

伯 的〕環境を定量的に評価する立場から，環境問題  

に対するモデルの構築およびシミュレーションに関する  

基礎的研究を行う。本年度は特に，環境現象のモデル解  

析に関連する数値シミュレーション手法，統計的データ  

解析手法について検討を行う。  

〔内 容〕（1）これまでに開発してきた境界要素法に  

よる音場のシミュレーションモデルを改良し，より精度  

の良い計算手法を開発した。（2）環境データの統計解  
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事業者との間の負担割合をみると，東京都23区では63  

：37，大阪市（行政回収）では90：10，大阪市（店頭  

回収）では30：70，川口市では79：21となっており，  

店頭回収を除けば，事業者の負担は非常に小さいものと  

なっている。  

果を観測流量と比較することにより，今後のモデル改良  

の指針を示した。  

〔発 表〕c－14，15  

研究課題14）境界要素法を用いた騒音伝搬の数値計算  

に関する基礎的研究（奨励研究A）  

〔担当者〕須賀仲介  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕境界要素法を用いた音の伝搬の数倍シミュ  

レーションにおいて，従来よりも精度の良い計算方法を  

確立することを目的とする。具体的には，道路騒音の防  

音壁の効果を見る問題を扱う。従来の標準的な境界要家  

法の問題点は防音壁の厚みが非常に薄い問題に対して良  

い精度の結果が得られないことにあった。本研究では従  

来の手法の問題点を理論的に考察し，薄い防音壁に対し  

ても精度の良い結果を与える計算手法を開発する。  

〔内 容〕従来の方法の問題点を検討した結果，薄い防  

音壁を設定すると，境界要素法の数値積分の計算におい  

て特異性の強い関数が現れ 従来からのガウス型数値積  

分公式では精度の良い計算結果が得られないことがわ  

かった。そこで，本研究では2重指数関数型公式を採用  

して，シミュレーション手法を改良した。その結果，薄  

い防音壁を設定した問題に対しても精度の良い結果を得  

ることができた。  

研究課題13）気候変動による河川水皇への影響の算定  

手法の開発（奨励研究Å）  

〔担当者〕高橋漆  

〔期 間）平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕気候変動により蒸発散，降水量の空間的・時  

間的分布が地球規模で変化することにより，河ノJ＝充量に  

も変化が起こり，河川流域における水利用に深刻な影響  

が発現する可能性がある。気候変動による河川流量への  

影響の定量的な評価を，地球規模を対象として可能にす  

るために，気温・降水量・雲量・風速などの気候デー  

タ，土壌データ，標高データのみを人力として用いる河  

川流量算定モデルの開発を行う。  

〔内 容〕（1）既開発の流域分割モデルを，従来に比  

べ空間解像度の高い標高データに対して用いて，河道位  

置，流域分割を束アジア地域について決定した。（2）  

積雪・融雪を考慮に入れた表面流出量算定モデルを開発  

し，気候・土壌データを人力として各流域分割からの表  

面流出量を算定した。（3）各流域分割からの表面流出  

が河遣に沿って流下する過程をモデル化し，その算定結  
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2．2．4 化学環境部  

研究課題1）／くイカル湖の湖底泥を用いる長期環境変  

動の解析に関する国際共同研究  

〔担当者〕河合崇欣・柴由康行・田中 敦・相馬悠子・  

高松武次郎＊1・切刀正行＊2・森田昌敏＊3・  

南 活史＊4  

（り水土壌圏環境部，  

＊2地球環境研究グループ，  

＊3地域環境研究グループ，  

＊4科学技術特別研究員）  

〔期 間〕平成6－10年度（1994”1998年度）  

〔目 的〕環境の変化が生物種の保存，絶滅や進化に与  

える影響を検討・評価するために，約3000万年と言わ  

れるバイカル湖の環境変化及びその他填で生存した生物  

層の変化を，バイカル湖底質柱状試料の古陸水学的解析  

によって調べる。  

〔内 容〕（1）バイカル湖底賀柱状試料の採取を行  

い，600m柱状試料採取に成功した。（Z）200m柱状  

試料について匠際的・匡＝勾的に分析チームを組織し，項  

目ごとに分担して測定を行った。500万年の気候変動を  

解析できる測定・分析の結果が蓄積された。国立環境研  

究所では他に主として無機元素の分布の測定，光合成色  

素の分机10Be年代決定法の研究，データベースの準  

備を分担した。（3）測定結果を総合し解析を行うため  

に，プロジェクトの当面の目標を設定し，科学技術振興  

調整費総合研究の同内容課題の充実に努めた。  

〔発 表〕D－2，19  

〔発 表〕D31，32，d30  

研究課題 3）環境汚染物質の測定技術および測定手法  

に関する研究  

〔担当者〕相馬悠子・横内陽子・久米 博・藤井敏博  

〔期 間〕平成2｛」0年度（1990～1998年度）  

〔目 的〕環境を正確に把握するという立場から，環境  

汚染物質の測定技術および環境の質を的確に計測L評価  

するための計測手法の確立を目的とする。コンピュータ  

ケミストリーを含むシーズ的，先導的研究を行う。  

〔内 容〕Li＋イオン付加反応を利用した質量分析法に  

より，CH4／N2及びC2H2／N2系のマイクロ波放電で生  

成する化合物の検出を行った。HC…CC…N，N…CC…  

N，・H2NC…N，C3N4等の多くの珍しい化学種を質量  

分析法で初めて確認した。  

〔発 表〕D－31，32，d－29，30  

研究課題 4）室内環噺こおける悪臭物質の発生機構の  

解明に関する研究  

〔担当者〕安原昭夫  

〔期 間1平成9～13年皮（1997－2001年度）  

〔目 的〕近年における悪臭苦情事例の多くが室内環境  

に由来しており．台所で発生する加熱臭や腐敗臭を対象  

として，原因物質の究明と発生機構を調べる。  

〔内 容〕食物の腐敗（発酵）で生成するフルフラール  

をシステアミンでチアゾリジン誘導体に換え，NPD－GC  

で定量する方法を確立し，発酵食品中のフルフラールを  

定量した。  

〔発 表〕d34，36  研究課題 2）塩素系有横化合物の新しい測定法の開発  

：超音速自由噴流の利用  

〔担当者〕藤井敏博  

【期 間〕平成2～」0年度（1990～1998年度）  

〔目 的〕気体試料分子を超音速自由噴流法により  

120eV程度迄高速化しこれを固体表面に衝突させる系  

において，この試料分子が電子軌起からイオン化へと進  

む過程の機構解明と，農薬・トリクレン等の塩素系有機  

化合物のための，このイオン化過程を利用した高感度で  

確度の高い測定法の開発を行う。  

〔内 容）（1）試料分子／H2系でsecdcd molecular  

beam超音速自由噴流法によりl－20eV程度までの高速  

分子流を作り，固体表面に衝突させ，その試料分子の負  

イオン化を利用した，GC，GC／MS法が確立できた。  

研究課題 5）環境分析の精度管理に関する研究  

〔担当者〕安原昭夫・伊藤裕廉・吉永 淳・山本貴士  

〔期 間〕平成7年－11年度（1995”1999年度）  

〔月 的〕環境分析における有効な精度管理手法を確立  

するために，検討すべき各種要因を明らかにし，サンプ  

リング法，計測法の高精度化を実現する。  

〔内 容〕ダイオキシン頬の簡易分析法を検討するため  

に，四重梅GCノMSによる測定とサンプリング法，分離  

精製法の改良を研究した。   
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研究課埴 6）塩素処理で生成する有様塩素化合物の分  

子量分布に関する研究  

r担当者〕山本貴士・安原昭夫  

〔期 間〕平成9－11年度（1997－1999年度）  

〔目 的〕塩素処理に伴って有害な有様塩素化合物が生  

成することはよく知られているが，同定・定量された物  

質は，生成した有機塩素化合物のうちの分子量の小さい  

ものである。高分子量の有機塩素化合物について，定  

性・定量的な情報を得る方法はきわめて少ない。この研  

究ではこのような高分子量の物質の分析に閲し，当面分  

子量分布に着目して分析法の開発を行う。  

〔内 容〕山間表流水を採取して塩素処理を行った。添  

加量の約1％が有機塩素化合物として検出された。これ  

を濃縮してゲルカラムクロマトグラフィーで分画したと  

ころ，特定の画分に明瞭なピークが観察された。一方，  

この試料の抽出物をGC－ECD，GC／MSで測定した  

が，有機塩素化合物として同定される物質は検出されな  

かった。このことから，ゲルカラムクロマトグラフィー  

が高分子量の有機塩素化合物の分析に有用であると考え  

られた。  

〔発 表）d－37  

研究課題 8）環境中／生鮮系での元零の存在状疲並び  

に動態に関する基礎研究  

〔担当者〕柴田康行・瀬山春彦・田中 敦・米田 穣・  

吉永 淳＊1・堀口敏宏り  

（＊1地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成8（12年度（1996－2000年度）  

〔目 的〕汚染元素・物質の環境循環，生態系循環の解  

明や，毒性等の評価のためには，それぞれの元素の存在  

状態／化学形態や局所的な存在／蓄積部位に関する情報が  

必要である。一九 元素の同位体比は，元素・物質の起  

源を探り，環境動態を追跡し，さらに生態系における汚  

染物質の蓄積を解明する上で重要な手がかりを与えてく  

れる。そのための基礎研究を実施する。  

〔内 容〕地殻に最も多く含まれるケイ酸塩鉱物である  

長石と硫酸酸性の水との反応を岩石や土壌の化学的風化  

のモデルとし，長石の表面変化をⅩ線光電子分光法  

（ⅩPS）で測定し，風化のメカニズムを調べた。その結  

果，酸との反応ではSiに比べ，Na，K，Ca，Alは長石  

表面から溶出しやすいことがわかった。ヒ素の化学形態  

分析法を海外の環境標準試料に適用し，そのヒ素化合物  

の抽出特性等に関する基礎データを得た。  

〔発 表〕D12，16，d－5，18  

研究課埴 7）タンデム加速器分析法の項填研究への応  

用に関する研究  

〔担当者）柴田康行・瀬山春彦・田中 敦・米田 穣・  

久米 博・森田昌敏＊1・吉永 淳＊1  

（＊l地域環境研究グループ）  

【期 間〕平成7－11年度（1995－1999年度）  

〔目 的〕平成7年度に設置されたタンデム加速器分析  

施設（NIESTERRA）の環境研究への応用に当たって  

必要となる運転技術，試料採取，前処理技術などの習  

得，確立を図るとともに，適用範囲を広げるためのハー  

ド，ソフト両面の改良，新しい分析手法の開発などを行  

い，今後の研究の発展の基礎作りを行う。  

〔内 容）名光学系の変動に伴うビーム強度の変化や結  

果（平均値，精度）への影響に関する基礎データを得る  

とともに，付属してきた解析ソフトの検討と問題点の抽  

出などの作業を中心に加速器質量分析装置の立ち上げ作  

業を継続し，その結果を基にイオン光学系の改良，ソフ  

トの改良などを進めた。また，PIXEの定量ソフトを装  

置に組み込む作業を行った。  

【発 表〕D→3，8，11，d－1”3，10，12  

研究課題 9）低沸点有機化合物の毒性評価手法の開発  

に関する研究  

〔担当者〕彼谷邦光・白石不二雄・佐野友春  

〔期 間）平成7年～9年度（1995－1997年度）  

〔目 的〕化学物質の毒性は様々な方法で検索され，一  

般毒性のほか，変異原性や細胞遺伝毒性を有する物質が  

数多く知られている。しかしながら，低沸点物質につい  

ては毒性評価手法が確立されておらず，それらの毒性評  

価はあまり行われていない。本研究では，低沸点化合物  

を細胞に暴露する装置を開発し，それらの毒性を評価す  

るシステムを確立するための基礎資料を得ることを目的  

とした。  

〔内 容）半導体の洗浄に代替フロンとして使用され，  

生殖機能障害を引き起こしたことで問題になった2プ  

ロモプロパンとその異性体である1一ブロモプロパンに  

ついて培養細胞へのガス暴露システムを用いて細胞毒性  

と遺伝毒性を検討した。両プロモプロパンとも1，2，  

及び4％のガスの直接暴露で細胞増殖抑制作用を濃度に  

依存して示し，また1％及び2％濃度で遺伝毒性の指標  
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であるSCE誘発が2倍以上と顕著な遺伝毒性作用が認  

められた。  

〔発 表〕d－16  

〔内 容〕液体クロマトグラフとマイクロ波プラズマ質  

量分析計を結合して，6価と3価のクロムを形態別に同  

位体測定を行う方法を作成した。この方法により，1  

ng程度のクロムの同位体比が測定でき，標準溶液の同  

位体比測定精度はl，5％程度であった。6価と3価クロ  

ムの同位体交換速度は遅く，同位体希釈測定が適用でき  

た。その結果，模擬土壌での実験により，酸分解・アル  

カリ摘出の過程で多〈の6価クロムが還元されることが  

示された。  

研究課題10）炭素同位体比（13c，14c）および窒素  

同位体比（15N）測定の前処理法に関する  

研究（奨励研究A）  

〔担当者〕米田 穣  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕骨に記録されている炭素の放射性同位体比お  

よび安定同位体比を正確に測定するために有機分画であ  

るコラーゲンが土壌埋没中に被った続成作用の影響を評  

価する方法を確立し，その影響が少ない分画を摘出精製  

する方法を検討する。これによって古環境試料に対する  

放射性炭素を用いた高精度な年代決定を可能とし，炭素  

安定同位体比に記録された古環境の変動やヒトを含む生  

物種の生態の変化を復元するための方法論確立を目的と  

する。  

〔内 容〕上記分画について炭素・窒素濃度および安定  

同位体比，放射性炭素存在比を測定した。試料としてロ  

シア太平洋沿岸のBojs汀ほn2遺跡出土の人骨試料を使  

用した。その結果，ゼラチン分画では木炭と近似の年代  

が選られるがそれ以外の分画では土壌有機物の影響が認  

められた。安定同位体比についても窒素同位体の相関が  

ゼラチン分画のみで認められ，他の分画では炭素，窒素  

ともに土壌有機物が影響していることが明らかになっ  

た。  

研究課題12）化学形態分析のための環境標準試料の作  

成と評価に関する研究（特別経常研究）  

〔担当者〕伊藤裕廉・柴田康行・山本貴士・  

田連 子酎l ・安原昭夫＊l・膏永 淳＊1・  

堀口敏宏＊1・森田昌敏＊1  

（＊1地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7～11年度（1995－1999年度）  

〔目 的〕環境標準試料NIES CRM No．16「河川底  

質」に含まれるPAHの保証値の検討を行った。また，  

NIES CRM No．17「フライアッシュ抽出物」に含まれ  

るダイオキシン類（ジペンゾーP－ジオキシン類とジベ  

ンゾフラン類）の共同分析をし，保証債を検討した。  

NIES CRM No，18「ヒト尿」は，予備分析として，全  

セレンと全ヒ素の分析を共同分析機関と行い，トリメチ  

ルセレノニウムイオン，ジメチルヒ素，アルセノベタイ  

ンについて現在共同分析継続中で保証債を検討してい  

る。  

〔内 容〕平成9年度の標準試料は，No．17で「フライ  

アッシュ抽出物」を作製したが，フライアッシュからの  

酒出試験も含めた形の標準試料が必要との観点と厚生  

省・環境庁がダイオキシンのガイドラインを発表するの  

に備えて，正しい分析のための基準が必要との観点か  

ら，粉末体試料のNIES CRM No．ユ9「フライアッ  

シュ」を標準試料として作製した。大学，公的機関と共  

同分析をし，保証債を検討している。   

平成10年度に作製予定のNIES CRM No．ZO候補と  

して，底質試料，生体訊軋 廃棄物関係等が上げられ，  

分析対象物質は，ダイオキシン類，PCB，タロルデン，  

等有機化合物が考えられている。  

研究課題11）Cr安定同位体を用いた底質・土壌中の  

6価クロム分析法の検討（奨励研究A）  

〔担当者〕田中 敦  

〔期 間〕平成9年度（ユ997年度）  

〔目 的〕底質・土壌中の6価クロムを正確に測定する  

ことが困難な理由は，酸化力の強い6価クロムが共存物  

質を酸化Lて自らは3価のクロムとなってしまうためで  

ある。6価クロムと3価クロムの形態ごとの同位体比を  

測定する方法の開発と，天然同位体比と異なる比を持つ  

6価クロムを添加し，酸分解・アルカリ抽出などの底  

質・土壌中の6価クロム分析法において，6価クロムが  

3価クロムヘ還元される程度を評価することを目的とす  

る。  
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研究課題13）スペシメンバンキングによる環境の時系  

列変化の保存並びに復元に関する研究（特  

別経常研究）  

〔担当者】柴田康行・旺中 敦・米田 穣・  

森田昌敏＊1・田遽i繋＊1・吉永 淳＊1・  

堀口敏宏＊1・向井人史＊2  

（＊1地域環境研究グループ，  

＊2地球環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7～11年度（1995－1999年度）  

〔目 的〕人間活動によって環境中に放出される物質は  

膨大な数にのぼり∴そのすべてを分析，監視し続けるこ  

とは不可酪であるごりまた副生成物の混入や流通・処理過  

程での有害汚染物質の発生など，予見できないような汚  

染事例も増えている。こうした化学物質汚染の監視体制  

をより効果的なものにし，なるべく早期に適切な対応を  

とれるようにするための一つの手段として，モニタリン  

グで集めた試料の一部を低温で長期保存し，新たな汚染  

がみつかった段階で過去に遡った分析を行ってその歴史  

的経緯の把握や起源の早期発見を可能にするスペシメン  

バンキング（環境試料保存プログラム）が有効と考えら  

れる。本研究では，特にバックグラウンド地域の監視と  

試料保存に着日しながら，分析試料の収集と保存，並び  

に保存性試験などの基礎研究を行う。  

〔内 容〕環境賞を代表する試料（日本沿岸各地の二枚  

貝，世界の外洋のイカ，大陸からの影響をモニターする  

島根県隠岐の大気粉塵，東京湾の二枚貝や鳥など）の収  

集・保存と分析作業を継続した。また，前年度に引き続  

き，平成9年1月に起こったナホトか号沈没事故に伴う  

日本海沿岸重油汚染の実態調査と試料収集を重点的に進  

め，特徴的な分析項目（指標物質・パターン）の探索と  

環境中での保存性（分解性）に関する基礎データの取得  

を行った。数多くの化合物（群）の中で，ベンゾ（α）  

ビレン並びに環数の多い多環芳香族炭化水素（PAHs）  

のパターンに特徴が見つかり，10カ月日光・風雨にさ  

らされてn－アルカン類がなくなってしまったような試  

料でもほとんど変化がないほど保存性が良いことがわ  

かった。÷れらを指標として，海水中，並びに沿岸生物  

（二枚貝）中のナホトカ重油成分の10カ月後の状況を  

明らかにした。ナホトカ重油に特徴的なパターンは10  

カ月後にもいくつかの場所で認められたが，濃度は数分  

の一から十数分の一に減少しており，特に多数のボラン  

ティアによって回収・清掃作業の進められた場所での恒1  

筏ぶりが目立った。今後の研究の基礎資料とすることを  

計指し，福井一石川沿岸の初期状態を示すこれらの分析  

データを集めて資料集（F－111’98／NIES）としてとり  

まとめた。  

〔発 表〕D－10，13，d－6，9   
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2．2．5 環境健康部  

研究課題1）環境有害因子の健康影響評価に関する研  

究  

〔担当者〕遠山千春・小林隆弘  

〔期 間〕平成7”10年度（1995”1999年度）  

〔目 的ユ環境有害化学物質の健康影響に関するリスク  

評価および計測手法のための文献収集およびレビューを  

行うことを目的とした。  

【内 容〕環境有害化学物質のなかで，ダイオキシン，  

紫外線，重金属，並びに浮遊粒子状物質の直径乙5mm  

以下の粒子（PM2．5）の健康影響に関するリスク評価お  

よび計測手法のためのレビューを行い，実験的検討も  

行った。また，土壌中ダイオキシンが浮遊した場合の暴  

露および取り込み量の評価を行った。  

〔発 表〕E－24～26，e－20～25，28，30，31，34～36  

せ，その結果例えばアレルギーの増加にも関与している  

可能性が示唆されている。本研究は，T細胞分化への環  

境汚染物質の影響を感度よくスクリーニングし評価する  

ための方法やマーカーの開発を目的とする。  

〔内 容〕GDle（NeuGe，NeuGc）ガングT）オシドに対  

して作製されたモノクローナル抗体AClは，ラットヘ  

ルパーT細胞の中のサブセットを検出する。この  

ACl＋細胞の分布を調べた結果，ヘルパーT細胞が  

CD45RCThylJ十（未成熟）細胞を経て CD45RC＋  

（ナイーブ），CD45RC‾Thyl．1（メモリー）細胞へと  

分化するにつれてACl＋細胞の比率が減少することが  

明らかとなり，AClが分化と密接な関係をもつマー  

カーであることが示された。  

〔発 表〕E28，29，e－40”43，45  

研究課題 4）人，家畜と野生動物の共生，生存に関す  

る基礎的研究  

〔担当者〕鈴木 明・高橋憤司＊1  

（＊1地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成9～11年度（1997－1999年度）  

〔内 容〕前年度に引き続き，ザンビア大学獣医学部は  

レーテェ（大型のカモシカの仲間：K，k．Lechwe）と  

匡立公園近在の牛やイヌから採血し，ブルセラ症の診断  

を血清学的に行い，家畜と野生動物の混在は共通伝染病  

にとって，大きなリスクであることが確認された。そこ  

で，家畜と野生動物が混在する可能性のあるザンビアの  

国立公園について，管理事務所にアンケート調査を行っ  

たところ，19の国立公園（国土の約8％）およびその  

周辺地域のうち，】2カ所で，混在する危険性が高いこ  

とが判明した。匡立公園の周辺地区では，貸しい集落が  

多く，家畜のコントロールが困難であることも明らかに  

なった。そして，このことは，家畜と野生動物の共存形  

態を取らざるを得ない開発途上国に共通の問題と考えら  

れた。  

研究課題 2）炎症細胞の遁走に関する基礎研究  

〔担当者〕小林隆弘  

【期 間〕平成6－川年度 り994－ユ998年度）  

【目 的〕ぜん息 花粉症などへの大気汚染物質の影響  

の機構を解析する際に抗原抗体反応および大気汚染物質  

による炎症細胞の浸潤および浸潤した細胞の相互作用に  

ついて検討することが重要である。そこで，抗原抗体反  

応により浸潤してくる好酸球と好中球の相互作用および  

オゾン暴露による炎症過程における抗原提示細胞の挙動  

などについて検討することを目的とする。  

〔内 容〕本年度は抗原提示細胞であるマクロファー  

ジ，B細胞，樹状細胞が大気汚染物質であるオゾンに暴  

露された場合どのような挙動を取るか凍結切片の免疫染  

色を行い気管の上皮および上皮下について検討した。マ  

クロファージ，B細胞数には変化が見られなかったが，  

樹状細胞数は一過的な増加の後減少することを見いだし  

た。  

〔発 表〕e－19  

研究課題 5）有害大気汚染物質と心・循環横能につい  

て  

〔担当者〕鈴木 明  

【期 間〕平成8”jO年度（ユ996へ」998年度）  

〔内 容〕前年度までに，NO2吸入ラットの異常心電  

図では，P波，QRS波及びSTセグメントの周波数が低  

下し，PQ間隔の延長から心臓内の刺激伝導系及び心筋  

研究課題 3）T細胞分化の解析法に関する研究  

〔担当者〕野原君子・藤巻秀和  

〔期 間〕平成9－11年度（1997～1999年度）  

【目 的〕T細胞は種々のサブセットに分化することに  

よってそれぞれ異なった機能をもつようになり，免疫反  

応を担当しまた調節する。近年環境中の汚染物質がT細  

胞サブセットの分化に影響を及ぼして免疫機能を変化さ  
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活動が非同期化していることを明らかにした。本年度  

は，さらに詳細に心拍数の変動を分析し，NO2暴露  

は，暴露初期に一時的な交感神経緊張後，副交感神経優  

位を示し，AⅤブロックの異常心電図を発現する。し  

かし，暴露期間が長くなると，交感神経の緊張が優位に  

なり，自律神経のバランスが経時的に変化することが判  

明した。  

機能に及ぼす影響を明らかにすることを目指す。  

〔内 容〕脳における物質の拡散速度の画像化法を実現  

するために，ラット頭部を測定対象とするNMR信号検  

出器，頭部固定装置を作製した。これを用いて，正常  

ラット，メチル水銀中毒ラット脳の水分子の拡散速度を  

測定した。正常ラット脳では脳皮質のカラムに平行な方  

向の拡散が直交方向より有意に長く，拡散異方性が観測  

された。中毒ラットではカラム直交方向の拡散速度が有  

意に延長し，拡散異方性が解消される方向の変化が見ら  

れた。  

〔発 表〕E－40，41，e56～59，61，62  

研究課題 6）環境因子の生体影響を評価するための遺  

伝子導入動物を用いたバイオアツセイ手法  

の開発  

〔担当者〕青木廉展・松本 理・石堂正美・佐藤雅彦  

〔期 間〕平成9”11年度（1997－1999年度）  

〔目 的〕環境周子に対して高感受性の遺伝子導入動物  

あるいは環境因子をモニターするための遺伝子を導入し  

た動物を開発する。これらの動物を用いて，環境中に存  

在する化学物質や紫外線などの低濃度・長期暴露に起因  

する生体影響を評価する手法を確立する。  

〔内 容〕本年度は次の研究を実施した。（1）環境水  

中の変異原物質を検出するためのゼブラフィッシュの開  

発を進め，安定したモニター遺伝子導入個体を確立し  

た。この遺伝子導入魚の胚にエチルニトロソウレアを暴  

露したところ，濃度依存的にモニター遺伝子上に変異が  

発生していた。成魚を用いて同様の検証を進める予定で  

ある。（2）活性酸素樫を消去するタンパク質であるメ  

タロチオネイン遺伝子を欠損させたマウスの皮膚に発が  

ん物質であるDMBAを塗布したところ，野生型のマウ  

スよりも低い濃度でパピローマが発生した。メタロチオ  

ネインは皮膚がんの発症を軽減する要因である可能性が  

示唆された。  

〔発 表〕E5，22，e－1，2，20〟28，35，37  

研究課題 8）神経毒性指標としての脳アンキリンの分  

子生物学的解析に蘭する研究  

〔担当者〕国本 学・足立達美  

〔期 間〕平成7－9年度（1995－1997年度）  

〔目 的〕脳アンキリンは，440kDと220kDの少なく  

とも二つのイソ型からなり，特に440kD ankyrinBは  

神経細胞傷害の高感度マーカーとしての利用の可能性が  

明らかになりつつある。本研究では，未だ不明な点が多  

い脳アンキリンの分子生物学的な解析を行うことを目的  

とした。  

〔内 容〕脳アンキリンの二つのイソ型の脳神経系発生  

段階のごく初期（胎生期）における局在を他の神経珊胞  

マーか一と比較検討した。朗OkDankyrinBは，神経軸  

索の伸展に関与することが明らかにされているGAP  

（GrowthaSSOCiated protei）43と発現時期，局在も  

極めてよく一致し，実際の脳組織内でも神経細胞の分化  

の初期段階である神経軸索の伸展に関与していることが  

示唆された。一九220kDank）rrinBは比較的広範に存  

在し，神経細胞のみならず，その前駆細胞，あるいは非  

神経郷地でも発現されていることが示された。  

〔発 表〕E－14，16，e15  研究課題 7）NMRによる生体の無償襲診断手法の研  

究  

〔担当者〕三森文行・山根一祐・足立達美  

〔期 間〕平成8～12年度（1996－2000年度）  

〔目 的〕血〃iγ8NMRの手法を用いて，従来の諸方  

法ではアプローチできない，生きている生体内臓器の代  

謝機能等を無侵襲的に解析する方法の開発を行うことを  

目的とする。生体内の臓器の機能を評価するための  

NMR分光法，イメージング法の開発を行い，それを応  

用して，各種化学物質や，物理的環境要因が臓器の代謝  

研究課題 9）マウスにおける行動等性試験法の確立に  

閲する研究  

〔担当者〕梅繹豊司  

〔期 間〕平成9′－12年痩（1997～2000年度）  

【目 的〕環境中には莫大な種類に及ぶ化学物質が含ま  

れており，その暴露を受けながら我々は生活している。  

それら化学物質が健康に及ぼす影響が懸念されるもの  

の，生体影響が良く調べられている化学物質はわずかな  
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種類に限られる。本研究では，環境化学物資がヒトの精  

神機能に及ぼす影響を効率良くかつ的確に評価するため  

の，マウスにおける行動毒性試験法の体系の確立を鋸旨  

す。  

〔内 容〕各種行動試験法をICR系マウスに適用でき  

るかどうか，また適切な条件設定を検討し，次いで実際  

の環境化学物質をその手法で検討する。今回は，正向反  

射，ブリッジテスト，正強化オペラント行動，Vogel型  

コンフ1）クト課題及びGeller・型コンフ1）クト課題のマ  

ウスへの適用を検討し，これらの手法によってトリクロ  

ロエチレン，テトラクロロエチレン，1，1，1－トリクロ  

ロエタンに正向反射消失作用，ブリッジテストでの成績  

の悪化作用，正強化オペラント行動抑制作凧Vogel型  

及びGeller型コンフリクト課題での抗コンフリクト作  

用があることを証明した。  

〔発 表〕E6，7  

新たな環境保健指標の開発を目的に，既存情軌 各種の  

健康調査及び健靡診断デ→タ等の統合と，疫学研究デザ  

インの開発・検討を行う。既存情報については，健康情  

報としての信頼性の検討とともに，継続的な健康情報と  

しての活用の容易性等についても検討を行う。  

〔内 容〕国保レセプトデータの収集・解析を継続する  

とともに，あらたに救急搬送データ ，人口動腰死亡統計  

について検討を開始した。救急搬送データに関して，名  

古屋市消防局，大阪市消防局のデータについて，気象変  

動と救急搬送者数の関連について検討を開始した。死亡  

統計に関しては，気温，湿度など日別気象データとの関  

連，大気汚染物質濃度との関連について検討した。さら  

に，最近大きな社会問題となっているダイオキシン汚染  

に関連して，出産時の異状，死産，出生性比等について  

の検討を開始した。  

〔発 表〕E－8，38，e10，11  

研究課題10）大気汚染物質の個人暴霧評価法に関する  

研究  

〔担当者〕小野雅司  

〔期 間〕平成8｛10年度（1996－1998年直）  

〔目 的〕大気汚染による健康影響評価に不可欠な，地  

域住民の汚染物質への暴露量評価手法を確立することを  

目的に，それに関わる様々な要因（地域特性一幹線道路  

との距離など，家屋構造，対象者の属性，個人の生活パ  

ターン等）の寄与を明らかにする。また，従来から研究  

の行われてきた二酸化窒素だけでなく，浮遊粒子状物質  

や有害化学物質等についても簡易測定法等を利用した調  

査を行い，知見の収集に努める。  

〔内 容〕過去数年間にわたり環境濃度と個人暴露濃度  

を調査しデータを蓄積してきた。大阪市内，東京都内の  

幹線道路沿道の家屋を対象に実施した調査で得られた，  

二酸化窒素，浮遊粒子状物，さらには有害化学物質濃度  

の解析から，道路からの距離による濃度減衰や屋内外濃  

度並びに個人暴露濃度相互間の相関について，季節変  

化，地域特性が見られることを明らかにした。  

〔発 表〕E8，e－10，11  

研究課題】2）靡胸マクロファージと肺線維芽細胞の相  

互作用に関する研究  

〔担当者〕持立克身  

〔期 間〕平成5”9年度（1993－1997年度）  

〔目 的〕肺胞には，マクロファージ及び線維芽細胞が  

存在する。マクロフ7－ジが線維芽細胞の増殖や機能に  

どのような影響を与えるか，あるいは線維芽細胞がマク  

ロファージにどのような影響を与えるか明らかになって  

いない。本研究ではマクロファージと線維芽細胞を，細  

胞外基質中で共同培養し，各々の細胞の増殖及び機能に  

与える影響について検討する。  

〔内 容〕これまで，Ⅰ型コラーゲンゲル内に肺線維芽  

細胞と肺胞マクロファージを共に包埋培養すると，線維  

芽細胞単独の場合は細胞がコラーゲン線維を引き寄せる  

ため，ゲル収縮が引き起こされた。しかし，マクロ  

ファージ共存下では，両者は接触しゲル収縮は抑制され  

た。今臥 両者をコラーゲンゲル上に播種すると，線維  

芽細胞はゲル表面近くを層状に分布した。肺胞マクロ  

ファージは，表面でのゲル収縮の影響が及びにくい内部  

に移動し，それぞれ個々に存在した。このことは，線維  

芽細胞によl）発生した張力が，それを抑制する方向にマ  

クロファージの挙動に影響を与えている可能性が示唆さ  

れた。  

研究課題 川環境保健指棲の開発に関する研究  

〔担当者〕′ト野雅司・本田 靖・吉川麻衣子  

【期 間〕平成5～9年度（1993～1997年度）  

〔目 的）環境汚染による疾病の発生を監視するための  
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研究課題13）基底膿標晶を用いた肺上皮組織の再構成  

（奨励研究A）  

〔担当者〕持立克身・古山昭子  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕基底膜は，上皮細胞が本来の機能を発現する  

のに重要な構造体であるが，わ＝血れで基底膜を形成さ  

せるのは困難であった。環境汚染物質に対する各臓器の  

健康リスクを簡便に評価するために必要な種々の上皮組  

織を，玩＝減れで容易に再構成するために，本研究で  

は，すでに確立した“肺上皮組織’’の基底膜を用いて上  

皮組織を簡便に形成させる方法の確立を目指した。  

〔内 容〕“肺上皮組織”で形成された基底膜を，他の  

上皮細胞の培養に転用し，種々の上皮組織の簡便な形成  

法を確立するために，基底膜標品作成法と，肺胞上皮細  

胞の再播種による“再構成肺上皮組織”の形態について  

検討した。再播種した上皮細胞の接着は良好で．正常な  

上皮細胞の特徴である細胞境界に局在するアクチンベル  

トの形成が観察された。  

〔発 表〕E－35，e49〝51  

研究課題14）環境アレルゲンに対する免疫リスク評価  

のための予備的研究（奨励研究8）  

〔担当者〕藤巻秀和・野原恵子・牛尾博子‥小林隆弘・  

新出裕史り（＊1地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目的〕最近のアレルギー疾患の増加に大気中の環境  

因子がどのように関与しているのか明らかにすること  

は，緊急な環境研究の課題である。アレルギー反応をつ  

かさどる免疫応答系を標的とした環境因子の免疫リスク  

を評価するための予備的研究として，わⅢ雨γ0のヒト細  

胞培養系で環境化学物質と生物アレルゲンの作用につい  

て比較検討した。また，実際のヒトの居住環境とアレル  

ギー反応の誘導に働く因子との関連性についても血清中  

の因子について検討した。  

【内 容〕ヒト培養細胞として皮膚免疫で重要な役割を  

果しているケラチノサイト，アレルギー反応に関与する  

好塩基球類似のヒト培養好塩基球（KU812）を用い  

て，ホルムアルデヒドの作用を検討した。ケラチノサイ  

トの増殖については，0．5と1．5／‘g／m上の磯度では影響  

がみられなかったが，0．25／ノg／m乙では培蟄3日冒に細  

胞数の有意な増加がみられた。生物アレルゲンとしての  

スギ花粉抗原（JCP）では1～40／∠g／mJの濃度で影響  

はみられなかった。KU812細胞の増殖はいずれの浪漫  

でも差はみられなかった。サイトカイン産生への作用に  

ついて，ケラチノサイトからのIL－1β，Il．－8産生にホ  

ルムアルデヒドのみでは影響はみられなかった。しか  

し，活性化物質としてのPMAの存在下ではlレ1β産  

生は5／∠g／mJで，IL－8産生は0．5／ノg／mJで克進がみら  

れた。JCPは，単独でもPMAとの併用のときでもケラ  

チノサイトからのサイトカイン産生には影響を与えな  

かった。培養3日目で，KU812細胞では，ホルムアル  

デヒド，JCPそれぞれ単独ではサイトカイン産生は誘導  

されなかった。ところが，PMAとイオノマイシンで活  

性化したKU812ではホルムアルデヒドの作用により  

IL6とTNF也産生の抑制がみられた。次に，大気汚  

染度の異なる2地域で過去に継続的に収集された呼吸器  

症状と血清1gE値の情報に基づいて，症状がなくIgE  

値が低い群と非特異的IgE値が高値を示した群を研究  

対象に選び，血清中の免疫系の諸因子を測定した。大気  

汚染度の低い地域では両群の間に接着分子としての  

sL＿SelectinとsVCAM－1で差がみられたが，大気汚染  

度の高い地域では差がみられなかった。大気汚染度の高  

い地域と低い地域で全体の平均値として差が認められる  

項目もあったが，アレルギー群と非アレルギー群との比  

較結果は一貫しておらず，大気汚染をはじめとする環境  

条件の違いを検討するためにはさらにデータの蓄債が必  

要である。  

〔発 表〕E－30～32，34，e一叫46”48  
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2，2．6 大気圏環境部  

研究課題1）光イオン化質量分析法によるクラスター  

分子及びフリーラジカルの研究  

〔担当者〕鷲田仲明  

〔期 間〕昭和60年慶一平成10年度（1985－1998年度）  

〔目 的〕光イオン化質量分析法はフリーラジカルの直  

接検出や，クラスターの分子内イオン反応の研究に適し  

ている。本研究は光イオン化質量分析法を用いて，大気  

中の光化学反応とかかわりの深いフリーラジカル反応の  

速度・機構の研究を行う。  

〔内 容〕光イオン化質量分析計の検出感度を従来の常  

識の100倍に向上することに成功した。そのために，フ  

リーラジカル反応研究に新しい展開が可能となった。本  

年度は光化学スモッグとかかわりの深い芳香族炭化水素  

の大気中での光酸化反応に関するラジカルと02の反応  

速度，反応機構に関する研究を行った。  

〔発 表〕F－」，26－30，r－3”10，68～70，74～77  

研究課麿 3）熱帯対流活動の地球規模効果についての  

基礎的研究  

〔担当者〕高薮 縁  

〔期 間〕平成7－11年度（1995～1999年度）  

〔目 的】熱帯域積雲対流活動は，エネルギー・水の輸  

送過程を介して地球規模の大循環及び放射過程に影響を  

及ぼす。本研究では，個々には小スケールである積雲対  

流活動と，グローバルスケールの現象とが，いかなる機  

構で結合するかを解明することを目的とする。  

〔内 容〕雲活動が気候にもたらす放射効果を衛星デー  

タから見積もる際の検証解析として，気候監視のための  

国際的基準を満たす館野観測点の放射及び気象観測デー  

タを用いて1996年の1年間に雲が地表面短波放射量に  

及ぼす効果を定量的に見積もった。  

〔発 表〕卜60，6Z，64  

研究課題 4）低気圧性渦におけるラグランジュ的流体  

運動の数値的研究  

〔担当者〕菅田誠治  

〔期 間〕平成8～11年度（1996－1999年度）  

〔目 的〕対流圏中緯度における大気塊の南北運動を調  

べると，多くの南北運動は数日以下の短い時間スケール  

を持つ単振動的運動であり，より長い時間スケールで見  

て実質的な南北物質輸送が活発に起きるのは限られた経  

度帯であり，かつその位置は大陸性気団の位置と強い関  

係があることがわかっている。本研究では，低気圧のラ  

イフサイクルおよび大陸性気団と活発な経度帯との関係  

を調べることを呂的とする。  

〔内 容〕大気大循環モデルにより得られた大気循環中  

で，中緯度域での高低気圧周辺での多数空気塊のラグラ  

ンジュ的運動を調べ，その南北輸送強度の時間・経度変  

化を調べた。その結果，実質的南北輸送が活発に起きる  

のは衰退期の移動性低気圧および高気圧に対応する位置  

であり，同時に移動性高低気圧の衰退しやすい経度帯は大  

陸性高低気圧気団の縁辺に位置していることがわかった。  

〔発 表〕f－43  

研究課題 2）大気微員成分の分光学的方法によるモニ  

タリング  

〔担当者〕井上 元  

〔期 間〕平成7－9年度（1995－1997年度）  

〔目 的〕大気微量成分濃度を分光学的に測定すること  

は，（1）サンプリングや分離などの操作をせず大気中  

でIn Situで測定できる点，（2）応答速度が速いこ  

と，（3）自動化が容易であることなどの利点を持って  

いる。他方，測定のダイナミックレンジが狭く，温室効  

果気体のように濃度が高く，その濃度を高精度で測る目  

的には必ずしも適していない。本研究では測定精度を決  

める要因を明らかにし，改良方法を検討することを目的  

とする。  

【内 容〕酸素の吸収を高精度で測定する目的で，Kr  

のラジオ波での無電席放電光源を利用することを検討し  

た。交流放電に伴う光源の20kHzの変調を利用した同  

期増幅方式で1秒の時定数で3桁の測定精度が出ること  

が明らかになった。   

非分散赤外吸収法による二酸化炭素測定において，参  

照ガスと試料ガスを交互に別のセルに切り替える方式で  

SNの向上試験を行った。流量を上げ，ガスの切り替え  

頻度をあげ，さらにdead volumeの削減により，大気  

濃度の二酸化炭素で10ppbの変化を時定数30秒で測定  

できることがわかった。  

研究課題 5）陸面大気間の水循環的相互作用の研究  

〔担当者〕江守正多  

〔期 間〕平成9－12年度（1997～2000年度）  

〔目 的）陸上の降水がどのような条件により規定され  

ているかを明らかにすることは，気候変動における降水  
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量予測などと密接に関連しており重要である。この間題  

には，陸面の状態が降水により変化し，逆に降水過程が  

陸面の状態に依存するという相互作用が重要な役割を果  

たしていると考えられる。本研究では，陸上の乾湿の状  

態と降水過程との相互作用が陸上の降水量をいかに親元  

しているかを解明することを目的とする。  

〔内 容〕様々な空間スケールと複雑さを持つ大気陸面  

システムの数値モデルを用いた実験を行い，土壌水分量  

とその空間分布が陸上の降水過程に及ぼす影響，降水過  

程による土壌水分の変動，およびその結果として形成さ  

れる相互作用について解析した。これに伴い，陸面の乾  

湿の状態を適切に表現しうる陸面過程の数億モデルの構  

築，大気モデルによる降水過程の再現性の検証とモデル  

の改良などを行った。  

〔発 表〕ト12，28，30  

炭化水素等の大気微量成分の動態解明を目的として，  

フィールドでのこれら成分の観測を通じてその生成・変  

換過程を検討する。  

〔内 容〕北海道落石岬モニタリング・ステーションに  

おいて平成7年9月末より連続測定を開始した窒素酸化  

物及びオゾンの濃度変動を解析し，移流大気とそれらの  

季節変動について検討した。また，平成9年5月より沖  

縄県波照間島モニタリング・ステーションにおいて窒素  

酸化物の測定を開始した。  

〔発 表〕f－41  

研究課題 8）FTIRを用いたラジカルの反応横柄に関  

する研究  

〔担当者〕猪俣 敏  

〔期 間〕平成6～9年度（1994～1997年度）  

〔目 的〕大気中においてラジカルは極めて反応性が高  

いために様々な反応に関与している。このようなラジカ  

ル反応の反応メカニズムを明らかにすることは，大気中  

での様々な現象を理解するうえで必要となる。本研究に  

おいては，光化学チャンバーを用い，検出器にFTIRを  

用いて反応物・生成物の時間変化から，気相中での反応  

樺構を解明することを目的とした。  

〔内 容〕炭化水素NOェーA汗一加系において温度変化  

が光化学オゾン生成にもたらす影響に注目した。炭化水  

素としてプロピレン，トルエンを用いたところ，顕著な  

違いが見られた。これはトルエンの光酸化でできる共鳴  

構造を持つラジカルが鍵となっていると考えられた。そ  

こでこの種のラジカル（シクロヘキセニル，ペンタジェ  

ニル）と酸素分子の反応の温度依存性を調べ，これらの  

反応は比較的低温で反応しなくなることを見いだした。  

〔発 表〕f－3，4，6  

研究課題 6）大気化学に係わる気相化学反応の速度  

論的研究  

〔担当者〕今村隆史  

〔期 間〕平成9－12年度（1997－2000年度）  

〔目 的〕大気中の微量成分の変質過程や生成過程につ  

いて，その反応機構や反応過程と係わる素反応（含光分  

解過程）の速度や分岐比を明らかにし，大気化学反応モ  

デルのための基礎データを提出する。本研究では対流圏  

での光化学オゾンとハロゲン化合物の相互作用を明らか  

にし，ハロゲン化合物の存在によるオゾン濃度変動に係  

わる気相反応を明らかにすることを目的とした。  

〔内 容〕本年度は，対流圏光化学オゾンに対するハロ  

ゲン化合物添加の影響を調べた。光化学オゾンはNOJ  

存在下での炭化水素の光酸化反応によって生成した。擬  

定常状態にある光化学オゾンに対し，ハロゲン分子を添  

加すると，光化学オゾン濃度の減少が観測された。化学  

反応モデルよりオゾン濃度の減少は，XO（X＝Cl，  

Br，Ⅰ）によるNO／NO2比の変化を伴う反応を仮定しな  

ければならないことがわかった。  

〔発 表〕F－28，f－6，8，10  

研究課題 9）質量分析法による大気化学に関わるラジ  

カル反応の研究  

〔担当者〕古林 仁  

【期 間〕平成6－10年度（1994－1998年度）  

〔目 的〕大気中で生じる様々な化学反応において，  

様々なラジカル穫が反応機構・速度を決定する上で重要  

な働きをしている。本研究は，質量分析法やレーザー分  

光法を用いて大気中での化学反応に関与するラジカルを  

直接・高感度に検出し，大気化学に関わる化学反応に関  

与するラジカル種の同定や，それらのラジカルの関与し  

研究讃眉 7）反応性大気微量成分の動態に係わる生  

成・変換過程の研究  

〔担当者〕酒巻史郎  

〔期 間】平成5”11年度（1993－1999年度）  

〔目 的〕大気中の光化学反応に関与する窒素酸化物や  

・－、う11－－   



た反応の反応機構・反応速度定数を決定することを目的  

とした。  

〔内 容〕前年度に引き続き．レーザー誘起蛍光法を用  

いてハロゲン（フッ素・塩素）置換エチレンや，メチル  

置換エチレンと酸素原子の反応生成物の蛍光を測定し，  

発光している化学種がピノキシ型のラジカルであること  

を明らかにした。また，これらのエチレンと酸素原子の  

反応機構や，ハロゲン・メチル置換におけるピノキシ型  

ラジカルの蛍光の波長移動の傾向についての検討も行っ  

た。  

〔発 表〕F－26，28，f－5，68，69  

を自動化する技術を開発した。これによって，最小限の  

保守作業で長期間安定してレーザーレーダー観測を行う  

ことが可能となった。さらに測定データを一定時間ごと  

に自動処理してクイックルックデータをインターネット  

上に公開するシステムを製作した。これを用いて，日本  

各地のレーザーレーダー研究者で構成される黄砂のネッ  

トワーク観測に参加した。  

〔発 表〕f－53，70－73  

研究課題12）大気微量分子の遠隔計測のための高分解  

分光計測手法の研究  

〔担当者〕古閑信彦  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕大気環境問題に関する大気中微量分子濃度を  

遠隔計測する高分解分光手法に関して，近紫外からミリ  

波にいたる篠域において調査し，将来の衛星センサー等  

の可能性を評価する。  

【内 容〕前年度の調査の結果，対流圏の観測ではライ  

ダーヤ長光路吸収測定などの能動的な手法が有効である  

と考えられることがわかった。本年度は長光路吸収測定  

についてさらに調査を進めた。その結果，将来の高感度  

測定においては，光源の開発が最も重要であると考えら  

れることがわかった。  

研究課題10）静止軌道衛星を利用したレーザー長光路  

大気微皇分子監視システムのための狭帯域  

赤外波長可変レーザーの基礎的研究  

〔担当者〕杉本伸夫  

〔期 間〕平成8～10年度（1996－1998年度）  

〔目 的〕人工衛星に搭載した分光計と地上から発射す  

るレーザー光を用いたレーザー長光路吸収法による大気  

観測システムは，対流圏の種々の大気微量分子の観測に  

有効であると期待される。本研究では，このシステムを  

実現するために必要な狭帯域赤外波長可変レドザ一手法  

について理論的および実験的研究を行う。  

〔内 容〕狭帯域の波長可変レーザー光源として，  

PPLN（Periodica11y polarizedlithium rLiobate）を  

用いた光パラメトリック発振霹と，光音響素子を用いた  

可視領域の波長可変レーザーを基礎とする波長変換法に  

ついて考察した。また，RISの測定データに基づいて  

レーザー光の地上衛星間の伝搬特性について検討した。  

研究課題13）大気中における微小粒子分散系の生成，  

時間発展および沈着に関する研究  

〔担当者〕福山 力  

〔期 間〕ム平成9－14年度（199ト2002年度）  

【目 的〕微量大気成分から気相一凝縮相転移によりエ  

アロゾル粒子や微小水滴が生成し，粒子気体および粒  

子一粒子相互作用を経て沈着により除去される過程を調  
べ，多相系としての大気の物理・化学的特性を明らかに  

する。  

〔内 容〕前年度に引き続き全長425mの立坑を用いて  

人工雲を発生させる実験を行った。新しい試みとして雲  

核となり得る塩化ナトリウムや塩化リチウムの水溶液を  

坑底で噴霧し，雲粒濃度および雲粒径に及ぼす影響を坑  

頂で観測した。その結果，上記の無機塩噴霧により雲粒  

濃度が著しく増加し，また粒径分布は大粒径側に向かっ  

て長い裾が伸びることが認められ，定量的解析により凝  

縮速度に関する知見が得られることがわかった。  

〔発 表〕F－3，23－Z5，ト66  

研究課題 ‖）ミ一散乱レーザーレーダーネットワーク  

による大気環境モニタリングに関する研究  

（過当者）松井一郎  

〔期 間〕平成7－9年度（1995－1997年度）  

〔目 的〕ミ一散乱レーザーレーダーによる観測ネット  

ワークはエアロゾルの長距離輸送や都市大気汚染現象の  

把掘など種々のスケールの大気環境問題において有力な  

観測手段となる。本研究では技術的な観点からミ一散乱  

レーザーレーダーによる観測ネットワークの構築にかか  

る基礎的研究を行うとともに，データの利用手法の開発  

など応用に関する研究を行うことを目的とする。  

〔内 容〕国立環境研究所小型レーザーレナダーの運転  
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研究課題16）大気中の温室効果気体に関する基礎的研  

究  

〔担当者〕高橋善幸  

〔期 間〕平成8～10年度（1996～1998年度）  

〔目 的〕大気中に存在する温室効果気体の挙動を詳細  

に知るためには，その発生源あるいは吸収源が何処にど  

のくらいの大きさで存在しているのかという点を十分に  

把握する必要がある。本研究では，二酸化炭素とメタン  

の高精度な分析方法を確立し，その同位体分析を行うた  

めの手法を確立することを目的とする。  

〔内 容〕前年度作成したガスクロマトグラフィーによ  

る温室効果気体の測定装置を改良し，大気中の二酸化炭  

素の同位体分析を行うために必要な試料濃縮装置を作成  

した。また，微量試料からメタンの炭素安定同位体比を  

測定する手法を開発した。  

研究課題1射 多相雫化学過程に関する基礎的研究  

〔担当者〕内山政弘  

〔期 間〕平成9”14年度（1997”2002年度）  

〔目 的〕雲の物理・化学特性および過程は大気中の  

様々な過程と深くかかわっている。例えば酸性質の沈  

着，大気中の成分の酸化過程，大気放射過程などであ  

る。雲と大気中の他の成分（エアロゾルやガス）との相互  

作用を定量的に把揺することを目的とする。研究は主と  

して探さ500mの立坑に人工曇を発生させ，この系に凝  

結核の種撤あるいはエアロゾルやガスを添加することに  

よる雲の変動を観測することにより行う。  

〔内 容〕深度500mの立坑において上昇気流により人  

工雲を発生させた。坑底で化学組成の異なる数種類の凝  

結核を添加し，これによる坑頂での雲粒の粒径分布の時  

間変動を観測した。坑頂で観測された雲粒の分布は凝結  

核の添加により顕著な個数濃度および大粒径雲粒の増加  

が観測された。しかし，凝結核の種類による粒径分布の  

差異は明確には観測されなかった。これはラウール効果  

が雲の生成過程においてあまり重要ではないことを意味  

している。  

研究課題17）対流圏高一低緯度大気間物質輸送パイプ  

ラインの季節・気候依存性の研究  

（奨励研究A）  

〔担当者〕菅田誠治  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕大気大循環モデル（GCM）の風データを用  

いた大気塊の軌跡の解析により北半球中緯度の冬季に高  

一低緯度大気間の南北物質輸送を妨げるバリアとなる緯  

度帯が存在し，かつ，その緯度帯でも相対的に物質が通  

過しやすいパイプライン的役割を果たす経度帯が存在す  

ることが示唆されている。複数年の客観解析データの風  

データを用いて，現実大気中でのパイプライン的経度帯  

の季節・年変動特性を調べることが本研究の目的である。  

〔内 容〕1993年4月から1996年3月までの客観解析  

データ（ECMWF）を用いて，三年間の両半球中緯度  

における南北物質輸送を調べた。南半球とも夏季と冬季  

に明確なバリアが存在するが，他の季節では弱い。バリ  

アの南北位置は大きく季節変動する。冬季に東アジアか  

ら日本付近にかけて位置するパイプラインは，年によら  

ず強固なものであることがわかった。対流圏界面におけ  

る鉛直物質交接についても調べた。  

研究課題15）モニタリングステーションにおける大気  

中のメタンと亜酸化窒素の連続観測  

【担当者】遠嶋康徳  

【期 間〕平成9”10年度（1998（」999年度）  

〔月 的〕大気中の微量気体成分であるメタンと亜酸化  

窒素は温室効果気体であり，その増加による地球の温暖  

化が懸念されている。本研究では，国立環境研究所が落  

石岬と波照間島のそれぞれに所有するモニタリング・ス  

テーションにおいてメタンや亜酸化窒素の長期連続観測  

を行い，それらの大気中の濃度変動を明らかにすること  

を目的とする。  

〔内 容〕波照間・落石でメタン，波照間で亜酸化窒素  

の連続測定を行った。およそ2年間の観測から，波照間  

でのメタン濃度の季節変動の振幅が落石での振幅に比べ  

て大きいことがわかった。このような大きな振幅は，冬  

に大陸から高濃度の空気が，夏に太平洋から低濃度の空  

気が波照間に流入するためと考えられる。亜酸化窒素は  

2年間を平均すると毎年約0．7ppbの割合で増加してい  

ることがわかったが，明瞭な季節変動は見られなかった。  

研究課題 柑）パルスレーザー長光踏破収法による大気  

微風分子計測の測定限界に関する研究  

（奨励研究A）  

〔担当者〕古閑信彦  
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〔期 間】平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕パルスレーザーを用いた長光路吸収法による  

大気微量分子の計測において，測定精度を制限する要素  

を明確にし，測定限界を明らかにするとともに，その改  

善の可能性を探る。  

〔内 容〕パルスレーザー長光路差分吸収法による大気  

中微畳分子濃度測定における誤差要因について，2台の  

炭酸ガスレーザー光源を用いて実験的に評価した。その  

結果，2台のレーザーのビームパターンの微妙な遠いが  

測定精度を制限していると考えられることがわかった。  

濃度測定の到達精度として，ユshot当たりの受信光強  

度比の信号対雑音比が15という億を得た。  

〔発 表〕f－38  
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2．2．7 水土壌圏環境部  

研究課題1）環境汚濁物賃の水土壌環境中における挙  

動に関する基礎的研究  

〔担当者〕内山裕夫・冨岡典子・徐 開欽・越川 海  

〔期 間〕平成9－13年度（1997～2001年度）  

〔目 的〕水土壌環境中において有機塩素化合物，リグ  

ニン酸，フミン酸，重金属等の環境汚濁物質の挙動およ  

び生物影響を明らかにするために，これらの生成および  

分解にかかわる生物を検索し，汚濁物質の代謝・変換量  

等を計測・予測することを目的とする。  

〔内 容〕土壌・地下水汚染物質であるトリクロロエチ  

レンをはじめとする各種有機塩素化合物の，土壌中に普  

遍的に生息するメタン酸化細菌に及ぼす影響について検  

討した。その結果，化合物によって菌体内でストレスタ  

ンパクが誘導され，暴露化合物の種類によってその種類  

も異なった。これらケミカルストレスタンパクは熱  

ショックタンパクとは明らかに異質であったが，汚染環  

境においても生残するための応答機構の1つであること  

が示唆された。  

〔発 表〕g－10  

研究課題 3）水環境修復のための生態工学の活用に関  

する基礎的研究  

〔担当者〕西村 修  

〔期 間〕平成8”9年度（1996－1997年度）  

〔日 的〕タンカーの座礁等の重油流出事故の後，海洋  

汚染対策としてオイルフェンス等の物理的処理のほか，  

微生物製剤，分散剤等の散布により分解促進がはかられ  

ている。しかしこのような散布物質や，重油分解産物が  

海洋生物にいかなる影響を及ぼすかについては十分な知  

見は集積されていない。本研究ではエコトーンの保全と  

いう観点から，重油の流達する現場の中でも重要な馴ヒ  

の場である干潟への影響評価を行う。  

〔内 容〕実験はプラスチックビーカー内に干潟を模擬  

して行った。干潟の底生生物は環形動物多毛類ゴカイ  

Neanthesjaponieaで代表させ，重油，分散剤を単独あ  

るいは混合させた懸濁物をモデルに添加した。実験より  

重油・分散剤がゴカイの摂食能や成長抑制を引き起こす  

こと，また，底質がない場合，ゴカイに対する分散剤や  

重油による直接的な影響はみられないことが認められ  

影響評価の観点から干潟モデルの重要性が示唆された。  

〔発 表）b－】2  

研究課題 2）流域水環境管理モデルに関する研究  

〔担当者〕村上正吾・井上隆信・天野邦彦・林 誠二  

〔期 間〕平成8－10年度（1996－1998年度）  

〔目 的〕河川流域の持続的発展のためには治水・利水  

に加えて生態系を含む水環境の管理・保全が必須条件と  

なる。本研究は，まず流域内の水と物質循環の質と量に  

かかわる個々の物理化学的機構の解明を行う。次にこれ  

らの個々の機構が全系として影響を与える水界生態系，  

陸上生態系を含む形のトータルシステムとしての理解を  

進め，水・物質・エネルギーの効率的な配分と生態系機  

能の適切な管理を可能にする流域環境手法の開発を目的  

としている。  

〔内 容〕日本の場合，河道沖積地に人間の生産社会活  

動が集中し，こうした低平地における水の輸送現象の理  

解が重要である。本年度は開発が進行する低平な農業地  

帯である潤沼川流域と，局所的には保全されつつも，流  

域を通じた形で人間活動の影響が徐々に現れてきている  

釧路湿原を含む釧路川流域を対象に，低平地における降  

雨流出モデルと洪水氾濫解析モデルの開発を進め，それ  

らの適用性を澗沼川・釧路川両流域で検証した。  

〔発 表〕g－27，28  

研究課題 4）リモートセンシンク，地上実測及び地理  

情報による蒸発等の水文・環境解析に関す  

る研究  

〔担当者〕宇都宮陽二朗・藤沼康実＊1  

（＊1地球環境研究センター）  

〔期 間〕平成8－10年度（1996（」998年度）  

〔目 的〕水文・熱環境解析システムの構築のため，地  

表温度と植被の関係解明，画像と地理情報とのリンクに  

関する研究を実施する。さらに，地理情報を分析し空間  

概念や地球観の変遁の解明を試みる。  

〔内 容〕衛星情報と地上実測，地理情報のリンクによ  

る水収支情報べしス及び水温情報ペースの構築に関する  

成果を報告した。自然環境基礎調査結果に植物生態学的  

情報を加え，森林の植被分類を試み，行政情報の科学的  

活用法と意義及び画像処理法を示した。また，実験圃場  

における微気象観測を継続するとともに，地球観・空間  

概念の史的変遷の解明のため19世紀中期の地理情報を  

分析した。  

〔発 表〕G－8～11，g－13－16   
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研究課題 5）衛星及び地理情報による中国東北部を中  

心とした東アジア地域の環境解析  

〔担当者〕宇都宮陽二朗・藤沼廉実＊】  

（＊1地球環境研究センター）  

〔期 間〕平成8～10年度（1996－1998年度）  

〔目 的〕中国東北部を中心とした束アジア地域の衛  

星，地上観測及び地理空間情報による熱及び水文環境の  

広域解析を行う。  

〔内 容〕NOAA等の衛星情報，地上モニタリング及  

び地理空間情報により中国東北部を中心とした熱及び水  

文解析のため，中国側研究者と情報交換を行った。な  

お，広域解析のグランドトルースとしての水温情報ベー  

スの構築，熱収支情報ベースシステム構築に関する成果  

を報告した。  

〔発 表〕G10，11  

ほ 的〕これまでの研究において，オートクレープ処  

理をした土壌中における接種BHC分解菌の生残性が，  

オートクレープ処理をしない土壌の場合と比較して，著  

しく低下することが認められた。そこで，その原因が土  

壌をオートクレープ処理すると生成するCO（殺菌作用  

がある）にあると考えられたので，オートクレープ処理  

に伴う各種土壌からのCO生成量を明らかにすることと  

した。  

〔内 容〕土性あるいは有機物含量を異にした6種類の  

土壌について，オートクレーブ処理を1匝1及び3回施し  

て，生成するCO量を測定した。その結果，オートク  

レープ処理を1回行った場合，生成されたCO量は80  

－1，500ppm＼′（乾土20g相当の供試凰乾細土を含む全  

内容積308，5ccの耐熱ねじ口びん中の濃度）であった。  

また，その処理を3回行った場合は，CO生成量が増大  

し，240”2，200ppmvであった。  

研究課題 6）土壌中における無機汚染物質の挙動に関  

する研究  

〔担当者〕高松武次郎・金尾昌美  

〔期 間〕平成8－12年度（ユ996－2000年度）  

〔日 的〕人間活動，特に自動車の排気ガスなどによっ  

て環境に放出される重金属（Zn，Pb，Sb，Asなど）  

量は膨大で，その一部はエアロゾルなどに伴われて遠隔  

地に運ばれ，土壌生態系に影響を与える。この大気経由  

の重金属汚染量を調べるため，1997年7月に周囲に特  

定汚染源の少ない山上湖（赤城小沼・大沼）で堆積物コ  

ア（約30cm探）を採取し，含有重金属をICP－AESで  

分析Lた。  

〔内 容〕堆積物コアは1cm間隔に切断・乾燥後，  

Al，Ca，Co，Cr，Cu，Fe，Mg，Mrl，Ni，Zn，As，  

B，Ti，V，P，S，Sr，Ba，Pb，Sc，Yなどを分析し  

た。特徴的な分布を示したのはZnとPbで，これらの  

濃度は15cm以浅の堆積層で顕著に高く，特に10－15  

cm層ではそれぞれ約200ppmと50ppm（BG：それぞ  

れ約100ppmと20ppm）に達した。また，10cm以浅  

の堆積層では徐々に減少した。約40年前から大気経由  

の重金属負荷が約2倍に増えていることがわかった。  

研究課題 8）土壌の醇性化が土壌生態系に及ぼす影響  

〔担当者〕服部浩之  

【期 間〕平成8～10年度（1996－1998年度）  

〔目 的〕酸性降下物による土壌の酸性化が問題となっ  

ている。土壌中の重金属の多くは不活性の形態で存在し  

ているが，土壌が酸性化すると可溶化し土壌微生物や植  

物に影響を及ぼすことが予想される。本研究は，土壌の  

酸性化が土壌中の各種重金属の形態変化に及ぼす影響を  

明らかにし，さらにそれらの重金属の形態変化が土壌微  

生物や植物に及ぼす影響を明らかにすることを目的とし  

ている。  

〔内 容〕汚泥を連用し，汚泥由来の重金属が蓄積した  

火山灰土壌に，硫酸アンモニウム（硫安）を連用して，  

土壌pHを低下させた。この土壌と硫安無添加の対照土  

壌にコマツナを栽培し，その生育，土壌及び植物体中の  

重金属含量を比較した。その結果，土壌中の重金属含量  

（亜鉛，銅）は両土壌で差がみられなかったが，硫安連  

用土壌ではコマツナの生育が劣り，コマツナ中の重金属  

濃度が数倍高いことが認められた。  

研究課題 9）地盤と地下水の環境に関する物理・化学  

的研究  

〔担当者〕陶野郁雄・土井妙子・稲専一穂  

〔期 間〕平成9～11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕地盤と地‾ド水に関する環境問題について，物  

研究課題 7）土壌中における微生物の挙動に関する研  

究  

〔担当者〕向井 智  

〔期 間〕平成8～12年度（ユ996～2000年度）  
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理的・化学的な手法を用いてその実態を把握し，それを  

解明することを目的として研究を行うものである。  

〔内 容〕（1）新潟県上越市や六日町に設置し新たに  

開発した観測装置を用いて経常的な観測を続け，データ  

の蓄積をはかった。その観測データを分析し，装置の測  

定精度，長期安定性等の検証を行った。六日町に設置し  

た観測システムのうち，地下水位の変化を記録するのを  

取りやめ，井戸の中に和い鉄管を挿入し，この管頭の抜  

け上がり量とアラミド繊維による地層の収縮量の変化と  

の整合性を比較検討した。  

（2）非破壊ガンマ線計測による2川pb年代別走法を  

行うため，検出器のバックグラウンド，ガンマ線の検出  

効率，検出限界を求め堆積物の年代測定に適用できるか  

検討した。  

流）の乱流拡散に基づく表層への輸送がある。この高濃  

度の有機汚濁物質を含む低層の貧酸素水塊が熟と風に  

よって表層に上昇するメカニズムを数値シュミレーショ  

ン，室内実験および現地観測によって検討，明らかにす  

る。  

【内 容〕風速・風温，水温・塩分成層強さを初期・境  

界条件として，SOIJA法を用いて上昇流を規定する鉛直  

2次元流れの数値計算を行った。結果は水温より低い風  

が連吹すると，表層に生成した冷水塊が下降し，鉛直混  

合を繰り返しながら水温・塩分躍層の位置を低下させ温  

度・塩分成層を破壊するため，水温以一下の離岸風の下で  

は底層の貨幣素水塊は粒子状汚濁物質を同伴しながら上  

昇することを示し，室内実験及び現場観測結果と十分に  

一致した。  

〔発 表〕b97  

研究課題10）降水・大気中の天然放射性核種の挙動に  

関する研究  

〔担当者〕土井妙子  

〔期 間〕平成8－10年度（1996－1998年度）  

ほ 的〕地表土壌と大気中に存在する地殻起源天然放  

射性核種の210pbと主に成層圏を起源とする宇宙線生  

成核種の7Beの降水・降下物及び大気中濃度から，こ  

れらの核種の挙動を明らかにして，環境汚染物質の輸  

送・拡散のメカニズムの解明を行う。  

〔内 容〕平成7年度に引き続き中国大陸の気聞が日本  

へ及ぼす影響を知るために，中匡†大陸と本邦の間に位置  

するソウルにおいてエアロゾル試料中の2川pb濃度の  

レベルと濃度変動パターンを観測した。濃度レベルは  

1．6ユmBq／m3で，つ〈ば市の観測値0ノ48m王iq／m3より  

高く，中国大陸内陸部のレベルに近く，変動パターンも  

大陸内陸部の変動パターンと類似していたが，中国大陸  

内陰部と異なり春季の濃度増大が観測された。このため  

ソウルは本邦と中国大陸内陛部の両方の特徴を持ってい  

ると考えられる。  

〔発 表〕g－25  

研究課題12）有機化合物の含水酸化物に対する吸着  

（奨励研究A）  

〔担当者〕金尾昌美  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕環境中における有機化合物の土壌粒子に対す  

る吸着挙動の解明には，化合物の化学的性質のほか，そ  

の立体構造の影響を考慮する必要がある。本研究では，  

モデル化合物として，化学的性質は互いに似通っている  

が立体構造の異なる多数の異性体をもつ絶類を選び，モ  

デル化合物を用いた室内実験を行ってその吸着挙動を調  

べ，官能基の種類および立体構造の効果を明らかにする  

ことを目的とした。  

r内 容〕官能基の種類および立体配置の効果が認めら  

れた。各種官能基をC－6位に持つ場合を比較したとこ  

ろ，中性pHにおいて，リン酸エステル及びかレポキシ  

ル基は吸着を促進し，硫酸エステルは吸着を妨害した。  

酸性pHにおいて，硫酸エステルも吸着を促進した。ア  

ルカリ性pHにおいて，カルポキシル基は吸着に影響せ  

ず，リン醸エステルおよび硫酸エステルは吸着を妨害し  

た。リン酸エステルをC－1位に導入した場合はC－6位  

に導入した場合と比べて，アルカリ性pHで低い吸着率  

を示した。  

研究課題11）浅海域における熱および物質の輸送機構  

に関する研究  

〔担当者〕竹下俊二・木幡邦男  

〔期 間〕平成8｛jO年度（1996～1998年度）  

〔目 的〕東京湾奥の海底に存在する堆積物は物質の分  

子および乱涜拡散に基づく溶出のほかに，運動量（移  

研究課題13）海・湖沼堆積物の年代測定に関する基礎  

的研究（奨励研究A）  

〔担当者〕土井妙子   
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〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕海・湖沼の堆積物はその時々の平均的な水質  

を反映しており，時代的に順序よく保持されているので  

長期間の環境変化を追跡するのに適している。この堆積  

物に時間軸を組み込むことにより人間活動による環境変  

化を追跡することができる。本研究は非破壊ガンマ線剖  

測法を百年位の年代測定に用いられる210pb法に適用  

して，より簡便に椎積物の年代測定を行う方法を確立す  

ることをl≡柑勺としている。  

〔内 容〕ガ’ンマ線検出器の周辺をアクリル，無酸素  

銅，鉛で囲み検出器のバックグラウンドの低減をはかっ  

た。定量のため，測定試料の立と形状に合わせた標準試  

料を作製して測定するガンマ線エネルギーの検出効率を  

求めた。バイカル湖底で採取された柱状堆積物試料を用  

いて21q pb法による堆積物年代測定を試みた。堆積した  

各層の堆積物の量は少なかったが，年代測定に必要な過  

剰鉛が求められ，この過剰鉛は表層から下層にかけて減  

少している様子がみられた。  
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2．2．8 生物圏環境部  

研究課題1）官栄養湖沼における藻類毒の挙動に関す  

る研究  

〔担当者〕渡過 信・広木幹也・彼谷邦光＊1・  

佐野友香＊1・稲森悠平＊2  

（＊l化学環境部，  

＊2地域環境研究グループ〉  

〔期 間〕平成7－11年度（1995～1999年度）  

〔目 的〕本研究は，有毒藻類の分解過程と有毒藻類が  

産生する毒素の同定を行うとともに，環境水中に最も高  

濃度に存在する毒素ミクロシステンの自然界での挙動を  

有毒藻類の分解・捕食過程を踏まえて明らかにすること  

を目的とする。  

〔内 容〕本年度は有毒アオコの代表的な種である  

MicγOCグ3fi5 を捕食する無色のベン毛藻類である  

A祉加0仰鶴5とCo肋dね妙0乃を分維培養することがで  

きた。特に単細胞性ペン毛藻類A祝JαCO例の粕∫は〃lC－  

mり山木の水の華中によくみられ，〃icγPりぶとisのコロ  

ニーを捕食する。その場合に，Aル加0㈹β鶴αぶの細胞が  

互いに融合し，巨大な細胞塊となって〃lCγPCγぶ仁一5のコ  

ロニーを分解し，捕食することが判明した。  

A沈加0仰調α5やC抽di巾0鶴とも無色で2本あるいは  

4本のペン毛をもつ生物であるが，両者とも緑藻の色素  

のないものと判断されていたが，分子系統学的解析によ  

り，両者とも真核生物の原始的な系統に属する生物であ  

ることがわかった。  

〔発 表〕D－1，5，6，H－17，d√4  

は16S rRNA塩基配列情報においで99．7％以上の類似  

性を示したことから同種と考えられた。また，23S－16S  

rRNAITSの塩基配列情報の解析結果，3つの遺伝的  

グル叫プに区別され，毒素の有無と対応していた。3っ  

の遺伝的グループは形態種と必ずしも対応Lていなかっ  

た。  

〔発 表〕H－18，19  

研究課題 3）緊急に保護を必要とする車軸藻炉の分布  

と培茸の研究  

〔担当者〕渡逓 信・野原精一  

〔期 間〕平成6～10年度（1994－1998年度）  

〔目 的〕本研究は，車軸藻類の現段階での分布を明ら  

かにし，過去のデータと比較して車軸藻類の客観的な現  

状を明らかにするとともに，絶滅の危機に瀕する車軸藻  

類を分離培者し，培養下での保全を行うことを目的とす  

る。  

〔内 容〕本年度まで38湖沼での調査を完了し，その  

うち26湖沼で車軸藻類ほ消滅し，残りの12湖沼でもわ  

ずか1－3種類の車軸藻類が確認されただけであった。  

過去に報告された30種類のうち，5種類が絶滅，1種  

類が野生稚吼 24種類が絶滅危惧Ⅰ類種と判断され  

た。生息域外保全のために，できるだけ多くの種の培養  

をこころみた結果，ホシツリモ，カタシヤジクモ，シヤ  

ジクモ，イノカシラフラスコモ，シラタマモ，ヒメフラ  

スコモの培養に成功した。特に，ホシツリモについて  

は，雄生生殖器官の誘導に成功し，精巣の発達，精子の  

放出過程を観察することができた。  

〔発 表〕H－20  研究課臨 2）微生物の多様性に関する研究  

〔担当者〕渡逓 信・広木幹也  

〔期 間〕平成6－10年度（1994－1998年度）  

〔目 的〕本研究は，微細藻類及び土壌微生物における  

種レベル及び遺伝子レベルでの多様性を明らかにする手  

法を開発し，その実体を明らかにするとともに，その長  

期的保存法を確立することを目的とする。  

〔内 容〕本年度は淡水産浮遊性シアノバクテリアであ  

る蛾cγ0りSfisの形態種5種50株について，16S rRNA  

塩基配列情報及び23S－16S rRNAITSの塩基配列情  

報の解析を行い，種及び遺伝子レベルでの多様性解析を  

行った。形態穐5稜は群体の形状により財．αeⅢgi瑚Sα，  

こ・‥．二∴・．、∴● ‥ ミー・、・、・一∴： ミ∴・．、  

の5種掛こ区別されているが，それら5種を含む50株  

研究課題 4）植物の生理生態機能の画像診断法に関す  

る研究  

〔担当者〕大政謙次・戸部和夫  

〔期 間〕平成7～il年度（ユ995～1999年度）  

〔目 的〕植物の生理生態機能（光合成，蒸散，含有成  

分，生物季節等）を非破壊で画像計測し，診断する手法  

の開発を行う。さらに，開発した手法を用いて，植物の  

生長過程や環境変化に対する影響を調べる。  

〔内 容〕植物形態や生長の3次元計測を目的として，  

昨年開発した3次元カラー光学顕微鏡システムを改良  

し，細胞の計測ヤ実生の生長計測を行った。また，パソ  

コン制御のカラーCCDカメラを用いた可搬型の3次元  
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計測システムを開発し，植物および群落の計測に適用し  

た。一般に，レンズ焦点法の原理に基づく計測法では，  

比較的近距離の計測は可能であるが，数m以上の距離  

での計測は困難であるといわれている。しかし，このシ  

ステムを用いて性能試験を行ったところ，70m程度の  

被写体まで，3ヲ≦前後の誤差で計測することができた。  

〔発 表）H－4，5  

除く）なしに野外で生育し，昨年からは，少量であるが  

種子も付け始め，オンタデ（個体）は，種の分布より広  

い環境条件で生育可能であることがわかった。  

〔発 表〕H－13  

研究課題 7）温帯林野生植物の環境反応性に関する研  

究  

〔担当者〕清水英幸  

〔期 間〕平成7－11年度（t995－1999年度）  

〔目 的〕地球環境変動等の自然生態系への影響が懸念  

されているが，蘇苔類等の体制の単純な植物は種々の環  

境要因の影響を受けやすく，環境影響評価の植物指標と  

して有用である。本研究では，奥日光地域を主な対象地  

域とし，野生植物の生理活性や生長など生理生態的特性  

と環境要個との関係を調査解析する。また，野生植物の  

環境反応性を実験的に解析し，環境指標としての有用性  

について検討する。  

〔内 容〕奥日光森林地域の微環境の異なる数地点に設  

置した倒木コドラート上の植生遷移を継続的に調査した。  

比較的水分環境が十分な地点では，本森林地域林床植生の  

主要な構成要素の一つであるコソボゴケ（円αgわ仰血刑  

抑油壷 等の蘇苔類が優先していた。コソボゴケの生  

長特性を，環境調節装置を用いて実験的に検討した結  

果，光強度：40－140／JE／m2／sec，温度：15”25℃，相  

対湿度：100ヲ≦の環境条件下で最大の生長量を示した。  

〔発 表〕h9  

研究課題 5）中国の半乾燥地域に生育する植物の生理  

生態機能に関する研究  

〔担当者〕大政謙次・戸部和夫  

〔期 間〕平成7－11年度（1995～1999年度）  

〔E 的〕中国の半乾燥地域に生育している植物の生命  

維持機構や砂漠化による植生破壊を回復させるための基  

礎的知見を得るために，植物実験施設を用いて，これら  

の植物の種子発芽や耐乾性，耐塩性などの生理生態機能  

を明らかにする。また，現地で採取した植物の系統保存  

や実験植物化の技術についても検討する。  

〔内 容〕土壌の塩性化した地域に非塩性地域に生育す  

る植物を導入することによる塩性化地域の緑化の可能性  

を検討するため，非塩性地域に生育する植物5種の初期  

生長に及ぼす塩の影響を調べた。その結果，これらの非  

塩性地域に生育する5植物種は，初期生長段階での塩適  

応性が大幅に異なっていることが明らかとなった。さら  

に，これらのうち1種の植物種は，高い塩適応性を示  

し，塩性地域への導入の可能性をもつことが示唆された。  

〔発 表〕H－1l，h－15，17  

研究課題 8）撹乱された移行帯生態系の修復過程に関  

する研究  

〔担当者〕野原精一・矢部 徽・佐竹 潔＊1・上野隆平  

（り地球環境研究グループ）  

〔期 間〕平成9～，」2年度（1997－2000年度）  

〔目 的〕人為的栄養塩負荷の解消のために行われた奥  

日光・湯の湖の夜深事業が1996年に終了した。ところ  

が渡漢によっていかに損なわれ再び回復し，元の水草帯  

に生態系が回復するかという夜深の生態系影響の事後評  

価が十分ではない。また，尾瀬沼に1980年代に繁茂し  

た帰化植物コカナダモが，近年忽然と大部分の純群落が  

消え，移行帯の砂漠化が見いだされた。そこで，撹乱さ  

れた湖沼移行常に今後シヤジクモ等がいかに回復し，元  

の生態系に復元するかモニターを行い，シヤジクモ等の  

回復に必要な条件を見いだすことを目的とする。  

研究課題 6）高山域に分布する植物の環境適応性に関  

する研究  

〔担当者〕名取俊樹  

〔期 間〕平成7～11年度（1995－1999年度）  

ほ 的〕種々の人間活動の影響が環境条件が厳しい高  

山域に生育する植物に現れ始めていると考えられている  

ものの，その影響や発現メカニズムなどは十分把撞され  

ていない。そこで，高山域に分布する植物について基礎  

的知見を得る目的で，本研究を行っている。  

〔内 容）分布が高山域（富士山ではおおよそ2500m  

以上）に限られているオンタデを低地（国立環境研究所  

実験ほ場 おおよそ20m）で4年間ポット栽培した。  

その結果，多少フユノロジーが変化するものの，特別な  

栽培管理（発芽直後の潅水ヤ施肥またポット内の除草を  
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〔内 容〕次の視点（物質生産・生物多様性）からの移  

行帯の種・生態的多様性の回復過程を把握し，移行帯生  

態系の維持に不可欠な要因の解明を行った。とくに，環  

境変動の著しく，シヤジクモ類の残存Lている湯の湖・  

尾瀬沼で水草帯の剛夏を明らかにする研究を継続的に  

行った。また，水草帯の現況調査を主蚤掛掛こついて行  

い，減少要因の把握を行った。   

尾漸沼での水草帯の分布調査をGPS測位機を用いて  

詳細に行い，各種水生植物の分布を明らかにした。その  

結果，在来の種の分布が面積は縮小しているもののほぼ  

同じ位置に存在が確認された。帰化種であるコカナダモは  

生育場所は余り変わらないものの，現存墓は各地点で変異  

が認められ，全体では衰退傾向にあることが認められた。  

〔発 表〕H16  

〔内 容〕河川における底生動物群集は様々な形でその  

周辺環境に依存していると考えられる。本年度は，源流  

域から河口までの流程が数キロメートルに満たない烏惧  

の河川において底生動物を採集を行った。調査河川の中  

で，海水の入り込まない流程が最も無いものはわずか  

100メートルであったが，そのような環境でも，汽水域  

の生物に混じって，エスリれ プユの仲間やヒメトビケ  

ラの1種を得ることができた。これらの種類が個体群を  

維持する機構については，解明されていない部分が多  

く，今後さらに研究する必要がある。  

研究課題 ‖）湖沼沿岸帯に生息する底生生物の生息環  

境に関する研究  

〔担当者〕上野隆平・■r曽J村典子  

〔期 間〕平成7～11年度（1995～1999年度）  

〔目 的〕水草帯などの湖沼沿岸帯の保全のためには，  

確聞関係などの生物学的な環境構造を把握することが不  

可欠である。しかし，無脊椎動物など小型の生物，特に  

底生生物の生態については不明な部分が多い。本研究で  

は，湖沼沿岸帯の底生生物の生息環境の基礎的なデータ  

を蓄積することを目的とする。  

〔内 容〕研究所内にある生態園実験地の水草帯におい  

て底生動物の生息場所および餌の選好性を調べるため，  

水草の付着物・底質から底生動物の採集を行った。本年  

度は先の2年間に比べ7月から1月まで水位の低‾Fが見  

られた。特に11～12月には通常の才采集地点のいくつか  

が干上がり，水草の付着動物は採集されなかった。この  

時期，水位がある程度保たれた地点でも付着動物相は先  

の2年間とは異なっていた。ユスリカ類の個体数が多い  

ことは変わらなかったが，そのうち，ユスリカ亜科の幼  

虫の個体数は減少し，エリユスリカ亜科の幼虫は増加し  

た。また，先の2年間は3－4月にユスリカ亜科幼虫の  

増加が見られていたが，今年の3～4月は水位が回復し  

たにもかかわらずユスリカ亜科の増加が見られなかった。  

研究課題 9）環境指標生物としてのホタルの現況とそ  

の保全に関する研究  

〔担当者〕宮下 衛  

〔期 間〕平成8－11年度（1996－1999年度）  

〔目 的〕豊かな自然環境，うるおいのある自然環境の  

才旨標として親しまれているホタルおよぴホタルを含めた  

絶滅のおそれのある生物の生息する自然環境の保全と再  

生について調査研究することを目的とする。  

〔内 容〕筑波l山麓のゲンジボタルの生息する渓流・中  

沢において，ゲンジボタル幼虫の上陸地点と河川形態，  

護岸の療類，低水敷の有無，周辺植生との関係を調べ  

た。その結果，幼虫の上陸は瀬よりも淵や淀みで多い傾  

向が認められた。また，羽化トラップを設■置して成虫の  

採集を試みた。その結果，低水敷，空右横や土羽の護  

岸，および護岸上の法面からの成虫の羽化が見られ，羽  

化トラップがゲンジボタルの生息環境の評価に有効であ  

ることが確認された。  

研究課題10）河川及びその集水域の周辺環境と底生動  

物群集に関する研究  

〔担当者〕佐竹 潔・多田 満  

〔期 間〕平成7～9年度（1995－1997年度）  

〔目 的〕河川における底生成物群集は様々な形でそれ  

を取り巻いている周辺環境に依存していると考えられて  

いるが，それらの関係についてはまだ十分解明されたと  

は言えない。本研究では山地渓流において底生動物群集  

とその取り巻く環境との関係について研究を行う。  

研究課題12）植物の新しい活性酸素考性防御遺伝子の  

クローニングとその発現機構の解明  

【担当者〕佐治 光・久保明弘・青野光子  

〔期 間〕平成5～9年度（1993－1997年度）  

〔目 的〕様々な環境ストレスにより，植物体内で有毒  

な油性酸素が生成し，植物に障害を与える。植物は活性  

酸素を消去する代謝系を持っているが，この代謝系は植  
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物の環境ストレス耐性に密接に関連することが知られて  

いる。本研究では，植物の浦性酸素消去系を解明し，環  

境ストレス耐性における役割を明確にするため，新規の  

活性酸素毒性防御遺伝子の単離と，その発現機構の解明  

を目的とする。  

〔内 容〕本年度得られた主な成果は次のとおりである。  

（1）シロイヌナズナの葉緑体型グルタチオンレダク  

ターゼ（GR）の遺伝子構造を解明した結見 調節領域に  

環境応答のための塩基配列が存在することが示唆さjtた。  

（2）複数の活性酸素消去系酵素の活性を高めた形質転  

換タバコを作成したところ，アスコルビン酸ペルオキシ  

ダーゼ（APX）とGRの活性をともに増加させたタバ  

コで，オゾンによる光合成の低下が抑えられることがわ  

かった。  

〔発 表〕H－1，2，8，h－1，2，7，8  

カワゲラ類は24／∠g／Jであった。以上の結果から化学物  

質は河川の水生昆虫に対して生息場所をめぐる種間の関  

係や捕食・被食関係に影響を及ぼすことが示唆された。  

〔発 表〕h－11〝14  

研究課題14）浅水域に生育する大型植物の個体群動態  

評価手法に関する研究  

〔担当者〕矢部 徹  

〔期 間〕平成9－12年度（1997－2000年度）  

〔目 的〕重油や原油の流出事故は潮間帯など浅海域の  

生物相に重大な影響を及ぼす。生物影響をバイオマスな  

ど量的指標をもちいて評価する際に，それら量的指標は  

通常期においても変動が大きく非定常的なため，流出事  

故の影響によるものかどうかが識別しにくいことが問題  

とされている。本研究では潮間帯や干潟をはじめ浅水城  

の大型植物の様々な個体群動態から定常的な量的指標の  

抽出や非定常的変動の把撞などを行う。  

〔内 容〕海草藻場にはその構成種ヤ立地に応じて様々  

なタイプが存在する。それら多様な海草藻場の現状調査  

を行った。   

東京湾内では現在も残存する海草渾場（三浦半島・富  

津干潟・盤洲干潟・館山海岸）を明らかにした。そこで  

は泥干潟や砂浜海岸域に形成されるコアマモ・アマモ・  

ウミヒルモの藻場を調査した。沖縄・先島諸島（宮古  

島・西表島・石垣島）には耗が国で最もよく発達した藻  

場がみられる。発達した礁原上に形成されるコアマモ・  

リュウキュウスガモ・リュウキュウアマモ・ペニアマ  

モ・ウミジグサ・マツバウミジグサ・ウミヒルモの藻場  

の基礎代謝や現存量を調査した。汽水湖である中海およ  

び外海に開口する境水道においてはコアマモ・アマモ・  

カワッルモの藻場を調査し，塩分濃度の関係について各  

藻場の規模ヤ海藻類を含む構成種を調査した。   

現在までのところ各種のフユノロ■ジーに水域間の大き  

な差は見られないことがわかった。冬季の訪鳥による食  

害が植物体のサイズやバイオマスの差を生む要因の一つ  

であることを予測させるデータが得られた。同時に冬季  

の訪鳥は分布拡大にも大きな影響を与えるとされてい  

る。またコアマモやウミヒルモなど広範な塩分礪度に適  

応している桂では，有性生殖や種子発芽に必要な条件と  

無性生殖や個体維持に必要な条件が異なるのではない  

か，という予測がされた。  

〔発 表〕h－25  

研究課題13）河川底生生物群集に及ぼす化学物質の影  

響  

〔担当者）多田 満  

〔期 間〕平成9九1ユ年度（ユ997～1999年度）  

〔目 的〕河川は多種多様な化学物質で汚染されている  

が，それらの環境中での動態や生態系影響に関する知見  

は限られた範囲にとどまっている。これまでの研究から  

化学物質は致死濃度以‾卜のレベルでも生物相互作用系を  

撹乱し，生態系に予測し難い間接的影響を及ぼすことが  

明らかになってきた。本研究ではこれまでのデータに基  

づき化学物質による腐生生物群集の挙動を統合的な解析  

手法によを）明らかにする。  

〔内 容〕これまでに化学物質は致死濃度以下のレベル  

でも生物相互作用系を撹乱し，生態系に予測し難い間接  

的影響を及ぼすことが知られているが，本研究では実験  

的な研究に用いることが困難とされてきた河川の流水性  

昆虫を対象に化学物質（殺虫剤）の影響を調べた。鬼怒  

川と′」、桜川（茨城県八郷町）で採集したカゲロウ頬幼虫  

（個体群）とシマトビケラ，それらの捕食者である大型カ  

ワゲラ類とヘビトンボを室内用実験水路に放し，フユノプ  

カルブ（殺虫剤）を10－」60／′g／Jの濃度で投与してそ  

の生死についてLC50（半数致死磯度）を調べた。そ・の  

結果，河川で優占したカゲロウ類Ⅰ．C5。は2－40〃g／J  

であったが．種類と生息場所によって遠いが見られた。  

また，シマトビケラとヘビトンボは非常に感受性は低  

かったが（LC50＞160／ノg／ヱ），一方の捕食者である大型  
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研究課題15）雷架葦化湖沼における藍藻溶解性細菌類  

の多様性に関する研究（奨励研究A）  

〔担当者〕広木幹也  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕富栄養化湖沼では藍藻類の大量発生が大きな  

環境問題となっているが，環境中にはこれらの藻類を分  

解する各種の微生物群が存在することが知られている。  

本研究においては，富栄養化湖沼で発生する藍藻類の動態  

に深くかかわっている可能性のある藍藻溶解性細菌類を単  

離し，分類・同定を行うことにより，これらの細菌類の分  

布と多様性（種構成）を明らかにすることを目的とした。  

〔内 容〕日本，タイ，中国の湖沼水から，〃わ呵笹由  

αg用g五和ぶαを含んだ重層寒天平板法により藍藻溶解性  

細菌の分離を試み，29株の藍藻溶解性細菌を単離Lた。  

単離した細菌類のうちZO株で05C仙ねわααgαγ紬五に  

対する分解活性が認められたが，9株では分解活性は認  

められず，株により基質特異性が異なった。これらの細  

菌のGC含量は高く（60～70％），他の形質も滑走細菌  

類（わぶ0わαCfeγi祉仇屈または八伽0わαC廟Ilm属）のもの  

と一致した。  

あったからと推測された。  

研究課題17）遺伝子組換え生物を用いた環境変異原の  

モニタリング手法の開発（奨励研究B）  

〔担当者〕佐治 光・青木康展＊1・矢木修身＊2  

（＊1環境健廉部，  

＊2地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成9年度■（1997年度）  

〔目 的〕人間活動の多様化に伴い，環境中の有害物の  

種類と量は年々増加Lている。しかしそれらの物質が総  

体として，生体にどのような影響を与えるかは十分に解  

明されておらず，その評価手法の開発が求められてい  

る。紫外線や化学物賀は様々な有害作用を有するが，モ  

ニタリングを行うに当たっては，まず突然変異やがんの  

原因になる機構が明らかにされている「変異原性」の評  

価手法を確立することが重要である。さらに，動植物へ  

の影響を評価するためには，培養細胞だけではなく，個  

体を利用した手法を開発する必要がある。   

このような，環境因子により生体内で起こる遺伝子の  

変異を直接的に調べる手法として遺伝子工学は有効な技  

術であり，本研究では，変異原検出用ベクターDNAを  

導入した魚，植物，細菌などの作成を試みる。そしてこ  

れらの生物のそれぞれ水中，大気中，土壌中に存在する  

変異原物質の長期モニタリング用生物としての有効性を  

評価し，相互に比較する。  

〔内 容）本研究で用いる手法の特徴は，種々の生物の  

ゲノム中に導入した大腸菌由来のモニター遺伝子を，ゲ  

ノムDNAから切り出して大腸菌に回収し，形質転換す  

る技術を確立した点にある。このモニター遺伝子として  

はストレプトマイシン（Sm）感受性遺伝子（rpsL）を  

用い，ゲノムDNAから回収して大腸菌を形質転換する  

際のマーカー遺伝子として用いるカナマイシン（Km）  

耐性遺伝子とともにプラスミドベクター（pML4，  

pMGll）に組み込んで，生物に導入する。ベクターを  

回収する宿主の大腸菌としてはKm感受性でかつSm耐  

性の株（RRl）を選んだ。すると，ベクターが回収さ  

れた大腸菌はKm耐性となり，Kmを含む寒天培地にコ  

ロニーを作る。このベクター中のrpsL遺伝子が野生型  

（正常）の場合，宿主の大腸菌はSm感受性となる。と  

ころがrpsL遺伝子に変異が入ると，宿主の大腸菌は  

Sm耐性となり，Smを含む寒天培地にコロニーを作  

る。したがってKm寒天培地に生えたコロニー数に射す  

研究課題16）ヒヌマイトトンボの生息環境とその保全  

に関する研究（奨励研究A）  

〔担当者）宮下 衛  

〔期 間）平成9年度（1997年度）  

〔日 的〕絶滅危慎種ヒヌマイトトンボは，河口近くの汽  

水域のヨシ原に生息するため，汚染や河川改修などにより  

絶滅の危機にさらされているが，その生態や生息環境につ  

いてはほとんど知られていない。そのような背景に基づ  

き，本棟の生息に必要な環境条件を解明し，生息環境の保  

全・回復をはかるための調査研究を行うことを目的とする。  

〔内 容〕絶滅危倶種ヒヌマイトトンボの成長について  

15，23，30℃の実験室で調べた。30℃では卵期間は9  

日間で，幼虫期間は約4カ月であった。ヒヌマイトトン  

ボと競争種のアオモンイトトンポ幼虫の塩分耐性につい  

て調べた。ヒヌマイトトンボ1齢幼虫の96時間半数致  

死濃度は塩分濃度0．96％，アオモンイトトンボのそれ  

は0．06％以‾Fであった。しかし，幼虫の塩分耐性は成  

長するに従って高くなり，両種の終齢幼虫は海水の塩分  

濃度3．8％でも死なないことがわかった。また，ヒヌマ  

イトトンボが生存に不利な汽水環境で生息し得たのほ，  

共食いも餌の奪い合いもしないという稜としての特性が  
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系回復抑制・阻害要因を解明した。さらに，（4）これ  

らの知見を総合的に解析して，湿地生態系管理手法の開  

発，すなわち管理のためのガイドラインを作成するため  

の科学的知見を提供した。  

（1）日本全国の主な湿地生態系の生物多様性の現況を  

把捉   

涛沸湖・サロマ湖・網走湖・塘路湖では絶滅危惧植物  

シヤジクモの分布は確認されなかった。サロマ湖は汽水  

域から3％塩分の海水に近いため，シヤジクモ類が存在  

できない物と考えられた。涛沸湖・網走湖・塘路湖は富  

栄養化のため透明度の低下に伴い，シヤジクモが消滅し  

たものと推測された。阿寒湖ではヒメフラスコモ・カタ  

シヤジクモが確認され比較的良い環境にあることが推測  

された。  

（2）生態系の人為撹乱による生物相の変動機構の解明   

人為影響の大きい霞ケ浦の湖岸帯での湿地の構造と水  

位変動の影響調査を実施した。1996年から夏季水位を  

上げたために，これまでより浅いところで彼の浸食があ  

り．植生帯が後遺したことが確認された。富栄養化で衰  

退した沈水植物に加えて，水位の固定化による浸食が進  

み撒水植物苛まで衰退してきていることが明らかになっ  

た。植生帯の減少は魚類の産卵場所の減少となり，湖の  

魚類生産に影響を与えていることが示唆された。  

（3）生物相の変動調査とその要因解析   

渡藻による生態系柁乱が底生生物相にどんな変動を与  

えたかを湯の湖で調査を実施した。底質のクロロフィル  

含量を夜深前の1988年と比較したところ，湖心に近い  

場所で含量低下が認められた。底生生物組成は当時と変  

化しておらず生物多様性への影響は認められなかった。  

シヤジクモ類は現存していたが，場所によっては撹乱に  

より夜深以前より匝J復していた。適度な撹乱が生物相を  

変化させた可能性が示唆された。  

（4）湿地生態系管理手法の開発   

これらの知見を総合的に解析して，湿地生態系管理手  

法の開発，すなわち管理のためのガイドラインを作成す  

るために，オランダと米国から渥地研究の第一任者を招  

へいした。沼地の機能評価の手法の導入と地質水文学的  

な湿地の分類を基にしたHGMモデルによる湿地の評価  

の検討がなされた。日本の代表的湿地における機能評価  

を4カ所で実施することやHGMモデルの日本への応用  

に関して検討を行った。  

〔発 表）tト15，h－19，20  

る，KmとSmを含む寒天培地に生えたコロニー数の割  

合をとれば，変異の発生頻度を算定できる。以上のよう  

な原理に基づく変異原モニタリング用組換え魚（ゼブラ  

フィッシュ），植物（タバコあるいはシロイヌナズナ），  

微生物（土壌細菌）の開発を試みた。   

ゼブラフィッシュでは，全身の細胞にpれイL4が遺伝  

子導入された魚が3系統得られている。これらの組換え  

魚の受精卵に変異原物質であるニトロソウレアを暴露し  

た後，染色体DNAよりpMI」4を回収し，これを用い  

て大腸菌で変異を検出することが可能か否かを調べた。  

その結果，これらの組換え魚を用いて変異原性が検出で  

きることがわかった。   

一方，植物及び微生物においては，現在組換え体の作  

成を試みており．それらができしだい，同様の測定を行  

う予定である。これらの生物には，改良型のベクターで  

あるpMGllを用いた遺伝子導入を試みている。  

（発 表〕e－2  

研究課題18）移行帯としての湿地生態系の人為捜乱に  

よる変動とその管理手法に関する予備的研  

究（奨励研究B）  

〔担当者〕渡逓 信・野原精一・佐竹 潔・上野隆平・  

矢部 徹・広水幹也・清水英幸・  

春日清一＊1・ 畠山成久＊l・永田尚志＊2  

（＊1地域環境研究グループ，  

＊2地球環境研究グループ）  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕本研究では，人間活動や開発行為等に影響さ  

れやすい移行帯としての湿地生態系を対象とし．日本の  

主要な水革帯の現状と変動要因を把握するとともに，人  

間活動により，激しく撹乱された霞ヶ浦周辺．湯の湖，  

尾瀬，赤井谷地等の湿地生態系における生物環境の劣化  

及びその影響並びに回復過程を調査・解析し，渥地生態  

系管理のためのガイドラインを作成するための科学的知  

見を得ることを目的とする。  
〔内 容〕本研究では，人間活動が集中する代表的な湿  

地生態系を対象とし，（1）日本の代表的な湿地生態系  

の現状の把捉から変動要因を解明し，（2）湿地生態系  

の生物環境劣化の機構とその影響を解析することで，湿  

地生態系の人為撹乱による生物相の変動機構の解明を  

行った。また，（3）湯の湖ヤ尾瀬，赤井谷他の人為撹  

乱さオtたi註地生態系の回復過程を調査することで，生態  
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2．2．9 地球環境研究センター  

研究課題1）地球大気成分の衛星観測データ処理アル  

ゴリズムに関する研究  

〔担当者〕横田達也  

〔期 間〕平成7－11年度（」995～1999年度）  

〔目 的〕地球環境における大気内の成分変動を把握す  

るために，人工衛星によって観測されたデータから，必  

要な情報を精度良く抽出するための計算アルゴリズムを  

研究開発する。従来のアルゴリズムには，高速な簡便計  

算法を用いるものや大量の厳密計算を行うものがあり，  

本研究ではそれらを比較検討して，要求精度を満たす効  

率の良い処理手法について研究する。  

【内 容〕本年度は，大気中の放射伝達計算の高精度化  

として，新たに測定された可視波長域の酸素分子の吸収  

波長帯（回転Aバンド）のラインパラメータを人手  

し，データ処理結果の比較検討を行った。また，衛星セ  

ンサーILASのデータ処理アルゴリズムにおける誤差要  

因の整理や，ILASの美観測データに対する赤外チャネ  

ル処理の最終段階に大気全層における一括推完を加える  

ための研究等を行った。そのほか，lLASの美観測スペ  

クトルとデータ処理における理論計算スペクトルとの差  

の要因について検討を継続した。  

〔発 表〕ト25，ト40～46  

研究課題 2）衛星観測データによる大気微量成分の気  

候値データベースに関する研究  

〔担当者〕横田達也・神沢 博・笹野泰弘＊1  

鈴木 睦＊l・中島英彰＊1・中根英昭＊l  

松本幸雄＊2  

（＊1地球環境研究グループ，  

＊2地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成9－13年度（1997－2001年度）  

〔目 的〕地球規模のオゾン層等の大気環境を把握する  

ために，人工衛星により大気微量成分の高度分布が測定  

されている。これらのデータを集約した「気候値データ  

ベース」の情事酎ま，大気パラメータの時間的・空間的変  

動の特徴の把握に関する研究や，チータ解析手法の妥当  

性の検討に有用である。本研究では，国内外の衛星セン  

サーによる実測データを中心に，統計的手法等を利用し  

て，気候値データベースの作成と利用方法に関する研究  

を行う。  

〔内 容〕本年度は，米国UARS衛星搭載センサー  

H▲互10E及びMtSの1991年以降の観測データと  

SAGE－nの掛則データを入手し，その気体別，緯度帯  

別，月別の統計量の算出処理に着手した。また，処理に  

必要な統計量の適切な算出方法について研究を行った。  

さらに；ADEOS衛星搭載センサーILASのデータ処理  

結果（Ver．3．00及びVer．3．10）における同様の気候値  

データの作成を行い，基本統計量（平均，標準偏差，順  

序統計量）間の関係を調査した。  

〔発 表〕i－39，45．46  
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2．3 環境研究総合推進費による研究（地球環境研究）  

2．3．1オゾン層の破壊に関する研究  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：里担基喝・秋吉英治・笹野泰弘・  

鈴木 睦・中島英彰  

化 学 環 境 部：横内陽子・久米 博・柴田康行  

環 境 健 康 部：遠山千春・藤巻秀和・野原恵子・  

青木廉展・佐藤雅彦・小野雅司・  

本田 靖  

大気 圏 環境部：常田仲明・菅田誠治・今村隆史  

猪俣 敏・古林 仁・杉本伸夫  

松井一郎  

生物 圏 環境 部：佐治 光・久保明弘・菅野光子  

地域環境研究グループ：森田昌敏・中嶋信実・松本幸雄  

地球環境研究センター：神沢 博・横田達也  

科学技術特別研究員：長浜智生  

客員研究員  3∠i名，共同研究員 7名  

下線は研究代表者を示す  

〔目 的1北半球中高緯度においては，1980年代後半  

からオゾン減少傾向が顕著になってきた。特に，1995  

年，1996年，1997年の冬季一審季に，北極極渦内での  

オゾン層破壊が大きく進むなど，最近極域から中緯度に  

かけてのオゾン層破壊が深刻化している。フロンを主と  

するオゾン層破壊物質の成層圏大気中濃度は今世紀中に  

ピークを迎え，綾やかな減少に向かうとされているが，  

臭化メチル等最近その影響がクローズアップされてきた  

オゾン層破壊物質に関しては，その動態，対策ともに不  

明な点が多く，研究が急務である。さらに，極域成層圏  

の寒冷化傾向が続くならば，オゾン層破壊の回復が遅れ  

る可能性があり，観測に基づいてオゾン層破壊の動向と  

機構を解明することが求められている。1996年に打ち  

上げられた国産の地球観測衛星「みどり（ADEOS）」  

は1997年6月30日に停止したが、1997年春季の大規  

模なオゾン層破壊についてILAS等により詳細な観測  

データが得られた。これらの衛星データを活用するとと  

もに，地上からの遠隔計軌気球観測を組み合わせた総  

合的な観測により．オゾン層破壊の粍構を解明しモデル  

化する研究を進めること及び，このように深刻化したオ  

ゾン層破壊が人の健廉や生物・生態に及ぼす影響，その  

蓄積の影響等に関する研究を進めることが本研究の目的  

である。  

〔内 容〕  

（1）衛星データ等を活用したオゾン層破壊機構の解明  

とモデル化に関する研究  

1LASデータ等を用いたオゾン層破壊における梅酒変  

動の影響の解明，東シベリア及び日本における地上から  

の観測による極渦が中緯度のオゾン層変動に及ぼす影響  

の解明，統計的手法によるオゾン層変動の力学的・化学  

的要因の関連性の解明，化学放射一力学結合モデルに  

よる極渦の物理・化学過程の解明，オゾン層破壊にとっ  

て重安な塩素分子・ラジカルの不均一反応機構の解明．  

中層大気における力学・光化学結合過程の解明を行う。  

（2）臭化メチル等の環境中挙動の把握と削減・代替技  

術の開発に関する研究   

臭化メチルの環境中挙動を把握するための，その起源  

と大気中の分布・反応の研究，放射性炭素同位体比湘完  

による臭化メチルの起塘の研究，臭化メチル及び代替物  

質の人への暴露実態と影響の評価に関する研究を行う。  

（3）オゾン層破壊関連大気微量物質の衛星利用遠隔計  

測に関する研究   

太陽掩蔽億オゾンセンサーによるエアロゾル計測，衛  

星搭載リフレクタを用いた地上衛星間レーザー長光路吸  

収法による大気微量分子の計札 可視・中間赤外・赤外  

波長城大気透過率データを用いたエアロゾル情報の高楷  

度推定に関する研究を行う。  

（4）紫外線の増加が人の健康に及ぼす影響に関する疫  

学的視点を中心とした研究   

ライフスタイルを考慮した標的部位における紫外線有  

効暴露星評価手法の開発，白内障の実態把握ならびに白  

内障発症と紫外線暴露との関連性，人の紫外線暴露に対  

する遺伝的感受性決定安臥 発がん物質への複合暴露に  

よる発がん過程に及ぼす修飾因子に関する研究を行う。  

（5）紫外線増加が生態系に及ぼす影響に関する研究   

紫外線増加が野生植物に与える影響の評価に関する研  

究を行う。  
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〔成 果〕  

（1）衛星データ等を活用したオゾン層破壊横領の解明  

及びモデル化に関する研究   

極渦内のオゾン及びオゾン層破壊関連物質の変動を明  

らかにするために，北極域の二地点（キルナ，フェアバ  

ンクス）及び南極域の二地点（昭和基地，アライバルハ  

イト）で地上からのオゾン層観測を行うとともに，  

ILASによって得られたデータの解析を行った。これら  

のデータの解析から，1996／1997年の冬の北極城のオゾ  

ン破壊においては脱窒（dinitrification）が重要である  

こと等が示された。また，東シベリアのヤクーツタ及び  

北海道母子里でオゾンゾンデ観測を継続するとともに，  

ヤクーツクで1997年tこ得られたデータ等の解析を行  

い，高度15”20kmを中心に各高度のオゾン破壊速度  

を求めた。得られたオゾン破壊速度は，ILASデータか  

ら得られた値と良く一致していた。さらに，過去と現在  

の衛星観測データに見られる基本統計量の比較検討，大  

気力学場・温度場に基づく極渦の安定化に関する年々変  

動の解明，窒素酸化物相互間の変動の特徴の解明，成層  

圏エアロゾルがオゾン層に及ぼす影響に関する研究等を  

行った。   

化学輸送モデルに関しては，CCSR／NTES大気大循環  

モデルにClO，系を組み込み，このモデルとNCEP客観  

解析データを同化した。同時に，極域成層圏雲上の不均  

一反応を含んだトラジェクトリーボックスモデルを開発  

し，観測結果との比較を行った。また，ヨウ化メチルの  

光分解について調べ，CH3＋Ⅰの過程のほかに，HII分  

子を生成する過程が存在することを見いだした。また，  

レーザーレーダーから得た気温鉛直分布をロケットゾン  

デデータ等と比較し．さらに，鉛直方向の波動構造につ  

いて検討した。  

〔発 表〕A－3～6，44－50，F－1，27，ト13，14，a1”8，61  

”77，卜8～10，43，47，65，74，rlO〝24  

発生量を推定すると10－55Gg／年であった。臭化メチ  

ル代替品の一つであるクロロビクリンの大気質への影響  

を評価するための光化学チャンバー実験を行い，その主  

な消共過程は光分解であること，ホスゲンが収率1で生  

成することが分かった。クロロビクリンは都市郊外で使  

用されるので光化学スモッグとの相互作用が問題となる  

が，クロロビクリンが光化学オゾンの増大をもたらすこ  

とが明らかになった。加速器質量分析測定の精度と確度  

の向上と微量炭素資料測定条件の検討，臭化メチル捕  

集・生成装置の作成と評価を行った。さらに，臭化メチ  

ルの使用実態調査及び暴露の影響調査を行った結果，ハ  

ウスの開放の時期，ハウス内の臭化メチル濃度等，その  

使用実態には種々の問題があることが明らかになった。  

〔発 表〕D－10－12，39～40，F1，26－30  

（3）オゾン層破囁関連大気微量物質の衛星利用遠隔計  

測に関する研究   

太陽掩蔽法を測定原理とする改良型大気周縁赤外分光  

計（llJAS）の赤外分光計データの信号処理において，  

エアロゾル／PSCs（極成層圏霞）等による連続吸収スペ  

クトル成分を，気体などによる吸収スペクトルと分離  

し，補正することが要請されている。同時に，分離され  

たエアロゾル／PSCs等による連続吸収スペクトルは，  

エアロゾル／PSCsの種類の同定や，定量化の情報を与  

える。本研究では，解析手法の提案，シミュレーション  

による検討，実データヘの適用を行った。   

シミュレーションによれば，提案した方法でエアロゾ  

ル／PSCs種類の判定と，粒径分布パラメータの推定が  

可能であることが示された。実際のILASデータヘ適用  

したところ，気体成分による寄与，エアロゾ）L／／PSCs  

による寄与以外に，オフセット成分の存在が認められ，  

提案した方法そのままでの適用は困難であった。現実的  

な対処として，線形補間法を採用し気体成分の導出を  

行った。また，エアロゾル／PSCsによる吸収スペクト  

ルとオフセット分の線形結合で，非気体成分を表現し，  

気体成分との同時推定を行った。いずれも，合理的な補  

正が行われている。   

衛星搭載リフレクタ（ADEOS搭載RIS）を用いて地  

上衛星間レーザー長光路吸収法によるオゾンの観測実験  

を行い，測定誤差の評価，地上システムの改良等を行っ  

た。1997年6月30日にADEOSが連用停止となったた  

め十分な観測データの蓄積が得られなかったが，測定手   

（2）臭化メチル等の環境中挙動の把撞と削減代替技術  

の開発に関する研究   

北緯30Dから南緯700までの海洋上の臭化メチル濃度  

の観測を行った結果，北半球で10－1Zpptv，南半球で  

7”9pptvであった。この中で，カリマンタン東岸の赤  

道付近でバイオマス燃焼の影響によると思われる高濃度  

の臭化メチルを観測した。△CH3Br／△CH3Cl比に基  

づいてバイオマス燃焼による臭化メチルのグローバルな  
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ネイン欠損マウスにおいて，皮膚の潰瘍などの障害が出  

やすい傾向があることが判明した。  

〔発 表〕E－1，9，e－12，22”23，26，31  

法を英証し，評価を行うことができた。RIS搭載システ  

ムの光学性能，分光測定手法，測定誤差等の評価を行  

い，地上衛星間レーザー長光路吸収による大気微量分子  

．測定の手法の考察を行った。  

〔発 表〕A－22，23，25，27，F－10－19，a－32，36－38，40，  

卜33→40，46，5l，57  

（5）紫外線増加が野生植物に与える影響の評価に関す  

る研究   

紫外線の増加が野生植物にどのような影響を与えるか  

を検討するため，自lL】地域の異なる高度に生育している  

アキノキリンソウの種子を採取し，水耕栽培及び土耕で  

栽培した。その結果，発芽率に関しては水耕，土耕とも  

に40－85％の良好な値を示した。土耕では順調な生育  

が見られたが，水耕栽培では播種後6週間で生育が止ま  

り，葉にクロロシスが見られた。次に播種後3週間の幼  

苗（土耕）にUV－B照射実験を行った。光及び温度の  

条件は日長12時間，明期18℃，暗期14℃で光強度は  

Z5町沌／mZ／secで行った。UV－Bの照射条件は，0．08W  

／m2の強度で明期に連続照射を行った。その結果，  

UV－B照射区では照射開始後7日目で8地点すべての  

グループで生育阻害が見られた。また，本葉及び子葉が  

著し〈赤化した。棄の赤化はアントシアニンの蓄積によ  

るものと推定される。   

また，太陽光紫外線が植物のDNAに損傷を与えるか  

どうかを検討するため，キュウリの子葉に太陽光を照射  

したときに，生成するシクロブタン型ビリミジンダイ  

マー（CPD）及び6，4光産物（6，4PP）の量を  

足した。照射は札幌の5月25日－7月19Elの快晴の日  

を選び10ニ30－13：30の3時間行った。照射後速やか  

にDNAを抽出し，CPD及び6，4－PPをELISA法で定  

量した。その結果，U－330フィルターで光回復に必要  

な波長城を除去した場合，CPD，6，4－PPともに照射  

量に依存して増加する傾向が認められた。一方，太陽光  

からの全放射スペクトルを照射したときには照射量と損  

傷物質の量との閤に明確な相関は見られなかった。また  

UV－32フィルターで紫外線を除去した場合，損傷物質  

の蓄積量は検出限界以下であった。以上の結果から太陽  

光のUV－Bは植物のDNAに損傷を与えるレベルであ  

ること，形成された損傷は太陽からの可視光により光風  

複を受け，その多くが修復されることが明らかとなっ  

（4）紫外線の増加が人に及ぼす影軌こ関する研究   

「ライフスタイルを考慮した，標的部位における紫外  

線有効暴露量評価手法の開発に関する研究」において  

は，1）紫外線照射量をはじめ，自然環境の大きく異な  

る国内外の敷地区（能登，つくば，奄美，アイスラン  

ド）で紫外線暴露の第一の規定要因である人々の戸外活  

動時間並びに地域住民の諸属性（居住歴，耽美歴，行動  

パターン，帽子やメガネの着用等）に関する実態調査を  

行い，紫外線暴露量推定のための基礎データを収集し  

た。さらに，2）紫外線暴露に及ぼす各種要因（眼鏡，  

帽子着用の効果等）の効果についてマネキンモデルを  

使った野外実験を開始した。   

「白内障の実悪把撞並びに，白内障発症と紫外線暴露  

との関連性解明に関する国際比較研究」においては，こ  

れまでの国内外での調査結果をより明確にするために，  

あらたにシンガポール（中国系住民）で同一の手法によ  

る眼科検診を実施した。シンガポールの調査から，奄  

美，沖縄と同程度あるいは，より進行の早い水晶体混濁  

が観察された。   

「人の紫外線暴露に対する遺伝的感受性決定要因の解  

明に関する実験的研究」においては，HSV－チミジンキ  

ナーゼ遺伝子を導入したラット細胞を用いて紫外線に  

よって引き起こされる突然変異の波長依存性を調べた。  

300nmにおける突然変異の発生頻度を基準にした場  

合，320nmでの変異発生頻度は従来バクテリアを用い  

て調べられたよりも，一桁上昇していた。   

「発がん物質への複合暴露による発がん過程に及ぼす  

修飾要因に関する実験的研究」においては．疫学的デー  

タのモデルとなる実験系を作成して検討を開始した。本  

年度は，酸化ストレスに対する除去機能を有するタンパ  

クであるメタロチオネインを欠損したマウスに，7，  

12－ジメチルベンズ（a）アントラセンと紫外線を暴露  

した。これまでの予備的な結果においては，メタロチオ  

た。  
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2．3．2 地球の温暖化現象解明に関する研究  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：野尻幸宏・竹中明夫・向井人史・  

パルスケールのモデル化である。精密な気候モデルの開  

発と気候システムの諸過程を解明する研究を行った。   

気候変動フィードバックの研究が課題（2）の「西シ  

ベリアにおける温室効果気体の収支推定と将来予測に関  

する研究」である。アジア地域でのフィールド観測によ  

る物質循環プロセス研究でもある。シベリア地域の自然  

湿地，凍ニヒ地帯．天然ガス田等からのメタン発生量，タ  

イガの森林の炭素貯留量，、陸上植生の自然変動なとの調  

査観測と，物質輸送モデリング，リモートセンシングの  

手法を用いた気候変動応答予測研究を行った。   

主たる温室効果気体である二酸化炭素の循環過程の研  

究として，その大気・海洋間移動プロセスを扱う研究が  

課題（3）の「北太平洋の海洋表層過程による二酸化炭  

素の吸収と生物生産に関する研究」であり，地球環境モ  

ニタリングと連携して，生産性の高い北太平洋高緯度海  

域での，二酸化炭素の交換過程を解析する研究を行っ  

た。我が国として重要な太平洋地域の研究にあたる。   

温室効果気体研究として，反応性がある温室効果気体  

を扱う研究が課題（4）の「地球温暖化に係わる対流圏  

オゾンと大気微量成分の変動プロセスに関する研究」で  

ある。ここでは．温室効果気体である対流圏オゾンの観  

測研犯 その大気中濃度を制御する因子である大気微量  

成分を含む対流圏化学反応解明研究を行った。  

町田敏暢  

社会環境システム部：田村正行  

化 学 環 境 部：横内陽子・田中 散  

大気 圏 環境部：鷲田仲明・井上 元・鵜野伊津志・  

高薮 緑・菅田誠治・打二守正多・  

今村隆史・酒巻史郎・緒俣 敏・  

奥薯幸夫・古林 仁・遠嶋康徳・  

高橋善幸  

水二Ⅰ二旗国環境部：内山裕夫  

科学技術特別研究員 2名，客員研究員 20名，  

共同研究員 4名  

下線は研究代表者を示す  

〔目 的〕地球の温暖化，あるいは，人間活動による気  

候変動が，人間活動に起因する温室効果気体の放出量の  

増加によって引き起こされることが予測されている。温  

暖化現象は、地表気温上昇のみならず，降水量変動，海  

氷，陸水の減少，海面上昇，生態系の破壊などの現象  

が，同時に引き趣こされる可能性を含む。   

温暖化現象解明研究は  

（1）温室効果気体の研究  

（2）大気成分変化でもたらされる気候変動の研究  

（3）気候変動フィードバックの研究  

のような大分類カテゴリーにわけられ，温暖化対策に必  

要な斬学的知識を与えることを巨柑与とするものである。  

温室効果気体の大気濃度が人為的，あるいは，自然的粟  

国によって変動し，それが気候変動と密接に関係してい  

るという事実は，既に認められているものである。従っ  

て，そのような温室効果気体の大気濃度を規定する広義  

の地球物質循環全般の解明研究が，温喝化現象解明研究  

の範囲と認めることができる。   

地球環境研究総合推進費では．このような温暖化現象  

解明研究のうち，我が国がアジア・太平洋地域にあるこ  

とを踏まえたフィールド研究，グローバルスケールの現  

象解明に対する知見を与える研究，グローバルスケール  

のモデリングを行う研究に重点をおいて課題が設定され  

ている。  

〔内 容〕大気成分変化でもたらされる気候変動の研究  

が課題（1）の「気候・物質循環モデルによる気候変動の  

定量的評価に関する研究」であり，その手法は，グロー  

（成 果〕  

（1）気候・物質循環モデルによる気候変動の定量的評  

価に関する研究   

地球温暖化に伴う気候変動の気候モデルによる予測  

が，影響評価・対策に十分に清かせるものとなるには，  

気候変動評価の不確定性の幅を明らかにするとともに，  

束アジア・日本といった地域スケールでの気候変動の評  

価を行う必要がある。また地球環境変動の研究の推進の  

ためには，現在の気候モデルに欠けている物質循環や生  

態系との相互作用を取り入れて総合化した気候モデルを  

開発する必要がある。そこで卒研究課題では，二＝ 人為  

起源エアロゾル，雲，地表水文過程などによってもたら  

される気候変動の不確定性を明らかにすること，2）全  

額気候モデルの結果を，森林生態系など各種地表面の影  

響を取り入れつつ，地域スケールでの気候変動評価に翻  

訳すること，3）気候変動と対流圏物質循環，森林生態  

系間の相互作用を含めた総合的なモデルの基礎を確立す  

ることという3点を主な目的とする。   
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本年度は，全球規模の気候変動予測における不確実性  

を削減するため，CCSR／NIES全球気候モデル（火気海  

洋結合モデル）を用いた数値実験および現実データを用  

いた解析研究により，気候にもたらすエアロゾルと水の  

効果を調べた。1PCCの温室増加ガス・人為起源硫酸エ  

アロゾルの増加シナリオに基づいた地球温暖化気候モデ  

ル数値実験を行い，エアロゾルの直接効果の評価に重点  

をおいて実験結果を解析した。CCSR／NTES気候モデル  

の重安な特徴は，世界各国のモデルに比較して放射過程  

の取扱が高精度な点である。従来のモデルではエアロゾ  

ルの効果が地表面アルベドに換算されていた。本研究に  

おいて，エアロゾルの効果を放射伝達方程式で解いた結  

果，従来の実験では，エアロゾルの直接放射効果が過大  

評価されている可能性が高いことが指摘された。モデル  

実験と平行して，観測データの解析を行い．衛星画像  

データふら海上のエアロゾル全球分布の季節変化の導出  

を行って，人為起源エアロゾルの同定を行うとともに，  

エアロゾルの間接効果である雲の放射効果を解析する手  

法の開発を行った。また，硫酸エアロゾル生成に閲し，  

SO2がSOから大気酸化反応によって生成する化学過程  

の実験室研究を行い，その生成効率が非常に高くかつ生  

成速度が非常に速いことがわかった。   

地域スケールの気候変化の影響を高相監で評価するた  

め，束アジア地域に焦点を当て，地域気候モデルの開発  

を行った。コロラド州立大学で開発された領域大気モデ  

リングシステム（CSしトRAMS）を基に，長期間の積分  

に耐えるように放射過程や境界条件の変更などいくつか  

の改良を行った。このモデルの性能を評価するために，  

ユ994年の1年間を別に現在の気候を再現する実験を  

行った。モデルは冬期の束アジア域の降水パターンをよ  

く再現し，また日本各地域の年間の降水変化の特徴も比  

較的よく再現した。しかし，主に梅雨期の降水量の分布  

には問題があり，モデルの積雲対流過程を改善する必要  

があることが示された。   

対流圏内の物質輸送プロセスを詳細に記述可能な対流  

圏大気システムモデルとして，CSU－RA丸′lSと結合され  

たオンライン輸送モデルを新たに開発してその評価を  

行った。モデルのテストは梅雨期を対象として行い，良  

好な結果が得られた。RAMSは，気象客観解析データ  

には含まれない鉛直風速，乱流エネルギー，芸・降水の  

詳珊な時間・空間変化が得られることから，大気輸送′  

拡散への応用に重要であることが確認された。  

〔発 表〕r－12，16，23，25，28－3】，43，59－6‘1  

（2）西シベリアにおける温室効果気体の収支推定と将  

来予測に関する研究   

シベリアは，自然による温室効果気体の発生／吸収の  

規模が大きく，高緯度であるため温暖化が強く現れる可  

能性が高く，脆弱な生態系への影響が大きいと予想さ  

れ，温暖化を含む地球規模の環境問題における重要な研  

究対象である。西シベリアには約3千km2規模の世界  

東大規模の湿原があり，推進費による過去の研究でもメ  

タンの大規模な発生源であることが明らかになっている。  

IPCC1995年報告では，「高い温度変化が予想される  

高緯度地帯でのメタンについては正のフィードバックの  

可能性もあるが，定遷化研究は不足している」と評価さ  

れている。これまでにメタン発生量と地温との．了Eの相関  

が観測されており，温暖化によるメタン発生量の増大が  

予想されているが，さらに，長期間の観測により定量的  

な予測を行うことが必要である。   

西シベリアの大低地からのメタン発生に関する研究に  

おいでは．メタン発生量の自動測定装置を導入すること  

により，極めて質の高いデータを長期に得ることができ  

た。メタン発生量は地温に対する直線間備にあり，その  

係数は場所によって異なることが明らかになった。ま  

た，二酸化炭素の発生量との関係では，場所や地温によ  

らず十定の直線関係にあることがわかった。このことか  

ら，衛星画像データによる地表面温度と植生指数とから  

メタンの発生量を推定できる可能性が出てきた。   

メタンの発生量は水位と強い相関があることがわかっ  

ている。本観潮でも酸化還元電位を測定し，溶存メタン  

との関係を明らかにした。メタンの生成と酸化の速度を  

各深度で測定することが，ネットのフラツクスの変動を  

理解する上で重安である。この視点で，酸素の溶解と植  

物によるメタンの輸送を止メ）る実験を行い，洛存メタン  

の深度分布の変動を測定し，メタン生成速度の深度分布  

を推定した。メタン生成細菌の深度分布の測定は未だ成  

功していないが，潜存メタンの測定による結果と一致す  

ると考えられ，その結果が待たれる。   

観測結果を広域化・通年化してグローバルな発生量を  

推定するために，メタン生成のモデル開発を行い，その  

道具立ては整った。特にメタン生成細菌の温度特性を平  

均気温で特徴づけることにより，広い緯度範囲に適用で  

きる見通しが立った。  
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航空機による大気のサンプリング分析でメタンの同位  

体比の季節変動を測定することにより，人為・自然の発  

生源の寄与を評価する試みは，サンプリングと分析の体  

制が整った段階にある。通年の観測を行うこと，高度に  

よる同位体比の違いを明らかにすることを目的としてい  

るので，少量のサンプルで高精度の測定を行う必要があ  

る。本年度は目的とする測定精度を発揮する手法が確立  

したので，今後は観測データを蓄積し，その解析を行え  

る段階に入った。  

〔発 表〕C32，F－21，22，a－11ユ，ト1，2，g－18，19  

物生産とともに△fCO2が低下し，冬季の鉛直混合に伴  

い△fCO2が上昇することがわかった。これに対し，東  

部北太平洋高緯度海域のアラスカ湾では，季節変動幅が  

′トさく，年間を通して△rCO2はゼロないしわずかにマ  

イナスであった。北太平洋中央部中緯度域では，水温変  

動に伴う変化が卓越することがわかった。全季節を通し  

た平均では，亜寒帯循環の北の縁辺では，年間を通した  

大気／海洋の正味の二酸化炭素移動は海洋が放出する方  

向であることがわかった。¶方，それ以外の北大乎洋で  

は，正味の二酸化炭素吸収があることが明らかになっ  

た。   

サブテーマ「大気，海洋の二酸化炭素の同位体測定に  

よる炭素循環の解明に関する研究」では，太平洋上の大  

気中二酸化炭素の炭素及び酸素の同位体比を測定L，そ  

のトレンドを検討することによって，その動態の解析を  

行った。同位体比の測定精度は炭素でD．Dlパーミル前  

後であった。二酸化炭素濃度の変動と同位体比の変動を  

比較した結果，季節変化による二酸化炭素の大きな濃度  

変化は植物の光合成ヤ呼吸による同位体効果に合致して  

いた。しかLこの関係からずれる点が北大平洋上の春に  

見受けられ，同位体比の変化量が′」、さく，海洋の吸収を  

現すものと考えられた。酸素同位体比は，炭素同位体比  

とは異なケ），北緯40度以北の夏に低くなる季節変化が  

観測された。  

〔発 表〕a92〈」01，113  

（3）北太平洋の海洋表層過程による二酸化炭素の吸収  

と生物生産に関する研究   

海水／大気の二酸化炭素濃度（分圧）差と気象要素か  

らは，海域の二酸化炭素吸収量が算定できる。この研究  

課題では，海洋表層の二酸化炭素分圧測定法の標準化と  

観測データのデータベース化のために，測定方法の高度  

化，観測データのモデル化の方法論とその応用，さらに  

は，同位体地球化学的手法による大気・海洋・陛域生態  

系間の二酸化炭素交換収支鞋定に関する研究を進めた。   

サブテーマ「海洋表層二酸化炭素分圧測定の高度化に  

関する研究」では，海水中二酸化炭素分圧測定の正確さ  

を高めるために，測定装置間の差の実測を行った。水産  

庁水産工学研究所の大型室内海水プールを用いて，国内  

研究機関の湘走装置を持ちよる相互比軟実験を行った。  

合計10式の測定装置を比較運転したところ，測定値は  

±2ppm以内で一致した。結果から，バブル方式平衡  

器が系統的に低い測定値を与えることが判明し，表面張  

力の効果と考えられた。また，バブル方式を前段平衡器  

とLミキサー方式を後段平衡器とするタンデム方式を考  

案し，良好な結果を得た。   

サブテーマ「高頻度観測デ｝夕を利用した北大平樺域  

の海洋表層二酸化炭素分圧の時空間分布のモデル化に関  

する研究」では，国立環境研究所地球環境研究センター  

で行っている定期貨物船による北太平洋高緯度城の二酸  

化炭素分圧観測データを解析した。海水大気の二酸化  

炭素フガシティ差（△iCO2）が緯度と季節の関数であ  

る前提をおいて海洋グリッドごとに結果を解析した。多  

くの海域で．年間1周期の調和関数成分が卓越してい  

た。しかし，本州東方海域では年間2周期成分が強く，  

春と秋に△fCO2が低下した。千島・カムチャッカ半島  

沖の西部亜寒帯循環海域とベーリング海では，春季の生  

（4）地球温暖化に係わる対流圏オゾンと大気微宜成分  

の変動プロセスに関する研究   

大気中微量成分の中にほCO2，N20，CFCなどに代  

表される対流圏において非反応性の気体，CH小 03，  

NO”VOC，DMSなどに代表される対流圏で反応する  

気取 さらにエアロゾルなどの微量物質がある。反応性  

微量気体の代表である対流圏オゾン（03）は地球温暖  

化に対して将来大きなインパクトを与える可能性の高い  

気体として，今後の研究の重要性が柑94年のTPCC報  

告において指摘されている。   

対流圏03には成層圏からの輸送混入によるものと，  

CO，NOェ，非メタン炭化水素など多くの短寿命の前駆  

体から生成する光化学反応起源のものがある。CFCに  

よる上部成層圏03の減少に伴い下部成層圏03が増加  

し，また，温室効果により大気の大循環が変動し，成層  

圏・対流圏の混合の速度が変化する可能性が指摘されて  
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おり，成層圏起源の対流圏03が変動する可能性があ  

る。他方，光化学反応による03は，その前駆体が北半  

球の化石燃料の消費や森林火災などで人為的に放出され  

るので，主として北半球の中佐緯度で生成する。これら  

の現象は多分に地域的・比較的短期的な現象であり，北  

辛辣では産業革命以来25ppbの増加があり，南半球で  

は増加がなく極域ではむしろ減少していると言われてい  

るが，その実態は十分把捉されていない。   

本研究は対流圏03の地域分布，高度分布，日変化，  

季節変動などの浪度測定とその解析，関連する他の微量  

成分の測定，化学反応，対流圏モデルなどにより成層圏  

および光化学起源の対流圏03の実態を総合的に把握  

し，温室効果の精度向上および将来予測に貢献する。   

国立環境研究所では以下の3つのサブテーマを担当し  

て研究を行った。  

1）対流圏オゾン分布の地域特性，季節変動実包の解  

析に関する研究   

一酸化窒素滴定法による03計の校正システムを構築  

し，順次既存（波照間・落石・隠岐卜新設（ヤクーツ  

ク・イルクーツク）の03計の校正を行う。03観測網の  

一環として，モンゴルの奥地のモンデイー，タイ，波照  

間等で，地上03を測定し，その季節変動を解析した。   

2）対流臨オゾン濃度変動にかかわる化学反応に関す  

る研究   

対流圏光化学反応に重要な気相ラジカル反応の速度・  

機構を決定する。海洋上の有無・無機ハロゲン化合物の  

濃度測定を行い，その際の03濃度との相関を見た。海  

塩粒子上の化学反応を研究するため，NaBr上の反応を  

研究しBr2やHOBrの放出を測定した。   

3）対流圏物質循環モデルによる対流圏オゾンの分布  

と動態の解析に関する研究   

物質循環モデルのためのNO∫，VOC，CO等の全球発  

生源データベースの構築を行った。メソスケール気象モ  

デルとのリンクを目的とした化学反応スキームを含む対  

流圏物質循環モデルを確立し，1987年5月に国内6カ  

所で測定された対流圏03の起源を解析した。  

〔発 表〕D－39，40，F－1，4～9，d－33，38－43，f－4－11，69，  

70，76〝78  
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2．3．3 地球の温暖化影響・対策に関する研究  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：西岡秀三・森臼恒華・  

の改良の方向とその効果並びに湿地帯からのCH4発生  

量の抑制について検討した。   

3）都市圏の温暖化防止対策技術の研究：都市活動を  

温暖化抑制の観点から変換していくことを目的に，河川  

水の温度差エネルギー及び都市の静脈系と言われる廃棄  

物処理システム，■F水システムなどからの廃熱利用技術  

を調査した。   

4）低環境負荷型都7lT交通手段の研究：次世代型電気  

自動草の一一般公道走行試験のために，車間距維センサー  

の開発及び取り付け，電気自動車に採用した個別機器の  

性能評価のための測定器の開発，電気自動車の動力性能  

及び概念等に関するアンケート調査を実施した。  

（2）地球温暖化の影響に関する研究  

1）植物影響の研究：モンスーンアジア地域を対象と  

して，温暖化が生物季節現象に及ぼす影響とENSOと  

の関連性を解析した。また，中国を対象として，温暖化  

が森林／草原などの境界域の植生に及ぼす影響を検討し  

た。   

2）健康影響の研究：中国南部及びタイ国を主要調査  

対象地域に，デング熱流行にかかる言者要因解明のため  

に，過去の流行に関する資料を収集解析するとともに，  

現地研究機関と協力して媒介蚊の成長・生存に及ぼす気  

温の影響解明のための調査研究を実施した。   

3）社会経済的影響の研究：気象データ，社会・程済  

的影響に関する情報を広範囲に収集し，これらをもとに  

影響検出の指標及びモニタリングのあり方について検討  

した。  

甲斐沼美紀子・  

地域環境研究グループ：清水 浩・近藤美則・森口祐一・  

礪森悠平・水落元之・安藤 滞・  

山元昭二  

社会環境システム部：後藤典弘・日引 聡・  

青柳みどり・‖l島康子・  

乙間末廣・森 保文・寺園 淳・  

原沢英夫・高橋 潔  

環 境 健 康 部：小野雅司・本田 靖  

水土壌圃環境部：西村 修  

生物 圏環境部：大政謙次・戸部和夫・清水英幸  

地球環境研究センター：安岡善文・藤沼麻美  

客貞研究貞】9名  

下線ほ研究代表者を示す  

〔目 的〕地球温暖化問題の未解明点は大きく3つあ  

る。第一は，地球温暖化のメカニズムであり，大気中の  

温室効果ガス濃度の変化とそれによる地球の気候変動の  

仕組みについて，多くの不確実な点が残されている。第  

二は，地球温暖化の防止対策についてであり，各種の対  

策技術ヤ政策の有効性を評価する上で，関連する技術シ  

ステムや社会経済システムの体系的解明とそのモデル化  

が必要不可欠になってきている。第三は，地球温暖化の  

影響であり，気候変動やそれに伴う自然条件の変化に  

よって，自然環境や社会経済にどのような影響が生じる  

かについて，不解明な点が多く残されている。本研究プ  

ロジェクトは，地球温暖化の影響と対策，すなわち，第  

二と第三の未解明点について，現地調査，実験，データ  

解析，モデIノング，具体的なシステム設計等を通じて，  

総合的に明らかにすることを目的としている。  

〔内 容〕平成9年度においては，次の7つの研究を実  

施した。  

（1）地球温曝化の防止対策に関する研究  

1）予測モデルの開発：中国，インド，韓軌 インド  

ネシアの研究所と共同して，温暖化の影響と対策の評価  

のための統合モデルを用いて将来予測や許容排出量の推  

定を行うとともに，国際プログラムを通じで．温暖化政  

策が環境の変化に及ぼす効果を分析した。   

2）メタン等の対策技術の開発：メタンガスや亜酸化  

窒素の排出を削減するため，汚水・廃棄物処理システム  

〔成 果〕  

（1）地球温暖化防止対策技術の総合評価に関する研究  

l）アジア太平洋地域における温暖化対策総合評価モ  

デル（AIM）の適用と改良に関する途上国等共同  

研究   

AIMは，温室効果ガスの排出・気候変化・その影響  

と行った一連のプロセスを統合して分析できる「統合評  

価モデル」である。この統合モデルは，各臥や地域の経  

清酒勧と地犠規模の気候変化を結びつけて検討できるだ  

けでなく，地球規模の気候変化が国や地域の社会経済に  

どのような影響を及ほすかについても検討できるため，  

各毯の対策を総合的に評価することが可能である。   

本年度は，アジア地域の5つの研究機関と共同して，  

AIM国別モデルを用いて温室効果ガス排出量や温暖化  
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の影響についてシミュレーションにより分析した。これ  

らの機関は，中国エネルギー研究所，韓国エネルギー経  

済研究院及びサンミュン大学，インド経営研究所，それ  

にインドネシア環境省である。また，日本モデルを最新  

のデー1夕によって更新，改良し，エネルギー技術の進展  

が二酸化炭素排出量削減に及ぼす効果を分析するととも  

に，各種の経済的手段の基での二酸化炭素排出量の削減  

可能性について検討した。   

また，エネルギー需要の変化，エネルギー技術シェ  

ア，省エネルギー技術の導入効果等の分析が簡単に行え  

るようにするため，AI九イ／排出モデルを簡略化した普及  

版AIMモデルの開発に着手した。さらに，A仙Ⅰ／世界  

モデルを改良して，二酸化炭素の排出権取引等が社会程  

清に与える影響を分析するとともtこ，lPCCシナリオの  

定量化を行い，地域及び地球全体の排出量や影響を推定  

し，地域の政策評価を検討した。このほか，温暖化が森  

林植生に及ぼす影響とその気候へのフィードバック効果  

を分析するため，植生影響モデルを開発した。   

一方，国際共同プログラムに参加して種々の分析を  

行った。国際l占用解析研究所（ⅠIASA）と共同して，温  

室効果ガス排出量を推完するための土地利用変化モデル  

を開発した。また，米国国立太平洋北西研究所と共同  

で，技術評価データ調査に着手した。さらに，温室効果  

ガス排出シナリオをエネルギー・モデリング・フォーラ  

ム，安全排出回廊比較研究を通じて比較評価した。ま  

た，エコアジア・プロジェクトにおいて，エネルギー消  

費量，硫黄酸化物排出量，二酸化炭素排出量，土地利用  

の変化等を予測した。   

なお，以上の研究成果を基に，アジア地域の共同研究  

者が一同に会した国際ワークショップを開催するととも  

に，アジア太平洋ネットワ岬ク・プログラムの一環とし  

て，Alhiモデル普及のためのトレーニングを中国及び  

インドで実施した。   

2）地球温暖化抑制のためのCH4，N20の対策技術  

関党と評価に関する研究   

CH′＝ N20抑制のための生活系排水のバイオ・エコ  

エンジニアリングシステムによる対策技術及び東北アジ  

ア地域におけるCH4，N20抑制のための汚水・汚泥の  

適正処郡安術の確立を目的として、これからさらに温室  

効果ガスの発生量の増加が予想される小規模生活排水処  

理施設への対応，畜産排水などの高濃度排水処理施設等  

のバイオエンジニアリングシステムおよび生活系排水等  

の汚濁水の流入する湿地帯を始めとするエコエンジニア  

リングシステムの最適システム化の検討を推進した。生  

活排水対策としてはこれまで硝化・脱窒を嫌気・好気の  

操作条件を適正化することにより効果的にCH小 N20  

を発生抑制でき，水域の富栄養防止とリンクした対応の  

可能性を示してきた。さらにこれらの知見をもとに生活  

排水のみならず畜産排水等での生物学的窒素除去に対す  

る操作条件の最適化のために既存の生物学的窒素除去に  

関する動力学的モデルに対してN20発生を考慮したモ  

デルの構築を図るための生物学的硝化反応の進行に伴う  

N20生成反応の速度に対するDO，p札硝酸の蓄積の  

及ぼす影響を実験的に解析した。その結果，掛二pHが  

N20発生に対する重要な因子であることを明らかに  

し，また，湿地帯からのCH4発生抑制手法については  

これまで単離したメタン酸化細菌を集積培養し，実際の  

湿地底泥等を用いてマイクロコズムを作成し，メタン酸  

化細菌の生態系での捕用によるメタン発生の抑制の可能  

性を明らかにした。なお，東北アジア地域での温室効果  

ガス発生抑制手法としては従来よりの調査結果で大きな  

NzO放出源となりうると考えられたこれらの地域に広  

く適用されている土壌処理方式について処理システムヘ  

の微量な空気の導入がN20抑制に効果的であると明ら  

かにした。   

3）都市圏の資源・エネルギー循環と都市構造にかか  

わる温暖化防止対策技術に関する研究   

①ライフサイクルエネルギーバランス及びライフサイ  

クルCO2排出量の両方において，ごみ発電はエネル  

ギー回収の点で有効であった。また6MW，15MW，40  

MWいずれのガスタービンでもリパワリング及びリバー  

ニング＆リパワリングの方が，ごみ発電とガスタービン  

の個別発電の場合により優れていると評価された。   

②国内の地域熱供給事業における未利用エネルギーの  

活用事例を整理し，需要家床面積を基に未利用エネル  

ギーの導入規模を推定した。民生業務部門の総熱需要の  

うち，未利用エネルギーの利用により賄われる部分は  

1％未満であった。   

③ポテンシャル推計手法について，各ポテンシャル評  

価項月の概念と評価手順をフロー形式で整理した。   

④基準熱滴システムの設定については，近年における  

民生系建物の空調・給湯用熱源設備構成を検討し，省エ  

ネポテンシャル推計の際の基準熱源システムを高効率の  

空気熱源HPとボイラー等の低効率機儲の2通り設定し  
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た。これにより，省エネルギー効果の上限と下限の把握  

を試みた。   

⑤河川水の温度差エネルギー及び廃棄物処理システ  

ム，下水システムなど各未利用エネルギーのポテンシャ  

ルを計算した。未利用エネルギーによる省エネルギー効  

果のポテンシャルは，一次エネルギー供給量に対して全  

国で1．5％，東京で3％程度と見積もられた。   

4）低環境負荷型都市交通手段に関する研究   

次世代型電気自動車の普及に当たっての問題の解明と  

その対応策に関する研究では，前年度開発した次世代型  

電気自動車の普及を想定した場合に，発生するであろう  

様々な問題点とその対応策を検討することが目的であ  

る。その普及を目指す上でまず第一に必要なことは，電  

気自動車の実利用時の走行性能の評価を行うことであ  

る。そのためテストコース上で予備的な走行試験を実施  

し，この電気自動車車両の基礎的な部分の動力性能デー  

タの取得を行った。次に，それに基づき基本車両の操縦  

安定性の向上のために車体の改良工事を実施した。さら  

に基本測定を実施したことにより，車両の個々の技術・  

装置等のより詳細なデータ取得の必要性が明らかにな  

り，それらの計測が可能な測定器の開発を行った。ま  

た，一般公道上及びシャシダイナモメーター上における  

走行模擬実験が可能となるよう車体への計測器の取り付  

け及び車体の改造を施した。さらに，車間距離測定警報  

装置の開発と車両への取り付けを行い，一般公道走行用  

ナンバープレートを取得した。一方，電池への充電補助  

を目的として車両に取り付けた太陽電池に対して，その  

発電量及び充電補助量の測定を行い，DC／DCコンパp  

夕の効率が余り好ましくなく，発電された電気が十分活  

用されていないことを明らかにした。さらに，この電気  

自動車についてのアンケート調査を行い，ほとんどすべ  

ての人が好意的な印象を持っていることを確認するとと  

もに，席入に対する意志と希望価格について，この電気  

自動車普及のために有益な情報を収集した。  

アジアにおける生物季節現象には地域的に大きな違いが  

現れること，エルニーニョ年とラニーニヤ年において見  

られる生物季節現象が，37～38度北緯の北側と南側で  

傾向が異なること等が明らかになった。一方，中国の森  

林／草原植生に及ぼす地球温暖化の影響とその保全に関  

する研究では，四川省の主要樹木数種の生育反応試験を  

行った結果，30℃付近で温度上昇による生育抑制が認め  

られ，四川省以南の比較的暖かい地域では，30℃以上の  

危険積算気温によって，主要樹木の生長抑制が危倶され  

ることがわかった。   

2）地球温暖化によるアジア太平洋域社会集団に対す  

る影響と適応に関する研究   

アジア太平洋域は熱帯から寒帯まで分布し，社会生態  

学的視点から変化に富む一方，先進国と途上国が同時に  

存在し変化に富む状況を呈している。このため，日本を  

含むアジア太平洋域において，温暖化による疾病，死亡  

への直接影響，動物媒介性感染症への影響，気候への順  

化の関連について把墟するため，先進国と途上国の社会  

集団について調査解析をし，疾病への直接影響とデング  

熱への間接影響を定量的に予測する必要がある。   

直接影響においては，暑熱下では特に免疫系に顕著な  

影響がみられ，暑熱暴露はIgG抗体価の一次抗体応答  

や肺の抗細菌防御系に抑制的な影響を及ぼした。一方，  

一次抗体応答への影響の回復には，暑熱暴露後最適温下  

で2週間程度必要とし，比較的長期間持続する影響であ  

ることが示唆された。暑熱暴露による影響の程度は，高  

温環境への順応によって緩和されることから，今後暑熱  

による影響の評価に横和条件の検討が必要なことが示唆  

された。さらに循環系への影響としては，今後詳細な検  

討を必要とするが，脳血液循環系の機能低下が予想さ  

れ，これらの結果から地球温暖化による社会集訊こおけ  

る感染症や循環系への影響か示唆された。   

疫学調査の結果はモデル実験の結果と良く一致し，気  

温と内分泌系，肺炎，脳梗塞の枚急点者数の間には明確  

な相関関係が見いだされ，間借温度を越えると患者が指  

数関数的に増加する結果が得られている。今後内分泌  

系，免疫系，感染防御系，循環系への影響の機構解析と  

疾病発生動向の解析を進め，地球温暖化により夏季の気  

温が上昇した際のこれら疾患の変化について予測してい  

く。   

デング熱流行にかかわる諸要因解明のための調査にお  

いては，過去の流行に関する資料の収集解析とともに，  

（2）地坪温暖化の影響に関する研究  

1）アジア太平洋地域における地球温暖化の局地植生  

への影響とその保全に関する研究   

モンスーンアジアにおける温暖化とENSOの植物へ  

の影響に関する研究では，過去に発生したエルニーニョ  

現象と生物季節現象との関連性を解析した。その結果，  

エルニーニョの発生時期や規模等によって，モンスーン  
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現地研究機関と協力して気温と媒介蚊の成長，生存との  

関係解明のための調査研究（野外冤験並びに実験室実  

験）を開始した。   

中酎毎南省におけるデング熱媒介蚊の生態に関して  

は，ネッタイシマカ，ヒトスジシマカそれぞれに関し  

て，地域分布，野外屋内分布，季節変化等が観察されて  

おり，環境要因との関連を解析中である。デング熱媒介  

蚊の生態に関する実験的研究においては，従来論文等で  

紹介されているデータと比べてネッタイシマカは腑化速  

度，羽化適度とも遅く，逆にヒトスジシマカでは輌化速  

度，羽化速度とも早い結果が得られた。また，生存率に  

ついてみると，ネッタイシマカ（雌，雄），ヒトスジシ  

マカ（雌，雄）とも，従来報告されている生存率に比べ  

著しく長い生存期間が観察された。北部タイ（チェンマ  

イ市周辺）におけるデング熱媒介蚊の発生状況調査で  

は，ネッタイシマカの発生には地域と産卵トラップ設置  

場所（屋内，屋外）の二つの要因が，またヒトスジシマ  

カの発生には地域と産卵トラップ設置場所（屋内，屋  

外）のほか季節の要因が有意に働いていることが明らか  

になり，今後媒介蚊ごとの規定要因の解析が重要と考え  

られた。   

中国南部から60地区を選び，過去10年間の気象デー  

タ（気温 降雨量他），デング熱患者発生数，デング熱  

媒介蚊（ネッタイシマカ，ヒトスジシマカ）生息密度等  

に関する各種データを収集した。収集データに基づい  

て，デング熱媒介蚊の発生消長並びにデング熱発生と環  

境要因との関連について現在解析中である。   

デング熱媒介蚊の発生，成長は気温に大きく依存す  

る。本研究では，海南省熱帯病防治研究所の協力を得  

て，異なる温度環境下での生育実験を開始した（25℃，  

27℃，29℃）。これまでに27℃での実験を終了したが，  

従来のデータと比べて，ネッタイシマカは婦化速度，羽  

化速度とも遅く，逆にヒトスジシマカでは蛸化通風 羽  

化速度とも早い結果が得られた。また，生残率について  

みると，両種とも著しく長い生残期間が観察された。さ  

らに，港口市郊外のユ地区で，markjngre王ease－reCap  

ture法により，一般環境下での媒介蚊（ネックイシマ  

カ）の生残寧調査を開始した。今後，季節による生残率  

の変化並びに実験室結果との比較を行う。   

中国海口市，タイ国チェンマイ市郊外の自然環境，社  

会環境の異なる数地区で産卵トラップを用いてデング熱  

媒介蚊の生息状況調査を実施した。各地区より数一十戸  

を選び，屋内，屋外で1年間の継続調査を開始した。こ  

れまでの調査により，ネッタイシマカ，ヒトスジシマカ  

それぞれの発生状況は地域により明らかに違いが観察さ  

れた。さらに，ネッタイシマカ，ヒトスジシマカそれぞ  

れに関して，環境要因との関連を解析中である。   

3）温暖化の社会・経済的影響の評価と検出に関する  

研究   

本研究は，1994年及び1995年の夏の猛暑の実態を気  

象データをもとに解析するとともに，社会・経済括動に  

与えた影響及びその対応について広範に情報を収集し，  

猛暑と影響の因果関係を明らかにする。併せて，最近の  

我が国における温曝化影響に関する研究の知見を分野ご  

とに体系的にレビューし，温暖化の影響とその検知に資  

する分野別指標の選択と体系化を行い，指標を用いた影  

響の検知のためのモニタリングシステムのあり方につい  

て検討を加える。本年度は，1）温暖化の日本への影響  

報告書をもとに出版公表するとともに，広く我が国にお  

ける知見を諸外国に伝達するために，英文報告書の作成  

を行った。2）1994，1995年の夏の猛暑時の影響，温  

暖化の日本への分野別の影響に関する知見をもとに，温  

暖化の影響検知の指標について整理し，一部指標につい  

ては定量的な検討を行った。  

〔発 表〕A1ト13，69，91～104，B－1－3．C－11～13，18  

－23，39，E－38，H－7，9，11，12，14，a－18－25，128－145，  

b、11，19，32，37，43，48，61，70，99，176，208，C－5，6，17－19，  

e－13  
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2．3．4 酸性雨に関する研究  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：佐竹研一・相野健太郎・  

議論の余地がない。欧米では国際共同研究プログラムが  

精力的に遂行され，欧州の多数の国々間での越境汚染に  

関するコンセンサスを得るためのモデル構築（レインズ  

（RAINS）モデル：RegionalAcidification rnforma－  

tion and Simulation）も行われた。このモデルをアジ  

アにも応用Lてアジア地域の酸性雨とその影響を総合的  

に記述したレインズアジアが構築されている。日本とし  

ても匹敵するモデルの開発の必要性が認識されている。  

このため，これまでモデュールとして開発された越境汚  

染，酸性雨の影響等のモデルの総合化を進めている。ま  

た，モデルの検証のため，この地域特有の気象条件等を  

含んだ汚染物質の空間分布，変質過程のフィールド研究  

を行った。また，これらの地域では湿性沈着のデータは  

多いが，乾性沈着のデータが国内を含めて不備であるた  

め，乾性沈着の測定も進めた。  

（2）1）酸性水域及び中性水域に分布する植物細胞中  

のアルミニウムの分布を測定し，中性水域では細胞壁及  

び細胞質の双方にアルミニウムが分布するが，酸性水域  

では細胞壁にはアルミニウムは分布せず珊胞質にのみ分  

布することを明らかにした。   

2）北開塞l．lり或地域及び大山におけるナラタケの種類  

について検討を行い仁樹木の活性が弱まったときに樹木  

内に侵入する種が大半を占めることを明らかにした。   

3）段階別中和能力測定手法を確立しで各地の抑Ilの  

殿中和能の測定を行い，日本各地の花樹岩地帯に極めて  

酸中和能が乏しい水域があることを明らかにした。  

（3）小規模な一般民生用燃料億用に対して利用可能な  

簡易脱硫技術（バイオブリケット）が開発され その現  

地化・広域普及の可能性が明らかにされた。後者に関し  

ては既にテストプラントが建設されて試験生産が始ま  

り．対象家庭を選んで配布，使用後のアンケート調査等  

も行われている。使用後の感想は上々であり，経済的な  

問題も十分クリアされうることが明らかとなった。また  

汚染ガス排出制御技術が普及したとき周辺の環境にどの  

ような好影響を及ぼすかは興味の持たれるところであ  

る。人間の健康や，植物，材料への被害が軽減されるも  

のと期待される。材料の腐食から見ると，嵩汚染地域で  

は金属製や大理石製の文化財，建造物，材料の腐食が激  

しく，経済的な損失もまた軽視できないものである。  

森阻恒幸・向井人史  

地域環境研究グル【プ：笠井文絵・西川雅高  

化 学 環 境 部二瀬山春彦・横内陽子・田中 敦  

大気 圏環境部：福山 力・酒巻史郎・鵜野伊津志  

水土壌圏環境部：高松武次那・服部浩之・井上隆信  

生物 圏 環境部：上野隆平  

地球環境研究センター：畠山史郎  

客員研究員 55私 共同研究員 5名  

下線は研究代表者を示す  

〔目 的ユ 閣性雨に関する研究は次の3課題から構成さ  

れている。すなわち，（1）東アジアにおける稀墳酸性  

化物質の物質収支解明のための大気・土壌総合化モデル  

と国際共同観測に関する研究，（2）酸性・汚染物質の  

環境一生命系に与える影響に関する研究，（3）東アジ  

アにおける酸性雨原因物質排出制御手法の開発と環境へ  

の影響評価に関する研究である。これらの研究の目的は  

以下のとおりである。  

（1）東アジア地域における大気汚染物質の放出量とそ  

の将来の増加量を把握し，環境酸性化物質の収支解明のた  

め大気・土壌総合化モデルの開発を進め，モデルの検証，  

または物質収支把握のために，韓臥 中国を含む領域での  

国際共同観測を行い，さらに乾性沈着量を求めること。  

（2）生物地球化学的研究手法の検討・開発を行う一  

方，酸性物質の生態系影響を明らかにするため，森林生  

態系の物質循環において重要な役割を果たしている微生  

物への影響，土壌，陸水酸性化に伴って溶出する有害金  

属アルミニウムの化学形態と分布そLて日本の陸水酸性  

化の予測手法の開発に基づく酸性化予測と魚類影響を明  

らかにすること。  

（3）主に中国を対象として，酸性雨原因物質の排出制  

御手法の開発とその環境への影響を評価すること。特  

に，1）民生用の石炭燃料からの効果的な脱硫手法の普  

及，開発及び乾式選炭技術の開発。2）民生用の燃料使  

用に対する酸性雨原因物質の制御手法が実施され，普及  

した際の環境への影響の評価。  

〔内 容〕（1）酸性雨の原因物質である二酸化硫黄，  

窒素酸化物などの大気中への放出量はヨーロッパ，北米  

大陸に次いで東アジア地域が多いが，今後東アジア地域  

ではそれらの排出量が飛躍的に増大するであろうことは  

〔成 果〕  

（l）東アジアにおける環境酸性化物質の物質収支解明  
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のための大気・土壌総合化モデルと国際共同観測に  

関する研究   

梅雨期にみられる長距離越境汚染の特徴と大気汚染物  

質濃度の変化を，3次元長距離輸送モデルを用いたシ  

ミュレーション結果と長崎県対馬，福同県筑後小郡，韓  

国ソウルで1991年6月に観測されたエアロゾル高濃度  

の観測と対比し，その汚染物質の濃度変化の特徴を示し  

た。長距離輸送モデルとトラジェクトリー解析より中国  

大陸～朝鮮半島で発生した大気汚染物質が，日本の南岸  

にかかる梅雨前線の北部を長距離輸送・反応・変質しつ  

つ，九州北部にもたらされることが明瞭に示された。梅  

雨前線の南北の移動に伴う大気汚染質の輸送が，梅雨期  

の九州から西日本域のエアロゾル濃度レベルに重要であ  

ることが判明した。以上のようなモデルの結果から，  

1）梅雨前線の北部には十分に化学反応の進行した  

SO42▲の高濃度汚染気塊が存在し，前線付近には非常  

に大きな濃度勾配があること，2）梅雨前線の南北の移  

動に伴って九州一西日本域が中国大陸や朝鮮半島起源の  

大気汚染物質に被われると濃度が上昇すること，3）太  

平洋からの海洋性気団に被われると濃度が減少すること  

が明瞭に示され，固定点で行われる通常の観測データか  

らはわからない梅雨期の越境汚染の空間的・時間的変化  

の特徴が示さitた。   

冬季の北西季節風によって大気汚染物質が輸送される  

ことについての報告は多いが，観測データと長距離輸送  

モデルから，梅雨期に特徴的な気象条件下においても大  

気汚染物質が輸送されることが明らかとなった。   

東アジア地域における酸性雨のような，大陸規模甲呆  

気環境現象を把捉するためには，叛が国の国内における  

研究・調査だけでは不十分であり，国際的な取り組みに  

よる共同観測と，そのデータを生かしたモデルによる解  

析が必要である。本研究では，中国，韓国との本格的  

な，また長期にわたる共同観測を行うことを目的の一・つ  

とし，本年度は中国（北京大学），韓国（韓国科学技術  

研究院）および日本（国立環境研究所）がそれぞれ青  

島，済州島，福江島で同一時期に地上観測を行い，同観  

測期間内に韓国（国立環境研究院），および日本（国立  

環境研究所）が飛行機ないしヘリコプターを用いた航空  

機観潮を行うこととして，平成9年12月に観測を行っ  

た。本年度の観測ではいずれの観測においても雲が多  

く，特にユ2，13日の観測では雲底以下の高度でのみ飛  

行せざるを得なかった。その影響と思われるが，各観測  

においてSO2濃度は一様に低く，高度500mでも1  

ppb程度であった。また，今回観測されたNO∫濃度の  

範囲約0．8”2．1ppbは，これまでの東シナ海海洋上にお  

ける観測結果と一・致している。NO∫の空間分布は，12  

月9日の約8500フィート高度においては観潮航路に  

沿って西に向かうにしたがって，有意の差で濃度の上昇  

が見られるという特徴がある。これに対して海洋境界層  

内高度である約1400フィートのデータにはそのような  

水平分布の傾向は見られない。PAN濃度は0．04－0．2  

ppbの範閲の値で，これまでの一連の本航空機観測の中  

で最も低い濃度領域の結果に近く，1992年度の東シナ  

海上空での結果（約0．3～0．9ppb）に比べてかなり低い  

値であった。NO∫に対するPANの濃度比を見てみる  

と，全データの内70％以上が0．1以下の比であり，全  

NO∫中のPANの寄与が数パーセントにしかならないと  

いう結果であった。   

北西の季節風が強まる冬季に，九州北部地域の西端に  

ある長崎県の五島列島の国設五島酸性雨測定所（以下五  

島）及び九州本島の内陸部の福岡県太宰府前にある福岡  

県保健環境研究所（以下太宰府）において，ガス・エア  

ロゾル等の観測を実施した。五島及び太宰府における  

ローポリウムアンダーセンサンプラ一によるエアロゾル  

成分の粒径分布では，両地点とも，NH∴ nss－SOd2‾  

及びnssK＋が主に微小粒子として観察された。また，  

Mg2＋，Cl及びNa＋は主に粗大粒子として観察され  

た。一一方，NO3では両地点で粒径分布に差が認められ  

た。五島では主に粗大粒子として観察されたのに対し，  

太宰府では租大粒子及び微小粒子の両方で観察され，そ  

の出現は期間により異なった。五島では，粗大粒子側の  

カナオン成分はnssrCa2＋，Mg2＋ ，Na十であることか  

ら，NaNO3やCa（NO3）2の化学形態が推測された。五  

串でのアンモこ7ガス濃度は，約1／10倍低濃度であ  

り，このため，硝酸ガスは太宰府でのそれの3～4倍高  

濃度であった。これらの結果から，五島等，九州西岸の  

比較的清浄な地域では，HNO3ガスとNH3ガスによる  

NH4NO3粒子の生成は少なく，flNO3ガスはCaCO3粒  

子や海塩粒子の表面に吸着あるいは反応によりNaNO3  

やCa（NO3）2を形成したことが推測された。五島では  

nss－Cl（非海塩性Cllはほとんど認められなかった  

が，太宰府ではnss－Cl－の徴′J、粒子が観察された。  

nss－Cl‾に対応する徴′ト粒子側のカチオンは，NH4＋し  

かなかったことから，太宰府ではNH。C】粒子の存在が  
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推測された。  

〔発 表】A82～90，Ⅰ－16－18，a－114〝127，卜27－33  

（3）兼アジアにおける酸性雨原因物質排出制御手法の  

開発と環境への影響評価に関する研究   

中国西南部の最大都市，重慶市では，硫黄含有率の高  

い石炭（約2－6％）が主要燃料として使用され，市民  

の生活に密接と関連している小規模低煙源（中′」、工場ボ  

イラー，民生用規炉）及び産業活動による石炭燃焼から  

のSOzによって著しい酸性雨被害が発生している。こ  

のため，都市部におけるSO2と粉塵に大きく寄与する  

′ト規模石炭燃焼低値源及び高硫黄分の石炭からの硫黄酸  

化物と粉塵の排出抑制対策が酸性雨原因物質の排出抑  

制，住民の健康保護の点から急務となっている。   

本研究では，バイオプリケソトの原材料1主原料（石  

炭），副原料としてのバイオマスと硫黄固定剤】に関す  

る試料採取，性状・成分分析，資料収集及び硯地調査を  

行っている。特に，中小工場，民生用の燃料として使わ  

れている現地産の粉炭をバイオプリケソト化し，その強  

度，硫黄固定効率及びエネルギー効率を評価した。日本  

からの技術提供を含む現地の実証プラントでの高圧成型  

（3－5toncm‾1）により試作したバイオプリケソトと  

現在の垂慶市販成型炭の比較実験を行った。その結果，  

このバイオブリケソトは重慶市販成形炭に比較して煤  

煙，－・酸化炭素（CO）とSO2等の発生量が少なくな  

り，着火性，燃焼性も良く，未燃分損失等も少ないこと  

がわかった。また，揮発分が多くなり，炎が長いため，  

ボイラー用燃料として適し，熱効率が高い。今後実用化  

に適したバイオプリケットの製造枝術，燃焼技術を確立  

できるものと考えている。同時に，重慶市の低品位原炭  

の湿式法に代わる乾式選炭法による選炭技術の調査・開  

発研究・実験を開始した。静電気，超音波の二方式を主  

とするセパレータを検討し，それぞれ適応する石炭の粒  

度範囲は異なるものの，各セパレータの持つ選炭特性か  

ら，それらの組み合わせによって広い粒度範囲にわたる  

石炭の乾式選炭が可能である。   

酸性雨の森林植物への影響に関しては，その被害を受  

けているのではないかと考えられる地域において，被害  

の原因となりうる化学的・地球科学的現象とその変化を  

把握しておく必要がある。森林に被害を与えうる様々な  

要因のうち，大気化学的な見地からは，酸性雨と酸化性  

大気汚染物質が重要である。酸性雨の影響があるのでは  

ないかと懸念される伯音大山山頂に到達する気塊の流跡  

線を解析した結果，通年でも50％以上，冬季には60％  

以上の割合で中国中南部から中北部及び韓国上空を経由  

（2）酸性・汚染物質の環境一生命系に与える影響に  

関する研究  

1）8一キノリノール抽出速度法と組み合わせたHPLC  

法により，KPLC法で分離される土壌胡出液中のそれぞ  

れのAl化学種の反応活性度の評価が可能となった。ま  

た，本法を数種類の土壌抽出液試料の分析に適用するこ  

とにより，Al化学種の性質は，土壌試料によりかなり  

差のあることが明らかとなってきた。水生植物試料につ  

いては酸性水域及び中性水城に分布する植物細胞中のア  

ルミニウムの分布を測定し，中性水域では細胞壁及び細  

胞質の双方にアルミニウムが分布するが，酸性水域では  

細胞壁にはアルミニウムは分布せず細胞質にのみ分布す  

ることを明らかにした。  

2）日光及び丹沢の山岳地帯の立ち枯れ樹木に感染して  

いるナラタケの培養的性質，酸性土填での窒素の循環に  

ついて調べた。その結果，これらのナラタケはPDA培  

地で板状菌糸束を形成せず，培地を着色するなど，感染  

力の最も強い月γ椚i助γiα肌gJJβαの形状と大きく異なっ  

た。このことから．山岳地帯の立ち枯れ樹木に感染して  

いるナラタケは，健全な樹木にも感染するA．mgJJgαで  

はないと推定された。また，硫酸で酸性化した土壌での  

窒素の循環過程を調べた結果，有機態窒素の無機化は，  

pli3以下の強酸性土壌でもおこるが，アンモニアから  

硝酸への変化はpH3，5以下の土壌ではほとんどおこら  

ないことが明らかになった。  

3）新酸中和能測定手法は，滴走操作がないため現地で  

の迅速な測定が行えること，直接pHの値で示すため酸  

性雨によるpH低下の可能性を知る上で有効であること  

を確認した。さらに，下北半島，屋久島の河川及び赤城  

小沼の酸中和能の測定を行い，下北半島の河川と比べる  

と屋久島の河川や赤城小沼では0．01Nの酸の添加でpH  

が4近〈まで下がり，0．001Nの酸の添加でもpHは添加  

前に比べて0．2から0．4低下し，6以下になる地点が多  

いことを明らかにした。これらのことから，屋久島の河  

川や赤城′卜沼では，すでに酸性雨の影響が現れ始めてい  

ると考えられた。  

〔発 表〕A－29，30  
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する経路で大山山頂に到達していることがわかった。大  

山西北方の日本海上空は高濃度のSO2が観測された地  

域であり，大陸由来の酸性物質が沈着している可能性は  

高いと考えられる。   

また，SO2の排出制御が進むと，中匡＝二おいても森林  

被害に対して光化学大気汚染の影響が大き〈なるものと  

考えられるが，その際重要な役割を果たすものと考えら  

れる過酸化水素の生成過程について，気象要素や大気化  

学要素との相関から，生成過程を支配している因子を持  

出した。その結果，まだ確認すべき要素は多く残されて  

いるが，日射量との相関が強いことが明らかとなった。  

〔発 表〕卜19～21，i－34，35  
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2．3，5 海洋汚染に関する研究  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：原島 省・刀］刀正行・原田茂樹  

て，特に陸海相互作用の大きい揚子江河口域において，  

物質フラックスとその海洋生態系への影響を明かにする  

集中的なプロセス研究を行った。隔離水塊（メゾコズ  

ム）実験，セデイメントトラップによる海底堆積遇程の  

実験などの手法を用いている。（2）「束アジア海域にお  

ける有害化学物質の動態解明に関する研究」（平成7～  

11年度）では，有害化学物質による海洋汚染の動態把  

握を行い，また，特に海水に希釈された低濃度の化学物  

質を広域的に検知するため，フェリー搭載型連続試料濃  

縮捕集システムを開発した。この装置を大阪・那覇間に  

就航しているフェ1j－くろしおに搭載し，時間的空間的  

に頻度の高い観測を実施した。航路上において採取した  

全ての試料から，極低濃度ではあるがHCH頬ヤクロル  

デンなどの残留農薬を検出し，その分布が物質によって  

異なることおよび気象要因などによって変動しているこ  

とを明らかにした。  

（1）が揚子江河口域で集中的な実験を行うのに射し，  

（3）「アジア大陸隣接海域帯の生態系変動の検知と陸  

域影響抽出に関する研究」（平成8～10年度）では，温  

帯域から熱帯域に拡がる東アジア大陸隣接海域ベルトの  

栄養塩変動に対応した植物プランクトン生態系の変動を  

広域的に検知する手法の確立をめぎす。前年度よりコン  

テナ船アリゲ一夕ホープ（日本東シナ海一香港一南シ  

ナ海－シンガポールーマラッカ海峡一ポートケラン航路  

を3週間で往復）に設置した連続取水系により1997年  

10月に，試験計測を行った。  

地域環境研究グループ：木幡邦男  

化 学 環 境 部：柴田康行・堀口敏宏  

水土壌蘭環境部：渡辺正孝・村上正吾・天野邦彦・  

高松武次郎・内山裕夫・金尾昌美  

生物 圏 環境部：渡通 信・広木幹也  

社会環境システム部：安岡善文・須賀伸介  

下線は研究代表者を示す  

〔目 的〕人類の作り出した化学物質や，リン，窒素，  

有機汚濁物質は，河川や大気を経由Lて，最終的にはす  

べて海洋に負荷される。特にアジア大陸に隣接する東シ  

ナ海・南シナ海などの海域帯では，急激な経済発展と人  

口増加，豊富な雨量・大規模河川の流入を反映して陸城  

の影響が強い。このため，有機塩素系物質などによる海  

水の汚染と，人為影響によるリン，窒素などの循環の撹  

乱が懸念されている。さらに，生態系食物網の低次から席  

次への栄養段階の上昇に従って，有害化学物質の生体濃縮  

が起こることが懸念されている。このためIGBPLOICZ 

（国際地圏生物圏実験計画一陸海相互作用沿岸海洋計  

画）やGOOS－HOTO（全球海洋観測システム十海洋健  

康度モジュール）などの計画が策定されている。   

一・方で，海洋は，植物プランクトンを基礎とする海水  

中の生物群集やサンゴ礁などの豊富な生態系を内包して  

おり，これが地球環境を安定化する役割を果たしてい  

る。さらに，海洋環境問題は本来的に国際間の問題であ  

るため，アジアの他の国と協同的な海洋環境保全策を確  

立することが課題となっている。   

このような背景から，アジア大陸に隣接した海域の海  

洋生慰系の物質循環の役割を明らかにしつつ，その機能  

への人為的影響を検知することを目的とし，揚子江河口  

域における集中実験と，東シナ海一両シナ海につらなる  

アジア大陸隣接海域における広域調査を行う。  

〔内 容〕以上のような漸羊環境問題の重要性，緊急  

性 国際共同プロジェクトの動向を考慮し，地球推進費  

による省庁横断的な体制により，以下のような3つの研  

究課題により，他の国立研究諷 大学全体との共同体別  

により研究を遂行した。  

（1）「潮海・東シナ海における河川経由の環境負荷が  

海洋生態系に与える影響評価手法に関する研究」（平成  

8”10年度）では，日中の共同研究プロジェクトとし  

〔成 果〕  

（1）勤海・東シナ海における河川経由の環境負荷が海  

洋生態系に与える影響評価手法に関する研究  

1997年10月19－21日にかけて長江河口域での海洋  

観測を行い，溶存・懸濁両形態で流入する汚濁物質負荷  

量（栄養塩・有機炭素）の動態と微生物を中心とした海  

洋生態系の優占構成種・現存量の把嵐 環境負荷の変化  

に対する海洋環境の応答についての把握を行った。長江  

河川水は流入後海水との混合により，調査海域付近では  

TNが約tOO／LM，TPが約2／JM，Siが約80／JM程度  

であった。リモートセンシングによるNOAA画像から  

長江由来の濁度の拡がりの把握を行った。植物プランク  

トンとしては珪藻類（特にC厄g加βm5，∫々gJgわ揮gナW），  

動物プランクトンはカイ脚類（特にE†疋／彫れCα如冴1∫）  

を中心とした生態系となっていた。沈降の影響から   
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POCは底層が高く，逆にDOCは表層が高いという観測  

結果が得られた。   

長江からの栄養塩などの負荷増大は植物プランクトン  

を緒とする海洋生物の種構成，食物連鎖網の構造に大き  

な影響を与え，生態系物質循環の変動に繋がる。本課題  

では人為負荷が東シナ海の海洋生態系へ与える影響の評  

価手法の機軸として，自然海域を捕獲L維持制御した閉  

鎖系隔離実験生態系により将来予想される栄養塩負荷の  

撹乱を与え，生物過程を含む物質循環変動の把振を行う  

ことを目的としている。  

1997年10月10～17日にかけて長江河口域で上海よ  

り100knl程沖合の峠潤列島に海洋メソコズムを設置  

し，長江で予測されるリン負荷の増大に対応したリン添  

加実験を行った。珪藻類Sおgヱgわ1脚≠αCO∫fαわ1恥 動物  

プランクトンであるカイ脚類PαγαCα加lヱ↓∫，0油川αを  

中心とした生態系は，リン添加に対し動物プランクトン  

ヘの炭素移送効率が光合成ループで約5％，バクテリア  

ループで約1％であることが判明した。さらに光合成適  

度は栄養塩制限がない場合約40／JgC／′〃hr，栄養塩制  

限がある場合約5〃gC／ヱ／hrであることが判明した。  

細胞生産速度は1〃gC／けhrから11〝gC／王／hrと変動  

し，栄養塩状腰によっては光合成速度を上回ることが判  

明した。   

海洋における物質循環の99％は，細菌類，ピコ植物  

プランクトン，ナノ植物プランクトン，原生動物，動物  

プランクトンの微生物過程（以下微生物生態系と記述）  

に依存しているので，微生物多様性の変動は海洋生態系  

機能に著しい影響を及ぼすことが予想きれる。しかし．  

そのメカニズムについてはほとんど知られていない。そ  

の理由として細菌類やピコ植物70ランクトンについて，  

種レベルでの多様性を計測する手法は確立されていない  

ことが挙げられる。DNA解析手法及びフローサイトメ  

トリー（FCM）法により微生物多様性を計測する手法  

を開発することを目的として，東シナ海における調査試  

料について，FCh′1法を海水中のピコ植物プランクトン  

の多様性の解析に，また，PCR法を細菌類の多様性角軍  

析に適用することを試みた。   

FCM法による解析では，前方散乱光（FSC）および  

榔方散乱光（SSC）が′トさくオレンジ蛍光（FLZ）が相対  

的に高い一群の粒子が認められ，これらの粒子は主とし  

てフィコピリン色素を持つ原核のシアノバクテリアであ  

ると思われた。   

一方，DNAを抽杜し，それを鋳型に，真正細菌の  

16Sr DNAをPCRで増幅させ，制限酵素で消化したも  

のをアガロース電気泳動にかけ，フラグメントパターン  

から細菌相の多様性を解析した。その結果，Cl，C3，  

C5の各サイトごとにそれぞれ固有のクラスターを形成  

し，長江沿岸域から外海にかけてせい息する微生物の相  

が異なることが示さゴtた。また，いずれのサイトにおい  

ても，表層は中層・底層と異なったパターンを示し，微  

生物相が異なるものと考えられた。   

長江河口域でのクロロフィル最大領域ほ河口から約  

100kmの塩分25～30‰の混合領域にあり，珪藻を中心  

に形成されている。夏季において長江及びその河口域で  

はNO3－N及びPO√1－Pは高いもののクロロフィル濃度  

は低く，流砂による高濁度のため光制限となっている。  

しかし河川水のプルームが混合・拡散するとともに，浮  

遊粒子・流砂の沈降の結果，光制限から解放され高い一  

次生産が塩分25～30‰の混合領域に形成されることに  

なる。   

長江河口域で行った海洋メソコズム実験結果を基に生  

態系システムの解析を行った。珪藻を中心とし，渦ベン  

毛藻を含めた植物プランクトン群集ヒカイ蜘類との捕食  

に基づく光合成ループと，バクテリア．ピコプランクト  

ン群集と微小動物プランクトンとの捕食に基づくバクテ  

リアループが物質循環としての主要経路であることが判  

明した。窒素，リン，炭素，シリカを基本とする物質循  

環系として生態系を記述し，長江河口域における生態系  

システムモデルの構築を行った。   

年間平均4，86×108kgの流砂が長江を経由してその河  

口域に供給され，大部分が河口域に沈降する。しかし，  

潮流と風波の影響により流砂は再浮上し移送過程により  

複雑な堆積形状をもたらす。ここでは長江からの流砂供  

給，淡水供給を境界条件として長江河口域での流砂分布  

及び堆積した海底形状を水平2次元数値モデルにより解  

析した。  

モデルの結果は，潮流および濁度の1カ月聞達続観測値  

により検証し．よい再現性を確認した。さらに，この検  

証結果をもとに長江河口域で行われている海底夜深を  

行った後の濁度分布と堆積形状変化について予測計算を  

行った。  

1997年10月に行った長江河lコ域でのメゾコズム実験  

期間での海域環境把撮と長江河口域での環境負荷の推定  

を行うため，NOAAのAVHRR画像データを用いて濁  
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な変動は見られなかった。一方，異性体であるα一HCH  

は，その空間分布特性は概ねβ－HCIlのそれと類似して  

いるが，観測ごとに変動が見られた。特に，荒天（発達  

した低気圧の通過や台風通過直後）後は，平常期に比べ  

その濃度が高くなることが明らかになった。これは，α一  

HCHは，融点がβ－HCHのそれには比較して低いため  

に揮発性が高く大気中に多く存在することから，荒天時  

には海水との交換が盛んになることおよび降雨により大  

気中から除去されることなどにより一時的に濃度が高〈  

なることが推察される。一方，β－HCHは融点が高く大  

気中にはほとんど存在せず，主に河川水や底泥に多いこ  

とから，陸水からの負荷が考えられる。しかし，大阪湾  

でほ常に高濃度であり，塩分濃度と関係も強く見られな  

いことから，底泥からの回帰が示唆された。クロルデン  

およびノナクロルは，その濃度が検出限界近くのことも  

あり明確な分布は観測されなかった。  

〔発 表〕K－ユ4，A▼14，ユ5，74，a26～31  

度について行った。1997年10月6日から10月20日ま  

での15画像を用いて雲の影響を除去しコンポジット画  

像を求めた。Split－Window channelアルゴリズムを用  

いて海水温（multirchannelsea surface tempera  

ture，MUSST）を求め，実測値との比較により10日  

間でのコンポジット画像の適用可能性を検証した。1997  

年10月7E］及び10月16日のsea surface temperature  

の予測値と実測値との差は長江河口域においてほとんど  

の地点で0，5℃以内（最大の相異も1℃以内）であっ  

た。このことから得られたコンポジット画像は，東シナ  

海全域の海域環境を再現しており雲の影響を除去するの  

に有効であることが判明した。  

（2）東アジア海域における有害化学物質の動態解明に  

関する研究   

海水中の微量有害化学物質を連続的に固相抽出法によ  

り濃縮荷集するシステムを開発し，大阪・沖縄間に就航  

しているフェリーくろしおに搭載してその性能を評価す  

るとともに，航路上で試料採取を行い既報の分析法によ  

り有害化学物質の分析を行った。本システムの回収率  

は，通水流量1J／min時には90－95％と高いが，2  

J／min以上の流量では回収率が低下する。この範囲の流  

量で総通水量50”100Jの海水を濃縮捕集することで，  

HCH類は10pg几クロルデン，ノナクロルなどは数  

pg／ヱを検出下限とする観測が実施できる。また，より  

高頻度な観測に資するためにシステムの一部をコン  

ピュータ制御可能とした。   

有害化学物質のうち，HCB，DDT，DDE，クロルデ  

ン，ノナクロルおよびHCH類を測定対象物質とした。  

本連続濃縮捕集システムにより東シナ海において捕集さ  

れた試料からは，このうちクロルデン，ノナクロル，  

HCH類が検出され，他のDDT類などは検出されな  

かった。今までに捕集した約70試料のすべてから，  

HCH類は検出されたが，クロルデンおよびノナクロル  

は一部の試料では検出限界以下であった。これらの検出  

された有害化学物質の時間的および空間的な分布を見る  

と，それぞれ特徴的であることが明らかとな？た。／ヲー  

HCHは，瀬戸内海で常に200－400pg／Jと高い濃度で検  

出され，ついで四国・九州沿岸で100pg／上前後，黒潮の  

軸流中では20pg／上前後と最も低くなり，また奄美大  

島・沖縄本島に近づくにつれ数十pg／Jと濃度が上昇す  

る。この分布パターンはその濃度とともに各観測で大き  

（3）アジア大陸隣接海域帯の生態系変動の検知と陸域  

影響抽出に関する研究   

上記の日本一マレーシア間のコンテナ船に乗船調査を  

行い，連続海水取水系により採取したサンプルから，マ  

イクロプランクトン以上のサイズの植物プランクトンは  

光学顕微鏡で分析し，ナノ・ピコプランクトンおよびバ  

クテリアは，孔径0，2／∠，1／上，および3／ノのヌクレオ  

ポアフィルターサイズ分画・濃縮した後，DAPIおよび  

F汀Cで二重染色を行い蛍光顕微鏡で計数・サイズ計  

測・分類群判別を行った。これらの集計結果から，  

Strathmann（1967）の式により，細胞形状別に炭素バ  

イオマス量に換算した。そして，プランクトン種ごとの  

細胞数を乗じ，プランクトン種別（（a）渦ベン毛藻，（b）  

珪藻，（c）ハプト藻，（d）微小ベン毛藻（クリプト藻，プ  

ラシノ藻，黄金色藻類を含む），（e）藍藻（トリコデスミ  

ウム），（f）藍藻（球形粒子状のシネココツカス）の炭素  

換算バイオマス量を求めた。   

これによれば，全体的にけ）が多く，（a），（d）がほほ  

等斜二番与していた。また，東シナ側測点で（f）の寄与  

が特に高かった。日本近海に比較して，（b）の寄与が比  

較的少なかったが，マラッカ海峡およびベトナム押測点  

である程度みられた。また，南シナ海南半部で，（e）の  

寄与が多かった。また，往復航路の南シナ海部の複数測  

点で，複の航海時のみ（c）の寄与が見られ，ハブト藻の   
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出現が時間依存性をもつことが確認された。   

以上の結果から，従来研究例の多かった温帯一重寒帯  

では，珪藻が卓越するのが基本であるのに対し，南シナ  

海の植物プランクトンの組成においては，シアノバクテ  

リア類が多〈，その他の渦ベン毛藻類，微小ベン毛藻  

類，ハプト藻類なども等分に寄与しているという結果が  

得られた。現時点では1回のデータが得られたのみであ  

るが，この結果からは，海域への人為影響評価の基準と  

して，当初立てていた「（N，P）／Si比と珪藻／非珪藻  

種比」という作業仮説とは別の作業仮説も必要になって  

くると考えられる。   

なお，（e）のトリコデスミウムは，（リンさえあれば）  

窒素が枯渇状態でも，不活性のN2を固定して利用する  

ための酵素を有している。（e）の寄与は，南シナ海沖合  

い部で比較的大きく，浅海部では小さかった。すなわ  

ち，下層からの無機態窒素の回帰が起こりにくい沖合い  

部で，窒素固定を行う種が出現しやすいことがわかる。   

また，マラッカ海峡とベトナム沖で珪藻の寄与がみら  

れたことは，浅海域等で各栄養塩ともに下層から補給さ  

れることと符合するようである。平行して行っている南  

シナ海の流動の数値モデルから，南西モンスーン期にべ  

トナム沖に湧昇海域が現れることが予想される。モデル  

による湧昇域と上記の植物プランクトン組成で珪藻の寄  

与が大きかった海域が符合することは，物理環境が植物  

プランクトン卓越種に与える影響として重要である。   

以上，これまで海洋環境データの蓄積が限られていた  

アジア大陸隣接海域帯において，コンテナ船をプラット  

フォームとすることにより，表層水に限定されるもの  

の，各海域を一元的にモニターするための基礎手法が確  

立された。匝H垂海洋法（UNCLOS）では，各EEZ内の  

環境管理が各沿岸国の管轄になる。ただし各国が個別に  

行うことのでは限界があり，各国間の協力体制を形成す  

ることが重要である。このため，関連各国専門家を招へ  

いして会合を開いた。総合討論で，今後各国の協議のも  

とに海洋モニタリング逆行と継続的な環境評価を行って  

ゆく方向性が打ち出された。また，ボランティア船舶に  

よる海洋生態系モニタリングの手法は国際的にも評価を  

受け，UNEP（国連環境計画）による北西太平洋地域海  

行動計画のアジェンダにも，「今後フェリーなどによる  

新規モニタリング手法を推進すべきである」という形で  

言及されている。  

〔発 表〕A－74－80，a－102～110  
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2．3．6 熱帯林の減少に関する研究  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：奥田故紙・唐 艶鴻・足立直樹・  

の維持機構に関する研究   

熱帯林に生息する鳥類は生息可能なハビタットの幅が  

狭いため，熱帯林の消失や撹乱の影響は大きい。周辺を  

アブラヤシ農園で囲まれたZ5km2の孤立したパソ森林  

保護区において，熱帯林の孤立化による周縁効果の影響  

を評価するために，中心部から周縁域にかけて鳥類群集  

構造を調査するとともに，人工巣による捕食実験により  

捕食圧を調べた。   

2）動植物種の種特異的共生関係に基づく生物種の生  

態特性の指標化に関する研究   

マレー半島のパソ保護林の中心部でZ時期に撮影され  

た空中写真用いて林冠ギャップの生成と傾復速度を算出  

した。また，50ヘクタールプロットの樹木センサス  

データと林冠高データを重ね合わせることにより，林冠  

高と椎樹の個体密度，生長量，種の多様性などについて  

解析を行った。桂子・椎樹産着過程における草食動物の  

影響と植物の被食に対する防御機能を明らかにする目的  

でフタバガキ科4種（5ん0柁α刑αC叫混和，S．♪α富叫伽吼  

S．卯仰拘血∴0ゆ如仙呵肌＝俳肋仮 の種子～実生  

定着間の生存率について親木の分札 実生の個体密度，  

ギヤプの有無等の関係から調べた。また，植物の被食防  

御機能に関して実生の食害調査と野外実験，防御物質の  

定量を行い，異なる光環境における動物の影響の違いを  

調べた。閉鎖林冠下と林冠ギャップに調査地を設置し，  

自動撮影装置を用いて小型ほ乳類の活動性を比較した。  
また，昆虫相の動態に関しては，朴冠ギャップと閉鎖林  

冠下に植栽した実生に発生した昆虫季節的動態を観察し  

た。  

（3）熱帯林の環境保全機能の評価に関する研究  

1）熱帯林における撹乱が土壌形成及び土壌構造に及  

ぼす影響の評価に関する研究   

シロアリは土壌形成の一過程である植物遺体分解に関  

わっているが，そのシロアリに対する伐捌こよる指乱の  

影響を把握するために，マレーシア半島部の低地熱帯雨  

林の一次林と二次林とでシロアリ分布の比較調査を行っ  

た。各林内に100m四方の調査地各1個を設定し，倒木  

に標識を付けて直径・長さ・分解程度を記録した上■で  

各々の倒木からシロアリを採集した。また，シロアリが  

樹木への養分供給に与える影響を検出するために，野外  

でシロアリの出入りできない区画1m四方を設けた。そ  

の中にメランタイ5加γeα仇αC呵けど用椎樹を植えて成長  

を測定し，シロアリの出入りできる囲いのそれと比較し  

椿 宜高・高村健二・永田尚志  

生 物 環 境 部：古川昭雄  

科学技術特別研究貞二横田岳ノい梁 乃伸・小沼明弘・  

山田俊弘  

下線は研究代表者を示す  

〔目 的〕近年，熱帯林保全へ向けた持続的管理の手法  

が様々な地域で模索されているが，森林の減少速度に歯  

止めがかからか′、。この原因として，森林の持つ生態  

的．社会的，文化的なサービス機能・価値が客観的に評  

価されていないことが指摘されている。しかしながら，  

それ以前の問題としての森林の機能や動態の解析が十分  

に行われていない限りは，森林の持続管理に向けた的確  

な指針が与えられないばかりか，人類の遺産である森林  

資源の枯渇を招くことにつながりかねない。例えば，森  

林の炭酸ガス吸収機能が注目さjt，排出権売買が現実の  

ものとなりつつあるが，そもそも森林が構造的，組成的  

に安定したものか，またその動態に係わる要因は何かに  

ついても十分な知見が得られているとは言いがたい。そ  

こで，本研究課題では熱帯林の保全管理のための手法を  

確立することを目的として1）熱帯環境林保続のための  

指標策定に関する研究，2）熱帯環境保全林における野  

生生物多様性と維持管理のための指標に関する研究，  

3）熱帯林環境保全機絶の評価に関する研究を行った。  

なお，本課題の一部はマレーシア森林研究所，マレーシ  

アプトラ大学，東京都立大学，京都大学，イ酬l大学，自  

然環境研究センターなどの協力を得て行った。  

〔内 容〕  

（1）熱帯環境林保続のための指標策定に関する研究   

森林の修復過程における椎樹の生態特性を把握するた  

めに21種，2423本の椎樹を放棄ゴム園内の被陰区と裸  

地区とに移植し，2カ月おきに椎樹の高さと生存個体数  

を記録した。熱帯林内の不均質な微環境下での椎樹の生  

理的反応を明らかにする目的で，5加γgα♪αγγゆJiαを対  

象にその光合成日変化 同時に林内の微気象 光と湿度  

環境が同種の光合成，蒸散などの生理反応にどのような  

影響を及ぼすかについて調査した。  

（2）熱帯環境保全林における野生生物多様性と維持管  

理のための指標に関する研究  

1）熱帯林におけるほ乳類及び鳥類群集構造と多様性  
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ている。  成を低下させることが示唆された。  

〔成 果〕  

（1）熱帯環境林保続のための指標策定に関する研究  

1）二次林への植栽笑顔   

ブタバガキ朴樹種の実生の成長は，裸地区よりも被陰  

区での成長の方が良好な種と．5ん0γgα♪αⅢゆ励S．  

極祓血のような生残率も樹高成長も裸地区での成長の  

方が被陰区での成長よりも良い種があった。このよう  

に，同じ科内に属する樹種でも種によって光環境に対す  

る反応性が異なることが明らかになった。移植後，約1  

年を経過した時のブタバガキ科樹種の生残率は，他の樹  

種に比較して，被陰区のほうが裸地区よりも高かった  

が，βゆfβmCαゆ†5COれ‡1血ざのように裸地区でも高い生  

残率を示す樹種もあった。裸地区での生残率は，初期の  

椎樹の高さによって影響を受け．椎御嵩が高い椎樹ほど  

生残率が高かった。しかし．被陰区ではこのような傾向  

は観察されず，生残宰は椎樹の高さではなく，もっぱら  

柱間差によっていることが明らかになった。全植栽樹種  

の生残率は裸地区で58％，被陰区で74％と，被陰区の  

方が生残率は高かった。ブタバガキ科の中でも樹種に  

よって裸地「さ：と被陰区とで生残率に大きな違いが見られ  

た。〃研β和Cαゆ15Cγ玩証“は被陰区で100％，裸地区で  

10‰」明地γOCαゆ15qⅣ侶止机は被陰区でも裸地区でも  

70％以上の高い生残率を示した。このほかにも，  

∧boムαJα－加呵附加血塊且加血相γ抑㈹＝明知㍉品川  

抽坤／リ〃祉肌α1ナMβTl富川もは，両区での生残率に遠いはな  

かった。   

2）林床環境下における椎樹の生理生態的反応   

林冠ギャップに生育する5如γβα♪α作ゆ血の椎樹の  

葉面積あたりの日積算光合成量は閉鎖林冠下林のそれに  

比べて約2倍ほどの値を示したが，ギャップ下での葉は  

陽葉化し，棄の乾燥重量あたりの日積算光合成量は林床  

の椎樹とほぼ同じ値を示した。次に，ギャップでは椎樹  

の日積算光合成量の約50％が50マイクロモル以上の光  

（陽斑）によるものであったが，閉鎖朴冠下林では葉の  

65％の日積算光合成量が陽斑によるものであること明ら  

かになった。気孔コンダクタンスの分析から，林床の安  

定した高い湿度環境は椎樹の光合成誘導反応に対して大  

きな役割を果たしていることも示唆された。さらに，  

ギャップ下に生育する椎樹は光合成の日中低下が林味の  

椎樹より著しく，ギャップでは日中の強光と乾燥が光合   

（2）熱帯環境保全林における野生生物多様性と維持管  

理のための指標に関する研究   

1）熱帯林におけるほ乳類及び鳥類群集構造と多様性  

の維持機構に関する研究   

パソ森林保護区の中心部では，81種の林味性鳥類の   

生息が捕獲され，択伐地域では73種類が記録されてい   

たのに対して，アブラヤシ農園との境界域では，39種  

類が捕獲されたにすぎない。熱帯林の中心部から周辺部   

にいくにしたがって林床性鳥類の生息種類数は減少して   

いったが，和対生息密度は逆に中心部より周縁部の方が  

高かった。林床性鳥類の群集組成も中心部では，東南ア   

ジアの鳥類群集の特徴であるチメドリ類など地上性昆虫   

食者が多く，周縁部にいくにしたがって棟数・個体数と   

も減少した。一方，タイヨウチョウ類やヒヨドリ類など   

の花蜜食者および果実食者は逆に周縁部にいくにした   

がって価体数および種類数を増加させていった。人二1二巣   

を用いた捕食実験の結果，樹上より地上の方が捕食圧が   

高く，地上性動物による捕食であると予測された。ま   

た，卵の消失速度は中心部より周縁部にいくにしたがっ   

て早くなり，捕食冒三が高くなっていく傾向がみられた。   

自動撮影装置で確認された捕食者は，オナガコミミネズ   

ミ，ブタオザル，ジムヌラ，ジリスの一種，チビオマン   

グース，イノシシ，コモンツパイなどのほ乳動物であっ   

た。パソ森林保護区の中心部から周縁部にかけての鳥類  

群集の多様性の低下（周緑効果）は，地上性昆虫東署に  

対する捕食庄の増加に伴って生じている可能性がある。   

2）動植物種の種特異的共生関係に基づく生物種の生  

，二ん＃ 態特性の指標化に関する研究   

①天然林内における林冠ギャップの形成とその影響に  

に関する研究   

樹高15nl以下をギャップとすればギャップ面積は，   

全体の8．7％に相当し（1997年），この他は95年の  

11．2％から大きく変化していなかった。これは95年か   

ら97年の閤に新たに4．0％の面積がギャップになったも   

のの（生成速度＝Z，2％／年），6．5％の面積はギャップが   

修復したためである（修復速度＝3．5％／年）。さらに95   

年から97年への林冠高の変化を推移確率行列とし，こ   

の行列の固有ベクトルを求めることにより最終的な安定   

状態を計算したところ，現在の分布と大きく異ならな   

かった。95年，97年の2時期で，林冠高分布もギヤソ  
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いて調べたところ食害率の低い樹種において案内フェ  

ノール型タンニンが高い傾向にあることが明らかになっ  

た。  

一方で食害，葉の形質のおける光環境の影響を検討した  

結果，光環境によって葉の防御特性や被食圧が変化する  

ことが示唆された。種子の防御物質含畢と結実フユノロ  

ジーとの関係を検討した結果，一斉結実年以外にも高頻  

度で結実する樹種は種子に防御物質を蓄積することで化  

学的防御機構を発達させている可能性が示唆された。7  

タバガキ科樹種はフェノール型タンニンなどを主体とし  

た防御機構を発達させ，林床の光環境の変化などに応じ  

てその機構を変化させている可能性が示唆された。   

③林冠ギヤプ形成と動物の行動パターンに関する研究   

ギャップの存在による小型ほ乳類の行動パターンヘの  

影響について調べたところ，林冠ギャップ内の林床で  

は，閉鎖林冠‾Fよりも餌の消失速度が小さかった。林冠  

ギャップの中心部では，閉鎖林冠下と比較して，リス類  

の出現回数が大きく低‾卜した。そのためネズミ類が相対  

的に大きな出現割合を占めた。また下層植生の伐採は，  

餌の消失速度を大きく低‾Fさせた。植生による林床の被  

覆の有無は，地上性小型ほ乳類の活動性に大きく影響す  

ることが明らかとなった。しかし，その影響の大きさに  

は種間で差があり，リス類は特に大きな影響を受けるこ  

とが示唆された。林冠ギャップ内の下層植生もまた小型  

ほ乳類の活動性に影響する要因のひとつであった。以上  

のことから，閉鎖林冠下と比較して，林冠ギャップ内に  

落下した果実や種子の死亡率は低くなると考えられる  

が，その効果は林冠ギャップ形成直後で最も大きいと推  

察される。   

また，昆虫相の林床環境に関連した動態については明  

瞭な季節変動があることがわかった。植食性昆虫の個体  

数は，95年8月にピークを示し，96年3月にかけて減  

少し，96年4月以降やや増加するという明らかな傾向  

を示した。また捕食者は，95年11月以降，植食者が  

ピークを迎えた後に見られ，96年1月にもっとも多  

かった。さらにギャップ下では，閉鎖林冠下比べて，植  

食者及び捕食者共個体数が多い傾向にあることがわかっ  

た。それぞれの実生に発生した植食性昆虫の数を種別に  

みると，S．ナ槻Cγ坤恒JJαと軸匝抑Sp．では植食性昆虫  

が多く発生したが，5．mαC†坤fβγα，S．仙び細孔5・♪βr  

頑抽L 抽血血伽坤那板血塊 ふ血擁＝加仇加  

5．αCl〃れi咽fαでは昆虫の発生は少なくその割合は植栽数  

プの面積も大きく変化してはいなかったこと，またこの  

間の林冠高の変化から作成した数個モデルから予測され  

た安定状態も現状と大きく変わらなかったこととから，  

今後もこの2時期と同様の環境が保たれるのであれば，  

パソ保護林は森林全体としてはほぼ安定していると考え  

られた。   

一方，50ヘクタールプロットの樹木センサスと林冠  

高のデータの解析からギャップのように林の高さが低い  

場所では，背丈が高い林に比べて，椎樹の成長が非常に  

良いことがわかった。また，林冠高と樹木の多様性との  

間には明瞭な関係が見られないことがわかった。さらに  

50ヘクタール調査区で記録されている822の樹種のう  

ち157種が背丈の低い林に分布し，そのうち76種がこ  

うした明るい環境下で新しく椎樹を生産していることが  

わかった。一方，背丈の高い林に分布する種は41種  

で，そのうち，そうした環境下で椎樹を新しく生産して  

いる種はわずかに4種でUた。これらのことから，林床  

の光環境をめぐって，種間である程度のニッチェ分割が  

起こっているのではないかと推測された。   

②種子・椎樹定着過程における草食動物の影響と植物  

の被食に対する防御機能   

対象種4種の実生の生存率をギャップと閉鎖林冠下比  

較で比較したところ■，実生の生存は4種間で異なる傾向  

を示した。S九〝eα〝氾m♪よβ和はギャップで，5．如脱す  

Joγαと巧帥傲明卸＝冊加加は閉鎖林冠下における生  

存率が高かった。S．♪α押掛Jfαはギャップ側と閉鎖林冠  

下側で生存率に有意差はみられなかった。これらの傾向  

は，種子散布徽 実生が走者するまでの3カ月間でみら  

れた。また，親木からの距離と実生の生存率がギャップ  

の有無によってどのような影響を受けるかについて調べ  

たところ，5加γgα研αCγ呼fβ和と5．♪α叩ゆJねの実生  

（種子を含む）の生存率は，実生の定着前段階において  

ギャップと閉鎖林冠下共に親木からの距離によって有意  

な遠いがみられた。定着後ではS．mαCγ0〆β用の閉鎖林  

冠下側と5．如祝Cち伽mのギャップ例の実生の生存率  

が，親木からの距維によって有意な遠いを示した。親木  

からの距離と実生の生存率との関係では，親木から離れ  

るほど生存率が高くなるというような連続的な傾向では  

なく，生存率の高い地点がところどころにあらわれてい  

た。このことは，実生の生存はその林床の環境に大きく  

影響されるということを示唆している。   

植物の防御機能と草食動物による食害率との関係につ  
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と有意（p＜0．0001）に異なっていることがわかった。こ  

れらの結果は，昆虫により好まれる程度が，植物の種類  

によって大きく異なっていることを示している。さらに  

昆虫はすでに菓が損傷を受けている実生を避け，無傷の  

実生を選好していることがわかった。  

の多様さを説明できると考えられるが，→次林内では地  

面が樹冠などによって覆われる割合が高い一方，倒木に  

よるギャップ形成によって局所的に陽の差す地点もある  

と言うように，環境条件のばらつきが大き〈て様々な分  

解状態の倒木が存在することも多様さに寄与していると  

推測される。メランタイの椎樹は植栽後1年までは9割  

程生存していたが，その後死亡する個体が増えて1年半  

後の現在では1割程度の椎樹しか生存していない。成長  

も樹高で10％未満に留．まっている。シロアリ除去区と  

対照区とで生存率・成長ともに差は認められず，シロア  

リ除去の影響は未だ検出できていない。この影響を野外  

で実験的に解明する手法は未開発であるため，本研究の  

ように手法検討を含めて予備的に実験を行うことが重要  

である。今個の方法では稚樹の生存が悪い点が問題であ  

る。  

〔発 表〕A－7－10，51，55，a－9－17，50，80  

（3）熱帯林の環境保全機能の評価に関する研究  

1）熱帯林における柁乱が土壌形成及び土壌構造に及  

ばす影響の評価に関する研究   

シロアリの採集種数は一次林で7種以上，二次林で6  

種であった。キノコシロアリ亜科の1桂瀬沼地γmβ5  

肋扉鮮〝侶心がどちらの林において最も優占的に採集さ  

れた。両方の林の間に種数の著しい違いはないものの，  

それぞれの憧の発見頻度が相対的に低い一次林の方で多  

様度が高い傾向にあった。一次林は二次林よりも倒木の  

量が多く，また様々な太さの倒木があることでシロアリ  
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2．3．7 生物多様性の減少に関する研究  

〔担当者〕  

生物 圏≡環：囁部：椿 宜高  

ンサーによって取得されたリモートセンシング画像を用  

いて，正確な湿原植生分類図を作成することを目的とし  

て，湿地モニタリングに必要な各種リモートセンシング  

解析手法の開発を実施した。  

（3）発生遺伝子工学的手法による希少野生生物の個体  

復元および増殖技術の開発   

本研究では，希少野生動物種の絶滅モデル，特に鳥類  

の近交退化メカニズムを解析する。そのためのモデルと  

して，国立環境研究所で開発されたH2及びL2系のニ  

ホンウズラ（Japanese quail，CoturnixJaponica）を  

使用した。同ウズラは，20年以上にわたる選抜育種の  

過程を経て今日まで存続している。そこで，過去の系統  

維持の記録を詳細に分析することで，鳥類の近交退化の  

過程の解析を行った。また，H2及びL2系を用いて，  

系統間の交配実験を行うことで，近交退化の回復の可能  

性を検討した。  

（4）生物多様性保全の観点から見たアジア地域におけ  

る保護地域の設定・評価に関する研究   

アジアにおける保諸地域の設定・評価システムを検討  

するため，1）生物多様性データベース作成，2）自然  

保護地域モデル地区調査を行った。データベースについ  

ては，半島マレーシア全体を対象として，保護地域，野  

生生物種分布，野生生物種特性に関する既存情報の収集  

整理抒盲業を進めた。モデル地区調査については，タマン  

ネガラ 個立公匝l）西部及びその周辺城で中大型ほ乳類  

の生息分布情報を聞き取り及び現地調査により収集し  

た。  

（5）サンゴ礁は，海の熱帯林と呼ばれるほど生物多様  

性に富んだ系である。近年，世界各地で人為影響による  

サンゴ礁生態系の変質・破壊が閃題になり，国際サンゴ  

礁イニシアチブ（JCRI）などの国際共同事業が始め  

られている。サンゴ礁において特徴的なことは，サンゴ  

の成長により形成された3次元空間構造がさらに二次的  

な生息空間を形成することであり，これが生物多様性を  

維持する要因の一つとなっている。この過程を，水中3  

次元画像として取得し，長期的な解析を行うための保存  

データ（アーカイブ）とすることを目的とする。  

地球環境研究グループ：奥田敏統・原島 省・高村健二・  

永田尚志・唐 艶鴻・足立直樹  

地域環境研究グループ：高橋憤司  

社会環境システム部：安岡善文・田村正行・山形与志樹  

清水 明  

下線は研究代表者を示す  

〔呂 的〕地球上には様々な生態系が広がっており，そ  

こには1000～3000万の生物が存在していると言われて  

いる。このような生物多様性は生命の誕生以来，40僚  

年をかけた進化によって形成されたものであり，人類の  

生存の基盤をなす重要なものである。   

このため，1992年6月の地球サミットにおいて署名  

された生物多様性条約は1993年12月に発効され，我が  

国も1993年3月に同条約を受諾し，締結国となった。  

さらに，我が国では1995年10月に地球環境保全に関す  

る関係閣僚会議において生物多様性国家戦略が決定され  

た。   

地球環境研究総合推進費による生物多様性減少分野の  

研究では生物多様性減少の機構解明，野生生物の生息地  

内外の保全手法の開発，アジア地域熱帯林の減少に伴う  

生物多様性への影響解明，野生生物の保護地域の設定基  

準の検討，サンゴ礁の生物多様性維持機構の解明を通  

し，生物多様性の保全に資する研究を行っている。  

〔内 容〕  

（1）野生生物集団の絶滅プロセスに関する研究  

野生生物が絶滅ド至る主要な原因は生息地の破壊・消失  

にあるが，かりに生息地の一部が保護され直ちに絶滅に  

は至ら■なかったとしても，少数集団特有の脆弱な性質が  

重なって，最終的には絶滅に至るケースが頻出すると考  

えられる。また，少集団に分割された個体群（メタ個体  

群）は，互いに交流することによってこれらの影響を低  

減している可能性があるが，その効果については世界的  

な論争の中にある。これらの問題を解決し，野生生物保  

全施策への提言を行うことを目標とする。  

（Z）アジア・太平洋地域における湿地性渡り鳥の移動  

経路と生息環境の解析及び評価に関する研究   

湿原生態系保全のためには，湿原状層湾正確なモニタ  

リング，特に湿剛直生の分布の状況とその変動の把握が  

必要である。本研究では，多時期に人工衛星や航空機セ  

〔成 果〕  

（1）野生生物集団の絶滅プロセスに関する研究  

1）イリオモテヤマネコの遺伝的多様性  

マイクロサテライトDNA領域プライマーを用い，イ  
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リオモテヤマネコについてのDNA多型解析を行った結  

果，多型の検出された遺伝子座は8つのうちわずかに1  

つであり，全体の平均ヘテロ接合度も1％と，他のネコ  

科動物に比べても極めて低かった。本年度は，MHC  

（主翼組織適合遺伝子複合体）クラス1遺伝子の多型解  

析を行った。MHCクラスⅠ分子クラスⅠ分子の抗原ペ  

プチドとの結合部位には多くの多型があることが知られ  

ており，その多様性が個体の適応度および集団の存続と  

密接にかかわっている。MHCクラスl遺伝子のなかで  

も特に多型性に富むα1ドメインのα－helixをコードす  

る領域における多型を，PCR－SSCP法を用いて解析し  

た。その結果，対照群の相ノ島ノネコ個体群において  

は，高いヘテロ接合度および多くの対立遺伝子が検出さ  

れたが，イリオモテヤマネコにおいてはほとんど多型が  

見られなかった。このことは，イリオモテヤマネコ集団  

の免疫機能の均一化 つまりウイルス等の病原体に対す  

る免疫的脆弱性が示唆される。   

2）コジュリンの個体群構造と遺伝的多様性の維持機  

構   

利根川下流の神栖町高浜と霞ケ浦湖岸の浮島で，合計  

679個体のコジュリンを捕獲し（浮島285個体，神栖  

394個体），すべての個体の各部位を計測し，一部の個  

体から血液を採取した。翼長とふ肢長の左右対称性のゆ  

らぎ（FA）を解析した。若鳥のFAが成鳥より大きい  

傾「叶が認められたが，雌雄差はなかった。ふ既長のFA  

には両地域で差が認められなかったが，翼長は浮島の方  

が神栖よりFAが有意に大きかった。次に，採血した血  

液からDNAを精製し，オオジュリンで開発されたZつ  

のマイクロサテライトプライマーEsc〃1とEsc〃6を  

使って遺伝的多様性を解析した。両地域では標識個体の  

移動もZ例確認されているので完全に独立した個体群で  

はないが，集団の遺伝的構造にも小さい差が認められ  

た。2つの遺伝子座のヘテロ接合率を両地域間で比較し  

たところ，Esc〃1では差がなかったが，Es叩6では  

神栖より浮島のほうが低い傾向が認められた。浮島でみ  

られた翼長FAの増大とEs叩6のヘテロ接合率の低‾F  

に関連については，さらに詳しく解析する必要がある。   

3）イトヨ地域個体群の縮′トと形態的遺伝的変異との  

関連   

イトヨ地域個体群の小集団化に伴う遺伝的多様性及び  

左右両側形態の対称性の変化を追跡し，地域個体群の絶  

滅過程の解明と絶滅可能性の評価を試みた。イトヨの遺  

伝的多様性を測定する手法としてRicoet al．（1993）  

により報告された3つのマイクロサテライト部位を使  

い，これらの部位がすべて，日本産の地域個体群3群に  

ついても検出可能であることを確かめた。各個体群は，  

最低10個前後の遺伝的変異をもっていることが確かめ  

られた。また，イトヨ体側中央に発達する鱗板の左右対  

称性のゆらぎ（FA）についてほ，特定個体群における  

経時的変化を解析中であり，その結果個体群の′」、集団化  

に伴って鱗板FAが増大する傾向が明らかとなった。ホ  

ルマリン潰で保存されている標本からDNAを抽出しマ  

イクロサテライト変異の解析が進めば，このFAの変化  

と遺伝的多様性の相互関係の解析が可能であろう。  

〔発 表）A－4ト43，52～54，105，H10，a－53”58，78，79  

（2）アジア・太平洋地域における湿地性減り鳥の移動  

経路と生息環境の解析及び評価に関する研究   

本プロジェクトで得られた主な3つの成果は以下のと  

おりである。第1に，相生，土壌，水の3成分を同時に  

計測することができるスペクトル指数，植生・土壌・水  

指数VSWI（Vegetation－Soil－Waterlndex）を開発  

した。そして多時期Landsat TM画像を用いて，釧路  

湿原の年次変動，季節変動の把握にこの指数を用いた結  

果について述べる。VSWlを計算する際には，湿地の  

構成要素である，植生，土壌，水に対応する代表スペク  

トル（End－menlber）点を求める必要があるが，本研  

究ではさらに，これらの代表スペクトル点を画像のスペ  

クトル散布固から自動的に決定するためのアルゴリズム  

を開発した。第2に，部分空間法よる新しいにミクセル  

分解手法を開発して，航空機搭載スペクトルイメー  

ジャー（CASI）で取得した画像を用いて，湿原植生分  

解のミクセル分解を実施した。この部分空間法による新  

たなミクセル分解では，クラスごとに設定される部分空  

間への射影によってミクセル分解が完義され，超多波長  

画像のミクセル分解計算において高速性と安定性に優れ  

た手法となっている。本手法によるミクセル分解の結果  

を，最小2乗法，Z次最適化法，直交部分空間射影法に  

よるミクセル分解の結果と比較した結果，スペクトル的  

に極めて近いクラスを除いて湿原植生を良好に分解でき  

ることがわかった。第3に，多時期のリモートセンシン  

グ画像を用いた湿原植生分類手法を実施した。湿原では  

植生の季節変化が大きいため，1時期に取得された画像  

だけを用いて漫原植生を正確に判別することは困難であ  
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る。そこで分類に最適な画像取得時期の組合せを決定す  

るために，生育期間中の植生バイオマスのサンプリング  

調査とスペクトル計測を実施した。その結果，湿原相生  

の生育初期と中期に取得されたスペクトルの季節変動が  

湿原相生判別に有効であることがわかった。さらに，実  

際に3時期に取得されたLandsat TM画像を用いて，  

正確な植生分類図を作成することができた。  

〔発 表〕C－40～44  

安とした。近交化が進んだ系の交雑による繁殖能力の回  

復は，相性の良い組み合わせでのみ発現することがわ  

かった。   

3）遺伝子保存と人工授精の可能性の検討繁殖個体群  

の近交化に伴って，繁殖能力が著しく低下した近交系ウ  

ズラでは，交配組み合わせに際しての動物個体同志の相  

性等による損耗も大きな障害となっている。そこで，雄  

性遺伝子の簡便な保存と雌雄同居による親鳥の手員耗回避  

を目的として，精管精子の凍結保存と人工授精による受  

精卵作出について検討を行った。L2系ウズラにおいて  

輸精管から生存精子が回収されたことで，近交系ニホン  

ウズラの人工授精による受精卵作出の可能性が示唆され  

た。また，精管精子の凍結保存がある程度可能であるこ  

とが示された。  

〔発 表〕B48，b－118～121  

（3）発生遺伝子工学的手法による希少野生生物の個体  

復元および増殖技術の開発   

1）交配・繁殖記録のデータベース整備と長期的変動  

要因についての解析   

近交退化のモデル動物として供試したのは，東北大学  

及び回環研において20年以上の期間にわたり選抜育種  

されてきた，H2及びL2系（NDV不晴化ワクチンに  

対する抗体産生能の高及び低系）ニホンウズラである。  

これらの0世代から50世代に及ぷ交配・繁殖記録を  

データベース化した。交配記録は，各個体ごとに親子の  

連鎖関係をいもずる式に遡り検索できる構造となってい  

る。繁殖記録は，各ファミリーご との死ごもり数・ふ化  

数・発生中止数・産卵数等を記録している。繁殖能力の  

長期的な変動を明らかにするために，全世代にわたる繁  

殖形質別の解析を行った。解析した繁殖形質は，卵重・  

産卵率・受精率・ふ化率・育成率・発生中止率である。  

また，総合的な繁殖能力として，適応度指数（産卵率×  

受精率×ふ化率×育成率）も併せて解析した。   

繁殖能力の長期的な変動解析の結果，H2系のふ化辛  

が単調に低下する絶滅型であるのに対して，L2系はふ  

化率が選抜43世代以降に下降から上昇に転じており，  

回復型の挙動を示していることがわかった。また，繁殖  

能力に関する変動の特徴が明確に表現されることから，  

絶滅の危急庶を示す上で適応度指数は極めて有用である  

と考えられた。   

2）近交系ウズラ間での交雑試験による繁殖能力回復  

メカニズムの解析   

50世代にわたるH2及びL2系ウズラの選抜育種を  

行った結果，H2系の繁殖能力が著しく低下し，従来通  

り近交化を続行することが困難であった。そこで，H2  

系の繁殖能力を回復させるために，選抜49世代目でH2  

系♂とL2系♀との交雑試験（10組）を行った。繁殖能  

力の回復については，受精率・ふ化率・発生中止率を目  

（4）生物多様性保全の観点から見たアジア地域におけ  

る保護地域の設定・評価に関する研究   

1）アジア地域生物多様性データベース   

前年度実施した既存データベースの現状整理，東南ア  

ジア全域における哺乳類分布データベース作成に引き続  

き，モデル地区調査を行う半島部マレーシアについて，  

1）既設保護地域の内容および生息確認種，2）野生生  

物種の分布状況，3）野生生物種特性に関する既存資料  

等の整理を進めた。既設保護地域情報としては，半島マ  

レーシアに設定されている11地域について，位置，面  

積，標高帯 植生，生息確認野生生物種（ほ乳類，鳥  

類）に関する情報を収集した。野生生物種の分布状況に  

ついては，半島マレーシアに生息することが知られてい  

るほ乳類292種の半島・島惧弧 州別の分布表，大型ほ  

乳類については半島全域を対象とした分布図の作成を進  

めた。また，野生生物種の生物学的特性として，ほ乳頬  

全種の環境選好性，繁殖習性，希少性等に関する既存情  

報を整理した。   

2）自然保護地域モデル地区調査   

半島部マレーシアのタマンネガラ（国立公園）西部地  

区とその周辺域での調査の結果，2ユ種の中大型ほ乳  

類，12種の小型ほ乳類，43種の鳥類の生息が確認され  

た。いずれの分類群においても，確認種数は異なる植生  

環境間（自然林および二次林）でほとんど同じであった  

が，種組成は大きく異なっていた。中大型ほ乳類のう  

ち，痕跡発見数が10以上の3種（アジアゾウ，イノシ  

ー76 －   



シ，キョン）について，1km当たりの痕跡発見数を貸  

出したところ，アジアゾウが自然林に多いのに対し，イ  

ノシシが逆の傾向を示した。また，キョンは二次林での  

み痕跡が確認された。小型ほ乳類の捕獲状況をみると，  

自然林ではオナガコミミネズミとアカスンダトゲネズミ  

が優占していたのに射し，二次林ではオグロクリゲネズ  

ミとマレーシアクマネズミが多かった。  

た。   

得られた写真（スライドフイルム）は，アーカイブと  

しての用のため，コダック規格でPhoto－CDROMに格  

納した。得られたステレオ画像ペアから3次元位置座標  

を得る方法については，平成10年度に検討する予定で  

ある。スライドフイルムのペアからは，簡便なビュー  

ワーにより肉眼による立体視が可能であり，立体視した  

場合においては，通常画像よりもサンゴ群体間の位置関  

係および相互作用，年間の変化の様子がはるかに判読し  

やすいことが確認できた。   

定性的な記述例として以下があげられる。クシハダミ  

ドリイシ（卓状）の成長が，他の塊状のサンゴ種より早  

く，光のための競合において有利であると推定される。  

ただし，本種の群体には調査年度間に破壊された例も記  

録され，塊状種に比較して波浪などによる流れの応力に  

は弱いことも推定される。また，新規のサンゴの加入  

は，基盤の凹部あるいは平面部よりも，死滅した旧サン  

ゴ骨格などによる凸部におこりやすいことなども確認で  

きる。これは，基本的に凸部ほど，①シルトなどの堆積  

が少なく，②サンゴのポリプが動物プランクトン等を補  

食する際に必要な水通しが得られやすく，しかも前述の  

ように③共生藻類の光合成のための照度が得やすいため  

と考えられる。  

〔発 表〕A－74  

（5）サンゴ礁の生物多様性維持機構の解明に関する研  

究   

平成9年度には，既存の種々の立体画像取得方式の  

サーベイを行い，1）方形枠（コドラート）を置いて2  

台のスチールカメラ（Nikonos－Ⅴ型水中カメラを並列  

させたものに水中専用レンズUW－Nikkor20mmを装  

着したもの）によりステレオペアにする方法，及び，  

2）移動体にビデオカメラを設置し，一定間隔の時間差  

をおいた画像をステレオペアとする方法，の2つの方法  

を試験した。なお，本テーマに先だって，平成6－8年  

度に行われた研究課題では，八重山諸島黒鳥周囲のコド  

ラートにスチールカメラを適用し，石垣島浦底湾のサン  

ゴ礁において，グラスボートを航走させてビデオによる  

水中画像のアーカイブを作成したが，平成9年度にもこ  

の両フィールドにおいてそれぞれ前述のように発展的に  

継続し，可能な限り長期の時系列を採取することに努め  
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2．3．8 人間・社会的側面からみた地球環境問題  

に関する研究  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：森田恒幸  

地域靖墳研究グループ：兜 眞徳  

社会環境システム郡：原沢英夫・青柳みどり・高橋 潔  

のための適切な政策オプションを提案することが最終目  

標である。第一期（3年間）では，アジア・太平洋地域  

各国における2025年，2050年の土地利用・被覆の状況  

の予測を行い，どの国にどのような荒廃的な変化が起き  

るかを洗い出した。サブテーマ（1）では土地利用・被  

覆変化の長期予測モデル（LU／GECモデル）の開発，  

サブテーマ（2）では国際交流研究としてLU／GECモ  

デルを適用するために必要なデータセットの構築とそれ  

を用いた土地利用変化予測手法の開発と予測を行った。   

「アジア地域における人間活動による広域環境変化と  

経済発展の相互影響に関する研究」においては，アジア  

地域の発展途上国では，経済活動の拡大に伴う人間活動  

が一次産業などの基盤となる環境資源の持続不可能な利  

用等をもたらしているとの観点から，（1）人間活動に伴  

う広域的な環境変化とその社会・経済へ及ぼす影響を同  

定するとともに，（2）人間活動環境変化の相互影響を  

考慮した人間活動一環境一社会・経済影響を評価するモ  

デルを構築し，持続可能な発展を実現するための施策を  

検討することを臼的とLている。  

水土壌圏環境部二大坪園順  

環 境 健 康 部：本田 靖  

7線は研究代表者を示す  

〔目 的〕地球環境研究総合推進費における本研究分野  

は，地球環境変化の人間・社会的側面の国際共同研究計  

画（Tn仁ernahona】Human Djmen5jon Programmeon  

GlobalEnvirorlmentalChange：lHDP）に積極的に貢  

献していくために，平成7年度に創設された。  

IHDPは地球環境変化の人為的要因とその地球環境変  

化が人間社会に及ぼす影響の2つの側面を研究するもの  

で，具体的な研究分野として，土地利用・被覆変化，産  

業構造の変化とエネルギーの生産と消費，資源利用に関  

する人口・社会的側面，環境倫理や環境教育，資源利用  

や人口推移を決める各種制度，及び環境の安全性と持続  

的発展が挙げられる。  

〔内 容〕「環境に関する知識，関心 認識およびその  

相互疎通に関する国際比較研究」は，市民を社会の基礎  

単位の個人，及び経済痛動の一主体としての消費者及び  

企業としてとらえ，社会調査法により，個人・消費者・  

企業の価値観，態乱 行動をとらえること，さらに，国  

際的な比較を行うことにより日本の個人・消費者・企業  

をとらえ，持続可能な社会のあり方を検討することを目  

的としている。   

「アジア諸国における開発水準と生活の豊かさ  

（QOL），環境リスク認知・行動に関する研究」では，  

開発活動と環境問題水準の異なる中国とインドネシアの  

それぞれ複数の主要都市及び開発水準の低いインド，ネ  

パール，バングラデシュ及びパプアニューギニアの典型  

的な農村地域において，健康と生体系に影響する主たる  

環境要因のリスクを客観的に評価すること，「環境リス  

ク」全般についての知識，認知および対処行動の実態を  

比較調査し，その結果を「環境リスク転摸」の厨点から  

評価することを目的としている。   

「地球環境保全に関する土地利用・被覆変化研究（LU  

／GEC）」においては，アジア・太平洋地域における持  

続可能な土地利用のあり方という観点から地球環境保全  

〔成 果〕  

（1）環境に関する知乱 闘心，認識およぴその相互疎  

通に関する国際比較研究   

持続可能な社会の形成のためには，個人及び企業等集  

団の意識改革が必要であり，各主体の価値観，意識，行  

動規範の把捉なくして，持続可能な社会への誘導はあり  

得ない。本研究は市民を社会の基礎単位の個人，及び繹  

済活動の一主体としての消費者及び企業としてとらえ，  

それぞれの価値観，態度，行動をとらえることに特色が  

ある。   

本研究は，大きく3つの部分から構成される。  

1）包括的地球環境調査（GOES）においては．調査  

項目として，環境（公害項目，自然環境項目，地球環境  

問題項目を含む）についての認識，知識，態度，行動，  

それらと社会経済データ，個人属性を取り上げ，各国の  

成人男女を対象とした調査を行う。   

2）アジアの「新中間層」の環境意識と行動，消費生  

活を比較調査することによりアジアの経済発展の方向を  

探る。   

3）日本におけるグリーンコンシューマーについての  

調査を，ドイツとの比較調査を行い，制度や法律の差，  

意識の差が消費者の購買行動にどう影響を与えているの  
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かを比較分析する。   

上記1）のGOESにおいては，平成9年9月にGOES  

日本分の調査を実施した。調査項目は，環項問題に関す  

る認乳 価値軌二関する項臥 消費者行軌 資源節約行  

動，交通選択行軌 属性などである。単純集計結果から  

得られる知見について簡単に述べる。「－・般的に最も危  

険だと思われる環境問題」「自分や自分の家族にとって  

粛ぢ危険だと思われる環境問題」についてあげさせた結  

果∴⊥般の人々はローカルな環境問題（水質汚濁，大気  

汚染，農♯や化学肥料など）をより危険だと認識してお  

り．・地球規模の環境問題（オゾン層破壊，地球温暖化）  

などを危険と認識するものは少ないことがわかった（図  

1）。しかし，「重安な環境問題」について挙げさせたと  

ころ，大気汚染などローカルな環境問題以外に，「地球  

温暖化」問題があげられ，地球環境問題の重要性につい  

ての認識は高まっていることがうかがえる結果となっ  

た。また，最も深刻な問題としては産業廃棄軌 大気汚  

染，化学物質の順にあがった。大気，水，廃棄物，化学  

物質など，いわゆる「汚染」の問題が非常に深刻な問題  

としてとらえられていることがわかる。逆に，生物多様  

性の減少や森林の減少，土壌浸食など生態系の問題は汚  

染の問題に比べると，あまり深刻だとはとらえられてい  

ないことがわかった。  

〔発 表〕C5－8，C二2，3  

（2）アジア諸国における開発水準と生活の豊かさ   

（QOL），環境リスク認知・行動に関する研究   

アジア地域の開発途上国における環境意識・行動につ  

いて，その背景要聞と考えられる社会・程済及び環境の  

開発水準および生活・健康水準（したがって人口転換の  

水準）を基本として把握・整理することを目的として，  

中国とインドネシアの三i三安部7打部，およびインド，ネ  

パール，バングラデイシュ及びパプアニューギニアの農  

相地域での調査を行った。   

各国における調査対象地域を，都市と農村に分けた。  

都市における環境負荷には，大気汚染・水質汚濁・土壌  

汚染・騒音・振動等の地域型の環境問題と，同時に地球  

温暖化やオゾン層破壊を初めとする地球烈の環境問題に  

関するものがあるが，それらは「健康リスク，生態系リ  

スク及び生活の質（QOL）」の3つの側面から評価し，  

環境負荷を比較検討する。－▲方，農相での「環境リス  

ク」としては，急激な人口増加を背景に，自然環境の乱  

開発による森林破壊・耕地の荒嵐 砂漠化や飲料水の枯  

渇，農薬汚染．その他衛生環境の問題が大きい。このこ  

自分や家族にとって、最も危険だと思う環境間悦  
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とは，とくに開発水準の低い国の場合の疾病・死亡構造  

が，感染症や新生児死亡が多いことによって特徴付けら  

れる。   

平成9年度は，中国では北京と成都の中心市街化地域，  

またインドネシアではジャカルタにおいて，それぞれ工  

業化地域，商業化地域，住宅地域及び農村からの流動人  

口集積地域を区分し，それぞれの代表的小地域を抽出し  

て，質問紙による住民の「環境リスク」に関する知識と  

認知と対処行動に関する調査を実施した（各都市で少な  

くとも成人男女1，000人と彼らの15歳未満の子供を対  

象）。インドネシアでほ，さらに大学生についての調査  

も追加した。一方，インド，ネパール，バングラデイ  

シュ及びパプアニューギニアでは各50の農村での自然  

破壊の実態とそのメカニズムに関する村を単位とした調  

査を行った。   

例えば，中国の都市調査の予備的解析では，「環境リ  

スク」の知識と認知および対処行動には，郡市による違  

いのあることが示唆された。一方，各都市とも工業地域  

では大気汚染など環境汚染が深刻な状況にあり，小児の  

呼吸器疾患の有病割合が他地域に比較して高い傾向が  

あった。この傾向には，屋外の大気汚染のみならず，一  

般に劣悪な状況にある室内汚染の問題も大きい。しか  

し，住民の意識としては，車の大気汚染に比較して低いこ  

とが明らかになった。WHOのHealthy Cities Project  

などの客観的なデータがある程度利用可能なので，今後  

そうしたデータも用いながら，さらに詳細な評価を行う  

必要がある。  

〔発 表〕e－54  

も進行している珠江デルタ（広東省）の現地調査を実施  

した。   

③東南アジアモデルグループ…・ジャカルタ周辺  

での調査に基づいて道路整備に伴う都市的利用拡大のモ  

デル化を行った。また，森林面積の減少に関する社会・  

経済的安国について島単位にマルチロジスティックモデ  

ルを適用して検討した。   

①全域拡張グルー70…・アジア・太平洋地域の各  

国について，土地利用・被覆変化に関連するデータの所  

在調査およびデータ収集を行った。ほとんどの国で，国  

レベル以下の行政単位ではヒストリカルデータが全く整  

備されてし？ないことが明らかとなった。LU／GEC－IIモ  

デル（一般化KSIM法）をインド，韓国に適用した結  

果，国レベルでの土地利用シェアの変化予測は一応可能  

と判断した。   

2）地理情報システムを用いたアジア・太平洋地域の  

土地利用・被覆データのスケーリング手法の開発に  

関する研究   

①中国における土地利用・被覆データセットの開発   

中国全土を対象とした県（日本の郡）単位での農業関  

連のデータセット，長江下流域を対象とした県または地  

区（日本の広域市町村）単位での社会・経済データセッ  

ト及び省単位のデータセット（特に，人手が困難な森林  

面積に関するヒストリカルデータ）を整備した。アジア  

各国では，国レベル以下の行政単位でのデータ整備が非  

常に遅れていることが判明したため，国単位データを用  

いて土地利用のシェア変化が予測できるLU／GEC－IIモ  

デル（一般KSIM法）を開発し，2050年までの中国で  

の土地利用のシェア変化を予測した。   

②インドネシアにおける土地利用・被覆データセット  

の開発に関する研究   

インドネシアにおける土地利用・被覆変化を論じるた  

めに必要なデータセットを整備するとともに，これらの  

データが利用できる土地利用・被覆変化予測モデルを構  

築してその適用を図った。このモデルは，土地面積，土  

地の生産性，作物生産量及び食糧の需要供給バランスの  

間に成立する基本的関係を単純化して誘導されたもの  

で，モデルの性格から土地利用変化に関する走弾性動的  

均衡モデルと名付けられた。   

③タイにおける土地利用・被覆データセットの開発に  

関する研究   

タイにおける土地利用・被覆変化の将来予測シミュ  

（3）地球環境保全に関する土地利用・被覆変化研究   

（LU／GEC）   

LU／GECプロジェクトの第1期は2つのサブテーマ  

からなり，平成9年度が最終年である。  

1）アジア・太平洋地域の土地利用・被覆変化の長期  

予測に関する研究   

土地利用・被覆変化の長期予測モデルを構築するため  

にLU／GEC検討会を設置し，以rFの4つのグループに  

分かれて作業を分担した。   

①基本モデルグループ…・本サブテーマの中心と  

なる基本モデル（LUGEC－Ⅰ）の開発と適用を図った。   

②中国モデルグループ‥・・華東地域長江最下流と  

内蒙古地域の現地調査に引き続いて，商品作物農業が最  
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レ‾ションに必要な人文科学的および自然科学的データ  

のデータベースの構築と2050年までのタイの土地利  

用・被覆変化の予測を目指した。土地利用・被覆変化に  

関係するデータの所在を調べ，臥 州，県レベルに分類  

してデータを収集しデータベースを整備した。タイで  

は，全土を北部，北東部，中央部，南部の4区分した単  

位でヒストリカルデータが揃っている。タイにおいても  

データの不足からLU／GEC基本モデル（LU／GEC－  

Ⅰ）を適用するのは困難と判断し，4つの地方に対して  

LU／GECII（GKSIM法）モデ）t／の適用を試みた。4  

地域ごとに人口の将来予測がなされ森林保護政策が打ち  

出されているので，GDPを中位の成長シナリオ、で与え  

て，LU／GECL［モデルを用いて土地利用のシェ・アの強  

化を予測した。  

〔発 表〕Ⅰ4，i－6，9  

ンクする経済モデルから構成される。モデル開発に当  

たっては，アジア地域で将来の経済発展の鍵を握る人口  

増加，経済発展も著しい中軋 インドを取り上げ，各国  

研究者の協力を得て，モデルの基本構造や検証・適用に  

必要な環境，社会，経済データを収集した。   

2）アジア地域における食糧安全保障   

アジア地域の各国の食料事情を比較検討するために，  

一人当たりのGNPなどの4つの要因を考慮した食糧安  

全保障の評価指標を作成した（図2）。この指標値か  

ら，アジア地域においては，中国とともに食糧需給の悪  

化が懸念されているのが，インドをはじめとしたインド  

亜大陸の各国である。インドでは，人口増加が著しく  

2050年には，中国（ユ5．6倭人，世界銀行による世界人  

口長期推計による）を抜く人口（］6，2億人）を擁すると  

予測される。温暖化により．この地域の穀物収量が大幅  

に減少すると予想される。アジア各国で穀物収量が将来  

変化した場合の影響を貿易データベースをもとに，一般  

均衡型経済モデルを用いて検討した。農業生産性の変化  

を外的変数として与え，現在の貿易条件をイ反走した場合  

の影響を見たが，貿易を通じて穀物市場価格が変化する  

ことにより，各国経済に与える影響が異なることが指摘  

できる。例えば，インドで農業生産性が悪化すると農産  

物価格が高騰し，消費者余剰で図った社会的厚生が5％  

程減少した。人口の急増による食糧需要の増大と，温暖  

化など環境変化による生産性減少による供給量の減少か  

ら生じる需給のアンバランスは，国際的な貿易を通じて  

も解消しない可能性が高く，農産物価格の高騰は人々の  

食糧確保を困難にする可能性が高い。  

〔発 表〕C－29，30  

（4）アジア地域における人間活動による広域環境変化  

と経済発展の相互影軌こ関する研究   

本研究は，アジア地域の発展途上国における一次産業  

を中心とした人間活動の変化と環境変化・温暖化の相互  

作用を解析，評価，予測しているが，平成9年度は，前  

年度の成果に基づいてモデル開発を中心に進めた。  

1）人間活動一環填変化一社会・経済の相互影響のモ  

デル化   

人間活動環境変化（気候変動）一社会・経済変化を  

総合的にとらえるためには統合モデルによるアプローチ  

が適している。既存のこの種のモデルのレビュー結果を  

もとに，『人間活動環境変化一社会・経済』モデルの  

基本的なフレームワークを示した。本モデルは農業，水  

資源，健康の各サブモデルとそれらを裡済的視点からリ  
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 図2 食糧安全指標の例（値が大きいほど相対的に安全）  
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2．よ9縮合化研究  

〔担当者〕  

地球環境研究センター：安岡善文・一ノ蘭俊明・福渡 潔  

費用の推計に関する研究を行う。（4）環境財に対する  

人々の価値を貨幣単位で計測する手法として，仮想市場  

法をとりあげ，我が国に適した調査手法の開発のための  

研究を行う。  

「地球環境予測のための情報のあり方に関する研究」  

（平成7～9年度）においては，地域環境の状況とその  

対応策の効果を定量的に把握するために，環境を数量表  

示する情報システムの構築を最終の目的としている。ア  

ジア太平洋地域の持続的発展の定量化を念頭に置いて作  

業を行った。本年度は，国レベルでの持続的農業，水資  

源の持続可能利用，森林の持続性について，規準  

（Criteria）を設定し，各規準に対してDS－R（Driv－  

ingForce－State－Response）に分けて指標（Indicator）  

を抽出した。この枠組みを用いて，持続的農業に関して  

整理・抽出された指標の中からいくつかの指標を取り出  

して，国別の比較などの解析を行った。  

地球環境研究グループ：西岡秀三・甲斐沼美紀子  

地域環境研究グループ：森口祐一  

社会環境システム部：森田恒幸・後藤別行・日引 聡・  

川島康子  

水土壌圏環境部：大坪同順  

F線は研究代表者を示す  

〔目 的〕地球環境研究センターにおいては地球環境研  

究総合推進費による総合化研究を実施している。この  

「総合化研究」という特殊な研究領域は，分野別に実施  

されている個々の研究プロジェクトと異なり，（1）  

個々の研究プロジェクトの成果を集約しつつ，経済学，  

社会工学的手法を含む観点から総合的かつ体系的に検討  

を行い，政策の具体的な展開に資する知見を提供する  

「政策研究」，（2）「課題別研究」として分野ごとに研  

究プロジェクトが推進される地球環境研究に射し，これ  

ら個々の分野にまたがる研究領域や共通する研究領域を  

体系的かつ集中的に解析する「横断的研究」，（3）個々  

の研究領域の重要性を地球環境問題の解決という観点か  

ら総合的に評価する「リサーチ・オン・リサーチ」の3  

つの役割を有しており，現在までに（1）の政策研究に  

該当する以下の2つの研究に着手している。  

〔内 容〕「持続的発展のための環境と経済の統合評価  

手法に関する研究」（平成7－9年度）においては，地  

球環境保全と経済発展とを統合する目標について目標設  

定のあり方とその目標達成の方策を明らかにするため，  

大別して4つのテーマが実施された。（1）前プロジェ  

クトで開発した地球環境の変化を総合的に予測する「環  

境総合モデル」と，環境変化に影響を及ぼす経済活動を  

分析する「世界経済モデル」の成果を跨まえ，次世代モ  

デルとして環境と経済を統合して分析できる新しいタイ  

プの経済モデルの開発を行う。（2）平成4年度から3  

年をかけて研究を行った環境資源勘完に関する成果を基  

礎にして，種々の環境負荷のフローを体系的に定量化  

し，これをベースに政策目標の設定や政策効果の評価に  

適した環境指標のを開発を行う。（3）環境と経済の統  

合を目指した勘定に関する各種の研究，国連，OECD  

等の国際機関やいくつかの国々で実施した研究及びこれ  

までの研究成果を踏まえて，我が国の環境・経済紙合勘  

定を実用化に近づけるための実際環境費用及び帰属環境  

〔成 果〕  

（1）持続的発展のための環境と経済の統合評価手法に  

関する研究   

環境保全と経済発展を両立させることは，地球サミッ  

トにおけるリオ宣言を引用するまでもなく，地球環境政  

策の基本的目標として世界共通に認識されており，具体  

的にどのような目標を設定し，どのような方法でこの日  

標に到達するかについての検討が緊急の課題である。そ  

こで本研究では，地球環境の保全と経済発展とを統合す  

る目標について，目標設定のあり方とその目標達成の方  

策を明らかにするため，経済モデル，指標体系，勘定体  

系，環境の経済的価値の評価手法の各側面について，手  

法開発を進めてきた。以下．サブテーマ毎に成果を記す。  

1）環境経済紙合目標の設走のための経済モデルの開  

発に関する研究   

①基本モデルの開発に関する研究   

本サブテーマは，今までに開発してきた各種の経済モ  

デルに，地球環境や地域環境との相互作用を再現するモ  

ジュール及び環境保全への投資に関するモジュールを付  

加して，持続可能な発展の手段と経路を評価するための  

シミュレーションを行うことを目的とする。   

このため，次の3種類の経済モデルを基礎にして，環  

境経済統合モデルの開発を試みた。  

（A）動学的最適化モデル：スタンフォード大学で開   

発されたMERGEモデル，イエール大学で開発さ  
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れたDICEモデル，東京理科大学で開発された  

MARIAモデル，大阪大学で開発されたマテリアル  

統合モデル，東京大学で開発されたGDMEEMモ  

デル。  

（B）－一般均衡モデル：国立太平洋北西研究所   

（PNNL）で開発されたSGMモデル，パデュー大   

学で開発されたGTAPモデル。  

（C）ボトムアップ′モデル：横浜国立大学等で開発  

されたNE21モデル   

以上の改良モデルを用いて，以‾Fのシミュレーション  

分析を実施し，持続可能な発展の手段と経路に関して，  

多くの基碇的知見を得た。   

a）地球環境政策の導入のタイミングが違うことによ  

る持続的発展への影響   

b）エネルギーシステムと土地利用システムとの相互  

作用が環境に及ぼす影響   

C）地球環境対策と各種国内対策との統合政策の効果   

d）地球環境対策における国際協調政策の効果   

e）地球環境対策に要するコストの削減方策   

f）環境投資及び環境産業のマクロ経済効果   

②環太平洋地域経済モデルの開発に関する研究   

温暖化対策の導入による程済影響を分析する際に，省  

エネ技術の導入や開発に及ぼす影響を明示的に考慮する  

ことによi），長期的な経済発展と地球環境の保全のため  

の政策効果をより詳細に分析する必要がある。このた  

め，ボトムアップ・モデルのもつ技術選択の情報を，  

トップダウン・モデルに反映させるために，トップダウ  

ン・モデルとボトムアップ・モデルをリンクさせること  

が必要になる。本サブテーマは，ボトムアップ・モデル  

とトップダウン・モデルの統合のための手法開発および  

モデル化を目的としている。   

まずボトムアップモデルとしてEdmoIlds Reily  

Barns（以下では，ERBと略す。）モデルを，ボトム  

アップモデルとしてAIMを使い，これらのモデルを統  

合し，モデル化した。次いで，より詳細なリンケージモ  

デルを開発するための準備として．ボトムアップモデル  

であるSGMをより詳細に部門分割したモデルを開発し  

た0さらに，このモデルを用いて，2010年以降のCO2  

排出量を1990年水準より6％減の水準で安定化させる  

ための炭素税の導入が日本のマクロ経†剤二及ぼす影響に  

ついて分析した。このシミュレーションから得られる結  

論は，次の通りである。   

a）90年水準6％削減のために必要となる（対基準   

ケース）co2削減率は年々増加し，2010年におい  

ては22％であるが，ZO30年には55％となる。   

b）6％削減のために課すべき炭素税の水準は年々上  

昇し，2010年には34，000円／炭素トンであるが，   

2030年には229，000円／炭素トンとなる。   

C）炭素税によって，1次エネルギー消費量の減少率  

は年々上昇し，2010年においては17％であるが，  

2030年には45％となる。   

d）炭素税によって，基準ケースと比較した場合の実  

質GDPロスは年々大きくなり，2010年においては  

0．5％であるが，2030年には2．7％となる。   

e）エネルギーから非エネルギー生産要素への代替，  

および，エネルギー節約的な産業格造への転換に  

よって全CO2削減量の74～75％が削減され，すな  

わち，炭素集約度の高いエネルギーから低いエネル  

ギーヘの代替によって21～23％が削減される。実  

質GDPの減少によっては2～4％が削減される。  

（2）政策目標の設定と評価のた吟の環境資源勘定と環  

境指標の統合手法に関する研究   

本サブテーマでは，持続可能な発展の達成状況の評価  

手法として，環境相標および物量単位の環境資源勘完を  

中心にとりあげる。   

環境指標，持続可能な発展の指標および環境資源勘定  

に関して，最新の国際的な研究動向を引き続き調査し，  

持続可能な発展の計測手法に重点をおいて，主賓な手法  

の開発状況と手法間の相互関係の分類・整理を行った。  

持続可能な発展の概念自身がまだ明確ではないため，そ  

の指標にほ，多種多様な提案があるが，これらは以下の  

2つの軸から分類される。   

a）持続可能な発展の諸側面のうち，環境面，経済  

面，社会面，制度面のいずれを重視しているか。   

b）単一ないし少数の尺度への集約を陛】ろうとするも  

のか，網羅的・包括的な項目リストを提示するもの  

か。   

さまざまな手法のうち，「発展」の計測法を貨幣面・  

物質面に偏った評価から社会的・文化的も重視した評価  

に移行させつつ，持続可能性の観点から，自然環境の有  

限性を的確に表す手法を提供することが優先課題である。   

一方，本研究では，マテリアルフローに関する物的勘  

定について，米臥ドイツ，オランダとの国際共同研究  

に参画し，第一馴皆として環境から経済への資源の投入  
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という断面でマテリアルフローの総量の把握を行い，本  

年度当初にその成果を出版した。また，わが凱こつい  

て，資源の投入フローとともに，資本の蓄積，廃棄物の  

発生など，物質の産出側のフローについても把握を試  

み，従来のマテリアルバランスの推計で誤差要因となっ  

ていた廃棄物等に含まれる水分の補正を行った上で，投  

入フローと産出フローの間の収支を明らかにした。   

また，将来取り組むべきより包括的な物的勘定体系と  

して，産業連関表を環境面について拡張した3次元投入  

産出分折衷の枠組みを設計し，貨幣単位の勘定表との整  

合性ヤ，倍々の産業部門のマテリアルバランス表との整  

合性を確認した。さらに，都市単位での物量単位の環境  

資源勘定表の開発のため，福岡市を事例として，都市の  

マテリアルフロー勘定の試作および人工物ストック勘定  

の試作を行った。  

（3）環境・経済統合勘定の推計に関する研究   

本サブテーマは経済企画庁繹済研究所が担資したもの  

で，6年度までの第Ⅰ期研究をさらに発展さぜ，①推計  

精度の向上，①地球環境問題への対応，③1970年－  

1995年の長期時系列推計，④物量表の整備が行われた。  

（4）環境質の貨幣的価値を計測するための方法論の確  

立に関する研究   

本サブテーマは，平成9年度から新たに追加された。   

現実の市場が存在しない環境財に対する人々の価値を  

貨幣タームで計測する手法に仮想市場法（Contingent  

Valuation Method，以‾下▲cvMと略す）があり，米国  

を中心に用いられている。本研究は，CVMの中核であ  

る仮想的な市場の設定に際して提案されている代表的な  

回答形式の比較を行い，我が国の文化を前提とした上で  

望ましい回答形式を選び出すことを目的とした。   

本研究では第一に，国内外の文献を収集し，我が国に  

おいてCVMを適用する場合に生じる課題として，真の  

評価値からのずれであるバイアスを生じさせる要因を整  

理した。   

第二に，近年の研究において主流となっている，二段  

階二項選択法，支払いカード法，オープンエンド法の3  

種を用いた厳密な面接調査を行い，回答の容易さ，回答  

への確信の度合い，得られる評価値の分布型とその特性  

について比較を行った。この結果，これまで理論的に  

もっとも正確とされてきた二段階二項選択式に関して，  

高額の支払意志額領域において，得られた結果が母集団  

を代表しない可能性が見いだされた。   

最後に，以上の分析結果を踏まえ，耗が国でのCVM  

調査手法の改善のための提案を示した。  

〔発 表〕A95，96，C－38，a－128，129，132，136，137，  

b－188，189，191，192，C－22，23  

（2）地坪環境予測のための情報のあり方に関する研究   

環境の状況と対応策の効果を体系的に把握することが  

でき，データベースと連携した持続可能な発展のための  

情報システムを構築することを研究の目的とする。ま  

た，アジア・太平洋地域を対象として，持続可能な発展  

を評価するための指標を抽出して体系化することも研究  

の目的の一つである。さらに，情報システムや指標の開  

発を通して，指標開発に必要となるデータの所在を把握  

するとともに，今後のデータ整備のために必要な体制作  

りの躍案を行う。  

1）「持続可能な発展の概念」の明確化・体系化のた  

めの手法   

本研究では，階層構造を持つ情報システムを構築し  

た。階層構造をもつ情報システムは，「データ」と「概  

念」との関係を体系的に明確化することを目的とするも  

のであり，既往の指標開発において末検討な部分であ  

る。本研究では「概念」一「クライテリア（規準）」  

「指標」－「データ」の4段階のレベルで情報を整理  

し，これらを体系的に繋ぐ情報システムを構築した。   

なお，指標の体系化に際しては，上述の国際的な環境  

指標開発において用いられているDriving ForeerState－  

Rcsponse（D－S－R）の枠組みを用いて整理した。Driv－  

i咽Force（D）は環境の状態を変化させる環境負嵐  

Statc（S）は環境の状態，Response（R）は環境の状態  

を修復するための人間の対応策である。DはSを変化  

させ，Sの変化によりRがとられ，その結果が再びDに  

反映するという因果関係をもつ。   

2）重要な要因の抽出－3次元的切り口による「持続   

可能な発展」の概念の整理方法－   

「持続可能な発展」を具体的な人間活動や資源利用の  

レベルでみた場合，それらの概念を明確化するための要  

因はお互いに関連しあうとともに，対象とする空間  

（場）により異なると考えることができる。ここでは  

「持続可能な発展」の概念を，「人間活動」，「資源」，  

「空間（場）」を軸として3次元的に表して整理する試  

みを行った。X軸で表される「人間活動」は原点に近づ  

くほど活動の影響が希薄であることを示し，Y軸で表さ  
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れる「資源」は大まかに自然資源と人間次元の資源に分  

けられる。Z軸で表される「場」は持続可能な発展の概  

念を明確化するために重要な軸である。例えば，農村に  

おける持続可能な農業の概念・規準・指標は，必ずしも  

国家レベルの持続可能な農業の概念・規準・指標とは一  

致しない場合がある。また，アジア・太平洋地域で持続  

可能な水資源の利用が，ある国にとっては持続可能な水  

資源利用として考えられないケースもあり得る。   

3）持続可能な農業の概念と規準の検討   

持続可能な農業の概念と規準を明らかにするために，  

農業に関連する資源や機能を検討した。その結果，持続  

可能な農業の概念は，耕作可能な土地資源の量（規準  

1）を，農業に利用可能な土地として適正に管理（規準  

2）するべく，資本・人材を確保（規準3）して，農業  

活動からの環境負荷を最′ト限に押さえつつ（規準4），  

自国及び他国の食糧供給に対して貢献するもの（規準  

5）である。なお，農業は食糧供給への貢献とともに，  

農地の持つ国土・環境保全機能（規準6）が重要である  

ことも明らかになった。しかし，これらの農業からのア  

ウトプットを確保して持続可能な農業を維持するために  

は，予算など国の資源が他の産業に比べて過度に優先的  

に配分されるメカニズムもあり得るため，国の資源の適  

正な配分に関する規準を設定した（規準7）。上記の規  

準に基づいて，表1に持続可能な農業に関する規準と指  

標のまとめを示す。  

【発 表〕12，卜6  
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表1 持続可能な農業に関する基準と指標  
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2．3．10 先駆的地球環境研究  

〔担当者〕  

社会環境システム部：田村正行・清水 明・  

山形与志樹・超 文経  

下線は研究代表者を示す  

〔目 的〕植生の種組成分布やバイオマス分布など陸域  

生態系の空間構造は，地球規模での環境の状態を評価す  

る上で最も基本的なパラメータの一つである。その変化  

は，熱帯林の減少や砂漠化，生物多様性の減少など地表  

面の変動に直接的にかかわる問題においてはもちろんの  

こと，地球温暖化などのより広域的な地球規模での環境  

変動に対しても地表面での物質，エネルギー収支の変化  

を通じて大きな影響を及ぼす。このため，生態系の空間  

構・造とその変化を全地球レベルで計測，評価することが  

地球環境問題に取り組む上での最も重安な課題の一つと  

なっている。しかしながら，局所レベルから全地球レベ  

ルまでを対象として，生態系の構造を計測し，その動態  

を評価することは現時点では極めて難しく，いまだに十  

分なデータ，知見が得られていないのが実状である。本  

研究は，陸域生態系の最も基本的な構成要素である植生  

に焦点を合わせ，その三次元構造とその変動を計測する  

ための観測システムを構築することを目的とする。一本  

の樹木のレベルから全地球レベルでの植生分布までを対  

象とするため，地上調査による方法から航空機，人工衛  

星を利用したリモートセンシング手法までの多段l智観測  

手法を開発し，さらに，その動態を評価するための構造  

変動モデルを開発する。  

〔内 容〕陸域生態系の変化を把握しその地球環境にお  

ける役割を解明する上で，リモートセンシング画像デー  

タ，特に人工衛星データは強力な武器である。人工衛星  

を利用することにより広域の地表面を定期的に観測し，  

現在起こりつつある変化を実証することが可能である。  

また，地球環境を駆動する生物地球化学的プロセスをモ  

デル化する際に，衛星データを入力データあるいは検証  

データとして用いることにより，精度の高いモデル開発  

が可能になる。さらに，大陸レベルで二酸化炭素など温  

暖化ガスの収支を推定する上で，陸域生態系の分布や変  

動に関する衛星データは不可欠である。   

本研究では，種々の衛星センサを用いて植生の種類，  

分布，バイオマス，及び季節・経年変化等を計測する手  

法の開発を行う。本年度は，航空機搭載シミュレータに  

よる先端的センサデータ（超高分解能センサデータ及び  

ハイパースペクトルセンサデータ）の取得，レーザ樹高  

計の開発着手，衛星データの地形・大気補正手法の検  

札 及び衛星データの現地検証手法の開発を行った。  

〔成 果〕  

（1）人工衛星データを利用した陸域生態系の3次元構  

造の計測とその動態評価に関する研究   

本年度は，航空機搭載シミュレータによる先端的セン  

サデータ（超高分解能センサデータ及びハイパースペク  

トルセンサデータ）の取得，レーザ樹高計の開発着手，  

及び衛星データの地形・大気補正手法の検討を行った。  

1）航空機搭載シミュレータによる先端的センサデー  

タの取得  

1997年中に，超高分解能センサを搭敬した衛星  

（アーリーバード），及びハイパースペクトルセンサを  

搭載した衛星（ルイス）が打ち上げられたが，いずれも  

オペレーションに失敗した。そこで本年度は，航空機搭  

載シミュレータにより衛星センサと同等のデータを取得  

しその解析を行った。超高分解能センサデータとして  

は，航空機搭戟 DMSV（DigitalMultiSpectral  

Video）を用いて，尾瀬周辺の植生画像を地上分解能約  

1nlで取得し，解析を行った。ハイパースペクトルセ  

ンサデータとしては，航空機搭載ハイパースペクトルセ  

ンサを用し、て米国で撮影した画像を入手し，画像中の代  

表的なスペクトルパターンを抽出した。   

2）レーザー樹高計の開発   

衛星センサを使った樹高潮完と地上からの測定を媒介  

するものとして，航空機搭載型のレーザー樹高計の開発  

を開始した。本装置は，航空機からレーザーを放射し，  

植生によって反射される信号を解析することにより，樹  

高，鉛直方向のバイオマス分布等を計測するものであ  

る。本装置によって航空機の航跡に沿った線上でバイオ  

マスが測定され，さらに衛星センサデータと比較するこ  

とにより，樹高分布を面的に推定することができると考  

えられる。本年度は装置を高層の建物に設置し，基礎的  

な試験を行った。   

3）大気・地形影響の補正手法の検討   

衛星センサが受ける信号には，地上のターゲットから  

の放射に加えて，大気による散乱光や，ターゲット周辺  

の地表からの影響が含まれている。これらは地表のター  

ゲットを識別する上では外乱となる成分であり，その影  

響の度合いは大気の状態，地形及び標高により異なる。  
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多時期の衛星画像を用いる場合，データの質をそろえる  

ために，大気の影響を除去することが必要である。ま  

た，日本のように山岳地の多い場所で植生を正確に分類  

するためには，大気影響の補正に加えて，地形による影  

響の補正を行う必要がある。   

大気・地形影響の補正手法を検討するために，福島県  

の閑地区のLANDSAT／TM画像を用いて解析を行っ  

た。同一の植生群落と分類されている地点においても，  

衛星データは大きなばらつきを持つことが判明した。こ  

れらは，主に地形影響と標高の差による太陽光線散乱光  

の遠いによるものと考えられる。現在，これらの影響を  

補正するために地形効果を考慮した大気散乱モデルによ  

る解析を実施中である。  

〔発 表〕C－33，36，41－45  
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2，3．11課題検討調査研究  

（1）持続可能な都市の発展に関する予備的研究  

〔担当者〕  

地球環境研究センター：一ノ 瀬俊明  

〔目 的〕今後大きな変化を見せるであろうアジアの都  

市を対象に，それぞれの都市がたどってきた発展を各種  

の指標で分析し，「都市の進化」についてのセオリーを  

構築することを目的として，デ←夕の収集・整理を行  

う。また，持続可能性と均衡性を考慮した都市の発展パ  

ターン及びそのための援助政策のあり方の提示を試み  

る。   

課題検討調査研究としての本年度研究は2つの側面を  

有している。1つは本課題（次期）での実行を念頭に置  

く「都市の進化論」の痍築に向けた基礎資料の収集と，  

それに先立つアジアの大都市における問題点の整理であ  

る。一般に，アジアの都市における環境測定の歴史は浅  

く，長期間さかのほって定量的に解析することが不可能  

な地域が多い。そのような状況のもとで，可能な限りの  

情報を効率よく収集し，環境改善計画に活用するかは大  

きな課題である。そしてもう1つは，場所を問わずアジ  

ア（あるいは世界）の各都市に適用可能な都市の発展段  

階の定量化手法の開発である。ここではリモートセンシ  

ングから得られる情報を地理情報システム上で行政界単  

位に集計し，既存紙計資料の代替とする手法について検  

討する。  

〔内 容〕  

1）アジアの大都市における問題点の把撮と環境デー  

タセットの構築   

アジアの大都市における環境改善計画の立案に向けた  

問題点の杷墟と，「都市の進化」を記述するためのデータ  

セットの構築（項呂の検討自身も含む）のため，ジョグ  

ジャカルタ（インドネシア），ダッカ（バンクラデシュ），  

台北（台湾），昆明（中国）の4地域における現地調査  

を実施した。アジアの4地域における現地調査の結果，  

地理情報システム用の各種デジタルデータ（ジョグジャ  

カルタなど）が加工されたほか，それぞれの都市に特有  

の問題点が描き出された。   

2）世界各国の都市に適用可能な都市の発展段階の定  

量化手法の開発   

都市の発展段階を統計データの有軌こかかわらず評価  

するため，リモートセンシングを応用した2つの手法，  

①ステレオ衛星画像による都市内インフラストラクチエ  

ア苔稽状況の定量化．及び②DMSPの夜間光強度デー  

タによる都市活動の定量化，の適用可能性を検討した。  

このうち②については一定の有効性が検証された。米国  

の軍事気象衛星により得られた夜間光健在データ  

（DMSP）を用いて，経済活動の活発な地域ほど夜間の  

光強度が強いとの仮定のもとに，光強度とマクロ経済指  

標との整合性を検証した。光強度と光表面積の積を光総  

量と定義する。アジアの20カ国（国単位の集計データ）  

を対象とした解析の結果，光面積で正規化した場合は両  

者の関係は対数曲線で表現され，1千万＄／km2までは  

経済活動が活発ト÷なるにつれ明るさを増していく。こう  

した手法を用いれば統計データの有無にかかわらず，  

シームレスに経済活蘭の分布をとらえることが可能であ  

ると思われる。  

〔発 表〕Ⅰ3，i－6  

く2）地球環境リスクマネージメントのあり方に関する  

予備的研究  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：西岡秀三  

地域環境研究グループ：兜 眞徳・植弘崇嗣・森口祐一・  

松橋啓介  

社会環境システム郎：大井 紘・山形与志樹・川島康子  

水土壌圏環：境部：大坪国服  

地球環境研究センター：福渡i架  

〔目 的〕本研究課題検討調査研究は，我が国において  

は未だ馴染みの薄い「リスクマネジメント」概念を環境  

リスク対策の中に位置付け，今後の環境政策検討の場面  

に対して着眼点を提供するための研究の立ち上げを目指  

すものである。   

課題検討調査研究であるので，次年度以降の本格的研  

究立ち上げに向かって，研究課題の選定，体制作りに必  

要な以‾ドの作業を行った。  

1）地球環境リスクの国外研究動向調査   

団外の学会への出席や文献調査を通じて，欧米諸国に  

おける地球環境リスク関連研究動向を調査し，研究の進  

捗状況，研究成果および今後の研究課題の整理を行っ  

た。   

2）検討会方式による予備的事例研究   

オゾン層の破壊と地球温暖化問題に対して，問題の発  

生から対応決定プロセスまでの過程を，既存文献を基に  

地球環境リスクマネージメントの切り口で整理した。  
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2）国内検討会による研究立ち上げに関する問題点の  

整理   

国内検討会を通じて以下の論点が浮き彫りにされた。   

①地球環境リスクの総合的指標の可能性   

・リスクの指標化は可能か？   

・不確実性が大きすぎる中で貨幣的価値評価が可能  

か？   

・リスクに対する積み上げ方式評伸と専門家等によ  

るアセスメント評価の大きな格差をどのように埋  

めるか●？   

②地球環境リスク問題への有効なアプローチ手法   

・独自の方法論はあるか？むしろ科学情報の質の管  

理手法と捉えるべきではないか。   

・そもそもリスクの問題を科学で扱えるか？   

・地球環境リスクアセスメントにコスト・ベネ  

フィット分析手法等の定量的リスク評価手法が有  

効か？   

③環境保全と開発というトレード・オフの問題にリス   

クアプローチがどれだけ有効か？   

④環境リスクに対する対応策として保険の選択肢は  

あるか？   

①地球環境リスクマネージメントとその他の環境リ  

スクマネージメントの関係はどうか？   

これらの論一台この中に地球環境リスクに係わる研究課題  

が凝縮していると考えられる。  

3）国内検討会と匡1際ミニワークショップの開催   

グローバルリスク検討会を設置し，複数回の会合を通  

じて，国内の研究動乱 今後の研究方向について意見を  

集約した。同時に，欧米の環境リスクに関する第一線の  

研究者を交えた国際ミニワークショップを開催し，研究  

動向・今後の研究の方向について意見交換を行った。  

〔内 容〕  

1）地球環境リスクの国内外研究動向調査   

米国への訪問調査と文献調査の結果，欧米では地球環  

境リスクと銘打った研究はほとんど見あたらないことが  

明らかとなった。米匡では，地球環境リスクは環境リス  

ク全般の中での一一つのカテゴリーとLてとらえられてお  

り，リスク認識度は相対的に低い。その一国として，地  

球環境リスクのアセスメント手法が確立されておらず，  

費用便益が適切に見積られていないためと考えられる。  

欧州では，リスクマネージメントとしては，放射性物質  

や有害化学物質に関する問題がより重大視されている。   

－・方，我が国においては，環境リスクに対する全般的  

な取り組みは欧米に比べてかなり遅れている一方で，地  

球環境問題をリスク問題としてとらえようという意識は  

欧米より高いことがわかった。ただし，地球環境問題は  

現象，影響の範囲・程度において不確実性が非常に大き  

いため．有効なリスクアセスメント手法の模索の段階に  

とどまっている。  
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2．4 環境研究総合推進費による研究（未来環境創造型基礎研究）  

2．4．1亜熱帯城島峡の生態系保全手法の開発に  

関する基礎研究  

〔担当者〕  

生 物 圏 環境部：濾過 信・椿 宜高・野原精一・  

し，小笠原の父島・母島の現況視察と講演会を実施し，  

島喚研究の世界的動向の検討を行った。当研究所の研究  

員がハワイ大学昆虫学研究室及びビショップ博物館を訪  

問し，共同研究の合意を得た。   

先端技術として当研究プロジェクト専用に自然同位体  

分析計MAT252と遺伝的多様性解析用にDNAシーク  

エンサーを購入して調整を始めている。   

これまで縛らオナている各研究サブテーマご との研究成  

果は以下のようである。  

（1）島唄生態系における生物多様性の把握手法に関す  

る研究   

東京都建設局公園緑地部の協力を得て，これまでの小  

笠原研究の文献リストを入手した。平成3年7月環境庁  

撮影の航空写真ネガを入手し解析を開始した。   

琉球列島産の種類を含む他の日本産の種類とともに分  

子系統学的な解析を行ったところ，母系遺伝する葉緑体  

DNA情報の比較による系統樹と核DNA情報の比較に  

よる系統樹とでは4槙の系統関係が明らかに異なってい  

た。また，奄美大島産の2種でも同様の矛盾があった。  

形態的な分類と比較すると，葉緑体DNA情報の比較に  

よる系統樹がよく一致している。   

伊豆七島は，本州と比較して降水量が多く，温暖寧た  

め，生態系特性に特殊性がある。このことは，地理的に  

島惧であるが故に自然環境がそれぞれの畠喚ごとに異  

なった特異性を有していると考えられる。特に．水文特  

性は生態系の発達にあたって基本となる役割が大きい。   

冷涼で窒素負荷量の小さな麦草峠，一ノ瀬高原でほほ  

同じ同位体比を示すのに対し，気温が高く，窒素負荷量  

の多い波丘地で低い侶を示すことがわかった。   

沖縄列島の河川水の潜存有機炭素（DOC）は一部を  

除いて全体に比較的低く2ppmC以Fであった。また，  

全炭酸（TIC）は高いところで60ppmCを越えた地点  

があり，石灰岩で形成された地盤の影響であろうことが  

推測された。それに対して，小笠原の河川のDOCは大  

変高い傾向があり4ppmC以上になる場所もあった。採  

水した場所は特に人為影響の多い場所ではなく，自然の  

有機汚濁と考えられた。熱帯のグアムで採取したサンプ  

ルは沖縄と同じ程度であった。  

佐竹 潔・多田 満・上野隆平・  

矢部 徹・広木幹也・名取俊樹・  
清水英幸  

社会環境システム部：山形与志御  

地域環境研究グループ：笠井文絵・五箇公一一  

地球環境研究グループ：竹中明夫  

下線は研究代表者を示す  

〔目 的〕亜熱帯域は生物多様性がきわめて豊富であ  

り，特に島峡では島ごとの独自の生物和がみられ，固有  

桂が数多く存在していることで，桂分化を促進し，桂多  

様性を増加した重要な生態系として認識されている。し  

かしいっぼうで島惧の多様な生物は，開発，土地利用の  

変化等の人間活動による撹乱や侵入外米生物に対して無  

防備であるため，その多様性の存続が危惧されている。  

そこで，この地域の生物種，遺伝子，生態系の多様性を  

保護し，いかにして生物多様性を未来世代に引き継ぐか  

を緊急の課題として，島峡の生態系保全手法の開発に関  

する基礎研究を行う。  

〔内 容〕本研究では，先端的手法を用い，小笠原諸島  

等の亜熱帯域の島峡を対象に，地史的・地質的特性及び土  

地利用の変遷を考慮しらっ固有種を含む生物多様性の現状  

把握を行い，生物多様性の維持機構の解明を行った。さら  

に移人種が生物多様性に及ぼす影響評価と島晩生態系保全  

手法の開発に向けた基盤整備のための研究を行った。この  

地域の生物相の進化起源の一つでアジア・太平洋地域の中  

で海洋島や畠惧を有し，日本と研究交流がある米国（ハワ  

イ諸島）等と共同研究を行った。研究は以下の4サブテー  

マについて行った。（4）は総合的なまとめとなっている。  

し成 果〕研究に先立ち平成9年11月に全体会講を開  

催L，研究体制の検討を行った。12月には研究代表者  

が小笠原関係の官公庁・漁協等に研究の説明と研究協力  

の要請を行った。各研究者は各調査地の下見及び許可を  

伴わないサンプルの採取・観察を実施した。3月にはハ  

ワイより著名な生態学者Muller．Dombois氏を招へい  
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自生樹木43種のフユノロジー調査の結果とつき合わ  

せてみると，ハシブトガラスは人間が好む果実を中心に  

一年中果実を利用していることがわかった。果実の利用  

が低くなる初夏から夏にかけては大型の昆虫，セミヨ乳  

コガネムシ類を，秋にはカマキリ類の成虫と卵鞘を利用  

していた。しかしながら，真冬には果実が枯渇する端境  

期があり，ねぐらの位置が人家に近くに移動して．多く  

の個体が一日中集落内に留まるようになった。この時期  

の餌資源として，生ごみやサツマイモの干しいもなどが  

利用されているようである。  

（2）島峡の生物多様性の維持機構に関する研究   

緑藻類の遺伝学的解析の情報量を増大するために，従  

来用いられていたrbcL遺伝子1128塩基対に加えて，  

葉緑体コードatpB遺伝子1128塩基対を加えて解析す  

るための方法論の確立を群体性のボルボックス目を用い  

て実施した。そのために，atpB遺伝子のPCR法による  

増幅とそれを用いた直接塩基配列決定のプロトコールを  

確立Lた。さらに，これを実際に群体性のボルボックス  

目約30種を用いて実施してみると，従来のrbcL遺伝  

子だけの場合と比較してブートストラップ値が上昇し，  

解析の精度が増大することが明らかとなった。   

従来の研究で使用されている植生・土壌マップ（大循  

環モデル用）から内押して求めたものを用い，用意した  

データセット（1993年1月分）を用いて陸面水文課程  

モデルを実行した。父島をはじめ伊豆り」、笠原諸島で  

AMeDAS観測点のあるすべての地点での結果が出てい  

るがどの地点でもモデルは安定に走った。   

シロテツ属（小笠原固有属）の形態と生理特性を調べ  

た。オオバシロテツは特に明るい場所に生育し，光合成  

速度は著しく高かった。オオバシロテソとシロテツは林  

内の様々な光環境に生育していた。   

オオハマギキョウは小笠原固有種で絶滅危急種である  

が，東島に自然集団が見つかり，一度絶滅に瀕した地域  

個体群の回復過程の解析を始めた。発芽開始の遅延と発  

芽に光要求性が見つかり，実生の死亡の危険を下げるも  

のと解釈された。ロゼット個体のサイズ分布を調べたと  

ころ，オオハマギキョウの繁殖様式はサイズ依存的であ  

ることがわかった。   

父島におけるオオハマボウ（アオイ科の広域分布種）  

の自然集団の分布を明らかにした。陸側からの淡水が伏  

流として海岸に流れ込む立地にのみオオハマポウは純群  

落として生育していた。マングローブ林を欠く小笠原の  

特赦と考えられるが，特に八瀬川河口には学術的に貴重  

な群落で，他の′ト集団の遺伝子流動（ジーンフロー）の  

源になっている可能性が示唆された。  

（4）島供の生態系保全のためのモデリング・評価に関  

する研究   

父島におけるオガサワラノスリの現在の生息数をより  

精度高く知ることを第一の目的にした調査を行った（3  

月8”17日）。その結果，一部地域の調査がまだ不十分  

であるものの，父島には従来報告されている推定生息数  

より多い，少なくとも20番以上の個体が生息すること  

が明らかになってきた。   

鳥類の保全のためにモズとイソヒヨドリの行動圏・営  

巣場所・餌生物を調べた。営巣場所はほとんど重ならず  

モズは樹上 イソヒヨドリは岩上や人工物上に多かった。   

樹木個体群の動態モデルTINAを開発した。TINA  

はそれぞれの個体を独立の存在として扱う個体ベースモ  

デルである。各個体はサイズ，位置，樹種などのデータ  

のまとまりとして表現され，それぞれがおかれた光環  

境，現在のサイズ，および種の特性に応じて成長・繁  

殖・死亡する。光環境はまわりの個体による被陰の効果  

を逐一計算して求める。種子捕食者，送粉者との相互間  

係や外部撹乱要因も組み込まれている。   

環境が人為的に分断化されている状況の中を生物が侵  

入したとき，それが走者して存続する条件，分布域を広  

げることのできる条件，ならびに，その空間的な伝播速  

度を数理モデルを用いて求めた。   

沖縄本島で採集した帰化種，精油鼎血旭ね車種㈹と  

凡g那加めの2種は，潅水を十分に行った植物でも有  

機酸の日変化が見られ，典型的なCAM植物であること  

が明らかとなった。一方，十分に潅水した在来の5g血軌  

届4種では有機酸の顕著な日変化は見られなかったもの  

の，乾燥処理によって5β血ナ槻izo脚Var．正純吼5．  

融和囲Var，刀gわわ研血桝では夜間に酸度が高く日中低  

‾卜するCAM植物特有の酸度の日変化が見られた。  

（3）島棋における移入種の侵入・定着過程に関する研究   

移入種セイヨウオオマルハナバチと在来種エゾオオマ  

ルハナバチの種間差および種内変異をとらえる有効な遺  

伝的マーカーの開発を目的として，二種の様々なコロ  

ニーにおけるアロザイムおよびDNA（マイクロサテラ  

イト）変異の解析を行った。  

ー92 －   



2．4．2 化学物質による生物・環境負荷の総合評  

価法の開発に関する研究  

一培養神経細胞における神経突起伸展を指標と  

した化学物質の毒性評価－  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：国本 学・中杉修身  

〔期 間〕平成9－11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕本研究は，培養細胞を中心とした生物学的プ  

ロセスを利用して，生物学的指標による環境中化学物質  

の評価手法開発を目的としている。その分担課題とし  

て，培養神経細胞における神経突起伸展を指標とした化  

学物質の毒性評価法開発を試みた。  

〔内 容）株化神経細胞であるヒト神経芽細胞腫NB1  

細胞は，培養下において自発的に神縫突起を伸展するが，  

dibutyrylcAMPの共存によってその突起伸展は著し  

く促進される。この突起伸展に伴って，神経軸索に局在  

し，特に成長円錐（伸展する神経突桓の先端部分のア  

メーバ桟橋遺体）に濃縮されている細胞膜裏打ちタンパ  

ク質440kD ankyrinBの発現が克進する。そこで，神  

経細胞に特異的な機能・現象であるこの神経突起伸展並  

びに440kD ankyrinB発現を指標として，本年度は30  

種類の化学物質の専性評価を試みた。検討対象物質でも  

あり，水俣病の原因物質としても知られる神経毒，メチ  

ル水銀の暴露では，生細胞数にほとんど変化の見られな  

い濃度への暴露により，神経突起伸展が有意に抑制さ  

れ，同時に440kD ankyrinB発現畳も対照の50％以下  

に減少した。従っで，少なくともメチル水銀様の神経毒  

性を有する物質は，本法によって検出可能と考えられる  

が，同様の毒性を有する物質の存在の可能性が示唆され  

る。逆に，神経突起伸展を促進する活性の存在も明らか  

になりつつある。また，神経突起伸展状況の評価を位相  

差顕微鏡写真撮影とコンピュータ画像解析を組み合わせ  

用いて行っているが，多くの部分が依然として手作業に  

よる操作を必要としており，簡便により高度に行える自  

動化システムの開発が今後の課題である。  
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2．5 地球環境モニタリングに関する研究  

2．5．1衛星観測プロジェクト  

〔担当者〕  

地球環境研究グループニ笹野泰弘・鈴木 睦・中島英彰・  

データプロダクトは，概ね良好であると判断されたが，  

注意深い検討が重ねられ，データ処理アルゴリズムの改  

訂，分光パラメータの改訂等が施された。また，検証実  

験データとの比較検討がなされ，いくつかのデータ処理  

上の問題が明らかにされてきた。   

太陽面上での瞬時視野方向を与えるサンユッジセン  

サーの光学特性が当初，計画されたものと異なっていた  

ことによる，接線高度決めの不確定性の問題があった。  

また，可視分光器の装置関数を，機器温度への依存性を  

考慮して最適化する必要があるということが判明した。  

さらに，赤外分光器の信号から導出される疑似透過率  

に；高度に依存するバイアスが重畳しているらしいこと  

が明らかにされた。これらの問題に対する対処を中心  

に，データ処理アルゴリズムの検討が行われた。   

同時に，1LASデータの科学的な研究への適用性を評  

価する観点から，予備的なデータ利用研究を試みた。  

（2）RISプロジェクト   

RISプロジェクトは，ADEOS衛星に搭載されたレー  

ザーリフレクターRISを用いた地上衛星間のレーザー  

長光路吸収法により，大気中の微量成分の測定を目的と  

するものであった。RISを用いる測定は，概念の段階か  

ら地球環境研究総合推進費により研究を行い，これに基  

づいて搭載機器，地上システムの開発が実施された。観  

測に関する研究についても地球環境研究総合推進費課題  

のなかで実施された。ADEOS衛星の運用停止という予  

想されない事態によって，大気の観測を十分に行うこと  

はできなかった。しかし，オゾンのスペクトル測定に成  

功し，RISを用いた計測手法を実証し，評価を行うこと  

ができた。ADEOS連用停止後は，地上リフレクターを  

利用しRJS観測を補完するための実験を行った。  

（3）lLAS－Ⅲプロジェクト  

ILAS－Ⅱ機器の開発・試験に対する研究面，データ処  

理面からの支援を行うとともに，データ処理アルゴリズ  

ムにかかる研究と，運用システム開発への支援を行っ  

た。データ処理運用計算機システムの検討を行い，一次  

導入分の整備を行った。   

宇宙開発事業団とのインターフェース調整を継続的に  

行い，また，データ利用研究課題公募に関する準備作業  

を行った。  

中根英昭  

大 気 圏 環境部：杉本伸夫・松井】・郎・古閑信彦  

地球環境研究センター：横田達也・神沢 博  

客員研究員 ユ2名  

下線は研究代表者を示す  

〔目 的〕環境庁はオゾン層の監視，調査研究の推進を  

目的として人工衛星を利用した観測を行うこととし，改  

良型大気周縁赤外分光計ILAS（Improve亘LimbAt  

mospheric Spectrometer），地上衛星間レーザー長光  

路吸収用レトロリフレクターRIS（Retroreflectorln  

Space）を開発し，宇雷開発事業臣1が1996年8月に打  

ち上げた，地球観測プラットフォーム技術衛星  

（ADEOS：Advanced Earth Obscrving Sate11ite）  

に搭載した。ADEOS衛星の事故により，ユ997年6月  

末に運用が停止されるまでの8カ月間，lLAS，RISを  

用いた測定が行われた。さらに，1999年に打ち上げが  

予定されている環境観測技術衛星（A上）EOS－Ⅱ）に搭  

載する，ILASⅢの開発が，環境庁により進められてい  

る。   

当プロジェクトではこれに対して，（1）搭載機器開  

発にかかる科学面での支援，（Z）データ処理運用のた  

めの地上システムの開発とその運用を担当している。後  

者は，アルゴリズム研究開発，データ処理運用システム  

の設計，データ利用研究計画立案等が含まれている。さ  

らに，衛星データの取得後は，データ質の評価，検証解  

析，アルゴリズム改訂のための検討を行いつつ，データ  

を用いたオゾン層監視，オゾン層変動メカニズムの研究  

等を行ってきた。衛星観測研究チーム，高層大気研究  

室，地球環境研究センター（衛星担当研究管理官）が中  

心となって，当プロジェクト（【LASプロジェクト，  

RISプロジェクト，1LAS－Ⅱプロジェクト）を推進して  

いる。  

〔内 容〕（1）lI．ASプロジェクトADEOSの運用期  

間中になされたILAS測定は，合計で6700回以上に  

上った。これらのデータについては，lLAS・RIS衛星  

データ処理連用システムで定常的な処理が行われた。  
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〔成 果〕  

（1）lLAS  

＜データの前処理に関する研究＞   

第一に，日の入り観測の場合の処理に必要なデータの  

有効部分の切り出し方法として，従来は観測開始より一  

定時刻経過後から太陽直達観測データを切り出していた  

が，データの状況に合わせてデータの切り出し開始時刻  

を設定する方法を開発し，その手法に切り替えた。これ  

により，太陽直達光の平均値処理が安定し，処理のでき  

ないイベントを減らすことが可能となった。   

第二に，センサーの太陽追尾状況を調査し，太陽捕掟  

の逸脱現象や，震動的な追尾状況などの観測データヘの  

影響について調査を行った。さらに，可視チャンネルと  

赤外チャンネルの視野のずれについても調査を進め，こ  

れらの成果をデー・夕処理アルゴリズムに反映した。   

第三に，客観測データの観測高度（接線高度）の決定  

手法として，可視チャンネルデータの酸素分子の数密度  

の情報を利用する方法と．衛星位置と観測時刻との関係  

から，幾何学的な光路屈折計算によって求める方法とを  

比較し，それぞれについて改良を行った。前者について  

は，処理に使用する酸素分子の吸収線を変更して比較検  

討を行い，装置関数を再決定して，その影響評価を行っ  

た。後者については，太陽輪郭センサーデータからの太  

陽光球上端の検出方法と，観測視野位置の影響について  

検討を行った。  

＜可視チャンネルデータの処理に関する研究＞   

可視チャンネルからの気温・気圧推定処理について  

は，観測位置高度の決定の不確定性，酸素分子の吸収パ  

ラメータの不確定性，装置間数の推定誤差などの影響に  

ついて研究を行った。特に装置の程時的な温度変化と，  

導出された気温・気圧の誤差（英国気象庁による参照値  

との差）との間に強い相関があり，可視チャンネルの装  

置関数が経時的に変化していることが判明した。今後  

は，装置関数の問題も含め，総合的に気温・気圧推定処  

理改善のための研究を行う予定である。  

＜赤外チャンネルデータの処理に関する研究＞   

赤外チャンネルのデータ処理アルゴリズムにおいて，  

エアロゾルの微量気体成分導出への影響を除くために，  

各種の処理手法を研究した。その一つは，赤外域の気体  

による吸収の少ない窓チャンネルのデータを用いてエア  

ロゾルの赤外スペクトルヘの影響量を推定し，気体成分  

の導出を行う手法である。この手法は，通常の成層圏  

バックグラウンドエアロゾルが存在する場合には比較的  

良好な結果が得られたため，検証実験データが存在する  

日時を中心に，テストバージョンVersion，3．10とし  

て，ILASのデータ処理を行った。また，別の推定手法  

として，エアロゾルパラメータと微量気体とを同時に算  

出する方法の研究を行った。低高度では，Il．ASの観測  

データに気体の吸収に起因するものではないバイアス的  

な減衰が見られる場合があることが確認された。この手  

法に「謁する研究を今後も継続し．より信頼性の高い結果  

を導出する予完である。  

＜装置間数の再決定＞  

ⅠⅠ．ASは，気温・気圧を決定するための可視分光岩鼻，  

及び大気微量成分を測定するアレー型分光計を持つ。両  

者の分光分解能は大気吸収の線幅より広いため，分光器  

の装置関数の形状・中心波長を精度良く決定することが  

必要である。太陽掩蔽法でのデータ処理では，接線高  

度・気圧あるいは吸収根強度の誤差は，系統的なオフ  

セットエラーを引き起こす，また信号雑音はランダム誤  

差を引き起こす。これに対し装置関数の誤差は，リトー  

リーバルにおける収束性の低下をもたらし，ランダム及  

び系統的な誤差を引き起こす。装置関数決定に要求され  

る精度は，中心波長位置に換算して，赤外及び可視とも  

に分光分解能の1／20の精密さであると評価されている。   

これまでの評価からILAS赤外分光器について打ち上  

げ前に決定した装置関数は軌道上で変化せず，そのまま  

使用できることが判明した。一方，可視装置関数は軌道  

上での温度の綻時変化に対応する波長ドリフトが見ら  

れ，分光計の波長決めを各月ごとに再度行う必要がある  

ことが判明した。衛星速度と地球回転を考慮する大気吸  

収線と，衛星速度のみによるフラウンホーフ7一線の  

ドップラーシフトを考慮して，分光分解能の1／50の精  

密さで装置関数の決定を行った。十分にチューニングさ  

れた装置関数は，比較的合理的な気温気圧リトリーパル  

結果を与えたが，さらに装置関数の改善が必要とされて  

いる。   

また，ILAS－Ⅲ用の各種分光器についても装置関数の  

決定に着手した。C10NO2測定用の高分光分解能  

Eche11e回折格子分光器の装置関数決定について，半導  

体レーザー光源を積分球でインコヒーレント化する手法  

の開発に初めて成功し，高精度で波長位置を決定するこ  

とに成功した。  
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＜ルAS検証解析＞   

前年度までに実施された，比AS観測に同期した検証  

実験のデータを収集し，データベース化を図るととも  

に，ILASデータとの比較検討，検証解析を行った。比  

較結果は概ね良好であり，重大な問題は発見されていな  

い。詳細な解析によれば，個々の測定パラメータによっ  

て，システマテイツクなずれが見いだされており，接線  

高度決めの不確定性の問題，エアロゾル・権威層圏雲等  

による連続吸収スペクトルの評価の問題，その他の極微  

少量気体の影響等々に起因していると考えられる。   

特に葦線高度決めについては，瞬時視野の方向を測定  

するサンエッジセンサーの光学特性が当初の設計と異な  

ることが判明したことから，その再評価がなされるまで  

の間，代替法を採用した。これは，気温・気圧の気象  

データを用いて，期待される酸素分子による光の吸収量  

を計算で求め，これをILASの可視分光計による実測値  

と比較するものである。これにおいても，可視分光計の  

装置関数について，機器温度依存性を正確に考慮するこ  

との必要性が判明している。   

エアロゾル・極成層圏雲等による連続吸収スペクトル  

の評価については，赤外分光計のエアロゾル窓チャンネ  

ルデータの利用によるVersion3．10方式が，現在，採  

用されている。窓チャンネルで求めた消散係数値を直線  

補間して，その他のチャンネルの消散係数を推定するも  

ので，気体濃度分布の初期値に多少依存するものの，検  

証解析結果としては，オゾン，硝酸，水蒸気等では，概  

ね良好である。赤外分光計の両端のチャンネルに吸収を  

持つ，CFCユ乙 二酸化窒素についてほ，エアロゾル・極  

成層圏雲等による連続吸収の補正に改良が必冥である。  

くルASデータ利用＞  

ILASデータは，未だ検証は完了していないが概ね良  

好であることが判明しており，データの利用可能性を見  

極めていくため，予備的な解析を開始した。これは同時  

に，科学的な合理性の観点からの検証と見ることもでき  

る。   

メタン，一酸化二窒素（亜酸化窒素）等のように対流  

圏に起源を持つ低反応性の気体は，成層圏では高度とと  

もに減少する分布を持つ。極渦中では，冬から春にかけ  

ての時期は，成層圏大気は沈降することが知られてお  

り，これらの分布形の時間的変化から，下降流の速度を  

見積もることができた。   

オゾンと一酸化二窒素，メタンと飢酸化二窒素等との  

間には，一般に高い相関があることが，これまでの航空  

機観測等から知られている。JLASから得られるこれら  

の濃度分布について，同様の相関解析が行われた。   

図1（a），（b）は，Version．3．10アルゴリズムに  

よって導出されたオゾン（03），硝酸（HNO3），亜酸  

化窒素（N20）の高度分布の，極渦（南極オゾンホー  

ル）の内（a）外（b）の比較例である。ILASは，こ  

のように多種の微量気体の高度分布を同時に，また極渦  

の内外を頻繁に測定することにより，オゾン層変動機構  

の解明に必要なデータを提供できるという特徴を有して  

いる。  

（2）RIS   

RISで得られた主な成果は，RISを用いた分光計測手  

法などレーザー長光路吸収に基づく計測手法及びシステ  

ムの技術の評価に関する成果である。非常に残念である  

が，ADEOS運用停止のため，大気微量分子の濃度分  

やその変動などに関して十分なデータが得られていな  

い。以下に，RISを用いて実施した観測実験の結果と評  

価結果について述べる。  

く剛Sからの受信信号強度の評価＞   

可視光のRTSからの反射強度の評価は，追尾用の  

レーザー（波長532nm）を用し＼て行った。追尾望遠鏡  

の口径ZOcmのガイド鏡に取り付けたイメージインテン  

シフ7イアー付きCCDカメラ（ICCDカメラ）を用い  

て反射光の像を撮影し，等級のわかっている恒星の明る  

さと比較することによって絶対値を求めた。RISからの  

可視レーザーの反射光は，追尾に通常用いた送信条件の  

時，星の明るさで2－3等級に相当した。一方，測定結  

果を，打ち上げ前の別Sの反射波面の実測データに基  

づく反射光強度のシミュレーション結果と比較した。測  

定値は大気の透過率の変化や追尾の誤差のために変動が  

見られたが．全般に反射率の大きさとその変化は理論と  

良く一致した。   

一方，赤外レーザー光の強度は，炭酸ガスレーザーの  

反射信号をタワーに設置した小型のレトロリフレクター  

の信号と比較することによって評価した。タワーからの  

反射では減衰フィルターを用い，その減衰率を換算して  

RISの反射光強度を見積もった。この結果，ファクター  

1．5程度で両者は一致した。  

＜RISを用いたスペクトル謝定＞   

炭酸ガスレーザーを2台用いて，地上衛星間レーザー   
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回1（a）ILASで測定された南極榛瀾内のオゾン（03），硝酸（HNO3），亜酸化窒素（N2），の高度分布  
（Version3．10データ）。横軸は冬気体の混合比，縦軸は高度を表している。  

（b）（a）と同じ。但し，南極極渦の外。  

長光路吸収法によるスペクトル測定を行った。送信した  

2つのパルス波形と受信したRISからのそれぞれ反射光  

のパルスの4つのパルス波形をショットごとに記録した。  

1回の測定は200秒で，10♪00点のデータを記録した。  

2台のレーザーをそれぞれ12co2の9P（24）と13co2  

の10R（24）に同調して，衛星の進行に伴う反射光の  

ドップラーシフトを利用してオゾンの吸収スペクトルを  

測定した。このスペクトルからオゾンのカラム量を導出  

した。導出されたカラム量は，8．6×1018／cm2。ここ  

で，同じスペクトル領域に含まれる炭酸ガス等の濃度に  

ついてはUSスタンダpドの分布を仮定し，HITRAN  

データベースの吸収線パラメータを仮定した。   

RISによる測定を検証するため東北大学理学部のレー  

ザーヘテロダイン分光計によるオゾンの同時測定を行っ  

た結栄，オゾンのカラム量は8．3×101りcnlZでRISに  

よって求めたものとほほ一致した。また，同日のADEOS  

搭載TOMSによるオゾンのカラム量はg．629×1018／cm2  

で，これとも良く一致した。  

＜測定誤差の評価＞   

RISを用いて測定したスペクトルの誤差が当初の予想  

よりも大きい問題があったため．，この原因を明らかにす  

るための解析を行った。雑音には，検出器雑音のように  

イ言号強度に依存しないものと，ビームパタンに起因する  

雑音のように信号強度に比例するものなどがある。－RTS  

の場合は後者が主要な雑音であることがわかった。さら  

に，主な原因は2台の炭酸ガスレーザーのビームパタン  

のわずかな遠いであることが明らかになった。これを解  

決するために，2杖のレンズとピンホールから構成され  

る空間フィルターを送信光学系に追加することによって  

ビームバタンを改善した。これによって，信号強度の比  

のSN比が1ショットの測定について約10まで向上で  

きることを試験観測によって確認した。   

また，反射光強度の時系列データのスペクトル解析の  

結果，1ヘルツ程度の追尾誤差による変動が明らかにさ   
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た。軌道計算は宇宙開発車莱団のつくば中央追跡管制セ  

ンターが研究として実施した。この結果，従来の電波に  

よる測距による軌道予報より約1桁高い予報精度が得ら  

れた。また，NASAにより2波長レーザー測距の実験  

が行われ，355nmと532nmのZ波長で良好な反射波形  

が得られた。実験期間が短くレーザー測距のための大気  

モデルの改良への利用は困経であると思われるが，単¶  

素子であるRfSの利点が実証された。  

〔発 表〕A16～27．33”37，F－10～19，ト12ル15，a－32  

”49，59，60，64，65，73．74，77，ト33～40，46，49，51，57，  

ト川－12，14－22，24，39－46   

れ，追尾系の改良を行った。また，大気揺らぎの効果な  

ど，レーザー光の伝送特性について地上衛星間の光路と  

地上の光路で，追尾誤差の他は大きな違いがないことが  

示された。一方，オゾンのスペクトルデータからオゾン  

の高度分布を求める検討を行い，信号強度に比例する雑  

音が主な雑音成分である場合にはSNが10程度でも可  

能性があることが示された。  

＜その他の成果＞   

RISプロジェクトでは，ADEOSを正確に初期補足す  

るため，世界の約15のレーザー測距局の協力を得て，  

レーザー測距によるADEOSの軌道予報の改良を行っ  
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2．5．2 地坪環境モニタリング  

〔担当者〕  

地球環境研究グループ：野尻幸宏5，6，7，9，15・  

向井人史5，6，7・  

町田敏暢5．6，7，8・  

中根英昭1，2，3，4・  

秋吉英治Z・原島 省7牒・  

・印刀正行9  

地域環境研究グループ：森田昌敏10，望・木幡邦男9・  

中村泰男9・松嘉一夫15・  

今井章雄15・白石寛明14・  

堀口敏宏10，12・矢木修身15・  

高相典子15・植弘崇嗣7，12  

社会環境システム部こ乙間末廣11・匡i村正行11・  

清水 明1ト山形与志樹11  

化 学 環 境 部：横内陽子5・伊藤裕腑14・  

曽永 淳10・柴田康行ユ0，lZ・  

田中 敦14・米田 諌10・  

河合崇欣14  

大気圏環境部：駕田仲明5・井上 元5，6，旦・  

鵜野伊津志5・酒巻史郎5・  

杉本伸夫1，3・松井－・郎3・  

碍山 力5・内山政弘5・  

速嶋康徳5，8・高橋善幸5，8  

水土壌圏環境部：井上隆信15・稲葉一穂15  

地球環境研究センター：中島興基13  

（事務局）  藤沼康実4・遠藤 浩・安西大成  

地球環境モニタリング検討会委眉 63名  

事業委託，業務請負組織・機関  21団体  

暮 人名の後の致情は表1qlの事業番号を示し，‾ド練は各事業の   

尖施代表者を示す。  

〔目 的〕地球環境研究センターでは，所内研究者の参  

画や国内外の楼閣と協力を得て，地球環境研究や行政施  

策に資する基礎的なデ）夕を取得することを削勺に，地  

球環境変動やその影響などを継続して監視・観測する  

「地球環境モニタリング」を実施している。これらのモニ  

タリング事業は，これまでの地球環境研究によって開  

発・確立された手法に基づいて実施するもの，地球環境  

研究に不可欠な観測データを提供するもの，あるいは，  

国際的な取り組みのもとで観測に参画・支援するものな  

どがあり，′削こ地球環境研究と相互補完する視点に立っ  

て，推進している。  

〔内 容〕各モニタリング事業においては，それらを成  

層圏オゾンに係るモニタリング，対流圏の温室効果ガス  

に係るモニタリング，海洋環境に係るモニタリング，陸  

域生態系に係るモニタ1）ング，GEMS／Water支援事業  

の5つの分野に分け，各分野ごとに表1及び図1に示す  

内容で所内研究者が中核となって事業を推進している。   

なお，事業の詳紺については「4．4 地球環境モニタ  

リング業務」を，また，衛星「ADEOS」に関する事業  

は，「2．5．1衛星観測プロジェクト」を参照されたい。  

〔成 果）  

く成層圏オゾン層に係るモニタリング＞   

①オゾンレーザーレーダーによる成層圏オゾン層モニ  

タリング  

1988年から，つくば（研究所）でオゾンレーザーレー  

ダーを用いて高度10－40kmの低中高度成層圏オゾン  

の鉛直分布の観測を続けており，成層圏の国際観測網で  

あるNDSC（成層圏変動探査ネットワーク）に加盟し，  

東アジア地域における観測拠点として国際的安務を果た  

している。  

1997年酎ニtま，つくば上空で抵抗して観測するとと  

もに，長期観測体制の構築を進めた。   

②ミリ波放射計による成層圏オゾン層モニタリング   

ミリ波放射計は，回転励起状態のオゾン分子から放射  

されるミリ波（l10Gtiz）を超高感度に検出して，高度  

ごとのオゾン畳を算出するもので，1995年からつくば  

（研究所）で，高高度（35～75km）のオゾン鉛直分布  

を，天候に左右されずに5分間隔で自動観測を継推して  

いる。  

1997年度には，データ解析手法の高度化とともに，  

低高度までの観測に対応したシステムの広帯域化を進め  

た。   

また，オゾンレーザーレーダーによる低中高度域の観  

測とミリ波放射計による高高度城の観測を統合すること  

が可能となり，掛則できる高度をほぼ成層圏全域に広げ  

ることができた（図2）。  

（訓ヒ域成層圏総合モニタリング   

日本における成層圏オゾン層破壊が最も進行しやすい  

と考えられる北海道でのオゾン層を総合的に観測するた  

捌こ，名古屋大学太陽地球環境研究所と共同で，北海道  

陸別町の町立天体観測施設の一室を借り受け，モニタリ  

ング体制の構築を進めでいる。  
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表l平成9年度地球環境研究センターが推進する地球環境モニタリング事業等一覧  

分 野  事  業  名  等   事  業  概  要   開始年月   
1．オゾンレーザレーダーによる成層圏  所内に設置したオゾンレーザ・レ一夕㌧を用いて高度10－40血の成層圏オゾンの鉛直  1g88．9一  

分布を毅乱するまた、成層圏の国際観測網（NDSC）に加盟し．観測結果を報告する・  成         かノ、層モ‾タリング  
2 ミリ波放射計による成層凋オノ／眉  所内に設置したミ       いて m      月  

を高頻倭に鋭測し．オゾンレザーレタノの鋭汎を榊完する・   t】895．川引払  層  モニタリング  
3．北竣成層圏モニタリング   オゾン宿破壊の駁著な影響を受けるおそれのあるわが国北城における成層圏オゾ  1996‾   

輩   ン層の総合的モータリングを名古屋大学太陽地球環境研究所と共同で実施する・  
4．有害紫外線モニタリング   オゾノ眉破射し伴つ大都市地 での  

閑でプリューワ型分光光度計とUV－B計で地上紫外線到達立を観測する・   

5．地上ステーションモニタ1」ング  地上観測施設により温室効果ガスのべ′スライン濃度を高精度に自動観測する・   
▲地球環境モニタリングステーション一波照聞  ・沖縄頻八重山措島波照間為に設置；太平洋気団の観汎（1992・5竣工）  1993．10‾  

1995 9、  対                l    気団の観測（19946竣工）  
6 定期船舶を利用した南北太平洋上大  呂～豪間の定期船灘（大阪商船三井船舶）を利用して、太平洋上大気の温室効果ガ  1992．3一   

スの南北間半球の浪度分布を3・の間隔で定期的に自動採取し・測定する・   流  ‾ダリ、グ    1995 
．3一   7．定期船舶を利用した北太平洋域大気  呂～加間の定期船灘（ノルウェー船籍）を 用して、   

圏  ー海洋間ガス交換収支モニタリング  
8．シベリア上空における温室効果ガス   
に係る航空漁モニタリング   ルスク）において、対流圏中の温室効果ガスのフラツクス・分布を定期観測する・   

梅  9．定期船舶を利用した東アジア海域海  定期船舶を利用して、人為影響が顕著な大陸棚海域の海洋環境因子の広域分布を  1g94．l－   

洋  渾環境モニタリング  定期抑こ高頻度に自動観測する．・大阪～那軒別府（関西汽船） ▼▼▼▼▼▼▼▼－－－－－【【－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一－一一－－一一－－－－－－－一一－－－－－－一一一‾、－－－－－－－‾             染状’を把   
莫  10．イカを給援生物とした海洋環境モニ  世界的に分布するイカを指塵生物として滴洋中の有畜化学物質の汚 況  

境  夕1」ング   起することを目的として．その可能性を換射する・   
陸生  ‖．リモートセンシングによるアジア地  NOAA／AYHRR画像データを集成し．東南アジア地域全体の解放度1kmの雲なしモザイ  1993－   
域態  ク画像を合成し、それらの画像をもとに相生指数分布図を作成する▼   
系   

匠  GEMS／恥1erにおける東アジア・太平洋域の中核として、事業を支援する・  
のため標準試料を作成・配布し評価する   1993h  阪支  

国内のトレンドステーションを取りまとめ、測定データを管理する・   1994－  
協援   

業   陸水韓墳のトレンドステーションとして虎ケ浦で水質を観測する・  力事  
※衛星観測プロジェクトを除く．  

A旺OS衛星搭∬  
M叩ぽデータ超晋運用  

∈…竺＝⊃  
シベリア」：空における題卓効男ガスに  虜石■ステーション  

（眉旦効虞ガス轡ノ  ．こミ、   
衛星による  

相生モニタソニ  

綴る航空＃モニタリング  
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図1地球環境モニタリングの概要  
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1997年度には，10月に同町立天体観測施設の一室を  

「陸別成層圏総合観測室」として開所し，観測設備の整備  

を始めるとともに，試験観測へ向けて体制を整備した。   

④有害紫外線モニタリング   

成層圏オゾンの減少により地上到達量の増加が懸念さ  

れている有害紫外線（UV－B：290～315nm）につい  

て，人間活動の活発な都市域における増加を監視するた  

めに，1993年から東京・霞ヶ関においてプリューワ型  

分光計を用いて，UV－Bの波長別強度を継続して観測し  

ている。  

1997年度には，観測データと大気汚染との関連を解  

析し，短波長域の紫外線の到達量が大気汚染物質の光化  

学オキシダントの存在に影響を受けることがわかった。  

図3に波照間で観測された二酸化炭素濃度の経時変化  

を示すが，植物の炭素固定能力の季節的変化の影響を受  

けながらも，確実に増加していることがわかる。   

⑥定期船舶を利用した南北太平洋上大気モニタリング   

固定観測局の無い海域で温室効果ガスなどの挙動を定  

期的・継続的に観測するために，定期航行する民間船舶  

の協力を得たモニタリングを現在2航路で推進してい  

る。その一つは，日本”オーストラリア東海岸間を航行  

するコンテナ貨物船（さぎんくろす丸；（槻大阪商船三井  

船舶，年間8往復）に大気の自動採取業置を設置し，歯  

大平洋上の温室均果ガス（二酸化炭素・メタン・一酸化  

二窒素）を約3度の緯度間隔で採取分析している。  

1997年度においても，南北両半球の濃度の空間分  

和・時系列変化を継続して観測した。   

また，後述する日本一カナダ西海岸間を航行する民間  

船舶でも同様に約60km間隔で大気試料を採取してお  

り，この2隻の観測により，西太平洋海域の南緯20度  

一北緯50度間の温室効果ガスの挙動の解析体制が構築  

できた。   

∈）定期船舶を利用した北太平洋域大気海洋間ガス交換  

収箋ニモニタリング   

前述の日本”カナダ西海岸間を航行する民間船舶（ス  

カグラン号；ノルウェー船籍，年間8往復）には，カナ  

ダ海洋研究所の協力を得て，海水自動採取分析装置・コ  

ンテナ実験室などを設置し，2名の観測要員を乗船さ  

せ，北太平洋海域で大気と海水中の二酸化炭素濃度・海  

水の水質を自動観測している。この観測により，生物活  

性の高い北太平洋海域の全球的な炭素循環における定量  

的な評価に資することとしている。   

ユ997年度には，継続して観測を進めるとともに，過  

去3年間の観測結果の解析を進め，同海域の二酸化炭素  

の収支特性について解析した。   

⑧シベリア上空における温室効果ガスに係る航空機モ  

ニタリング   

全球的な炭素循環において，シベリア地域の森林・凍  

土の寄与の重要性が問われている。   

本事業では，1992～1994年に実施したシベリア上空  

の温室効果ガスの水平分布観測を踏まえて，1995年度  

から観測用航空機を借り上げて，高度別ト7000m）に大  

気を定期採取し，温室効果ガスの鉛直分布の観測を開始  

した。  

1997年度には，ヤクーツク，トムスク，ノポシビル  
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図2 成層圏全領域におけるオゾン濃度の高度分布  

（オゾンレーザーレ【ダーとミリ波放射計による  

観測を整合した）   

＜対流圏の温室効果ガスに係るモニタリング＞  

（む地上ステーションモニタリング   

人為的な発生源の影響が少ないベースラインレベル濃  

度の温室効果ガスを長期観測することを目的として，沖  

縄県八重山諸島波照間島と北海道根室半島落石岬に大気  

微量成分の観測局を設置し，それぞれ」993年秋，1995  

年秋から観測を継続している。   

現在，両観測局では，二酸化炭素・メタンなどの温室  

効果ガスのほか，オゾン・粒子状物質・ラドン・気象因  

子などを継続して観測している。  

1997年直には，両観測局ともに観潮システム全般を  

長期観測に向け再構築するとともに，観測データ及びシ  

ステムの運転監視情報を当センター（つくば）で遠隔管  

理するデータ収録管理システムを整備した。また，薄石  

岬では硫黄酸化物の試験観測を開始した。  
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スクの3地点での鉛直分布を毎月定期観測するととも  

に，大気試料の安定同位体の分析体制を整備した。   

く陸域生態系に係るモニタリング＞   

⑪リモートセンシングによるアジア地域の植生指数分  

布モニタリング   

東南アジア地域の植生・土地被覆状況の変化を把捉す  

るため，人工衛星画像データ（NOAA／AVHRRデー  

タ）を用いて，当該地域の合蚊モザイク画像と植生指数  

分布図を作成している。  

1997年度には，1996年冬季データを作成・解析する  

とともに，所内の受信施設を利用した東アジア全域を対  

象とした観測体制を整備した。  
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図3 波照間ステーションにおける二酸化炭素濃度の時  

系列変化   

＜海洋環境に係るモニタリンク＞   

⑨定期船舶を利用した東アジア海域海洋環境モニタリ  

ング   

前述の船舶を利用した温室効果ガスモニタリングと同  

様に，民間船舶の協力を得て，人間活動の影響が顕在化  

縁辺海域を対象として，海洋の水質モニタリングを実施  

している。大阪～沖縄間・大阪一別府閏を航行するフェ  

リー（関西汽船（槻）に海水自動計測装置・自動採水装置を  

設置し，海洋汚濁の生物・化学的指標を観測している。   

ユ997年度には，大阪～沖縄・別府航路において高頻  

度の観測を継続した。なれ 別府航路については船舶老  

朽化により新造船への更新を行うとともに，沖縄航路に  

ついては本年度で廃止となるため，東アジア海域航路で  

の観測の可能性について検討した。   

⑲イカを指標生物とした海洋環境モニタリング   

有害化学物質の海洋生態系への影響が危惧されている  

が，海洋中の有害化学物質はその濃度が定量限界以下で  

あることから，汚染の実態はほとんど把握されていな  

い。   

有害化学物質の全球的な海洋汚染の状況を把握するこ  

とを目的に，広範囲な海域に生息するイカを指標生物と  

して，生物体中に高倍率に濃縮された有害化学物質を分  

析し，汚染状況を把握することとした。   

1997年度には，前年度のFSで得られた結果を踏まえ  

て，広範囲な海域からイカ試料を収集し，微量有機化合  

物の高度分析を継続した。  

（2）国際協力・支援事業  

＜GEMS／Water支援事業＞   

UNEPとWHOが協力して，1977年からGEMS（地  

球環境監視システム）のFに，陸水の汚染などの監視情  

報を収集・統合化するプロジェクト（GE～lS／Water）  

が推進されており，地球環境研究センターは，東アジ  

ア・太平洋域の中核として串業を支援・参画している。   

⑫リファレンス ラボラトリー  

1993年度より分析精度管理のための標準試料作成及  

び内外関係横閑への配布などを行う「リファレンス・ラ  

ボラトリー（参照研究室）」業務を実施している。  

1細7年度には，有機化学物質の標準試料を作成する  

ともに，国内の観測機関における水質測定の精度管理の  

ために，各機関に標準試料を配布し，分析結果を評価し  

た。   

⑬ナショナルセンター  

1994年度より，我が国の地方公共団体などの沖＝lト  

湖沼における観測点（21地点）のデータの取りまと  

め，及びGEMS本部との連絡・調整を行う「ナショナ  

ル・センター」業務を担当している。   

⑲摩周湖ベースラインモニタリング  

1994年度より，人為的汚染の影響の少ない北海道摩  

周湖を陸水のベースライン観測点として位置づけ，北見  

工業大学の協力を得て定期観測を年1回実施している。  

1997年度には，8月に採水調査を行った。その結  

果，摩周湖の透明度は近年は20－30m前後で推移し  

（囲4），汚濁の進行は認められなかった。   

⑮霞ヶ浦トレンドステーションモニタリング   

従来，特別研究・特別経常研究の一環として実施して  

きた，霞ケ浦全域調査を，」996年度より，GEれ4SノW加er  

トレンドステーションとして継続することとし，霞ケ浦   
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10地点で月1回の頻度で採水・調査を行っている。  

1997年度には，過去20年間の霞ヶ浦調査結果を取り  

まとめ，データベース化する作業に着手した。  

1910   ■ZO  ■30  70  t80   ■90   ZOOO  

観   測   年  

図4 摩周湖の透明度の変化   
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2．6 特別研究  

2．6．1ディーゼル排気による慢性呼吸器疾患発  

症機序の解明とリスク評価に関する研究  

（最終年度）  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・兜 真徳・嵯峨井勝・  

過敏性の克進等の病態がディーゼル排気（DE）吸入に  

より発現するかどうかを実験的に明らかにすることを目  

的とした。さらに，ディーゼル排気（DE）がそれら病  

態を引き起こすメカニズムを明らかにすると同時に，各  

病態がどの程度の濃度で起こるかという量一反応関係を  

調べ，ヒトの健康に及ぼすリスク評価の基礎資料を得る  

ことに努めた。   

前年度は，マウスにディーゼル排気（DE）を吸入下  

でアレルゲン（OA）ミストを吸わせ，気道粘膜への好  

酸球浸潤を伴う慢性気道炎症，気道上皮での粘液産生細  

胞の増生ならびに気道過敏性の克進等のぜん息様病態の  

発現が観察された。しかし，この影響の程度はまだ極め  

て緩慢であった。   

そこで，本年度はDEの暴露期間を8カ月間と長く  

し，かつDEPの濃度を0．3mg／m3，1mg／m3および  

3mg／m3の3濃度に増やした実験を行った。   

ディーゼル排気のみを吸入させOAミストを吸入させ  

ない群では1mg／m3の濃度群以上で，気道上皮の無線  

毛細胞の増生，上皮細胞の肥大化 気道や血管周囲への  

リンパ球の浸潤，リンパ節の肥大化等の変化が観察され  

た。しかし，気道上皮の粘液産生細胞への変化と気道周  

囲への好酸球浸潤等の気管支ぜん息の基本病態と関連す  

る変化は全く観察されなかった。一方，抗原（OA）併  

用暴露群では，上皮の粘液産生細胞への変化と気道周囲  

への好酸球の浸潤を伴う慢性気道炎症が観察された。こ  

れらの変化ほDE暴露濃度に依存して増強された。ま  

た，血祭中の1gE抗体価はOA投与群の1mg／m3暴露  

群で若干増加傾向を示していた。また，IgGl抗体価は  

OA投与群の全ての群で増加していた。   

以上の結果より，DEの長期暴露は抗原誘発性気道炎  

症と気道上皮障害を強める作用があり，気道上皮の障害  

程度は好酸球の浸潤程度に依存していた。なお，DE暴  

露によりIgE値が数十タイターヘと若干の増加を示し  

ていたことより，【型アレルギー反応もわずかに起こっ  

ていることが示唆された。また，IgGlはOAミストの  

吸入により，DE暴露のいずれの群においても数十万タ  

イターヘと著しく増加していた。このことより，IgGl  

抗体価の上昇は気管支のぜん点梯病態の発現にとって必  

要な条件ではあるが十分な条件ではないものと思われ  

市瀬孝道・高野裕久  

環 境 健 康 部：小林隆弘・藤巻秀和・古山昭子・  

本田 靖  

客員研究員 6名，共同研究貞 5名  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成5－9年度（1993～1997年度）  

〔目 的〕大都市部の大気環境は，ディーゼル車等の増  

加により，一向に改善の兆しがみられていない。なかで  

も二酸化窒素（NO2）と浮訪粒子状物質（SPM）の環  

境基準値達成率はきわめて低く，肺がんや気管支ぜん息  

等の呼吸器疾患を引き起こすのではないかと危惧されて  

いる。しかしながら，ディーゼル排気による呼吸器疾患  

に関する知見は肺がんに関するものを除くと少なく，今  

日これらに関する知見の蓄積が急務となっている。   

そこで，本研究ではディーゼル排気の吸入によって気  

管支ぜん息，アレルギー性鼻炎あるいは肺がん等の慢性  

呼吸器疾患の発症機序を明らかにするとともに，そのリ  

スク評価を行うことを目的とする。  

〔内 容〕本研究の内容は，①ディーゼル排気による気  

管支ぜん息とアレルギー性鼻炎の発症機序の解明と量  

反応関係の解析，②低濃度ディーゼル排気の長期暴露に  

よる肺がん発生に及ぼす食事性因子のリスク評価，さら  

に，③高濃度の自動車排気暴露を受けている人間集団の  

個人暴露量の推定を行う。これらの結果を合わせて，  

ディーゼル排気によるヒトの健康影響に及ぼすリスクを  

評価し，大都市部を中心とする大気汚染防止に資する科  

学的知見を得ることである。  

〔成 果〕  

（1）ディーゼル排気による気管支ぜん息等慢性呼吸器  

疾患の発症磯序の解明と丑一反応関係の解析に関す  

る研究   

本年度は，気管支ぜん息の基本病態とされている慢性  

気道炎症（好酸球浸潤），粘液（疾）の過剰分泌，気道  
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る。以上のことより，DE暴露によるぜん息棟病態の発  

現において最も重要なことは好酸球がどれだけ気管支周  

囲へ浸潤してくるかということであることが判明した。   

また，スギ花粉症は1975年代から急増し社会的な問  

題となっている。この花粉症の増加にディーゼル排気  

（DE）が関与するかどうかという点からみると，DE  

が，  

1）アレルギー反応のもととなる花粉に対する抗体の  

産生を増加させるかどうか，   

2）アレルギー反応を増幅させる鼻粘膜の過敏状態   

（わずかな刺激に過剰反応する状態）が起こるかど  

うか，   

3）DE暴露下に抗原を吸入させた場合アレルギー反  

応がでやすくなるかどうか，  

が問題となる。このうち，1）についてはすでに，  

ディーゼル排気微粒子（DEP）の点鼻投与で1gE抗体  

産生が克進することが数多く報告されており，2）につ  

いては我々がモルモットにDEを暴露した実験で鼻粘膜  

が過敏になり，ヒスタミンーエアロゾルにより引き起土  

されるくしゃみ，鼻水，鼻づまりといった花粉症様病態  

が増悪することを明らかにした。また，その機構に知覚  

神経が関与していることも見いだしてきた。   

そこで本年度はモルモットを用いてDE暴露が3）の  

抗原の繰り返し投与により花粉症様の病態を悪化させる  

かどうか検討した。その結果，抗原の繰り返し投与によ  

る花粉症様病態，すなわち，くしゃみ回数と鼻汁産生量  

がDE暴露の濃度に依存して現れることを明らかにし  

た。  

ルとしての食事性因子の呼吸器発がんに及ぼすリスク評  

価を行うことを目的としている。   

我々はこれまでは，0．05，0．1mg及び0．2mgのDEP  

をマウスに毎週一回ずつ10回気管内投与し，1年後の  

肺がん発生率を調べるとともに，DNAの酸化的障害の  

指標である肺内の8ヒドロキシデオキシグアノシン  

（8OHdG）の生成を調べ，両者間の相関を検討し  

た。その結果，高脂肪食群では発がん性が上昇し，β－  

カロチン添加群では発がん率が著しく低下するとともに  

8OHdG濃度と肺がん発生率との間には非常に高い相  

関性が認められ，このことからDEPによる発がんには  

ヒドロキシラジカル トOH）が深くかかわっているこ  

とが示唆された。   

一方最近米固で，DEPから有機物を十分に除いた炭  

素粒子や酸化チタンだけでもラットの肺に腫瘍を発生さ  

せるという報告がなされている。前年度は，これが本当  

かどうかをマウスを用いて検討したところ，マウスでは  

そのような炭素粒子や酸化チタンでは肺がんの発生率は  

非常に低かった。しかし，それぞれの発がん率と肺内の  

8－OHdG生成との間にはやはり有意な相関性が認めら  

れた。このことから，炭素粒子や酸化チタン等による発  

がんは低いながらもマウスでも認められた。   

さらに本年度は，マウスにディーゼル排気（DE）を  

1年間吸入させた発がん実験のデータの解析を行った。  

その結果，マウスでは，Omg／m3，0．3mg／m3，1  

mg／m3及び3mg／m3の濃度のDEPを含むDE暴露に  

よる肺がん発生率に有意な相違は認められなかった。し  

かし，高脂肪食を摂取した3mg／m3群では発がん率が  

増加する傾向が認められ，DEの発がん性を否定するこ  

とはできないと思われる。さらに，この吸入実験におい  

ては気管内投与実験の結果とは異なり，食飼中に加えた  

β－カロチンはマウスの肺がん発生率を逆に上昇させ  

た。この結果は，ヒトにおいてはノ9－カロチンが発がん  

性を抑制するよりもむしろ促進的に作用しているという  

疫学的研究を支持する結果となった。  

（2）ディーゼル排気による呼吸器系腫瘍発生に及ぼす  

食事性因子のリスク評価に関する研究   

ヒトの肺がんによる死亡率は各種のがんの中で最も高  

い割合で年々増え続けており，1993年の統計では，男  

性の肺がんによる死亡率は胃がんによる死亡率を追い越  

し叫位になった。この増加の最大の原因は喫煙と食事因  

子と言われているが，近年増加しているのは喫煙による  

リスクが最も低い腺がんであり，この腺がんは脂肪の過  

剰摂取等の食事性国子と非常に深い関連があることが示  

唆されている。そこで，近年の日本人の食事性脂肪摂取  

量に近い高脂肪食（約16％）を与えたマウスにDEP  

を気管内投与したり，比較的低濃度のDEを長期間吸入  

させ，それによる発がん宰の遠いを調べ，ライフスタイ  

（3）ディーゼル排気高邁度暴露集団の個人暴露最の推  

定とリスク評価に関する研究   

本研究は，ディーゼル排気を主とする自動車排気暴露  

によるヒトの慢性呼吸器疾患発症に及ぼすリスクを評価  

するために，特に高濃度の自動車排気等に暴露されてい  

る職域集団や地域集団を対象に，SPMとNO2の個人暴   
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露量を推定する調査を行い，ヒトの暴露量レベルを明ら  

かにし，健康に及ぼすリスクを評価することを目的とし  

ている。   

本年度は，これまでの東京都内での調査に加えて大阪  

での調査結果の解析を行った。大阪においても，NO2  

とSPMの屋外，屋内及び個人暴露量の結果は，東京で  

の調査と非常に類似していた。すなわち，個人暴露量は  

屋内のNO2やSPM濃度と極めて相関が高く，さらに  

この屋内濃度は屋外濃度と非常に高い相関があl）．その  

相関はNOzよりもSPMの場合に高く，さらに2FLm以  

下のSPMで最も高い相関性を示していた。また，微小  

SPMの個人暴露量は屋外SPMの約5－7割に相当す  

ることも明らかになった。  

1997年4月に環境庁が発表した「窒素酸化物等健康  

影響継続観察調査報告」によると，学童のぜん息様症状  

（現在）とSPM濃度との間には有意な相関があること  

が初めて認められた。この報告においては．年平均値が  

環境基準値に相当する0．05mg／m3では対照群のぜん息  

様症状（規在）の発症率の約1．8倍に増加していること  

が明らかになった。DEPは大都市ではSPMの50％以  

上を占めている現状と屋外SPMの5”7割が個人暴露  

量であることを考えると，DEP汚染がぜん息の発生に  

重大な影響を及ぼしていることが考えられる。  
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2．6．2 廃棄物埋立処分に起因する有害物質暴露  

皇の評価手法に関する研究（最終年度）  

〔研究担当〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・白石寛明・堀口敏宏・  

吉永 淳・西川雅高・曽根秀子  

化 学 環 境 部二中杉幡身・安原昭夫・山本貴士・  

白石不二雄・瀬山春彦  

客員研究員 21名  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成6”9年度（1994－1997年度）  

〔日 的〕廃棄物は，経済の成長に伴い，その量は増大  

し，質的には多様化している。ゴミの焼却処理について  

は，高効率燃焼・排ガス対策などによる汚染対策に加  

え，ゴミ発電や熱電併給システムの導入などエネルギー  

源としての見直しがなされつつあるなど，技術的な解決  

の糸口が見えつつある。一方，廃棄物の最終処分の主要  

な形態である塩立処分については，埋立処分地からの浸  

出水・漏山水による地下水や地表水の汚染が懸念されて  

いるものの，その実体が明らかでない。また，上水道の  

水質基準や水質や土壌に係わる環境基準の改訂に伴い，  

廃棄物の埋立処分に起因する有害化学物質による環境汚  

染についての防止策がとられ始めたものの，浸出水や発  

生ガス中に含まれる様々な化学物質の種類，濃度，その  

リスクについては，全く把瞳されていない状態である。  

本特別研究では，有害物質の環境に対する影響を評価す  

る上で不可欠な化学物質の環境濃度を測定するために，  

最新の物理・化学的分離分析手法の適応性の拡大をはか  

り，さらにこれを標準化するとともに，埋立処分に関す  

る暴露量に関する評価手法を確立することを目白勺として  

いる。  

〔内 容〕埋立処分地からの浸出液等の水系経由，並び  

に揮発性成分及び粒子状物質等の大気を経由する有害物  

質の環境に対する負荷量及びその環境影響を評価する手  

法を構築することを削旨し，次の各サブテーマを研究対  

象とLた。  

課題1埋立地由来汚染物質の検出法及び特定法の高度化  

（1）液体クロマトグラフィー／質量分析法（LC几4S）  

による測宝蔵の開発を行うとともに，新しい分離濃蘭  

計測手法について検討を加え浸出水中の汚染物質などの  

同定率の向上をはかる。  

（2）有害揮発性物質の測定法を確立し，埋立処分場か  

ら発生する揮発成分の特徴を明らかにする。  

（3）廃棄物埋立処分に起因する汚染のマーカーとなる  

物質群をGC／MS，GCLAED及びLC／MS等の最新の  

測定手法を用いて検索し，汚染の指標となる物質群の効  

果的な検出手法を開発する。  

課題2 埋立処分に係わる有害物質暴露量評価手法に関  

する研究  

（l）溶出試験法について実態をより反映した溶出試験  

法を検討する。  

（Z）エイムズ試験等の変異原試験などの生物学的な検  

出手法を用いて，強い毒性を発現する分画についての検  

索を行うとともに，機器分析を用いて同定する。  

（3）数種類の形態の異なる埋立処分地を対象として，  

浸出水経由及び大気経由の汚染物質の環境への放出量  

を，実測データやモデルを用いて評価する手法を検討す  

る。  

課題3 モニタリングシステムの開発   

地方公害研究所等との共同研究を実施し，共通試料の  

作成・分析による測定手法の統一化・標準化を検討す  

る。上記共同研究の成果も踏まえ，走状的なデータ取得  

及び監視のできる測定法を提示する。  

〔成 果〕   

埋立処分地からの浸出液等の水系裡軋 並びに揮発性  

成分による大気経由の有害物質の環境に対する負荷量及  

びその頃墳影響を評価する手法を構築することを甘指し  

ている。前年度までに，浸出水に含まれる有機成分の特  

徴を調査Lてきた。平成9年度は，これまでの調査が十  

分でなかったダイオキシン類，大気経由の環境負荷及び  

毒性物質の検索を中心に下記の研究が行われた。   

平成8年度までの研究から，ビスフェノールA（4，4’－  

（1－メチルエチリデン）ビスフェノール）が廃棄物埋  

立地浸出水から高頻度・高濃度で検出されることが明ら  

かとなってきた。1994年度の調査では8試料中5試  

料，95年度の調査では】Z試料中8試料の浸出水でビス  

フェノールAが検出された。また，一部の試料では，  

ビスフェノールAの濃度はppmオーダーに達してい  

る。最近この物質に内分泌撹乱作用があることが確認さ  

れたことから，各種プラスチックからの溶出や環境中濃  

度に対して大きな関心が払われるようになった。廃棄物  

埋立地浸出水中のビスフェノールAの原因としては，  

埋め立てられた廃プラスチックが考えられる。ビスフェ  

ノールAはポリカーボネートやエポキシ樹脂の原料と  
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して使用されており，年間の生産量は約28万トンであ  

る（1995年）。ビスフェノールAの溶出量の大きなプラ  

スチックとしては，塩化ビニル製電源コード，合成皮革  

などであった。塩化ビニル製品には，ビスフェノールA  

やその誘導体が安定剤として使用されており，これが溶  

出したものと考えられる。一方，ポリカーボネート製品  

からの溶出量はかなり少なかった。ポリカーポネート樹  

脂はビスフェノールAとホスゲンのコポリマーである  

が，常温・中性条件では容易に分解せず，溶出量が少な  

かったものと推測された。   

都市ごみ焼却炉から排出されているダイオキシン類  

は，排ガスのほかに，飛灰，主灰に含まれている。飛灰  

や主灰は，排ガスのようにそのまま環境中に排出される  

ことはなく，一般的には管理型処分場において処分され  

ていることや，ダイオキシン類は水への溶解度が低く吸  

着性も高いことから，環境へ拡散していく可能性は低い  

と考えられる。このことは，PCBや塩化ナフタレンな  

ど水に難溶性物質の浸出水中の濃度が極めて低いことか  

らも推測されていた。しかし，処分場浸出水中のダイオ  

キシン類濃度の実測例が少ないため，ダイオキシン類に  

大きな社会的な関心の高まりを配慮して，処分場での浸  

出水，処理水および発生ガス中のダイオキシン類濃度の  

調査を行った。浸出水の試料には，「埋立地浸出水共同  

分析プログラム」で過去に採取保存しておいた浸出水を  

用いた。ダイオキシン類の異性体の分布は焼却灰と類似  

している。現在までに測定終了した浸出水中のダイオキ  

シン類の濃度範囲は，14pg／l－1800pg／l（0．3pgTEQ／l  

”14．9pgTEQ／′：n＝18）であった。埋立中の処分場は  

相対的に濃度が高く，1pgTEQ／J以上を示した浸出水  

の多くは埋立中の一般廃棄物処分場由来（n＝3）で  

あったことが特徴的であった。これらの処分場でも埋立  

終了後は，ダイオキシン類の濃度は速やかに減少する傾  

向が見えた。また，適正な管理がなされなかったと思わ  

れる安定型処分場（n＝1，埋立終了）でダイオキシン  

濃度の高い事例（Z60pg／l，3．OpgTEQ／l）があった。   

発生ガス中のダイオキシン類は，一般席乗物処分場  

（埋立終了）及び管理型の産業廃棄物処分場（埋立中）  

を選び，ガス抜き坑よりハイポリュームサンプラ一によ  

りウレタンフォーム上に棉集した。ダイオキシン類の濃  

度は，一般廃棄物処分場および産業廃棄物処分場で，そ  

れぞれ1．4pg／m3（0．018Ⅰ智TEQ／m3）および13．1pg／m3  

（0．1pgTEQ／m3）であった。この濃度は，周辺大気  

中の濃度より低いレベルであり，埋立地から大気中に発  

生するダイオキシン類は極めて少ない量である思われ  

る。管理型処分場の水処理によるダイオキシン類の除去  

率は，浸出水と処理水中の濃度から計算すると，60％  

程度であると推定された。   

前年度に引き続き，埋立処分場から発生するガス中の  

揮発性有榛化合物の分析を行った。トリクレン等の32  

成分の定量をキャニスター法によって行った。ガス抜き  

坑より採取した発生ガス中の濃度は様々であるが，発生  

ガスの温度が高い場合に高濃度で検出されることが多  

く，埋立終了後で，ガスの発生の少ない地点では，一般  

環境大気レベルの濃度であった。大気環境基準のあるト  

リクロロエチレン，テトラクロロエチレン及びベンゼン  

で観測された最高濃度は，それぞれ，220／ノg／m3（大気  

環境基準値：200〃g／m3），73〃g／m3（200〃g／m3），  

および，12000〃g／m3（β／ノg／m3）であり，ベンゼンの  

濃度が高い場合があった。しかし，発生ガス量が少ない  

ため，ガス抜き坑からの大気中への放出量の見積もり  

は，トリクロロエチレン（1．3kg／年・処分場），テトラ  

クロロエチレン（0，4kg／年・処分場），ベンゼン（20kg／  

年・処分場）程度にしかならないことがわかった。   

固相抽出法により濃縮した浸出水を用い，ニトロ芳香  

族化合物ヤ芳香族アミンに高感受性を示す菌株を含む6  

種類の菌株を使用して行ったエイムズ試験などにより，  

平成8年度の夏にA処分場（安定型）より採取した浸  

出水は，一般毒性に比較してかなり強い変異原性が認め  

られた。このA処分場より，継続して試料を採取し原  

因物質の同定を試みた。簡便かつ高感度に変異原性を追  

跡するために，発光細菌の無発光変異株を用いる復帰変  

異試験をマイクロプレート法に改良した結果，浸出水  

15mJ程度で復帰変異試験が可能になった。分画した試  

料は，このアッセイ系を用いて，変異原性試験を行っ  

た。酸－アルカリ分画及びそれに続くシリカゲルカラム  

による分画では，アルカリ性の極性分画（メタノール）  

に強い変異原性が認められた。  

〔発 表〕Bう5，61，101，D23－26，33，34，b－109，111，  

1ユ3、143、ユ45，d－15，35   
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2．6，3 化学物質の生態影響評価のためのバイオ  

モニタリング手法の開発に関する研究（最  

終年度）  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・畠山成久・笠井文絵・  

影響評価手法を検討する。  

（2）生態影響評価バイオモニタリング手法の開発   

河川（桜川：霞ケ浦流入最大河川）の側に，実験室を  

設け，室内の水槽や水路に河川水を連続的に流して水生  

生物を暴露し，水や底質中の化学物質に対する反応をバ  

イオモニタリングする。そのため，化学物質に感受性が  

高く，長期の観察に適した試験生物を用いたバイオモニ  

タリング手法の開発を行う。河川水への連続暴露では，  

試験生物の行動，死亡，繁殖，酵素活性などの変化を常  

時，または定期的に計測する手法を開発する。行動反応  

を監視するため，特に画像解析の手法を重視する。河川  

水や底質などを定期的，または随時採取し，これらのサ  

ンプルに試験生物を暴露して，化学物質の総合的な影響  

を評価する手法も検討する。バイオモニタリングに用い  

る水生生物は，主として飼育化された生物を用いるが，  

飼育化が出来ていなくとも生態影響評価に重要な生物  

は，野外から採集した生物を用いてバイオモニタリング  

手法を検討する。バイオアッセイヤ室内試験の結果と，  

実環境の生物調査などから，試験生物の反応が生態影響  

をいかに指標するかに関しての評価を行う。有用・有効  

と評価されたバイオモニタリング手法に関しては，他の公  

共水域においても応用可能な方法としてこれを提案する。  

菅谷芳雄・五箇公一・白石寛明・  

堀口敏広・高木博夫  

水土壌圏環境部：井上隆信  

生 物 圏 環境部：多田 滴  

客員研究員 6名，共同研究貞 2名  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成7～9年度（1995－1997年度）  

〔目 的〕近年，生態系の危機を憂慮する国内外の社会  

情勢に伴い，化学物質の生態影響を配慮した環境基準や  

規制のあり方が求められている。これまでの研究から，  

化学物質の潜在的な生態影響を無視できないことを明ら  

かにし，また化学物質の生態影響評価には生物間相互作  

用を考慮することが重要であることを示した。本研究で  

は，化学物質の潜在的な生態影響をバイオモニタリング  

により評価する手法と，バイオモニタリングに用いた生  

物の各種反応が化学物質の生態影響をいかに指標するか  

を検討する。室内の毒性試験は，通常そのほとんどが単  

一の化学物質を用いて実施される。しかし，河川や湖沼  

などの実環境では，化学物質の汚染は複合的であり，そ  

れらの濃度変動，暴露様式は多様であり，単一の化学物  

質による試験のみでは生態系への影響が予測し薙い。本  

研究では，実験室内で試験生物を河川水に連続して暴露  

し，実環境に近い条件での化学物質の総合影響を評価す  

る。これらの調査・研究の成果に基づき，化学物質に対  

する生物の反応（あるいは影響）レベルをもって，化学  

物質の総合的毒性から生態系を保全するための環境基準や  

規制・対策のあり方と，その具体的な手法を検討する。  

【内 容〕（1）高感受性水生生物の選定と生物相互作  

用系に及ぼす化学物質の影響解析   

生物は食物連鎖関係，餌や生活空間などをめぐる競争  

関係など様々なバランスの下で共存している。化学物質  

は致死濃度以下のレベルでもこれらの相互関係を撹乱  

し，生態系に予測し難い間接的影響を及ぼす。水界生態  

系を構成する様々な水生生物の中から，生態系の中での  

役割（機能）や化学物質に対する感受性実験生物化の  

可否などを検討し，バイオモニタリングに有効な水生生  

物を選択するとともに，生物間相互関係に基づいた生態  

〔成 果〕  

（1）桜川は霞ケ浦に流人する最大の河川である。その  

河口から約5km上流にバイオモニタリング施設を整備  

し，室内で各種生物を連続的に河川水に暴露し，その反  

応をモニタリングしてきた。バイオモニタリングに使用  

した水生生物は，ウキクサ（Z種），イチョウウキゴ  

ケ，オオカナダモ，ヌカエビ，ミジンコ（2種，止  

水），シジミ，ヌカエビ，ヨコエビ（止水），ドプガイ，  

魚（2種）などである。本年度の手法は前年度とほほ同  

様であったが，バイオモニタリング手法の改善，その有  

効性をさらに検討した。  

（2）前年度，ウキクサ（2種）を用いたバイオモニタ  

リング手法の開発を行ったが，本年度は本試験として，  

さらにオオカナダモ，イチョウウキゴケを追加して感受  

性の比較検討などを行った。その中で，アオウキクサ  

が，除草剤の総合毒性に最も感受度性が高く，その生長  

は5月から6月‾ド旬の間，ほぼ完全に阻害された。イ  

チョウウキゴケも生長が阻害されたが，6月上旬までに  

109－   



回復した。河川水サンプル中でのセレナストルム増殖，  

河川水中のクロロフィルα，ウキクサ葉面の光合成活性  

などにも，ウキクサに連動して減少が認められた。一次  

生産に対する化学物質の影響を評価する手法として，ウ  

キクサを用いたバイオモニタリング手法は，有効である  

ことがわかった。  

温と河川水中の餌濃度に依存する。そのため，餌として  

は水中のクロロフィル仏 懸濁粒子の有機物量（炭素，  

窒素量）などを測定した。生長と水温，生長と餌量（ク  

ロロフィルα）の回帰式を求め，水路におけるドブガイ  

の推定生長率を算出し，実測値（生長速度，2過ごと測  

定）と比較した。その結果，水温と餌量を加味した予測  

成長率は，農薬非汚染時期にはかなi）一致して変動した  

が，農薬汚染時期には実測値の低下が顕著であった。そ  

のためこれらの時期にドブガイは水中または餌中の農薬  

類の総合毒性により生長が阻害されたものと推測され  

る。本年度は，さらにマシジミの生長と水管の伸縮を指  

標にしたバイオモニタリング手法を検討した。シジミを  

浅いプラスチック容器の底に固定し，河川水を連続して  

流し，定期的（30分）に撮影して，河川水の毒性と水  

管の長さの相関性を調べたが，河川水の毒性が高い時期  

には収縮する傾向が認められた。  

（3）生後1カ月のヌカエビを毎月100個体，河川水を  

流した水槽に導入し，その後の死亡率を河川水サンプル  

（週3回採取）中でのヌカエビ死亡率（14日間試験）  

と比較した。河川水サンプルに暴露した場合，ヌカエビ  

の死亡は7月下旬まで認められなかったが，河川水に連  

続暴露した場合は，6月中旬に4，5，6月に導入した  

ヌカエビの死亡率はそれぞれ，約50，60，30％に急増  

した。昨年と同様，その後7月末から8月初めにかけ河  

川水の毒性は急速に高まり，4－7月に導入した集団は  

2－3日間で100％死亡した。4，5月に導入した集団  

の生き残りは，抱卵個体も見られ産仔直前であったが，  

一時的な殺虫剤汚染で全滅したことになる。実際の生態  

系でも，このような数日間の毒性の高まりが，生態系の  

維持や回復を著しく阻害していると危慎される。河川水  

サンプルを用いたヌカエビ試験では，7月28日の1検  

水で96％の死亡率，その後の2検水で30％程度の死亡  

率が生じただけであった。連続暴露試験により，河川水の  

安全性を常時監視するシステムの重要性を明らかにした。   

ヌカエビの行動変化による化学物質のバイオモニタリ  

ング手法を検討してきたが，暴露水槽の改善などほほ手  

法を確立した。それを用い，ヌカエビの行動変化を通年  

モニタリングした。測定項巨＝ま，遊泳速度と検出個体数  

（水槽底面からの遊離）とし，両者の積（運動量）の増  

加を河川水総合毒性の指標とした。2年間のデータを概  

観すると，河川が様々な農薬類で汚染される，春から夏  

季にかけ，高い運動量が頻繁に検出された。この時期，  

相対運動量はほとんど20以上の値を示したが（最大－  

80），軟から早春（農薬流入直前）の値は概して低く，  

例外的に高い値も測定されたが，大半の値は20以下の  

値を示した。魚類を用いた画像解析装置は，市販品もあ  

りよく知られているが，農薬類に関してはヌカエビの行動  

変化による感受性が格軌こ優れていることがわかった。  

（5）4月から，ゼブラフィッシュをバイオモニタリン  

グ施設内で抑Il水に連続暴露し，1カ月ごとに回収し，  

対照（地下水）の雌雄と交差して対にし，産卵とその後  

の死亡率を10月まで調べた。その結果，桜川雄と対照  

雌の対から産卵された胚の死亡率が，4月と6月以外は  

いずれも50～即％以上と高く（対照間の対，桜川雌と  

対照雄の対では20％以下），桜川の雄に何らかの繁殖障  

害が起こっていることが示された。同水域は，低濃度な  

がら様々な農薬類で汚染されており，雄に対する何らか  

の内分泌撹乱物質の作用があった可能性がある。反対に  

桜川雌と対照雄の対では，死亡率は対照よりも低く，産  

卵数も多い傾向を示した。  

（6）除草剤暴露環境と藻類群集の除草剤耐性との相関  

を調べ，藻類群集の薬剤耐性（種・系統）を基に，化学  

物質 備に除草剤）の環境汚染が推定できるかどうかを  

検討した。その結果，除草剤の汚染が著しい環境では，  

汚染時期やその後に採集した緑藻類で，試験に用いた2  

種の除草剤に対する耐性が高まっていることがわかっ  

た。珪藻類は，もともと2種除草剤に対する耐性が高  

く，除草剤汚染時期の前後に耐性の変化が認められな  

かった。緑藻類の種組成，薬剤耐性の変化などから，化  

学物質の環境汚染がある程度推定できる可能性がある。  

〔発 表〕B－46，47，64，65，b91，106，112，114，150”  
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（4）昨年に引き続き，河川水導入水路におけるドプガ  

イ生長の変動をモニタリングした。ドプガイの生長は水  
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2．6．4 輸送・循環システムに係る環境負荷の定  

量化と環境影響の総合評価手法に関する研  

究  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・兜 真徳・森口祐一・  

松橋啓介・桜井健郎・田遠 潔・  

近藤美則・若松伸司・白石寛明・  

曽根秀子・新田裕史・高村典子・  

松本幸雄  

社会環境システム部：乙問末広・森 保文・寺園 淳  

化 学 環 境 部：中杉修身  

客月研究員 4名  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成8～10年度（1996－1998年度）  

〔目 的〕環境基本法の基本理念である「環境への負荷  

の少ない持続可能な社会の構築」の実現に向けて，さま  

ざまな人間活動について，環境への負荷発生の実態を具  

体的に明らかにし，これらが人間や生態系に与える影響  

を総合的かつ定量的に評価する手法を整備することが急  

務である。一方，製品や技術システムについて，原料採  

取から生産，使用，廃棄に至る一連の過程における環境  

への影響を評価しようとするライフサイクルアセスメン  

ト（LCA）手法が内外で関心を集めている。国内でも  

エネルギー消費や二酸化炭素排出を評価項月とする事例  

研究が進みつつあるが，人間の健康や生態系への影響と  

いう観点から，どのような項目を優先的に把握し，負荷  

の「総合的」な評価をどのような方法で行うかについて  

は，今後の研究に待つべきところが大きい。   

こうした背景から，本研究では，今日の社会を特徴づ  

ける「人やモノの流れ」を支える技術である自動車交通  

等の輸送システムおよび廃棄物処理・リサイクル等の循  

環システムを対象とした事例研究を軸にして，環境負荷  

及びこれによる環境影響を総合的に評価する手法を開発  

することを目的とする。  

〔内 容〕本研究は，製品や技術システムが環境に与え  

る影響を総合的に定量化する方法論を，実証的な事例を  

交えて開発するものである。そこでは，あらゆる製品や  

技術システムに適用できる汎用的な環境影響評価手法の  

開発を究極の目標に据えながらも，3年間のプロジェク  

ト研究としての到達目標を明らかにするため．具体的な  

評価対象を絞ったケーススタディに力点をおき，そこで  

得られた成果を汎用的な方法論へと発展させるアブロー  

チをとる。本課題で取り組む内容は，2つの領域に大別  

され，これらは研究全体を構成する横糸と縦糸に相当す  

る。   

第1の領域は，内外のLCA研究で未だ十分な成果の  

得られていないインパクトアセスメント手法の開発に関  

するものである。まず，健康リスクや生態系リスクの考  

え方も視野に入れた環境負荷項目の選定及びその総合化  

の手法の開発を行う。また，環境負荷発生源や環境影響  

を受ける主体の空間分布，環境中の物質の移動現象など  

環境負荷の発生から環境影響に至る流れの中に介在する  

地域性を加味して，環境負荷と環境影響を定量的に結び  

付ける手法を開発する（サブテーマ1およぴ2）。   

第2の領域は，具体的な評価対象及び環境負荷低減の  

ための代替案を取り上げた総合的な環境影響評価の事例  

研究（サブテーマ3および4）である。ここでは環境基  

本計画の柱の一つである「循環」に着目し，人やモノの  

空間的な循環を支える技術システムとして，「陸上交  

通」を，また，モノの資源としての循環を支える技術シ  

ステムとして「廃棄物処理・リサイクル」を対象とす  

る。  

〔成 果〕  

（1）環境負荷項目の同定と環境影響の総合化手法に関  

する研究   

本サブテーマは，どのような環境負荷項目をどのよう  

な影響の観点からとりあげるか，という評価の枠組みの  

構築と，異なる種類の環境影響を共通の尺度に投影し，  

少数の指標群に集約する手法の開発が目的である。   

本年度はまず，異種の環境問題間の等価評価のため  

に，海外のLCA手法において提案されている係数とそ  

の設定根拠をレビューした結果，手法間で等価換算の係  

数に桁違いの相違があること，この相違は換算の論拠と  

なっている問題ごとの影響の種類や大きさの想定の相違  

に起因することを明らかにした。   

こうした異種の環境問題間の総合評価の手法として，  

Comparative Risk Assessmentの通用を試みるた  

め，初年度に引き続きワークショップを開催した。本年  

度は，エンドポイント（環境問題の影響の行き着く先）  

についての議論を深めることを主目的とし，「健康及び  

生存基盤への影響」，「生活・生産基盤への影響」，「生物  

への影響」，「未知の影響に対する不安感や被害の偏りに  

対する不公平感などの心理的影響」の4つのエンドポイ   



ント群を摘出した。また，これら4つのエンドボント群  

と初年度に作成した15の問題領域との組み合わせにっ  

いて，問題の重要度に関する直観的スコアリングを行っ  

た結果，有害化学物質問題，地球規模の大気変動，大量  

生産・大量消費・大量廃棄などの問題領域が上位にラン  

クされた。   

一方，毒性学的な知見と疫学・臨床医学的知見をリン  

クさせた環境化学物質の人間の健康に対する影響アセス  

メントの枠組みとして，環境化学物質の作用機構の分  

類，有害性の分類，疾病として顕在化する健康障害，個  

体及び集団の生命に対する影響度の4種の側面による健  

康影響の類型化の枠組みを提案した。また，代表的な環  

境化学物質について，生体内での生物学的事象から疾病  

への関連及び詳細な毒性の類型とそれに関連Lた作用機  

序の整理を進めた。  

（3）自動車等の陸上輸送システムに関する事例研究   

本年度は．サブテーマ2で作成したインベントリーを  

利用して，自動車の生産，走行及び維持管理に係る大気  

環境負荷の算定を行った結果，NOl排出に関してはCO2  

と同様に走行段階の負荷が大きいものの，製造段階も無  

視できないとの結果を得た。また，ガソリン車，電気自  

動車，ハイブリッド車について，これらの大気環境負荷  

の比較に着手した。   

また，都市内交通手段として復活が期待されている路  

面電車をとりあげ，ライフサイクルにおける大気環境負  

荷を算定した。その結果，軌道建設や車両製造など，走  

行段階の直接エネルギー消費以外の開襟的な寄与が自動  

車に比べて大きいこと，このため，直接エネルギー消費  

のみで比較する場合よりも路面電草の自動車に対する環  

境面での優位性は相対的には′」、さくなるものの，輸送人  

キロ当たりのCO2，NO∫につ｝、て，数十％の削減効果  

が得られることを明らかにした。  （2）地域性を考慮した環境負荷とその影響の評価手法  

の開発に関する研究   

本サブテーマでは，環境負荷の発生から環境影響に至  

る流れの中に介在する地域性を加味した環境影響評価手  

法の開発を目指す。   

本年度は，汚染物質の排出要因となる人間活動，汚染  

物質の排出量，環境中の汚染レベル，汚染による健康リ  

スクの分布に関する地理的データと，これら各段階の関  

係を記述するモデル群からなる総合的な情報システムに  

ついて，初年度に行った設計をもとに，地理的データ管  

理，結果の表示等の機能開発を行った。また，このシス  

テムを用いて，首都圏の自治体における地域リスク評価  

のケーススタディを実施するため，発生源関連データ．  

環境中汚染レベルの調査結果のシステムヘの入力に着手  

した。非点源（自動車，家庭等）からの化学物質の排出  

量の算定手法についても検討した。   

一九SOェ及びNOJについて，国内の固定発生源の  

排出量調査データの業種長札 燃料種別，炉種別集計を行  

うとともに，自動車・船舶等の移動発生源に関する排出  

係数データを収集し，産業連関表と組み合わせたインベ  

ントリー（排出目録）を試作した。原油，石炭，鉄鉱石  

等の輸入に伴う船舶からのNO∫，SO∫排出が大きな寄与  

を占めることから，従来のLCAで行われてきた排出量  

を合算した後に影響評価を行う方法ではなく，排出先に  

応じた影響評価が必要であることが明らかにされた。  

（4）廃棄物処理・リサイクル等の物質循環システムに  

関する事例研究   

本年度は，事例研究の対象の一つとして自動車バンパ  

のリサイクルを取り上げ，リサイクルなし，バンパto  

バンパリサイクル，他部品の材料としての（カスケー  

ド）利用の3種について比較を行った。リサイクルによ  

り廃棄物量は減少するが，エネルギー消費や大気環境負  

荷に関して，バンパtoバンパでは，材料の性質維持や  

成形工程の複雑化等の技術的問題のために大きな効果は  

得られず，カスケード利用のほうが有利との結果を得  

た。  

リサイクル促進による環境負荷削減可能性評価の事例  

研究の基礎データとして，容器や包装材について，自治  

体における廃棄物の発生，収集，再利用，処理処分等の  

マテリアルフローの実態調査を行った。すなわち，ス  

チール缶，アルミ缶，ガラスぴんなど，マテリアルフ  

ローを用いた積み上げによりリサイクル率（再生材料使  

用量／消費量）を試算したが，品目によっては業界発表  

のリサイクル率と明らかな相違がみられた。リサイクル  

率などの用語の統一の必要性を示すとともに，相違を生  

じる原因の検討や，リサイクルによる環境負荷低減効果  

の算定にも着手Lた。  

〔発 表〕B－50，82－84，C－13．D－22，b－176，177，187，  

190，C5，6，18   
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2．6．5 微生物を用いた汚染土壌・地下水の浄化  

機構に関する研究  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・兜 眞徳・矢木修身・  

2）土壌シミュレータによる浄イヒ機能試験方法の開発  

3）バイオリアクタ一による削ヒ機能試験方法の開発  

4）バイオレメディエーション技術のリスク評価手法   

の開発  

中嶋信実・岩崎一弘  

水土壌圏環境部：内山裕夫・冨岡典子・向井 哲・  

服部浩之  

T線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成8－10年度（1996－1998年度）  

〔目 的〕全国各地の土壌・地下水中からトリクロロエ  

チレン（TCE）およびトリクロロエタン（TCA）等の  

揮発性有機塩素化合物並びに重金属等が検出され大きな  

問題となっており，浄化対策として種々の物理化学的手  

法が用いられている。しかしながら揚水ばっ気や真空抽  

出法は，コストが高い点，また根本的な分解除去法でな  

いため，新たな浄化技術として，微生物機能を活用して  

汚染した環境を修復するバイオレメディエーション技術  

が注目されているが，技術開発が遅れているのが現状で  

ある。本研究は，このような状況を踏まえ，汚染土壌の  

浄化に有用な浄化微生物を探索し，浄化機構を解明する  

とともに，浄化効果の試験方法を開発することを目的と  

する。  

〔内 容〕全国各地の土壌より，削ヒ能を有する微生物  

を探索・分離するとともに浄化能を定量化し，ついで，  

汚染物質分解酵素および分解酵素遺伝子を単離し，その  

構造と性質を調べるとともに，分解能を強化した微生物  

を創生する。さらに，浄化微生物の環境利用に際し，適  

正管理に資するための浄化微生物の迅速・高感度検出法  

を開発するとともに，自然環境を模擬したフラスコ土壌  

系あるいは土壌シミュレータ系を用いて，微生物の持つ  

浄化機能の定量化試験方法を開発する。以上の研究を実  

施するため，以下の2つの課題と名4つのサブテーマを  

設定し研究を遂行する。  

（1）土壌・地下水浄化微生物の開発と浄化機構の解明  

に関する研究  

1）浄化微生物の探索と馴ヒ特性の解明   

2）浄化酵素及び浄化酵素遺伝子の単離と諸性質の解  

明   

3）削ヒ機能強化型微生物の作成   

4）浄化微生物の検出法の開発  

（2）微生物削ヒ機能の試験方法の開発に関する研究  

1）フラスコ土壌系による削ヒ機能試験方法の開発  

〔成 果〕  

（1）浄化微生物の探索と浄化特性の解明   

土壌より分離した高濃度TCAおよびTCEを同時に  

分解するエタン酸化細菌叫肌ね地雨川Sp．TA5株及  

びTA27株について，分類学的位置を明らかにするた  

め，16SrDNA遺伝子の解析を行った。DNAシークエ  

ンスを調べた結果，TA5株は，従来報告されているも  

のとは，一致せず，新種と考えられた。TA27株の  

TCE分解能について検討を加え，エタン濃度が分解に  

大きく関与すること，最適温度は25～36℃であるが，  

10℃でも分解活性を有すること，最適pHは6付近であ  

ることを明らかにした。  

（2）浄化酵素及び浄化酵素遺伝子の単離と話性質の解  

明   

エタン酸化細菌坤coわαCJβ血msp．TA27の粗酵素液  

を用いて反応至適条件および安定化条件の検討を行っ  

た。酸化酵素の至適pHは7．7であり，タンパク量とプ  

ロピレン酸化速度の関係を調べたところ，タンパク量の  

増大に伴い酸化速度の急激な増大が認められことから，  

TA27株の酸化酵素はマルチコンーネントエンザイムで  

あることが示された。   

酵素の安定pHについて検討を行った結果，pH7，0及  

び7．7においては24時間後に，それぞれ73％，8％の  

残存活性が認められたが，pH8．0では24時間後に完全  

に失活した。また，DTT，PMSF及びglycerolを添カロ  

して酵素の安定化を試みたが，いずれにおいても認めら  

れなかった。  

（3）浄化機能強化型微生物の作成   

これまでプラスミドNRl由来の水銀化合物分解酵素  

遺伝子群（mer オペロン）を広宿主域ベクター  

pSUPlO4にクローニングして，組換え微生物を作成し  

ている。今回は，merオペロンを連結させたタンデム化  

による水銀化合物分解能の向上を試みた。すなわち，  

merオペロンを連結したタンデムプラスミドを作成し，  

これらのプラスミドをE．00〃HBユ01，P∫g祝dのれのlα∫  
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かIfケ血PpYiOlに導入した。タンデムプラスミド  

pSUPmer2を導入した南棟では，2倍量のmerオペロ  

ンを保持することが確認された。いずれの宿主において  

もmerオペロンをタンデムにしたpSUPmer2を保持す  

る株の方が高い水銀耐性能を示した。pSUPmer，  

pSUPmerZを保持する菌株の生育最′ト阻止濃度を比較  

すると，且coJiHBlOlでは40／ノM及び60〃M，P．  

少Ifj血PpYlOlでは40／ル1及び140／ルⅠであった。タ  

ンデム化によってHBlOlにおいては1．5倍，PpYlOl  

においては3．5倍水銀耐性が高まり，タンデム化が水銀  

化合物分解機能の向上に有効であると考えられた。  

詑を評価した。培養液中の水銀は培養初期において減少  

し，そのほとんどが誘導期において除去された。また，  

塩化第二水銀初濃度を高くするにつれ誘導期が長くなる  

ことが認められた。菌体の生育は，100ppmまで可能で  

あり，このときほほすべての水銀が除去された。   

TCEで汚染した土壌・地下水を用いたメタン資化性  

菌怖坤ゆ堺血sp．Mによるバイオオーグメンテー  

ションを目的としてステンレス製カラムを用いたバイオ  

トリータビリティ試験の開発を行った。汚染した土壌・  

地‾F水の浄化技術の評価に有用なカラム試験方法を確立  

することができた。   

土壌に添加した浄化微生物の生残，増殖に及ぼす各種  

土壌要因，環境要因の影響を調べた。土壌中における浄  

化微生物の挙動を明らかにすることを目的として研究を  

進めている。   

土壌に接種したP．如血血の増殖しやすい条件とし  

て，易分解性の有機体窒素の多い有機物を多く含み，  

pHが高く，水分含量が高いことが考えられた。   

土着生物を死滅させて生物的要因を取り除いた土壌の  

2種類のサイズの毛管孔隙中におけるBHC分解菌の増  

殖・生残過程と土壌孔隙サイズとの関係及びその過程に  

及ぼす施用肥料の影響について検討した。いずれの土壌  

においても培養25週目にも101－105細胞／g乾土生残  

していること，その生残性を土壌孔隙間で比較すると，  

‥」口水田土壌の場合は粗毛管孔隙の方が細毛管孔際より  

も生残性が大であるか同程度であるのに対し，鴻巣水田  

二じ填では相毛管孔隙の方が租毛管孔隙よりも生残性が大  

であることが認められた。  

（4）浄化微生物の検出法の開発   

DNA塩基配列を用いてトリクロロエチレン分解菌  

肱弗ゆ叩ぬsp．Mを特異的に検出するために，M株  

の分解酵素遺伝子である可溶性メタンモノオキシゲナー  

ゼ（sMMO）遺伝子，膜結合型メタンモノオキシゲ  

ナーゼ（MMO）遺伝子，及び16SrDllAをクローニン  

グし，塩基配列を解読して分類学的に近縁の細菌と比較  

した。この結果，M株のsMMO遺伝子群を構成する6  

偶の遺伝子のうち，OrfYとmmoCは他のsMMO遺伝  

子との相同性は比較的低く，hI株に特異的なオリゴ  

マ一作成に適した領域であることが示された。   

M株の遺伝子のみが増幅できるような各種プライ  

マーを設計した。より簡便に検出するために，微生物細  

胞を試料とした直接PCR法による標的DNAの増幅を  

試みた。M株及び他のメタン資化性菌に対して直接  

PCRを行い，プライマーの特異性を検討した。PCR条  

件の最適化を行った結果，反応液当たり1000細胞まで  

検出可能となった。  （6）バイオレメディエーション技術のリスク評価手法  

の開発   

環境研究技術課と共同で，M株を用いるTCE汚染土  

壌・地下水のバイオレメディエーション実証試験を計画  

しており，このための基礎データを収集している。  

〔発 表〕B－94－99，G4～7，b－81，82，83，85，87，201  

”204，207，g－8，10，22   

（5）フラスコ土壌系による浄化機能試験方法の開発   

水銀化合物汚染の浄化を目的として，塩化第二水銀分解  

能を導入した組換え微生物P．か↓rj血PpYlOl／pSR134  

のバイアルピンにおける水銀除去試験を行った。塩化第  

二水銀を添加Lた栄養培地10mほ155mJ谷バイアル  

ピンに分注し，洗浄菌体を接種した。掠藍培養を行い，  

培養液中に残存した塩化第二水銀量を定量し，水銀除去  



2．6．6 海域保全のための浅海域における物質循  

環と水質浄化に関する研究  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・木幡邦男・中村泰男・  

での現場調査・現場実験で明らかにした。また，本課題  

では，浅海・干潟域において，現場調査・室内実験等を  

基に，水界生態系・底泥での，一次生産・摂食・分解等  

による炭素・窒素・リンの物質循環を明らかにすること  

を目的としている。本年度は，前年度に引き続き三番瀬  

を調査対象とした調査・現場実験を，平成9年5札 7  

月，9月と平成10年1月に行った。潜水夫を使った採  

泥や生物採取を行い，水質と底生生物（マクロ・メイオ  

ペントス）の存在量を調査した。   

課題2では，浅海域生態系や，内湾生態系をモデル化  

し，環境要因の変動に対する反応を解析する。また，こ  

れらの解析に加えト水質以外の環境要因をも考慮して，  

浅海・干潟域の価値の評価法を検討する。本年度は，モ  

デル化に必要なパラメータを得るため，浅海城生態系で  

最も重要である二枚貝に着目し，シオフキガイについ  

て，室内実験によりその酸素消費速度やろ水速度を測定  

し，また，糞・擬糞の排泄速度を測定した。また，前年  

度に作成した現場にて酸素消費速度や栄養塩溶出速度を  

正確に測定するための装置を，三番瀬でイ吏用し，栄養塩  

溶出速度と生物量との関連を調査した。  

今井章雄・堀口敏宏  

水土壌圏環境部：渡辺正孝・竹下俊二t井上隆信  

社会環境システム部：大井 紘・須賀仲介  

化 学 環 境 部：柴田康行  

客貞研究貞 5名  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成8”10年度（1996～1998年度）  

〔目 的〕浅海城，特に干潟は，水産資源にとって重要  

なばかりでなく，自然環境保全上その役割の重要性が認  

識されつつある。さらに，浅海域では，高い有機物分解  

速度などから水質浄化能力か高いと言われている。環境  

基本計画でも，自然海岸・干潟・藻場・浅海域の適正な  

保全，人工干潟・海浜などの適切な整備，特に内湾の環  

境について富栄養化の防止等を推進するよう定められて  

いる。   

一方，現在まで，浅海域の機能評価が十分にできな  

かったこと，開発による環境影響を評価するのにも定  

まった手法がなかったこと等から，過去に行われた開発  

は，環境への配慮が必ずしも十分でなかった。富栄養化  

は陸域からの負荷と同時に，底泥からの溶出のような浅  

海域での栄養塩の挙動も考慮されるべきであるが，この  

点に関する現在の科学的知見も，まだ不十分といえる。   

したがって，浅海域環境の保全を図るためには，科学  

的な調査法・評価法がさらに進歩する必要がある。本特  

別研究では，現場調査・室内実験・数理モデル等を用い  

て標題の研究を遂行し，浅海域の機能を明らかにし．そ  

の重要性を明らかにすることを目的とする。  

【内 容〕本年度の研究は，以下の2課題に沿って実施  

された。  

課題1浅海・干潟域における物質循環の実証的研究  

課題2 海域における物質循環モデリングと浅海域機能  

の評価に関する研究   

課題1では，食物連鎖に関連し，内湾においてこれま  

で注目されてこなかった生態系の経路に光を当てて，そ  

の重要性を定量的に明らかにすることが目標の一つであ  

る。前年度までの「微′ト動物プランクトン」から「かい  

あし類」とつながる食物連鎖経路の解析に加え，本年度  

は「尾虫類」「夜光虫」の生若駒役割を，瀬戸内海家島  

〔成 果〕  

課題1浅海・干潟域における物質循環の実証的研究   

前年度まで，本特別研究において，従属栄養性渦べん  

毛藻や尾虫類といった，生態学者によって余り注目を集  

めなかった生物群集が，夏の瀬戸内海の物質循環にきわ  

めて重要な働きをしていることを示してきた。本年度  

は，このような立場を継続し，夜光虫の物質循環に果た  

す役割を評価した。夜光虫は珪藻赤潮とともに個体群を  

拡大し，その生産量は，これまで植物プランクトンの主  

たる捕食者と考えられてきた，カラノイダ目かいあし類  

の生産量に匹敵することが判明した。また，瀬戸内海に  

おける調査期間中に，原索動物であるウミタル  

（DoJjo仙αgggg油α11わ）によるブルームが突如発生  

し，珪藻赤潮を数日のうちに消滅させた。ウミタル群集  

の消長を日単位で詳細にモニターした例は世界的にもき  

わめて希であり貴重なデータとなった。   

富栄養海域に生息する懸濁物食二枚貝は，摂食，排泄  

を通して浅海域の物質循環に重要な役割を果たしている  

ことが知られている。そこで本研究では，東京湾奥に位  

置する三番瀬に出現する底生生物量等を調査した。本年  

度の野外調査では，三番滞の岸寄り（水深約1m）から  
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沖合い（水深5m）に向けて4定点（st．1”4）を設  

け，ダイバーによる各定点3回のエクマンバージ採泥に  

よりマクロベントスを採取し，10％ホルマリンで固定  

後種類を同定し，湿重畳を測定した。平成9年9月の調  

査では，三番湘の中央からやや沖合いの2定点（地点2  

と3：水深約1．5m）で採取された二枚貝の湿重量は，  

全生物畳の99％を占めた。出現した底生生物のうち，  

砂質性浅海域に優占するシオフキガイについてはその生  

理・生態はもとより物質循環に果たす役割についても知  

見が乏しいのが硯状であるが，シオフキガイは二枚貝の  

中でも地点2では17％（殻長：16mm；殻付湿重量：  

276．7g／m2），地点3では69％（殻長：26．4mm；殻付  

湿重量：1705g／m2，貝軟体部乾燥重量：105．7g／mg）  

を占めた。  

単位：  

生物i＝1。5．′m2  

図1 三番瀬におけるシオフキガイによる窒素循環   

度などを測定した。撤収の際に，装置で覆われていた部  

分の底生生物を採取し，その組成や湿重量を測定した。  

測定装置2台について得られた栄養塩回帰速度はそれぞ  

れ異なっでいたが，底生生物量で規格化した値は同程度  

であった（表1）。   

瀬戸大橋に関する住民意識調査結果を分析し，海域で  

の開発に対する住民の関心事を調べた。瀬戸大橋と海と  

のかかわりについて，汚染，景観，自然との調和の3項  

目について選択肢式で尋ねた。その結果，すべての調査  

地城で80％以上の回答者が汚染への影響はないと評価  

していた。他の2項巨＝二ついても各地域で肯定的な評価  

の方が上回ったが，漁業を主な産業としている調査地滅  

では他の地域と比べて否定的な評価の割合が高かった。  

自由記述形式で瀬戸大橋の便利さや現状を尋ねた結果，  

四国側の回答者の方が岡山県側の回答者よりも多くの居  

で便利さ認識している反面，地域産業の停滞などを含め  

た通過点という意識も岡山県側の回答者よりも高かっ  

た。  

課魔2 海域における物質循環モデリングと浅海域機能  

の評価に関する研究   

浅海域では，二枚貝の生物量が多いことと二枚貝のろ  

過連夜が大きいことから，二枚貝の水質削ヒや物質循環  

に果たす役割が大きいと言われる。そこで，上記シオフ  

キガイを始めとする二枚月について，そのろ過速度，呼  

吸速度，排泄速度等を室内実験系で求めた。アサリ，シ  

オフキガイ，バカガイ，シジミについて，呼吸速度の温  

度依存性を測定したところ，15，20，25℃の実験で  

は，どの月でも，25℃における呼吸速度が最も大き  

かった。シオフキガイの月軟体部乾燥重量当たりの海水  

ろ過速度は，クロロフィルα濃度が17．9及び44．9〃g／J  

の実験時でそれぞれ5．3及び2馴／g／hrであった。貝は  

－・日中同じ速度で海水をろ過している訳ではないが，仮  

に実験で求めたろ過速度と上記三番瀬での生物量を考慮  

すると，数時間程度で水深約2mの海域の海水すべてを  

二枚貝がろ過する計算となり，二枚貝のろ過速度が非常  

に大きいことがわかる。   

また，シオフキガイについて，室内実験系で，貝軟体  

部乾燥重量当たりの糞，偽糞の排泄速度とアンモニア  

（NH4）の排泄速度を潮足し，上述した野外調査の結  

果から，9月の三番蘭でのシオフキガイによる窒素循環  

量を推算した。図lに見られるようにシオフキガイの窒  

素循環に果たす役割が大きいことが推察された。   

現場にて栄養塩溶出速度等を正確に測定するための装  

置を前年度に制作した。本年度は，平成9年7月に本装  

置2台を三番瀬に3日間設置し，現場での栄養塩回帰速   

表1現場設置型栄養塩溶出装置にて測定された  
三番瀬での栄養塩回帰速度  

装置1 装置2  

栄養塩回帰速度  ⅣH。  92  220  

（mg／mりd）  po。   17．7  44．3  

底生生物量（g／m2）  137  350  

規格化した回帰速度  NII1  0．67  0．63  

（mg／g／d）  pO4  0．13  0・13  

〔発 表〕8－42，54，C－Z4－Z7，b95，97，98，C－12，ユ3，  

g－3，4，21  
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2．6．7 超低周波電磁界による健康リスクの評価  

に関する研究（初年度）  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：兜 真徳・新田裕史・黒河佳香・  

今井秀樹・高橋憤司・松橋啓介  

環 境 健 康 部：影山隆之・石堂正美  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成9－11年度（1997－1999年度）  

〔目 的〕電力利用の増加した現代社会では日常的と  

なっている低レベルの超低周波（50－60Hz）電磁界へ  

の暴露によって，白血病，脳腫瘍，乳がんあるいはアル  

ツハイマー病のリスクが上昇している可能性を示唆する  

疫学的データが報告されている。これらの報告で示され  

ているレベルは，これまで生理的影響を考慮して安全と  

されてきたレベルより極端に低いレベルであり，その妥  

当性について国際的に盛んに研究されているところであ  

るが，我が国での研究あるいは行政での取り組みは大幅  

に遅れている。このような超低周波電磁界への暴露をう  

けている人口は非常に大きく，健康影響の具体的検討が  

急務である。そのために，超低周波電磁界への暴露に  

よって生じることが示唆されている健康影響の妥当性を  

検討し，またリスク評価の手法を吟味することによっ  

て，超低周波電磁界の健康リスク評価に資することを目  

的とする。  

〔内 容〕本研究は3つの課題から構成される。   

第1の課題は，日常の生活で実際に経験しうる暴露レ  

ベルの範囲内で，．精密にコントロールしたヒトヘの暴露  

を行い，生理・生化学的変化との定量的な関連性を検討  

するものである。第2の課題は，ヒトに対する暴露が困  

難な高レベルおよび周波数変化を加えた培養細胞系実験  

を行う。第3は定量的リスク評価のために必須である一  

般集団における暴露レベルに関する調査研究を行う。  

課逮1 ヒトを対象とした低レベル電磁界暴露実験   

身体活動や精神的ストレスを可能な限り小さく抑えた  

条件下で暴露実験を行う。本年度は腰音保健棟に新たに  

製作した電磁界暴露実験装置写実1の性能評価を行っ  

て，各種パラメータに関して実験条件の設定を確認し  

た。次に，磁界への暴露パターンをいくつか設定して，  

数人の被験者に対して暴露実験を実施した。3年間の研  

究期間の中ではメラトニンの分泌抑制などの内分泌系に  

対する影響や自律神経系の活動状態など生理的影響に関  

する検討を実施する計画であるが，初年度は自律神経系  

の活動状態など生理的影響に関する検討を先行して実施  

した。  

課題2 培養細胞系を用いた低一高レベル電磁界暴露実  

験   

ヒトを対象とした暴露実験では実施困難なレベルある  

いは異なる周波数の実験を培養細胞について行い，分子  

生物学的，生化学的，あるいは病理学的手法を用いて影  

響を検索する。本年度は培養細胞への電磁界暴露実験に  

関して実績のある米国のグループと連携して，暴露装置  

の開発と影響評価手法の検討を行った。  

課題3 ヒト集団における暴露レベルと生理影響評価   

一般環境における暴露レベル別人ロの推定はリスクア  

セスメントを行う際に最も重要な要素のひとつである。  

本課題では生活環境中に存在する電磁界の発生源を抽出  

し，その発生源強度を日常生活行動に即した形で類型化  

することを目的とする。そのために，電磁界暴露レベル  

の個人モニターを用いた調査を実施し，暴露レベルのモ  

デル化を行う。本年度は住民を対象とした暴露調査のデ  

ザインを決定するための重要な要素である暴露レベルの  

時間変動の特性を評価するために，東京都内の－・般家庭  

において数カ月にわたる室内電磁界レベルの測定を実施  

している。  

〔成 果〕  

（1）ヒトを対象とした低レベル電磁界暴露実験   

製作した電磁界暴露実験装置の性能について検討した  

結果，暴露室内の電磁界レベルの空間一様性，aCtive  

sham control条件（ツイストペア電線に逆方向の電流  

をそれぞれ流すことにより，磁界を相殺する）の確認  

等，種々の基本パラメータについて検討し，ほぼ当初の  

計画通りの性能を持つことを確認した。  

写真1  
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自律神経系への超低周波交流磁場の急性影響を検証す  

るための暴露実験に着手した。暴露させる磁場の特性  

は，50Hz水平回転変動／5種類の磁束密度（犯 40，60，  

80，100／‘T）であり，暴露方式としては持続的および  

間欠的（5秒間のON／5秒間のOFF）の2種類を選択  

した（すなわち，暴露様式は5×2＝10通り）。実験ス  

ケジュールは1暴露様式ごとに10分間で，被験者はそ  

の間，座位を保ち，1分間の安静＋1分間の加算作業  

（クレペリン検査）の実験単位を5匝Ⅰ連続して繰り返し  

た。暴露室外部に待機したオペレ一夕が，その5回のう  

ちで一回目を除いた4回のいずれか1回を無作為に選  

び，その回の2分間に磁場を発生させた。この10分間  

単位を5分の休憩をはさんで一日5回，延べ2日間のス  

ケジュールで実施した。実験の間，被験者は携帯式心拍  

記録計（Mini－Mitter社，ML2000）を装着し，心電図  

RR間隔を連続記録した。その心電図RR間隔の時系列  

をもとに，安静時．計算時別の各1分間の平均RR間  

隔，RR間隔変動係数（CVRR）を求め，さらに最大エ  

ントロピー法によるスペクトル解析を行って極低周波帯  

域（VLFニ0，02～0．05Hz），低周波帯域（LF：0．05～0．15  

Hz）および高周波帯域（HF：0．15”0．050Hz）の各パ  

ワー（単位：ミリ秒2）を算出した。各心拍変動の指標  

は標準化のため対数変換した後，安静時及び計算時ごと  

に，暴露時の値と非暴露時の値との間で統計学的検定を  

行った。9名の20～40代健常人（男性6名，女性3  

名）に実施した結果，いずれの被験者においても，磁場  

発生のタイミングに一致した何らかの自覚的所見を持つ  

ことはなく，また，そのタイミングを感知することは不  

可能であった。また，持続的／間欠的暴露のいずれにお  

いても，安静時，計算時それぞれの各心拍変動指標に一  

貫性のある変化（一方向に偏移した変化，もしくは量一  

反応関係を待った変化）は認められなかった。すなわ  

ち，100〃Tまでの50Hz水平臥転磁偏に暴露されたヒ  

トにおいて，識域レベルもしくは自律神経系レベルでの  

何らかの急性反応が惹起されるという事襲は観測されな  

かった。  

（3）ヒト集団における暴零レベルと生理影響評価   

東京都葛飾区の6世帯について約手年間，家屋内の磁  

界レベルの測定を実施した。測定は携帯型磁界測定器  

（Enertech社，EMDEX Lite）を用いて，初めの約2  

カ月間は30秒間隔で，その後は1分間隔の測定を行っ  

た。測定位置は寝室内のテーブルないしタンスの上とし  

た。測定器の1メートル以内には電気器具のないところ  

を選定し，またその近傍で大きな磁界変動がないことを  

確認した。また，家庭電機製品の所有・便刷犬況，なら  

びに測定期間ごと（1週間ないし2週間）の電力消費量  

の記録を依棟した。測定結果表1をみると，平均値につ  

いては最も低い家屋と最も高い家屋では約9倍の差が認  

められた。平均値と標準偏差とは必ずしも相関しておら  

ず，各世帯の特性の違いを示していた。短期・長期の測  

定値の変動傾向については，まず図1の世帯でみられる  

ような日周期が目立っている。これは地域的な電力消費  

の日内変動傾向を反映しているものと考えられる。その  

傾向が明確でない世帯もあったが，暴露調査のデザイン  

にあたってほ少なくとも24時間以上の測定時間が必要  

であることを示唆している。曜日による遠いはいずれの  

世帯でも明確ではなかった。これまでの測完では季節変  

動等の長期的な変動傾向は検出されていないが，今後さ  

らに継続してその点を検討する必要がある。家屋構造に  

ついてみると，対象世帯のうちA，B，C，Dが－・戸建  

て住宅，EとFが集合住宅である。これまでの研究では  

鉄筋・鉄骨集合住宅の磁界レベルが高い傾向があるとの  

報告もあるが，この点を明らかにするためには家屋内で  

かなり桐密な測定を実施する必要がある。また，平均値  

衷1磁界レベル測定結果（／∠T，4カ月間）  

世 帯  A B C D E F  

平均  0．017 0．0190．0310．0260．09Z O．O11  

標準偏差  0．0080．0070．0130．0370．0340．004  

総電力消費量（kⅥrh）855 2516 796196110771393  

（2）動物および培養細胞系を用いた低～富レベル電磁  

界暴露実験   

本課題については大きさ約34cmX34cmX36cmの  

磁界暴露装置の製作が完了した。来年度から具体的な実  

験に着手する予定である。  

1′211′251′261／271／281／が11／Ⅹ〉／3t 2′1〟2 ヱ／3 2／4 2／5（月／日）  

図1磁界レベル（世帯：E）   
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と各世帯の総電力消費量との相関はみられなかった。磁  

界レベルの空間変動については要因が複雑で，かつ非常  

に大きいことが予想されるため，送電線の近隣家屋にお  

ける暴露調査，すなわち具体的に暴露レベルか上昇して  

いるのか，またその程度を評価することに焦点を当て  

て，調査をデザインする必要がある。  

〔発 表〕B－32，37，62，b－93  
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2．6．8 湖沼において増大する難分解性有機物の  

発生原因と影響評価に関する研究（初年  

度）  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・今井章雄・松重一夫・  

DOC存在量の季節変化，夏季及び冬季に採取した底泥  

間隙水にDOC手法を適用し，各分画の深さ方向の存在  

比を明らかにした。  

課題2 湖水中杜分解性有機物の湖沼生態系，水道水源  

水としての湖沼水質に及ぼす影響  

（1）難分解性有機物の植物プランクトン増殖・組成に  

及ぼす影響   

霞ケ浦湖水から抽出したフミン物質を添加したA弟c一  

明画壷α明函皿（霞ケ浦水の華より分離）の室内増  

殖実験結果を解析し，湖水中フミン物質の植物プランク  

トン種組成に及！ます影響を考察した。  

（2）難分解性有機物のトリハロメタン生成能に及ぼす  

影響   

微量かつ多数のサンプルに対応するためのトリハロメ  

タン生成台削則走手法（ヘッドスペースGC／MS）を確立  

し，測定を開始した。  

木幡邦男・高村典子  

水土壌圏環境部：井上隆信  

生物 圏環境 部：野原精一  

化 学 環 境 部：佐野友香  

下線は研究代表者を示す  

【期 間〕平成9”11年度（1997－1999年度）  

〔目 的〕近年，琵琶湖や十和田湖等の多くの湖沼にお  

いて，流域発生源対策が行われているにもかかわらず，  

湖水中の有機物濃度（COD）の増大傾向が観察されて  

いる。何らかの難分解性有機物による水質汚濁が進行し  

ている。湖沼環境では，近年，植物プランクトン種組成  

変化を含む生態系の変化が著しい。難分解性有機物の蓄  

積に示される湖水有機物の質的，量的変化も湖沼生態系  

の変化に大きな影響を及ぼしていると推察される。ま  

た，水道水源としての湖沼水に着目すると，湖水中有機  

物濃度の上昇は，浄水過程の塩素処理によって生成する  

発ガン物質トリハロメタン等による健康リスクの懸念を  

増大させている。湖沼環境および水質保全上，緊急にこ  

の新しい有機汚濁現象を把揺する必要がある。   

本研究の目的は，湖沼水中の有機物の特性や起源を適  

切に把握する手法を確立し，湖沼水中での難分解性有機  

物濃度上昇の原因を解明し，さらに湖水有機物の質的，  

量的変化が湖沼生態系やトリハロメタン等の有害物質の  

生成能に及ぼす影響を明らかにすることである。一  

〔内 容〕本年度は以下に示すような研究を行った。  

課題1 湖水中難分解性有機物の発生原因の解明  

（1）人為・自然発生源及び河川水の有機物特性   

疎水性一親水性，酸性一塩基性，易十雉分解性に基づ  

く溶存有機物（DOC）分画手法を簡便化し再現性を向  

上させた。湿原水，‾F－水処理水，日面水，生活雑排水  

乳霞ケ浦と琵琶湖湖水及び流人河川水にDOC分画手  

法を適用し，各分画成分の濃度・存在比を明らかにし  

た。  

（2）湖水有機物の特性及び動態   

霞ケ浦6地点から採取した湖水にDOC分画手法を適  

用し，各分画の場所軋季節的な変動（月変動）特性を  

明らかにした。また，湖心において，底泥間隙水中の  

〔成 果〕  

課題1湖水中難分解性有機物の発生原因の解明   

霞ケ浦湖水，流入河川水，‾F水処理水，湿原水等の  

様々なサンプルにDOC分画手壌を適用した結果，サン  

プルの起源によりDOC分画分布に顕著な差があること  

が明白となった（蓑1）。すなわち，DOC分画分布から  

サンプルの起源を，マクロではあるが，推測しえる可能  

性が示唆された。霞ケ浦湖水および流入河川水，ともに  

疎水性酸（以下フミン物質と称する）と親水性酸が  

DOCの約70％を占め卓越した。湖水では親水性酸がフ  

ミン物質より約10％大きく，河川水ではほほ同じ割合  

であった。生活雑排水，下水処理水等の微生物分解を受  

けたサンプルでは，湖水と同様に親水性酸＞7ミン物質  

となった。一方，森林流出水等の比較的人為汚染の少な  

いサンプルではフミン物質＞親水性酸であった。出面水  

の分画分布は代かきによる影響が大きく，代かき直後で  

フミン物質＜親水性酸，3カ月後ではフミン物質＞親水  

性酸となった。   

霞ケ浦底泥間隙水では，深さ方向で，フミン物質と親  

水性酸の割合が逆転することが明らかにとなった。表層  

でフミン物質が卓越し，深層になるほど親水性酸の存在  

比が増大した。間隙水表層の分画分布が湖水のそれと大  

きく異なることは興味深い。また，間隙水深層では疎水  

性中性物質の存在比が大きく，これはサロペソ湿原水や  

生活雑排水，河川水（特に汚濁のひどい河川）と共通し   
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表1溶存有機物（DOC）分画手法による各画分分布  

DOC［mgc／L］ ％AHSs  ％HoN  ％HiA  ％Bases  ％fliN  

霞ケ浦湖心9596  

霞ヶ浦流入河川水（10）  

下水処理場処理水  
合併浄化槽処理水  
生活雑排水  
田面水  
畑地浸透水  
森林流出水  
霞ケ浦湖心間隙水  

0－2（・m  

2－4cn1  

4－6cm  

6－8（、m  

8－10cm  

lO－12cm  

1214 cm 

尾瀬湿原池水（42池）  

サロベツ湿原水（6地点）  

3．98（0．57） 31．2（3．8）   

3．04（0．94） 3乙5（4．9）  

4．97（0．86） 26．7（2．4）  

6．57（0．35） 27．0（0．1）  

16．62（5．53） 25．5（9．3）  

10．07（4．57） 32．5（8．8）  

0．36（0．17） 72．7（17．9）  

10．Z（7．0）   41．7（6．3）   

17．ユ（11．6） 33．5（8．0）  

8．8（9．3）   44．7（6．4）  

11．4（2．2）   36．6（2．9）  

25．2（17．7）  33．1（8．6）  

3．0（4．3）   43．5（16．6）  

10．6（4．8）   3．1（2．9）   

11．7（8．3）   5．2（3．8）  

13．7（2．8）   7．5（5．7）  

2乙6（2．1）   2．5（1．8）  

10．0（4．8）   6．1（3．7）  

15．1（1．2）   5．8（2．3）   

ユ52（8．3）   0．2（0．5）   

10．1（0．3） 20．2（8．5）  

9．9（1．9）   9．2（4．3）  

7．5（5．8） 14．5（6．1）  

13．0（1．9）   6．8（3．5）  

13．5（0．0）   7．7（5．5）  

14．1（0．0）   5．9（5．2）  

15．2（1．2）   4．6（1．3）  

10．1（7．2） 11．7（13．6）  

1．9（1．6）   0．6（0．6）  

0．49（0．04） 66．9（20．7） 4．0（4．7）  13．7（17．0）  

4．27（0．06） 35．5（6．3）  

4．66（0．07） 32．2（2．5）  

5．11（0．19） 31．0（5．1）  

6．24（0．91） 26．2（乙4）  

6．98（1．53） 28．0（5．2）  

7．72（163） 犯1（3．6）  

10．02（2．81） 15．7（3．4）  

4．67（2，95） 41．9（7．3）  

24．60（10．51） 37．6（25．3）  

11．3（6．2）   2Z．9（8．1）  

16．4（2．0）   32．2（6．9）  

17．6（5．8）   29．4（11．3）  

19．1（0．9）   34．9（3．1）  

16．3（3．1）   34．5（7．5）  

20．7（3．5）   39．2（5．1）  

Z5．9（3．3）   38．7（6．7）  

5．9（6．2）   3Z．0（9．6）  

32．3（29．0） z7．7（5．9）  

＊ （）内は標準偏差  
＊＊ AHSs：フミン物質；HoN：疎水性中性物質；HiA：親水性酸；Bases：塩基；HiN：親水性中性物質  

ており，疎水性中性物質と易分解性有機物に密接な関係  

が示唆された。  

湖心付近（溶存 FelO7M）で，フミン物質が  

1mgC／L以上存在すると，生物利用可能鉄濃度（［Fe3十］  

＋［FeOH2＋］＋［Fe（OH）2十］＋［Fe（0打）3（0）］十［Fe  

（OH）。］）が10139M以下となる。〃．αg用g盲瑚5αはこ  

の濃度では鉄不足のため増殖できない。朗．αemgわ仰ぶα  

はシデロフォアと呼ばれる鉄を特異的に錯化するキレー  

ト物質を放出するが，このキレート物質は錯化能力が比  

較的小さく，フミン物質に結合した鉄を引き剥がすこと  

ができない。最近霞ケ浦で優占している05C宣〃αわわα  

は，鉄制限状態で極めて錯化能力の高いシデロフォアを  

放出すると言われている。霞ケ浦で起き仁肋m郡血  

から05C川α′〝ね等の糸状性藍藻への植物プランクトン  

種組成変化に，フミン物質による鉄制限が関与している  

と推論された。  

〔発 表〕B－25，77，b－77  

課題2 湖水中敷分解性有機物の湖沼生態系，水道水源  

水としての湖沼水質に及ぼす影響   

霞ヶ浦湖水から抽出した7ミン物質を添加した九重c▼  

和叩ざfiざαgγ㍑gわ柑ざαの室内培養実験および化学平衡プロ  

グラム計算結果の解析より，霞ケ浦において 〃．  

α♂用gi㈲∫αはフミン物質よる鉄錯化により厳しい鉄制  

限状態にあると示唆された（園1）。  
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Time［day】  

回1霞ケ浦湖水より抽出したフミン物質（AHSs）の  

腑加叫扉ね那γ祉gj伽5αの増殖に及ぼす影響  

培地中の苓存Fe濃度：1056M；霞ヶ浦湖水中の7ミン物  

質濃度は約1mgC／L。  
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2．6．9 環境中の「ホルモン楼化学物質」の生  

殖・発生影響に関する研究（初年度）  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・米元純三・高木博夫・  

より低濃度で行うために感受性の高い系統を実験動物と  

して使用する必要があること，内分泌梢乱物質としての  

TCDDの作用を考えるとき，ステロイドホルモンの代  

謝に関わる薬物代謝酵素CYP群（CYPアイソザイム）  

のTCDDによる誘導能を明らかにする必要があるため  

である。②また，TCDDと内因性のホルモンとがどのよ  

うに相互作用を及ぼして生体影響を引き起こすかを知る  

ために，エストロジュンとTCI）Dの相互作用の解析を  

行った。③発生影響に関して，わ＝〟rのの系で，マウス  

初期胚の発生分化・増殖へのTCDDの影響を検討し  

た。   

課題2ではダイオキシンの暴露とそれによる健康影響  

との関連を検討するために，ヒト血液および脂肪組織の  

採取を行った。  

曽根秀子  

環 境 健 康 部：青木康展・大迫誠一郎  

化 学 環 境 部：藤井敏博  

客貞研究員 3名，共同研究員 2名  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成9～11年度（1997－1999年度）  

〔目 的〕脂溶性が高く難分角劉生の環境汚染化学物質は  

食物連鎖を通して生体内に蓄積するが，これらの中に  

は，正常な性ホルモンの機能を乱すことにより様々な生  

殖影響を引き起こすものがあり，ホルモン樵化学物資と  

呼ばれている。実際，鳥類，は虫類，海倭ほ乳類などの  

野生生物において生殖異常が認めら戎t，これらの異常は  

野生生物の体内に蓄積されたホルモン様化学物質により  

引き起こされているとの指摘がある。先進国において  

も，近年，女性の孔がん，男性の睾丸腫瘍の発生増加及  

び精子致の減少が報告され，これらの現象とホルモン様  

化学物質との関連が疑われている。特に周産期における  

暴露は，器官ヤ機能の形成される時期だけに影響は不可  

逆的になる可能性が高く，また，感受性も高い。環境中  

のホルモン様化学物質の子（次世代）への影響，とりわ  

け生殖能力ヘの影響は人類の存続に関わる間誼であり，  

これらの影響のリスク評価は，重要かつ緊急に対処すべ  

き課題であると考えられる。本研究では，環境中のホル  

モン様化学物質の生殖・発生影響のリスク評価のための  

基礎的データを得ることを目的とする。  

〔内 容〕本年度の研究は，計画書に記載された以下の  

2課題に沿って実施された。  

課題1 定量的リスク評価のための環境中のホルモン様  

化学物質の生殖・発生影響に関する実験的研究  

課題2 環境中のホルモン様化学物質のスクリーニング  

手法及び暴露量の推淀に関する研究   

ホルモン様化学物質とLて，最近，ゴミ焼却場周辺の  

汚染，母乳汚染などで問題となっているダイオキシン  

（TCD工））をとりかデた。   

課題1では，①ダイオキシンヘの生体反応の鋭敏な指  

標である薬物代謝酵泉 CYPIAユmRNA遺伝子発現  

を指標に，ラットのTCDD感受性系統を同定した。こ  

れは実験動物からヒトヘの外挿を，ヒト暴露量に近い，  

〔成 果〕  

課題1定量的リスク評価のための環境中のホルモン様  

化学物質の生殖・発生影響に関する実験的研究   

①ラットのTCt）D感受性系統の同定：6過齢の雌雄  

ラット 8系統（SD，LEW，Wl，F344，LE，HO，  

LEC．DRH）に対して，13．5ng／kgあるいは40ng／kg  

の′rCDDを靂口投与し，3日彼の肝のCYPIAlmRNA  

遺伝子発現を，競合的RTPCRまたはノーザンプロッ  

ト法により検討した。その結果，CYPIAlmRNA遺伝  

子党規は，雄ではDRHがもっとも高く，SDがもっと  

も低かった。DRH，LEC，HOは高感受性，LEは中程  

度，SD，LEⅥr，Wl，F封4は低感受性であった（図1）。  

雌ではSl）でもっとも商いCYPIAlの誘導能が認めら  

れ，以FF344，LEの順に誘導能は減少し，HO，いⅤ  

では有意な誘導は認められなかった。SDと【．Eでは雌  

が雄よりも有意に誘導龍が高く，誘導高射こ性差がみられ  

た。また，精巣および前立腺でのCYPj AlとC17Pユ  

A2のmRNA退伝子発現を調べた。その結果，CYPI  

Aユは精巣でjOO噸／kgから，前立腺で】000ng／kgか  

ら，CYPIA2は前立腺でのみ1000ng／kgから発現し  

ていた。これらの結果はオスの生殖頗へのTCDDの作  

用メカニズムを知る上で重要な情報を提供する。   

②エストロジュンとTCDDの相互作用の解析：①の  

課題の結果をふまえ，CYPIAlmRNA遺伝子党規に  

性差のみられたLEラット雌を用いて，卵巣摘出とエス  

トロジュン処理の有無によって300ng／kgのTCDDに  

よるCYPIAlタンパク発現がどう変わるかを検討し   
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図2  8細胞胚／胚盤胞（blastocyst）形成への  
TCDDの影  

た。その結果，卵巣摘出したラットではTCDD投与に  

よるCYPIAlタンパク発現がエストロジェンにより  

増加した。TCDl）によるCYPIAlタンパク発現にエ  

ストロジュンが関与していることが示唆された。   

③マウス培養初期胚の発生分化・増殖へのTCDDの  

影響：マウス2細胞胚は培養24時間後に8細胞阻48  

時間後にblastocyst（胚盤胞）に成長・分化する。マウ  

ス2細胞胚に0，】pM～100nMのTCDDを暴露し，8  

細胞帆blastocyst（胚盤胞）への増殖・分化への影響  

を検討した。その結果，JOpM－100nMの範凶で8細  

胞胚形成の促進がみられ，blastocystの細胞数の用量依  

存的な増加が認められた。これらの結果は，低濃度の  

TCDDはむしろ初期胚の増殖を促進することが示唆さ  

れた（図2）。  

課題2 環境中のホルモン様化学物質のスクリーニング  

手法及び暴露皇の推定に関する研究   

子宮内膜症の発症へのダイオキシン暴露の関与を検討  

する目的で，子宮内膜症患者の血液，脂肪組織の採取を  

大学の産婦人科の協力を得て開始した。  

〔発 表〕b209，210  
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2．7 開発途上国環境技術共同研究  

2．7．1自然利用強化型適正水質改善技術の共同  

開発に関する研究  

〔担当者〕  

地域喝境研究グループ：稲森悠平・水落元之・森田昌敏  

おける硝化脱窒の浄化機構を解明することを目的とし  

て，膜分離活性汚泥法において活用されている中空糸膜  

により水生植物の根圏を再現した連続式硝化脱窒装置を  

用いて窒素除去能力についての解析・評価を行った。  

（4）高濃度汚濁排水の直接処理手法の開発に関する研  

究   

食品工場の活性汚泥処理施設の沈殿槽に生息している  

グッピーの生息密度等を計測し，排水処理における高次  

捕食者としての魚類の役割を評価した。また，タイの浄  

化槽の現状を把握することを目的として，ホテルの浄化  

槽の水質調査および微生物調査を行った。  

（5）直接浄化・排水処理システムから発生するバイオ  

マスの資源化・リサイクルに関する研究   

我が国のバイオマスのリサイクル技術をベースとして  

対象地域の気象条件，社会条件等を考慮して，現地協力  

研究機関と共同して，より簡易な処理方法および資源循  

環・有効利用方法についで検討を行った。  

（6）汚濁水域の水質改善効果の評価に関する研究   

本研究の成果をもとに対象水域の水質汚濁の改善効果  

を評価し開発途上国における実用的な水質改善手法の提  

案について検討を行った。  

地球領項研究センター：中島輿基  

水土壌圏環境部：西村 修  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成6－10年度（1994〝1998年度）  

〔目 的〕タイ王国では生活排水，産業排水等の未処理  

放流により水辺環境の汚濁が著しく進行し，安全な水資  

源を確保することも困艶な状態にある。このままの状況  

を放置することは極めて危険であり，特に環境衛生上，  

一刻の猶予も許されない状況であると考えられる。タイ  

王国の水質を改善していく上で，発生源対策と直接浄化  

対策が必要であるが，多大な施設とエネルギー消費が伴  

う浄化手法ではなく，有用生物を活用することによって  

自然の浄化能力を強化し，効率化した浄化技術が求めら  

れている。本研究では上記の点を鑑み，タイ王国を対象  

とし，開発途上国に適した水質改善技術を開発すること  

を目的として検討を行うこととする。  

〔内 容〕  

（1）水源域における汚濁物質の質と量の調査に関する  

研究   

タイの国情に適した発生源対策・直接浄化対策技術を  

開発する上での基礎的知見を得ることを目的として，バ  

ンコク周辺のクローン，池の水質調査を行った。  

（2）直接浄化機能の高い有用生物の検索と培養に関す  

る研究   

自然利用強化型適正水質改善技術において極めて重要  

な役割を果たす浄化機能の高い有用生物を排水処理施  

設，汚濁水域において探索し，我が国に出現する有用生  

物との質的・量的面での比較を行った。  

（3）低濃度汚濁水域の直接浄化手法の開発に関する研  

クローンや汚濁湖沼の直接浄化技術を開発することを  

目的として，ヨシヤガマ等の水生植物を植栽した水路浄  

化手法に着目し，それぞれの水生植物について有機物・  

窒素・リンの浄化能力を明らかにし，直接削ヒ技術に活  

用する最適な水生植物の選択を行った。さらに，根圏に  

〔成 果〕  

（1）水域の汚濁物質の質と宜の調査研究   

バンコク周辺のクローンや他の水質調査を行ったとこ  

ろ，人口の密集しているクローンでは水質汚濁の進行が  

著しく，溶存酸素の低下がみられ，クロナンは人々の生  

活にとって極めて重要な水資源であるが，その役割を著  

しく損ねていること，汚濁負荷とLては生活朝水の占め  

る割合が大きく，大腸菌群が観察され，衛生面で極めて  

大きな問題を有することが明らかとなった。  

（2）微小動物の現存立と役割の調査研究   

タイ王国の食品工場をはじめとする排水処理施設にお  

いて原生動物肉質虫軌恥頗血仙加減血種毛虫類  

動画血皿属，功呵朋川仰が属 Co坤5属・C九αβわざ一  

画m風 飽和棚CJ祝刑属，重心妙如属，れⅦ血東沖ル  

血朋属，β相加血肋属，エiわ㈲J㍑5風 的γ由′Jα属等の  

微小動物の捕食活性およぴバイオマスが高く，流入   

－124  



BODl，000mg／lに対し，適正条件下ではBODlOmg／l  

以下，透視度1m以上の水質が得られ，微小動物の定  

着能の強化の重要なことが明らかとなった。   

人工遅地を活用した低濃度汚濁水の処理施設において  

ヨシ，ガマ，フトイの根茎部に付着していた微小動物は  

原水の流入部付近では励甜血加α肋が3種に共通し  

て優占するのに対し，流出地点においてはヨシでⅤ〝  

如βJJα属，ガマでqcノーdi祝刑属，フトイにおいてV酢  

ficβ侮属，q山肌加朋属‥軸帥転属が優占し，水生植  

物の違いにより付着する生物種が異なり，生物間相互作  

用が浄化能強化に重要なことが明らかとなった。  

（4）生物処理施設の浄化能解明調査研究  

1）食品工場排水の活性汚泥処理施設において固液分  

離槽としての沈殿槽にグッピー等の魚類を生息させ，食  

物連鎖を長くすることにより透視度1，5mの極めて清澄  

な処理水が得られることがわかった。さらに，沈殿槽か  

ら採取したグッピーを飼育し，活性汚泥を食物源として  

グッピーに与えたところ，その収率は約10％であり，  

グッピーのような魚類を沈殿槽に定着させ，食物連鎖を  

長くすることにより，汚泥の減量化が図れることが明ら  

かとなり，熱帯地域の水処理施設においては捕食被食系  

の強化を図ることが重要なことが明らかとなった。   

2）タイのホテルの削ヒ槽を調査したところ，処理水  

の水質が極めて悪化しており，同時に生物処理反応糟の  

バイオマスが著しく低く，維持管理の適切になされてい  

ないところが多く観察され，熱帯地域のタイ王国では水  

温が30℃付近であるため浄化の反応速度が極めて高い  

ものの，l旬府α肋属といった原生動物繊毛虫類や  

川北溺削牒，A血加馴Ⅶ届等の生物処理において極め  

て大きな役割を果たす微小後生動物が適切に生息できる  

よう定着の場創りのための固定化技術の開発および容易  

な維持管理手法の技術開発が極めて重要なことが明らか  

となった。   

以上の調査研究より特に水生植物植栽浄化手法が熱帯  

地域では重要なシステムとなることを実証試験研究及び  

モデル解析研究から明らかに出来たと同時に，生物処理  

システムにおいて捕食連鎖を高次化することが高度な水  

質保持と汚泥減量化を図る上での重要なことを明らかに  

できた。また，浄化槽の実態調査より，適切な性能の得  

られない施設が多く，維持等の最適化のための省エネ，  

省コストの技術開発の重要なことを明らかにできた。  

〔発 表〕B－12，16，17，b－2，32，41，4Z，54，55，65  

（3）水生植物の浄化能における根圏部の役割調査研究  

1）水生植物植栽法としてヨシ，ガマ，7トイを植栽  

した水路の水質浄イヒ能について検討した結果，ヨシを植  

栽した水路及びガマを植栽した水路の水質浄化能が極め  

て高いことが明らかとなり，この2種の水生植物の根圏  

が発達していることにより，根臥こ酸素が送られ硝化脱  

豊能が高まったものと推測された。これらの水生植物  

は，年間を通して部分的には枯れることがあってもガマ  

全体が枯れることはなく，常に再生産が行われることか  

ら，熱帯地域における安定した効果的処理手法になり得  

ることが明らかとなった。   

2）中空糸膜により水生植物の根圏を再現した硝化脱  

窒処理実験より，糟内の撹拝を適正に行うことにより，  

流人全窒素濃度50mg／上に対し，処理水の全窒素濃度が  

10mg／Jとなり，約80％の窒素除去率が得られたことか  

ら，ヨシやガマといった水生植物の根因は極めて高い窒  

素除去能力を有し，水生植物の活用を強化することが水  

質改善を推進する上で重要なことがモデル解析から明ら  

かとなった。  
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2．7．2 石炭燃焼に伴う大気汚染による健康影響  

と疾病予防に関する研究  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：安藤 満・平野靖史郎・  

を選定した。フッ素汚染の低い対照地区として江西省南  

昌市清里区のZ鎮を選定し，フッ素汚染の著しい地区で  

ある四川省土家族苗族自治県のS卿と比較検討Lた。Z  

鎮は中国内陸の典型的純農村の一つであり，経済状態は  

汚染地城と同様貧しい状況である。石炭は省内の炭鉱か  

ら供給されるが，石炭および地質中のフッ素含量が低く  

予防対策も進んでいるため，屋内フッ素汚染が少なく対  

照地区とする基準を満たしている。S郷は長江の支流・  

烏河の中流から入った未開放地区で，中国内陸の典型的  

農村である。近くの小規模な炭鉱より産出するフッ素含  

量の多い石炭を屋内で燃焼することにより，フッ素によ  

る屋内大気汚染が引き起こされている。   

このような汚染一非汚染地域におけるフッ素暴露量の  

違いを，暴露指標となる屋内大気汚染，フッ素汚染，食  

品汚染及び住民の暴露量評価を行った。汚染地域及び非  

汚染地域における調理用や暖房用熱源として使用される  

石炭の燃焼によって，深刻な屋内汚染が観測される。屋  

内大気のフッ素汚染は経気道暴露を引き起こす一方，貯  

蔵食品の汚染に結びつきやすく，食品汚染を介した経口  

摂取が問題となる。   

図】に汚染地区居住の家族および非汚染地区居住の家  

族におけるフッ素汚染の状況を示す。石炭及び土壌中  

フッ素濃度が，汚染地区においで著しく高濃度であるこ  

とがわかる。飲料水中のフッ素濃度は低く，汚染源が石  

炭であることが明らかである。気中フッ素汚染は，貯蔵  

食品汚染を引き起こすが，その原因食品として重要なも  

のは，穀物のトウモロコシと唐辛子であり，米や野菜の  

汚染レベルは低い。   

図2に汚染地区と非汚染地区に居住する家族について  

調査した個人当たりのフッ素暴露総量を示す。同じフッ  

素汚染地区に居住する家族の間でも，特に著しいフッ素  

暴露下に生活する家族が存在するu方，フッ素摂取量を  

低減化させている家族が存在することがわかる。非汚染  

地区のフッ素摂取量は著しく低いことがわかる。人体暴  

露を起こしたフッ素は，碩組織に沈着し組織形成に影響  

する一方，尿中に排泄される。このため尿中フッ素濃度  

は有力な暴露指標であるが，両地域間には顕著な差が存  

在する。非汚染地区の尿中排泄濃度は，日本人のフッ素  

汚染とほほ同じレベルの汚染である。   

このようなフッ素暴露量の増加は，住民の尿中フッ素  

浪度の増加として反映していた。汚染地区における住民  

の雁息度別の歯牙フッ素症例に関しては，WHOの口腔  

山元昭二・松本幸雄  

中寓予防医学科学院：曹 守仁・告 栄城・梁 超珂  

客員研究員 6名  

下線は研究代表者を示す。  

〔期 間〕平成6－10年度（1994”1998年度）  

〔目 的〕開発途上国は急増する人口圧力と経済の急発  

展の中で，化石燃料に依存した近代化を進めているが，  

なかでも12億4千万の人口を抱える中国は，エネル  

ギーの79％を石炭に依存し，急速な近代化を進めてい  

る。このため浮遊粉じん，硫黄酸化物，有害化学物質に  

よる大気汚染が進行している。暖房や工業用の石炭燃焼  

による大気汚染と並行して，日常生活における石炭燃焼  

による，屋内汚染も著しい。中国においては当分のF札  

石炭はエネルギーの根幹をなすと考えられており，石炭  

燃焼に起因する環境汚染による健康影響の研究は最重要  

課題である。日本では「大気汚染防止法」により有害物  

質としで指定されているフツ化物による環境汚染が′ 中  

国の広範な地域に存在し，石炭燃焼によるフッ素症の患  

者だけでも1816万人余に上っている。   

フッ素症の治療は困難と考えらるため，フッ素症の発  

生条件を解明し予防医学的対応を行うのが最善と予想さ  

れる。このため中国のフッ素汚染地区と非汚染地区を選  

定し，石炭燃焼に伴うフッ素，浮遊粉じん等の屋内大気  

汚染の実態を調査すろ。さらに住民の暴露に伴う健康障  

害の把握のため，日中共同の健康診断を実施し，フッ素  

暴露とフッ素症発生の関連，疾病発生機構の解明を行  

い，疾病予防のための科学的基礎を確立する。  

〔内 容〕中国においては，石炭はエネルギーの根幹を  

なしているが，都市域の暖房や工場の石炭燃焼炉による  

大気汚染も著しい一方，日常生活における石炭燃焼によ  

る屋内汚染は特に著しい。産出される石炭や地層のフツ  

寄合量が著しく高い地域においては，燃焼時に高濃度の  

フツ化物が発生し，屋内フッ素汚染による特異的な健康  

被害を引き起こしている。   

フッ素汚染とフッ素症発生の解明に関する科学的検討  

には，厳密な臨床診断を必要とするため日中共同研究を  

実施し，骨病変の診断に不可欠なⅩ線設備とⅩ線撮影技  

師を配置した医療機関と，本調査に協力する自治体住民  
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診査法による［P重度と重度を合わせた重症に朝当する  

フッ素症の雁思が著しく高い。一方非汚染地区において  

は歯牙フッ素症はかなり以前より観察されていないと予  

想された。   

図3に示すように，非汚染地区に居住する住民には観  

察されない骨フッ素症が，汚染地区住民においては多数  

観察された。さらに骨フッ素症患者の中にはⅩ線を用い  

た病期分葡による重度の骨硬化を示す症例が多数に認め  

られた。  

差が大きい。骨フッ素症の症状の骨Ⅹ線写真による診断  

では，右前腕，右下腿，骨盤胸部について骨硬化症の重  

症t軋 中等度症例，軽症例の各症例が観察された。   

フッ素の毒性と健康影響について予測するため，吸入  

実験と細胞培養系を用いて検討を進めた結果，フッ素暴  

露に伴い骨へのフッ素蓄積が著しく増加する一方，骨中  

必須微量元素の含有量が顕著に変化していくことが判明  

した。さらに肺胞マクロファージにおいては，フッ素暴  

露に伴いアポトーシスが引き起こされる。これらのこと  

はフッ素の吸入毒性や骨障害の観点から注目される知見  

である。   

中国におけるフッ素汚決による健康影響は著しいが，  

石炭燃焼に依存しながらもフッ素汚染にさらされていな  

い地区とフッ素汚染地区との対比により，暴露景低減化  

とフッ素症抑制に向けた予防対策が確立できるものと期  

待される。  

〔発 表〕B－68，69，b－159，16l，163  

〔成 果〕骨フツ繋症及び歯牙フッ素症の発生は地域の  

フッ素汚染の状況を反映し地域により顕著な差が観察さ  

れ，対照地域においては骨フッ素症と歯牙フッ素症の症  

例はいずれも確認できず，この40年ほどはフッ素汚染  

はなかったものと予想された。その一一方汚染地区におい  

ては，児童の歯牙フッ素症の診断においても，暴露を反  

映し有所見者の症状は重症から軽度まで，雁恩度の個人  
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2．7．3 富栄葦湖沼群の生物群集の変化と生態系  

管理に関する研究  

〔担当者〕  

地域環境研究グループ：高村典子・福島路生・木幡邦男・  

クトン，植物プランクトン，原生動物，底生生軌 水生  

植物，細菌の現存量の調査から，現状の生態系の構造を  

あきらかにし，環境破壊の現状を把捜する。  

（2）各分類詳の個々の生物に関する生理，生態的研究   

特に，これまで観察が困難で研究の進んでいない繊毛  

虫，べん毛虫などの生理，生態学的特性を物質循環の観  

点から明らかにする。  

（3）生物間の相互作用に関する実験的研究   

物質循環の見地から各生物間の相互作用の研究を行  

う。例えば，植物プランクトンと動物プランクトンの関  

係，原生動物と動物プランクトンの関係，魚とプランク  

トンや底生生物との関係，さらに同じ栄養段階の生物間  

の関係等を実験的手法を用いて解明しながら，生態系予  

測のためのパラメータを検討する。  

（4）隔離水界を用いた鯉科魚類（ハクレン）の生態系  

影響評価に関する研究   

霞ケ浦に隔離水界を構築し，ハクレンが水質浄化に有  

効かどうかの実証的研究を行う。   

今年度は霞ケ浦に構築した隔離水界6基を用い，ハク  

レンの導入と除去という全く反対の操作を行う2つの実  

験を同時進行で行った。6基の水界のうち，3基（水界  

1A，2A，3A）をハクレンの導入，残りの3基（水界  

1B，2B，3B）をハクレンの除去の影響をみるために使  

用した。実験期間は1997年5月22日から9月18日ま  

での約4カ月間で，ちょうどその中間点に当たる7月  

23日に上記2種類の操作を行った。  

松重一夫・今井章雄  

生物 圏 環境部：上野隆平  

中国科学院水生生物研究所東湖湖泊生態系統実験粘  

：謝  平・草 祥飛・黄 根田・  

諸葛 燕・王  建  

中国科学院水生生物研究所  

：梁 彦齢・沈 蘇芳・王 士連・  

悦 楽意・楊 字峰・叶  軍・  

宋 天祥  

客員研究員 3名  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成7－11年度（1995”1999年度）  

〔目 的〕揚子江中下流域の湖沼はいずれも浅く，生物  

生産性が高く，高等水生植物が豊富で沿岸帯が発達して  

いる。揚子江とこれらの湖沼群は本来つながっており，  

経済的価値が高い回遊性魚類が行ききしてきた。しか  

し，ここ数十年のダム建設によって，洞磨湖と番阻湖の  

2つの大型湖沼を除くほとんどの湖は揚子江から切り離  

された。さらに，乱獲に近い無計画な漁業を行ったため  

に，揚子江流域の湖沼群の自然資源ほ激しく破壊され，  

湖沼生態系の構造は大きく変えられつつあり，回遊性魚  

類の種類数の激減，優占魚種の小型化，草食性魚種の過  

放養殖による沿岸植物群落の極端な破壊，それに伴う生  

物多様性の著しい減少と植物プランクトンの異常増殖な  

どが深刻である。揚子江流域湖沼群の生物群集は生物地  

理学的にも極めて貴重で，その保護並びに保全が必要で  

あるが，それにも増して，自然資源の破壊が，反作用と  

して人々の生活に跳ね返ってくる影響もまた深刻であ  

り，緊急にその破壊の実態を把握し，持続的利用可能な  

湖沼保全策を施さなければならない。本研究は揚子江流  

域という特有の地域を事例として，広〈湖沼の生態系管  

理手法としての汎用性のある施策の提唱を目的とする。  

〔内 容〕  

（1）揚子江流域瀾沼における生物相及び生物残存量に  

関する研究   

揚子江とつながっている湖（洞庭湖）と隔離された湖  

（東湖）を研究対象湖沼とし，この2つの湖で，栄養  

塩，潜存有機物などの理化学要因と，魚類，動物プラン  

〔成 果〕   

週2回の頻度で環境要因（光量，水温，DO，pH），  

水質（窒素，リン，溶存態機炭素，ケイ酸），プランク  

トン群集組成（枝角煩，ギョウ脚類，繊毛虫，べん毛  

虫，細菌，植物プランクトン，ピコ植物プランクト  

ン），懸濁皆の沈降速度，一次生産量を測定した。ハク  

レンの導入と除去という2種類の生物操作によるプラン  

クトン群集の現存量変化と水界の水質変化を評価するた  

めにRandDmizedlntervention Analysis（RIA）を各  

変数に対して行った。表1にハクレン導入と除去に伴う  

水界の物理化学的環境変化とサイズ別のクロロフィルα  

量の変化を示す。透明度はハクレンの導入によって低下  

しだ。溶存暫素濃度（DO）はハクレンの高密度導入に  

よって低‾Fし，除去によって上昇した。また，pHも  

DOに伴って同じように変化した。これはハクレン自身  
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表1ハクレン導入および除去に伴う水界の物理化学的環境変化とクロロフィルムα量の変化  

RandomizedIntervention Analysis に基づいて，有意に増加，あるいは減少した変数  
はそれぞれ上向き，下向きの矢印で表示した（p＜0．05）。  

導入  除去  
低密度  高密度  低密度   高密度  

物理環境  
透明度  
DO  

pH   

栄養塩温度  
Ⅳ02Ⅳ ＋ Ⅳ0】Ⅳ  

NKIN  

POIP   

クロロフィル8  
Total  

〉40トun  

lO－40トIm  

2－10汁m  

く2トIm  

て減少したプランクトン（3種）のうち2種は〟g粕fg77α  

cocんJβαγねとA坤血机血†α♪γわ薮肌ねであり，これらはハ  

クレンを導入したときにも減少している。HNFはハク  

レンを導入しても変化しなかったが，低密度の水界から  

除去したときだけその現存量が低下した。続いて，ハク  

レンの除去によって増加したプランクトンは月け5∽わ1α，  

β和C／tわ｝伽 α調g祉加i5，Po妙αγ仏和 doJic九坤′β和（以  

上，ハクレン高密度時のみ），Harpacticoida（ハクレ  

ン低密度時のみ），Cyclopoida，nauPlii，Kentella  

知れ7減血脚Ⅶ扇加地」油坤抑皿肋（低密度・高  

密度とも）であった。   

なお，これらの動物プランクトンのうち，ハクレンを  

導入したときと除去したときで現存量が可逆的に変化し  

たのはβi叫厄丁場50〝岨だけであった。この枝角矧ま，水  

界に出現した動物プランクトンの中で最も体のサイズが  

大きい。   

ハクレンを導入したときに増加，ハクレンを除去した  

ときに減少，あるいはその両方の反応を示した植物プラ  

ンクトンは Rhabdone桝a，Pieocyanobaeterja，  

ChrDOCOCCuS，eukaryotic picoplankton であった。一  

方，ハクレンを除去したときに増加したグループは  

0∫CjJJαわγ血とルわ祉ggO血で，前者のグループがピコサ  

イズからせいぜい5／∠mぐらいの超小型の植物プランク  

トンであるのに対して，後者は長さが200／Jm以上の糸  

状の植物プランクトンであった。  

〔発 表〕B－49，b－】22，125～129  

の呼吸による水界からの酸素消費を反映するとともに，  

ハクレンに植物プランクトンが摂食され，現存量の低下  

に伴い－・次生産量が減少した影響も考えられる。   

溶存性窒素はハクレンの導入で増加し，除去で減少し  

ている。しかし，潜存性リンには有意な変化が見られな  

かった。   

クロロフィルαの各サイズ分画ごとの濃度変化につい  

ては，40〃m以上の群体を形成する大型の植物プランク  

トンは，ハクレンの導入によって減少し，除去によって  

増加した。一方，2〃m以下（ピコサイズ）の植物プラ  

ンクトンの現存量は反対にハクレンの導入で増加し，除  

去によって減少した。上記2つのサイズ分画の植物プラ  

ンクトンは，同じ操作の‾卜ではハクレンの密度にかかわ  

らず同じ方向に変化し，2種類の異なる操作に対しては  

可逆的に反応した。10－40〃mと2－1叫mの中間的な  

サイズ分画では，ハクレン操作に対する反応もやや不明  

瞭であった。ハクレンをそれぞれ高密度と低密度で導  

入，あるいは除去しても現存量が変化しなかった動物プ  

ランクトンは Alona（Cladocera）と Calanoida  

（Copepod），それにワムシのAnliraeOf，Sisjisssaと  

Tγic如ceγCα如ざ眈であった。つぎにハクレンの導入に  

よって減少したプランクトンは 仇旬血川根川皿  

Sc坤如上βわ♂γi5，打gγα′βJJαCOCんJgαγi5（低密度・高密度と  

も）・Aぶ紳助†1α♪γ盲odo血（ハクレン高密度時のみ）  

であり，逆に増加したプランクトンはciliates，bac－  

teria，几九わ旭であった。一方，ハクレンの除去によっ  
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2．7．4 大気エアロゾルの計測手法とその環境影  

響評価手法に関する研究  

〔担当者】  

地域環境研究グループ：森田昌敏・植弘崇嗣・西川雅高・  

物質の捕捉作用や変質作用まで考えるとき，土壌起源系  

（黄砂）エアロゾルが，中国の都市大気汚染を促進ある  

いは抑制のいずれの方向に働くのか未だ客観的な評価が  

なされていない。このような土壌起源系（黄砂）エアロ  

ゾルの大きさは，発生源に近い内陸部の都市域と北京の  

ような発生源から比較的経れた都市域を比較すると粒径  

分布が異なると思われる。燃焼過程を経て大気中に放出  

される人為起源系エアロゾルの粒径分布がサブミクロン  

以下の微小粒子として存在していることと比べると，土  

壌起源系（黄砂）エアロゾルの粒径は，地域ごとに異な  

り，起源が単純な割には解釈の難しい物質と言わぎるを  

得ない。   

本研究は，以下の4サブテーマをたて，それを中国側  

研究者と多年継続研究を行い，中国都市環境保全に寄与  

する成果を得るよう努めている。  

（1）土壌起源系（黄砂）エアロゾルと人為起源系エア  

ロゾルの混合割合が著しく異なる都市域，例えば北京と  

蘭州における大気エアロゾルの通年モニタリングを行  

い，それぞれの起源別エアロゾルの寄与率を明らかにす  

る。  

（2）土壌起源系（黄砂）エアロゾルが，酸性ガスとど  

のように反応し変質するかを研究するために，典型的な  

土壌起源（黄砂）エアロゾル（標準物質）を作成する。  

（3）発源地からの飛来量やルートを特定するために，  

発生源地特有の指標成分を探索する。  

（4）大気エアロゾルと並行して，都市域での降下物を  

モニタ■リングする。両者の組成や粒径分布にどのような  

対応関係があるのかを調査し，粒径の大きな土壌起源系  

（黄砂）エアロゾルが都市環境に対して汚染の促進ある  

いは抑制のいずれに寄与しているのかを推定する。  

吉永 淳・森 育子（特別研究員）  

化 学 環 境 部：瀬山春彦．・田中 致・久米 博  

日中友好環境保護センター：全  浩・責 業茹・張  穎・  

任 則埠・股 恵民  

客員研究員 6名  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成8～12年（1996－2000年度）  

【目 的〕中国の大気エアロゾルによる環境汚染は，非  

常に深刻な状況にある。その主要な発生掛ま，石炭燃焼  

などによる人為由来のものと内陸部の砂漠乾燥地帯から  

発生する砂塵嵐に起因する自然由来のものに大別でき，  

両起源のエアロゾルは，それぞれ，日本の現状に比べる  

と1－2桁程度大気中濃度が高い。人為起源系エアロゾ  

ルと土壌起源系（黄砂）エアロゾルが，高濃度で混ぎり  

合った大気汚染は，中国特有のものである。このような  

高濃度エアロゾルと他の大気汚染物質の吸収／放出を伴  

う大気汚染について研究された例がほとんど報告されて  

いないのが現状である。本プロジェクト研究では，人為  

起源系エアロゾルと土壌起源系（黄砂）エアロゾルが，  

中国都市大気中で他の汚染物質と混ざり合った状態で生  

じる変質現象やふるまいについて基礎的実験を行うとと  

もに，その実証データを得るための多年継続モニタリン  

グを行い，中国のエアロゾルによる大気汚染の環境改善  

につながるような研究データの提供や影響評価方法の開  

発を目指すものである。また，本研究によって得られる  

知見は，東アジア地域での大気汚染物質の移流拡散機構  

の解明にも役立つものと期待される。  

〔内 容〕石炭燃焼を中心とする人為汚染系エアロゾル  

は，燃焼過程に伴って発生する元素状炭素（煤）が主成  

分である。その元素状炭素に付着して多くの炭化水素類  

がエアロゾルとして大気中を浮遊する。一方，土壌起源  

系（黄砂）エアロゾルによる大気汚染は，北京では晩冬  

から春にかけて最もひどい状態であるが，内陸部ではそ  

の他の季節も含め．1年中無視できない。土壌起源系  

（黄砂）エアロゾルは，その風送過程で，人為由来の酸  

性ガス成分を表面捕捉することが知られており，その結  

果として，土壌起源系（黄砂）エアロゾルの化学組成や  

形態の変質現象が生じる可能性がある。このような汚染  

〔成 果】   

本年度は，大気エアロゾルの長期モニタリングの継続  

と主たる人為起源系成分である元素状炭素（煤）と有機  

系炭素成分の分析を行った。また，基礎実験材料として  

有用な人工黄砂エアロゾルと黄二1二標準試料のパッキング  

及び均一性テストを中心に行った。  

（1）大気エアロゾルモニタリング   

中国3カ所（北京，蘭州，銀川）の大気エアロゾルの  

モニタリングにおいて，本年度に生じた砂塵嵐は，4月  

以降数回あった。最も広範囲かつ高濃度であったのは，  

5月1～10日に記録したものであり，北京にまで到達  
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衰1北京，蘭州，銀川の冬季エアロゾルの化学組成  したが，日本までは飛来しなかった。なお，日本で記録  

した4月1l（15日の黄砂現象は，蘭札 銀仙 北京を  

綾ないで飛来したものである。北京，蘭州，銀川のいず  

れの箇所における大気エアロゾル濃度も，冬季に1000  

〃g／m3を超えることが多く，夏季は，その5－7割程  

度のエアロゾル濃度であった。  

エアロ州  0C  トC  C－C  SO。2‘  NOa  Cl▲  F■  N町   

北京  1200  102  271  0．14  17′1  82  20  3，7  64   

蘭州  960  60  160  7．6  44  12  13  5．8  21   

銀川  820  10  ‖0  6．2  58  6．6  19  1．8  20   

0－C，トC，CCはそれぞれ有機系炭素．無機系炭象 炭酸塩  

炭素を表す。  

（2）康帯系エアロゾル   

人為起源系エアロゾル成分のうち，元素状炭素と有機  

系炭素成分が10～30％の割合を占めていた。その傾向  

は，夏季よりも冬季に顕著であった。冬季エアロゾルに  

おける無機系炭素成分よりも有機系炭素成分の方が，北  

京，蘭州，銀川の順にエアロゾル中に占める割合が顕著  

に低下していた。人為汚染源の種類ごとの寄与割合の違  

いが反映していると考えられる（表1）。また，炭酸塩  

炭素成分の分衝から．砂漠を後背地に持つ蘭州，銀川で  

は，北京の10倍以上の土壌起源系（黄砂）エアロゾル  

の寄与が認められた。なお，5月1～10［］の試料で  

は，蘭州，銀川の炭酸塩炭素の占める割合は，全炭素成  

分の50％以上であった。  

（3）人工黄砂エアロゾルと黄土標準試料   

人工黄砂エアロゾルと黄土標準試料（それぞれ，1g  

入りと20g入り）を各3000本作製した。その中から，  

ランダムに採取した試料10本による全分析を日本側と  

中国側のそれぞれの機関で行った。分析は日本側がICP  

発光分析法，蛍光Ⅹ線法，PIXE分析法により，中国側  

が蛍光Ⅹ線法と放射化分析法により行われた。また，含  

有する鉱物成分は，Ⅹ線回折法により特定された。保証  

値は，現在集計中である。  

〔発 表〕B－57．81．b－140，141．144，148，183，186   

ー131  



2．8 重点共同研究  

2．8．1流域環境管理に関する国際共同研究  

〔担当者〕  

水土壌圏環境部：渡辺正孝・大坪国順・村上正吾・  

質と量にかかわる力学的側面とそれに規定される水界生  

態系，陸域生態系をトータルシステムとして解析を行  

い，水・物質・エネルギーの効率的な配分と生態系機能  

の適切な管理を可能にする流域環境手法を開発し，流域  

のエコロジカルサービス機能の保全による持続的発展に  

寄与することを目的としている。  

〔内 容〕平成9年度は研究計画書に記載された課題か  

ら以下の研究を推進した。  

（1）流域環境情報直接計測手法の開発に関する研究   

水・物質の循環系の機構解明では降雨の流域面から河  

道への流出の検討が基本となる。本研究が対象としてい  

る長江流域の中‾F流域は極端な低平地であり，そこでの  

水の流動は恒常的な地下水流動と，降雨時における洪水  

氾濫現象で特徴付けられる。次年度以降，長江流域で予  

定されている地下水流の動態計測のため，その手法の開  

発を釧路湿原にて行った。  

（2）長江流域環境情報の収集   

本研究の遂行に当たっては長江流域の土地利用形態，  

地形，土壌，河川網等の環境情報が不可欠である。本年  

度はTMランドサットデータを用いて中国全域におけ  

る詳細な土地利用データベースを構築Lた。さらに，長  

江流域内でも特に低平な四川盆地と長江平原区（宣昌よ  

り下流地域）に関する解像度50mの高精度数億標高モ  

デル（DEM）を1：50，000地形図を用いて作軋 前年  

度までに作成した山地領域とのDEMと接合した。これ  

を用いてGTS上で生成される模擬河道網の精度向上を  

囲った。  

（3）モデル集水域における水文学的過程と汚濁負荷原  

単位のモデル化に関する研究   

標高印00mを越える長江源流域の永久積雪地帯から  

の融雪水が，長江上流部の水資源として重要な役割を果  

たしていること，長江平原区の中でも地下水位の高い洞  

庭湖周辺で，近年，大規模な洪水氾濫が起こっているこ  

とから，長江流域モデルの主な要素として，この2つの  

事象のモデル化を行った。長江流域への適用を目的とし  

た汎用的な数値模擬モデルの開発は次の手順で進めた。  

1）積雪・融雪過程のモデル開発，2）平坦地における  

氾濫現象の解析モデルの開発，3）冬期の積雪事象が卓  

越する極めて低乎な釧路湿原を含む釧路川流域をモデル  

西村 修・井上隆信・天野邦彦・  

高松武次郎・服部浩之・金尾昌美・  

林 誠二・徐 開欽  

生物 圏環境部：渡逮 倍・広木幹也  

地球環境研究グループ：原田茂樹  

社会環境システム部：田村正行・山形与志樹  

地球環境研究センターニ安岡善文  

共同研究機間  

中回水利部長江水利委貞会：Prof．WENGIノida  

Prof．XIUZHEN Zhang  

Prof．LJAn［jar】  

中国科学院遥感応用研究所：Prof．LIUJiyuan  

Dr．ZHUANG Dafang  

Dr．WU Qiuhua  

中国水利部・交通部・電力工業部 南京水利科学研究院  

：Dr，DOU Xiping  

中国科学院植物研究所生態センター  

：Dr，WANG Ql】aTl  

米国マサチューセッツ工科大学  

：Prof．ADAMS Eric  

下線は研究代表者を示す  

〔期 間〕平成8－12年度（1996－2000年度）  

〔目 的〕近年の東アジア地域，特に長江流域の社会経  

済活動の目覚ましい発展は，水資源・エネルギー開発  

（ダム開発，水力・火力発電所の建設等）を希求すると  

ともに，産業構造変化に伴う土地利用形態の変化，都市  

部への人口集中等の現象を促進させている。こうした変  

貌は流域内で生産される汚濁物質や有害物質の排出負荷  

量を著しく増大させているため，水質汚濁，塩害や酸性  

雨による土壌劣化，風食・水食による土壌流失，洪水，  

かんがい用水・飲料水不足等々の流域の持続的発展を妨  

げる要因が顕在化しつつある。また，長江流域からの排  

出負荷は必然的に東シナ海の海洋生態系に大きな影響を  

もたらすことから，その正確な算定と適切な管理が必要  

とされている。本研究では中国関連研究機関との共同に  

より，流域内の物質循環とその輸送外力となる水循環の  
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集水域として選択，1），2）のモデルの適用し，検証  

を行った。  

に，このDEMは，GIS上で生成される模擬河道ネット  

ワークの精度を著しく向上させた。  

〔成 果〕  

（1）長江から洞庭瀾へ流入する土砂量は他の湖沼と比  

較して非常に多量で，その堆砂に伴う河通水位の上昇，  

土砂堆積に伴う氾濫原の拡大で，近年，洪水被害が増加  

している。類似の現象は釧路川支流の久著呂川及び雪裡  

川においても認められている。すなわち，湿原周辺の農  

用地化の一環として中流部から湿原流入部に至るまでの  

河川の直線化工事によって，直線部末端での土砂堆積と  

それに伴う河道閉塞，さらには湿原内への土砂洪水の氾  

濫といった現象が生じている。また両流域とも極めて低  

平であり，そこでの水の流動は恒常的な地下水流動と，  

降雨時における洪水氾濫現象で特徴付けられる。今後の  

水循環モデルと次年度の長江での調査手法の開発のた  

め，地下水流の動態計測を釧路渥原において実施した。  

具体的には1997年5月から10月にかけて，久著呂川直  

線末端部周辺の湿原内へ地下水位計を設置し，湿原内の  

水流動特性の把握のための地下水位計の効率的な空間配  

置に関する基礎データを収集した。  

（4）積雪・融雪過程による水流出モデルは降雪過程，  

積雪部と氷結部の2層構造からなる積雪過程，融雪過程  

の3過程より構成され，熱収支計算にもとづいて各過程  

の相互作用系が表現された。モデルヘの入力条件は降水  

量，気温，全天日射量，露天温度及び風速の5つの気象  

観測データである。モデルの妥当性の検討のため，釧路  

川流域の降雪・融雪時期に適用を試みた。適用にあたっ  

ては流域内での空間的な気象変化や標高差による降雪，  

積雪，融雪現象の面的な変化を考慮するため，流域を複  

数のエリアに細分し，各エリアに対応する観測地点での  

気象データを与えるとともに，流域を構成する各単位流  

域面（sub－WaterShed）の平均標高，緯度をパラメータ  

として与えた。図1の釧路川流域内の鶴居村での  

AMeDASの積雪観測値と計算値の比較結果より本モデ  

ルの妥当性が認められた。  

（5）流域内の水・物質循環を表現するモデルは，流域  

斜面での地形学的な要因と土地利用形態を考慮した分布  

型の流出モデルと流路での輸送モデルから構成され，こ  

れまでに山地流域での水流出への適用性は確認されてい  

る。本年度は低平地への拡張を試み，湿原域を含む釧路  

川流域への適用し，その妥当性の検討を行った。計算は  

1990年から1993年の4年間を対象とし，パラメータの  

同定には北海道開発局が測定した10地点での河川流量  

データを用いた。計算に当たっては前述の積雪・融雪モ  

デルが低平地水1庶出モデルへ組み込まれた。図2は久著  

呂川の河川流量に関する計算結果であり，比較的′J、さな  

領域内で，降雨の時空間分布が著しく異なるといった特  

（2）中国科学院リモートセンシング応用研究所との共  

同研究の下，主にランドサットTMデータやスペクト  

ル特性を利用したマクロスケールでの1990－1993年の  

土地利用データベース作成を行い，現地観測による検証  

を行った。土地利用分類は，農地，森林，草地，水域，  

都市及び鉱工業域，未利用地（荒地）の6つの主力テゴ  

リーからなり，さらに主力テゴリー自体も幾つかのサブ  

カテゴリーに分類されることで，24の詳細なサブカテ  

ゴリーを有する土地利用データベースが構築された。  

（3）数値標高モデル（DEM）は流域における水・物  

質循環モデルの精度向上の一つの建となっており，高解  

像度なものが必要とされる。しかし，これまで直接取得  

出来るDEMの解像度は1kmであり，四川盆地一帯や  

長江平原区といった平坦地の地形変化を十分に表してい  

なかった。この間題点の解消のため，1：50，000の地形  

図をもとに地形の読み取り・数値化作業を行い，解像度  

50mの数値標高モデルを作成した。この新たに作成さ  

れたDEMでは，既存のDEMでは検出されなかった地  

表面の起伏が，十分判読できることが確認された。さら  
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図1積雪・融雪モデルによる再現計算結果  

（地点：鶴居）   
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殊な場合を除くと，時間降水量を入力値として日平均化  

された河川流量は比較的高い精度で再現されることが明  

らかとなった。  
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CALCUL＾T10N   （6）低平地における洪水氾濫の解析のため，水深方向  

に平均化された平面2次元流れのモデルの開発を行っ  

た。モデルの検証はユ992年の融雪出水に伴う氾濫現象  

を対象として行われた。釧路湿原が植生で被覆されてい  

ることより，計算に当たっては解析モデルに植生の形状  

抵抗を考慮した。計算結果は，氾濫水の拡散過程をほぼ  

説明したもので，モデルの適用性が確認された。また，  

氾濫時の土砂堆積が問題となっていることより，土砂堆  

積についても水深平均された浮遊砂の拡散方程式を用い  

ることで，氾濫時の湿原内での土砂堆積分布の計算を試  

みている。植生分布についてはランドサットTMデー  

タを用いた植生分類データを用いた。  

〔発 表〕g－27，28  
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図2 モデルによる河川流量の再現計算結果  

（地点：久著呂川）   
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2．9 革新的環境監視計測技術先導研究  

2．9．1大気有害化学物質監視用自動連続多成分  

同時計測センサー技術の開発に関する研究  

〔担当者〕  

化 学 環 境 部：中杉修身・相席悠子・横内陽子・  

白石寛明  

地城環境研究グループ：森田昌敏・田過 潔  

〔期 間〕平成9～11年度（1997～ユ999年度）  

〔目 的〕大気汚染防止法の改正によって有害大気汚染  

物質に関する汚染・暴露の実態把握とリスクアセスメン  

トに基づく対策が体系的に開始さゴtた。大気中からはこ  

れまで数千に上る化学物質が検出されているが，毒性等  

の既存の知見に基づいて234の有害大気汚染物質に該当  

する可能性のある物質（候補物質）が選び出され，プラ  

イオリティーが高いと判断された22が優先取組物質，  

直ちに何等かの対策が必要と判断された4つが指定物質  

とされ，モニタリング，排出抑制などが行われることに  

なった。優先取組物質（指定物質を含む）については地  

方自治体を中心としたモニタリング体制がしかれ，定量  

的リスクアセスメントに耐えるデータの収集が開始され  

たが，国がモニタリングを担当する候補物質について  

は，その物質数の多さ，多様さ及び測定法の不備などの  

問題に直面している。また，優先取組物質のモニタリン  

グにおいても，現行の手分析法による間欠的なモニタリ  

ングは，測定値の代表性が不確実である，労力・手間な  

どの負担が大きいなどの問題を抱えている。   

そこで本研究では，より多くの有害大気汚染物質を自  

動連続モニタリングする技術を開発し，①労力・手間の  

かからないモニタリング，②連続モニタリングによる汚  

染の詳細の把握に基づく現行モニタリングの信頼性の評  

価とより一層の最適化 ③より多くの有害大気汚染物質  

に関するデータの収集などを実現し，有害大気汚染物質  

対策に資することを目的とする。  

〔内 容〕本研究では，自動連続多成分同時計測システ  

ムを，①設計及びパーツ開発，③各部性能試験，③シス  

テムとしての自動プログラム運転化④フィールド試験  

及び改良，⑤データ処理支援システムの開発の流れで作  

製するとともに，補完的な「自動サンプリング→実験室  

での自動分析」について検討する。また，可能な限り  

フィールドデータを収集し，適切なモニタリング体制の  

検討や，リスクレベルのスクリーニングを行う。   

本年度は，主に自動計測システム作製の①－（∋を行っ  

た。まず，有害大気汚染候補物質の大半を占めながら，  

汚染に関する知見が乏しい揮発性及び半揮発性物質を主  

な計測対象とすることにした。試料捕集は，自動化及び  

多成分化が容易で分析時にフレキシビリティーがある  

キャニスター捕集を中心に，高感度が得られる吸着捕集  

（加熱脱離）を組み合わせて行うことにした。分析は，  

高感度，高選択性，汎用性を兼ね備えたGC／MSで行う  

ことにした。これらの基本方針に沿って，優先取組物質  

の手分析法，米国EPAのTO－14，15，17などを考慮  

しつつ，自動連続多成分同時計測システムを設計，試作  

した。多成分への拡張の検討を兼ねて，市販標準ガス  

（TO－14十α＝45成分）を用いて，キャニスター捕  

集，試料導入，分析に係る各パーツの性能試験を行な  

い，数十成分をpp卜ppbレベルで自動測定可能である  

ことを確認した。   

今後，簡単なフィールド試験で感度が不十分な物質を  

確認し，吸着捕集の組合わせを検討した上で自動計測シ  

ステム作製の④，⑤に進む予定である。また，自動計測シ  

ステムがかなりでき上がってきたため，補完的な「自動サ  

ンプリング→実験室での自動分析」を始める予定である。  

〔成 果〕   

図1に設計，製作したシステムの構成と特徴を示す。  

図2の容器捕集・クリーンアップ系は，2本のステンレ  

スキャニスター（3．5J）を有し，一方にポンプで毎分50  

－2nlJ／分，2～24時間加圧採取（2気圧）する間に，  

もう一方の分析及び過熱下（50℃）での加湿ゼロガス  

図1 システムの構成   
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によるクリーンアップ（加圧と真空排気を繰り返す）を  

行うようになっており，2－24時間ずつ交互に連続モ  

ニタリングができる。キャニスター中での標準ガスの保  

存性（1日）及び回収率は，検討した45物質のほとん  

どについて90－110％の範囲にあり，3回の加圧・排気  

によって検出下限以下（pptレベル以下，2ppb標準ガ  

スで試験）にクリーンアップできることを確認した。吸  

着捕集系は，2本の揃集管を有し，一方にポンプで100  

〝10m～／分，2－24時間吸着捕集する間に，もう一方  

の加熱脱離（He25m′／分，250℃，10分間），分析，ク  

リーンアップを行うようになっており，やはり2－24  

時間ずつ交互に連続モニタリングができる。吸着捕集は  

容器捕集で感度が不十分な物質をターゲットに今後検討  

を行うが，採取空気量を少なめにしてカラムの過負荷を  

防ぎ，捕集管を大きめにして破過に対応する設計となっ  

ている。試料導入系は，市販のGC用気体試料濃縮導入  

装置をGC／MS用に内標準を添加できるよう改良したも  

ので，数十～数百m上の気体試料をキヤピラリーカラム  

の分離能を損なわずにGC／MSに導入することができ  

る。容器捕集・クリーンアップ系→試料導入系→  

GC／MSのシステム運転による標準ガスのクロマトグラ  

ムを図3に示す。分離は良好で，検量線も2”3の物質  

を除いて定量‾戸’隈－ppbレベルまで良好な直線性を示L  

た。また，くり返し測定の再現性も，2～3の物質を除  

いて変動係数10％以内と良好であった。また，自動連  

続で30回程度の測定を行い，安定に動作することを確  

認した。装置の設計，作製及び主要部分の基本性能の確  

認が終了したため，フィールド試験などの次の段階に進  

む予定である。  

〔発 表〕D－17，b133，134  
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国2 容器捕集・クリーンアップ系  
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図3 標準ガス（5ppb）のTIC（トータルイオンクロマトグラム）  
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2．10 国立機関公害防止等試験研究  

2．10．1湖沼での有機物の動態解析手法の開発  

に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：松重一夫・今井章雄・  

高村典子  

〔期 間〕平成7～9年度（1995～1997年度）  

〔目 的〕近年，多くの湖沼において．化学的酸素要求  

量（COD）濃度の増大傾向が観察されている。何らか  

の有機物が蓄積していると考えられる。本研究は，この  

ような新しい水質汚濁現象を明らかにするために，湖沼  

内で増大している有機物の特性，湖沼における有機汚濁  

物賀の動態を解明する新しい手法を開発することを目的  

とする。  

〔内 容〕琵琶湖北湖湖水および流入河川水を対象とし  

て，100日間生分解試験と3種類の樹脂を用いた溶存有  

機炭素（DOC）分画手法を適用し，湖水・河川水中の  

溶存有機物を易一難分解性，疎水性一親水性，酸性一塩  

基性の遠いに基づいて分画した。琵琶湖北湖湖水および  

流入河川水ともに，DOC成分として有機酸（疎水性酸  

（フミン物質）十親水性酸）が卓越していた。湖水では  

親水性（フミン物質：25”27％，親水性酸：40－  

48ヲ右），河川水ではフミン物質の存在比が大きかった  

（フミン物質：37－73％，親水性酸：23～35％）。100  

日間生分解試験より，フミン物質はほとんど生分解しな  

いことが確認されたが，親水性酸もかなりの部分は難分  

解性であることが明らかとなった。難分解性有機物＝フ  

ミン物質という等式は崩れた。長期における連続測定が  

可能であるDO，pH，水温，電気伝導度を測定し，そ  

れらの変化量から，湖沼における一次生産を予測する手  

法を確立を目指した。本年度も，汽水滞である潤沼にお  

いて本手法の検証を目的として，夏，秋，冬の計3回の  

連続測定を行った。同時に明・暗ボックスを用いた手法  

による一次生産測定も行った。1995〃97年の十和田湖  

沖の水質と生物の調査から，十和田湖の動物プランクト  

ン群集は，ヒメマスとワカサギの漁獲量の変化に関連し  

て変化することが明らかになった。つまり，ワカサギの  

漁獲量が高い年は動物プランクトン群集は，枝角類の  

β05椚わ旭加gi柑5fγ壱5ヤ輪虫類が卓越するが，ヒメマス  

の漁獲量が高い年は，枝角類のβ坤加イα励gゆわ旭お  

よびカイアシ類の加御地痛坤如拙り肌殉Ⅶの密度  

が高くなった。一方，植物プランクトン群集は捕食者で  

ある動物プランクトン群集の影響より，季節変化に伴う  

要因（例えば，水温，栄養塩等）により規定されている  

ことが明らかになった。  

〔発 表〕K9，B25，77，78，b－77，123，124，130”132  

2．10．2 有害金属の形態別分析技術の開発と地  

下水汚染機構解明に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：西川雅高  

化 学 環 境 部：中杉修身・柴田康行  

〔期 間〕平成8”10年度（1996～1998年度）  

〔目 的〕近年，様々な有害物質による地‾F▲水汚染が顕  

在化L，その対策が緊急の課題となっている。一昨年に  

水環境基準項目，環境基準値の見直しや強化が行われて  

以来，ヒ素等の基準値を超える地‾F▲水汚染が，全国的に  

見つかっている。例えば，現在修復対策の始まっている  

トリクロロエチレン等でさえ水質環境基準不適合率は，  

当初3〝4％であったのに対し，ヒ素，ホウ素等による  

その不適合率は環境庁の一次調査で既に10％を超えて  

いることが明らかになっている。ヒ素等は，多価元素で  

あり，その毒性や挙動は，存在形態によって異なること  

が知られている。また，処理技術の開発に当たっても，  

化学形態を考慮する必要があることは言うまでもないこ  

とである。こうした背景から，本研究は，ヒ素を中心と  

する有害元素による地下水汚染機構の解明について，存  

在形態を考慮した研究課題を立て，対象となる地方に密  

着Lた観測技術の確立と無害化／低減化技術の開発を目  

指すものである。  

〔内 容〕全国のヒ素に関する地下水汚染の原因は，人  

為由来というよりも自然由来に因ることが多い。例え  

ば，平成6年度版水道統計では，原水中のヒ素濃度が環  

境基準値を上回った浄水場が17カ所あり，そのような  

地下水質の特徴を以下にまとめると，1）pH値が高  

い，2）KMNO4消費量が大きく蒸発残留物が多い，  

3）Mn，Fe濃度，色度，濁度のうち1項目以上基準値  

超過していることが多い。つまり，自然由来のヒ素汚染  

機構は，地下水の酸化還元状態，Fe，Mn濃度等と密接  

な関係にあることが推察される。このような自然由来  

に，地域によっては農薬等からの有機態ヒ素汚染が加  
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蓄積が期待された。さらに，過大な有機汚濁や栄養塩の  

負荷は底泥に蓄積され，後年にも影響が及ぶものと考え  

られた。そこで，流入負荷や底泥からの栄養塩回帰を考  

慮した大阪湾の生態系モデルを構築し，集積されたデー  

タを用いて生態系モデルを検証することをIヨ自勺とした。  

〔内 容〕  

（1）震災による大阪湾への栄養塩及び有機汚濁負荷増  

加の実態把握に関する研究   

河川から流人する栄養塩の負荷につき，増水時の負荷  

量が大きいと言われてきたが，現在まで，極めてデータ  

が不足している。本年度は，兵庫県を流れ，大阪湾に流  

入する5拘‘川（武庫川，東川，夙川，妙法寺川，明石  

川）で，平成9年7月～平成10年1月の増水時に5  
回，流入量及び流入負荷量の調査を行った。  

（2）震災後の大阪湾における生態系及び海域環境の変  

動把握に関する研究   

前年度に引き続き，本年度も長期にわたる震災の影響  

を調べるため，大阪湾にて5測点，播磨灘にて8測点を  

設定L，水質，生物量等の調査を平成9年5月～平成  

10年1月に4回行った。夏季に大阪湾，播磨灘の各3  

地点で採掘し，底泥の酸素消費速度と底泥からの栄養塩  

の溶出量を測定した。大阪湾底泥における酸素消費速度  

は，0．24－0．34g－02／m2／dayであり，東京湾奥の貧酸  

素化する海域底泥での値よりは′トさか？た。底泥からの  

有機物の溶出には，大阪湾と播磨灘の両方の試料とも特  

徴的なパターンが見られ，貧絶景になった直後の数日は  

有機物が盛んに溶出したが，その後消費され，水中の有  

機物濃度は実験初期の値に戻った。  

（3）震災による負荷増加が大阪湾環境に与える影響の  

評価に関する研究   

前年度，大阪湾・播磨灘を1kmメッシュで区切った  

3次元流動モデルを構築した。水温・塩分の実測値と計  

算値を比解した結果，海峡部の流入速度等に差違が見ら  

れ，計算領域で全般的に流速は計算値の方が大きかっ  

た。この原因の一つに，海峡部の境界条件が考えられた  

ので，本年度は，計算領域を瀬戸内海全体に拡大した。  

この結果，計算された流速や，水温・塩分の水平・垂直  

分布は，実測値と良く一致するようになった。  

〔発 表〕b－95  

わっているのが実態である。このような汚染機構解明に  

は，試料中のヒ素があるがままの状態で定量されなけれ  

ばならない。地下水試料中に含まれるヒ素の化学形態の  

うち，メチル態有機ヒ素化合物は，室温保存でも1週間  

以上変化しないのに射し，隈機憩のヒ素は，Ⅴ佃及びⅦ  

価の還元／酸化現象が見られ，酸化還元電位や共存元素  

の影響を受けやすい。このことは，あるがままの状態を解  

明するための分離分析法の開発（例えば，HPLC－ICP／MS  

法）が重要であることを意味している。そのような分離  

分析法が確立されることによって，地下水の汚染機構解  

明が進展すること，さらに，処理技術に関して化学形態  

ごとの処理効率を明らかにすることができ，地域ごとの  

汚染実態に即した環境改善が期待される。なお，本研究  

において対象とする処理技術は，吸着剤方式と膜方式に  

大別でき，吸着剤方式に使用する材料は，活性アルミ  

ナ，二酸化マンガン，セリウムが挙げられ，膜方式に  

は，イオン交換膜や逆浸透順等の利用が考えられる。ヒ  

素に関する分離分析，処理技術の開発と他成分との因果  

関係を考慮した汚染機構解明調査に関する共同研究を，  

福岡県，高槻市等地方自治体研究機聞及び国立公衆衛生  

院，国立医薬品食品衛生研究所と実施している。  

〔発 表〕B－55，58，60，6】，b142，143，145，146  

2．10．3 兵庫県南部地震による突発的負荷変動  

が大阪湾環境に与える影響に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：木幡邦男  

水土壌圏環境部：渡辺正孝・竹下俊二  

地球環境研究グループ：原田茂樹  

〔期 間〕平成8”10年度（1996－1998年度）  

〔目 的〕兵庫県南部地震により，阪神地区の下水，排  

水処理施設が大きな損傷を受けたため，未処理水，各種  

廃棄物などによる流入汚濁負荷が増加した。このため総  

量規制の効果などで改善が進んでいた大阪湾の水質の再  

悪化が懸念された。特に，汚濁負荷の流入が集中する神  

戸地先では，水質等海域環境に大きな影響が出るものと  

考えられた。そこで，震災による流入負荷の変動ヤ大阪  

湾の水質及び生態系の変動を克明に調査し記録して，今  

後の対策の基礎資料を作成することを目白勺とした。   

また，突発的な負荷の変動と，それにより引き起こさ  

れる生態系の変軌 内部生産の増加，底層の貧酸素化な  

どの過程を正確に把握することで，富栄養化の機構解明  

を研究するための，ほかでは得られない貴重なデータの  

138－－   



2．10．4 有用生物と資源を活用した汚濁水域の  

水質浄化・リサイクル・修復エコシステ  

ムの開発に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平・水落元之  

〔期 間〕平成9～11年度（1997－2000年度）  

〔目 的〕環境への負荷の少ない特続可能な社会の構築  

を環境基本法では基本理念としているが，その創造のた  

めには「自立」「持続」「共生」の環境掛こ立った研究が  

必要とされる。それ故，汚濁負荷が流域内で生態系を保  

持しつつ，自己完結的に改善処理するリサイクル修復シ  

ステムの確立は緊急を要する重要な課題である。しかし  

ながら，大量生産・消費・廃棄型社会のもと，生活環境  

からは排水ヤ廃棄物が排出され，河川・湖沼・内湾にお  

いては環境資源・生産性の著しい低下が引き起こされて  

いる。   

名僧廃棄物の中には地域特性に依存する有用な資源が  

存在するが，これらを効率的に水質浄化，汚泥処理・再  

利用資源化を図ることで循環型地域完結システムの確立  

が可能になっていくものと考えられる。本研究では，微  

生物の代謝機構により汚濁物である排水を原料とした有  

用資源としての生分解性プラスチックの生成と水質浄化  

を連動させる相乗効果条件の解明や，有用微生物付着担  

体としての高密度機能強化微生物勘定化リアクターの開  

発，カキ殻を充てんした有用水生植物植栽法，有用資源  

としてのセラミックス資源を用いた護岸システム，有用  

資源としての繊維廃材を活用した浄化ブロック・ネット  

による汚濁湖沼直接浄化システムなどを開発し，バイオ  

エンジニアリング，エコエンジニアリングの効果的活用  

による高度水処理と余剰汚泥等の副産物の効率的活用を  

目指した総合的な水環境帽復エコシステムを確立するこ  

とを重安な位置づけとしている。  

〔内 容〕地域密着型環境研究としての本年度の取り組  

みとしては，各地域において水質浄化に有効ヒなる資源  

や生物についてスクリーニングを行い．水城の汚濁状況  

に応じた馴ヒプロセスを開発することをめざして，東京  

都，神奈川県，埼玉県，茨城県，福井県，広島県，広島  

市，岡山県の地方公設試験研究機関と，名古屋工業技術  

研究所，国立環境研究所との連携のもと推進してきた。  

特に脱窒，脱リンに有効な資源の選定と機能付加改善法  

の開発を図るものとして，アルミニウム，鉄，カキ殻等  

の廃材の脱糞，脱リン効果の高い有用資源の材料選定と  

浄化能付加強化改善技術の組み込み方及びその評価を  

行ってきた。その中でも，カルシウムを主成分とするカ  

キ殻を活用したセラミックス，セメントにおいて，リン  

吸着反応能の後，窒素の吸着の起こることが明らかとな  

り，広島県，広島市などで問題視されているカキ養殖や  

生活排水に伴う汚濁水域の直接浄化対策として，大量に  

排出されるカキ殻の有効活用性を見いだした。また，鉄  

廃村を改変した濃縮塩化鉄水溶液による脱リン除去プロ  

セスを組み込んだ生活排水処理システムでは，約80％  

のリン除去率が得られたのと同時に，有機物，窒素につ  

いても高度に除去できること，廃アルミニウム缶を活用  

した電解脱リンプロセスでは表面コーティングをスク  

ラップにより剥離させることで電極として活用でき生活  

排水処理システムに適用することでBODlOmg／J以  

「F，T－NlOmg／J以下，T－Plmg／J以下の処理水の得  

られることなどを明らかにした。その他にも，水質浄化  

プロセスと連動した有用資源としての生分解プラスチッ  

クの生成条件と有用微生物の代謝機構の解明や，人工干  

潟造成時における砂利，護岸等の代替材として，汚泥セ  

ラミックス等において水生生物の定着性は良好であるこ  

となど，地方公設試験研究機関との有機的連携のもと，  

リサイクル型水環境修復システムに結ぶ有用な知見を明  

らかにした。  

〔発 表〕B－18．b－5，13，略25，30，56，69  
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2．11環境基本計画推進調整費による研究  

2．11．1ラ由流出事故に対するバイオレメディエー  

ション技術検討調査  

〔担当者〕水土壌圏環境部：渡辺正孝・内山裕美・  

越川 海  

地域環境研究グループ：稲森悠平・木幡邦男  

扁摘大学農学研究科応用生物学科：中原絃之  

通産省工瓢捕物質工学工業棚研究所有横材棉  

：石上 裕・坂口 諮  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕近年，微生物等を用いて，油等の有害物質に  

よる環境汚染の浄化を行う技術（バイオレメディエー  

ション）が注目を集めている。このような状況のなか，  

平成9年1月のナホトカ号油流出事故により海岸の油汚  

染が生じ，当該汚染への対策として様々な物理的・化学  

的方法で泊の回収 除去が行われたが，岩場の海岸にお  

ける浅層部の隙間の油等の完全な除去は困難な状況にあ  

り，バイオレメディエーションによる油の浄化に対する  

期待が高まっている。しかし，油等のバイオレメディ  

エーションについては，現場の状況により効果が異なる  

などの有効性の問題や，生態系に問題を与えるおそれが  

払拭されていないなど安全性の問題が解決されておら  

ず，適切なバイオレメディエーション技術の確立が求め  

られており，これら有効性及び安全性の問題の解決が必  

要不可欠である。   

このため，栄養剤散布によるバイオレメディエーショ  

ン技術について，ナホトカ号事故による油汚染海岸の泊  

等を用いて，当該事故の泊漂着海岸を模擬した環境での  

調査を行うことにより，当該技術の適用に関して我が国  

海岸における環境影響，有効性等の基礎的な知見を得る  

ための調査研究を行うこととした。  

〔内 容〕（1）日本海沿岸の重油漂着地域のうち福井県  

から石川県にかけての4点（福井県水仙海岸，三国町，  

石川県鴨が浦，海士崎）において，事故後約1年間にわ  

たって現場調査を行い，海水中の重油成分濃度と潮間帯  

海藻相変化の追跡を行った。  

（2）海岸生物に悪影響を与えない天然系生体界面活性  

剤とLて，トチの実に約5％含まれるエスシンの界面化  

学的特性を検討し，使用後のエスシンの回収についても  

検討した。  

（3）干潟生態系モデル試験により，重油が干潟の硝化  

能を若干低下させ，ゴカイの摂食能や成長に影響を与え  

ることが判明した。また添加した分散剤によるそれら影  

響も大きいと考えられた。  

（4）自然界に存在する微生物の働きを補助する栄養剤  

の散布により浄化を行う，バイオレメディエーションの  

日本における自然環境における適用可能性を調査した。  

ナホトカ号流出油が漂着している兵庫県城崎郡香住町の  

佐古谷海岸において，小規模実験区を設定し，セラミッ  

ク製版に流出油を付着させ，InipoIEAP22（エクソン  

パルデイーズ事故の際，米国EPAが安全性を検討し  

た）を涼加し，現場での分解特性を検討した。  
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2．12 国立礫関原子力試験研究費による研究（原子力利用研究）  

2，12．1GC－AMS：加速器による生体中，環境  

中微量成分の起高感度追跡手法の開発  

〔担当者〕化 学 環 境 部：柴田康行・田中 致・  

米田 穣・久米 博  

地域環境研究グループニ森田昌敏  

〔期 間〕平成9～13年度（1997－2001年度）  

〔日 的〕14c等の放射性同位体は，生体中の様々な  

物質代謝経路の追跡のためのトレーサーとして，また環  

境中の汚染物質の起源を探る有力なパラメータとして  

（現生生物が14cを一定濃度含むのに対し石油石炭起  

源の物質は含まない）重要な役割を演じている。しかし  

ながら，従来の方法では，目的とする14c含有物質を  

手間をかけて分離・精製し，その中に含まれる14c量  

を液体シンチレーションカウンター等の感度の低い分析  

手法で測定して追跡を行っていた。本研究では，14c  

等の長寿命放射性同位体の先端的高感度分析手法である  

加速器質量分析法（AMS）と，微量成分の高度な分離  

手法である多次元ガスクロマトグラフ（GC）とを組み  

合わせて，生体中，環境中の微量化学物質中の微量放射  

性同位体を個別に追跡できる，新しい高感度な分析シス  

テムを開発することを目的とする。  

〔内 容〕初年度に当たる平成9年度には，本研究の鍵  

を握る技術の一つ，ガスイオン碩と，ここで発生したイ  

オンを加速器に導入する同時入射系のそれぞれを立ち上  

げ，性能をチェックするとともに，ビーム引き出し径の  

絞り込みと途中のスリットの拡九位置調整等の改良作  

業を進めた。予備的な検討の結果からイオン源からの引  

き出しビームをなるべく細く絞り込んで途中の壁・ス  

リット等に触れないようにすることが高精度の達成に重  

要であることがわかり，ビーム引き出し部分の口径を狭  

くし，かつ同時入射系の入り口スリット幅を大きく広げ  

る改良を行った。また，加速器の中で最も狭い場所であ  

る中央ターミナル内のストリッパーカナルを内径8mm  

から11mmのものに変更し，ビームの壁への接触を避  

けるようにした。さらに各カソードの位置決め方式を改  

良し，位置決め精度の向上を図った。その結果同一試  

料を3つの別々のカソードにつめて繰り返し測定した際  

のそれぞれの平均値の閉の標準偏差が±0．1％を下回る  

（ただしカウント総数から規定される統計誤差は0，5％  

程度で，これが最終的に結果の理論的な誤差を決定す  

る），極めて高い繰り返し精度での二酸化炭素試料の測定  

に成功した。また，HOxIl，ANUsucrose，BeerCO2，  

Groningen dead Carbonの4種のスタンダードを用い  

た美顔で，保証債（あるいは従来型の固体イオン源で得  

られたデータ）とよく一致する結果を得て，繰り返し精  

度ばかりでなく正確度についても十分な実用性を持つレ  

ベルに達したことが確認できた。さらに，2次元日の  

GCと試料捕集装置を導入し，試料捕集条件などに関す  

る基礎的な条件検討を進めた。  

〔発 表〕D－7，9，d－11  

2．12，2 環境化学物質に対するバイオエフェク  

トセンサーの開発  

〔担当者〕環境健康部：持立克身・古山昭子・青木康展・  

遠山千春  

〔期 間〕平成7－‖年度（1995－1999年度）  

【目 的〕これまで，化学物質の環境汚染による生体影  

響の評価は，個々の毒性が危倶される物質について，主  

として動物実験あるいは培養細胞による毒性試験及び環  

境中における存在量の調査の手順を踏んで行われてき  

た。しかし，多くの化学物質が環境中に拡散しその複合  

汚染が進行している状況では，動物実験の信紙性の高さ  

は認めつつも，迅速性の向上や複合暴露に要する時間や  

労力等の軽減を考慮に入れた新しい毒性評価系の開発が  

望まれている。これに対処するには，動物実験と培養細  

胞の中間に位置する組織同等体を用いた毒性評価系が適  

当と考えられる。組織同等体とは，生体組織から個別に  

取り出した各種構成細胞と細胞外基質を組み合わせ，組  

織と同等の形質を有する細胞培養系に構築したもので，  

従来の培養細胞の簡便さと迅速性を備えながら，他方生  

体組織と類似することから局所的な動物実験の特徴も備  

わっている。本研究では，両者の長所を兼ね備えた組織  

同等体を，環境化学物質の毒性評価に適した形に構築す  

ることを目指す。  

【内 容〕肺胞上皮親戚同等体としては，わ1扁班と同  

様に，細胞同志は密着結合で結ばれ，細胞の先端面には  

徴絨毛，基底面の直下には基底膜緻密横が存在し，基底  

面と緻密板は接着斑もしくはanchoring filamentで結  
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ばれている上皮構造をとる必要がある。これまで，肺線  

維芽細胞を包捜したコラーゲンゲル上に，Ⅲ型肺胞上皮  

細胞（T2）を播種して培養する（TZ－Fgel）ことによ  

り，T2細胞同士は密着結合で結ばれ，基底而には基底  

膜緻密板が形成され，基底面と緻密板はanchori喝  

filamentで結ばれることが明らかになった。また，形態  

学的には，種々の大気汚染ガスに感受性が高いⅠ型肺胞  

上皮細胞（Tl）の形態をとった。この共培養系は，上  

皮組織として条件を満たしているが，上皮細胞の毒性評  

価系としては，線維芽細胞に対する毒性を間接的に安け  

る可能性がある点を改良する必要がある。そこで本年度  

は，線維芽細胞をコラーゲンマトリックスに含まない条  

件で，上記の上皮組織を形成する培養条件を検討した。   

肺線維芽細胞を包埋したコラーゲンゲルをメ 

で隔て，T2細胞をコラーゲンゲル上で共培養すると基  

底膜を形成しなかった。コラーゲンゲルは，線維芽細胞  

によって固く収縮する。そこで，コラーゲンゲルを一度  

風乾し固くした後，溶液に戻したマトリックス上にT2  

細胞を播種し培養すると，同様に基底膜を形成しなかっ  

た。両者の条件を組み合わせ，肺腺維芽細胞を包埋した  

コラーゲンゲルをメンプレンで隔て，コラーゲンゲルを  

一度風乾し後に再膨潤したマトリックス上でT2細胞を  

培養する（T2－fib－Fcm）と，基底膜緻密板を形成し  

た。また，形態学的にも，Tl和胞のに類似した。この  

T2イib－Fem培養系は，他の条件も満たしているの  

で，肺胞上皮組織の毒性評価系として十分利用可能であ  

る。  

〔発 表〕E－35，e－49－51  

気削ヒに積極的に活用していくことが期待される。   

これまでの研究により，オゾンや二酸化硫黄などの大  

気汚染ガスと接した植物では，エチーレンが発生してお  

り，これが植物に生じる障害と深く関わっていることが  

示唆されている。さらに．この大気汚染ガスによるエチ  

レンの生成は，その生合成のキーエンザイムであるアミ  

ノシクロプロパンカルポン酸合成酵素（ACS）の活性  

化によってもたらされるらしいことが示された。そこで  

この酵素の遺伝子を植物から単離し，その構造や発現を  

調べるとともに，遺伝子操作により大気汚染耐性槽物の  

開発を試みる。  

〔内 容〕オゾンと接触させたトマトからACSとアミ  

ノシクロプロパンカルポン酸酸化酵素（ACO）の  

cDNAを単離した。それらのDNA塩基配列と推定アミ  

ノ酸配列を決定したところ，前者は，トマトの培養細胞  

でエリシター（病原菌が植物に感染する際に生成する物  

質で，植物の防御反応を誘導する）により誘導されるも  

の（LEACS6）と，また後者は，トマトの果実から単  

離されたもの（LE－ACOl）と同一・のものであること  

が示唆された。これらの遺伝子の各種ストレス条件下で  

の発現を調べるため，トマトの実生を大気汚染ガスのオ  

ゾンや二酸化硫黄，除草剤のパラコートなどで処理し，  

ノーザン解析を行った。その結果．LE－ACS6の  

mRNAは，オゾンとの接触開始後1時間目に一過的に  

増加するのに対し，二酸化硫黄，パラコートのいずれの  

処理によっても全く検出されなかった。一方LEACO  

lのmRNAは，オゾンとパラコート処理により，1時  

間目から4時間日にかけて増加し，6時間目には減少し  

た。また二酸化硫黄処理の顕著な影響は認められなかっ  

た。いずれのストレス処理によってもエチレン生成は誘  

導されるが，以上の結果により，その誘導の仕組みが互  

いに異なることが示唆される。   

一方，単離したACSのcDNAを適当に改変した後，  

ベクターに組み込み，トマト，タバコ，ポプラなどの植  

物に導入した。こうして得られた親授え植物を育て，そ  

の生理学的及び分子生物学的解析を行っている。  

〔発 表〕B－52，b－137  

2．12．3 大気汚染物質の生体影響機構の解明と  

耐性植物の作出に関する研究  

〔担当者〕生物圏環境部：佐治 光・久保明弘・  

青野光子  

地域環境研究グループ：中嶋信実・米元純三  

環 境 健 康 部：国本 学  

【期 間〕平成6－10年度（1994～1998年度）  

【目 的〕大気汚染物質は，それ自身が生物に対して毒  

物として作用するだけでなく，酸性雨や地球の温暖化な  

どの原因となることから，その除去は環境保全上重要な  

課題である。一方植物には大気汚染物質を吸収，除去す  

る能力があるため，大気汚染物質の生体に及ぼす影響を  

解明しつつ，植物の吸収能や耐性を高めることにより大  
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2，12．4 西シベリア大低地から発生するメタン  

の起源同定のための計測技術の開発に関  

する研究  

〔担当者〕大気圏環境部：井上 元・高橋善幸  

地球環境研究グループ：町田敏暢  

科学技術庁特別研究員：森泉 維  

〔期 間〕平成6～10年度（1994－1998年度）  

〔目 的〕自然発生源からのメタンは大気中の二酸化炭  

素中の濃度を反映した放射性炭素を含んでおl），天然ガ  

スを起源とするメタンはすでに放射能を完全に尖ってい  

る。この明瞭な遠いを利用して，大気中メタンに含まれ  

る放射性炭素同位体の濃度を測定することにより，湿原  

からの自然発生量と，化石燃料からの人為発生量との割  

合を求めることができる。  

〔内 容〕平成8年8月初旬および平成9年2月に西シ  

ベリアのスルグートおよびポロトニコポにおいて，航空  

機により75m，2000m，6000mの高度で大気を1m3  

サンプリングし，研究所に持ち帰り分析した。高度  

6000mのサンプルは1．8ppmのメタンに130ph′Ⅰの14c  

を含んでおり，これをバックグラウンドと考える。例え  

ば，スルグートで冬季に採取した試料の一つは3．2ppm  

のメタン濃度で，14cは82pMしか含まれていなかっ  

た。これらのデータから，バックグラウンドに対して加  

わったメタンの80％は14cを含まないメタンであると  

結論づけられる。したがって，冬季にバックグラウンド  

濃度に射し加わったメタンは，おそらくは天然ガスのパ  

イプラインからの漏れに起因すると考えられる。  

し，これらの技術を環境浄化に活用する研究を行う。以  

上の研究を行うため，以下の課題について検討を加える。  

（1）脂肪族ハロゲン化合物分解菌の分解機能の発現に  

及ぼす物理化学的要因を解明する。（2）脂肪族ハロゲ  

ン化合物分解菌により膜結合型及び遊離型脱ハロゲン酵  

素を分離，精製しその酵素学的諸性質を明らかにする。  

（3）水銀化合物分解菌の分解機能の発現に及ぼす物理  

化学的要因を解明する。（4）水銀化合物分解酵素遺伝  

子をクローニングしてその－・次構造を明らかにする。  

（5）微生物の一価カナオン蓄積に関与する機構の解明  

を行う。  

〔内 容〕（1）1，1，トトリクロロエタン（TCA）を好  

気的に分解する土壌細菌TA5株及び1、A27株の分類  

学的検討を加えるとともに，TCAの分解条件及び各種  

の揮発性有機塩素化合物に対する分解能について検討し  

た。構造と分解性の関係について検討を行った結果，メ  

タン骨格を持つ化合物については塩素数がZ個のジクロ  

ロメタンは両菌株ともに良く分解したが，塩素数2．  

3，4と上がるにつれ分解率が低くなり，四塩化炭素で  

は全く分解が認められなかった。エタン骨格の化合物  

は，1，2ジクロロエタンや】，l，2－トリクロロエタンの  

ように両方の炭素に塩素が含まれる化合物の分解が悪い  

傾向が示された。エチレン骨格の化合物は，Cis－1，2一ジ  

クロロエチレン及びトリクロロエチレンはよく分解する  

ことが分かった。TAZ7株は土壌中でも分解能を発揮で  

き汚染の浄化に有用なものと考えられた。（2）揮発性  

有機培素化合物分解菌である怖叫ゆ叩血sp．M株を  

用いて，分解能の発現に影響を及ぼす因子について検討  

した。この結果，生育炭素源の種類と培養液中の銅濃度  

が非常に重安な閣子であり，分解能はメタンによって誘  

導され，鋼濃度が低いほど分解能の向上化が認められ  

た。（3）叫叫由即座sp．M條の揮発性有機塩素化合  

物分解酵素であるメタンモノオキシゲナーゼを単離・精  

製し，本酵素がヒドロキシラーゼ・レダクターゼ及び調  

節タンパクからなるマルチコンポーネントエンザイムで  

あること，さらにその諸性質を明らかにした。（4）塩  

化第2水銀を還元し，金偶水銀にする。塩化第2水銀還  

元酵素遺伝子をP5β1fdo↑I1071αざ♪扉よddに導入し組換え微  

生物を作成した。水銀還元能は水銀により誘導される  

が，構成的に合成される変異株が認められ，遺伝子解析  

の結果，塩基が一部欠落していることが判明した。  

〔発 表〕B－100，G4，b－86  

2，12．5 微生物における有害化学物質分解・除  

去能の発現機構の解明とその活用に関す  

る研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：矢木修身・岩崎一弘  

水土壌圏環境部：内山裕尖・冨岡典子・  

向井 哲・服部浩之  

〔期 間〕平成5～9年度（1993－1997年度）  

〔目 的〕微生物の持つ有害化学物質分解・除去機能の  

発現に及ぼす環境要因を明らかにするとともに，分解・  

除去に関与する酵素及びタンパク質を単離，精製しその  

諸性質を明らかにする。ついで，分解・除去能に関与す  

る酵素及びタンパク質の遺伝子の遺伝学的特性を調べる  

とともに発現機構を明らかにする。さらに，自然界に生  

息する土着性の細菌の分解・除去龍の向上化条件を検討  
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2．12．6 水界生態系由来の気候変動気体の循環  

機構解明に関する基礎的研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：原田茂樹  

水土壌閲環境部：土井妙子・渡辺正孝  

地域環境研究グループ：稲森悠平  

〔期 間〕平成5－9年度（1993－1997年度）  

〔目 的〕地球規模の気候変動に影響を与える気体とし  

て，二酸化炭素とジメチルサルファイドが注目を集めて  

いる。前者は温室効果気体であり，後者は大気の熱収支  

に影響を与える気体である。これら2つの気体の消長に  

は，水界生態系における物質循環が大きな影響を与える  

と言われている。そのため，2つの気体を構成する炭  

素・硫黄等の水界生態系内循環を明らかにする必要があ  

る。水界生態系内で大気中から取り込まれた二酸化炭素  

は，藻類等の一次生産者により有機態炭素として固定さ  

れ以降の食物連鎖の出発点となっている。従来，水界で  

は生食連鎖が主な食物網と認知されていたが近年，藻類  

が固定した有機物が代謝産物として水界中に放出されて  

いることが判明してきており，この代謝産物により増殖  

した細菌を出発点として動物プランクトン以降の高次捕  

食者へと連鎖する腐食連鎖系も重要であると認識されて  

きている。本研究では動物プランクトン・植物プランク  

トン・バクテリアによって構成される水界マイクロコズ  

ムシステムにおける物質の形態変化を，安定同位体及び  

放射性同位体トレーサーを用いて解析することを目的と  

している。  

〔内 容〕本マイクロコズムは，生産者として緑藻類  

C九わ柁〃αγ祝Jgαγiざ，捕食者として原生動物繊毛虫類  

りcJfdi祝刑g加ぐ0〝旭，分解者として細菌凸削血川郎肌  

卯血血の三種から構成されている。この系内の炭素の  

流れを解明するためには，各生物に取り込まれた炭素量  

を経時的に知る必要があるため，この混合培養系である  

マイクロコズムを各生物に分画する必要が生じてくる。  

そこで，各生物のサイズの遠いを利用して，マイクロコ  

ズム溶液をポアサイズ5，0，2．0，0．2四11のヌクレポア  

フィルター（Costar社製）を用いてろ過分画し，マイ  

クロコズム溶液および各ろ液中の生物個体数を計数し，  

各フィルター上に捕そくされる割合（阻止率）を求めた  

のち，トレーサーとしてNaH14co3放射性同位体  

（RI）を添加した。添加後，軽時的にろ過分画し，各分  

画におけるRI量は，液体シンチレーションカウンター  

により測定した。各フィルターの阻止率およびフィル  

ター上のRl量から，各生物群に含まれるRI量を算出  

した。すると，CんJ．仰嗅甘心は14cを添加後2時間で  

急速に取り込み，その後たか最血 C．g血ICOナWへ  

徐々に移動していくことがわかった。   

三種類の生物の混合培養系であるマイクロコズムに  

RIを添加することにより，添加RIを最初に取り込む  

C机．γ祝Jgαγiぶの吸収速度を算出することができた。   

C机．γlIJgαγ宣ぶの代謝物を取り込むど．卯血ねやその  

捕食者のC，g加IC彿αの炭素吸収モデル式をたて，さ  

らなる解析を進めることにより，このマイクロコズム生  

態系内での炭素の移動特性について解析可能であると考  

えられた。  

〔発 表〕b－10，66   
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2．13 科学技術振興調整費による研究  

2．13．1総合研究  

（1）パイカル湖の湖底泥を用いる長期環境変動の解析  

に関する国際共同研究  

【担当者〕化 学 環 境 部：河合崇欣・柴田康行・  

田中 敦・相席悠子・  

水土壌圏環境部：高松武次郎  

地球環境研究グループ：功刀正行・森田昌敏  

科学技術特別研究員：南 浩史  

〔期 間〕平成7～11年度（1995－1999年度）  

〔日 的〕世界最古のバイカル湖湖底堆積層の不撹乱柱  

状試料を採取し，物理・化学的，陸水学的，生物・生態  

学的測定及びデータの解析によって，ユーラシア大陸北  

東域の長期（－1000万年）気候・環境変動を再現す  

る。科学情報として極めて不十分な状態にある内陸域古  

環境変動に関する緻密で連続性の良い情報を得ることに  

よって，氷床柱状試料・海洋底柱状試料等によって検討  

されてきた地球環境変動の議論を補完する。ここでは，  

主として不撹乱柱状試料採取，化学分析及びデータベー  

スの構築を行う。  

〔内 容〕平成9年度は，バイカル湖の湖底堆積層から  

採取した200mの不撹乱柱状試料を測定・分析し，過去  

500万年程度のバイカル湖地域の気候や環境の変化を再  

現するための解析の準備を進めた。また，600m柱状試  

料の採取に成功した。地球の気候変動に与える地表条件  

の影響を考察する巨川勺で，ミランコピソチサイクルの検  

証や生物相変動（花粉，有機化合物，光合成色素など）  

についても解析を進めた。   

具体的には，以下のような研究課題を他省庁研究機  

関，各大学と共同で設定するとともに，ロシア・アメリ  

カ・ドイツの研究者との共同研究で総合的な測定・解析  

を行っている。  

1）不撹乱柱状試料の採取及び現場測定   

①掘削地点の選定に関する研究   

（むドリリング   

③物理検層及びガス成分分析   

2）堆積年代決定法に関する研究   

①＝c加速器質量分析法による堆積年代決定に関  

する研究   

②10Be加速器質量分析法による1千万年絶対年代  

決定法の実用化に関する研究  

③古地磁気・岩石磁気年代測定などによる堆積年代   

の高密度測定（実用）  

3）環境情報解読に関する研究  

①堆積物の物性測定による環境変動解析に関する研  

②堆積物中の有機化合物を指標とした環境変動の解   

析に関する研究  

③堆積物中の無機元素変動と環境変化に関する研究  

①生元素安定同位体自然存在比測定による物質循環   

系の構造解明に関する研究  

4）古生物情報解析に関する研究  

（》植生変遷史に関する研究  

⑦植物化石花粉の葉緑体DNA分析による植物分子   

系統進化に関する研究  

③水域環境変化と微化石群集変動に関する研究  

5）バイカル湖流域条件及び流域条件の変化に関する   

研究  

6）バイカルデータベースに関する研究  

（2）成層圏の変動とその気候に及ぼす影響に関する国  

際共同研究   

①オゾンに関わる光化学基本モデルの開発  

〔担当者〕地球環境研究グループ：秋告英治  

（期 間〕平成7一∵9年虔（1995”1997年度）  

【目 的〕大気中の二酸化炭素の増加や火山性エアロゾ  

ルの増加によって引き起こされる温度，オゾン，その他  

の化学微量成分気体濃度の変動を，光化学過程，放射過  

程，輸送過程の間の相互作用を考慮に入れた総合的立場  

から正確に理解するために，1次元光化学一枚射結合モ  

デルを開発し，数値実験を行い，結果の考察を行う。ま  

た，本研究で開発した1次元結合モデルの光化学スキー  

ム及び光化学一枚射結合スキームを，東京大学気候シス  

テム研究センター／国立環境研究所共同開発3次元大気  

大循環モデル（GCM）に導入する。この3次元光化学  

モデルは，光化学一放射一輸送過程が複雑に絡んだ大気  

の変動（温室効果気体の増加とオゾン層の変動など）に  

関する研究に近い将来有用なものとなるであろう。  

〔内 容〕1次元光化学皿放射結合モデルの開発を引き   
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続き行った。0ェ，HOJ．NO∫，CHO∫，ClO，物質の吸収  

断面積や化学反応係数のデータなどをJPレ97により最  

新のものに変え，若干の光化学反応式の追加を行った。  

このモデルを用いた二酸化炭素突然倍増実験と，ピナツ  

ポ火山爆発による成層圏の硫酸エアロゾル増加実験の結  

果に関して，前年度までに得られた結果とほほ同じ結果  

が得られた。  

1）二酸化炭素増加実験では，成層圏上部の温度低下  

によりオゾンが増加し，それによって，成層圏下部に届  

く紫外線が減少し，0（1D）の生成が減少し，それが成  

層圏下部のNO∫やオゾンを数年のオーダーでゆっくり  

変化させる。   

2）ピナツポ火山爆発による成層圏硫酸エアロゾルの  

増加実験では，Z5～33knlの高度でオゾンが最大3％増  

加，25km以下で最大約5％減少という，観測事実とよ  

く似た結果を得た。硫酸エアロゾル上で起こる不均一反  

応により，NOよが減少したため，二酸化炭素増加実験で  

示されたような紫外線と0（1D）とNO∫が介在した光  

化学一放射相互作用によるゆっくりとしたオゾン変動は  

ほとんど起こらず，オゾン減少の最大は，ほほエアロゾ  

ル量の最大の時期に現れ，約5－6年後に元のオゾン量  

に回復した。この1次元モデルで開発した光化学スキー  

ム及び光化学一放射結合スキームは，スペクトル平均吸  

収断面積データなどの光化学計算に必要な基本データ  

ベースを3次元モデル用に再計算して，東京大学気候シ  

ステム研究センター／国立環境研究所3次元大気大循環  

モデルに導入された。オゾンをはじめ，種々の光化学微  

量成分の空間分布・季節変動ともよく再現されている。  

〔発 表）A3－6，a－2－8  

示した。波照間ではしばしば700pptを上回る塩化メチ  

ルが観測されてこの化合物の発生源が沿岸域であること  

を強く示唆した。また，檀寿命であるが効果的なオゾン  

破壊物質であるヨウ化メチルは北太平洋上において夏に  

最高濃度となり，外洋の植物プランクトンによる生成が  

示唆された。アラートでは光分解速度が大きくなる夏に  

ヨウ化メチル濃度が最低となり，発生源から遠いことが  

示唆された。臭化メチル濃度については塩化メチル同  

様，夏に低くOHラジカル反応による消失を反映するも  

のと考えられた。  

〔発 表〕D－39，d43   

③成層圏変動の気候への影響に関する解析及びモデル  

を用いた研究一衛星データ等を用いた解析的研究一衛星  

データ等を用いた極滴構造の力学的解析－  

〔担当者〕地球環境研究センター：神沢 博  

地球環境研究グループ：笹野泰弘  

大気 圏 環境部：菅田誠治  

〔期 間〕平成7－9年度（1995－］997年度）  

〔目 的〕成層圏極渦の構造，極渦の孤立性の機構を力  

学的解析によって理解することである。極渦の構造は，  

オゾン，温室効果ガス等の分布を決める大きな要素であ  

り，それらの分布は，直接的には放射過程を通して，間  

接的には，放射過程によって規定される成層圏の温度分  

布，さらには，温度と密接な関係がある風の分布を通し  

て，気候へ影響を及ぼす。   

成層圏の温度分布は，基本的には，オゾンによる紫外  

線の吸収加熱と二酸化炭泉 オゾン，水蒸気の赤外放射  

冷却のバランスによって定まっている。大気の運動によ  

る力学的な熟の輸送，さらには，オゾン等の物質の輸送  

が，その温度分布を変化させる要因となる。成層圏の桓  

渦とは，冬季に西から東に吹く強い風（短夜ジェットと  

いわれる）が低温の桓域を取り巻くように流れている様  

をいう。極の真上からみれば，北半球では左回りの渦，  

南半球では右回りの渦ができている。秋から冬にかけて  

発達し，南半球においては春，‖月頃まで持続する。  

北半球においては，通常3月頃まで持続する。南半球の  

極渦の方が強く，かつ，持続期間も長い。南極械におい  

てオゾンホールが発達するのは，この極渦の性質のため  

である。  

〔内 容〕問題意識：極渦の空気の入れ替わりの横構及  

びタイムスケール（極渦の孤立性）を特定する。その  

（参成層圏オゾンに影響を及ぼす臭化メチル等の発生起  

源に関する研究  

〔担当者〕化学環境部：横内陽子  

〔期 間〕平成7～9年度（1995”1997年度）  

〔目 的〕北半球高・中・低緯度域における臭化メチ  

ル，塩化メチル，ヨケ化メチルの大気濃度変動を測定し  

て， これらハロカーボンの発生量，現存量変動を解析す  

るための基礎データを集積する。  

〔内 容〕波照間（北緯24037り，北極域のアラート  

（北緯82．50），北太平洋（北緯40520）における定  

期大気サンプリングを継続した。アラート，北太平洋上  

における塩化メチルは夏にやや低濃度となる季節変化を  
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際，上下方向の交換（成層圏対流圏間の空気粒子交換）  

および緯度方向の交換の両者に着日し，両者を統一・的に  

理解する。また，「極渦の孤立性が高まる」ことは，「榛  

渦内の空気と低緯度の空気との混合が小さい」ことを意  

味し，以下の2つの過程が働くことを意味する：「低緯  

度からの熱輸送が小さい→低温→オゾン破壊」；「低緯  

度からのオゾン輸送が小さい→低温」。両者の過程とも  

低オゾン低温度の状態を招き，榛渦の孤立性がさらに高  

まると考えられる。この両者の過程の寄与の大きさを評  

価する。   

本年度の研究内容：1996／1997年北半球冬において  

は，極渦が非常に安定で異常に長期間持続した。そのこ  

とと関連し，北極の春のオゾン量が異常に低かったこと  

が，衛星センサーTOMSのオゾン全量データ等からわ  

かっている。1996／ユ997年北半球冬の期間に環境庁開発  

の工LASセンサーにより聯寺されたデータを解析し，極  

渦内で以下の特徴を見いだした。空気運動のトレーサー  

となる長寿命不満性気体N20，CH4が少なく，極渦内  

で下降運動が起こっていることを示唆する。さらに，同  

期間につき，N20のデータが等混合比の値を取る高度  

を日々追跡することにより，桓渦内で確かに下降運動が  

起こっていたことを見いだした（約1km／Tr10nth）。走  

塁的に確信を得るためには，さらなるデータ質評価が必  

要である。また，気象データを使用した多数の空気粒子  

（数万個）のトラジェクトリー解析から，極渦の下部成  

層圏高度の領域（温位400～700K）の水平方向の1日  

当たりの出入りは，領域質量の1％以下であることがわ  

かった（1カ月当たりの入れ替わりは3割以下）。トラ  

ジェクトリー解析手法の確認を含め解析を継続する。  

〔発 表〕ト13，i－10，12，13，15，18，19，23，24  

た問題の関係者への聞き取り調査を行って，問題構造や  

原因を分析する。さらに，得られた回答文に記述された  

主題を集計する。また，当該調査地域において音のレベ  

ルや音源の音程を調査分析する。   

これらの分析結果と地域特性との関係を検討すること  

を通して，その地域住民のサウンドスケープの認識形態  

と形成過程を明らかにする。具体的には，工が住に対し  

て就労の場となることなど，住との親密さを向上さるこ  

となどの利点と，佳工の歴史的な共存とによって，両者  

の中に生まれる環境評価感覚，あるいは，逆に急激に生  

じた混在によって生じた感覚を探るものである。   

この結果から，職住接近・町並みの多様性などの利点  

を含むが騒音などの近隣公害を生じやすい都市の混在地  

域におけるコミュニティーの在り方がサウンドスケープ  

としての音環境の認識に与える要因を解明L，地域住民  

の感覚による評価法を確立することを目指す。  

【内 容〕1）伝統的な住工商混在地域である京都市の  

西陣地区において，地域住民に対して自由記述法で，  

「住みよさ」，「住みにくさ」，「敢近間こえる甘」，「以前  

聞こえた音」「地域の将来イメージ」について回答を求  

めた。その結果から，西陣の人々において近隣居住者同  

士の人間関係が重要視されていることが明らかになっ  

た。また，以前さかんに聞かれた西陣織の力織機の音と  

現在とを比較する態度を示しており，西陣織産業の動向  

と地区の高齢化を懸念するものが多かった。   

2）東京都のひとつの工業地帯であったが住コニ混在化  

が進んでいる板橋区において，区の環境保全諌に公害苦  

情を寄せた者に対して，公害事由や被害状況ヤ経過につ  

いて自由記述法により回答を求めたデータを分析した。  

公害苦情を申し立てるに至る経過をみると，近くに工場  

があることを知らないで入居したというケースが多く，  

そのことが音あるいは音源者に対する意味づけを規定し  

て，迷惑感を増幅していることが見て取れる。区の担当  

者は，公害発生の防除を工場側に求めるにしても，資力  

がない，防除投賓が引き合わない，投資をしたところで  

工場には後継者がいないなどの事態に苦悩している。   

西陣地区の調査結果を概観するなら，西陣織の力織機  

の音に対する負の評価も見られる一方，正の評価も多く  

見いだされ．音がそのレベルによって騒音となるわけで  

ないことが端的に示されている。それは，西陣織と西陣  

の人々との歴史的な共存・共栄関係，また工業製品であ  

る見事な西陣織に対する住民の自負によるであろう。  

（3）システムと人間の調和のための人間特性に関する  

基礎的・基盤的研究   

①住エ・／住商混在地域のサウンドスケープ評価に関す  

る研究  

〔担当者〕社会環境システム部：大井 紘  

武庫川女子大学：平松幸三  

（期 間〕平成8－9年度（］996～ユ997年匠）  

〔日 的〕住工・住商混在地域の住民に対して，自由記  

述法によって音環境などにかかわることについて記述し  

てもらい，回答を読みとることによって，住民のサウン  

ドスケープにかかわる主題を分類し，また回答中に現れ  
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それに対して，板橋区での住工混在化は，工と住の間  

に歴史的な共存関係を欠き，また，現時でも工と住の間  

の相互の依存と観官性の欠如によるもの，また，入居時  

のいきさつによるなどによる乱轢によるものとみられ  

る。もちろん，中小工場に公害防除を行わせることが困  

難な事情も関係している。  

〔発 表〕C9  

いくための重要な情報となる。そのために，以下のよう  

な研究を行う。大気汚染障害に関与しているエチレンの  

生合成のキーエンサイムであるアミノシクロプロパンカ  

ルポン酸合成酵素（ACS）の遺伝子（cDNA）を単離  

し，その発現を調べるとともに植物に導入し，組換え植  

物を用いた研究により障害発生とエチレンの関係を明ら  

かにする。また大気汚染ガス耐性の分子機構を解明する  

ために，変異原処理をした植物の中から大気汚染ガスな  

どのストレス要因に対する感受性の高いものを選別し，  

その遺伝的及び生理的性質を調べるとともに原因遺伝子  

の単離を試みる。  

〔内 容〕オゾンと2時間接触させたトマトの薫から  

ACSのcDNAを単離した。これは，トマトの培養細胞  

で，病原抵抗性反応誘導物質のエリシターにより発現誘  

導されるもの（LELACS6）と同じ遺伝子のものである  

ことが示唆され，その発現が，オゾンにより速やかに且  

つ一過的に誘導されることがわかった。ところが，二酸  

化硫黄や除草剤のパラコートではこの遺伝子の発現誘導  

が起こらず，これらのストレス間での反応の遠いが明ら  

かとなった。   

一方，変異原（連中性子線またはEMS）処理または  

TDNAタギング系統のシロイメナズナを，温室または  

人工光培養室で約2－3週間育ててから0，2ppmのオゾ  

ンと接触させ，可視障害の甚だしい個体を選抜した。さ  

らにそれらの個体から種子を得，植物を育てて同様の条  

件下でオゾンの影響を野生型の植物と比較した。その結  

果，オゾン感受性系統として，適中性子線処理されたも  

のから8系統，EMS処理されたものから5系統，タギ  

ングラインから1系統，合計ユ4系統のシロイヌナズナ  

が得られた。また，光照射下での低温またはパラコート  

処理に対する感受性が高いと思われる変異系統もいくつ  

か得られた。  

〔発 表〕B－52，H－1，2，8，b137，h－1，2，8  

（4）極限量子センシンク技術の開発及びその利用のた  

めの塞ぎ技術開発   

①全固体化レーザーによる大気微量分子計測システム  

の開発  

〔担当者〕大気圏環境部：杉本伸夫・松井一郎  

〔期 間〕平成8～9年度（1996～1997年度）  

〔目 的〕飛翔体などを利用した将来の大気環境遠隔計  

測システムのための基盤技術を確立するため，全団体化  

レーザーを用いた大気遠隔計測技術の研究を行う。本研  

究では，全固体化赤外レーザーを用いたメタン計測用の  

差分吸収レーザーレーダー技術を開発することを目的と  

する。  

〔内 容〕3ミクロン帯の全団体化光パラメトリック発  

振器製作し，これを光源として赤外長光路差分吸収レー  

ザーレーダーを製作した。濃度導出には本研究前期に開  

発した相関分光手法を用いた。室内実験により，相関分  

光法による濃度導出手法を実証した。さらに，屋外の光  

路による測定実験を行い，計測手法及び計測システムの  

な評価を行った。これによって，この手法が，環境濃度  

のメタンの計測手法として優れた性能を持つことが示さ  

れた。  

〔発 表〕f50，55  

（5）植物の環境応答と形態形成の相互調節ネットワー   

クの解明に関する研究   

①大気汚染ガスによる障害発生及び耐性の分子機構  

〔担当者）生物圏環境部：佐治 光・久保明弘・  

青野光子  

地域環境研究グループ：中嶋信実  

〔期 間〕平成9一∴‖年度（1997－」999年度）  

〔目 的〕植物の大気汚染ガスに対する反応の解明は，  

ストレス状態下にある植物の遺伝子発現制御機構などを  

解明するためのモデルケースとなるだけでなく，大気の  

浄化や汚染物質のモニタリングに植物を有効に活用して  

（6）物質関連データ（生体影響，食品成分，表面分   

析）のデータベース化に関する研究   

①生体に悪影響を与える環噺弓削こ伴う化学物質の  

データベース化に関する研究  

〔担当者〕化学環境部：中杉修身・白石貴明・山本貴士・  

佐治 光  

〔期 間〕平成9一」0年度（i99ト1998年度）  

〔目 的〕化学物質は様々な経路を通じて生体に様々な  
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リスクをもたらすが，環境汚染を通じての微量の暴露が  

もたらす環境リスクはその中でも重要なリスクの一つで  

ある。環境リスクを評価するには，毒性データとともに  

暴露量の予測に関するデータの整備が必要である。本研  

究では，暴露量の評価に必要な環境濃度やその予測に必  

要なデータを収集し，データベース化するとともに，そ  

れを利用したリスク評価システムを構築する。本研究の  

第Ⅰ期で神奈川県の化学物質安全情報システム（KIS－  

NET）を中心にいくつかの化学物質データーベースを  

選び，データベースを統合して作成した「化学物質デー  

タベース」を更新するとともに，より多くの外部データ  

とのネットワーク化を促進する。また，第Ⅰ期で構築し  

たリスク評価システムの改良GIS（地理情報システ  

ム）を利用した化学物質濃度予測モデルの作成や，化学  

物質の環境媒体間の分布予測モデルの作成などを通じ  

て，環境リスクの地域分布を算定，評価できるシステム  

を構築する。  

〔内 容〕Windows NTのアクティブサーバーページ  

を用い，ODBCドライバーでアクセス95（Microsoft，  

USA）のデータベースファイルを参照するようにした  

結果，第Ⅰ期において作成した化学物質データベース  

（Kis－Plus）に一切変更を加えることなく，本データ  

ベースを国立環境研究所（http：／／info．nies．go．jp：8093／）  

及び神奈川県環境科学センター（http：／／www．k－erC．  

pref，kanagawa．jp／index．htm）に置いたサーバpを用  

いてWWW上に公開できた。化学名，CAS番号，分子  

式で検索できるようにしたが，化合物の同定には，  

CAS番号を用いており，重複や欠番など若干の問題も  

あるため，国内外の各種規制，基準（大気汚染防止法，  

水質汚濁防止法，化審法，農薬取締法など）や内分泌撹  

乱物質と疑われている物質を新たに入力し，このリスト  

から化合物を特定できるようにして利用者の便宜を回っ  

た。一方，リスク評価システムに関しては，人間活動，  

環境中への汚染負荷の排出量，環境汚染の状態とリスク  

を総合的に記述する統合型のシミュレーションモデルの  

設計を進めたが，インターネットのWWWで一般に公開  

できる仕様にとはならなかった。このため，このモデル  

とは別途に，化学物質が環境媒体間でどのような分布を  

するかを予測するモデルとして，OECDで環境経由の  

人及び環境生物への暴露評価に妥当と評価されているモ  

デルであるMulti－Phase NonrSteady State Equilibr  

rium Model（MNSEM）を地域特性（県単位）を考慮  

した予測モデルに改変した環境リスク評価モデルを  

Windows上に作成し，WWW上で環境リスク評価モ  

デルを公開するための準備を行った。  

〔発 表〕D－2Z，b－110，d－27  

（7）炭素循環に関わるグローバルマッピングとその高  

度化に関する国際共同研究（FS）  

〔担当者〕化 学 環 境 部：柴田康行  

社会環境システム部二田村正行  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

【目 的〕人間活動に伴う二酸化炭素等の放出による地  

球温暖化は，現代の地球環境問題の中でも重要な課題で  

ある。この解決のためには全球レベルの炭素収支の把握  

に基づく定量的な解析が不可欠であるが，現状では情報  

は極めて不十分であり，正確な収支の推定が難しい。本  

研究では，衛星観測データに基づいて炭素収支の解析の  

ための基礎データの全球分布図を提出する（グローバル  

マッピング）ことを目的とし，そのための精査地域・海  

域として世界の熱源である西太平洋暖水塊（WPWP）  

周辺の精密測定と衛星データとの突き合わせを併せて実  

施する。  

〔内 容〕太平洋赤道域西部の西太平洋暖水塊の変遷と  

エルニーニョヤ人間活動との関連に関するこれまでの報  

告の調査とそのレビューを中心として，本研究に関する  

フィージビリティースタディーを行った。特に産業革命  

以後現代に至る，人間活動の影響のもっとも甚だしい時  

期の環境変化の記録を精密に読みだすための材料として  

サンゴコアに着目し，太平洋からインド洋にかけてのサ  

ンゴコア研究のレビューを行ったほか，その他の海洋生  

物起順の炭酸塩鉱物等に関する研究の概要をまとめた。  

また，エルニーニョと密接な関わりをもって変動する，  

インド洋東南部（オーストラリア西部）の暖流「ルー  

ウイン海流」に関する情報を収集し，そのエルニーニョ  

並びにせ界の海洋大循環との関連の議論を紹介した。  

〔発 表〕d13  

2．13．2 生活・社会基盤研究  

（1）環境と資源の持続的利用に資する資源循環型エコ  

システムの構築に関する研究  

（D流域汚濁付加削減管理手法の開発に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ○：松重一夫  

【期 間〕平成7～9年度（1995～1997年度）   
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〔目 的〕湖沼の水環境保全は我々の生活環境と密接に  

結びついた重要課題であるが，環境基準の指定以来，生  

活環境にかかわる達成率の向上はあまり見られず，アオ  

コの発生などによって利水や親水に対して多くの障害を  

もたらしている。工場排水規制や各種点源対策を中心と  

した規制的な排水対策を施すことにより，汚濁の進行は  

抑えることができつつあるが，現在の対策では現状維持  

が精一杯の状況である。さらなる改善には従来の手法の  

みでは困雛であり，発想の転換を伴ったリサイクル型地  

域エコ社会の構築による総合的な対策が必要な段階に  

至ってる。   

このような地域エコ社会の構築はまだ模索段階にある  

が，構築に当たっては精度の高い地域情報の集積が不可  

欠と考えられる。流域管理にもこのような精度の高い情  

報に基づいた管理が必要な状況である。従来このような  

流域情報は主として数値情報のみが管理されてきた。し  

かし，数値情報だけでは地域の特徴や特性は把握でき  

ず，また開発行為などに伴う流域環境の変化を適切に表  

したり，予測したりすることは困経である。これからの  

流域管理のためには，地域の特徴を表す地図情＃と数値  

情報の両方を組み合わせて使うことが必要となる。この  

ような地図情報と数値情報の両方を管理するシステムと  

して地理情報システムがある。パーソナルコンピュータ  

で作動する地理情報システムを活用して市町村単位で管  

理可能な流域管理システムを構築することを目的に研究  

を行った。  

〔内 容〕平成9年度は，霞ヶ浦流域市町村1つである  

土浦市を対象に研究を行った。土浦市は総面積82km2，  

人口1311000人の城下町である。土浦7仔の流域管理シス  

テム構築のた捌二，町丁字単位での各種統計データを収  

集し，地層＝青報，航空写真，現地調査などによって，国  

勢調査区国単位での人口，土地利用などの環境情報デー  

タベースをパソコン利用地理情報システム上に入力し  

た。さらにこれらのデータから窒嵐リン，有機物及び  

ゴミについて発生源負荷量を推定しデータベース化を行  

い，処理形態のデータと組み合わせ，排出負荷量を求め  

た。降雨，水道，地下水利用，農業用水等の水の流れを  

明らかにし，各水系ごとに水路囲を作成し，地理情報シ  

ステム上にデータ化した。各水系を2次河川，3次河川  

等の小流域に分割し，′」、流域単位での水収支，物質収支  

を明らかにし，平均水質の水質予測を行った。   

これらのデータベースを地図情報として提示し，各種  

保全対策の流域管理情報として活用する。また，地図上  

に特定地域を指定し，処理形態を変化させた場合や各種  

開発行為に伴う水質変化の予測を行う。このような操作  

により，各種の汚濁負荷対策を行った場合，例えば合併  

浄化槽を普及させたときの効果などについて評価を行っ  

た。  

（∋生活排水等の循環共生型処理技術の開発に関する  

研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平・水落元之  

水土壌圏環境部：西村 修  

【期 間〕平成7〝9年度（1995～1997年度）  

〔目 的〕窒素，リン，有機物の高度処理，汚泥の減量  

化 処理システムのさらなるコンパクト化等を考慮した  

高性能な小型合併処理浄化槽の開発に対する社会的要請  

は年々強まってきている。そこで，高度合併処理浄化槽  

のメンテナンスフリー，コンパクト化，また省エネル  

ギー化を図るために，生物処理反応槽内に有桐畑蘭と有  

用微小動物を高濃度かつ安定的に保持し，現場の排水性  

状にあった運転条件の設定を行うべく，その最適操作条  

件を解明することとする。さらに，生物処理システムと  

しての生物膜ろ過法等における担体上の微生物相の調査  

とシステム導入に最適な担体の選売手法を検討し，高機  

能有用微生物の付着・増殖できる生物付着担体処理シス  

テムの確立を恒†るべく，本研究では流量調整型嫌気ろ床  

生物膜ろ過方式を適用し，BOl）1伽1g／ん TNlOmg／い  

T－Plmg／J以下の安定した処理水を得るために処理特  

性に及ぼす水温，逆洗頻度，BOD負荷条件等の諸環境  

因子の影響の解明及び吸着法，電解法によるリン除去プ  

ロセスの小型合併処理浄化槽への導入試験，面的整備に  

よる汚濁負荷削減効果の評価・解析を目的として検討を  

行った。  

〔内 容〕生物膜ろ過法を用いた場合，10℃，HRT3  

時間といった低水温，高負荷条件‾F■でも逆洗頻度を1日  

2回とすることにより，硝化率90％以上，処理水中  

BODlOmg／J以‾Fと極めて高い硝化活性及び有機物除去  

率を維持することが可能であることがわかった。このよ  

うに従来の生物膜法に比べて有用微生物の付着比表面積  

を30倍に高められる生物膜法を用いることにより，ま  

た逆洗等の自動化によりメンテナンスフリー，コンパク  

ト化が可能となることが解明された。リン除去プロセス  

としては吸着法，電解法による高度リン除去システムを  
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小型合併処理浄化槽へ導入することにより処理水リン濃  

度は0．2－0，4mg／J程度までに安定して除去された。吸  

着方式，電解方式によるリン除去システムの面的整備に  

関して，汚濁湖沼流域を対象地域としてケーススタディ  

を行った結果，これらのシステムは実際のフィールドヘ  

十分適用可能な技術でありコスト的にも問題はなく，さ  

らに適正なリン除去機能を有する合併処理浄化槽の面的  

整備が極めてリン汚濁負荷の削減に寄与することが明らか  

となった。また．生物学的窒素除去プロセスに関して，急  

激な負荷変動等に伴う硝化細菌の活性低下，個体数変動，  

及び個体群動態等を迅速に評価することを目的として，  

亜硝酸菌備ゎざ0†W†∽占eI†叫）αgα，硝酸菌肌加ゎαCわγ  

wわ旭gmd5妙音を抗原として特異的に反応するモノク  

ローナル抗体の作成に成功した。得られたモノクローナ  

ル抗体は交差反応性も低く，EIJISA法を用いることに  

より約1．0×105N／nlJ以上の範囲においての検量線が得  

られ，現場レベルを含めた精度の向上及び検証を行うこ  

とによりコンパクト型浄化処理システムの性能の安定化  

がさらに行われるものと推定できた。これらのことか  

ら，メンテナンスフリー，コンパクト化，省エネルギー  

化を目指した高度処理プロセスとして物理学的リン除去  

法を組み込んだ生物膜ろ過法の有効性を明らかにするこ  

とができた。  

〔発 表〕B12，13，b－6，9，．14，2ト25，29，38，44，牲51，  

52，57，74  

郵送法，また後者では個別訪問により実施した。また，  

前回行ったアンケート調査の結果から，すでに不眠症  

（「入眠困難」，「中途覚髄」，「早朝覚醒」「覚醒時の不  

眠感」が過1匝Ⅰ以＿ヒ，1カ月以上持続しているもの）と  

判定されている都内Ⅰ区の主婦約30名を対象として，  

連続一週間の超低周波電磁界への個人暴露測定を行い，  

不眠症との関連について解析した。  

なお，測定は米国Encrtech社のEMDEXLITEを用  

い，1分ごとの3方向軸の磁界瞬時値の実効値（rms）  

を測定・記録した。上記アンケート調査結果については  

現在解析中であり，得られた知見については迫って報告  

する。また，前回の都内Ⅰ区の主婦を対象としたアン  

ケート調査では，不眠症の頻度は，幹線道路沿道では，  

後背地の致％に比較して約2倍であった。  

【発 表〕B－31，b93  

（3）スギ花粉症克服にむけた輪台研究   

①スギ花粉症の発症・増悪メカニズムの解明に関す  

る研究   

1）修飾因子の疫学的解析  

〔担当者〕地域環境研究グループ：新田裕史  

〔期 間〕平成9～11年度（1997－】999年度）  

〔目 的〕スギ花粉症の発症・増悪にスギ花粉自身が最  

も大きな役割を果たしていることは明白であるが，スギ  

花粉以外にスギ花粉症の発症・増悪にいかなる因子が関  

与しているかについては不明な点が多い。年齢について  

はこれまで30歳代が屈も有病率が高いとする報告が多  

かったが，最近は若年層での有病率の増加を指摘するも  

のも多い。有病宰の年齢分布の違いは一般に感受性の違  

いと考えられるが，スギ花粉症の場合にはスギ花粉飛散  

数が増加し始めた時期と出生年代との関係やライフスタ  

イルの変化などいくつかの解釈があり得る。修飾因子の  

ひとつとして注目されている大気汚染，特にディーゼル  

排出粒子の及ぼす影響についても実験研究と疫学研究の  

結果は必ずしも一貫していない。アレルギー疾患につい  

ては世界的に増加傾向にあるとされ 都市化や環境汚染  

との関連性が示唆されている。しかしながら，これらの  

因子の関与を明らかにするためには疫学方法上の問題点  

も多い。細菌，寄生虫感染との関連性，ダニなどの他の  

アレルゲンとの接触をはじめとする生活環境にかかわる  

諸因子など，スギ花粉症の発症・増悪を修飾する可能性  

がある因子は数多い。本研究はこれらの点を明らかにす  

（2）日常生活における快適な睡眠の確保に関する総合  

研究   

①生体リズムの睡眠・覚醒調節作用に関する研究一環  

境ストレスによる生体リズムへの影響と感受性の個体差  

の解明  

〔担当者〕地域環境研究グループ：兜 真徳・黒河佳香  

環 境 健 康 部：影山隆之  

〔期 間〕平成8～10年度（1996～1998年度）  

〔月 的〕睡眠に影響を与えることが示唆されている物  

理的要因として，夜間の道路巌音，電磁界暴露あるいは  

照明環境等の影響を取り上げ，快適な睡眠を保全する観  

点から，それら影響の評価と対策法を探ることを目的と  

する。  

〔内 容〕前年度は，東京都Ⅰ区の住民男子約500名と  

沖縄のK島の住民男女約1，000名を対象として，不眠症  

や睡眠の取り方等に関するアンケート調査を，前者では  
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ることを目的とする。  

【内 容〕まず，学童の花粉症の感作・発症状況を把握  

するために，茨城県北部及び東京都区内の各1小学校の  

学童約1，100名について，花粉症，その他のアレルギー  

疾患の症状，既往歴等に関する質問票調査とスギ特異  

IgE抗体検査（CAP RAST法）を実施した。抗体検査  

は症状の有無にかかわりなく保護者の承諾を得た学童  

（全体の約7割）について実施した。性別・学年別の陽  

性率（CAPIモAST スコア2以上）は東京地区で  

26．2％，茨城地区で37．9％であり，スギ花粉飛散数が多  

いと考えられる茨城で高率であった。また，性別には両  

地区ともほとんど差が見られなかった。学年では大きく  

変動しており，全体的には学年が上がるにつれて高くな  

る傾向が見られた。   

さらに，3歳児健康診査対象者及びその両親を対象と  

した調査研究を実施した。栃木県内の9月，10月の2  

カ月間の3歳児健康診査受診予定者を対象として問診票  

の記入を依頼した。さらに，全国の10府県17保健所  

（60市町村）において同様の手法で花粉症に関する質  

問票調査を実施した。「くしやみ，鼻水，はなづまりの  

3症状のすべてがあると答え，なおかつ，その症状が最  

も強い季節が2月から5月の間のいずれかの月であると  

答えた者」を花粉症とみなして集計した。母親の花粉症  

有症率は栃木県で10．6％，全国で6，6％であった。  

引き金になると考えられる。Thlタイプが優位になる  

とIgE産生は抑制される。この抗原特異的IgE産生系  

を修飾する外的因子についていくつかの報告があり，オ  

ゾン，UV－B，ディーゼル排気粒子，重金属の鉛，水銀  

などの化合物にはThlタイプの反応を抑制し，Th2タ  

イプの反応を克進する作用がみられている。しかしなが  

ら，スギ花粉症とこれらの因子との関連については  

ディーゼル排気粒子の作用を除いては不明である。   

次に，実験系の確立であるが，抗原特異的IgE抗体  

産生はT細胞の働きに多くを依存しており，特に抗原提  

示細胞とT細胞の間での抗原情報の伝達機構はさきほど  

のThlとTh2タイプの分化のところに大きく影響する  

と考えられる。この抗原情報伝達には，抗原そのものと  

ともにCD糾ヤCD86の補助因子も重要な役を担って  

いると推測されている。今回，N．brasiliensis感染マ  

ウスを用いて1gE抗体産生を誘導するときに，抗原投  

与とともに抗CD80，抗CD86抗体を投与して阻害効果  

を観察Lた。その結果，抗CD80抗体の投与ではその後  

のIgE産生に影響はみられなかったが，抗CD86抗体投  

与で顕著なIgE抗体産生の抑制がみられ，両分子の働  

きの遠いが示唆された。IgE産生の免疫記憶細胞の誘導  

には，両分子の働きが必要であることも明らかとなっ  

た。このような結果から，スギ花粉症の発症・増悪ある  

いは抑制を誘導するような修飾因子の解析にこれら分子  

の検索が有益であると思われる。  

〔発 表〕E31，33，34，e－44，47，48   2）修飾因子の実験的検証  

〔担当者〕環境健康部：藤巻秀和  

〔期 間〕平成9年度～11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕ス草花粉症の発症・増悪，あるいは抑制の機  

構は非常に複雑であり，大気汚染，感染，食事などの外  

的環境の影響が大きいと考えられている。しかしなが  

ら，スギ花粉症を発症した患者と健常人では，どこがち  

がうのか，どのような修飾因子の違いによるのか明らか  

でない。そこで，スギ花粉症の発症に影響を及ぼす修飾  

因子を特定し，その機構を解明することは花粉症の予  

防・治療法の確立に寄与すると考えられる。今年度の目  

的は，スギ花粉症を修飾する外的環境因子についての文  

献調査を行い情報を集めること，臨床ヤ疫学研究で提示  

された修飾因子の作用を解析，検証するための実験系を  

確立することである。  

〔内 容〕スギ花粉症は，ヘルパーT細胞のThZタイ  

プが優位になり抗原特異的IgE産生を増強することが  

①スギ花粉の生産と飛散予報法の高度化に関する研  

究   

1）花粉飛散量の計測に閲す■る研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：新田裕史  

〔期 間〕平成9～11年度（1997－1999年度）  

〔月 的〕従来，スギ花粉飛散の予報はダーラム型花粉  

捕集器によるデータに基づいて実施されてきた。しかし  

ながら，この方式は測定のための労力が多大であり，ま  

た時間分解能についても不十分である。本研究では，花  

粉飛散の予報法の向上に寄与するとともに，従来は人手  

に頼っていた花粉観測にかかわる労力を軽減し，リアル  

タイムな花粉観測値の情報伝達を可能とするた捌こスギ  

花粉数の自動計測装置を開発することを目指す。  

〔内 容〕自動計測装置の基本仕様の検討を終了し，装  

置の基本要素である花粉捕集装置，花粉認識装置，画像  
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処理装置それぞれについての試作を行った。   

花粉捕集装置は粒径30／‘m前後の粒子が効率よく捕  

集できるとともに，画像処理の際に誤差要因となる微小  

粒子を除去するように設計されている。花粉認識装置部  

は花粉の自家蛍光を光学的に検出し，その情報を画像処  

理部に送る役割をする。画像処理装置は得られた自家蛍  

光画像をコンピュータにより処理し，蛍光スペクトルや  

形態情報をとりスギ花粉を同定・計数する。   

試作装置による検討の結果，スギ花粉を同定しさらに  

ヒノキ花粉と識別できることを確認した。本装置の理論  

上の感度はダーラム法の10倍以上であり，1時間単位  

の測定が可能であると考えられた。  

中脂質成分と抗酸化成分の解析   

これまで保存していた4，14，24及び32カ月齢ラッ  

トの血清中TBA値は24カ月齢まで増加していたが，  

32カ月齢ではむしろ若干低下していた。血清中の総コ  

レステロール，HDL－コレステロール，トリグリセリド  

等もこれと同様の傾向を示していた。これは，より高齢  

化により血清中の過酸化脂質や他の脂質成分が低下する  

と考えるよりは，もともと過酸化脂質濃度（TBA値）  

や脂質濃度が低い動物が生き延びていたことによると考  

えられる。なぜならば，まだすべての臓器中の  

8－OHdGの測定が終わっていないが，32カ月齢ラット  

の8－OHdG濃度は24カ月の濃度より約2倍近くに増加  

しているためである。   

以上のような知見から，高脂肪食が老化現象を促進し  

ていることが推測されるので，高脂肪食摂取動物で生物  

ラジカル産生（8－OHdG生成）を抑制する可能性があ  

り，この検討が食品機能評価に意義があることが示唆さ  

れた。  

（4）高齢化社会に向けた食品機能の総合的解析とその  

利用に関する研究   

①臓器内生物ラジカル計測と食品成分による消去作用  

の解析  

〔担当者〕地域環境研究グループ：嵯峨井勝・市瀬孝道  

〔期 間〕平成9～11年度（1997－1999年度）  

〔目 的〕近年のヒトの病態発現には剤旨肪あるいは高  

エネルギー摂取と関連している例が多いと考えられる。  

ヒトの脂肪摂取量と同等レベルの脂肪含有食を実験動物  

に長期間投与し，臓器内ラジカルが増加するモデル動物  

を作成し，このモデル動物を用いて，ヒトの中高年期か  

ら抗酸化性食品を摂取するという想定のもとに，実験動  

物に1年後から抗酸化性食品を与えられた動物で臓器内  

生物ラジカル生成を低減させうるかどうかを実験的に明  

らかにすることを目的としている。さらに，これら抗酸  

化性食品が生活習慣病関連指標を改善するかどうか，並  

びに運動能あるいは記憶能等を改善するかどうかを明ら  

かにすることを目的とする。  

〔内 容〕1）高脂肪食およぴβ－カロテンの生物ラジ  

カル指標としての8－OHdG生成に及ぼす影響の検討   

マウスに高脂肪（16％）食を1年間与え続けた群  

（H）は，4％の普通脂肪食群（N）に比べて，肺の  

8OHdG生成は約2倍に増加していた。一九 それぞ  

れに，／プーカロテンを与えた群（Nβ，Hノ9）の肺内  

8－OHdG量は各々30％ではあるが有意に低下してい  

た。このことから，加齢につれて臓器内ラジカル量が増  

加するという，当実験に適した動物モデルであることが  

示された。   

2）ラットの臓器内8－OHdG生成と加齢に伴う血清  

2．13．3 知的基盤整備推進制度  

（1）生物系研究資材のデータベース化及びネットワー  

クシステム構築のための基盤的研究開発   

①生物系研究資材データベース構築に関する研究  

【担当者〕地域環境研究グループ：礪森悠平  

〔期 間〕平成9～13年度（1997－2001年度）  

〔目 的】原生動物，輪形動物門輪虫類，線形動物門線  

虫乳 環形動物門貧毛類などの環境浄化に重要な働きを  

する主に淡水の自由生活性の微小動物を中心とした生物  

系研究資材の分類・形態・生理・生態学的特性等の情報  

の収集と整理，画像による形態情報と分類学的及び生態  

学的情報を有機的にリンクさせたデータベースの構築と  

同時に，系統保存を行っている培養株の効率的な保存及  

び分譲システムを確立するための基礎的な生理・生態学  

的知見の蓄積を行うことを目的として検討を行う。  

〔内 容）1）本年度は国立環境研究所のホームページ  

（URL http：／／www．nies．go．jp／chiikil／protoz）より  

自由生活性原生動物の光学顕微鏡写真による分類体系と  

その中の繊毛虫類の属説明と種名と異名の一覧及び画像  

情報を提供できた。また．徴′ト動物に関する約ユ，700件  

の文献をRef．1Dで整理し，要旨までの情報を提供し  

た。   

2）従来当研究所で分離・継代将善してきた保存株の  

－153－   



2．13．5 国際共同研究（二国間型）  

（1）日英の水士引こ発生する糸状藍藻類オッシラトリア  

およびノストックの新規有毒物質の化学構造と生体  

影響  

〔担当者〕化学環境部：彼谷邦光・佐野友春  
生物圏環境部：渡追 信  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕日英の湖沼に発生する有毒糸状藍藻類による  

被害状況調査とその分類，大量培養，毒素の化学構造，  

生体影響を明らかにすることを目的とした。  

〔内 容〕英国における有毒糸状藍藻類は0∫C川αわγfα  

αgαγ（裾イ及び八ゎざ眈SP，が主なものであった。これら  

はいずれも肝臓毒を生産していたが，これまで知られて  

いる肝臓毒とは異なっていた。すなわち，英国産のノス  

トックには新規毒素Nostocyclinを含むこと，また，  

microc）rStin様化合物が含まれているが，新規化合物で  

あること，0ぶCJJJαわγぬαgαγ（〃㍑iにおいても新規mic  

rocystin同族体が含まれていることを明らかにした。  

毒性はこれまで知られているmicroeystin類と同程度で  

あった。一方国内の05Cf〃α加iααgαγdん盲iにはこのよ  

うな毒素は含まれていなかった。これらの結果は藍藻毒  

に地域的な遠いがあることを示すものと考えられた。  

培養方法と培養株の情報を公開Lた。   

3）研究資材として提供するために本年度は培地の検  

討を行った。保存培地として使用しているl．E（Let－  

tuee＆EggYolk）培地に比べ，一部の培養株につい  

ては適さないが，簡単な合成培地（Cerealleaves＆  

chikin eggyolk）で6カ月間保存できた。   

4）排水の生物処理過程に出現する貧毛類のうち，特  

に出現頻度の高い貧毛類であるA♂0晶50†Ⅶ′lg叫）γイc／lイ，  

什扉血＝明直納1皿壷M血摘揖について，室内培  

養実験により水温・食物源としての細菌の種類及び濃  

度・撹杵強度等の環境因子が増殖に及ぼす影響を明らか  

にした。  

〔発 表〕b－76  

2．13．4 国際研究交流促進  

（1）加速器質量分析法による同位体分析技術の開発と  

応用に関する交流育成  

〔担当者〕化学環境部：柴田康行  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕最先端の放射性／安定同位体分析技術である  

加速器質量分析（AMS）法は，考古学や地球科学のみ  

ならず，環境研究ヤ医学生物学，物質科学等の諸分暦に  

応用され，成果をあげつつある。本派遣の目的は，国立  

環境研究所並びに日本のAh′IS研究の推進のためにヨー  

ロッパの先導的研究者と会合を持ち議論を深めることに  

あり，将来の個別共同研究の実施，匡際シンポジウムの  

開催を通じて日本のAMS研究のレベルアップと国際協  

力の強化に資することが期待される。  

〔内 容〕放射性炭素測定に関する国際会議の場を利用  

して，各国の指導的研究者との研究交流を図った。ま  

た，会議後英国オックスフォード大学，米国ハーバード  

大学，同ウッズホール研究所を訪問し，各施設の見学ヤ  

研究の現状の視察と国立環境研究所のAMS研究の紹介  

を行った。このうち，オーストリアウィーン大学，ドイ  

ツェルランゲン大学とは共同研究の推進に向けて合意  

し，試料の交換や研究者の交流に向けて準備を進めた。  

また，イギリスオックスフォード大学とは日英科学技術  

協力協定への協力課題の掟案で合意し，年末に提案を行  

うとともに，共同研究立ち上げの一環として日本で  

AMSの先端的応用に関する国際ワークショップを開催  

すべく課題提案を行った。  

（2）都市域における光化学大気汚染生成機構解明に関  

する共同研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：若松伸司・上原 清・  

森口祐一  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕光化学大気汚染の改善は世界の大都市におけ  

る共通の課題である。しかし光化学大気汚染の発生状況  

は発生源条件，気象条件，地理的条件等により大きく異  

なるため，都市間の比較研究が必要である。この国際共  

同研究においては日本とメキシコの比較研究を目的とし  

ている。  

〔内 容〕メキシコにおいては光化学大気汚染が各地で  

発生しているが，中でもメキシコシティでの汚染が顕著  

である。メキシコシティ市城は周辺を海抜高度4，000m  

クラスの山岳に囲まれた2，240nlの盆地に位置し，常に  

高気圧に覆われた沈降性の逆転が出現する。日射が強  

く，弱風のため光化学大気汚染が発生しやすく光化学オ  

ゾンの濃度が世界で最も高い。一方，日本においては，  

光化学大気汚染の発生地域が広域化しており内陸の山岳   
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2．13．5 国際共同研究（二国間型）  

（1）日英の水士引こ発生する糸状藍藻類オッシラトリア  

およびノストックの新規有毒物質の化学構造と生体  

影響  

〔担当者〕化学環境部：彼谷邦光・佐野友春  
生物圏環境部：渡追 信  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕日英の湖沼に発生する有毒糸状藍藻類による  

被害状況調査とその分類，大量培養，毒素の化学構造，  

生体影響を明らかにすることを目的とした。  

〔内 容〕英国における有毒糸状藍藻類は0∫C川αわγfα  

αgαγ（裾イ及び八ゎざ眈SP，が主なものであった。これら  

はいずれも肝臓毒を生産していたが，これまで知られて  

いる肝臓毒とは異なっていた。すなわち，英国産のノス  

トックには新規毒素Nostocyclinを含むこと，また，  

microc）rStin様化合物が含まれているが，新規化合物で  

あること，0ぶCJJJαわγぬαgαγ（〃㍑iにおいても新規mic  

rocystin同族体が含まれていることを明らかにした。  

毒性はこれまで知られているmicroeystin類と同程度で  

あった。一方国内の05Cf〃α加iααgαγdん盲iにはこのよ  

うな毒素は含まれていなかった。これらの結果は藍藻毒  

に地域的な遠いがあることを示すものと考えられた。  

培養方法と培養株の情報を公開Lた。   

3）研究資材として提供するために本年度は培地の検  

討を行った。保存培地として使用しているl．E（Let－  

tuee＆EggYolk）培地に比べ，一部の培養株につい  

ては適さないが，簡単な合成培地（Cerealleaves＆  

chikin eggyolk）で6カ月間保存できた。   

4）排水の生物処理過程に出現する貧毛類のうち，特  

に出現頻度の高い貧毛類であるA♂0晶50†Ⅶ′lg叫）γイc／lイ，  

什扉血＝明直納1皿壷M血摘揖について，室内培  

養実験により水温・食物源としての細菌の種類及び濃  

度・撹杵強度等の環境因子が増殖に及ぼす影響を明らか  

にした。  

〔発 表〕b－76  

2．13．4 国際研究交流促進  

（1）加速器質量分析法による同位体分析技術の開発と  

応用に関する交流育成  

〔担当者〕化学環境部：柴田康行  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕最先端の放射性／安定同位体分析技術である  

加速器質量分析（AMS）法は，考古学や地球科学のみ  

ならず，環境研究ヤ医学生物学，物質科学等の諸分暦に  

応用され，成果をあげつつある。本派遣の目的は，国立  

環境研究所並びに日本のAh′IS研究の推進のためにヨー  

ロッパの先導的研究者と会合を持ち議論を深めることに  

あり，将来の個別共同研究の実施，匡際シンポジウムの  

開催を通じて日本のAMS研究のレベルアップと国際協  

力の強化に資することが期待される。  

〔内 容〕放射性炭素測定に関する国際会議の場を利用  

して，各国の指導的研究者との研究交流を図った。ま  

た，会議後英国オックスフォード大学，米国ハーバード  

大学，同ウッズホール研究所を訪問し，各施設の見学ヤ  

研究の現状の視察と国立環境研究所のAMS研究の紹介  

を行った。このうち，オーストリアウィーン大学，ドイ  

ツェルランゲン大学とは共同研究の推進に向けて合意  

し，試料の交換や研究者の交流に向けて準備を進めた。  

また，イギリスオックスフォード大学とは日英科学技術  

協力協定への協力課題の掟案で合意し，年末に提案を行  

うとともに，共同研究立ち上げの一環として日本で  

AMSの先端的応用に関する国際ワークショップを開催  

すべく課題提案を行った。  

（2）都市域における光化学大気汚染生成機構解明に関  

する共同研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：若松伸司・上原 清・  

森口祐一  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕光化学大気汚染の改善は世界の大都市におけ  

る共通の課題である。しかし光化学大気汚染の発生状況  

は発生源条件，気象条件，地理的条件等により大きく異  

なるため，都市間の比較研究が必要である。この国際共  

同研究においては日本とメキシコの比較研究を目的とし  

ている。  

〔内 容〕メキシコにおいては光化学大気汚染が各地で  

発生しているが，中でもメキシコシティでの汚染が顕著  

である。メキシコシティ市城は周辺を海抜高度4，000m  

クラスの山岳に囲まれた2，240nlの盆地に位置し，常に  

高気圧に覆われた沈降性の逆転が出現する。日射が強  

く，弱風のため光化学大気汚染が発生しやすく光化学オ  

ゾンの濃度が世界で最も高い。一方，日本においては，  

光化学大気汚染の発生地域が広域化しており内陸の山岳   
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地域における汚染が問題となってきている。このため，  

日本とメキシコの間で光化学大気汚染のモデルによる比  

較，モニタリングデータの解析，気象の共同観測と解  

析，同一のシステムによる大気中の炭化水素成分の分析  

研究等を行うことにより比較可能な共通のデータベース  

を構築した。得られたデータを共同で解析評価し，それ  

ぞれの国における光化学大気汚染の生成機構に関する比  

較・評価を行った。   

メキシコサイドでは主に大気汚染常時監視データの解  

析プログラムの開発を行い，その解析結果を基に大気汚  

染発生源の分布と強度の推定に関する研究を行った。日  

本サイドは気象共同観測の解析と炭化水素成分のサンプ  

リングと分析に関する研究を行った。具体的には1998  

年2月にメキシコにおいて気象の共同観測を行いデータ  

を解析した。また環境大気中における炭化水素成分に関  

しては同一のシステムによる大気中の炭化水素成分のサ  

ンプリングを行い東京とメキシコシティのデータを比  

較・評価した。1998年3月に日本において大気汚染常  

時監視データの解析プログラムの開発と評価を行った。  

〔発 表〕b214  

たうえでの緑地の大気浄化能の評価を行う。  

〔内 容〕ユ5種の樹木に対しオゾンを暴露し，樹種間  

でのオゾン吸収能とオゾン感受性の相違を調べた。その  

結果，オゾン吸収能とオゾン感受性は樹種間で大幅に異  

なっていることがわかった。実験に用いた樹種のうちで  

は，ツタ，サンゴジュ，サザンカなどは，比較的オゾン  

吸収能が高いとともにオゾン感受性が低く，大気中のオ  

ゾンの浄化に適した樹種であることがわかった。加え  

て，1－2種の樹種において，環境中の光強度やオゾン  

濃度を変化させたときの樹木のオゾン吸収速度の変化を  

調べたところ，光強度の増大とともに樹木のオゾン吸収  

速度が増大することや樹木のオゾン吸収速度は環境中の  

オゾン濃度に比例することがわかった。以上の実験より  

得られた結果をモデル解析したところ，樹木によるオゾ  

ン吸収のほとんどは菓面の気孔を介してのものであり，  

樹木によるオゾン吸収速度は，主として葉面の気孔開度  

により決定づけられていることが明らかとなった。この  

ことは，植物葉の気孔開度の指標である気孔コンダクタ  

√ンスを測完すれば，その植物の大気中オゾンの浄化能力  

を評価できることを意味するものである。そこで，野外  

において，数種の樹木の気孔コンダクタンスの日変化及  

び季節変化を測定し，緑地の大気浄化能の評価するうえ  

で必要な基礎データを得た。さらに，土壌面や芝地等に  

よるオゾン吸収能を調べた。その結果，土壌面のオゾン  

吸収速度は，これと同一の面積をもつ植物葉のオゾン吸  

収速度に匹敵するものであり，緑地のオゾン除去能を評  

価するうえで，土壌面の吸収を考慮することが必要であ  

ることが明らかとなった。さらに，土壌面のオゾン吸収  

速度は，土壌表面の乾燥とともに大きくなること，土壌  

面に芝を植栽することによりオゾン除去能を高めること  

ができること等がわかった。  

（3）植物の大気浄化機能のモデル化と診断法に関する  

研究  

〔担当者〕生物圏環境部：大政謙次・清水英幸・  

戸部和夫  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

【目 的〕自動車などからの排気ガスによる大気汚染が  

社会問題化しているが，その吸収源として，都市緑地が  

注目されている。植物は，多くの大気汚染物質を吸収し  

て大気を削ヒするが，同時に，汚染物質により生理機能  

に障害を受け，大気浄化能を低減させる。したがって，  

緑地の大気糾ヒ能を評価するうえでは，多様な植物種に  

つき，汚染ガス吸収能と汚染ガスに対する感受性の双方  

を評価する必要がある。また，野外に生育する植物の汚  

染ガス吸収能は，日周変化及び季節変化を示すと考えら  

れるが，緑地の汚染ガス糾ヒ能を的確に評価するために  

は，こうした変化の様相を把接する必要がある。加え  

て，緑地の土壌面等による汚染ガス吸収能の評価も重要  

である。そこで，本研究では，多様な植物種による，多  

様な汚染ガスの野外での吸収過程を統一・的に記述できる  

モデルを構築する。また，土壌面等による汚染ガスの吸  

収や植物の汚染ガス吸収能の日変化季節変化を考慮し  

（4）有用機能強化微生物を活用した高度簡易水処理シ  

ステムの開発による健全な水圏生態系の創出  

【担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平・水落元之  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕本国際共同研究は，日本と中国が共同して有  

用機能強化微生物を活用した分散式生活排水の高度簡易  

処理システムの開発研究を目的とし，日本側は，生物膜  

ろ過法の有用機能強化微生物の付着・増殖能を強化する  

担体処理システムを確立するための基礎的検討を行い，  

中国側は，同システムのプロセスを中国の北京市（華北  

－155－   



地方），広州市（華南地方）の処理現場に設置し，実証  

試験によりシステムの簡易化，維持管理の答易化を目指  

し，中国の国情に適した高度簡易処理システムを確立す  

るための応用研究を実施することにある。本国際共同研  

究が中国の国家重点環境研究課題の関連研究として位置  

づけられ，中国側のカウンターパートによる中国の全域  

への波及効果も期待できると考えられる。  

〔内 容〕本国際共同研究において得られた成果は以下  

に示すとおりである。生物膜ろ過法における硝化反応を  

高める上で重要な微生物として亜硝酸菌（拗加朗憫餅肌  

g祝†坤α弧硝酸菌〃加わαCわγ山間和dざ卸lを分離する  

ことができ，これらの硝化菌をセラミックス担体の表層  

に大量に定着させることにより窒素除去の律遠因子であ  

る硝化反応速度を著Lく高められることが明らかとなっ  

た。生物膜ろ過法を用いた場合，水温10℃（中国の華  

北地方における北京市の冬季の地‾F温度），HRT3時間  

の低水温，高負荷条件‾Fでも，硝化率90％以上，処理  

水中BODlOmg／J以下と極めて高い硝化活性及び高度処  

理性能を維持することが可能であった。中国の北京市に  

設置された同法のプロセスにおいては，日本側と同じ容  

量で硝化率，脱窒率，有機物除去率ともに同じレベル  

で，中国の華南地方の広州市の温度の高い地域に設置さ  

れた同法のプロセスにおいては，日本側と比べて容量が  

約70ヲ右程度であったにもかかわらず良好な性能が得ら  

れた。中国に設置された同法のプロセスの微生物相の観  

察において硝化の進行時に出現する指標生物の原生動物  

肉質虫類AⅣgJJα属，汚泥発生量が少なく透明で良好な  

水質が得られるときの指標生物である後生動物輪虫類  

創血励血牒，貧毛類AβOJoぶα椚α属等が優占的に出現し  

ていたことから微生物処理機能を高め，高度な水質確保  

に貢献する原生動物，微小後生動物は，日本と中国でも  

共通しており，水質を知る指標として痛用できることが  

わかった。   

本国際共同研究により確立された基礎データーと中国  

に設置された同法のプロセスから得られた実験結果に基  

づき，中国の国情に合う有用機能強化微生物を活用した  

分散式生活排水の高度簡易処理システムの提案が可能と  

なり，中国側は本国際共同研究を2000年まで続けて国  

家重点環境研究課題として検討する予定となっており，  

国立環境研究所においても中国側と継続して共同研究を  

していくこととしている。  

〔発 表〕B－12，13，b－51．57，65，73  

（5）植物の大気環境ストレス耐性遺伝子同定のための  

国際共同研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：中嶋信美  

生物 圏 環境部：清水英幸・久保明弘・  

青野光子  

ポーランド育種酬ヒ研究所：Krystyna Rybka  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕近年，ポーランドでは大気汚染による森林衰  

退，オゾン層の破壊によるオゾンホール接近等，大気環  

境の悪化が農作物を含めた植生へ悪影響をもたらすこと  

が懸念されてる。一方，我が国においても光化学オキシ  

ダントが植物へ被害をもたらしていることは知られてい  

る。本研究は大気環境の変化が植物に及ぼす影響を調  

べ，環境ストレスに耐性のある品種を選抜し，大気環境  

ストレスに強い農作物等の植物を作出するための基礎的  

データをとることを目的とする。  

〔内 容〕ポーランド植物育種馴化研究所で栽培してい  

るコムギャライムギ及びトリティケールを国立環境研究  

所において栽培した。栽培は水耕で行い発芽後2週間の  

幼苗にUV－Bを照射してその影響を検討した。UV－B  

の照射は人工光室内で2週間行い，昼間（7：00～19：00）  

18℃，夜間（19：00－7：00）14℃，相対渥度70％に制御し  

た。チェンバー内の光合成有効放射は植物体上部で約  

250／∠mOl／m2／Sであった。UV－B照射は明期の間中の  

12時間行った。UV－B照射用光源として健康線用蛍光  

灯（FL20SE．東芝）を用い，フィルター（HOYA  

UV－29）により290nm以下の波長をカットした。対照  

区ではランプボックスのみを設置した。UV－Bの強度は  

植物体上部で約0．25W／m2であった。照射終了後それ  

ぞれの植物体第1集および第2実の草丈を測定した。   

低温に対して感受性及び抵抗性の9品種について検討  

した結果，第1葉についてはライムギのSTRZEKE  

CINSKIEが最も成長阻害が著しかったが，コムギの各  

品種の成長阻害は少なかった。第2葉で見るとトリティ  

ケールのBOGOが最も成長阻害が若しかった，ライム  

ギのSTRZEKECINSKIEも対照の43％の阻害が見られ  

た。以上の結果からライムギ及びトリティケールでは低  

温感受性とUVB感受性の間に関係がある可能性が出  

てきた。   

本年度は共同研究初年度であことから，大気環境スト  

レス耐性や感受性の品種を選び出すことが目標であり，  

それが達成できた。ライムギについてほ2倍体であるこ  
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とから遺伝学的な解析が比較的容易である。もし可能で  

あるなら，今後はこれらの形質が遺伝するかどうか，ま  

た近縁系統の形質を調べて遺伝子のマッピングまで持っ  

ていく予定である。  

と考えられ，メタン生成の場になっていることが示唆さ  

れた。また，pHは高層湿原や西シベリア大低地と同様  

に3．8と低く，好酸性のメタン生成菌及びメタン酸化細  

菌がこれら湿原でのメタンの挙動に重要な役割を果たし  

ていることが示唆され，今後，これら微生物の解明が期  

待される。一方，DOCは40前後であったが，これは日  

本の湿原の数値より高く，オケフエノキー湿原での高温  

に起因する活発な微生物活動のためと考えられた。以上  

の測定結果から，メタン発生量は熱帯地方の水田で報告  

されている数値と比べると1オーダー低かったが，調査  

時期が春であったため，夏季には大幅に増大することも  

予想される。また，湿原からのメタン放出量はメタン生  

成速度とメタン酸化適度により制御されているものの，  

両反応にかかわる好酸性微生物については未解明の部分  

が多く，研究が急がれる。  

（6）湿地帯における温暖化ガスの挙動に関する研究  

〔担当者〕水土壌圏環境部：内山裕夫・冨岡典子・  

内海実生  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔日 的〕気候変動枠組み条約が締結され，地球温暖化  

対策の実施が急がれる状況にある。地球温暖化の原因で  

ある温暖化効果ガスとしてCO2，N20のほかにCH4  

（メタン）が知られているが，メタンの占める割合は  

年々上昇しており，その温室効果はCO2の約20倍と高  

い。1PPCレポートにあるようにメタンの発生源は複雑  

で原因未解明の部分が多いが，自然湿地が最大の発生源  

と推定されている。一方，その発生量に関Lては不明な  

点が多く，より正確な温暖化将来予測のためには定量化  

研究が強く望まれている。本研究では，主要なメタン発  

生源の1つである亜熱帯地方湿地帯として米国のオケ  

フエノキー湿原（The OkefenokeeSwamp）をフィー  

ルドに選定し，米国側研究者と共同でメタンの発生量及  

び消失（酸化）量を測定して，メタン発生量の定量化研  

究に資する。さらに，その生物的反応に関与している微  

生物を取り巻く環境条件を調査し，メタン生成菌及びメ  

タン酸化細菌の活動に影響を及ぼす要因について検討を  

行う。  

〔内 容〕平成9年度はエルニーニョ現象により降雨量  

が多く，湿原の水位が大幅に上昇して陸域も冠水したた  

め，従前の複数のメタン発生地点を見極める作業は困難  

であった。したがって，オケフエノキ一遇原内東部に位  

置する一地点にてフローティングピートのコアサンプル  

を採取し，メタンの生成・酸化速度を測定した。この結  

果，メタン生成量は70．5mg／m2／day，またメタン酸化量  

は37．5mg／m2／dayであった。このことから，メタンの  

大気中への放出量は33．Omg／m2／dayと算出された。し  

たがって，嫌気的環境下でメタン生成菌によって生成し  

たメタンの約53％が，表層付近の好気的環境下に生息  

するメタン酸化細菌によって酸化され，残り約半分が大  

気へ放出されることが明らかとなった。一九水質測定  

の結果，ピート内サンプルのリン酸態リンが高い数値を  

示したが，これはピート内の嫌気的環境に由来するもの  

（7）中国における肺がん発生増加に係わるリスク因子  

の解明に関する分子疫学的研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：嵯峨井勝・市蘭孝道  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕近年，中国では産業活動等の活発化につれ  

て，大気汚染が激しくなり肺がんの発生率が著しく増加  

している。そこで，中国人の肺がん発生に及ぼす影響因  

子として「抗がん性遺伝子の欠損の有無，大気汚染濃度  

及びβ－カロテン等の食事性抗酸化物質の寄与率」を調  

査し，肺がん予防対策の確立に寄与することを目的とし  

た。  

発がん関連因子の寄与率解明に当たっては，がんの発生  

率が高い集団を対象にするほど正確になる。中国は肺が  

ん雁患率が地域によって5～6倍と著しく違うので調査  

上有利である。得られた結果から，日中両国民にとって  

有効な予防対策が見いだされるものと考えられる。  

〔内 容〕  

1）肺がん患者の抗酸化性遺伝子欠椙割合に関する検  

討   

グルタチオンS一トランス7エラーゼ（GSTFL）は酸  

化的ストレスによる生体成分の損傷を抑制する作用を持  

つ酵素である。健常者のGST／∠欠損（一）の割合は  

51，1％で，男女間，年齢，喫煙者間で違いはなかった。  

これに射し，肺がん患者のGST／∠ ト）割合は71ヲ右で  

あり，健常者よりも20％高く，統計的に有意な増加を  

示していた。このことは，酸化的ストレス予防に関する  
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遺伝子欠損着では発がん性が高くなることを示してお  

り，さらに多くの遺伝子検査と組み合わせることにより  

発がんに関するリスクを予知することが可能であること  

を示唆している。   

2）肺がん患者の血清中′9カロテン，ビタミンA及  

びどタミンE濃度の検討   

肺がん患者と健常者間で最も顕著な相違を示した血清  

中抗酸化性物質はβ－カロテンで，がん患者では平均で  

34％低く，次にビタミンAが25％低下していた。  

ビタミンEも17％低く，抗酸化性物質の低下が発がん  

率の増加に関与していることが示されたが，これらの低  

‾Fは原因であるのか，結果であるのかは明らかではな  

い。このことを示すには前向きコホート調査が必要と考  

えられる。   

以上の結果から，いくつかの遺伝子検査の組み合わせ  

で発がんリスクを調べる方法と抗酸化物質摂取量を高め  

ることが発がんリスクを低下させる道と考えられる。  

1）重金属暴露量とメタロチオネイン，DNA付加体・   

（エセノアダクト）量との量一反応関係   

重金属結合タンパク質であるメタロチオネインーⅠ発  

現量と鋼含量とが良い相関関係にあることが確認され，  

メタロチオネインがバイオマーカーとして有用であるこ  

とが示唆された。   

2）重金属結合タンパク質メタロチオネインーⅠ発現  

量の役割解明   

メタロチオネイン遺伝子欠損マウスにおいて，水銀に  

よる腎毒性並びにカドミウムによる肝毒性が増強するこ  

とが明らかとなった。すなわち，臓器中，病理組織学的  

形態変化及び過酸化脂質量の増加が認められた。した  

がって，水銀やカドミウムの毒性発現に酸化的ストレス  

が関与していることが示唆された。  

〔発 表〕E－24，Z5，e－20，21  

2．13，6 国際共同研究（多国間型）  

（1）アジア地域の微生物研究ネットワークに関する研  

究   

①有毒微細藻類とそれらの増殖制御技術の開発  

〔担当者〕化学環境部：彼谷邦光・佐野友春  

生物圏環境部：渡通 信・広木幹也  

〔期 間〕平成7－9年度（1995－1997年度）  

〔目 的〕本年度は，1）中国およびタイで採取した藍  

藻類の無菌株を培養し，それらの生産する毒素の化学構  

造を解析し，中国およびタイの藍藻毒の特徴を明らかに  

すること。2）有毒藍藻類を捕食する原生動物の捕食能  

を調べること。3）有毒藍藻類を分解するバクテリアの  

スクリーニングを行うこと。4）酵母から単離した有毒  

藍藻旅血岬血の増殖を特異的に阻害する物質が他の  

有毒藍藻，A靴仏鋸一柑，0郎紬加ゎ厄等に対しても同様に  

作用するか否かを調べることを目標とした。  

〔内 容〕1）については，中国およびタイで採取した  

藍藻類の無菌株を培養し，それらの生産する毒素の化学  

構造を解析し，中国の藍藻毒は内蒙古では神経毒が主な  

毒素であるが，雲南省では肝臓毒が主要毒素であること  

を明らかにした。また，タイでは肝臓毒は主な毒素であ  

るが，同族体が多く，中国の肝臓毒とは異なる分子種の  

ものが見られた。2）では，有毒藍藻類を捕食する無色  

ペン毛虫の捕食能を調べた。微細藻類の形態が球状で  

も繊維状でも同じように捕食することが観察された。  

3）では，有毒藍藻類を分解するバクテリアをタイの土  

（8）環境汚染に伴う微最金属の新たな毒性評価方法の  

開発  

〔担当者〕環 境 健 康 部：遠山千春，佐藤雅彦  

地域環境研究グループ：曽根秀子  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕微量金属元素のうち，銅，クロムなどの必須  

金属元素やニッケル，カドミウム及び水銀などの汚染金  

属に曝露したヒトの集団において，微量金属元素の健康  

リスク評価のための新しい方法を構築する必要がある。  

そこで，本研究では，英国，ラウェット研究所のJohn  

H．Beattie博士との共同研究により，重金属の結合タン  

パク質発現や重金属による特異的なDNAの損傷型  

（DNA付加体）が，バイオマーカーとして利用可能か  

どうかを実験動物を用いて検討した。  

〔内 容）銅，クロム，ニッケル，水銀及びカドミウム  

などの微量金属元素を負荷した実験動物の臓器を摘出  

し，臓器中金属濃度及び重金属結合タンパク質メタロチ  

オネインーⅠのRNA分子の発現を測定した。なお，日  

本側は，金属元素を負荷した実験動物を作製し，臓器の  

摘出，RNAとDNAの抽出，臓器中の脂質過酸化量及  

び微量金属の測定並びに病理組織学的形態変化の観察を  

行った。また，英国側は，メタロチオネインーⅠの  

RNA分子の発現測定及びDNA付加体の条件検討を  

行った。  
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壌からスクリーニングした。現在，分解特性を調べてい  

る。4）については，酵母から単離した有毒藍藻几仇＿  

勒甲山の増殖を特異的に阻書する物質が他の有毒藍  

温 ノ抽油描吼 Cぬ肋血血等に対しても同様に作用す  

るか否かを調べた。05Cl〃αわriαに対しては効果的で  

あったが，月†旭bαg7Mに対しては全く阻害作用を示さな  

かった。   

築  

〔担当者〕生物圏環境部：広木幹也・渡通 信  

社会環境システム部：清水 明  

〔期 間〕平成7〝9年度（1995～1997年度）  

帽 的〕微細藻類は酸素発生型の光合成を行う微生物  

で，水界生態系の第一生産者として，農水産業やエ業に  

も利用されている反面，赤潮ヤアオコのように水環境汚  

染に深く関連し，人間生活に著しい影響を与えている。  

特に，アジア地域では微細藻類の利用あるいは微細藻類  

による環境汚染問題解決に対するニーズは非常に高い。  

以上のことから，微細藻類のカルチャーコレクションの  

構築および整備は非常に重要視されている。しかし，微  

細藻類の保存はほとんどの場合に継代培養法に依存して  

おり，また，分頬とリンクさせずに系統保存されている  

例も多く，付随する情報も未整備のままであるものが多  

い。   

本研究では，分離・培養された微細藻類の適切な保存  

法の開発，微細藻類培養株のデータベースの構築とその  

管理法の開発および微細藻類の特売データ解析システム  

の構築を行うことを目的としている。本年度は特に，  

1）微細藻類のうちで重要な位置を占める緑藻類の長期  

保存法の開発と，2）微細藻類培養株のデータベース管  

理システムの改変を行った。  

〔内 容〕1）微細溝板保存株の多くを占める緑藻類に  

ついては，いまだに適切な長期保存法が確立しておら  

ず，継代培養法により保存がなされていた。そこで，国  

立環境研究所微生物系統保存施設で保存している緑藻  

類，76属，155種，376株について凍結保存法の適切な  

条件を検討した。その結果，凍害防止剤として添加した  

DMSOの濃度を変えて凍結融解後の増殖性を調べたとこ  

ろ，51属77軽147株で，添加DMSO濃度が最適な条件  

においては凍結融解後も増殖能を保持していた。供試した  

緑藻類のうち，特にA11ズβ†10Cんわγβ〃仇 ノhl如5JγOdどぶml↓ざ．  

GフβJα∫J7′ま‘軌 C／ぞわ陀JJα，C和gf♂〃α，肱7糀昭ゆ揖品厄椚  

叫－C如11α5fβ∫，Pgdfd5frl肌 5cβ7‡βdβ5†れ†↓5は凍結融解後  

の増殖率が良かったが，逆に，A丑呵油川脚服C毎血血叫  

C（ユγ／βれ仏 だIt（われ削し（油症旧札」円l肌血耶血叫l句ね膵  

の各属では増殖能を失うものが多かった。   

2）国立環境研究所，微生物系統保存施設において微  

細藻類株の保存業務に実績を上げており，中国科学院水  

生生物研究所及びタイ科学技術研究所に導入されている  

MCCシステム（微生物保存株管理システム）は元来，  

②微細藻類の系統分腰学的研究及び種の多様性の解析  

〔担当者〕生物圏環境部：渡過 信・広木幹也  

化学環境部：彼谷邦光  

〔期 間）平成7～9年度（1995～1997年度）  

〔目 的〕陸水，海域，土壌に生息する微細藻類の形態  

及び生理生化学的特性に基づく新規分類同定システムを  

構築し，分子系統学的解析を行うことを目的として，  

1）中軋 タイにおける陸水，海域，土壌に生息する藍  

藻類の種多様性の解明，2）藍藻類の無菌培養の確立，  

3）水の華を形成する浮遊性藍藻類，海産赤潮・有用真  

核藻類の形態的特性及び生理生化学的特性に基づく新た  

な分類・同定システムの構築，4）18S rRNA，rbcL  

遺伝子による分子系統学的解析を行う。  

〔内 容〕タイの土壌藍藻類，浮遊性プランクトン及び  

原生動物の多様性を調査し．それぞれ67種，1，538種及  

びZO3種確認した。無菌化が困難な超微細藍藻禁則こつい  

て超低温アガロースを用いた希釈法により，無菌化に成  

功し，今まで150株の無菌培養株を得ることができた。  

ガス胞をもつ浮遊性糸状体藍藻類05C招αわγイαは形態，  

生葦乳 化学及び遺伝的特性で少なくとも5種に区別する  

ことができた。さらに異質細胞をもつ糸状体藍藻である  

A71αムαgプ1ロの重要な分類形質である休眠胞子は低温処理  

で誘起されることを明らかにした。ノh矧如闇闇は脂肪酸  

組成で2つのグループに分けられることを明らかにし，  

さらに』．戒桁ぬは脂肪酸，GC含量及びフコシアニン  

タンパク遺伝子において系統的に異なる2つの分類群か  

らなることが確認された。緑藻に属するとされてきた無  

色のベン毛藻血血描晰購は中乱 タイ，日本より分  

離されたが，捕食性であること，ミトコンドリアが管状  

のクリスタを持つことから，緑藻とは違った系統である  

ことが示唆され，18S rRNA塩基配列情事艮解析の結果  

真核生物の原始的な系統に位置する可能性が示唆された。  

〔発 表〕H－18，19   

③微細藻類の系統保存体別の整備とネットワークの構  
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BASICによって書かれたものであり，必ずしも最近の  

コンピューターシステムの機能を生かし切っていなかっ  

た。そこで，従来のシステムとデータの互換性を維持し  

たまま，使用頻度の低い一部の機能を削除することによ  

り操作性を向上させたWindows版のMCCシステムを  

作成した。すなわち，Windows版のシステムでは，株  

データベースファイルと株を用いた研究論文に関するレ  

ファレンスデータベースファイルを独立させ，それぞれ  

をエディターから入力・修正するようにし，保存林の来  

歴及び株特性に関する株基本データと，株管理計画作成  

上有効な植え継ぎ予定，必要培地数等に関するリストを  

出力できるようにした。また，これまで整理の進んでい  

なかった青島海洋大学で保存している海洋植物プランク  

トンの培養株のリストを刊行した。  

〔発 表〕h－22－24  

の測器で異なる地点，時期，環境における測定が可能で  

ある。このことから，そのほかの測定箸別こよる異なる地  

点，時期，環境における測定データについて，比較標準  

として用いることができる。   

「みどり」搭載の大気センサー「lI．AS」に関連し  

て．オゾンゾンデ，気球搭載大気サンプリング装置等の  

現場測定機器，気球搭載フーリエ変換赤外分光計等の遠  

隔測定機器，地上設置フーリエ変換赤外分光計等の遠隔  

測定機器等による計測がなされることになっている。本  

研究では，衛星センサーデータを移動標準として用い，  

特に地上設置フーリエ変換赤外分光計によるデータを対  

象に測定精度の評価を行う。   

「みどり」は平成9年6月末に太陽電池パネルの故障  

により運用を停止したため，予定した複数地点での  

FTIRによる「ILAS」との同期計測データが収集でき  

ず，当初の計画を変更した。まず，「ILAS」データと，  

複数地点で「ILAS」に同期して実施されたオゾンゾン  

デ（小気球搭載の現場測定機器）観測データとの比較を  

行った。次に，スウェーデン・キルナで実施したFTIR  

観測で得られたデータと「ILAS」データとの比較を  

行った。   

オゾンゾンデとの比較では，「ILAS」データとの差異  

に地点間の相違が見られる。これは，「ILAS」データが  

均質であるとすれば，オゾンゾンデ観測に観測地点への  

依存性があることを意味する。FTIRデータから求めた  

オゾン高度分布と「ILAS」データとの比較は，両者の  

間によい一致があることが示された。「ⅠⅠノAS」を基準と  

考え，平均の偏差を求めたところ，FTIRによるオゾン  

高度分布データは地上から高度40kmの範囲で最大  

ユ5％程度の誤差を持つことが判明した。  

〔発 表〕A－23，25，26，l－12，a－59，60  

2．13．7 重点基礎研究  

（1）高層大気環境の計測データの精度評価に関する基  

礎的研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：笹野泰弘・鈴木 睦・  

中島英彰・中根英昭  

大気 圏環境部：杉本伸夫  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕高層大気（成層圏，対流圏）の化学環境の把  

握のため，これまで航空機や気球を利用した新しい現場  

測定，遠隔測定手法等が多く開発されてきた。そして，  

これらの新しい多くのセンサー（計測手段）を利用し  

た，高層大気環境の観測実験やモニタリングが多くなさ  

れるようになってきた。しかしながら，個々の計測手段  

による測定精度の評価という観点からは，必ずしも十分  

な検証がなされているわけではない。   

高層大気環境の実態把握，オゾン層破壊のような環境  

の変動機構の解明などにおいて，総合的な観測研究が求  

められるが，個々の計測データの精度情報が，本質的に  

重要である。とりわけ，実際の大気中の測完環境下での  

データの再現性，安定性を評価することが必要である。  

本研究はこの点に着目して，これら種々の観測手段によ  

る測定データの精度の評価を行うための，基本的な手法  

の確立を行うことを目的としている。  

〔内 容〕衛星観測データは，当初は検証を受けるべき  

対象であるが，同時に「移動標準」として使用すること  

が可能であるという特長を持っている。すなわち，同一  

（2）SOユの高感度検出器の開発に関する研究  

〔担当者〕大気圏環境部：今村隆史・鷲田仲明・  

酒巻史郎・猪俣 敏・  

古林 仁・鵜野伊津志  

高薮 緑・菅田誠治・  

江守正多  

化 学 環 境 部：横内陽子  

地球環境研球グループ：村野健太郎  

地球環境研究センター：畠山史郎  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  
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〔目 的〕大気中の代表的なエアロゾルの一つである硫  

酸エアロゾルの均一気相反応による生成過程として反応  

1）－3）によるSO3の生成を経由した酸化機構が提  

案されているが，SO3の生成・消滅は明確かつ直接的に  

は証明されてはいない。  

1）oH＋SOz→HOSO2   

2）HOSO2＋02→SO3十HO2   

3）so3十H20→H2SO4   

本研究では真空紫外光（水素原子ライマンα共鳴線  

121．6nm）をSO3に照射し，そこから得られる発光を用  

いたSO3の高感度検出器を開発し，その検出感度や選  

択性を目的とする。SO3の高感度検出器ができれば，  

SO3の生成・消滅反応速度の測定や光化学反応チャン  

バーを用いたSO3生成収率決定に関する研究への応用  

が可能となる。  

〔内 容〕本研究で開発するSO3検出器の原理はSO3  

に真空紫外光（ライマンα共鳴線121．6nm）を照射  

し，SO3の光解離フラグメント（SOまたはSOz）から  

生じる発光（紫外～可視領域）を検出するものである。   

パイレックス製のセル中をHeに希釈したSO3をフ  

ローさせ，そこに水素原子のライマンα共鳴頼を照射し  

発光スペクトルの測定を行った。その結果，SO2フラグ  

メントからのB－Ⅹ発光（280－500nm）及びSOフラグ  

メントからのAX発光（240－270nm）及びB－Ⅹ発光  

（260－420nm）が観測された。次に，他の気体分子に  

よる干渉を調べるため，様々な気体分子をSO3の代わ  

りにフローさせて発光を測定した。その結果，H20，  

NO2，HNO3，H2COなどから生成するフラグメント  

からの発光が問題となり得るが，SO3の検出波長を330  

±10nm領域とすることにより，その干渉の影響を低減  

できることがわかった。さらに，SO3の混合比を一定に  

保って330nmの発光強度の全圧依存性を測定した結  

果，全庄一10Torr領域が発光検出に最適であることが  

わかった。   

検出感度に関しては，N2及び02によるSO2（B）状  

態及びSO（B）状態の衝突消光がHeに比べ速いため，  

He中に比べ空気中での検出感度は落ちるものの，10  

ppb程度の検出感度があることがわかった。現時点で検  

出感度を支配している要因はセル（ガラス）からの発光  

であり，今後はセルの材質ヤ形状の変更を行っていく予  

定である。もしセルからの発光を1／10に低減できれ  

ば，SO3の検出感度は約5倍向上すると見積もってい  

る。   

以上の結果から，本研究で開発したSO3検出器は，  

SO3の反応速度測定への応用に対し，十分な検出感度と  

選択性を有していることがわかった。  

〔発 表〕F－1，6，26，a－115，f－5－9，77  

（3）環境有害因子によるアポトーシス誘導の分子横柄  

の解明  

〔担当者〕環境健康郎：石堂正美・国本 学・野原恵子・  

佐藤雅彦・遠山千春  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕これまでに分子細胞生物学に立脚した方法論  

を導入し，環境有害因子に生体が暴露したときの健康へ  

の影響を鋭敏に感度よく評価できる手法の開発に努めて  

きた。その結見 環境因子による細胞の「死に方」を識  

別することにより，従来の評価法に比べ感度よい手法を  

見出した。それは，環境因子によるアポトーシス（自殺  

死）の発見による。アポトーシスはこれまで考えられ  

てきた毒性発現時期よりも早い段階で起こること，また  

これが生体影響の指標になりうることが明らかになっ  

た。さらに，私たちは細胞には環境有害因子に対して積  

極的に「死のう」とする機構（アポトーシス）に加え，  

積極的に「生きよう」とする機構（struggle）あるいは  

「死」に対して耐性を示す機構が存在することを見出し  

た。   

そこで，本研究ではこのような環境因子による細胞の  

死と生を決定するメカニズムを明らかすることにより，  

アポトーシス誘導の分子機構を解明することを目的とし  

た。本研究を通じて，人の健康への毒性影響評価手法の  

新たな開発に大きく貢献できるものと期待される。  

〔内 容〕  

1）細胞死を防御する亜鉛の作用機構に関する研究   

亜鉛は，多くのアポトーシス誘導を阻害することが報  

告されてきている。その理由として，亜鉛は一連のアポ  

トーシス反応系の最終段階であるDNAフラグメント化  

酵素を阻害するからであるとされてきている。本研究で  

用いた環境有害国子のカドミウムによるアポトーシス誘  

導も亜鉛で阻害されうる。本研究では，亜鉛の細胞増殖  

刺激作用がアポトーシス誘導抑制に寄与しているであろ  

うという作業仮説をたて調べてみた。BrdUを用いて亜  

鉛の細胞増殖能を調べてみると，亜鉛単独で明らかに  

BrdUの取り込みが見られた。また，亜鉛がカドミウム  
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によるアポトーシス誘導を抑制している条件下でも  

BrdUの取り込みが克進していた。   

2）環境有害国子に対する細胞感受性の遠いを利用し  

たアポトーシス誘導の分子機構の解明に関する研究   

力ドミウムに対して感受性が異なる2種の培養細胞  

LLC－PKlとMDCKを用いexpression cloning法によ  

りアポトーシス誘導の引き金となる分子を単離すること  

を試みた。最初に，アポトーシスを誘導しやすい  

LLC、PKl細胞の発現ライブラリ．を作成した。次に，  

このLLC－P】く1由来の発現cDNAをアポトーシスを誘  

導しにくいMDCK細胞に導入した。このようにして，  

従来アポトーシスを誘導しにくいMDCK細胞をアポ  

トーシスを誘導しやすくする分子をスクリーニングし  

た。その結果，約3，5kbpのcDNAが単離された。  

〔発 表〕E－5，ユ3－】6，e6，7，ユ4－16  

ら現在に至る環境変化の時系列動態を明らかにするため  

のものであり，特にイオウ酸化物，粉塵，有害化学物質  

などの時系列変化を明らかにするため，まず測定手法を  

検討した。平成9年度に行った調査対象樹木としては，  

東京都内の戦後汚染の時系列変化を調べるため，青山学  

院大の構内に終戟後植栽され，昨年枯死した多くの入皮  

を含むヒマラヤ杉及び都内の上野公園等，樹木樹皮，英  

国ロンドン，シェフイールドで採取したシカモア外樹皮  

などがある（この枯損試料については研究試料としてサ  

ンプリングし，国立環境研究所低温庫に保存），これら  

の試料について外樹皮及び入皮部分をサンプリングし，  

ダイオキシン，鉛，イオウ化合物，窒素化合物，多環芳  

香族化合物などについて汚染状態の評価を開始した。そ  

の結果，検討当初，期待された入皮を用いるダイオキシ  

ンのモニタリングについては，青山学院大の樹皮のダイ  

オキシン濃度は検出限界値以下であったが，上野公園の  

けやきから採取した樹皮からは有意のダイオキシンが検  

出され，樹皮がモニタリング試料として役立つことが確  

認された。  

〔発 表〕A－3j  

（4）環境汚染のタイムカプセル樹木入皮に関する研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：佐竹研一・  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕本研究は地球生悉系に与える人類活動の影響  

を評価するため，人類活動の影響の顕著でなかった産業  

革命以前から汚染の進行している現在に至るまでの環境  

汚染関連物質の時系列変化，並びに地球化学的動態を明  

らかにすることを目的としている。特に東アジアにおい  

ては，各国の産業活動・経済活動が急速に増大してお  

り，地域によってはその生態系への影響もすでに深刻化  

している。従って今後予想される環境汚染物質の評価の  

ため，直ちに研究を開始する必要がある。人類活動に  

伴って排出される環境汚染物質には様々な有害化学物  

質，粉塵などがあり，その排出量の評価を過去にさかの  

ほって行うことのできる研究手法としては，この分野で  

の世界のニーズに答えるものである。  

〔内 容〕■一入皮”とは樹木の中に封じ込められ，年輪  

に挟まれて存在している樹木の樹皮である。私達のこれ  

までの予察的研究によると，樹木の帯皮は大気汚染物質  

をよく吸着・蓄積し，樹木樹皮を分析することで，それ  

ぞれの地域の汚染状況を把握できることが明らかであ  

る。そして，さらに樹木の中には入皮が存在し，この人  

皮を分析することで，年輪を分析するよりもはるかに的  

確に汚染の経時変化を知ることができる可能性があるこ  

とが明らかになった。本研究は環境汚染のタイムカプセ  

ルとしての可能性をさらに探り発展させ，過去数百年か  

2．13．8 緊急研究等  

（1）ダイオキシン頬汚染に関する緊急研究  

【担当者〕地域環境研究グループ：森田昌敏  

化 学 環 境 部：伊藤裕靡  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕ダイオキシン類の環境汚染の実態解明に資す  

るために，ダイオキシンの簡易な分析法を開発するこ  

と，及びダイオキシンの環境動態を明らかにするためダ  

イオキシンによる地域レベルでの環境コンパートメント  

間の分布の状況を調べることを研究目的とした。  

〔内 容〕ダイオキシンの簡易な分析法として，低分解  

能のGC／MSを用いた分析法及び免疫抗体を用いた生物  

化学的分析法の検討を行った。低分解能GC／MS法は，  

ダイオキシンの濃度の高い発生源試料の分析には適用可  

能であった。ダイオキシンの環境動態の解明の研究で  

は，大気 土壌，ハトの3つの試料形態について分析を  

行い，その濃度を比較した。   
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2．13．9 重点研究支援協力員制度  

（1）環境モニタリング手法開発のための基盤技術研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：笹野泰弘・飯田隼人＊  

地域環境研究グループ：吉永 淳  

社会環境システム部：田村正行・超 文繹＊  

環 境 健 康 部：青木騎展・天沼富美子＊  

化 学 環 境 部：仲間純子＊・橋本俊次＊  

地球環境研究センター：安岡善文・藤沼康実・  

楠本正雄＊  

（＊重点研究支援協力貞）  

〔期 間〕平成7～11年度（1995”1999年度）  

〔日 的〕世界各地に生起する物理・化学的環境変化は  

オゾン層や熱帯林の破壊，砂漠化や温暖化の進行，大気  

や水質の汚濁，廃棄物の散乱や被覆地の改変など深刻な  

生活環境変化をもたらしている。そして，このような変  

化は人間の高密度居住地域のみならず，極域や高山，乾  

燥地域や海域にまで及んでいる。これらの環境問題への  

適切な対処のためには，これらの環境がどのような状態  

にあり，どのように変化していくのか，またどのような  

問題が引き起こされているのか把握しなければならな  

い。それにはまず世界各地の環境条件を統一的に，また  

簡便に測定できることが必須であり，その基本となる計  

測手法を整備することが要請されている。本研究は，現  

在用いられている計測手法の改善を図るもので，  

1）環境を広く同時に測定できる人工衛星を利用した  

計測技術   

2）環境国子が人間や生態系に与えるリスクを測定す  

る技術   

3）大気や水，土などに含まれる成分を測定する技  

術，のそれぞれについて，研究を進める。  

〔内 容〕重点研究支援協力員の協力を得て，重点研究  

テーマ3課題を実施し，次のような成果を得た。   

1）環境を広く同時に測定できる人工衛星を利用した  

計測技術   

ADEOS衛星搭載のオゾン層観測センサーである，  

lLAS（改良型大気周縁赤外分光計）のデータ質の判定  

に閲し，気象データや過去の衛星データの収集・整理，  

データ解析ソフトウエアの開乳 データ質判定の標準  

データセットの作成を行った。   

つくばと沖縄県異島にある人工衛星NOAA受信局か  

ら得られる画像データを処理，解析し，東アジア地域の  

植生分布図を作成するためのシステム開発を行った。   

2）環境因子が人間や生態系に与えるリスクを測定す  

る技術   

環境中の変異原物質をモニターするための遺伝子  

rpsLを導入した遺伝子導入ゼブラフィッシュを作成し  

た。この魚の胚にエチルニトロソウレアを曝露Lたとこ  

ろ，濃度依存的に変異が発生することが確認された。   

環境中の有害化学物質の生物への影響を明らかにする  

ために，実験的に有害物質に曝露した動物・微生物など  

の細胞形態の変化，元素の局所分布の変化などを，電子  

顕微鏡とⅩ線マイクロアナライザーを用いて分析Lた。   

3）大気や水，土などに含まれる成分を測定する技術   

環境中における物質の循環を明らかにするために，熊  

機元素（炭素，窒素，硫黄，鉛など）の安定同位体比を  

精酎二測定するための試料処理法および測定法の問題点  

を検討し，環境計測の高度化に向けて改良を加えた。   

温室効果ガス等の大気微量成分の観測システムを高度  

化を進めており，9年度には，温室効果ガスの地上観測  

局の遠隔監視技術の開発とともに，観測大気の流跡粗解  

析システムの開発に従事した。  

（2）東アジア地域の持続的発展に関する環境総合診断  

システムの構築に関する研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：奥耗敏統・長野 徹＊  

環 境 健 康 部：小野雅司・  

小森谷祥明＊  

水壊 困 環境部：渡辺正孝・中島恵子＊  

大坪匡川貞・牧野 簡＊  

生 物 圏環境部：渡過 信・杉村康司＊  

（＊重点研究支援協力員）  

〔期 間〕平成9－13年度（1997－2001年度）  

〔日 的〕  

1）地理情報システムやエキスパートシステム等を活  

用した環境総合診断システムに関する研究   

①流域スケールでの汚濁物質及び有害化学物質の発生  

量と環境中の動態に関する現状の把握と，将来予測のた  

めの数学モデル作成をする。   

②地理情報システム（GIS）を，環境変化とそれによ  

る健康影響を監視するためのシステムヘ応用する。   

2）東アジア地域での大気物質輸送，循環に関するモ  

デル結果表示の高度化とネットワーク化   

各研究者が地理情報データベースやサブモデルの結果  

をネットワークを介してオンラインで結果を見ながら意  
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見交換するためのコンピュータネットワークシステムを  

整備する。   

3）熱帯林生態系の保全・評価に関する研究   

マレーシア半島部パソ保護林に50ヘクタールのデー  

タを用いて，樹木の分布と林内環境，稚樹の動態等につ  

いての解析を通じて熱帯林の動的平衡性を明らかにす  

る。   

4）東アジアにおける生物多様性インベントリーシ ス  

テムの構築に関する研究   

有効な種名，形乳 生理，生態，分布情報を持つ高度  

で広範な生物多様性インベントリーシステムを構築・管  

理する。、  

〔内 容〕  

1）地理情報システムやエキスパートシステム等を活  

用した環境総合診断システムに関する研究   

①地理情報システムを用い，主に中国を対象として，  

地形図及び主題図からのデータ入力（ディジタル化）や  

各種ディジタルデータの変換・入力を行い，統一座標系  

上での環境地理情報データベースの作成を行った。   

②アジア地域の社会経済データ，健康情報統計，疾病  

媒介動物の分布情報，人口移動情報を地理情報システム  

上に一元管理するに先立ち，比較的単純な生態系を有す  

るロンポク島（インドネシア）をフィールドとして，シ  

ステム構築上の技術的問題点を検討した。   

2）東アジア地域での大気物質輸送，循環に関するモ  

デル結果表示の高度化とネットワーク化   

オンラインネットワーク化の手始めとして，データ・  

サービスの基地となるホームページの作製を行い，アジ  

ア・太平洋地域の土地利用・被覆関係のデピタベース整  

備およびメッシュ形式のディジタルマップのアーカイブ  

を行った。   

3）熱帯林生態系の保全・評価に関する研究   

マレーシア熱帯林に設置された50ヘクタールプロッ  

トで得られた樹木の分布データと空中写真のデジタル  

データから，林冠の高さと種の多様性及び，椎樹の移入  

率などの関係について解析を行った。   

4）東アジアにおける生物多様性インベントリーシス  

テムの構築に関する研究  

1watsuki，Z．（1991）：Catalog of the Mosses of  

Japanの内容を，種名チェックを行いながら，データ  

ベース化作業を進めた。なお，小笠原の父島・母島にお  

ける野外調査に参加し，フロラに関するオリジナルデー  

タを充実させるとともに，そのデータベース化作業を  

行った。  
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2．14 海洋開発および地球科学技術調査研究促進費による研究  

2．14．1地球科学技術特定調査研究  

（1）地球温暖化の原因物質の全球的挙動とその影響等  

に関する観測研究   

①大気微量気体とエアロゾルの濃度・組成の変動に関  

する観測研究－エアロゾルの大気中濃度・組成の変動に  

関する観測研究一陸上からの観測研究  

〔担当者〕大気圏環境部：杉本伸夫・松井一郎  

〔期 間〕平成2－11年度（1990～1999年度）  

〔日 的〕気候モデルヘの入力として利用可能なエアロ  

ゾルの分布モデルを構築することを目的として，地上設  

置レーザーレーダーによる対流圏および成層圏のエアロ  

ゾルの長期的な観測を実施する。  

〔内 容〕小型レーザーレーダー（ライダー），大型ラ  

イダーにより対流圏エアロゾルの連続観測を継続し，エ  

アロゾルの消散係数の鉛直プロファイルの時間変化を観  

測する。大気境界層の日変化や気象状況の変化に伴う数  

日スケールのエアロゾル分布の変化などの解析を行う。  

一方，ライダー信号に含まれるミ一散乱成分とレイリー  

散乱成分を分離して測定し，仮定を置〈ことなくエアロ  

ゾルの光学的パラメータの定量測定が可能な高スペクト  

ル分解ライダーを製作し観測を開始した。これを用いて  

黄砂や，巻雲の光学的パラメータ（消散係数，後方散乱  

係数）の観測を行った。また，ジャカルタにおけるライ  

ダー観測データを用いた大気境界層，対流圏エアロゾル  

の解析を行った。  

〔発 表〕卜44，45，47，48，52～54，56，58，70－74  

織化した移動性の対流活動によることがGATE研究や  

太平洋上の偏東風波動研究等によって知られている。し  

かし，ENSOに代表されるような長周期の自然変動と移  

動性擾乱との相互関係については，未だ明らかになって  

いない。   

ここでは，蓄積された衛星データを利用して移動性の  

雲一大気擾乱を総合的・統計的に解析し，気候値および  

ENSOに伴う変化を解明する。また，TOGACOARE  

のような総合的掛則データおよび数値モデルを利用し，  

移動性擾乱とENSOとの相互関係について知見を得る  

ことを目指す。  

〔内 容〕（1）気象衛星「ひまわり」（GMS）のデー  

タから抽出した雲データを用いて毎時の地表面短波放射  

量を求め，これを利用して熱帯海上の赤道域を東進する  

スーパークラスターの通過に伴う雲の短波強制の大きさ  

を調べた。1996年7月に東進した2個のスーパークラ  

スターの事例では，平均的にスーパークラスターの中心  

付近で約100W／m2，周囲で40～50W／m2，雲による  

短波放射量の遮蔽が起こっていることが解明した。さら  

に，GMSの赤外相当異体温度（TBB）データと地表面  

短波強制推定量とを用いて赤道域におけるTBBと地表  

面短波量との関係を統計的に調べた。  

（2）TOGA－COARE期間に観測された雲システムの  

大規模組織化の仕組みを調べるため，コロラド州立大学  

の開発による領域大気モデルを用いた数値シミュレー  

ション実験を開始した。モデルには，客観解析データに  

よる気象データと月平均海面水温を与え，その結果の雲  

や降水活動を観測データと比較した。現実の雲システム  

の大規模組織化の仕組みを再現するためには，雲物理過  

程の検討および入力データの検討がさらに必要であるこ  

とが指摘された。  

〔発 表〕F20，「62，64  

（2）エルニーニョ南方振動（ENSO）の機構解明と  

その影響に関する研究－ENSOに伴う熱帯対流活  

動の変化に関する研究－  

〔担当者〕大気圏環境部：高薮 縁・江守正多・  

鵜野伊津志  

〔期 間〕平成6－10年度（1994－1998年度）  

〔目 的〕熱帯対流活動の大規模（数千km）組織化の  

特徴がエルニーニョ南方振動（ENSO）に伴いどのよう  

に変化するかを明らかにする。さらにこのような対流雲  

擾乱の特徴の変化が大規模大気一海洋相互作用に，どの  

ようなフィードバックをもたらすかを調べる。   

熱帯海洋上の雲・降水量の平均的分布の大部分は，組  

2．14．2 地球環境遠隔探査技術等の研究  

（1）・月掩蔽法大気周縁分光計に関する研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：鈴木 睦・笹野泰弘・  

中島英彰 ■  

地球環境研究センター：神沢 博・横田達也  

〔期 間〕平成8－10年度（1996”1998年度）  
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〔内 容〕前年度に引き続き，大気光学計算等から，月  

観測の可能性・観測可能化学桂などの検討を行った。ま  

た，小型FTIRに近赤外用検出器を取り付け，月及び同  

程度の輝度を有する昼間の大気散乱光の観測を行い，こ  

れまでの理論的検討の検証を行い，近赤外域での大気観  

測の有肝性を示した。  

〔発 表〕A32，34，35，a－44，45，47  

〔目 的〕ILAS・lLAS－IIは太陽掩蔽法式大気周縁分  

光計であり，高い観測精度・鉛直分解能，幅広い観測対  

象を特徴とする。しかし観測地理領域が衛星軌道に制約  

され，ADEOSからは極城に特化した観測をする。掩蔽  

法は月等も光源とすることが可能であり，近赤外域での  

月掩蔽法により，軋ASでは観測できない地理領域時間  

帯の観潮が可能となる。そのための観測原理の検討と実  

際的な装置の試作，地上試験を行う。  
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2．15 災害対策総合推進調整費（国土庁）による研究  

2．15．1油流出事故に備えた固収対策及び環  

境・災害情報室備に関する調査  

（1）流出油回収対策等に係る海及び海陸境界域の  

GIS構築  

〔担当者〕水土壌圏環境部：宇都宮陽二朗  

〔期 間〕平成9～10年度（1997～1998年度）  

〔目 的〕渦流出事故による漂流漂着拍の効果的な回収  

対策等を目的とした海及び海陸境界域GISのシステム  

構築を行う。  

（内 容〕平成9年度は，泊流出事故による抽回収対策  

の迅速かつ効果的な策定に不可欠な海域と海陸境界域の  

自然条件，海岸構造物，人文，産業活動などの基礎情報  

項目を収集し，データベースを構築した。  
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2．16 文部省・科学研究費補助金による研究  

（1）水環境修復のための有用微生物の機能強化・製剤  

化と高機能浄化システムの技術開発  

〔代表者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

〔分担者〕地域環境研究グループ：水落元之  

東北大学大学院工学研究科：須藤隆一  

東京農業大学応用生物科学部：高橋力也・藤本尚志  

筑波大学応用生物化学系：松村正利  

千葉県立中央博物館：林 紀男  

〔期 間〕平成9－12年度（1997－2000年度）  

〔目 的〕水環境修復を図る上では有用微生物としての  

細菌類，原生動物，微小後生動物の生理，生態学的機能  

を最大限に発揮し活用することが重要とされている。特  

に閉鎖性水城の富栄養化を防止する上で，処理水を  

BODlOmg／l以下，T－NlOmg／l以下，TLPlmg／l以  

下にまた，微量化学物質による汚染を防止する上では，  

有害化学物質を高度に処理することが極めて重要な位置  

づけにある。本研究ではこのような点を鑑み，窒素除去  

に関わる硝化細菌・脱壁紙菌，リン除去に関わる脱リン  

菌，難分解性物質分解菌，汚泥の減量化・処理水の透明  

化に貢献する原生動物・後生動物の高密度培養法の確立  

と，これらの細菌・微小動物を効果的に定着させ得る担  

体を活用した生物処理反応槽への高密度定着化ならびに  

のう子化，脱のう子化のための適正条件及び増殖促進因  

子を固定化するための実用化研究を行い，高機能浄化シ  

ステムの技術を開発することを目的として推進する。本  

年度は，有用微生物の高密度定着化のための適正担体の  

活用について検討を行った。  

〔内 容〕生物学的窒素除去の律遠国子である硝化速度  

を支配する硝化細菌のⅣ抽Ⅶ抑仙川肌属，∧写加ゎαCrgγ属  

を抗原・抗体反応で認識する手法を用いることの生物処  

理反応槽における硝化細菌の現存量の把握ならびに担体  

を活用した硝化細菌の高密度定着化への有用性を明らか  

にすることができた。   

また，回分培養系で原生動物繊毛虫類的γrfcβJJα属，  

後生動物輪虫類P九一わdわ旭属の増殖に対するポリエチレ  

ン性の中空小円筒状担体の効果を評価したところ，担体  

の添加によりlんrJfcg′Jα属で約9倍卜助成戚m屑で約  

3倍に個体密度が高まり，表面構造，空間構造の適正な  

担体は微小動物を生物処理反応槽で高密度化する上で重  

要な要因となることを明らかにすることができた。   

さらに有害化学物質等を含有する浸出水を高度に除去  

する手法として活性炭の物理的吸着能と活性炭表層への  

ダイオキシン類の高分解能を有するP5g視do肌0兜那属の  

付着による生分解能を活用することが効果的であり，流  

動条件を適正に保持することにより自己造粒ペレット化  

も可能となり反応槽あたりの分解能を向上させ得ること  

を明らかにすることができた。  

〔発 表〕B－13，20，b－4，14，29，7】，73  

（2）タイ王国における／くイオ・エコエンジニアリング  

活用自然強化型水環境修復技術の開発  

〔代表者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

〔分担者〕地域環境研究グループ：水落元之  

〔期 間〕平成9－10年度（1997－1998年度）  

（目 的〕タイ王国の河川，運河，湖沼，内海，内湾等  

ほ生活系及び産業系排水の処理の不徹底化により，水質  

汚濁，富栄養化が累進的に加速しており，その対策は  

待ったなしの状況にある。この対策を図る場合に重要な  

ことは，熱帯地域という湿度が高いことを十分に考慮に  

入れた技術開発にある。このような点を鑑みると，高い  

水温下，豊富な太陽エネルギーの存在下，高い成長速度  

を有する水生植物浄化法のシステム化，広い敷地を活用  

したラグーン処理における嫌気・好気条件の組み込みに  

よる窒素，リン除去のための処理の高度化 生物処理プ  

ロセスの反応槽内で凝集体摂食者による汚泥の減量化及  

びろ過摂食者による処理水の透明化等に係わる有用生物  

の機能を最大限に高めることによる水環境修復技術の基  

礎と応用の両面に立った開発研究が重要である。本研究  

では上記の点を鑑み，タイ王国で活用可能な水環境修復  

技術を提案することを目的として推進することとする。  

〔内 容〕バンコク首都圏の親水空間ともいうべきク  

ローンすなわち運河は人口密集地域の未処理生活排水の  

流入により，水質汚濁の進行が著しく透明度が低く，懸  

濁性物質濃度が高く，底泥からは重金属．が検出され，か  

つ大腸菌群が検出されるなど水資源として大きな問題を  

有しており，浄化対策導入の必要性が示唆された。この  

ような水域の浄化手法として水生植物のホテイアオイの  

活用の可能性もあるものの，成長した植物体の回収資源  
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化を行わない限り，2次公害を引き起こすことになるこ  

とからシステム化のための成長・回収・資源の物質収支  

の解析評価によるシステム化の重要なことが明らかと  

なった。このような水生植物のホテイアオイ以外のタイ  

プについて人工湿地システムで，アシ，ヒメガマ，フト  

イなどの細水植物群落を用いた帽複手法の検討を行った  

が，これらの水生植物は根圏が極めて発達し空気中の酸  

素を根圏に移送し，根圏部周囲が好気的で生物学的硝化  

反応がおこり，そのまわりが嫌気的になり生物学的脱塁  

反応がおこり，高い窒素除去能力を有すること，これら  

の植物は年間を通じて常に再生産が行われることから資  

源循環システムを創ることで熱帯地域における安定した  

処理手法として大きく期待できることが明らかとなっ  

た。さらに，これらの水生植物の種類の違いにより根圏  

に生息する徴′ト動物としての原生動物繊毛虫類，肉質虫  

類，ベン毛虫類，徴′ト後生動物輪虫類，貧毛類，巻貝類  

等の生物種が異なり，捕食被食能の強化の程度でバイオ  

マス減量化能，懸濁物ろ過能等が異なることから，生物  

間相互作用を適正に活用できる植生が削ヒ能強化に重要  

であることが明らかとなった。このような捕食被食系の  

積極的な活用は，水生植物浄化法，ラグーン法等の生物  

処理法に共通するものであり，処理水質向上のために微  

小動物の定着の場創りのための技術開発が極めて重要な  

位置づけにあることが明らかとなった。  

〔発 表〕B－】8，ユ9，b－7，8，」7，】8，4j，54，59，76  

はまだ高い発がんを示すレベルに達していないが，現状  

のまま推移すると数十年後には高い発がんリスクレベル  

に達すると推定された。このような動向予測に対して，  

化学物質リスク管理を，汚染の未然防止，浄化 暴露防  

止の3つに分け，それらを組み合わせたリスク管理方策  

を提案した。また，未然防止については，規制と自主管  

理を組み合わせた包括的な管理方法の提案を行った。  

〔発 表〕D－22，24，28，d－Z8  

（4）環境汚染物質に対するアレルギー反応性のヒトと  

マウスでの比較  

〔代表者〕島 根 大 学：秋葉道宏  

〔分担者〕水土壌圏環境部：西村 修  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔日 的〕紙パルプ産業は木材資源，用水及びエネル  

ギーの多消費型産業であり，環境負荷の発生源としても  

長年にわたり注目されてきた産業である。本研究では紙  

パルプ工場の個々のプロセスにおける物質フロー・エネ  

ルギーのインプット／アウトプットに関する解析を行  

い，ゼロエミッションの観点から技術的対応の可能性と  

対策の評価を行う。  

〔内 容〕パルプ工程，抄紙工程，塗工・仕上げ工程及  

び排水・排ガス処理施設及び動力施設において①エネル  

ギー（重油換算消費量），水量及び炭素フロー，②排水  

（日OD，COD，窒素，リン，SS，AOX），残余物（含  

水率，炭素量，灰分量等）を調査した。日本の紙パルプ  

産業を対象として物質フローをまとめると，原材料  

（2，800万t／年，用水57億m3／年）のインプットに対  

して製造工程では廃棄物Z59万t／年（内139万レ年有  

効利用），排水57億m3／年（内Z5億m3／年リサイク  

ル）が発生し，流通過程で廃棄物2，815万レ年が発生  

し，内l，439万t／年が古紙リサイクルされ原材料となる  

ことがわかった。  

（3）地球本位型社会の境界条件と実現手法に関する研究  

一環墳リスク評価と予測に関する研究－  

（代表者〕東京大学生産技術研究所：安井 至  

〔分担者〕化 学 環 境 部二中杉修身  

〔期 間〕平成8～9年度（1996－1997年度）  

〔目 的）化学物質は環境汚染を通じて人の健康や生態  

系に様々なリスクをもたらし，その適切な管理は人類の  

生存にとって不可欠の課題である。そこで，本研究では  

過去の化学物質の製造・使用の動向を踏まえて，発がん  

を中心とした，化学物質の環境リスクの現状を評価する  

とともに，その将来動向を推定し，化学物質環境リスク  

管理のあり方を検討した。  

〔内 容〕ベンゼン，1，3－ブタジエン，ホルムアルデ  

ヒドやヒ素などの現状の環境濃度は一生涯さらされた場  

合に高い発がんリスクを示すレベルに達しており，過去  

の化学物質の製造・使用の動向から見て，累計の暴露量  

（5）古人骨の化学的分析から見た水田稲作農耕による  

食生活，生業形態の変化  

〔代表者〕化 学 環 境 部：米田 穣  

〔分担者〕地域環境研究グループ：吉永 淳  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕日本列島に居住した先史人類集団では約  

2500年前に弥生文化という水田稲作農耕を伴う新しい  

生業活動が開始されたと考えられている。それと同時に  
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骨の形態も大きく変化することから大陸の人類集団が大  

規模に流入したと考えられ，現代人の遺伝情報もそれを  

裏付けている。実際に採集狩猟から農耕へと生業を劇的  

に変化させたのか，水稲が食生活でどのような役割を果  

たしていたかを骨の化学分析から検証する。  

〔内 容〕弥生時代遺跡より出土する骨組織iこ残存する  

タンパク質を抽出して，その炭素・窒素安定同位体比を  

測定する。同時にハイドロキシアパタイトに含まれるス  

トロンチウム，バリウム，亜鉛等の微量元素の含有量を  

測定し，その個体が生前に営んでいた食生活を復元す  

る。縄文時代には食生活の地域差が大きかったことが明  

らかになっているが，弥生時代に水田稲作農耕が開始さ  

れたこととでこの地域性が失われたかを調べる。  

1993年北海道南西沖地震の際，顕著な捌大化現象が  

生じた後志利別川下流域において液状化層の開削調査を  

行うことによって，液状化に伴って生じる砂層の堆積構  

造の乱れ具合や粒子配列の変化を把握する。さらに．室  

内実験においても堆積構造の乱れ具合いと液状化強度の  

関係を定量的に把握しようというものである。  

〔内 容〕液状化によって引き起こされる一次的な堆積  

構造の変化や乱れ具合を地質学的・地盤工学的に検討す  

るため，豊田橋上流約1．2knl付近の左岸堤外地で再び  

調査を行った結果次のような事柄が明らかとなった。   

砂脈及び液状化砂層の密度試験を深度80－295cmま  

での8つの水平断面で，堆積構造調査を垂直断面で実施  

した。砂脈は地表面から約250cnlの深さまで認められ  

た。その下位は礫分を50％程度含む砂礫層であり．こ  

の層で液状化が生じていた。砂脈の深度約80cnlのとこ  

ろにシルトの薄層があり，液状化した水の沈殿物のよう  

であった。その下の砂脈を充てんしている液状化砂はシ  

ルト質砂からなっており，深くなるに従って次第に平均  

粒径が大きくなり，分級していた。堆積時に形成された  

1次的構造は，液状化の発生・砂脈の形成とともに，周  

囲から砂脈基部へ，砂脆基部から砂脈上部へと向かう流  

れに対応して礫が再配列したものと考えた。下部は主と  

して礫からなっており，偏平な礫粒子が立っていた。砂  

脆内を上昇する砂礫と水の流れは，45mmより細粒な  

粒子を運び上げることができたが，45mnlより租粒な  

粒子を運び上げるには十分な条件をそなえていなかった  

ことを示唆していた。  

（6）熱帯域の大規模雲システムに伴う水・エネルギー  

循環の解明に関する研究  

〔代表者〕大気圏環境部：高薮 緑  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕気候の力学を考える際に熱帯域の雲システム  

に伴う水・エネルギー収支の定量化は大変重要である  

が，これまでに十分な知見は得られていない。本研究で  

は，雲クラスター・赤道波擾乱・スーパークラスター・  

季節内振動と階層化した熱帯の大規模雲システムに注目  

し，これに伴う放射フラソクスや水物質分布の時間変化  

を解析し定量化することを目的とする。  

〔内 容〕気象衛星「ひまわり」のデータから雲情報を  

抽出し，高精度の放射伝達モデルを用いて地表面におけ  

る短波放射フラックスを推定する手法を開発した。この  

方法により，0．5度格子1時間間隔で1996年1，4，  

7，10月について地表面短波放射量を推定Lた。ま  

た，計算領域内の高精度な放射観測サイトである館野の  

放射観測結果と比較し，推定精度の検証を行った。  

〔発 表〕f－61，63，64  

（8）間欠ばっ気方式による畜舎汚水の窒素除去方法の  

開発に関する研究  

〔代表者〕東 北 大 学：須藤隆一一  

〔分担者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

水ニヒ壌国環境部：徐 開欽  

〔期 間〕平成7～9年度（1995－1997年度）  

〔目 的〕畜舎排水の水域への汚濁負荷を削減するため  

に運転制御が簡単で維持管理費が安く，高効率に処理を  

行える排水処理プロセスが望まれている。本研究では，  

畜舎排水に含まれている高濃度の有機物及び窒素化合物  

を効率的に除去するために間欠ばっ気活性汚泥法を用い  

た畜舎排水処理システムの開発を目的として，豚舎排水  

を用いた室内実験及び現場パイロットプラント実験を行  

い，間欠ばっ気方式の最適化に関して検討を行った。   

（7）液状化による砂層の堆積構造の変化が強度特性に  

及ぼす影響に関する基礎的研究  

〔代表者〕水土壌圏環境部：陶野郁雄  

〔期 間〕平成7～9年度（1995－1997年度）  

〔目 的〕地震に伴って生じる液状化現象による砂層の  

堆積構造の乱れ具合が液状化強度特性に及ぼす影響を把  

握し，地盤環境への影響を明らかにすることを目的とし  

ている。  
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〔内 容〕①豚舎排水の現場調査より豚舎管理方式が発  

生負荷量に及ぼす影響をまとめた。②室内実験において  

間欠ばっ気方式の嫌気・好気時間及びMLSSを適切に  

設定することで，高い硝化性能が得られたものの高率な  

脱窒のためには水素供与体（メタノール）の添加が必要で  

あった。③反応容積20m3のパイロットプラントを用いて  

現場実験を行い，BOD容積負荷0，35－0．54kg／m3／day  

でBOD除去率97ヲ右，TN除ま率93％が得られ，間欠  

ばっ気方式の有効性が実証された。  

〔発 表〕B－17，G－12，15，b－39，181  

体及び大気中酸素の変動を明らかにすることを巨的とし  

ている。  

〔内 容〕本研究から得られる結果の信頼性を確実なも  

のにするために，空気中の窒素同位体比の測定法を確立  

し，南極H15コアから抽出した試料空気の分析を行っ  

た。得られた窒素同位体比から，H15コアの気泡中空気  

の成分毎の詳細な年代を決定することに成功し，コアへ  

の大気成分の取り込み過程を考慮した濃度の補正技術を  

確立することができた。これらの技術は来年度以降に行  

われる深層水床コア分析に利用される。  

（9）インターネットヘの学習情報提供データベースと   

遠隔共同学習カリキュラムの実用化研究  

〔代表者〕静 岡 大 学：永野和男  

〔分担者〕地球環境研究グループ：村野健太郎  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕遠隔共同学習「酸性雨の共同観測」を実践す  

るために必要な支援ツールを統合化し，開発する。サー  

バ側で，各種の学習情報をインターネットを通じてサー  

ビスできるようにする。「酸性雨の共同観測と，地球環  

境を考える」をテーマにした，カリキュラムを開発し，  

教材化する。開発されたカリキュラムを，実践校におい  

て実施し，今綬の実践上の問題点について検討する。  

〔内 容）システムの改善に基づき，ネットワーク教育  

利用研究促進協議会のカリキュラム開発研究として，子  

供ネットワークプランコンソーシアムの協力のもとに，  

全国から25校を公募して，実践研究を行った。イン  

ターネットを教育現場で共同学習に活用するための支援  

システムの要件や教師の役割などについても，示唆を与  

えることができた。  

（11）法医学的応用のための表面電離型有機マススペク   

トロメーター（S10MS）の開発  

〔代表者〕浜松医科大学：鈴木 修  

〔分担者〕化学環境部：藤井敏博  

〔期 間〕平成9～11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕使用が激増している乱用薬物，すなわちモル  

ヒネ，ヘロイン，コカイン，覚醒斉れ 及びこれから使用  

が増加すると予想される幻覚剤等の研究のために，表面  

電離型有機マススペクトロメーター（S10MS）のシス  

テムを開発する。  

〔内 容〕ガスクロマトグラフ（GC）とSIOMSとの  

接続のためのインターフェースの開発を行うとともに，  

感度向上のため，SIOMS専用の酸化Rcエミッターと  

インレット用プロープの改良を行った。  

〔発 表〕D31．32，d30  

（12）環頓汚染のタイムカプセル“入皮”による地球汚  

染時系列変化研究手法の開発と応用  

〔代表者〕地球環境研究グループ：佐竹研一  

〔分担者〕地域環境研究グループ：西川椎高  

化 学 環 境 部：伊藤裕廉・田中 敦  

〔期 間〕平成9”12年度（1997－2000年度）  

〔目 的〕本研究の目的は環境汚染のタイムカプセル樹  

木入皮についてそれぞれ産業化及び環境汚染の歴史の異  

なる国で必要な研究試料を入手し，その汚染の状況を調  

査することである。  

〔内 容〕本年度は特に英国樹皮試料に注目し，サンプ  

リングを行い，ICP／MS分析計，及びイオンクロマドグ  

ラフを用いて予察的分析を行った。   

サンプリングを行った場所は①ロンドン市内：ハイド  

／トク，ケンジントン，キングスクロス駅前，②シェ  

（10）氷床コアを用いた氷期一間氷期にわたる大気成分  

とその同位体の変動に関する研究  

〔代表者〕東 北 大 学：中澤高清  

〔分担者〕地球環境研究グループ：町田敏暢  

〔期 間〕平成9－12年度（199ト2000年度）  

〔目 的）地球表層における温室効果気体の循環を明ら  

かにするためには，過去の長い期間にわたる温室効果気  

体とその同位体の変動に関する情頼が不可欠である。本  

研究においては，深層氷床コアを分析することによっ  

て，過去30万年以上に及ぶ温室効果気体の変動と炭素  

循環にとって不可欠な情報である二酸化炭素の炭素同位  
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〔期 間〕平成8”10年度（1996－1998年度）  

〔目 的〕近年，生活パターンの夜型化が進んでおり，  

夜間の活動や昼夜シフトの勤務等も増加している。こう  

した睡眠覚醒リズムの変化がストレスや不眠症の原因と  

なることが示唆されているが，その本態についてはなお  

不明な部分が多い。本研究では，都内及びN県，G県  

及び0県の3カ所で行っている不眠症の疫学調査にお  

いて見いだされた極端な睡眠覚醒リズムを示すケース，  

すなわち■lshortsleeper”，“）ongsleeper”，“daytime  

sleeper”，l‘nighttime sleeper”について，その自覚的  

及び他覚的な睡眠の評価を行うほか，職域でも同様な睡  

眠調査を行い，昼夜シフト業務や極端な睡眠覚醒リズム  

を示すケースについて同様に詳細な評価研究を行うこと  

を目的とする。  

〔内 容〕他覚的評価は，カテコールアミン，コルチコ  

ステロン，メラトニン等の内分泌系及び心拍間隔変動の  

パワースペクトル成分を用いた自律神経系機能指標を用  

いて行い，また，心拍間隔変動のパワースペクトル解析  

から得られる超低周波成分は，睡眠のうちの「深睡眠」  

を示す指標であることが示されてきたので，心拍間隔の  

モニターデニタを用いた睡眠の直接的評価も行うことに  

した。初年度である平成8年度においては，同調査のた  

めの基礎的な検討を行い，現在引き続き調査中である。  

〔発 表〕B－31，b－93，  

フィールド：市中央公園，シェフイールド大学前，フォ  

ルテホテル庭，（ヨヨークシャー林業試験所試験地であ  

り，サンプリングを行った。樹種はブナ（Fagus siト  

Vetica），シカモア（Aeer pseudo platanus）等であ  

る。これらの外樹皮試料について共同研究を行っている  

シェフイールド大学地球科学研究所分析化学センターに  

おいてテフロン分解容器を用いて分解し，さらに  

ICP／MSを用いて鉛を分析した結果，その汚染レベルは  

これまで各国で報告されている樹皮汚染の最高値（約  

300ppm）に匹敵し，特に交通量の多い場所で高い値を  

示したが，より汚染の少ないと考えられる林業試験所試  

験地においてもその値は100ppmに近く英国の著しい  

鉛汚染を示していた。  

（13）野生生物個体群の生存力の評価手法に関する研究  

〔代表者〕生物 圏 環境部：椿 宜高  

〔分担者〕地球環境研究グループ：高村健二・永田尚志  

〔期 間〕平成8－10年度（1996～1998年度）  

〔日 的〕狩猟や生息地破壊，化学物質などの影響で個  

体数が減少した集団においては，近親交配が生じる機会  

が必然的に増加する。近親交配によって個体の適応度を  

低下させる遺伝的な効果は近交弱勢と呼ばれる。近親交  

配が頻繁に行われている飼育集団においては，子供の死  

亡率が高いなどの有害遺伝形質の発現を示唆する結果が  

報告されている。しかし，野生集団では近交弱勢を検出  

した例はほとんどなく，その評価手法の開発を行う。  

〔内 容〕オオセッカ，コジュリン，イトヨ，ウスバシ  

ロチョウなど，メタ個体群構造を持つ種について，生息  

地の大きさと集団サイズあるいはその変動バターンを把  

握する。酵素タンパクやDNAの解析から，集団の遺伝  

的多様性を評価する。さらに，鳥類では翼長やふ蹴長，  

イトヨは体側面の鱗版数，ウスバシロチョウでは廼脈長  

を計測し，左右対称性と遺伝的多様性の関連性を明らか  

にする。また，寄生虫の保有率や病気に対する抵抗性と  

遺伝的多様性との関連性についても検討を行う。  

〔発 表〕A－41～43，53－55，a－57，58，78，79  

（15）lgGlを介する新しいタイプのぜん息様病態発現  

メカニズムの解明に関する実験的研究  

〔代表者〕地域環境研究グループ：嵯峨井勝  

〔分担者〕地域環境研究グループ：市瀬孝道・高野裕久  

〔期 間〕平成8－9年度（1996”1997年度）  

〔目 的〕我々は，ディーゼル排気微粒子（DEP）を  

アレルゲンとともにマウスに気管内投与すると，好酸球  

の浸潤を伴うぜん息様病態が発現することを見いだし  

た。本研究では，このぜん息様病態発現のメカニズムを  

明らかにすることを目的に，IgE抗体産生能の高い  

BALB／cマウスとIgG産生能の高いC3H／He系マウス  

を用いて実験した。  

〔内 容〕DEPと卵白アルブミン（OA）を繰り返し気  

管内投与した両系統マウスで1gE増加は見られず，IgG  

lの増加のみが認められ，またぜん息の基本病態である  

好酸球浸潤とIL－5もIgG高産生系マウスでのみ認めら  

れた。一方，ディーゼル排気とOAをICR系マウスに  

（14）睡眠覚醒リズムのシフトと不眠症のストレス評価   

に係わる生理内分泌学的研究  

〔代表者〕地域環境研究グループ：兜 真徳  

〔分担者〕地域環境研究グループ：黒河佳香  

環 境 健 康 部：影山隆之  
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長期間吸入させる実験も行い，DEPの濃度に依存して  

ぜん息様病態が発現することを見いだした。これらのこ  

とから，ぜん息棟病態発現には，IgGlと好軟球浸潤，  

lL5増加が重要であることが示された。  

がある。  

〔内 容〕砂分を多量に含む粘性土の繰返し庄密試験を  

行えるようにするために，全自動繰返し庄密試験装置を  

改良した。砂質粘性土を用いて繰返し庄密試験を行い，  

0，1秒間に1回の割合でデータを収録できるように試験  

装置の一部を前年度改造した。そこで本年度は新たにプ  

ログラムを開発し，ほぼ自動的に繰返し庄密試験を行  

い，さらにその解析まで行える装置とするまでに至った。   

また，上越市の高田市街地において，消雪用に多量に  

地下水を揚水している深度40m付近の帯水層の地下水  

位と地層収縮量を新たに開発した持ち運びのできる簡便  

な地盤沈下測定装置を用いて測定し，地下水位の短期的  

な変動量と地盤沈下量の関係を明らかにした。さらに，  

六日町でも深度60m付近の帯水層の地下水位と地層収  

縮量を同様な方法を用いて観測した。地下水位が深度8  

mより低下すると，急激に地層が収縮し，しかも水位が  

回復してもほとんど膨張しないことがわかった。  

（16）環境汚染物動こ対するアレルギー反応性のヒトと  

マウスでの比較  

〔代表者〕環境健康部：藤巻秀和  

〔分担者〕化学環境部：白石不二雄  

〔期 間〕平成7”9年度（1995～1997年度）  

〔目 的〕環境汚染物賀のヒトの健康への影響を評価す  

るときに，実験動物で得られた知見をヒトへの影響とし  

て直接外挿はできない。そこで，ヒトヘの外挿の問題に  

科学的知見を提供するため，本研究では，環境汚染物質  

に対するヒトとマウスの細胞における感受性を比較する  

目的で，アレルギー反応に関与する細胞群に焦点をあて  

細胞増殖やサイトカイン産生への影響について比較検討  

した。  

〔内 容〕前年度のマウス骨髄由来培養肥満細胞での結  

果と比較するために，本年度はヒト幼若好塩基球細胞を  

用いて，環境汚染物質の影響を細胞増殖能とサイトカイ  

ン産生を指標に調べた。DEPの細胞増殖への影響で  

は，マウス肥満細胞よりより低い濃度で抑制がみられ  

た。サイトカイン産生では，PMAとionomycin刺激に  

より誘導される1L－6産生の漉度依存的な増強がみられ  

た。  

〔発 表〕E－32，34，e－44，48  

（18）地理情報システムを応用した熱帯自然環境の変容  

と昆虫媒介感染症の動向に関する研究  

【代表者〕神戸大学医学部国際交流センター：川端眞人  

〔分担者〕環 境 健 康 部：′ト野雅司  

〔期 間〕平成9－12年度（1997－2000年度）  

〔目 的〕動物媒介性の熱帯感染症は熱帯・亜熱帯地方  

の開発途上国に広く分布し，感染者の個人的損失のみで  

なく地域社会に大きな影響を与えており，温暖化，森林  

消失ヤ都市化など地球環境の変容に伴い流行地は拡張す  

ると予測されている。本研究ではマラリア（農村部）と  

デング熱（都市部）を対象に，リモートセンシングや地  

理情報システムを応用し，伝播動態の解析から今後の動  

向予測と対策法を構築する。  

〔内 容〕地理環境の異なるソロモン諸島ガダルカナル  

島，インドネシア東部島慎也域，タイ国東北山岳地帯を  

対象に，リモートセンシング画像のほか，地形図，植生  

図，水系図等の資料の収集を開始した。さらに，それぞ  

れの調査対象地域について媒介蚊の発生源の同定，住民  

の土地利用と行動域などのデータ収集を行った。これら  

の情報に基づいて，地理情報システムを使った解析を行  

い，感染危険要因を定量的に解明する。  

〔発 表〕e13  

（17）砂分を多最に含む粘性土の繰返し圧密特性に関す  

る基礎的研究  

〔代表者〕水土壌圏環境部：陶野郁雄  

〔期 間〕平成8－10年度（ユ996～1998年度）  

【日 的〕上越市西城町では豪雪年と暖冬年とでは10  

倍もの年間沈下量の違いがある。冬期の揚水量が2倍程  

度しか違わないのにこのような大きな地盤沈下量の差が  

生じるのは，地盤沈下対象層のほとんどが砂または砂賀  

シルトからなっているためと思われる。そこで，砂賀土  

及び砂分を多量に含む粘性土の繰返し圧密特性及び繰返  

し応力をかけた後の二次圧密特性を把握することを目的  

として研究を行うことにした。このような地層構成の地  

盤沈下地域はほかにもあり，年間数十日程度の揚水量の  

差が年間沈下量を支配している理由を明らかにする必要  
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〔目 的〕内海・内湾のような沿岸域は，穏やかで生産  

性が高く，古くから良好な漁場として．また憩いの場と  

して利用されてきた。しかし，高度成長に伴う埋立て  

や，護岸工事，汚濁の進行によって海浜は消失していっ  

た。H本に現存する自然海岸はわずかであり，しかも健  

全な内湾生態系は危横に瀕している。本研究では，汚濁  

の進んだ内湾を削ヒする方法の－・つとして，自然エネル  

ギーを活用しながら景観を損なうことのない人工海浜シ  

ステムを提案し，パイロットプラント現場実験による定  

期観測と連続調査を通して，人工海浜システムによる汚  

濁海水の浄化機能について検討した。  

〔内 容〕人工海浜による汚濁海水の水質削ヒ特性及び  

そのメカニズムを明らかにするために，室内実験と実海  

浜に設置したパイロットスケールの実験装置を用いて検  

討した。その結果，①礫を用いた人工海浜において，懸  

濁物質が効果的に除去され，この効果は主に礫浜の表層  

において大きく捕そくされ，濁質のうち一部は海水の逆  

流や波浪によって剥離し，海域へ再流出することがわ  

かった。－・方蓄積された有機成分は，分解・無機化され  

た。また有機物の無様化や硝化に伴う礫浜内部のDO消  

費量は，泥の蓄積が増加するにつれ大きくなり，DOの  

低下は下層において大きいことが明らかになった。②礫  

浜内部では，Nli4－Nが速やかに硝化され，低DO濃度  

部における脱窒反応によって窒素ガスとなり，系外排出  

されることが推察された。③礫浜において，リンは吸着  

作用によって除去され，海水と接触する表面積が増加す  

るほど除去量ほ増えた。しかし単位面積当たりの吸着量  

には限りがあり，時間経過とともに衰えていくことが明  

らかになった。  

〔発 表〕G－13  

（19）高速有機分子の表面電離法をイオン源とするガス   

クロマトグラフ質量分析計の試作研究  

〔代表者〕′ト山工業高等専門学校：岸  浩  

〔分担者〕化 学 環 境 部：藤井敏博  

〔期 間〕平成9－11年度（1997－1999年度）  

〔目 的〕超音速分子加速法により高速化した有機・無  

機化合物は加熱固体表面上で効率よく正イオン化または  

負イオン化される。この原理を利用した高感度に有機・  

無機化合物を検出できる特異な分析機器GCの開発を行  

。  

〔内 容〕clイオン源用の大容量（150L／sec）ターボ  

分子ポンプ付きGC／MS装置を用い，GCとMSとのイ  

ンターフェース部に550L／secのターボ分子ポンプを付  

加した新システムが組み上がった。  

〔発 表〕D31，32．d－30  

（20）長大立坑を用いた雲の汚染・変質過程の実規模実  

験研究  

〔代表者〕北海道大学：太田幸雄  

〔分担者〕大気圏環境部：福山 力・内山政弘  

〔期 間〕平成9～11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕酸性雨生成の最も基本的な過程である大気汚  

染物質の取り込みと反応による雲粒の酸性化過程につい  

て，鉱山の立坑（高さ約400m）を用いて実規模での実  

験的な検証を行い，雲の汚染・酸性化予測モデルの構築  

に資することを目的とする。  

〔内 容〕人工雲への二酸化硫黄放出実験結果に基づい  

て，雲粒の平均径を10〃mとして，平衡に達するまで  

の時間を見積もると約30秒となり，これは雲底上30m  

に相当し実測結果とほぼ一致した。一一方，雲水に含まれ  

るS（TV）とS（VI）濃度の比は，観測高度すなわち反  

応時間にほとんど依存せずほぼ－・定であった。このこと  

から水滴内の熟反応による二酸化硫黄の酸化はこの実験  

の時間スケール（約10分）に比べて遅いことが結論さ  

れた。  

〔発 表〕ト11，67  

（22）lgEを介さない新しいぜん息様病態発現メカニズ   

ムの解析とマウスの系統差に関する研究  

〔代表者〕地域環境研究グループ：市蘭草道  

〔分担者〕地域環境研究グループ：嵯峨井勝  

〔期 間〕平成8－9年度（1996～】997年度）  

〔目 的〕我々は先に，5系統のマウスにDEPとアレ  

ルゲンを気管内投与したところ，どのマウスにおいても  

血清中のIgE値は変化しなかったが，IgGl値は系統に  

ょって著しく異なり，その順序はぜん息の病態の最もよ  

い指標である気道粘膜への好酸球浸潤や気道上皮の粘液  

産生細胞の過剰増生等と統計的に有意な相関を示した。   

（21）汚濁内海・内湾の水質浄化における人工海浜の役   

割に関する研究  

〔代表者〕東 北 大 学：須藤隆一・  

〔分担者〕水土壌圏環境部：徐 開欽  

〔期 間〕平成7～9年度（199卜1997年度）  
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このため，本当にIgEが関与しなくてもぜん息様の病  

態が発現するものかどうかを明らかにすることを目的に  

実験した。  

〔内 容〕そこで本年度は，IgEの結合相手である肥満  

細胞が遺伝的に欠損しているマウスを用いて実験した。  

その結果 肥満細胞が欠損してfgEが作用する場を持  

たないマウスでも正常マウス同様のぜん息様病態が発現  

し，IgEが作用しないぜん息様病態の発現が可能である  

ことが示された。このことは，DEPとアレルゲンによ  

るアレルギー性気管支ぜん息の病態発現には1gEより  

も1gGlが重安である可維性を示唆している。  

安完性の加齢変化を解析するため，レポ一夕一遇伝子で  

ある大腸菌の加J遺伝子を導入したLECラットを作成  

した。   

この如J遺伝子導入LECラットの発がん過程におけ  

る加J遺伝子の変異頻度を変異Aゆ7わを持つ加J遺伝  

子導入LECラット（変異B王i－LEC）と正常月／♪7∂を持  

つLacI遺伝子導入LECラット（iE常BBLEC）で比較  

検討した。  

〔内 容〕平均100万DNA分子当たりの変異は，正常  

BB－LECの6，24，40，60週齢で13，1且 乙3，3．0と  

加齢とともに増加していた。－▲方，変興BBLECの場  

合は6，24，40週齢で，2．0，5．0．4．7と有意に高かっ  

たが，60過齢では差はなかった。以上の結果より加齢  

により変異頻度は自然に増加するが，異常BBrLEC  

ラットにおいては，肝炎発症により変異頻度が有意に上  

昇することがわかった。  

（23）ディーゼル排気微粒子（DEP）によるぜん点様  

病態におけるリンパ球の役割に関する研究  

〔代表者】地域環境研究グループ：高野裕久  

【期 間〕平成8－9年度（1996（」997年度）  

〔目 的〕気管支ぜん息は年々増加しつつあり，ヒトヘ  

の健鰊影響は深刻な問題となっている。この増加の原因  

は明らかではないが，大気汚染，特に浮遊粒子状物質が  

気管支ぜん息の有症状率や重症度と相関するという疫学  

的報告もある。都市部の微小浮遊粒子状物質の主体をな  

すdieselexhaust particles（DEP）とアレルギー性気  

管支ぜん息の関連を実験的に明らかにするため本研究を  

行った。  

〔内 容〕マウスにvehicle，アレルゲン，DEP，アレ  

ルゲン＋DEP併用を気管内投与した。アレルゲン，  

DEP単独群に比較しアレルゲン＋DEP併用群では，好  

酸球とリンパ球を主体とする気道炎症と粘液産生細胞増  

生が著明であり、，気道過敏性，抗原特異的IgGl，IgE  

産生も有意に増加していた。アレルゲン＋DEP併用群  

の浸潤リンパ球にはIL－5陽性の細胞が散見された。肺  

局所のIL－5の発現は，アレルゲン単独群でも軽度にみ  

られたが，アレルゲン＋DEP併用群で顕著に増加して  

いた。DEPは，アレルゲンによるリンパ球の浸潤や  

IL5の瞳生を修飾することにより，好酸球性気道炎症  

を増悪していることが示唆された。  

（25）拡散サンプラ一方式による揮発性有機化合物の個  

人暴震量と室内大気の影響  

〔代表者〕化学環境部：相鰯悠千  

〔期 間〕平成9～10年度（1997－1998年度）  

〔日 的〕揮発性有機化合物は環境に広がりやすく，多  

くの人々の健麻問題に関係してくる。そして人の健康を  

考える場合には，直接に人への暴露を示す個人暴露量の  

測定が重要である。それは今や化学物質が身近のもので  

あり，室内汚染との相関も高いことにも関係する。   

この研究では30種類の揮発性化合物を対象とLて，  

都市住民の1日平均個人暴露量調査を行い，同時にその  

人達の室内空気濃度調査を行い，室内空気からの寄与を  

調査する。その結果からリスク評価を行い，問題となり  

そうな化合物を検討する。  

〔内 容〕フロン2種，有機塩素化合物8種，芳香族化  

合物8種の計18種類を測定できた。化合物により3傾  

向にわかれた。暴露濃度が一般環境大気濃度と同じで発  

生源が近くにない物質（四塩化炭素等），2番目は暴露  

濃度が高いが，地域差が少なく，室内の影響と考えられ  

るp－ジクロロベンゼンである。3番目は都市大気汚染  

の影響が大きいベンゼンなどである。   

これらの結果から揮発性有機化合物は①鼻先にある物  

質の影響が大きい，②室内汚染の影響が大きい，③一般  

環境大気濃度より個人暴露濃度の方が高い物質が多いと  

いうことがわかった。  

（24）自然発症肝炎・肝がん動物における加齢に伴うゲ   

ノム不安定性の解析  

〔代表者〕地域環境研究グループ：曽根秀子  

〔期 間〕平成8～9年度（1996－1997年度）  

〔目 的〕発がん過程におけるLECラットのゲノム不  
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〔発 表〕D一ユ8，d－20，  の影響を大きく受けるが，植物プランクトン群集は季節  

により変化する水質や他の物理要因により規定されてい  

ることがわかった。沿岸域の底生生物群集は，波による  

影響を大きく受ける部分とそれ以探とに大き〈分別され  

た。沿岸域の水深1m以下では，その密度が水深ととも  

に増加した。  

〔発 表〕K－9，b－123，124，130－132  

（26）都市域における大気環境モニタリングシステムの  

新構築に関する研究  

〔代表者〕地域環境研究グループ：若松伸司  

（期 間〕平成9－J2年度（ユ997～2000年度）  

〔日 的〕都市域における大気環境質の経年変化や地域  

分布の特徴を的確に把握することができる大気環境モニ  

タリングシステムの開発を目的とする。  

〔内 容〕研究の初年度である平成9年度においては①  

モニタリングの技術に関する検討，②モニタリング項月  

の検討，③モニタリングの空間範囲の検討，④モニタリ  

ングの時間範閉の検討を行った。   

発生源モニタリングとしては，■ 自動車からの大気汚染  

発生量を正確に把握するためには；ジャーシダイナモを  

用いた発生源推定手法とともにトンネルや沿道での的確  

なモニタリングが必要であることが明らかとなった。   

環境モニタリングに関しては光化学オキシダントの地  

域分布と経年変化の傾向を現在のモニタリングシステム  

のデータを用いて解析し，その傾向を把握するとともに  

モニタリングシステムの検討を行った。解析の結果，オ  

キシダントの観測を開始してから20年間に関東・関西  

地域においてオキシダントの平均的な濃度は増加の傾向  

にあり，両地域ともに日長高濃度が出現する地域は都心  

部から郊外に移動していることが明らかとなった。  

〔発 表〕B－30，109～111，F9  

（28）植生景観の好みに及ぼす居住環境の影響解明  

〔代表者〕社会環境システム部：青木陽二  

〔分担者〕山 梨 大 学：北村真一  

国立科学博物館：近田文弘  

千 葉 大 学：古谷勝則  

〔期 間〕平成8～9年度（1996～1997年度）  

〔目 的〕人類の発展とともに次第に獲得されていった  

景観評価という現象は，人々の日々の体験から得られた  

大変分かりやすい現象であったが，大脳における高度な  

処理技術に阻まれ，その現象は容易に明らかにならな  

かった。特に，気候風土を示す代表的景観指標である植  

生が，景観としてどのような評価を得ているかは明らか  

でなかった。本研究は，日本の多様な植生がどのような  

居住環境に住む人々によって好まれているかを明らかに  

するものである。  

〔内 容〕日本で最も多様な植物群落が見られる南アル  

ブス周辺地域において撮影された24枚写真を用い，北  

岳山荘，北沢長衛荘，横島ロッジ宿泊者，長谷村黒河  

内，伊那市大萱地区住民に提示し，好ましさ，親しみや  

すさ，自然性について686名から回答を得た。その結果  

を分析し，高山植物や亜高山樹林への好ましい評価，来  

訪者と住民の農業景観評価の違い，植物に関する趣味の  

植生評価への影響，性別や居住気候帯による好ましさの  

違いなどが分かった。  

（27）生物の相互作用と囁の利用を考慮した貧栄養な湖  

の総合的な保全のための基礎的研究  

〔代表者〕地域環境研究グループ：高村典子  

〔分担者〕地球環境研究グループ：高村健二  

生物 圏環境部：上野隆平  

〔期 間〕平成9－11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕湖沼の水質や透明度は，窒素やリンの濃度や  

負荷量だけでは十分説明できず，湖沼に生息する生物群  

集の相互の関係により大きく影響される。そして，生き  

物は生息場所のさまざまな環境により大きな影響を受け  

る。湖沼に生息する生物の場の利用や相互の関係を明ら  

かにし，貧栄養湖沼の生態系保全のための基礎的研究を  

行う。  

〔内 容〕月1回の十和田湖の水質とプランクトン群集  

の調査から，沖の動物プランクトン群集が魚種や漁獲量  

（29）ppbレベルの低濃度標準ガス（有機ハロゲン化  

合物）の保存のための容翁材質の検討と評価  

〔代表者〕化学環境部：横内陽子  

〔期 間〕平成8－9年度（】996－1997年度）  

〔目 的〕有機ハロゲン化合物の低濃度標準ガス（ppb  

レベル以下）について高圧容器の材質による保存性の違  

い，同種容器における保存性のバラツキ等を調べ，定量  

用標準ガスとして用いる場合の問題点と解決法について  

検討を行う。  
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〔内 容〕研磨容器に充填した6種類の低濃度（100  

ppt）ハロカーボン標準ガスについて保存試験を行っ  

た。臭化メチルとヨウ化メチルについて直線的な減少傾  

向があり，その減少率には個体差が見られた。これらの  

大気中微量有機物質の高精度分析のためには，高濃度  

ト1ppm）標準ガスの希釈ガスによって定期的にキャ  

リブレーションした低濃度標準ガスをワーキングスタン  

ダードとして用いることが必要である。  

フォード後方散乱法）を組み合わせて，化学的風化，溶  

解によるケイ酸塩鉱物の表面変化を調べ，酸性雨などに  

よる岩石や土壌の風化反応進行のメカニズムを解明する  

ことを目的としている。  

〔内 容〕本年度は，黒雲母と硫酸酸性の水との反応を  

ケイ酸塩鉱物の化学的風化のモデルとし，黒雲母表面の  

変化を調べた。その結果，硫酸との反応により黒雲母表  

面からK，Fe，Alが選択的に失われ，Si濃度の高く  

なった表面溶脱層（SiO2・nH20）が形成されること  

が明らかとなった。また，二次イオン質量分析法による  

探さ方向分析から，硫酸と1週間反応した黒雲母では，  

表面溶脱層の厚さが約100nmと見積もられた。  

〔発 表〕D15，d17，19・  

（30）日本及び∃一口ツパの富栄養化水域に発生する糸  

状藍藻類の新規毒素の構造と毒性  

〔代表者〕化学環境部：彼谷邦光  

〔分担者〕化学環境部：佐野友香  

生物圏環境部二渡過 信  

〔期 間〕平成8～9年度（ユ996－1997年度）  

〔内 容〕本研究では無菌株（CCAP1459／22）及びス  

コットランドの湖碓＝こ発生する0ぶC眈わγ血αgα而妬  

のBloomを用いた。凍結乾燥藻体から有毒成分を抽出  

し，逆相HPLCで分画し，4種類の有毒成分を単離精  

製した。FABMS，NMR及びアミノ酸の光学異性体分  

析を行った。CCPAの株からは2種類の新規ミクロシ  

スチン同族体［Asp3，（E）－Dhb7］microcystinHtyR  

及びLRが同定された。一方，スコットランドのBloom  

からは［Asp3，（Z）」LDhb7］microcystin HtyR及  

びLRが同定された。デヒドロプチT）ン（Dhb，2  

－amino－2butenoie acid）の幾何異性体の発見はこれ  

らを生産している株の生合成に関与する酵素の遠いによ  

るものと考えられる。本邦の株からはDhbを含むよう  

な構造のmicrocystinは検出されなかった。また，これ  

までの分析ではDhbを含むmicrocystinsを生産する糸  

状藍藻類はノルウェーヤフインランドを中心とした北部  

ヨーロッパに限られる。このことは，有毒藍藻が地域環  

境により異なる進化を遂げたことを示すものと考えられ  

た。  

（32）MRイメージング法によるLECラット肝におけ  

る多段階発がん説の検証に関する研究  

〔代表者〕環境健康部：三森文行  

〔分担者〕環境健康部：山根一祐  

〔期 間〕平成8～10年度（1996”1998年度）  

〔E］的〕LongEvans Cinnamon（LEC）ラットは銅  

の代謝異常から，肝炎を経て肝細胞がん等の肝疾患を高  

率に発症する新しい突然変異動物であり，肝疾患の発症  

過程を研究するのに好適な実験系を提供する。本研究で  

は，MRイメージング診断法を用いて，同一のLEC  

ラット肝を経時的に，繰り返し観察することにより，肝  

細胞がんの発症がl劉生肝炎から前がん状態を経て多段階  

的に起きているか否か検証することを目的とする。  

〔内 容〕LECラット12匹を対象として，肝のMRイ  

メージ測定を行った。60過齢より測定を開始し，同一  

動物を15過ごとに繰り返し経過観察を行った。これま  

で，60，75，90過齢で3回の測定を終了した。T2，Tl  

強調画像 及びGd（DTPA）を用いた造影後丁一強調  

画像により，肝において異常コントラストを示す病変を  

検出した。病変数は60過齢では4，75過齢では16，90  

週齢では27例と加齢に伴い激増している。  

〔発 表〕e－60，63  （3り表面分析法を利用したケイ酸塩鉱物の化学的風化  

メカニズムの解明  

〔代表者〕化学環境部：瀬山春彦  

〔分担者〕化学環境部：田中 敦  

〔期 間〕平成9～10年度（1997～1998年度）  

〔目 的〕本研究は，様々な表面分析法（二次イオン質  

量分析法，Ⅹ線光電子分光法，走査電子顕徴鎧法，ラザ  

（33）脳神経系における細胞接着分子と紳胸膜裏打ち構   

造との相互作用の解析  

〔代表者〕環境健康部：国本 学  

〔期 間〕平成8－9年度（1996－1997年度）  

〔内 容〕脳神経系における細胞接着分子と細胞膜裏打  
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ちタンパク質の相互作用の意義を分子レベルで明らかに  

するため，神経細胞接着分子Llと細胞膜裏打ちタンパ  

ク質脳アンキリンankyrjnBに着目して，脳神経系の発  

生段階における神経細胞でのLl及びankyrinBの発現  

量と局在の変化をimmunoblot法及び免疫組織化学染色  

により解析した。alternative splicingによって生じる  

220kD及び440kD ankyrinBは全く同一の膜結合部  

位（Llと相互作用する部位）を有するにもかかわら  

ず，ラットの脳組織においてはLlの局在は440－kD  

ankyrinBと一致し，一方ラット小脳由来の初代培養神  

経細胞ではⅠ，1の局在は220rkD ankyrinBと－・致し  

た。Llと脳アンキリ ンとの相互作用は，440－kD  

ankyrinBに存在する特異的挿入部分によって左右され  

るばかりでなく，神経細胞の外的環境によっても修飾さ  

れることが示唆された。次に，Llの細胞質部分をコー  

ドするcDNAを組み込んだ発現ベクターをヒト神経芽  

細胞臆NB－1細胞にトランスフェクトし，脳アンキリ  

ンとLlの相互作用の撹乱を試みた。少なくともNB－  

1細胞では，大過剰のい細胞質部分が発現（エピトー  

プタグによって確認）されている細胞においても，脳ア  

ンキリンの発現，局在，あるいは細胞の形態は有意に影  

響されなかった。このLlの細胞質部分は，脳アンキリ  

ンヘの結合部位を含んでいるにも関わらず，脳アンキリ  

ンと相互作用できなかった可能性があi），これは従来よ  

り示唆されているようにLlの二量体化が相互作用に必  

要であるためかもしれない。  

〔発 表〕E17，e14  

〔内 容〕平成8年9月に釜石鉱山において行った人工  

雲への二酸化硫黄放出実験結果を解析したところ，二酸  

化硫黄濃度の鉛直方向減衰率は雲底より上で明白に増加  

すること，また，雲水中S（lV）濃度lま，雲粒のpH～  

6という条件で二酸化硫黄が気液平衡にあると考えた場  

合の濃度と一致することなどが認められた。これらの結  

果より，雲粒の生成とともに気相の二憤化硫黄はすみや  

かに雲へ取り込まれて平衡畳まで水滴に移行することが  

わかった。  

〔発 表〕ト11，67  

（35）土壌生態系に及ぼす汚染物質の影響評価手法に関  

する基礎研究  

〔代表者〕水土壌国環境部：服部浩之  

〔期 間〕平成8－10年度（1996－1998年度）  

〔目 的〕重金属や酸性物質による土壌の汚染が進んで  

いるが，これらの汚染物質が土壌生態系に及ぼす影響は  

明らかでない。土壌の物質循環機能への汚染物質の影響  

を未然に防止するためにも，汚染物質の土壌生態系への  

影響を把握し，その影響手法を確立する必要がある。本  

研究は，汚染二i二壌の物質代謝特性を明らかにし，それに  

基づいて土壌生態系に及ぼす汚染物質の影響評価の手法  

を開発することを目的としている。  

〔内 容〕青森県恐山の硫気孔の周辺の草地及び林地か  

ら採取した12地点の土壌のpH，微生物数（糸状菌致，  

細菌数，放線菌数など），酵素活性（セルラーゼ，ノフー  

グルコシダーゼ），呼吸活性，硝化活性などを調べた。  

土壌のpHはZ．8～6．1で大半は4以下であり，土壌pI・Ⅰ  

と相関が高かったのは放線菌数で相関係数は0．86で  

あった。また，硝化活性はpH4以下の土壌では少な  

かった。その他の微生物や活性は，土壌ptiとの相関は  

みられなかった。  

（34）大深度立坑を利用した実スケール雲化学実験一二  

酸化硫黄の酸化に関する研究  

〔代表者〕大気 圏環境部：福山 力  

〔分連署〕地球環境研究グループ：相野健太郎  

大気 圏 環境部：内山政弘  

〔期 間〕平成8～10年度（1996－1998年度）  

〔目 的】深さ約400mの立坑内に，莫大気におけるの  

とほほ同じ規模の人工雲を発生させ，ガス状及び粒子状  

大気微量成分と雲粒との相互作用あるいは雲粒内で進行  

する液相化学反応を調べ，地球規模の物質循環ヤ環境変  

動における雲化学過程の役割に関する知見を得ることを  

目的とする。当面の具体的目標は，雨水酸性化の主要原  

因物質である二酸化硫黄のレインアウト過程や雲粒とエ  

アロゾル粒子との相互作用等を調べることである。  

（36）DOC分画手法を用いた溶存有機物のトリハロメ  

タン生成能評価  

〔代表者〕地域環境研究グループ：今井章雄  

〔期 間〕平成9－11年度（ユ997～1999年度）  

【目 的〕浄水過程の塩素処理において有機物から発が  

ん物質であるトリハロメタンが生成される。トリハロメ  

タン前駆物質は潜存有機物に起因し，代表的物質として  

フミン物質が良く知られている。本研究は，トリハロメ  

タン前駆物質の適正な完景的分離手法を開発し，トリハ   
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ロメタン生成原因物質の存在濃度及びトリハロメタン生  

成特性を明確に評価することを目的とする。  

〔内 容〕非イオン性ⅩAD8樹脂，陽イオン交換樹  

脂，陰イオン交換樹脂を用いて，湖沼抑Il水中の溶存有  

機物を，溶存有機炭素（DOC）をパラメータとして，  

疎水性醍（フミン物質），疎水性塩基，疎水性中性物  

質，親水性酸，親水性塩基，親水性中性物質の6つに分  

画する手法（DOC分画手法）を確立した。この手法を  

琵琶湖．霞ケ浦及び流入河川水等に適用し．湖水及び河  

川水溶存有機物の特性や起源について検討した。  

〔発 表〕B－77  

（38）周囲の土地利用が湿原の乾燥化に及ぼす影響評価  

に関する研究  

〔代表者〕生物圏環境部：野原精一  

〔期 間〕平成8～9年度（1996－1997年度）  

〔目 的〕自然環境保全地域，特に遅原生態系の植生は  

安定した水循環により支えられている。そのため，周囲  

の地下水位の変化によって植生への影響が出やすい。そ  

こで保全地域とその周［軋 エコトーンを含む全体の水循  

環を明らかにし，植生や生物生産への影響を評価する。  

植生調査，生理生態的な測定と環境との相互関係を明ら  

かにする。  

〔内 容〕調査は福島県会津若松市にある国の天然記念  

物の赤井谷地植物群詣で行う。赤井谷地は周囲を農地に  

囲まれ，水路・水田・放棄水田・休耕Ⅰ君など土地利用の  

違いが存在するので地‾ド水位の変化を通じて湿原生態系  

に及ぼす周囲の影響や範囲を明らかにできる。特に乾燥  

化に伴い湿原周辺に侵入しているチマキザサとアカマツ  

の栄養塩吸収における周囲からの肥料の流入を明らかに  

し，乾燥化へのチマキザサ等の寄与を評価する。今後の  

赤井谷地の遷移を水循環及び栄養塩循環の点から明らか  

にする。  

〔発 表〕h－20  

（37）河川生態系を健全に維持するための瀬と淵のあり  

方に関する研究  

〔代表者〕水土壌圏環境部：徐 開欽  

〔分担者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

〔期 間〕平成9－∴‖年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕本研究では，近自然工法によって河川内にお  

ける生物多様性の確保を実現させるために，生物の生息  

環境として重要な淵を対象として，河川水質に応じた満  

と淵の構造の最適化を回ることを目的とする。この目的  

を達成するために，抑Il水質の中で特に有機物・窒素化  

合物濃度と淵の構造とを変数として作成したモデルによ  

り，淵底部における溶存酸素濃度を予測し，底生生物の  

生息可能な溶存酸素濃度を確保しうる蘭と淵の設計因子  

を検討する。  

〔内 容〕平成9年度では，主に水質の異なる河川での  

フィールド調査と，河川で採取した河床礫生物膜を用い  

た室内実験により，硝化細菌と付着藻類の生理特性を明  

らかにすることを目指した。その結果，①窒素化合物を  

高濃度に含む下水処理場Z次処理水が放流されている河  

川においては，窒素由来の酸素消費（NBOD）が高頻  

度で検出された。その水質要因として，C／N比が小さ  

いこと，NI14－N 濃度が高いこと，水温が高いと  

N－BODが検出されやすいことが明らかとなった。②現  

場調査で明らかになった水質条件から人工河川水を調整  

し，それを用いて河床礫生物膜を馴化させ，N－BODと  

窒素化合物，硝化細菌数の据時変化を検討した結果，  

C／N比が小さいほどNBOD検出までの遅滞時間が短  

く，水温が高いほど硝化速度が高いことが明らかとなっ  

た。  

〔発 表〕B－20，b－18．56  

（39）湖沼における車軸藻類の消滅機構の解明と生息域  

外保全に関する研究  

〔代表者〕生物圏環境部：渡過 信  

〔分担者〕生物圏環境部：野原精一  

（期 間〕平成9～1】年度（1997－1999年度）  

〔目 的〕湖沼において激しく消滅している車軸藻類に  

ついて，その分布と生息状況を水環境を含めて調査し，  

それらの消滅要因を明らかにするとともに，車軸藻類の  

培養を行い，増殖条件ヤ生活環制御条件を検討し，個体  

での保存，卵胞子，精子，受精卵での保存技術を確立す  

ることを目的とする。  

〔内 容〕38湖沼における車軸藻類の調査結果につい  

て，各種車軸藻類の減少率をもとめ，これに基づきレッ  

ドデータカテゴリーに従ってランク付けを行った。その  

結果，絶滅種はノ、コネシヤジクモ．イケダシヤジクモ，  

チエウゼンジフラスコモ，テガヌマフラスコモ，キザキ  

フラスコモの5種，野生絶滅種はホシツリモの1種，絶  

滅危惧Ⅰ類種はシヤジクモ，カタシヤジクモ等24種  

と，湖掛二生息するすべての車軸藻類が絶滅あるいは絶  
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滅の危機に瀕していることが判明した。その要因は，干  

拓，湖岸の開発，富栄養化，草魚放流，水位変動が主要  

なものと思われる。  

〔発 表〕H－20  

役割分担，④南極条約との関連整理，⑤21世紀初頭を  

目指した地球環境調査の可能性の検討をすすめ，実施研  

究の研究計画と研究組織案を作り上げる。  

（42）新規大環状配位子の創製とそれを用いる希土類錯  

体の物性および相互分離の新展開  

〔代表者〕神 戸 大 学：増田嘉孝  

〔分担者〕水土壌圏環境部：稲葉一棟  

〔期 間）平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕化学的性質が類似しているため相互分離が難  

しいことで知られている希土類元素の効率的な分離分析  

法の作成を目指して，イオンサイズの差異を認識して安  

定度の異なる錯体を生成する大環状配位子を開発し分離  

へと応用することを目的としている。  

【内 容〕4酸素原子，2窒素原子の6配位座を持つ水  

溶性の柑貞環化合物であるクリプトフィクス22を水溶  

液内でのマスキング剤として，希土類元素のキレート剤  

による溶媒抽出分離の効率を改善する手法を検討した。  

クリプトフィクス22は自身の環径に対応してイオンサ  

イズを認識すること，溶液の水素イオン濃度条件でプロ  

トン付加して錯形成能力を失効することからマスキング  

効果を利用した分離の効率化が可能と考えられた。  

〔発 表〕g－2  

（40）森林被害の見られる亜高山域でのオゾンの観測  

〔代表者〕地球環境研究センター：畠山史郎  

〔期 間〕平成9～11年度（1997－1999年度）  

〔目 的〕奥日光の白根山周辺においては深刻な森林被  

害が見られる。被害を受けている樹木は特定の樹種に限  

らず，広葉樹も，針葉樹も広範囲に被害を受けている。  

関東平野内で生成する光化学オゾンや，これと植物が放  

出するテルペン類等の天然炭化水素の反応で生成する過  

酸化物が原因の一つではないかと考えられる。このた  

め，実際に深刻な被害を受けている高山，亜高山地域で  

のオゾン濃度の測定を本研究の目的とする。  

〔内 容〕電池で駆動できる走電位電解セルを用いた小  

型オゾンセンサーと小型のデータロガーにより，平成9  

年8月1”10日に，奥日光前白根山頂上直下の鞍部稜  

線上においてオゾン，気温，風速風向，湿度の測定を  

行った。夏型の気圧配置が安定せず，比較的低温で，北  

西からの風が多かった。このため，高濃度のオゾンは観  

測できなかったが，首都圏方向からの風が続くときには  

オゾン濃度が高くなる傾向が見られた。  

〔発 表〕ト19，i26  （43）“高速有機化合物分子の負イオン表面電離法”の  

ガスクロマトグラフ積出器への応用  

〔代表者〕′ト山工業高等専門学校：岸  浩  

〔分担者〕化 学 環 境 部：藤井敏博  

〔期 間）平成7－9年度（1995－1997年度）  

〔目 的〕固体表面上での負イオン生成に対する分子の  

持つ運動エネルギーの効果を定量的に検証し，ガスクロ  

マトグラフ検出器に応用することを目的とする。  

〔内 容〕イオン化度と分子の運動エネルギー：トリ  

カーポネイト固体表面を用い，各種有機化合物について  

生成される各種のイオン（分子イオン，擬分子イオン，  

フラグメントイオン）を測定し，生成イオン量と分子の  

運動エネルギー，固体表面温度，固体表面の仕事関数等  

との関係について考察した。  

〔発 表〕D－3］，32，d－30  

（41）極地を中心とした人間（生物）・地球環境試料の   

超長期保存ネットワークに関する研究  

〔代表者〕近畿大学：江藤剛治  

〔分担者〕化学環境部：柴田康行  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕21世紀の始まりである西暦200］年前後を期  

して，現在の地球環境並びに生態系の状態を代表する試  

料・情報を集め，将来にむけて超長期に自然環境下に保  

存する構想の実現を目指す。具体的な研究を重点領域研  

究として実施することを目指し，そのための企画調査を  

本課題で実施する。  

〔内 容〕関連する様々な領域を広くカバーし，効率的  

な総合研究を進めるために，①保存すべき試料の種類と  

現在の保存事業に関する調査，②研究機関における冷凍  

長期保存と極地自然条件‾Fでの超長期保存の役割分担の  

明確化③欧米と日本を含むアジア地域各国との関連・  

（44）化学反応とラジカル分光から見た大気環境科学  

〔代表者〕東京工業大学：渋谷一彦  
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〔分担者〕大気圏環境部：鷲別申明・今村隆史  

【期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔目 的〕大気中の化学反応プロセスは大気微量成分の  

除去・変質・生成・蓄積とかかわっており，大気微量成  

分の濃度変動や微量成分間の相互作用を引き起こすこと  

により，大気組成・放射場・気候変動に対する応答並び  

に化学的フィードバックを引き起こす。本研究では，化  

学反応並びにラジカル分光といった分子科学的基盤から  

の大気環境科学の切り口を明らかにすることを目的とす  

る。  

〔内 容〕大気化学反応による微量成分中の同位体濃縮  

メカニズム，電子的・振動的励起化学種の生成とその反  

応機構，エアロゾル内反応の素過程の解析，界面での適  

応過程と分子的相互作用，大気中のラジカルや微量成分  

の計測手法と問題点，窒素・酸素・水等のクラスターの  

分光学とその大気化学的インパクトをはじめとした多く  

の話題に関する調査研究を行い，大気環境における様々  

な現象に対する分子科学的な現象解明の切り口と今後の  

課題を明らかにした。  

〔発 表〕F－26－28，f－9，75”77  

（46）秋田県鹿角市八幡平地すべり土石流災害に関する  

調査研究  

〔代表者〕東 北 大 学：柳澤栄司  

〔分担者〕水土壌圏環境部：陶野郁雄  

〔期 間〕平成9年産（1997年度）  

〔目 的〕平成9年5月I1日に秋田県鹿角市八幡平に  

おいて発生した土石流災害は，澄川温泉の裏山における  

地すべりに端を発し，澄川・赤川両温泉の全16棟を巻  

き込み，熊沢川に達する大規模なものであった。この  

際，火山性の水蒸気爆発も認められており，地すべり，  

土石流，水蒸気爆発がほぼ同時に発生した複合災害の様  

相を呈した特殊な災害事例として研究上の価値が極めて  

高い。また，この災害では旅館経営者等の的確な判断も  

あり，避杜誘導がスムーズに行われ，死傷者が出なかっ  

たことも特筆される。このようなことから広領域の研究  

者による包括的な調査研究が必要であり，現地調査，資  

料収集解析を含めた総合的な調査研究を行うことを目的  

としている。  

（内 容〕気象条件と地すべり災害の因果関風 水蒸気  

爆発を伴った複合災害，八幡平の自然環境を担当し現地  

調査を行った。今回発生した地すべりは，昭和48年の  

蒸の湯温泉，昭和36年のトロコ温泉と同様に融雪によ  

りほぼ積雪がなくなった時に発生しており，しかも100  

mmを超す大雨の後であった。これらを含む大規模な地  

すべり地内で既存の地すべりが再移動したものであり，  

熱水変質作用により温泉余土が多量に生成されていると  

ころで発生した地すべりであった。水蒸気爆発によって  

噴き出したもののほとんどは温泉余土であり，この爆発  

が引き金となって土石流が発生した可能性が高い。この  

地すべりは火山活動に起因する現象の1つであり，八幡  

平火山群が解体に向かう1つのプロセスと考えることも  

できる。  

（45）高層湿原への人為的影響の評価と保全対策  

〔代表者〕北海道大学：橘 治国  

〔分担者〕水土壌圏環境部：井上隆信  

〔期 間〕平成9－10年檻（1997～1998年度）  

〔目 的〕本研究では，湿原地下水の水質形成機構を明  

らかにし，湿原の乾燥化あるいは湿椋滴垂水や土壌の組  

成の変化等，人為活動の地下水に及ぼす影響を評価す  

る。特に高層湿原の代表種であるミズゴケ繁茂地域と非  

湿原種であるササの進入域の水質の特性とその形成機構  

の差異を明らかにし，自然状態（高層湿原）を維持する  

ための環境条件さらに保全対策を提案する。  

〔内 容〕広域的な地下水と地表水の水質，泥炭組成さ  

らに地下水の流動を調査し，基礎的な湿原地【F水の形成  

機構を解明する。また湿原の保全状況や開発の程度と湿  

原環項のとの関連を調査し，総合して湿原への人為的影  

響を評価する。調査は，北海道内のサロペソ湿原16カ  

所，霧多布湿原10カ所で行い，地下水流動解析，栄養  

塩と主要無機・有機物質を中心とした水質分析，lCP質  

量分析による泥炭組成分析を行う。  

（47）気候変動と大気エアロゾル中のメタンスルホン酸  

の変動  

〔代表者〕地球鱒東諌死グループニ向井人史  

〔期 間】平原9－11年度（1997年－1999年度）  

〔目 的〕大気中のメタンスルホン酸（MSA）は海洋  

の植物ブランク、トンから放出されるジメチルサルファイ  

ド（DMS）の二次生成物であることから，DMS発生量  

の良い指標となっている。ここでは，隠岐島で長期的に  

採取された大気粉塵中のMSAを分析し，長期的な気候  
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変化と対応させることによって，DMSの発生量と気候  

変動がどのような関連で動いているかを解析する。これ  

によって，植物プランクトンのDMS生産が，地球の温  

暖化の負のフィードバックになり得るかどうか検証す  

る。  

〔内 容〕隠岐島での大気粉塵の採取を継続するため  

に，採取ポンプやケーブルの更新を行った。さらに，隠  

岐島との比較を行うため北太平洋上での粉塵の採取を  

行った。MSAの分析のための条件検討を行い，微量で  

の分析が可能になった。これにより，太平洋上のエアロ  

ゾル中のMSAの分析が行われ，季節変化などが明らか  

になった。これによると，その濃度は隠岐島よりさらに  

高く，地域性が高いことがわかった。本年度はエルニー  

ニョの年であったため，来年度以降起こるであろうラ  

ニーニヤ期と比較するためさらに継続して粉塵の採取を  

行う予定である。  

（49）リモートセンシンクによる熱帯林の更新様式に関  

する研究  

〔代表者〕地球環境研究グループ：足立直樹  

〔期 間〕平成9～10年度（1997～1998年度）  

〔目 的〕熱帯林の保全や復元のためには，熱帯林の更  

新様式を定量的に解析することが必要である。そこで本  

研究では，更新の核となる林冠ギャップ（倒木などに  

よって生じた空隙）の動態を定量的に明らかにすること  

を目的とLている。具体的には，航空機及び人工衛星で  

取得した画像データを基に，東南アジアのいくつかの異  

なるタイプの熱帯林で，林冠ギャップの生成と消滅（＝  

修復）速度を広い面積で定量的に測定する。  

〔内 容〕マレーシアの低地熱帯林の2時期のステレオ  

ペアの空中写真を入手し，この画像に含まれる50haの  

保護林について，林冠高のデジ タル標高モデル  

（DEM）を作成した。そしてそれぞれの時期の林冠高  

分布から，ギャップとそれ以外の林冠部分に森林を分類  

し，さらに2時期のデータを重ね合わせ，ギャップの生  

成と修復速度を算出した。その結果，この2時期では両  

者はほぼ釣り合っており，森林は安産していると考えら  

れた。  

〔発 表〕a－9  

（48）中国大陸から越境移動する大陸性エアロゾルの起  

源の今寺定に関する研究  

〔代表者〕地域環境研究グループ：西川雅高  

〔分担者〕地域環境研究グループ：森 育子  

（科学技術特別研究員）  

〔期 間〕平成9”10年度（1997－1998年度）  

〔目 的〕中国から越境移動する大気汚染物質の問題  

は，酸性雨に代表されるように風上側と風下側で見解が  

異なることがある。エアロゾルは，ガス状物質よりも拡  

散し難いので飛来ルート特定のよい物質である。春期に  

大量に飛来する黄砂エアロゾルは，日本の土壌と違った  

特徴をいくつか有している。この黄砂エアロゾルを利用  

することによって，中国大陸からの汚染物質飛来ルート  

を特定する辛がかりを探ることを目的とする。  

〔内 容〕中国大陸から飛来する黄砂エアロゾルを緯  

度，経度ごとに採取できるようにモニタリングステー  

ションを配置した；西表島（東経128度，北緯28度），  

阿蘇（東経131度，北緯33度），隠岐島（東程133度，北  

緯36度），富山（東経137度，北緯37度），つくば（東経  

140度，北緯36度）。中国各地の砂漠／乾燥地帯で採取  

した表層土の化学分析結果と，日本で採取した黄砂エア  

ロゾルを比較し，気象学的考察を交えて，その飛来ルー  

トの特定を試みる。  

〔発 表〕B－56，81，b149，184，185  

（50）光合成誘導反応に及ぼす空気湿度と土壌水分の影  

響及びその生態学的意義  

〔代表者〕地球環境研究グループ：唐 艶鴻  

〔期 間〕平成9－」0年度（1997～1998年度）  

〔目 的〕－・部の植物では，気孔コンダクタンスが常に  

高く，光の変化に対する気孔の反応が極めて小さい。こ  

れらの植物は通常の植物より変動する光資源の利用効率  

が高いが，水ストレスに弱い可能性がある。そこで，本  

研究は変動する光環境下で気孔の反応が少ない植物の光  

合成誘導反応と水利用効率を明らかにする。  

〔内 容〕異なる光と水環境下で育てた温帯樹種のピー  

ス（印匝触＝払Ⅶ1旭ズJわcんocαゆαCV．Peace）と熱帯  

椎樹のStyrax benzoinについて葉の光合成反応を測定  

し，気孔が常に開いているピースは，通常の気孔反応を  

持つS，benzoinより，光合成誘導反応の時間が約3倍  

ぐらい短いことがわかった。また，葉の水ポテンシャル  

が光合成誘導反応に及ぼす影響が少ないことが示唆され  

た。  
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（5り化石骨含有コラーゲンに対する続成作用とその炭  

素同位体比への影響に関する研究  

〔代表者〕化学環境部：米田 穣  

【期 間〕平成9～10年度（】997”1998年度）  

（目 的〕化石や考古学遺物として発掘される過去の骨  

試料にはその生物が存在した年代，生息していた生態系  

に関する情報が記録されている。しかし，続成作用と呼  

ばれる土壌埋没後の化学変化や分析に先立つ前処理に  

よってその情報は柁乱されている危険性がある。年代測  

定あるいは生態学的研究で使用される骨組級のタンパク  

質，コラーゲンに関して続成作用が与える影響を評価す  

るための指標を確立することを目的とする。  

〔内 容〕生物試料の年代測定に使用する放射性炭素同  

位体及び食物連鎖における栄養段階の指標となる炭素安  

定同位体比について前処軌こよるコンタミネーション及  

びコラーゲン精製による外部炭素除去能力に関して標準  

物質及び約6000年前の骨試料を用いて検証した。前処  

理でのコンタミネーションについては当研究所の加速器  

質量分析器及び前処理装置では60，000yBPという非常  

に良い結果を得ており，ほとんどないといえる。  

も高かった。今後さらに検討を進める。  

（発 表〕b169，170，174  

（53）重金属および醇化的ストレスに対する生体内防御  

因子としてのメタロチオネインの役割  

〔代表者〕環境健康部：佐藤雅彦  

〔期 間〕平成9～10年度（1997”1998年度）  

〔目 的〕あらかじめ生体内でメタロチオネイン（MT）  

を誘導合成することにより，無機水銀やカドミウムなど  

の重金属の毒性が軽減されることやフリーラジカル除去  

作用を示すことが報告されているが，生体内に存在する  

既存のMTの役割については明確にされていない。そ  

こで，本研究では，MT遺伝子欠損マウスを用いて，生  

体内での重金属毒性及び酸化的ストレスに対するMT  

のl防御効果を明確にすることを目的とする。  

〔内 容〕MT遺伝子欠損マウス及び正常（野生型）マ  

ウスに，重金属として塩化第二水銀を，酸化的ストレス  

負荷として制がん剤シスプラチンをそれぞれ1回投与し  

たところ，MT遺伝子欠損マウスでは水銀あるいはシス  

プラチンによる腎毒性がいずれも野生型マウスに比べて  

有意に増強することが明らかとなった。従って，内因性  

MTは重金属及び酸化的ストレスに対する生体内防御園  

子として重要な役割を果たしていることが強く示唆され  

た。  

（52）アワビ類の再生産に及ぼす有機スズ化合物の毒性  

に関する実験的研究  

〔代表者〕地域環境研究グループ：堀口敏宏  

〔期 間〕平成9（」0年度（1997－1998年度）  

〔目 的〕日本産アワビ類主要4種において，1970年  

代以降，それまで周期的な増減を示していた漁獲量に一  

貫した減少傾向が認められている。また同時に人工的に  

放流された種苗生産個体の漁獲量に占める割合（混獲  

率）が増加傾向にある。このような天然アワビの漁獲量  

の著しい減少に関してこれまでに種々の原因調査がなさ  

れてきたが，いまだ明らかでない。そこで，アワビ頬の  

生殖機能障害（仮説）に関する調査を引き続き実施し  

た。  

〔内 容〕漁獲量の減少と混獲率の増大が著しい海域  

（A）とそうでない海域（B）から，マダカアワビを毎  

月購入し，その生殖巣組織標本の作製と含有される有機  

スズ化合物の化学分析を行った結乳①両海域間で生殖  

巣の外部形真剣こ差異が認められた，②Bでは雌雄が同時  

期に成熟盛期に達したが，Aではそうでなかった，③A  

では周年未熟な雌が観察され，また雌雄同体も観察され  

た，④アワビ体内の有機スズ濃度はAにおいてBより  

（54）発展途上国の環境問題の構造分析一大都市の自動  

車排気ガスとその健康影響を例に  

〔代表者〕群 馬 大 学：鈴木庄亮  

〔分担者〕地域環境研究グループ：新田裕史  

〔期 間〕平成8～9年度（1996－1997年度）  

〔目 的〕発展途上国では大都市の人口増加が著しく，  

自動車による大気汚染が悪化している。そこで，インド  

ネシアの首都ジャカルタ，その他の地方都市及び農村地  

区について，大気汚染の現状把握を試みるとともに，ア  

ンケートによる住民の健康調査を実施し，汚染物質への  

暴露量，環境疫学調査を行い，熱帯大都市の健康影響の  

問題点を解明することににより，途上国の自動車による  

大気汚染問題の構造を明らかにする。  

〔内 容〕調査計画については，日本側とインドネシア  

側研究者との共同で立案し，調査の実施はインドネシア  

側研究者が行った。大気汚染の現状についてほ，常時測  

定局のデータが不十分であることから．簡易測完器を用  
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いて二酸化窒素の測定を実施した。また，ジャカルタを  

はじめとする6地区の24中学校の生徒約1万2千人に  

対して，呼吸器症状調査を実施した結果，呼吸器症状有  

症率は二酸化窒素濃度と相関し，ジャカルタ中心部では  

農村地区の約2～3倍に達していることが明らかになっ  

た。  

安定同位体比による古生態系復元を実施した。人骨試料  

における炭素・窒素安定同位体比からは当時の人類集団  

にとってトウモロコシ等のC4植物がタンパク質源とし  

て重要であったことが明らかになった。引き続き酸素同  

位体比から沿岸域と山岳城とのヒトの往来を検証する計  

画である。  

（56）南極での自然界超長期保存を中心とした生物・地   

球環境試料保存国際ネットワークの構築  

〔代表者】近畿大学：江藤剛泊  

〔分担者〕化学環境部：柴田康行  

〔期 間〕平成9－11年度（1997～1999年度）  

〔目 的〕21せ紀の始まりである西暦2001年前後を期  

して，現在の地球環境並びに生態系の状悉を代表する試  

料・情報を集め，将来にむけて超長期に自然環境下に保  

存する構想の実現を目指す。そのため，関連する欧米等  

の諸外国の研究者とともに国際的な共同研究体制を作り  

上げることを目的とする。  

〔内 容〕本年度は大阪千里において，諸外国の関連研  

究者を招へいして国際シンポジウムを開催し，研究の意  

義と位置づけ，実現可能性，試料の保存性，関連研究の  

現状等に関して意見交換を行い，その結果を踏まえて今  

後の共同研究の進め方に関するアピールを採択した。  

（55）中央アンデスにおける祭祀センターと文明形成の＿  

研究  

〔代表者〕東京大学：大貫良夫  

【分担者〕化学環境部：米田 穣  

〔期 間〕平成8～9年度（1996－1997年度）  

〔目 的〕紀元前1000年紀のアンデス文明形成期にお  

ける祭祀センターが有した政治・経済的な側面での役割  

を明らかにすることによって，多様な環境を内包する広  

範囲における祭祀センターの機能を実証的に明らかにす  

る。分担者は遺跡から出土した人骨試料の化学分析を通  

じて，高精度な年代決定，古食性の復元，古環境の復  

元，古生態系における物質循環を明らかにする。多様な  

環境が近接する環境における古環境復元のモデル研究を  

確立する。  

〔内 容〕祭祀センターである考古学遺跡から出土した  

人骨試料を分析対象として，加速器質量分析を用いた放  

射性炭素存在比測定による高精度年代決定，炭素・窒素  
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2．17 特殊法人等による公募型研究  

（1）微生物を活用する汚染土壌修復の基盤研究  

〔代表者〕地域環境研究グループ：矢木修身  

〔分担者〕地域環境研究グループ：岩崎一弘・兜 眞徳・  

森田昌敏  

水土壌圏環境部：内山裕夫・冨岡典子・  

向井 菅・服部浩之  

〔期 間〕平成8～13年度（1996”2001年度）  

〔目 的〕世界各地でトリクロロエチレン（TCE），テ  

トラクロロエチレン（PCE）およびPCB等の有機塩素  

化合物や水銀，6価クロム等の重金属による土壌・地下  

水汚染が顕在化し大きな問題となっている。これらの汚  

染の浄化に，より安価でかつ無害化処理技術である徴生  

吻を活用して汚染を修復するバイオレメディエーション  

技術の開発が期待されている。本研究では，有機塩素化  

合物や重金属の中で問題となっている，TCE，PCBや  

水銀等で汚染した土壌・地下水の修復をケーススタディ  

として取り上げ，バイオレメディエーション技術の実用  

化に際しブレークスルーすべき，（1）分解能強化微生  

物の開発，（2）土壌中における微生物の挙動解析，  

（3）微生物センサー機能を活用する有害物質モニタリ  

ング手法の開発，（4）分子生態学的手法を用いる生態  

影響評価システムの開発，（5）大型土壌・地下水シ  

ミュレータおよび現場における修復技術の適応性の評  

価，の5課題に関する基盤研究を実施する。  

〔内 容】  

（1）分解能強化微生物の開発   

汚染物質分解菌の探索・分離を行い，次いで分解酵素  

遺伝子の単離，機能解析を行い，これらの結果をもと  

に，遺伝子操作等により分解能強化微生物の開発を行  

う。汚染物質として，TCE，PCE，1，1，1Lトリクロロ  

エタン，PCB，水銀等に着目する。  

（2）土壌中における微生物の挙動解析   

土壌中の微生物DNAを直接抽出する方法を開発す  

る。次いで，特異的なプライマーを用いて増幅，解析す  

るPCR－MPN法による微生物の迅速計数法を開発し，  

土壌中での微生物の挙動解析を行う。  

（3）微生物センサー機能を活用する有害物質モニタリ  

ング手法の開発   

運動性を有する微生物は外界からの化学物質等の刺激  

に応答して，その物質■に集積したり，忌避したりする性  

質を有することが明らかにされ？つある。この運動性に  

着目し様々な細菌を選抜し，画像処理による迅速高感度  

毒性試験法を開発する。  

（4）分子生態学的手法を用いる生態影響評システムの  

開発   

生態系への影響評価方法として微生物生態系に着日  

し，特に，エネルギー代謝，窒素代謝に関する微生物相  

等に着目し，これらの微生物の種類と量を，培養法およ  

びDNA法を活用して計数し，土壌生態系への影響を評  

価する。  

（5）土壌・地下水シミュレーターにおける修復技術の  

適応性の評価   

フラスコ・カラムレベルの基礎データを跨まえて，シ  

ミュレータを用いて，汚染物質，浄化微生物の消長を明  

らかにすると共に，汚染現場でのバイオレメディエー  

ションの有効性と安全性を評価する手法を開発する。  

（備考）  

共同研究グループ：九州大学農学部・広島大学工学部  

国立水俣病総合研究センター・  

株式会社荏原製作所  

〔成 果〕  

（1）遺伝子操作を用いた肱勅ゆ堺血sp．M株由来  

メタンモノオキシゲナーゼ（MMO）の構造一機能相関  

の解析を実施した。すなわち，腑勅殖び血sp．M株よ  

りクローニングされたMMO遺伝子を材料に野生型酵  

素よりも安定性／触媒活性の高い組換え蛋白を「設計」  

することを目的に，「分子設計」を行う際に必要な基礎  

データを集めることを前提に，初年度はそのための基本  

戦略）を検討した。MMOはヒドロキシラーゼ（H），  

レゼクターゼ（R）及び両者間での電子移動を調節する  

結合蛋白（B）計三つの構成要素からなり，RのFeS  

クラスターとフラビン補酵素を通じて系内に入った電子  

がBにより基質の結合と酸素分子の活性化を行うHに  

伝達されると考えられている。   

「分子設計」の基本戦略として，MMOの基本骨格で  

あるヒドロキシラーゼには手をつけず，その活性中心と  

直接相互作用することで周辺の立体構造を制御している  

と考えられる結合タンパク（B）に注目し．第一段階と  
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唆された。  

（4）バイオレメディエーションを実施した場合の生態  

系に与える影響を，微生物群集を解析することにより評  

価することを目的とした。本年度は培養法による各種の  

土壌微生物の計数法について，すでに方法が確立してい  

るものに関してはその確認を行い，さらにより簡便で再  

現性のある方法の開発を行った。   

好気性一般従属栄養細菌について，希釈平板法による  

計数法を検討し，糸状菌の生育阻害剤としてシクロヘキ  

シミド，バチルス尿細菌の生育を抑えるためのクリスタ  

ルバイオレットを加えた培地が，計数に適していること  

が判明した。またMPN法を検討し，96穴マイクロプ  

レート濁度法により生育の有無を判定し計数する簡便法  

を開発した。さらに，′ト試験管MPN法を用いる脱窒  

菌，ケロシン，メタノール分解菌，亜硝乳 アンモニア  

酸化細菌の計数法を確立した。  

して，ヒドロキシラーゼとの結合ドメインを調べるため  

の手法を模索した。結合タンパク（B）はCys残基を含  

まないことから，ヒドロキシラーゼと“非共有結合的  

に’’相互作用すると推定される。比較的弱い相互作用を  

生細胞で検出する方法としてTwo－Hybrid法を検討し  

た。これは相互作用を特定のレポ一夕一道信子の発現に  

変換することで検出するものである。真核生物転写因子  

のモジュールドメイン構造を利用しているBrent Lab  

で確立された“interaction trap”法を用いた。レゼク  

ターゼは結合タンパク（B）との結合力は弱く，電子伝  

達を調節するために，静電的／立体的な“反発”により  

レダクターゼがコンホーメーション変化を起こL活性が  

制御されるのではないかと考えられた。  

（2）土壌等の複雑な環境中において，従来用いられて  

いるプレーティング及びMPN法では，有機塩素化合物  

分阻菌呵ycobacteritmTA27株及びTA5株のみの検  

出及び計数が困難であるため，16S rRNA遺伝子を利  

用した特異的な菌の計数法を開発するため，16S  

rRNA遺伝子の配列の決定を行った。  

16S rRNA遺伝子の配列の決定は，TA5株及び  

TA27株の菌体よりtotalDNAを抽出し，16S rRNA  

遺伝子に特異的なユニバーサルプライマーを用いて  

PCRを行い，DNAを精製後，シークエンサーにより  

16S rRNA遺伝子の配列の決定及び系統樹の作成を  

行った。  

（3）浄化微生物の土壌中の局在性と挙動   

土壌の毛管孔隙に添加したBHC分解菌が増殖・生  

残・死滅する課程とそれに及ぼす有機質資材添加の影響  

を調べた。   

BHC分解菌の生残性（生残数と生残期間）を同一種  

類の処理区土壌の礼隙間で比較すると，対照区，稲わら  

区，堆肥区の場合は，穐毛管孔隙に菌を添加した方が租  

毛管孔隙に菌を添加した場合よりも生残性が大であるか  

同程度であった。しかし，厩肥区の場合では，租毛管孔  

隙に添加した方が純毛管孔隙に添加した場合よりも生残  

性が大であった。   

また，BHC分解菌の生残性は稲わら区＞堆肥区＞対  

照区の順に低下する傾向が認められた。この順位は，添  

加有機質資材から水抽出される易分解性有機質資材中の  

易分解性有機物がBHC分解菌のエサとして利用されて  

いること及び易分解性有機物含量の高い有機質資材ほど  

BHC分解菌の生残性を増大する効果が大きいことが示  

（2）北西太平洋の海洋生物化学過程の時系列観測  

〔代表者〕地球環境研究グループ：野尻幸宏  

〔分担者〕地球環境研究グループ：向井人史  

〔期 間〕平成9～14年度（1997”2002年度）  

〔目 的〕本研究は，国際共同研究であるJGOFS  

（JointGlobalOcean Flux Study）の枠組みの中で，  

北西太平洋高緯度海域の定点時系列観測を行う。高緯度  

海域の特徴である季節的な水温変化，混合層深度変化に  

よってもたらされる1各洋構造の変化を理解した上で，物  

質循環の季節変化の全体把握を行う。特に海域の二酸化  

炭素の交換（吸収・放出）にかかわる生物生産の規定要  

因を解明するために，炭酸系の精密観測，生物生産量と  

関連国子の解明に重点を置く。既存時系列観測である定  

期貨物船観軋衛星観測で得られる表面水情報と，この  

時系列観測で得られる，鉛直プロファイルの情報を総合  

解析することによって，季節的に変動する現象を正確に  

把握することができる。北太平渾では，ハワイとアラス  

カ湾の2点で時系列物質循環観測が継続されているが，  

我が国では外洋定点での時系列観測は行われていなかっ  

た。本研究課題によって，北緯440，東経155Dを定点と  

定める亜寒帯北西太平洋定点（KNOT：KyodoNorth  

pacificOceanTimeseries）観測が開始されることと  

なった。  

〔内 容〕北西太平洋亜寒帯域では，CO2の吸収・放  

出に大きな季節変化があり，3月には二酸化炭素分庄の  
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最大値がみられCOz放山域とLて作用する。春の植物  

生産で無機炭酸が固定され二酸化炭素分圧は低下し吸収  

域に変わる。秋に最低値となった後，混合層深度が増  

し，重機炭酸の回帰で冬季の二酸化炭素分圧上昇が起こ  

る。栄養塩類も，同様な季節変化を示す。これは，国立  

環境研究所とカナダ海洋科学研究所の共同プロジェクト  

による貨物船観測で確かめられた。このように，西部太  

平洋で二酸化炭素分圧，栄養塩類に見られる大きな季節  

振幅は，京都大乎洋では顕著でなく，西部太平洋の生物  

生産性の高さを示す結果となった。   

この機構の解明には，表層に限られる商船による観測  

では不十分で，海洋の鉛直構造≒関連物質の分布を計測  

できる，研究船の観測が必要である。特に時系列的に一  

定点で計測すると，季節変化を支配する要因の解明を行  

うことができる。   

本研究では，国内研究機関所尾研究船の北西太平洋高  

緯度海域航海の中で，一定点での質の揃った化学・生物  

観測を行い，時系列的にデータを集めて解析する。開始  

年度の本年度は，観測の枠組みの確立，観測設備と機器  

の整備を行った。   

観測の枠組みとしては，1998年から2000年の本課題  

集中観測期間における，本課題協力機関の既存航海予定  

を考慮し，本課題観測要員が乗船して観測する時系列計  

画を立てた。   

観測設備と横着削こついては，炭酸系の船上測定機器と  

して，二酸化炭素分圧測定装置，全炭酸アルカリ度自動  

測定装置の新規開発を行った。  

となった。   

CTD（電導度，水温，深度分布），化学成分（全炭  

酸，アルカリ度，栄養塩，溶存酸素）．生物生産量，植  

物色素，周辺海域pCO2の測定を，指定航潅の必須項目  

として，それに必要な観測機材の整備を行った。   

また，観測の標準化に必要な標準海水試料の調整とし  

て，亜熱帯太平洋表層海水を大量に採取し，栄養塩分析  

作業用ろ過海水，全炭酸・アルカリ度測定用標準海水の  

調整を行った。  

（2）二酸化炭素分圧測定装置の整備   

水産庁水産工学研究所の大型室内海水プールを用い  

て，国内研究機関の測定装置を持ちよる相互比較実験  

を，戦略的基礎研究課題参加研究者の協力を得て行っ  

た。相互比較実験で発案されたバブリング式とミキサー  

式気液平衡器の組み合わせであるタンデム方式平衡器を  

応用し，船上使用にあう一体型平衡器を製作した。この  

装置を，日加間定期貨物船による観測航海でテストし，  

良い結果を得た。これらの結果を踏まえて，本課題によ  

る時系列観測用の標準測定システムを完成させた。   

また，定点時系列観測における大気・海洋二酸化炭素  

測定用標準ガス調製と，標準化システムの準備を行っ  

た。  

（3）全炭酸・アルカリ度測定装置の整備   

全炭酸・アルカリ度の精密測定は，定点時系列観測に  

おいで，二酸化炭素の収支とその生物活動との関連を解  

明するために，最も必要な項目である。従来から，船上  

で電豊満定装置によって全炭酸分析が酸塩基滴定によっ  

てアルカリ度が測定されてきたが，特に従来のアルカリ  

度測定では，開放型のセルで行っているという原理的な  

問題があった。本吉果題の観測を進める上で，これらの高  

精度化と正確さの確保をはかるために，温度管理の徹底  

した自動全炭酸電菜摘走システムと密閉セルによるアル  

カリ庭滴完システムを一体化した自動装置の開発を行っ  

た。   

アルカリ度は海水中の強塩基と強酸の差の量であり，  

ほぼ炭酸水素イオン量に対応する量である。これは希塩  

酸によって海水を滴完して求めるのであるが，開放系で  

の滴定では生成した二酸化炭素が時間を追って逸脱して  

いくので，終点決定が不正確になる。   

これまでも，二酸化炭素の逸脱がない密閉セルに酸を  

加えていく方法が，高精度化 正確化のために行われて  

いる例があったが，この方法では，セルの交換，洗浄の  

〔成 果〕  

（1）定点時系列観測体制の構築   

海洋定点時系列観測は，海洋での生物化学過程の季節  

変化と，長期の海洋環境変化を解明するアプローチで，  

北太平洋ではハワイ，アラスカ湾で継続されている。我  

が国では，これまでは外洋定点での時系列物質循環観測  

が行われていなかったが，本研究課題が採択され，亜寒  

帯北西太平洋定点観測を開始することとなった。   

本年は，研究機関の協力体制と近隣海域調査観測船の  

ネットワークで，次年度以降の定点観測維持体制を作り  

上げた。計画会議，外国研究者を含むワークショップを  

通じて今後の維持体制を協議し，1998年の観測船定点  

訪問として9匝】が確保できること，今後2－3年にわた  

り，同程度の回数の定点訪問が継続できることが明らか  
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自動化が困難であった。今回，→定量の海水を滴定セル  

の密閉度を保ったままで自動的に送液する方法を，光検  

出素子の応用で実現し，十分な繰り返し再現性を得た。  

その結果，全炭酸，アルカリ度を自動測定する小型の船  

上装置が完成した。  

ただけでは，添加した微生物が担体へ付着する前に洗い  

出しが起こる可能性があることから，適正な担体の選定  

とともに，水理学的滞留時間等の操作条件の適正化が必  

要であると考えられた。また，大量培養時の環境要因と  

して窒素，リン，BOD濃度を変えて培養を行ったとこ  

ろ，窒素，リン濃度がそれぞれ0”50mg／7の範囲で  

は，輪虫の／ノに大きな変動は見られないこと，Glucose  

を基質とした場合，BOD濃度0－200mg／上の範囲で，  

輪虫の〃は，BOD濃度の増加とともに高くなる傾向が  

見られた。これらのことから，輪虫は幅広いPO4－P，  

N‡i。－N 濃度に適応でき，BOD 構成成分である  

Glucoseの添加は，輪虫の増殖速度を高める効果がある  

ことがわかった。さらに，既往の研究から塩濃度，pH  

についても広範囲で輪虫は増殖可能であり，このこと  

と，本研究結果から，鈴虫を生物処理反応槽内に優占  

化・定着化させるための環境条件の範囲は広く，接種し  

た輪虫を効率的に担体へ定着させるためには，有機物，  

栄養塩類等の濃度といった化学的条件よりも，むしろ撹  

絆や充てんされている担体の構造といった物理的条件が  

大きく影響することが示唆された。  

〔発 表〕b33，36，71，73  

（3）生物・物理・化学的因子の制御による微生物細胞  

の活性化・機能強化  

〔代表者〕筑 波 大 学：前川孝昭  

〔分担者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

【期 間〕平成8－12年度（1996～2000年度）  

〔目 的〕水環境修復に貢献する微生物としては，有用  

な機能を持つ細菌，菌類，原生動物，微小後生動物が重  

要な位置付けにある。これらの微生物は，生物・物理・  

化学的因子との相互作用系の中で，汚濁物質の分解，水  

の透明化，汚泥の減量化，窒素・リンの除去等に関与し  

ている。汚水処理を効率よく行うためには，有用微生物  

をバイオリアクターヘ高密度に冠着させることが有効と  

考えられている。しかし，微小後生動物は細菌や原生動  

物と比較し，比増殖速度（／」）がかなり低いためにその  

密度を高めることが困難となる場合がある。このため，  

生物・物理い化学的因子の制御による微生物細胞の活性  

化・機能強化の重要な一項として，有用微生物を大量に  

培養し，排水処理等の馴ヒプロセスに定着化させる手法  

を開発する必要がある。そこで本研究では，処理水の透  

明化に微小後生動物翰虫類P九地dわ旭βり亡九γ呼んf血J刑α  

に着目し，リアククーヘ輪虫を添加した場合の水質およ  

び輪虫，細菌の個体数の変動についての各環境因子から  

の存在効果，定着性の解析，評価と輪虫の大量培養の最  

適化に及ぼす重要な環境要因としてのBOD，窒素およ  

びリン濃度の影響について検討を行った。  

〔内 容〕孔径の異なる多孔質担体を充てんしたリアク  

クーヘ，輪虫を接種し，人工排水を用いて処理実験を  

行ったところ，透視度ユ00cm以上の透明な処理水を得  

ることができた。この時，輪虫接種直後の担体に付着し  

た輪虫の個体数は，担体の孔径の遠いが，初期定着性に  

大きく影響し，輪虫の体長である約300／ノmよりも担体  

の平均孔径が大きい場合には，担体に定着しやすいこと  

が明らかとなった。このことから，輪虫を接種し，迅速  

に担体へ効率的に走者させ，浄化能を高めるためには，  

担体の孔径が重要な因子となることがわかった。現場で  

の応用を考えた場合，既存の施設に有用微生物を投入し  

（4）電気自動車用電池管理システムの実用化研究  

〔代表者〕地域環境研究グループ：近藤美則  

〔分担者〕N E D O：河上清源  

〔期 間〕平成9－10年度（1997”1998年度）  

〔目 的〕地球温暖化に代表される地球環境および自動  

車排気ガスによる大気汚染等の地域環境の改善には，電  

気自動車が非常に有効であり，そのための研究・開発が  

官・民を問わず進められている。ところが，電気自動車  

に搭載した組電池間のアンバランスにより，実際の利用  

時における動力性能が公称能力をはるかに下回ることが  

明らかになってきている。親電池としての性能と寿命を  

向上させる手法とLて，単電池（12Vモジュール）ごと  

に管理用の測定モジュールヤ小型充電器を装着するシス  

テムが提案され，最近の電気自動車に多く採用されてい  

るが，高電圧化する最新の電気自動車においてはシステ  

ムが複雑となり故障の原因や設置場所の居で問題があ  

る。また，電池状態を常に均等に保つには，単電池ごと  

に電池状態を管理するのではなく，単電池のセルごとに  

管理をするのが理想である。   

本研究では，（1）実用型のセル単位での監視が可能  
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なセル監視式電池管理システムの開発，（2）セル監視  

式管理システムの量産電池への組み込み時の技術基準の  

抽出，（3）車両用組電池にセル監視式電池管理システ  

ムを採用した際の運用基準の確立によって組電池内に生  

じるアンバランスを解消し，電気自動車用電池の利用効  

率を大幅に向上させる技術を確立する。同時に，電気自  

動車の使い勝手を大きく左右する電池の残存容量表示計  

の信頼性向上をはかる。これらを通して，実用時の組電  

池の性能を電池単体の公称能力に近づけることを目的と  

する。本研究所の分担は上記の（3）である。  

〔内 容〕個別充電方式による電池管理方法を採用した  

小型高性能電気自動車エコビークルの電池及び管理シス  

テム部分を，セル監視式電池管理システムを組み込んだ  

電池及びその管理システムに置換した状態でエコビーク  

ルの試用試願，シャシダイナモメータ上での都市内走行  

模擬試験を行い，個別充電方式及びセル監視式の電池管  

理システムの比較評価並びにセル監視式電池管理システ  

ムの運用基準を求める。本年度はエコビークルヘの電池  

の組み込みのための改良および評価手法の検討を行っ  

た。以下に研究成果を示す。   

1）電池のセルごとの電圧と温度等の情報を外部と通  

信系により交換可能なセル監視式電池管理システム  

用検出モジュール（以下，検出モジュール）を開発  

した。   

2）セル監視式電池管理システムの評価実験を行うた  

めの前準備として，本研究所が開発したエコビーク  

ル（車名：ルシオール）の電池に検出モジュールを  

組み込むための作業を行った。   

3）充放電効率の測定実験および充放電時の状況と電  

圧のばらつきとの関係を明らかにするために，ルシ  

オールの走行状態におけるモータおよび電池等にお  

ける電流，電圧等の実測値・指令値を100Hzで高  

速サンプリング可能な計測器を開発した。   

4）個別充電方式用組電池のデータを測定するため  

に，単電池ごとに電圧と温度センサを取り付け，外  

部コンピュータでデータ取得が可能となるよう改造  

するとともに，走行実験に必要なセンサ，計測器類  

を車両に取り付けた。   

5）同方式による電池管理システムの評価前にデータ  

取得方法の検討を行い，ルシオールに標準で採用し  

ている個別充電方式とセル監視式電池管理システム  

によって充電された電池を用いて走行試験を行い，  

一充電走行距離と電池電圧のばらつきを測定するこ  

ととした。  

（備考）   

通商産業省工業技術院機械技術研究所エネルギー部エ  

ネルギー利用技術研究室長清水健一氏提案の研究課題の  

分担課題であり，日本電池株式会社よりNEDOへ出  

向，そのNEDOから研究所へ派遣されている河上清源  

氏との共同研究である。  

〔発 表〕b－99  

（5）超伝導受信横を用いたオゾン等の大気微量分子の  

高度分布測定装置の開発  

〔代表者】地球環境研究グループ：中根英昭  

〔担当者〕地球環境研究グループ：秋吉英治・長浜智生＊  

（＊科学技術特別研究員）  

〔目 的〕近年，オゾン層破壊が予想されたよりも大き  

な速度で進行している。オゾン層破壊の激しいのは極城  

であるが，その影響が中緯度に及んでいる。オゾン層破  

壊の原因を明らかにするためには，オゾン及びオゾン層  

破壊の証拠物質であるC10の高度分布を測定すること  

が必要である。ミリ波分光計はオゾンとC10の両分子  

を測ることのできる装置であるが，オゾンとClOの両  

者をを観測するためには，200GHz帯の分光計の開発が  

必要である。本研究は，200GHz帯のミリ波分光計を開  

発し，これを南米チリに設置して観測を行うとともに，  

観測データを用いて，南極オゾンホールとの関係等，オ  

ゾン及びオゾン破壊物質の動態解明とモデル化を行うこ  

とを目的とする。  

〔内 容〕本研究は次の3つのサブテーマから構成され  

ている。  

（1）大気微量分子高度分布測定システムの開発  

（2）エアロゾル変動の解析とモデル化  

（3）オゾン・C10変動の解析とモデル化  

サブテーマ（1）は名古屋大学理学研究科（－▲部東京学  

芸大学教育学部），サブテーマ（2）は名古屋大学大陽  

地球環境研究所，サブテーマ（3）は国立環境研究所が  

受け持っている。   

サブテーマ（1）では，ミリ波観測システムの開発，  

超伝導受信機の開発，4Kクライオスダットの開発，ミ  

リ波観測プログラムの開発，ミリ波分光計の開発を行  

い，ミリ波ClO・オゾン分光装置を完成させる。これ  

を，南米チリ中部の山上の天文観測所のあるプンタアレ  
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ナスに設置して観測を行う。   

サブテーマ（2）では，レーザーレーダーによるエア  

ロゾルの観測に基づいて，極竣成層困雲等のエアロゾル  

変動の解析とモデル化を行う。   

サブテーマ（3）では，サブテーマ（1）で得られた  

オゾン及びClOの観測データに基づき，その変動の解  

析，モデル化を行う。モデル化に際しては，サブテーマ  

（Z）で得られたエアロゾル変動モデル等を用いる。   

サブテーマ（3）においては，平成9年度には，まず  

3次元気象データの整備を行うために，高速・大容量の  

ディスクアレイシステムをワークステーションに接続  

し，流跡線解析プログラムを実行した。これによって得  

られた流跡線上で光化学モデルを走らせ，オゾン，C10ゴ  

濃度（混合比）が，極域成層圏雲に触れる前後で大きく  

変化する等，安当な振る舞いを示すことを確認した。  

〔発 表〕a一紙75  

質汚濁の原因となっている。一九二次処理水を用いて  

植物を水耕栽培することにより水中の窒素やリンを除去  

すれば，水質の改善と栽培肥料の節減の両面で有効な結  

果が期待できる。そこで，下水二次処理水を利用した野  

菜栽培技術を開発するとともに，二次処理水中の栄養塩  

除ま効率と栽培植物の生育効率を最適化する栽培条件を  

検討する。  

〔内 容】下水二次処理水とほぼ同一の栄養塩組成をも  

つ人口下水二次処理水を銅製し，これを連続的に水耕栽  

培用の栽培糟に供給してリーフレタスを水耕栽培した。  

栽培糟に供給する処理水の流量が1－128〃血yの範囲  

内で5段階に異なる処理区を設定L，各処理区で生育し  

たリーフレタス個体の生育重量を比較したところ，流量  

16J／dayの処理区で，生育重量が最大となることがわ  

かった。  

（8）都市ヒートアイランドの計測制御システム  

〔代表者〕地球環境研究センター：一ノ瀬俊明  

〔期 間〕平成8－12年度（】996～2000年）  

（目 的〕都市の人工排熱を通じ，人間活動が都市の熱  

環境に与えるインパクトを正確に評価し，都市構造及び  

人間活動の制御がどの程度こうしたインパクトを軽減し  

うるのかを定量的に明らかにするため，地表面境界条件  

の重要な要素である都市人工排熱や土地利用・地表面物  

性の詳細なデータを作成し，ヒートアイランドや大気汚  

染現象の数億シミュレーションに反映させる。  

〔内 容〕過去150年間（4時点）における日本全国の  

2kmメッシュ土地利用データセット（LUfS）をもと  

に，メソスケール気象モデルCSUMMによる地上気  

温場，地上風系の数値シミュレーションを行い，平野部  

の都市化に代表される近世以降の土地利用変化がもたら  

した局地的な気候変動の定量化を試みた。東京，大阪，  

福岡の周辺では，夏の静穏日における地上気温への影響  

が顕著であった。  

〔発 表〕ト5，11，i－2，3，5，7，8  

（6）乗アジアにおける酸性物質及びオゾンの生成と沈  

着に関する観測と環境影響評価  

〔代表者〕東京大学：秋元 肇  

〔分担者〕化学環境部：横内陽子  

〔期 間〕平成8～12年度（柑96～2000年度）  

〔目 的〕東アジア械における対流圏オゾン及び酸性物  

質の生成と輸送・沈着のメカニズムを明らかにするた  

め，局地的汚染の影響を受けないリモート・ステーショ  

ンにおけるオゾン，酸性物質およぴそれらの前駆体の濃  

度変動を把握する。  

〔内 容〕沖縄県辺土岬における大気集中観測に参加  

し，海洋起源ハロカーボン類，イソプレン等の日変動観  

測を実施した。また，航空機によって沖縄上空の大気を  

高度別に採取し，ハロカーボン等の測定を行った。これ  

らの結果から，沿岸域が塩化メチルの重要な発生源であ  

ること，島の植生から発生するイソプレン濃度は日中3  

〝6ppbに達することが明らかとなった。  

〔発 表〕d38  

（7）自立型都市をめぎした都市代謝システムの開発  

（代表者〕生物圏環境部二大政謙次  

【分担者〕生物圏環境部：戸部和夫・清水英幸  

〔期 間〕平成8～10年度（ユ996－】998年度）  

〔目 的〕‾ド水処理場から放流される二次処理水中に含  

まれる窒素やリンは，閉鎖性水域での富栄養化による水  

（9）都市交通の環境負荷制御システムに関する研究  

〔代表者〕上 智 大 学二岩田規久男  

〔分担者〕社会環境システム部：日引 聡  

〔期 間〕平成9－j4年度（j997”2002年度）  

〔目 的〕本研究では，時系列データを用いて，輸送需  

要に関する計量経済モデルを構築し，以Fの点について   
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分析することを目的としている。   

①貨物輸送における輸送分担率変化の要因分析   

②輸送モード間の代替弾力性の推計   

③炭素税の導入による，自動車から鉄道あるいは海  

運へのモーダルシフトの効果及び輸送部門からの二  

酸化炭素排出量削減効果の推計  

〔内 容）貨物輸送における輸送手段の選択決定に関す  

る従来の研究をサーベイし，計量モデル構築に当たり，  

どのような関数形を用い，どのような統計的手法を使っ  

ているか，また，どのような推計結果を得ているかにつ  

いてまとめた。さらに，サーベイを基礎にして，どのよ  

うなモデルの構築が可能かについて考察し，理論モデル  

のフレームワークについて検討した。また，モデルのパ  

ラメータ推定のために必要なデータを収集した。  

化 学 環 境 部：彼谷邦光  

水土壌圏環境部：徐 開欽  

〔期 間〕平成9”14年度（1997”2002年度）  

〔目 的〕本研究においては，生活排水の高機能新設型  

の合併処理浄化槽として，BODlOmg／l以下，SS10mg／l  

以下，TNlOmg／l以下，TPO．5mg／L以下の処理能力  

を有する窒素・リン除去流量調整型ヘドロセラミックス  

充てん生物ろ過システムの開発および河川・水路の直子妾  

浄化手法として栄養塩類も除去可能な省エネルギー，省  

メンテナンスなシステム技術の確立を目的として最適な  

充てん担体の特性評価と実態調査研究を行った。  

〔内 容〕生物ろ過システム充てん担体の最適物性値と  

して，粒径6”9mm，比重1．15が得られ，リン除去方  

法においては，濃厚塩化第二鉄法，鉄電極法，アルミ電  

解法3方法をスクリーニングできた。また，既存の河  

川・水路浄化施設を調査した結果，有機物に対する効果  

的な処理は行えるものの窒素・リンの除去は難しく，適  

正な担体の充てんと嫌気好気の組み合わせを行い，かつ  

目詰まりの起こりにくい構造に配慮したシステム設計の  

重要なことがわかった。  

〔発 表〕b－6，13，18，25，28  

（10）生態工学を導入した汚濁湖う召水域修復技術の開発   

とシステム導入による改菩効果の総合評価に関する   

研究  

〔代表者〕東 北 大 学：須藤隆一  

〔分担者〕地域環境研究グループ：稲森悠平・水落元之  

生 物圏 環境 部：渡辺 信  
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2．18 地方公共団体公害研究機関と国立環境研究所との共同研究  

研究課題1）河川における農薬流出量の定量評価の研  

究  

〔担当者〕水土壌圏環境部二井上隆信  

北海道環境科学研究センター：沼辺明博  

長野県衛生公害研究所：佐々木n敏  

福岡県保健環境研究所：永淵 修  

〔内 容〕北海道環境科学研究センターでは水田で散布  

された農薬の水田内と流出先の河川における濃度・負荷  

量変化，長野県衛生公害研究所では果樹栽培地域から流  

出する農薬の河川での濃度・負荷量変化，福岡県保健環  

境研究所では，水田内での農薬濃度変化とダム湖流入後  

の農薬濃度変化の各調査を実施した。これらの調査結果  

をもとに，農薬濃度変化モデルの構造とパラメータにつ  

いて検討を行った。  

〔発 表】G、2，3  

〔内 容〕衛星センサーからのリモートセンシング画像  

データを用いて，北海道の釧路湿原の植生分布および季  

節変化を観測した。また，GPSシステムを用いて湿原  

の地上探査を行い，詳細な相生分布データおよび分光ス  

ペクトルデータ等を収集し，GISデータとともにデータ  

ベース化した。これらのデータに基づき，人工衛星デー  

タから，植生分布図を作成する手法に関して検討を行っ  

た。  

〔発 表〕C－43，45  

研究課題 4）室内環境中の有害物質のモニタリングと  

生体影響について  

〔担当者〕地域環境研究グループ：相馬悠子  

北海道立衛生研究所：小林 智  

〔内 容〕大気中揮発性有機化合物の個人暴露量を拡散  

サンプリング法で行うためには，バックグランドが非常  

に低いこと，多数のサンプリングチューブのバックグラ  

ンドが全部一定である必要がある。そこで本年度は，充  

てん剤の検討を主に行った。有機ポリマーTenax TA，  

炭素系充てん剃A汗Toxics，同じくPEJ－02である。  

バックグランドが低く，バックグランドの標準偏差も小  

さいのはTenax TAとPEJ－02で，これは収納容器の  

影響も多分によると考えられた。これを使用して，個人  

暴露量，室内汚染調査を行った。  

〔発 表〕d20  

研究課題 2）湖水中のN．P，Si含量及びその元素比  

と植物プランクトン組成との関係に関する  

研究  

〔担当者〕地域環境研究グループニ高相典子  

北海道環境科学研究センター：三上英敏・石川 靖  

青森県環境保健センター：三上 一  

栃木県保健環境センター：中島 孝  

福井県環境科学センター：片谷千恵子  

福岡県保健環境研究所：笹尾敦子  

鹿児島県環境センター：平江多積  

〔内 容〕全国の湖沼の窒素とリンの現存量ならびにそ  

の比と植物プランクトンの種組成の関係を明らかにする  

ため，阿寒湖，大沼，支第湖，洞爺湖，茨戸湖，十和田  

湖，中禅寺湖，湯の湖，≡方湖，北方湖，水月湖，鰻  

池，池田湖，力丸ダム，広川ダム，日神ダムその他23  

湖沼について栄養塩と植物プランクトン組成を明らかに  

した。  

研究課題 5）①酸性降下物に含まれるリン酸の量とそ  

の季節変化 ②樹木樹皮による酸性環境汚  

染物質蓄積の検討  

〔担当者〕地域環境研究グループ：佐竹研一  

福島県衛生公害研究所：佐藤聡美  

〔内 容〕リンは生命活動を支える最も基本的な元素で  

あり，生態系には主としてリン酸として供給される。し  

かし，一般に降水に含まれるリン酸の量は微量であり，  

リン酸の重要性にもかかわらずほとんどその測定が行わ  

れていない。そのため本共同研究ではまず降水に含まれ  

るリン酸の微量定量法の基礎的検討を行った。   

研究課題 3）リモートセンシングによる湿原環境モニ  

タリング手法の研究  

〔担当者〕社会環境システム部：田村正行・清水 明・  

山形与志樹  

北海道環境科学研究センター：金子正美・′J、野 理  
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研究課題 6）猪苗代湖の環境変動が水草に与える影響  

〔担当者〕生物圏環境部：渡逓 信  

福島県衛生公害研究所：千葉寿茂  

〔内 容〕カタシヤジクモに対する農薬の影響を培養実  

験において定量的に観察するための一歩として，カタ  

シヤジクモの培養を試みた。野尻湖より採取した底泥を  

3Lのビーカーの1／4程度の高さにいれ，川砂をまぜ，  

蒸留水を注ぎ，二層培地とした。そこにカタシヤジクモ  

を植え，20℃，3000ルックスで培養した結果，1カ月  

でかなりの増殖をしめした。その後，一個体のカタシヤ  

ジクモを新鮮な培地に植え継ぎし，同様の条件で培養し  

た結果，同様の良好な増殖をえることができたことか  

ら，この条件でカタシヤジクモは安定した増殖を示すこ  

とが判明した。  

〔発 表〕H－20  

中途覚醒反応との関係等を，定量的に解析中である。  

研究課題 9）未利用資源を活用した接触材等に関する  

研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

東京都環境科学研究所：木村賢史  

〔内 容〕下水処理場から発生する余剰汚泥を焼結セラ  

ミックス加工した汚泥レンガを浄化接触材として活用す  
るための評価を行った。その結果，自然石やコンクリー  

ト等と比較して生物付着親和性は同等以上の特性を有し  

ていること，水域の護岸，砂利等の代替材や排水処理プ  

ロセスにおける浄化接触材として活用可能なことを明ら  

かにした。  

〔発 表〕B－15，b－40  

研究課題10）高濃度大気汚染生成横構の解明に関する  

研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：若松伸司・上原 清  

大気 圏環境 部：鵜野伊津志・松井一郎  

神奈川県環境科学センター：阿相敏明・須山芳明  

〔内 容〕関東地域における広域大気汚染の生成機構を  

解明するためのデータ解析並びに共同観測を実施した。  

関東西部山岳地域や太平洋上での航空機を用いた観測  

データを用いて大気汚染物質の垂直分布の特徴や山岳地  

城への汚染空気の流入機構を把握するとともに高濃度の  

汚染空気が太平洋上に広域にわたり存在している状況を  

解析した。  

〔発 表）b－216  

研究課題 7）新潟県六日町地域の地盤の圧密特性と消  

雪用地下水の揚水による地盤沈下  

〔担当者〕水土壌圏環境部：陶野郁雄  

新潟県衛生公害研究所：関谷一叢  

〔内 容〕前年度六日町において，ポーリング孔を利用  

した地盤沈下観測システムを設けた。本年度はすぐ近く  

に新潟県が設置した地盤沈下観測井があるので，地下水  

位の変動を計測するのを止めて，この内に鉄パイプを挿  

入し，この抜け上がり量とアラミド繊維を用いた方法に  

よる沈下量の計測を比較できるようにした。この結果，  

ほほ同じような値をとることがわかった。また，この地  

点におけるボーリング試料による圧密試験を実施した結  

果，深度40m以浅の粘性土層が軟弱で著しく圧縮する  

地層であることがわかった。  研究課題11）環境中での農薬の分解消失に関する研究  

〔担当者〕水土壌国環境部：井上隆信  

神奈川県環境科学センター：伏脇裕一  

〔内 容〕農薬は多種類が使用されており，それぞれの  

濃度の測定から環境中での影響評価を行うことは難し  

い。そのため，毒性評価手法として，培養細胞試験法の  

適用を試みた。化学物質に対して極めて高い感受性を持  

つ細胞を用い，その細胞増殖カープを作成することで毒  

性評価を行う手法とした。実際の農耕地河川にこの手法  

を適用し，増殖阻害率について検討を行った。  

研究課題 8）沿道環境における快適性に対する自動車  

交通騒音の影響の調査  

〔担当者〕環 境 健 康 部：影山隆之  

千葉県環境研究所：石井 暗  

〔内 容〕等価騒音レベル（LAe。）としては同じ昔環境  

下であっても，大型車走行等によるノイズイベントがあ  

る場合には，睡眠への影響が大きいことが示唆されてい  

る。そこで，千葉県A市B街道に面した民家におい  

て，終夜の交通量調査・騒音調査およぴアクチメトリに  

よる睡眠調査を行った。大型車割合などの交通条件とノ  

イズイベントの発生頻度等との関係，ノイズイベントと  
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研究瓢喝12）人工衛星データによる湖沼および湾のク  

ロロフィルα濃度の推定手法に関する研究  

〔担当者】社会環境システム部：田村正行・清水 明・  

L山形与志樹  

横浜市環境科学研究所：水尾寛己  

〔内 容〕人工衛星データLANDSAT／TMと，実際に  

東京湾で測定したデータを用いて，統計的方法でT入′1  

各バンドとクロロフィルα濃度との関係を調べた。ま  

た，TM各バンドと浮遊粒子状物質との関係を調べ，エ  

アロゾル効果の指標として使用した。さらに，これらの  

結果に基づき，TⅣⅠデータによるクロロフィルα濃度の  

推定手法について検討した。その結果，大気補正および  

クロロフィルαの推定において有効な手法が得られた。  

ための大気・土壌総合化モデルと国際共同観測に関する  

研究の一環として，地上観潮を実施した。オゾン，二酸  

化イオウ，エアロゾル中のイオン種の測定を行った。ま  

た，乾性沈着長の測定のために，1～2二週間の捕集によ  

る大気汚染物質濃度の測定を行い，大気中のガス，粒子  

状成分の分布を明らかにし，乾性沈着量の算定を行っ  

た。  

〔発 表〕A－85～87，a－114～117，l19～1Zl，123，124  

研究課題 ほ）環境大気中における植物起源有機物質の  

役割の解明  

〔担当者〕化 学 環 境 部：横内陽子  

長野県衛生公害研究所：笹井春雄  

〔期 間〕平成9年度（1997年度）  

〔内 容〕長野県小谷において観測したイソプレン，モ  

ノテルペン等の植物起源有機化合物，及びオゾン，窒素  

酸化物等のデータを基に森林地域における自然・人為起  

源化合物の挙動の解析を行った。  

〔発 表〕d－41  

研究課題13）車軸藻の絶滅・絶滅危惧種の保護と自然  

界への復元に関する研究一幸軸藻類を中心  

にした湖沼水革帯の復元手法と水質浄化機  

能の検討－  

〔担当者〕生物 圏環境部二渡逓 信  

長野県衛生公害研究所：樋口澄男  

〔内 容〕野生絶滅種とランクされたホシツリモは，現  

野尻湖産のものが培養されている。培養されたホシツリ  

モをいかに野尻湖に復元させる手法の開発を行ってい  

る。ホシツリモ絶滅の最大要因である草魚の捕食を防ぐ  

ため，草魚防御柵を作り，そこにホシツリモをいれ，そ  

の繁殖を観察した。その結果，①湖内でのホシツリモの  

発芽，越冬が可能であること，②植栽法として密植が有  

効であること，③′ト動物の共存の重要性が明らかとなっ  

た。  

研究課題16）水域におけるトリハロメタン前駆物質の  

挙動に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：今井章雄  

長野県衛生公害研究所：小沢秀明  

〔内 容〕長野県内の湖沼および水道として利用可龍な  

河川（千曲川，犀川，裾花川）における水中有機物およ  

び無機成分の物理化学的特性やトリハロメタン等の消毒  

副生成物の生成特性を明らかにした。また，物理化学的  

特性と消毒副生成物生成特性との関連性について検討を  

加えた。  

研究課題14）東アジアの環境酸性化物質の物質収支解  

明のための大気・土壌締含化モデルと国際  

共同観測に関する研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：村野健太郎  

地球環境研究センター：畠山史郎  

長野県衛生公害研究所：河原純一  

奈良県衛生研究所：松本光弘  

福岡県保健環境研究所：宇都宮彬  

長崎県衛生公害研究所：釜谷 剛  

鹿児島県環境センター：木山祐三郎  

沖縄県衛生環境研究所：金城義勝  

〔内 容〕東アジアの環境酸性化物質の物質収支解明の  

研究課題17）生物処理を利用した土壌・地下水の汚染  

浄化に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：矢木修身  

名古屋市環境科学研究所：伊藤英一・榊原 靖  

朝日致智・成瀬洋 児  

渡辺正雄・松井義雄  

〔内 容〕フタル酸エステル及びテトラクロロエチレン  

分解菌の検索を行った。テトラクロロエチレン汚染土壌  

集積培養液は，水飽和テトラクロロエチレン溶液を分解  

できた。ブタル醗エステル分解菌を用いる汚染土痍の浄  

化を目白勺として，分解菌の大量培養法を行った。  
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研究課題18）騒音苦情と土地利用の相関などに関する  

解析  

〔担当者〕社会環境システム部：大井 絃  

大阪府公害監視センター：下元健二  

〔内 容〕大阪府での騒音公害苦情の発生件数を，人口  

密度に対する一定人口当たりの苦情発生件数の関係にお  

いて検討した。その結果，500メートルメッシュでの集  

計において，発生件数は人口密度とは関係なくほほ一定  

ないしは微減することを明示した。また，一完人口当た  

りの苦情発生件数の差違が，地域の特性で説明できるこ  

とを示した。これらのことは，人口密度が高いと一定人  

口当たりの苦情件数は増加するという説を否定する。  

研究課題 21）山間部表流水を原水とする水道水の消毒  

副生成物の挙動と生成機構  

〔担当者〕化 学 環 境 部：安原昭夫・l山本黄土  

兵庫県立衛生研究所：寺西 清  

（内 容〕兵庫県内で水道原水として使用される山間表  

流水を採取して塩素処理（消毒）を行い，副生成物につ  

いて調べた。投入塩素量の約1ヲ名が有機塩素化合物とし  

て検出された。吸着性有機ハロゲン濃度を測定したとこ  

ろ，60～160ppbであった。また，処理水を溶媒で抽出  

し，GC－ECD，GC／MSで測定したが，有機塩素化合物  

はほとんど検出されず，含酸素有機化合物が多数検出さ  

れた。  

〔発 表〕d－37  

研究課題19）有害化学物質による現場員荷の定量化と  

その影響の評価手法の検討  

〔担当者〕地域環境研究グループ：森口祐一・田遠 潔  

大阪府公害監視センター：服部孝和・鎌田暁義  

〔内 容〕本共同研究は，環境濃度の実測や，発生源モ  

デルと環境動態モデルによる予測を用いて，有害化学物  

質による地域レベルの環境リスクの評価を試みるもので  

ある。本年度は，大阪および筑波で，VOC（揮発性有  

機化合物）・有害大気汚染物質を中心とする研究会を開  

催して情報交換を行うとともに，有害大気汚染物質によ  

る発がんリスクおよび物質別寄与について試算を行うた  

め，大阪府下における実測調査結果の整理・解析を行っ  

た。  

研究課題 22）藻類の異常発生機偶に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：矢木修身  

鳥取県衛生研究所：南條智之  

〔内 容〕富栄養化の進行した湖山他における水の華の  

発生要因を明らかにするため，湖山池より分離した  

怖∽伊血を用いて，湖水の藻類増殖制限物質につい  

て検討を加えた。夏季にはIノン，窒素が同時制限物質で  

あったが，秋季から春季にかけては，EDTAのみか  

EDTA・リン・窒素が同時制限物質であった。EDTA  

の由来として，肥料の可能性が示唆された。  

研究課題 23）生活排水，汚濁湖沼水等の有用生物を活  

用した水質改善技術の開発と高度化及びそ  

の評価に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

岡山県環境保健センター：山本 淳  

〔内 容〕湖沼水質保全特別措置法の指定湖沼となって  

いる児島湖の水環境修復手法として，嫌気好気循環プロ  

セスにアルミニウム電解法をハイブリッド化した高度合  

併処理浄化槽の開発を行った。その結果，リン除去に有  

効な通電量は約2．7”2．9mvで，長期的かつ安定的に有  

機物，窒素，リンの同時除去が可能となることを明らか  

にした。  

【発 表〕b6，44，45，52  

研究課題 20）環境有事化学物質としての界面活性剤の  

河川流域内動態評価  

〔担当者〕水土壌圏環境部：井上隆信  

兵庫県立公害研究所：古武家善成  

〔内 容〕非イオン系界面活性剤は生産量が陰イオン系  

に匹敵するレベルまで増加し，一部の種類では代謝物が  

内分泌撹乱物質として問題視されている。現在，非イオ  

ン界面活性剤の分別定量にはlノC等の機器分析法が適用  

されつつあるが，簡便性，全量分析などの点からJISで  

は吸光光度法が採用されている。しかし，この方法では  

感度面などで不十分なところがあるため改良を行い，改  

良法を兵庫県内の河川に適用した。  

研究課題 24）難分解性化合物分解菌の検索及び特性に  

関する研究  

〔担当者）水土壌圏環境部：内山裕美  
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岡山県環境保健センター：伊東清美  

〔内 容）岡山県の工場排水処理施設の活性汚泥，脱水  

ケーキ，クリーニングエ場の排水口側溝土壌等を採取  

し，テトラクロロエチレン（PCE）分解浦性の分布を調  

査した。この結果，すべてのサンプルにおいて1ppm  

PCEは10日から30日間で分解され，分解微生物は環  

境中に広く分布していることが示唆された。特に，PCE  

使用歴のあるエ場からのサンプルでは強い分解活性が示  

され，高濃度PCEによって分解微生物の馴養が進んだ  

ことが示唆された。  

取し，炭素粒子を含む環境汚染物賀の時系列変化の調査  

を行った。その結果，まず赤城小沼について過去50年  

間に著しく汚染が進行し，その増加傾向は日本の経済発  

展とも符合する傾向が見られた。  

研究課題 27）カトデイニウムによる感潮域河川の赤潮  

発生機構の解明  

〔担当者〕地域環境研究グループニ稲森悠平  

大分県衛生環境研究センター：足立和治  

【内 容〕富栄養化の進行により毎年冬季に発生してい  

る赤潮の発生機構を解明する上で，水温・水深・水質お  

よびプランクトン調査を通じて，赤潮が発生する環境要  

因について解析を行った。その結果，海域より栄養塩類  

濃度の高い河口付近の感潮域で赤潮原因生物であるカト  

デイニウムが発生しやすくなることを明らかにした。  

研究課題 25）水生植物を活用した水環境修復技術の開  

発と高度化に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

広島県保健環境センター：橋本敏子  

【内 容〕生活排水の流入により汚濁した水路・池沼の  

汚濁負荷削減効果と同時に水辺環境修復効果を合わせ持  

つ水生植物植栽直積浄化法の検討を行った。その結果，  

対象水生植物として，とくに栄養塩吸収能力に優れた  

シュロガヤツリが挙げられること，またこれを植栽した  

簡易的に設置が可能なポット首相栽浄化法が有効なこと  

を明らかにした。  

研究課題 28）生活排水，汚濁湖さ召水等の有用生物を活  

用した水質改善技術の開発と高度化及びそ  

の評価に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

福井県環境科学センター：松崎雅之  

〔内 容〕富栄養化湖沼でアオコの発生する≡方湖と，  

発生のみられない北渇湖の現象解明を行うことを目的  

に，水賀およびプランクトン調査を行った。その結果，  

三方湖では，出現種および種類ともに少ないのに対し  

て，北渇湖では動・植物プランクトンが豊富で優占種も  

多種存在し，とくに輪虫類の存在の有無がアオコの発生  

抑制に関与していることを明らかにした。  

〔発 表〕b－16，17，49，59  

研究課題 26）懲性汚染物質による環境汚染に関する研  

究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：佐竹研N  

福同県保健環境研究所：永淵 修  

〔内 容〕本研究では特に北関東【山岳地域に分布する二  

つの湖沼，赤城小沼，赤城大沼について湖底堆積物を採  
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3．環境情報センター  

3．1業務概要   

環境情報センターは，平成2年7月，国立公害研究所  

が国立環境研究所に改組されたのに伴い新たに設置さ  

れ，環境情報の収集・整備・提供とコンピュータシステ  

ム及びネットワークの管理∵運営などの業務を行ってい  

る。近年の環境行政の領域の拡大に伴う環境情報への広  

範な需要に応じるため「環境データベース」を整備充実  

し，当研究所のみならず広く環境研究，環境行政の推進  

に必要な情報を関係部局に提供している（図3．1）。ま  

た，環境基本法を踏まえ，広く一般の国民等への環境情  

報の提供を行うため，通信ネットワークによる環境情報  

提供システムを運用しており，平成9年12月には，既  

に運用していたパソコン通信（平成8年3月開始）及び  

WWWサーバ（平成9年1月開始）に加え，FAXによ  

る情報提供も開始し，提供機能を一層充実した。   

コンピュータシステムについては，平成8年度に全面  

的なシステム更改を行い，従来から設置されていた大型  

電子計算機システムとスーパーコンピュータシステムを  

統合したUNIX環境のシステムとした。あわせて，基  

幹ネットワークをIPスイッチ，lPスイッチ・ゲート  

ウェイを用いたネットワークシステムに切り替え，性  

能，機能等を強化した。その結果，処理速度は，従来の  

10倍以上になり，科学技術計算の高速化及び研究所内  

外との通信速度の向上が図られた。また，平成8年10  

月より，所内向けの情報提供システムとして，イントラ  

ネットの連用を開始した。   

平成9年度の業務の概要は次のとおりである。  

（1）大気環境データファイル   

大気環境データは，①大気環境時間値デTタフアイ  

ル，②大気環境時間値データファイル；回設局，③大気  

環項月間値・年間値データファイル，④大気測定局属性  

情報ファイル，⑤大気測定局マスターファイルにより構  

成されている。平成9年度は，前年度に引き続きデータ  

ファイルの作成を行った。   

各ファイルの内容は以下のとおりである。   

①大気環境時間値データファイル   

大気汚染防止法に基づき都道府県が実施する大気環境  

常時監視の1時間値測定結果をデータファイルに収録す  

る作業は昭和52年度より開始し，収録項目を逐次充実  

してきたところである。本年度は，平成8年度測定に係  

る関東・愛知・近畿・中国・北九州地方の測定局（18  

都府県，1，233局）について，大気汚染物質（窒素酸化  

物，浮遊粒子状物質，二酸化イオウ，一酸化炭素，光化  

学オキシダント，非メタン炭化水素等15項目）及びそ  

の他項目（気象要素等10項呂）等の各測定結果データ  

を収録した（延べ10，273件）。   

②大気環境時間値データファイル；国設局   

①と同様に，全国の国設大気測定所及び国設自動車排  

出ガス測定局（28局）についても，常時監視の1時間  

値測定結果を収録した（延べ399件）。   

③大気環境月間値・年間億データファイル   

環境庁大気保全局は，大気汚染防止法に基づき，毎  

年，都道府県より報告を受けた大気環境常時監視測定結  

果をとりまとめ，データファイルに収録している。当セ  

ンターでは，大気保全局よりこのデータファイルの提供  

を受けて，昭和45年度測定結果から整備している。本  

年度は，平成8年度測定に係る全国の測定局（Z，142局）  

について，大気汚染物質11項目の各測定結果データを  

収録した（延べ1Z，476件）。   

なお，本年度も，前年度に引き続き，大気保全局の平  

成8年度測定結果データファイル及び測定結果報告書の  

作成について，支援を行った。   

④大気測定局属性情報ファイル   

国立環境研究所及び環境庁大気保全局は，毎年「大気  

測定局属性調査」を実施し，全国の測定局の設置状況を  

3，2 環境数値データファイルの整備と提供  

3，2．1データファイルの整備   

環境研究及び環境行政において必要とされる環境数値  

デ」夕を広く収集・整理し，電子計算機によるアクセス  

が可能な形で蓄積し，提供することは，環境情報セン  

ターの主要な任務の一つである。平成9年度において  

は，前年度に引き続き大気環境データ及び水質環境デー  

タを収集してデータファイルの整備を行った。  
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国立環境研究所環境データベース  

環境情報データペース  

大気環境時間値データファイル  

大気環境時間値データファイル；国設局  

大気環境月間値・年間値データファイル  

大気測定局マスターファイル  

大気環境  

公共用水域水質データファイル  

公共用水域水質年間値データファイル  

公共用水域水質マスターファイル  

自然環境保全総合データベース（GREEⅣ）  

自然環境‾［  

△  

パソコン版自然環境保全総合データベース（PGREEN） ○＊3  

環境情報ガ刺青報データベース．（封－Guide）  ◎＊1＊2＊3  

国際環境情報源照会システム（川FOTERm）  ◎＊1＊2＊3  

環境情報源椿事戻  

文献データベース  

ⅣIES一も00K （単行本所蔵目録）  

NIES－SC  （逐次刊行物所蔵日録）  

NIES－REPORT（研究報告論文）  

ⅣlES－PAfERS（発表研究論文）  

△   

○＊4  

◎★1  

◎＊1  

◎  一般へ提供  

○  行政機関・研究者等へ提供  

△  所内利用システム上での利用に限定  

＊1 国立環境研究所榊Wにて提供  

＊2  環境情報提供システム（EICネット）にて提供  

＊3  電子媒体にて提供  

＊4  冊子にて提供   

図3．1 環境情報データベースの構成  

調査している。当センターでは，属性情報管理システム  

を整備し，上記調査表を基に，データ更新，管理台帳の  

作成，データファイル作成等の業務を行っている。属性  

情報ファイルは，各年度の調査結果をファイルに収録し  

たものである。本年度は，平成8年度調査結果に綴る情  

報を収録した。また，希望する地方公共団体等に対し，  

所管区域内設置局の調査結果を収録したフロッピーディ  

スクを配布した。  

（9大気測定局マスターファイル   

測定局マスターファイルは，上記属性情報フ7イルの  

収録l句容のうち，大気測定局に関する基礎的情報を収録  

したファイルである。本年度は，平成8年度調査結果に  

係る情戟を収録した。  

（2）水質環境データファイル   

水質汚濁防止法に基づき，昭和46年度から全国公共  

用水域水貨調査が実施されている。この調査結果をデー  
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タフアイルに収録する作業は昭和51年度より開始し．  

収録項目を逐次充実してきたところである。平成9年度  

は，前年度に引き続き水質環境データファイルの作成を  

行った。   

水質環境データファイルは，①公共用水域水質データ  

ファイル，②公共用水域水質年間値データファイル，③  

公共用水域水質マスターファイルにより構成されてお  

り，その内容は以下のとおりである。   

①公共用水域水質データファイル   

本年度は，平成8年度測定に係る全国公共用水域の全  

測完点（8，753地点，延べ119，696測定）について，生  

活環境項目（pH，DO，BOD，COD，SS，大腸菌群  

数，n一ヘキサン抽出物質（油分等），全窒素，全リン）  

及び健塵項月（カドミウム，全シアン，鉛，クロム（6  

価），ヒ緊，総水銀．アルキル水銀，PCB等計23項  

目）等の各測定結果データを収録した。   

⑦公共用水城水質年間値データファイル   

年間の測定結果について，素高値，最低値，平均値，  

測定回数及び環境基準達成回数等を測定点ごとに集計  

し，生活環境項臥 健康項目等の項目別に年間値ファイ  

ルを作成した。   

③公共用水域水質マスターファイル   

水質マスタ丁ファイルは公共用水域の水質測定点に関  

する情報を収録したファイルであり，データの検索や環  

境基準適合の判定などに用いる基礎的情報を持ってい  

る。本年度は，前年度に引き続き，変更地点等の調査結  

果に基づいて，地点統一番号，地点名称，指定類型，達  

成期間，緯度，程度などをマスターファイルに収録し  

た。   

以上のファイルは，環境庁水質保全局の行う公共用水  

域水質測定結果調査と密接な関係にあり，同調査によっ  

て得られた内容を当センターで収録・集計等の業務を行  

う過程で作成されたものである。環境庁水質保全局が平  

成9年12月に発表した「平成8年度公共用水域水質測  

定結果について」及び同局監修の「全国公共用水域水質  

年鑑」の内容は，この作業結果を基礎としている。  

は，計240ファイルの貸出を行った。  

（2）コピーサービスによる提供   

環境数値データファイルが環境研究及び環境行政にと  

どまらず，民間機閑を含め広く社会的に利用されるよ  

う，「コピーサービス用磁気テープ貸出規程」に基づ  

き，（財）環境情報普及センターを通じて，磁気テープコ  

ピーサービスによる有償提供を行っている。平成9年度  

は計123ファイルの提供を行うとともに，上記貸出規程  

を改正し，提供対象となるデータファイルについて，①  

大気環境時間値データファイル；国設局，②大気環境月  

間値・年間催データファイル，（∋大気測定局マスター  

ファイル，④公共用水域水質データファイル，⑤公共用  

水域水質年間値データフ7イル，⑥公共用水城水質マス  

ターファイルの6種類に拡げた。  

（3）環境数値データファイルに係る「データ提供シス  

テム」の整備   

環境数値データファイルは，国立環境研究所ネット  

ワーク上に設置されたデータベースサブシステム  

（dbsv3）上に保存されており，これらのデータフ7  

イルの提供業務の効率を図るとともに，ユーザの多様な  

こ－ズに対し，よりきめ細かな対応ができるよう，  

「データ提供システム」の整備を進めている。   

平成9年度は，各データファイルごとに，検索条件を  

指定することにより，任意データの抽出を行うととも  

に，出力条件を指定することにより，任意の形式のファ  

イル出力を行うことができる「データ抽出プログラム」  

の開発を行った。  

3．3 研究情報の整備と提供  

3．3．1環境文献データファイルの整備と提供   

環境研究や環境行政に関する文献情報の収集とその  

データベース化を推進するとともに，CDROM及び  

CCOD（カレントコンテンツのフロッピーディスク版）  

の導入を行うなど，国内外のデータベースのオンライン  

検索による効果的な活用体制の充実を囲っている。  

3．2．2 データファイルの提供  

（1）貸出による提供   

環項数値データファイルは，「環境テ」 夕べース磁気  

テープ貸出規程」に基づき，従来より庁内及び行政機  

関・研究者等への提供業務を行っている。平成9年度  

（1）内部システム   

①NIES－800K   

収集した単行本の所蔵目録データベースとして，昭和  

58年産から入力を開始したもので，昏名，著者名，出   
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版年，出版社，配架先等を入力している。このファイル  

の利用によって，各研究部等に分散所蔵された単行本の  

集中管理と有効利用が進められる。   

②NIESSC   

収集した逐次刊行物の所蔵目録データベースとして作  

成しているもので，入手形態，配架場所，所蔵巻号，所  

蔵年等のデータを入力している。このファイルの利用に  

よって，雑誌管理の省力化とともに，逐次刊行物リスト  

の発行，雑誌架の見出し作成等を容易にするなど，図書  

室サービスを強化する手段になっている。   

③NIES－REPORT   

これまで刊行された国立環境研究所研究報告（Rシ  

リーズ）及び国立環境研究所資料（Fシリーズ）等に掲  

載された内容について，シリーズごとに論文タイトル別  

の表題，著者，ページ，刊行年等を記録しているデータ  

ベースである。   

④NIESPAPERS‥   

国立環境研究所職員の誌上（所外の印刷物）発表論文  

等及び口頭発表（講演等）に閲し，発表者，題目，掲載  

誌（学会等名称），巻号・ページ（開催年）及び刊行年  

（発表年月）について，年度ごとにとりまとめ，データ  

ベースとしているものである。  

（3）FDシステム   

①CCOD   

米国1Sl社（lnstitute for ScientificInformation．  

1nc，）作成の目次速報詰であるカレントコンテンツの  

FD版であり，科学技術分野の主要な雑誌の目次情報を  

検索することができる。   

なお，本年度は，453件の利用があった。  

（4）ERLlnternet Service   

①MEDLINE   

米国国立医学図書館（NI．M：NationalLibrary of  

Medicine）作成の医学文献データベースで，本年度か  

らは，所内LAN接続のパーソナルコンピュータから  

（株）紀伊国屋書店設置のCDROMサーバに接続して，  

必要な文献を検索することが可能となった。   

なお，本年度は，3，505件（接続時閉廷ベ50，960分）  

の利用があった。  

（5）データベースのオンライン検索  

（鋤OIS   

科学技術振興事業団科学技術情報事業本部UICST）  

のオンライン文献検索システム（漢字データベースであ  

るJICST系ファイルを含む。）である。また，オンライ  

ン発注による原報複写サービスが利用できる利点があ  

る。なお，JICSTファイルには，国内の環境公害関連の  

研究報告を含めて科学技術文献が毎年数万件入力されて  

いる。   

②DIALOG   

The DIALOG Corporationの検索システムであ  

り，利用できるファイル数が多い（約450種のデータ  

ベース，蓄積情報量は世界最大）のが特色である。ま  

た，科学技術情報だけでなく社会情報の検索にも有用で  

ある。  

（卦STN－h仁即na仁iorlal   

米国化学会のChemicalAbstracts Service（CAS）  

とドイツFIZ Karlsruhe及び科学技術振興事業団が共  

同で提供する国際的オンラインネットワークデータベー  

スサービスであり，科学技術関係の多数の有用なファイ  

ルを含んでいる。   

④G－Seareh  

（株）ジー・サーチのオンライン検索システムであり，  

一般紙及び専門紙の新聞情報，産業技術情報の検索に利  

（2）CD－ROMシステム  

（∋NTIS   

NTIS（NationalTechnicalInformation Servieer  

米国国立技術情報サービス）作成の米国政府関連技術報  

告書を収録しているデータベースである。また，原典に  

ついては，EPA及び環境科学関連の技術報告書をマイ  

クロフィッシュで収集しているので，即時に利用できる  

体制になっている。  

（むEIENERGY AND ENVIRONMENT   

環境及びエネルギーに関する文献データベースで，主  

に，環境工学，石油・石炭技術，水源生悉系，大気汚  

染，水質汚染，酸性雨関連の文献を検索することが可能  

である。   

③ENVIRONMENT LIBRARY   

OCLC Online Union Catalog（OLUC）から環境関  

係の刊行物を摘出したデータベースである。   

なお，本年度は，59件のCD－ROMの利用があった。  
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用している。   

⑤NIFTY－Scrve   

平成8年度より，人物・人材情報，企業動向情報，図  

書内容情報等の検索についてはNTFTY－Serveに接続し  

て利用している。   

なお，本年度は，257件の検索申込を受け付けた。   

また，所外文献の原典コピー入手については，国立大  

学附属図書館，JICST，国立国会図書館を利用してお  

り，さらに，国外所蔵文献に関しては，KINOUSA代  

理店（紀伊囲屋書店）より海外情報サービス，米国の  

CAS（Chemical Abstracts Service）社の原報複写  

サービスを利用することにより，原報提供体制の強化を  

図っている。特に，JICSTへの複写依頼については，オ  

ンラインによる発注のほかに，ファクシミリによる原報  

の即日提供も可能である。本年度の，外部機関への複写  

申込件数は，2，407件であった。  

なお，これらの刊行物は，その種類によって，国立国  

会図書館，国内外の環境関係試験研究機関，各省庁及び  

地方公共団体環境担当部局等に寄贈交換誌として配付し  

た。  

3．4 機関情報（lNFOTERRA）の整備と提供   

環境情報センタ，は，国連環境計画（UNEP）の運営  

する国際環境情報源照会システム（INFOTERRA：  

lnternationalEnvironmentalInformation System）  

における我が国の代表機関（NFP：NationalFoeal  

Point）として，次の業務を執り行った。なお，平成10  

年3月現在，INFOTERRAへの参加数は176カB］であ  

り，登録されている情報源数は，約8，000となっている  

（日本国内登録機関数519件）。   

①情報源の登録と更新   

本年度は，国内登録機関に係る記述の修正等の作業を  

行うとともに，登録更新作業の効率化を図るため，国内  

情報源データベース管理等のシステム開発を実施した。   

⑦情報源の検索照会及び回答   

国内外からの依揖に対して，情報源照会回答業務を  

行った。今年（平成9年1～12月）は，34件の照会が  

あった（うち，国外からの照会数26件）。  

（ヨネソトワーク上での検索システムの提供   

平成9年度は，検索システムの利用環境の向上を図る  

ため，国立環境研究所ネットワーク及び国立環境研究所  

WWWサーバから利用可能な検索システムの開発を  

行った。なお，今年（平成9年1～12月）の国立環境  

研究所WWW上の検索システムへのアクセス回数は  

2，035件であった。  

（彰その他の活動   

国内における登録作業及びデータベース検索における  

参考資料として，UNEPの提供する英語版シソーラス  

第4版に基づいて，「EnVoc環境用語マルチリンガルシ  

ソーラス（日本語版）第4版」を刊行した。  

3．3．2 図書関係業務   

図書関係業務については，環境情報の収集，整理及び  

提供に関連する業務の一部として図書館業務を行ってい  

る。本年度末における単行本蔵書数は37，777冊であ  

り，購読学術雑誌は，国内外合わせて742誌にのほる。  

回書等の管理及び研究情報の提供については，情報の電  

子化を進めるとともに，所内の利用者がオンライン検索  

できるよう整備している。   

図春闘係の設備については，雑誌閲覧室は棚数2，664  

棚，雑誌展示書架840誌分，204m2，単行本閲覧室は棚  

数708棚，雑誌展示書架Z80誌分，194m2，索引・抄録  

誌閲覧室は棚数480棚，80m2，報告書閲覧室は，棚数  

918棚，74m2であり，その他情報検索室（50m2），地  

図・マイクロ資料閲覧室（101m2），及び複写室（17m2）  

となっている。   

なお，本年度の延べ入館者数は34，332人であった。  

3．3．3 絹集・刊行業務   

当研究所の各部，各グループ，各センターの活動状況  

及び研究成果等については，刊行物として関係各方面に  

広く提供している。   

平成9年度においては，年報，NIESAnnualReport  

1996／97，特別研究報告（3件），資料（8件），地球環  

境研究センター報告（10件），国立環境研究所ニュース  

（6回／年）を刊行した（7．1研究所出版物参照）。  

3．5 電子計算機管理業務   

環境情報センターは，電子計算機管理業務として，  

スーパーコンピュータを含む各種のコンピュータシステ  

ム及び国立環境研究所ネットワークに関する管理，運用  

等業務を所掌している。これらの業務を遂行するため，  

「国立環境研究所電子計算機処理管理規程」及び「国立  

環境研究所ネットワーク運営管理規程」を定め，適正な  
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管理，運用等を行っている。   

また，電子計算機の勤務時間外における利用体制を確  

立し，電算機周辺装置室及びグラフイブクワークステー  

ション室の共通の出入口のドアに設置する磁気カード方  

式による入退室管理システムの管理を行うとともに，利  

用にあっては「国立環境研究所電子計算機室利用要領」  

及び「国立環境研究所電子計算機室利用要領細則」を定  

めて運用を行っている。  

（lMnet）に接続し，毎年度，それぞれ5】2Kbps，1．5  

Mbps及び6M仙psに増強を行った。この間，平成6～  

7年度末には，所内の各種業務及び研究活動の紹介を中  

心にした研究情報提供システム（WWWサーバ日本語  

版・英文版）の試験運用を開始するとともに，本格運用  

に移行した。   

－■方，平成7年度には，ファイアウォールの導入によ  

るセキュリティシステムの構築を行うほか，平成8年度  

には，ドメインネー ムサーバの更新及び電話（デジタ  

ル・アナログ）回線による接続を可能にするリモートア  

クセスサーバの設置を行うとともに，IPスイッチの新  

規導入によるデータ転送の高速化を図るとともに，  

LAN構成の変更に伴うネットワークの運用を見直し  

た。   

平成9年度当初には，前年度に試験運用を開始したイ  

ントラネット（所内掲示板，所内電話簿，ネットワーク  

利用者名簿，各種申請書及び単行本所蔵目録データベー  

ス）の本格運用を開始した。また，研究所職員に対して  

ネットワーク利用に関するアンケート調査を実施すると  

ともに，要望の強い電子メールソフトウェアの推奨及び  

その他の改善を図るなど，ネットワークの高度利用に努  

めている。平成9年度末には，コンピュータウィルス対  

策の一環として，コンピュータウィルス対策システムを  

導スし，運用試験を開始した。  

（1）コンピュータシステム管理業務   

平成9年3月のシステム更改では，計算需要の増大及  

び処理形態の多様化に対処するため，大型電子計算機シ  

ステムとスーパーコンピュータシステムを統合したシス  

テムとしてとらえ，比較的大規模のスーパーコンピュー  

タシステムを中核に，複数の各種サブシステムを加えた  

分散型のシステムを導入した。これらのシステムは，夜  

間及び閉庁時を含めて24時間連続運転を行うととも  

に，スーパーコンピュータシステムについては，原則と  

して月に1度の定期保守を行っている。   

各システムのうち，ベクトル計算機本体，フロントエ  

ンドシステム，グラフィックスサブシステムの利用に係  

る調整にあっては地球環境研究センターが行い，上記以  

外のシステムの利用に係る調整，全システムの管理及び  

運用にあっては環境情報センターが行うこととされてい  

る。   

本年度の利用登録者数は．所外の共同研究者を含め  

て，ベクトル計算機及びフロントエンドシステムは47  

名，グラフイソクスサブシステムが69名，ノ計算サーバ  

サブシステム57名となっている。  

3．6 国立環境研究所環境情報ネットワーク   

平成9年度には，前年度に引き続き「国立環境研究所  

環境情報ネットワーク研究会（第10匝】hを環境庁長官  

官房総務課環境情報システム室主催の「全国環境情報担  

当者会議（第7匝＝」との合同により，平成10年2月  

18，」9日に開催し，地方行政機関及び地方公害試験研  

究機関等から約90機関（約ユ30名）の参加を得た。こ  

の会議では，過去からネットワークの有効活用に向け  

て，環境基本法（平成5年法律第91号）に基づいて策  

定された環境基本計画（平成6年11月）を実効あるも  

のとするため，今後の環境情報の提供等のあり方に関す  

る検討を加えるなど，所要の活動及び問題提起を行って  

きた。  

（2）国立環境研究所ネットワーク管理藁務   

平成3年度に，スーパーコンピュータシステムが新規  

に導入されたことに伴い，構内情報通信網（ローカルエ  

1）アネットワーク：LAN）として，FDDIを基幹ネット  

ワークとする国立環境研究所ネットワーク（NIES  

NET）が構築された。代表的な利用例は，各研究室等  

に配置されたワークステーション又はパーソナルコン  

ピュータにより，スーパーコンピュータを始めとする各  

種コンピュータの利用及び国外を含む所外の関連研究者  

との電子メールの交換である。   

平成6－8年度には，科学技術振興調整費によって，  

外部接続用専用回線を省際研究情報ネットワーク  

3．7 WWW（WorLd－WideWeb）による情報提供  

近年，情報通信ネットワーク等の整備や情報の共有化  

という認識の広まりなど，社会をとりまく環境も著しい   
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変化を見せている。   

このような背景に鑑み，国立環境研究所の案内情報，  

研究情報等の提供をインターネットにより行うため，平  

成6年度より開発整備に取り組んだ「国立環境研究所  

WWWサーバ」の本格運用を平成8年3月末より開始  

した。   

平成9年度は，サーバの運用と提供情報の更新追加等  

の管理を実施した。情報提供の内容等の概要について  

は．図3．2に示すとおりである。  

3．9 各種情報の収集及び整備等に関する業務  

3．9．1自然環境保全締合データベースの開発   

自然環境保全総合データベースは，自然環境に関する  

現況の把握及び変動の予測や評価等の基礎資料とするこ  

とを目的として，環境情報センターにおいて平成3年度  

より整備業務を開始したものである。   

これまでの成果としては，全国土の自然環境データを  

3次メッシュ単位で数値及び文字情報として検索・表示  

できるデータベースシステム（GREEN）を，国立環境  

研究所データベースサーバ上に構築し，庁内及び所内で  

の利用が可能となっている。   

また，本データベースのパソコン版としてP－GREEN  

が開発されている。このパソコン用データベースは，既  

システムの成果や収録データを基としつつ，WindollrS  

上でのグラフィカルな表示及び操作により，自然環境  

データの利用を容易にしたものである。   

平成8年度には，GREENの全国植生データ等のデー  

タ更新と追加及びその運用と，P－GREENの利用マニュ  

アル作成及び公開に向けたWindows95対応を含む機能  

の充実を1到った。   

平成9年度は，GREENについては，基幹システムの  

サーバとなるコンピュータの更新に伴うUNIXマシン  

上への移行を実施した。また，PGREENについては，  

PGREEN（Ver．2，0）として，原データ提供機関（環境  

庁自然保護局，国土地理院）の承認が得られたため，平  

成9年12月より環境庁内関係部署をはじめ，都道府県  

の環境・自然保護部局を中心に，提供申込があった機関  

に対して，システム及びデータを格納したCD月OMま  

たはFDを配布した。  

3．8 環境情報提供システム  

（EICネット：Environmentallnformation＆Com－  

munication Network）   

環境情報提供システムは，環境基本法第27条に基づ  

き，環境教育・学習の振興及び民間環境保全活動の促進  

に資するため，環境情報の提供及び情報交流の促進を図  

ることを目的とするもので，平成6年度より通信システ  

ムを利用した環境情報提供システムの構築を進め，平成  

8年3月からパソコン通信による情報提供を開始し，平  

成9年1月からはインターネットのWWWを利用した  

提供サービスを行ってきた。平成9年度1年間の  

WWWホームページヘのアクセス（注）致は，665，710  

件であった。   

平成9年度は，これらに加えFAX通信による提供  

サービスの試験適用を開始（平成9年12月から）する  

など，システム機能の充実を図るとともに，提供情報の  

更新，追加を行った。   

本システムによる提供情報等の内容については，図  

3．3に示すとおりである。これらのサービスを利用す  

るための費用は通信料を除いて無料としており，また，  

地域における通信費の格差是正等に配慮して，公衆回線  

の他，多くのアクセスポイントを有する大手商用パソコ  

ン通信ネットやインターネットからのアクセスを可能と  

している。システムの運月引ま，（財）環境情報普及セン  

ターに委託して実施している。   

環境情報提供システムについては，今後引き続き機能  

の拡充，提供情報の充実を図っていくこととしている。  

3．9．2 環頓庁委託調査報告書等の収集   

環境庁行政部局が委託等により実施した調査研究の成  

果は，研究者や－一般の国民にとっても貴重なものであ  

り，研究所の改編の際にも情報センターの役割としてこ  

のようなGray Literatureの整備の必要性が指摘され  

ている。平成9年度は，環境庁が平成8年度中に実施し  

た調査研究等の成果物を中心に，87種の報告書を収  

集，整備した。   

この結果，累積総数は，1，718様に達している。   

また，国，地方公共乱阻 大学等より1，030種の寄贈  

及び寄贈交換があり，累積総数では，10，538種を数え  

る。  

（注）ここでいうアクセス数とは，単位時間（30分）   

内の同一アドレスのサーバからのアクセスは，何件   

あっても1件として整理し取りまとめたもの。  
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インターネットアドレス（URL）   
日本語（http＝／／www・n！eS・gO・jp／index‾jphtml）   

英 語（hしtp＝／／www．nleS－gO．jp／）  
主な提供情胡  

地球温暖化防止京都会議のペ【ジ  和文ホームページ  

下   
新着情報  
今月の環境庁報道発表賃料  
その他  

最新作報  
研究所の概要  

国立環境研究所の概要  
交通案内  
調査研究の概要  環境行政情報T一碩頒庁案内  

環境庁報道発表資料  
環境庁行事予定  
行政資料（自昏・報告書・会議関係資料・各棟計酎芦）  

経常研究  
地球環境研究  
特別研究  
国際交流及び協力等  巨  

巨 

環境白書概要  
アジェンダ21行動計画  

環境基本計画  
地球温暖化防止行動計画  
生物多様性国家戦略  
審議会関係資料  

成果発表一覧  

ヒ讐志霊宝  
研究所の出版物  

ヒ 
究所ニュース  

研究内容の紹介  環境法令・条例・条約  
地球環境研究グループホームページ  
AIMホームページ  
′くイカルホームページ  
ナホトカ号重油流出事故関連環境調査のページ  
The World oF Protozoa．RotiEera and Oljgoehaeta  
霞ケ浦臨湖実験施設気象データベース  
NOAA／AVHRR画像検索システム  
化学物質デ⊥夕べース  
環境健康部ホームページ  
ライダー（レーザ【レーダー）のホームページ  巨  

イベント情報  
エコライフガイド  
環境情報ガイド  

環境情報  

巨 

環境情報源情報  
現場情報取扱機関情報  
環境基本用語解説情報  
環境図書情報  
国際研究計画・機関情報情報  
部道府県政令市環境部局情報  
1NFOTERRA匡】内登録機関情報  

環境惰領センター  
環境情報センターについて  
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園3．3 EICCネットによる提供情報一覧  
（WWW及びパソコン通信サービス）  図3．2 匡位環境研究所WWWによる情報提供  
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3．9．3 環境庁公表資料情報データー覧及び公表資料の  

提供   

環境庁は，広報室を通じて年間300件以上の資料，調  

査結果等の公表を行っている。これらの情報を民間の機  

関等が把握するためには，新聞等を毎日精査するなど，  

大きな労力が必要となる。これを軽減し，環境庁の公表  

資料の 普及に努めることは，環境行政の推進の観点から  

も重要なことである。   

このため，環境庁行政部局の協力を得て，平成3年度  

分からの環境庁公表資料データ一覧並びに公表資料及び  

添付資料の一般利用者への提供体制について検討を行っ  

た。環境庁公表資料データー覧は，公表年月日，件名，  

概要，キーワード，添付資料名，担当課皇等を含み，帳  

票（コピー用紙）のほか，パーソナルコンピュータによ  

る検索等の処理の便を考慮してフロッピーディスクによ  

る提供を，また，公表資料及び添付資料については，  

（財）環境情報普及センターを通じてコピーによる提供を  

行っている。   

一方，同データー覧は，環境情報提供システム（EIC  

ネット）にアップロードし，別途，地方公害研究機関等  

への提供体制も確立している。  

○環境情報情報源情報  

（国，地方自治体，主要NGO等の持つ環境情報約  

1，000件）   

情報の概要，収録内容，保有機関，整備期間，対象  

地城，入手方法などを収録  

○環境情報扱い機関情報  

（国や地方自治体の組織，公益法人，NGOなど約4〔沿件）   

一名称，所在，連絡先，扱う環境情報の概要，主要成  

果，定期刊行物などを収録  

○国際環境情報源照会システム（UNEP／lNFOTER  

RA）の国内登録機関情報  

（国や地方自治体の組織，研究所，大学など約510件）   

一名称，連絡先，扱う環境分野（キーワード方式）な  

どを収録  

○環境関連法令・条約・条例情報  

（環境保全を主目的としている法律・条約・条例など約  

280件）   

名称，概要，公布・施行年月日などを収録  

○環境基本用語解説情報  

（ガイドディスク中の用語で解説を要するとおもわれる  

もの約300語）   

一名称，解説，関連図書などを収録  

○国際研究計画・機関情報  

（国際的なモニタリング計画，環境情報の整備・提供機  

関など約370件）   

一名称，概要，目的などを収録  

○環境図書情報  

（ガイドディスクに収録された情報を理解する助けとな  

るよう，環境に関する代表的な図書約120件）  

○地方自治体の所掌事務解説情報  

（都道府県政令市環境部局の情報約120件）   

3．9．4 環境情報源情報の整備   

環境情報については，これまで環境庁を始め政府機関  

等において多種多様な情報が集積され，環境自書などの  

形で公開されているが，これらの情報は必ずしも体系的  

な収集・整備が行われているわけではない。このため，  

環境情報の全体像とそれらの情報の所在について明らか  

にし，環境に関連する情報へのアクセスを容易にするこ  

とが必要となっている。   

このため，環境情報センターにおいては，どのような  

環境情報がどこにどのような形態で集積されているかに  

関する情報（環境情掛原情報）を整備し，環境情報の全  

体像を明らかにするとともに，外部提供可能な情報源情  

報について，広く一般に利用可能な形で提供するため，  

平成4年度より環境情報に関する調査を行っている。   

平成9年度においては，環境情報源情報及び環境情報  

扱い機関情報，条例情報，地方自治体の所掌事務解説情  

報について，更新・追加調査を実施した。   

環境情報ガイドに収録している案内情報としては，以  

下のようなものがある。  

本調査の結果を収録したディスク（環境情報ガイド  

ディスク）は，（財）環境情報普及センターを通じて一般  

への配布も行っているが，広く活用されることを考慮  

し，複写・譲渡を自由にしている。   

これらの情報については，国立環境研究所WWW  

サーバや環境情報提供システムによるオンライン提供も  

実施している。  
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4．地球環境研究センター  

4．2 地球環境研究の総合化   

地球環境問題は，発展途上国における人口増加や質  

札 農業用地の乱開発，先進国の都市化 高度な生活の  

要求および急速な技術進歩等，人間活動が複雑に関連し  

合って生じている。地球環境研究の総合化においては，  

地球環境保全に向けて，各分野の研究者の総力を結集し  

て効果的に研究を進めるため，研究の有機的連携を匡る  

とともに，こうした社会現象や環境破壊に至る現象を総  

合的に把握し，相互作用を解明することにより，地球環  

境研究の方向づけを行うことを目的としている。  

4．1業務概要   

近年，地球温暖化 成層圏オゾン層の破壊，酸性降‾F‾  

物，海洋汚染，熱帯林の破壊，砂漠化，野生生物種の減  

少等の地球規模での環境問題が顕在化し，人類の生存基  

盤に深刻な影響を与えている。このような事態に対して  

実効ある取り組みを行うためには，地球環境に関する観  

測・監視と調査研究を抜本的に強化し，人類の諸活動が  

地球環境卓二及ぼす影響を科学的に解明する基礎作りを進  

めることが不可欠であるという認識が世界的に広まって  

いる。とりわけ，高度な経済活動を営み，優れた技術力  

を有する我が国としては，「世界に貢献する日本」の立  

場から，国際的地位に応じた役割を積極的に果たしてい  

くことが必要である。   

以上のような背景の下，地球環境研究センターは平成  

2年10月1日に発足した。当センターの基本的任務  

は，地球環境研究を国際的，学際的，さらには省際的な  

観点から総合的に推進することにあり，この実施のため  

に．地球環境研究の総合化，地球環境研究の支援および  

地球環境のモニタリングを業務の「3つの柱」として据  

えている。平成9年度には，平成8年度までに築き上げ  

た基盤をさらに発展させるべく業務を実施した。具体的  

には，内外の研究者の参加による各種研究交流会講を開  

催して研究者間の交流を促進するとともに，総合化研究  

の継続的推進，スーパーコンピュータシステムの戦略的  

適用，国連環境計画／地球資源情報データベース  

（UNEP／GRID）のセンターとしてのサービス提供，落  

石岬や波照間などの地球環境モニタリングステーション  

の整備，地球環境モニタリング事業の充実などを図った。  

また，地球観測プラットフォーム技術衛星（ADEOS）  

に搭載された改良型大気周縁赤外分光計（1LAS）に  

よって取得されたオゾン層関連データの解析，および  

ILAS一口データ処理連用システムの開発を行った。   

このほかにも国際研究協力の観点から，気候変動に関  

する政府間パネル（IPCC）活動への参加，アジア太平  

洋地球変動研究ネットワーク（APN）への支援等の活  

動を行った。  

4．2．1地球環境研究の方向づけ  

（1）地球環境研究者交流会講   

地球環境研究センターでは，体系的，効率的，学術的  

かつ国際的な地球環境研究を推進するための一環とし  

て，地球環境研究に携わっている研究者を広く結集し，  

研究手法，成果等について総合的かつ分野横断的に検討  

するための交流会議を開催している。   

当センターが主催する第‖回地球環境研究者交流会  

議を「新たな地球環境研究の視点一地球環境リスク研究  

の推進に向けて」というテーマで，平成10年3月24  

日にコクヨホール（東京）で開催した。本会議はグロー  

バルリスク検討会（下記）の成果を踏まえて企画され  

た。その目的は，］）1980年代からクローズアップさ  

れた地球環境問題は，既存のリスクの認識，評価，伝  

凰 管理についての方法論で扱えない新たな性格を待っ  

たリスクなのか，2）ことさら地球環境リスクの問題を  

取り上げる意味は何か，3）「地球」，「環境」，「研究」  

のキーワードでリスクを分析するとき，どのような展開  

があり得るか，というものであった。   

会議の前半は，地球環境リスクの考え方のフレーム  

ワークについて世界の研究動向や，環境リスク研究分野  

の古典となった米国環境保護庁の「Urlfinished Busi－  

ness」プロジェクト以降の動きについて報告がなされ  

た。後半は地球環境リスクの特色を踏まえたリスク管理  

のあり方，及びこれまでのリスク研究の流れの中に地球  

環境リスクをどう位置付けるかに関して，国内の有識者  

の見解が提示された。海外からの招へい者を含め，全国   
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から165名の参加があり，活発な討論が行われた。   

なお，第川回地球環境研究者交流会議の報告昏を，  

「社会科学面からの地球環境研究の取組みIHDP研究  

者交流会誘－」としてとりまとめ，出版した。  

調整を図る場として，毎年シンポジウムが開催されてい  

る。本年見 当センターほ日本学術会読とともに，「Zl  

世紀へ向けての地球環境研究のあり方」をテーマとした  

シンポジウムを，平成10年2月16－ユ7日に日本学術会  

議講堂において開催し，我が国における地球環境研究の  

あり方について，活発な議論が交わされた。なお，本シ  

ンポジウムには，世界気候研究計画（WCRP）の事務  

局長HartmutGrassl博士を招へいし，最新の研究状況  

の紹介を含め講演を依頼した。  

③成層圏変動とその気候に及ぼす影響に関するつくば国   

際ワークショップ（SPARC WS）   

WCRPのプロジェクトであるSPARCのワーク  

ショップ「つくばSPARC WS」は，平成9年10月20  

”22日につくば市において，気象研究所や当センタ〉－  

を含む7機関の協力の下に開催された。9カ国から103  

人の参加者を得て，．成層圏オゾン層破壊の気候への影  

響，成層圏オゾンの減少に関する物理学および化学，成  

層圏の変動とその監視，紫外線（UV）照射の変化につ  

いて，多くの成果が招待講演者と耗が回のSPARC研究  

者により発表された。本WSにおいて，成層圏は気候  

変化に影響L，全人類の生痛に影響を与えることから，  

より活発な囲際共同研究をSPARC計画で進める必要性  

が確認された。  

④地球環境研究総合推進費関連研究   

地球環境研究センターでは，地球環境研究総合推進費  

の各分野ごとの研究代表者が集まり，課題ごとの連絡を  

密に取り合うことにより，各分野の効率的な推進を図る  

こと，また，各課題の進捗状況を把握し，地球環境研究  

等企画委員会に報告することを目的に，研究連絡会議を  

毎年開いている。本年度も平成9年7－8月にかけて開  

催し．各分野の課題代表者や環境庁地球環境部の担当者  

とともに，今後の研究の方向性を含め，活発な議論が行  

われた。  

6）その他  

・TGBP活動支援   

日本学術会議地球環境連絡委員会IGBP専門委貞会  

GAIM′ト委員会委員として活動を行った。本小委員会  

では，GAIM研究会の企画運営，日本でのGAIM関連  

の研究現状把捉，調整等を行っている。  

・WCRPの活動支援   

WCRPはWMO（世界気候機関），UNEPおよび  

ICSUの共同で進められているプログラムである。今回  

（2）各種研究企画支援活動   

1）地球環境保全と土地利用検討会（LU／GEC）   

本検討会は，当センターデータベース部門の土地利用  

に関するデジタルマップ整備率業と平成7年度開始の推  

進費研究プロジ ェクト「地球環境保全に関する土地利  

用・被覆変化研究」との連携，整合性を図り，両者の効  

率的推進を巨指して，当センターに設置された。7回にわ  

たる検討会を行い，上記交流会議の開催の基礎となった。   

2）グローバルリスク検討会   

本検討会は，我が国においてはまだ馴染みの薄い「リ  

スクマネージメント」概念を地球環境リスク対策の中に  

位置付け，今後の環境政策検討の場面に対して着眼点を  

提供するための研究を立ち上げることを目指して，研究  

の方向，目標，体制等について専門的な立場から検討を  

行うため，当センターに設置された。   

3）各種ワークショップの開催・支援等  

①GEO2政策ワーキンググループ運営委員会会合   

UNEPは新しい地球環境予測（GEO）プログラムを  

立ち上げ，定期的（2年に1回）に地域と地球全体に関  

する環境状態（SOE）に関する包括的な報告書を発行し  

ている。国際政策ワーキンググループ（IPWG）は  

GEO作業過程の一つの構成要素であり，その日的は環  

境政策レビュー，環境政策に関するアドバイス及び  

GEOレポートの政策部分の内容に関するサポートであ  

る。このIPWGを立ち上げるために，運営委員会が  

1998年3月9－11日の日程で東京の国連大学にて開催  

され，GEO2レポートの政策に関する章の草稿のレ  

ビュpを行うとともに，（1）IPWGの規約，（2）IPWG  

の構成メンバー，（3）IPWGの活動方針および計画，が  

承認された。当センターは，国連大学，UNEPととも  

に，この道営委貞会を開催L，国際的機関の9名のメン  

バーとともに作業に参画した。  

（DIGBPシンポジウム   

地球の変化を地球圏と生物圏の相互作用において解明  

することを目指した自然科学の基礎研究計画である「地  

球圏一生物圏国際共同研究計画（lGBP）」に関して，国  

内の研究者，研究機閏において実施される研究の促進・  
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の会議は研究者，政策決定者が集まってWCRPの1980  

年以来の17年間の業績を評価し，次期10”15年間のな  

すべき課題を謙 論するものである。当センターはこの会  

議に参加し今後の研究の推進に資する計画である。  

ンで発生した森林火災は，大規模，長期間であり，多量  

のばい煙が国境を越え，インドネシアのみならず隣国に  

も健康被害や産業活動への影響等引き起こし，大きな社  

会問題となった。一方，地球環境保全の観点からすれ  

ば，この森林火災は大気化学，気象，地球温暖化 熱帯  

林保全，生物多様性等の分野に多大な影響を与えると考  

えられ，地球規模の視点から監視・研究する戦略につい  

て検討する必要が生じた。このため，関連研究者，関係  

省庁等の情報交換，意見交換を継続することが重要であ  

るとの認識から，環境庁地球環境部と協議し，当セン  

ターが事務局となり，メーリングリストを作成した。本  

ネットワークではインドネシアを中心に，森林火災の状  

況や研究関連情報ばかりでなく，社会情勢等を含め，関  

連研究者が実際に研究を行う上で有用な情報交換がなさ  

れている。  

4．2．2 地球環境研究の国際的な組織化  

（1）東アジア地域における地球変動研究の地域ネット  

ワーク計画委員会（TEACOM）  

lGBPにおいて，地球規模の変動に関する地域研究所  

のネットワークづくりを行うため，TEACOMが創設さ  

れた。平成9年産も，APNと解析・研究・研修システ  

ム（START）本部から支援を受けて，土地利用・被覆  

変化研究のネットワーク（LUTEA）とアジア大陸ス  

ケールの気候変動モデル研究のネットワークのための公  

開の国際会合が，いずれも北京で開催され，当センター  

も企画の段階から参画した。平成9年11月10－12［］に  

ロシア共和国のウラジオストックにおいて，第7桓1  

TEACOM会合が開催され，上記の二つのネットワーク  

の継続的支援を了承するとともに，極東メンバーが提案  

した豆満江国際プロジュクトについて，平成10年度に  

立ち上げのための国際シンポジウムを開催することが決  

められた。  

4．2．3】PCC等への貢献   

当センターが事務局をつとめた「統合評価モデルに関  

するIPCCアジア太平洋ワークショップ（平成9年3月  

10－12日に東京の国連大学で開催）」のプロシーデイン  

グ集「Proceedings of theIPCC Asia－Pacific  

Workshop onIntegrated Assessment Models」を  

CGER Reportとして刊行した。本レポートにはワーク  

ショップの8つのセッションに対し，24のペーパーお  

よび各セッションのサマリーやコメント等が掲載されて  

おり，アジア太平洋地域における地球環境変動と総合評  

価モデルに関する知見が集約されている。   

また，当センターは，IPCCの最新結果の普及に努め  

る等，我が副二おけるIPCC活動の中心的役割を果たし  

ている。本年度はIPCC第3作業部会が編集した第2回  

アセスメントレポート「Economic arld SocialDimen＿  

tions ofClimate Change」の翻訳書「地球温暖化の凝  

済・政策学」の編集作業において，編集事務局として協  

力した。   

その他，当センターは，日本学術会議地球環境連絡委  

員会IGBP専門委員会，地球変動の解析・解釈・モデリ  

ング（GAIM）′J、委貞会に参画し，その企画運営，日本  

でのGAIM関連の研究現状把握，調整等を行ってい  

る。また，世界気候機関（WMO），UNEP，国際学術  

連合会議（1CSU）の共同で進められているプログラム  

であるWCRPの会議にも参加している。  

（2）アジア太平洋地球変動研究ネットワーク（APN）   

APNは，世界を三つの地域に分けて，それぞれの地  

域の中で地球変動研究のネットワーク化を図る構想の一  

環である。平成8年3月から本格的に活動を開始し，複  

数の研究ネットワークの立ち上げのためのワークショッ  

プを支援し，アジアモンスーンエネルギー水循環観測研  

究計画（GAME）の活動も支援している。平成10年1  

月にはオーストラリアでAPN科学計画委員会会合，3  

月には北京で第3回政府間会合が開催された。両会合に  

は，当センターも参加した。政府間会合では，平成10  

年度の活動方針・内容が承認された。その中には，11  

月の第7回TEACOM会合で承認され，APNに提案し  

たワークショップの支援も含まれる。当センターは  

APN国内委員として，APN事務局を補佐する立場で，  

基本方針や平成10年度の活動方針案の作成に協力した。  

（3）インドネシア森林火災に関する研究者ネットワー   

ク（SNIFF）  

平成9年度，インドネシアのスマトラ及びカリマンタ  
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4．2．4 総合化研究   

地球環境研究総合推進費の中の「総合化研究」につい  

ては，当センターが中心となって推進しており，平成9  

年度は，「持続的発展のための環境と経済の総合評価手  

法に関する研究」，「地球環境予測のための情報のあり方  

に関する研究」，「地球環境リスクマネージメントのあり  

方に関する予備的研究」および「持続可能な郡市の発展  

に関する予備的研究」を実施した（詳細については，Z．  

3．9，2．3．11参照）。  

朋を利用した束アジア海域海洋汚染モニタリング」の観  

測データ（1996－1997年）の整理・加工を行った。世  

界の湿地に関しては，ラムサール条約における野生生物  

保護・生物多様性および地球温暖化に係るメタンの発生  

源としての視点から，湿地の分布と特性および関連文献  

等の情報をまとめたデータベースやそれらを基にLた湿  

地デジタル地図データ等を収集・整理・加工を行い，イ  

ンターネットおよびCD－ROh′1で情報提供できるように  

整備した。また，自然資源の輸出入がアジア諸国の環境  

に与える負荷量を把握するためのマテリアルフロー基礎  

データセット（PC版）等を作成した。   

データの公表については，大気汚染観測データに関し  

ては国立環境研究所等が行った航空機・地上観測データ  

（1991”1995年度）英語版CD－ROMとして刊行した。  

4．3 地球環境研究支援   

日本における地球環境研究の中心的役割を果たすべ  

く，地球環境研究に必要な様々な支援体制を整備し，そ  

れを広く提供していくことにより研究の効果的推進を  

因っている。  

（2）GRID一つくぼ   

当センターは，平成3年5月にUNEP／GRID（地球  

資源情報データベース）のセンターに指名され，以来  

GRIDつくぼとしての活動を進めている。   

平成4年度から開始LたGRIDの地球環境デ．夕の提  

供業務については，平成9年度は，国内外から19件の  

申請があ り，121データセットの提供を行った。その  

他，56件の問い合わせがあり，すべてに対して回答した。   

平成9年度は，米国の環境衛星NOAAのAVI▲1RRセ  

ンサから得られるデータを処理して作成した画像をイン  

ターネット及びCD一尺OMから検索できるシステムを構  

築した。また，平成8年度に整備したGRIDメタデータ  

ディレクトリシステムの運用を開始した。  

4．3．1データベース  

（1）地球環境データベース   

地球環境研究センターは，地球環境に関する各棟情報  

を収集・蓄積し，国内外の研究者や施策決定関係者に提  

供することを目的としている。   

平成9年虔には，国連環境計画（UNEP）のGEO  

（GlobalEnvironmentalOutlook）－IIプロジェクトに  

参画し，国際協力センターの一つとして，アジア太平洋  

地域を代表し，地球規模の環境に関する将来予測のため  

に地域ごとのSOE（S［aとe or Envirorlmer】t）に関する  

データの収集を行った。また，近年のインターネットの  

普及に伴って急激に変化している世界の地球環境データ  

の入手方法等を把握するため，モニタリング計画の概  

要，データの所在や入手方法等について調査を行い，イ  

ンターネットを通して閲覧できる「情報源データベー  

ス」（英語版）をとりまとめた。   

また，分野別のデータベースの構築については，社会  

経済分野では，アジアの環境予測を行うため，社会経済  

の発展シナリオを分析・整理し，アジアの自然植生の損  

壊可能性を簡略な数値モデルにより推計できる温室効果  

ガス排出シナリオデータベースの作成を行った。大気汚  

染に関しては，東アジア地域での長距離越境大気汚染解  

明のための基礎データベースとして，排出源に関しては  

中国とインドにおけるSO2，NOよ，また，韓国におい  

てはSO2の排出インベントリの作成を行った。海洋汚  

染に関しては，地球環境研究センターが行った「定期船  

4．3．2 スーパーコンピュータ   

平成3年度からスーパーコンピュータシステムの利用  

サービスの提供が開始され，平成9年度は，前年度に更  

新Lたスーパーコンピュータを引き続き研究所内外に開  

放して運用を行った。連用に当たっては，専門家からな  

る「スーパーコンピュータ関連研究ステアリンググルー  

プ」の意見を反映させるとともに，代表的な利用者から  

なる「スーパーコンピュータ利用ワーキンググループ」  

（代表的ユーザーからの意見聴取等）および「スーパコ  

ンピュータユーザーミーティング」（利用者への情報提  

供等）を開催した。   

本システムを利用して，地球規模の気候変動を予測す  

るための大循環モデル（GCM：GeneralCirculation  
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れlodel）による数値シミュレーション研究，人工衛星等  

によるリモートセンシング関連研究をはじめとする広範  

な分野の地球環境研究が，国立環境研究所内外の研究者  

により尖施された。   

本年度は，当システムを利用して行ってきた研究成果  

のうち，「Study on the Climate Systcm and Mass  

Tansport by aClimate Mo（】et」をCGER’S SUPER  

COMPUTER MONOGRAPH REPORT Vol．3とし  

て、「DevelopmentofaglobalトDchemicallyradia－  

tively coupled modeland anintroduction to the  

deveLopmcnt of a（hemically coupled CeneralCir－  

Culation Model」を同Vol，4として出版した。また，  

当システムを利用した地球環境研究の幅広い紹介，利用  

者間の情報交換などを目的として，平成8年度研究成果を  

CGER’S SUPERCOMPUTER ACTIVITY REPORT  

Vol．5－1996として出版した。さらに，第5回スーパー  

コンピュータによる地球環境研究発表会を平成9年7月  

16日に開催した。代表的ユーザー10グループによる研  

究発表，および米国Rutgers大学のRoniAvissar教  

授による講演「An Ocean－Land－Atmosphcre Modcl  

（OLAM）tostudylntcractionsbetwcenGlobaland  

RegionalClimate Processes」を行い，活発に討論した。  

4．4 地球環境モニタリング業務   

地球環境研究センターでは，地球環境研究及び行政施  

策に必要な基礎データを得るために，世界各国の関係機  

関・研究所と連携しつつ，地球的規模での精緻で体系的  

かつ長期的な地球環境のモニタリングを実施している。  

4．4．1地球環境研究センターのモニタリング体制   

当センターのモニタリング事業は，図1に示す実施体  

削で推進されており，環境庁が実施する地球環境モニタ  

リング事業として位置づけられている。   

衛星観測プロジェクト関連を除く事業は，事業の中核  

となる所内研究者（実施代表者），観測実務を分担協力  

する所内研究者（協力研究者）．専門的見地から指導・  

助言を行う所外の有識者（指導助言者），事業実務を担  

当・補佐する民間団体（技術支援団体）からなる実施グ  

ループにより実施されている。そして，事業全体の企画  

調整・予算等は，地球環境研究センターの研究管理官  

評価 報 告  
企画調整局長話問  

（事粍局）   

・事業等の企画・立案  
・予算・進捗状況の管理  ・事業の評価・採択 等  

講・調整等     ∪  

・各事業の連絡網整 等   

国1地球環境モニタリング事業の実施体制  
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（観測担当）・観測第一係が事務局となり，事業実施グ  

ループ・技術支援団体等と緊密な連携を図りながら管  

理・運営が行われている。例として，地上モニタリング  

における事業実務の連携関係を図2に示す。   

しており，進捗状況などにより次の4段階に分類される。  

・フィージビ リティスタディ（FS）一原則1年間と   

し，モニタリングの継続可能性・手法等の検討を行う。  

・試験モニタリングー原則3年間とし，FSで検討され   

た手法等を試行し，長期モニタリングとしての手法・   

体制を確立する。  

・長期モニタリングー試験モニタリングで確立された手   

法で長期・継続的にモニタリングを実施する。原則3   

年ごとに事業を見直す。  

・特定モニタリングー特売事象を期間を限定して短期集   

中的に観測する。  

事業の成果は毎年，国立環境研究所内に設置された地  

球環境研究センター運営委員会で評価され，幹部会譲に  

報告される。   

なお，得られた観測データは検証・評価を経て，報告  

書，CDROMやインターネットなどの情報媒体で逐次  

公表している。  

（2）地上ステーションモニタリンク   

沖縄県波照間島・北海道落石岬に設置された観測局で  

は，温室効果ガスなどの大気微量成分を継続して観測し  

ている事業であり，個別事業と切り離し，独立した事業  

として位置づけている。  

4．4．2 地球環墳モニタリングの種別   

地球環境モニタリング事業は，①地球環境の諸事象に  

係る個別のモニタリング（個別事業），②地上ステー  

ションモニタリング（波照間・落石岬），（訃衛星搭載観  

測機器のデータ処理連用システムの開発・運用等（衛星  

観測プロジェクト関連），④国際的なモニタリングネッ  

トワhクへの参画・支援に大別される。  （3）衛星観測プロジェクト関連   

衛星観測プロジェクトの一環として，ILAS（改良型  

大気周縁赤外分光計）■RIS（地上衛星間レーザー長光  

路吸収測定用リトロリフレククー）が取得したデータの  

（†）地球環境モニタリング（個別事業）  

地球環境の諸事象に係る個々のモニタリングを対象と  

★：浪粗間MS；沖■県衛生環境研究所   

落石岬MS；北海道覆墳科学研究センター  

国2 地上モニタリング事業の実務の流れ  
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処理及び再処理運用，並びに，ILASの後継機である  

ILAS一Ⅲのデータ処理運用システムの開発業務を担当し  

ている。   

本事業で得られたオゾン層関連データは，データ質の  

検証後，インターネット等によるコンピュータネット  

ワークあるいは，CDrROM等の電子媒体及び印刷物で  

公表され，一般に広く提供される予定である。   

なお，地球環境研究に係る本プロジェクトの必要事項  

についての検討は，本研究所「研究推進委貞会」の下部  

組織である「衛星観測プロジェクト検討小委員会」にお  

いて行われている。  

海道陸別町の町立天文台を利用した総合的な成層圏モニ  

タリング体制の構築を進めた。  

（彰有害紫外線モニタリング（試験モニタリング）   

成層圏オゾンの減少による有害紫外線量の増加を監視  

するため，東京・霞ヶ関の第5合同庁舎屋上において，  

プリューワ型分光光度計などにより有害紫外線量（UVB）  

を試験的に観測している。  

＜対流圏の温室効果ガスに係るモニタリング＞  

（9地上ステーションモニタリング   

人為的発生源の直接影響を受けない地点で大気中の温  

室効果ガス等の長期変化を監視するため，波照間島（沖  

縄県）及び落石岬（北海道）に無人観測ステーションを  

設置して，大気微量成分の高精度自動観潮を行ってい  

る。  

⑥定期船舶を利用した南北太平洋上大気モニタリング   

（長期モニタリング）   

温室効果ガスに関する観測データの集積が少ない西太  

平洋海域における，温室効果ガスのバックグラウンド濃  

度（人為発生源の直接影響を受けない濃度）を観測する  

ために，民間船舶の協力を得て，日本一オーストラリア  

間の定期航路上で洋上大気を一定間隔（緯度で約3度）  

で自動採取し，温室効果ガス濃度を観測している。  

（む定期船舶を利用した北大平祥域大気一海洋間ガス交換   

収支モニタリング（試験モニタリング）   

全球的な炭素循環において重要な位置を占める北大乎  

洋海域の役割を評価するために，民間船舶の協力を得  

て，日本一カナダ間の二酸化炭素の発生源／吸収源とし  

て重要な北太平洋の定期航路上で，大気と海水中の二酸  

化炭素濃度・海水の水質などを観測し，二酸化炭素の大  

気／海洋間の交換収支に係る基礎デ【夕を収集している。  

（参シベリア上空における温室効果ガスに係る航空機モニ   

タリング（試験モニタリング）   

温室効果ガスの発生源／吸収源として重安なシベリア  

地域における，湿地からのメタンの発生や森林に・1よる二  

酸化炭素の吸収などの把握を目的として，航空機を用い  

た温室効果ガスの観測を行っている。   

ロシア連邦の中央大気観測所・凍土研究所の協力を得  
て，シベリア地域の3地点（スルダート，ヤグ⊥ッダニ  

ノボシビルスク）で，チャーターした航空機を用いで大  

気を採取し，温室効果ガス濃度の鉛直分布（～7000m  

まで）を観測している。  

（4）国際モニタリングプロジェクトヘの参画・支援   

世界の関係機関と連携しつつ，国際的なモニタリング  

プロジェクトの一員として参画すること，かつ，プロ  

ジェクト自体の構築・強化への積極的な貢献も我が国の  

責務である。特に，棄アジア・西太平洋地域における中  

核機関としての機能を果たすことが期待されている。   

現在．1977年からUNEPとWHOなどが推進してい  

る地球環境監視システム／陸水環境監視計画（GEMS／  

Water）に対して，様々な支援事業を行っている。  

4．4．3 事業別活動概要  

（1）地球環境モニタリング（個別事業）及び地上ス  

テーションモニタリング  

＜成層圏オゾン層に係るモニタリング＞   

当センターは地上ベースの遠隔計測器による国際的な  

オゾン層総合観測ネットワークであるNDSC（成層圏変  

動探査ネットワーク）に加盟している。  

（むオゾンレーザーレーダーによる成層圏オゾン層モニタ   

リング（長期モニタリング）  

1988年よりオゾンレーダーレーダーによりつ〈ば市  

上空の高度10－40kmの低中高度成層圏オゾン濃度の  

垂直分布を観測している。  

②ミリ波放射計による成層圏オゾン層モニタリング（試   

験モニタリング）   

①に加え1995年度よりミリ波放射計による高度35km  

以上の商高度成層圏オゾン濃度の垂直分布を観測してい  

る。これらによって成層圏のほほ全域にわたる高度での  

観潮を可能とする体制が構築された。  

③北域成層圏モニタリング（FS）   

日本におけるオゾン層破壊の状況を把握するため，北  
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＜海洋環境に係るモニタリング＞  

⑨定期船舶を利用した東アジア海域海洋環境モニタリン   

グ（試験モニタリング）   

人為活動による地球規模の物質循環の撹乱を把握する  

ために，東アジア地域の縁辺海域での海洋汚濁を，生  

物・化学的指標を用いて観測している。   

現在．大阪～沖縄聞及び大阪一別府閏を航行するフェ  

リーの協力を得て，機関室内に設置した海水自動計測装  

置と自動採水装置により，我が国沿海の水質を高頻度に  

観測している。  

⑩イカを指標生物とした海洋環境モニタリング（特定モ   

ニタリング）   

有害化学物質による全球的な海洋汚染状況の把握を目  

的に，世界的に分布するイカを指標生物として，生物体  

中に高倍率に濃縮された有害化学物質を分析し海洋生態  

系への影響を観測する海洋環境モニタリングを推進する  

とともにその手法・体制などについての技術的な検討を  

行っている。  

（3）国際協力・支援事業  

＜GEMS／Water支援事業＞   

地球環境監視システム／陸水監視計画（GEMS／ⅥJater）  

に参画し，参照研究室業務（分析精度管理のための標準  

試料作成及び内外関係機関への配布・評価等）及びナ  

ショナルセンター業務（国内観測点のデータの取りまと  

めと，現在21観測点）を担当している。   

また，従来から研究所の観測研究の一環として継続調  

査されてきた摩周湖・霞ヶ捕をGEMS／Waterの観測点  

として位置づけ，摩周湖は人為的汚染源の直接的な影響  

の少ないベースラインモニタリングステーション（1994  

年度より），霞ヶ浦は水質汚濁の変化を調査するトレン  

ドステーション（1996年度より）として調査を継続し  

ている。  

4．5 その他  

4．5．1組織  

（1）組織概要   

平成9年度末現在で，地球環境研究センター長（充て  

職），総括研究管理官（1名），研究管理官（4名），研  

究員（1名），業務係長，交流係長，観測第一係長及び  

観測第2係長の体制で業務に当たった。   

また，当センター職員のほかに，環境専門調査員，重  

点研究支援協力員，弔別流動研究員，専任に準ずる併任  

として3名と，モニタリング，データベース及び総合化  

研究を主体的に実施する研究者15名を所内併任とし  

て，業務の推進を図った。  

＜陸域生態系に係るモニタリンク＞   

⑪リモートセンシングによるアジア地域の植生指数分   

布モニタリング（試験モニタリング）   

インドおよびインドシナ半島全域を含む東南アジア地  

域の植生および土地被覆状況の変化を把握するため，衛星  

観測データ（NOAA／AVHRRデータ）を用いて当該地  

域の広域モザイク画像と植生指数分布図を作成している。  

（2）衛星観測プ由一ジェクト関連   

地坪観測プラットフォーム技術衛星ADEOS（1996  

年8月打ち上げ：f】－ち上げ後「みとこり」と命名）に搭載  

されたIl－AS・RISセンサーのデータ処理運用システム  

（計算機システムおよびソフトウェアシステムを統合し  

たシステム）の運用を継続した。1997年6月に太陽電  

池パドルのトラブルにより「みどり」が停止して以後  

は，得られた約8カ月分のデータ処理・解析を進め，オ  

ゾン及びオゾン層関連大気微量成分の高度分布が得られ  

ており，さらにデータ質の向上を目指して，アルゴリズ  

ムの改訂作業を進めている。また，平成‖年度打ち上  

げ予定の後継機rLAS－Ⅱのデータ処理運用システムの  

開発を進めている。  

（2）客員研究官制度   

地球環境研究センターには，研究活動推進のための客  

員研究官を置くこととされており，平成8年7月29日  

付けをもって6人の大臣発令があった。   

客員研究官は地球環境研究に関する有識者としての立  

場から，地球環境研究センターの活動方針及び地球環境  

研究の総合化に対し指導，助言を行った。また，平成  

10年2月に平成9年度地球環境研究センター客員研究  

官会議を開催した。  

4．5．2 所外協力活動  

（1）地坪環境研究等企画委員会，地球環境研究小委員  

会，地球環境モニタリング小委員会   

地球環境研究センターの対外的業務の一一つとして，地  
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球環境研究総合推進費による研究の進行管理があり，毎   「地球環境研究小委貞会」にその結果を報告している。  

年度策定される実施案綱に基づき研究連絡会議及び研究  また，さらに同企画委員会の下に設置されている「地  

推進会議を開催し，環境庁企画調整局に設けられた「地  球環境モニタリング小委員会」においては当センターで  

球環境研究等企画委員会」及びその下に設置されている  行う地球環境モニタリングが審議されている。  
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5．環境研修センター  

5．1業務概要   

環境研修センターは，国及び地方公共団体等の環境行  

政担当職貞等の行政的識見の向上，専門的知識，技術の  

習得及び職貞相互の啓発，交流を目的とした研修を実施  

している。   

研修コースは，行政関係研修と分析関係研修に大別さ  

れるが，平成9年度においては，環境をめぐる社会情勢  

の複雑多様化とそれに伴う研修ニーズに応えるべく，新  

たに「国際環境協力入門研修」を開設したほか，既設の  

研修コけスについても研修内容等の改善を行い，行政関係  

研修22コース，分析関係研修9コースを実施し，1，278  

人が研修を修了した。   

また，国際協力の一環として開発途上国における環境  

モニタリングに関する人材の養成のための，「環境モニ  

タリング（水質）研修」を実施した。平成9年度の研修  

実績は次のとおりである。  

5．2 行政関係研修  

研 修 名  実施時期（日数）  研 修 対 象 者  修了者数（人）  

環境行政管理・監督者研究会  9．5．12－9．5．16（5日） 国及び地方公共団体等の環境行政を担  
当する管理者及び係長（相当職を含  
む。）以上の監督者  

9．12．1－9．12．5（5日） 国及び地方公共団体等において環境管  
理業務（環境管理計画の作成または実  
施に関する業務等）及び快適環境に関  
する業萌を担当している職員   

9．7．23－9．7．30（6日） 国及び地方公共団体等において環境影  
響評価業務を担当している職月でその  
経験が1年以上の者   

9．8．25－9．8．29（5日） 国及び地方公共団体等において環境教  
育・学習に関する業務に従事している  
職員でその経験が1年以上の者   

9．8．25”9．8．27（3日） 国及び地方公共団体の環境・学習に関  
する実践活動を支援する関係団体等の  
職員   

9．10．13－9．10．17（5日） 国及び地方公共団体等において環境基  
本計画業務を担当している職員   

9．7．14－9．7．18（5日） 地方公共団体等において環境に関する  
国際協力業務の企画・管理及び開発途  
上国等からの研修員の指導等に当たる  
磯貝  

地域環境研修  56  

環境影響評価研修  117  

環境教育研修（行政）  58  

環境教育研修（実践）  31  

環境基本計画研修  73  

海外研修員指導者研修  12   

国際環境協力入門研修  
（第一酎  

（第二回）  

9．10．27－9、10、31（5日） 国及び地方公共団体等において環境に  
10．2．2－10．2．6（5日） 関する行政又は研究業務に従事してい  

る職員で国際環境協力について関心を  
有する者   

9．7．Z－9．7．11（8日） 地方公共団体等において地球環境保全  
対策の企画・実施等に関する行政また  
は研究業務に従事している職員  

地球環境保全技術研修  
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研  修  名  実施時期（日数）  研 修 対 象 者  修了者数（人）  

自然保護研修  9．10．1－9．10．8（6日）  国及び地方公共団体等において自然保  
護業務を担当している職員でその経験  
が1年以上の者   

国及び地方公共団体等において鳥獣関  
係司法警察貞及び野生生物保護業務を  
担当している職員でその経験が1年以  
上の者   

国及び地方公共団体等において大気保  
全業務を担当している職員でその経験  
が1年以上の者   

国及び地方公共団体等において騒音・  
振動防止業務を担当している職員でそ  
の経験が1年以上の者   

国及び地方公共団体等において水質保  
全業務を担当している職員でその経験  
が1年以上の者   

国及び地方公共団体等において地盤環  
境保全業務を担当している職員でその  
経験が1年以上の者   

国及び地方公共団体等において環境に  
関する行政又は研究業務に従事してい  
る聯月でその経験が1年以上の音叉は  
同程度の知識を有する者   

環境庁に勤務する職員のうち36歳以  
下の職員で採用されてから概ね1年以  
上の者   

環境庁新採用職長 り種）   

環境庁新採用職員（「・Ⅲ種）  

野生生物保護研修  9．11．5－9．11．11（5日）  53  

大気保全研修  10．2．12－10．2．19（6日）  75  

騒音・振動防止研修  9．6′9～9．6′ユ3（5日）  83  

水質保全研修  9．6．18”9．6．25（6日）  ユ19  

地盤環境保全研修  9．5，19～9．5．23（5日）  23  

環境情報研修  10．1．20”10．1．29（8日）  40  

環境庁職員研修（係員級）  10．2．23”10．2．27（5日）  20  

環境庁新採用戦貞研修り種）   

環境庁新採用職員研修（Ⅲ・  
Ⅲ種）   

国立公園管理官等研修  

9．4．2～9．4一ユ7（8Eり   

9．4二7”9．4．11（5日）  

9．9．1”9．9．5（5日）  環境庁の職員で国立公園管理，希少種  
保護等の業務を担当している職員   

環境庁の業務を所管する総務庁の環境  
調査官等の初任者でその経験が1年未  
満の着   

地方公共団体等において環境政策の企  
画，実施等に関する兼務に従事してい  
る職貞でその経験が2年以上の者  

39  

地方環境調査官等初任者研修  9．4．21～9．4．24（4日）  11  

課題研究型研修  9．9．8～9．11．28（58日）  

研修修了者計  

5、3 分析関係研修  

実施時期（日数）  研 修 対 象 者  修了者数（人）  研  修  名  

機器分析研修（一般課程）  10－1．ZO〝10．2．5（13日） 国及び地方公共団体等において公害防  
止に係る分析業務を担当している職員  
でその経験が1年以上の者  
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研  修  名  実施時期（日数）  研 修 対 象 者  修了者数（人）  

一般分析研修  9．9．3～9．9．12（8日）  国及び地方公共団体等において公害防  
止に係る分析業務を担当している職員  
でその経験が概ね2年程度までの者   

国及び地方公共団体等において大気・  
悪臭関係の分析業務を担当している職  
貞でその経験が概ね2年以上の者   

国及び地方公共団体等において悪臭関  
係の分析業務を担当している職員でそ  
の経験が概ね2年以上の者   

国及び地方公共団体等において水質・  
土壌・廃棄物関係の分析業務を担当し  
ている職貞でその経験が概ね2年以上  
の者   

国及び地方公共団体等において公害防  
止に係る分析業務を担当している職員  
でその経験が2年以上の者   

国及び地方公共団体等において公害防  
止に係る分析業務を担当している職員  

大気分析研修  9．7．2－9．7．18（13日）  34  

悪臭分析研修  9．ほ10～9．12．19（8日）  13  

水質分析研修  9．5．12”9．5．28（ユ3日）  41  

機器分析研修 A（GC－MS）  
（特定課程） B（電子顕微鏡）  

9．11．17－9．1ユ．21（5日）  
9．2．23～9．2．27（5日）  

課題分析研修G）（付着藻類）  
②（プランクトン）  

③（底生動物）  

9．9．8－9．9．12（5日）  
9．11．17～9．ユ1．21（5日）  
9．4．21～9．4．25（5日）  

研修修了者計  226  

5．4 その他の研修  

研 修 名  実施時期（日数）  研 修 対 象 者  修了者数（人）  

環境行政実務研修  9．4．1～10．3．31（1年間） 都道府県，政令市等において環境関連  
業務を担当している職員で．その経験  
が2年以上の者  

環境モニタリング（水質）研修  9．9．24－9．11．8（32日） 開発途上国において水質環境保全を担  12  

当する中堅管理技術者  
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6．研究施設・設備  

6．1運営体制   

本研究所の大型施設等の運営については，大型施設等  

運営委員会において管理・運営に係る基本的事項を審議  

し，研究部門の主体運営部署を中心とした各施設運営連  

絡会と施設課が連携して，専門業者を活用しつつ行って  

いる。  

行う。3階には，粒子状汚染質および酸性・酸化性物質  

の生成，拡散，消滅の諸過程を研究するエアロゾルチャ  

ンバー装置が設置されている。   

本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われ  

た。  

6．2．4 大気共同実験棟（大気フリースペース）   

本施設は，室内実験，フィールド調査などに使用され  

る各種計測器の校正試験及び既設の各施設では対応でき  

ない大気関係の研究のために，その必要性に応じ一定期  

間の使用に供することを目的とした施設で，各種の機器  

の校正に利用された。また，対流圏及び成層圏のオゾン  

濃度分布の測定を行い，オゾン濃度の変動現象の解明お  

よび長期的な変化を研究するオゾンレーザーレーダーが  

設置されている。  

6．2 大型研究施設  

6．2．1大気化学実験棟（光化学チャン／ト）   

本施設は，大気中の一次汚染物質が光化学的に二次汚  

染物質に変質するメカニズムを実験的に研究し，都市域  

における光化学スモッグ，対流圏バックグラウンド・成  

層圏等の大気光化学反応を解明することを主呂的として  

いる。そのための大型実験装置として光化学チャンバー  

が設置されている。   

本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われ  

た。  「オゾンレーザーレーダー 」   

オゾン観測室に設置されているレーザーレーダーは3  

台のレーザーと口径100cmおよび56cmの2台の望遠  

鏡を備えており，高度45kmまでのオゾンの高度分布  

を高い精度で観測することができる。   

本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われる  

とともに，地球環境研究センターによる成層圏モニタリ  

ングが行われた。  

6．2．2 大気拡散実験棟（風洞）   

本施設は，工場や自動車から排出される大気汚染の移  

流，拡散現象をできるだけ現実に即してシミュレートす  

るための施設である。本施設は従来の流体力学用風洞の  

仕様条件に加えて，温度，速度成層装置，加熱冷却床パ  

ネルを備えている点に特徴がある。これらの組み合わせ  

により種々の気象条件が再現でき，移流，拡散に最も重  

要なパラメータである大気の安定度を調節して自然大気  

と相似の条件で大気汚染をシミュレー下することが可能  

である。そのための大型施設として大型・中型の風洞が  

設置されている。   

本年度は，特別研究，地球環境研究および経常研究等  

が行われた。  

6．2．5 大気モニター棟   

本施設は．大気質の自動測定装置等の精度や安定性の  

チェックあるいは相互比較，さらに妨害因子の検討など  

を行うための施設である。本施設には，国設大気測定所  

などで実際に使用されている機器を中心として6種類の  

自動測定器（NO方，SOz，03，非メタン，SPM，ガス  

状Hgの各測定機器）が設置されている。機器の性能を  

維持するために，専門技術者が精度管理を厳しく行って  

いる。また，所内外の研究者に対して，気象要素（風  

向，風速，雨量，気圧，日射量，紫外線放射量，地表温  

度）や大気質の測定結果の公開なども行っている。   

本年度は，半年以上にわたる長期テストを必要とする  

研究課題を含み6研究課題の利用申込みがあったほか，   

6．2．3 大気汚染質実験棟（エアロドーム）   

本施設は．環境大気の遠隔計測並びに粒子状大気汚染  

質の大気中の挙動を研究する施設である。最上部（7・  

8階）に設置されている大型レーザーレーダーは大気汚  

染質の空間分布を短時間に広範囲にわたって観測するた  

めの装置で，コンピュータによって操作，データ処理を  
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データの閲覧申込みもユ2件あった。  行う海洋マイクロコズム，地下水汚染研究のための諸モ  

デル測定装風 物質循環速度・経路を解明するための安  

定同位体比質量分析計と前処理装置が設置されている。   

本年度は，地球環境研究，原子力利用研究，重点共同  

研究，経常研究が行われた。  

6．2．6 ラジオアイソトープ実験棟（Rl棟）   

本施設は，放射性同位元素を利用することにより環境  

中の汚染物質の挙動や，生態系への影響，物質循環の解  

明，生物を用いた汚染物質の除去技術の開発等を行って  

いる。   

本年度は研究課題の変化にあわせて使用核種の種類，  

数量の見直しを行い使用承認核種を23核種に変更し  

た。放射線業務従事者は職員，客員研究員，共同研究  

鼠研究生合わせて43人であった。平成9年度には本  

施設を利用して特別研究5課題，地球環境研究総合推進  

費による研究5課題，開発途上国環境技術共同研究1課  

題，原子力利用研究5課題，奨励研究ユ課題，文部省科  

学研究補助金による研究1課題，経常研究11課題が行  

われた。  

6．2．9 土壌環境実験棟（ペドトロン）   

本施設は，土壌・底質環境の保全並びに汚染土壌の浄  

化に関する研究を行うことを目的とLた施設であり，環  

境制御下で土壌一植物系における汚染物質の挙動を調べ  

るための地温制御大型ライシメーター，グロースチャン  

バ⊥，地温制御チャンバー，化学物質研究のための実験  

室などの装置が設置されている。   

本施設を利用して，特別研究，地球環境研究，経常研  

究などが実施された。  

6．2，10 動物実験棟（ズートロン）   

本施設は，環境汚染物質が人の健康に及ぼす影響を，  

BiomedicalScieneeの立場から，動物を用いて実験的  

に研究することを目的とした研究施設である。   

本施設を使用して実施された試験研究は，特別研究  

（①ディーゼル排気による櫻性呼吸器疾患発症機序の解  

明とリスク評価に関する研究，（む超低周波電磁界による  

健康リスク評価，③環境中の「ホルモン様化学物質」の  

生殖・発生影響）の3課題と開発途上国関係（開発途上  

国における石炭燃料に伴う大気汚染による健康影響と疾  

病予防に関する研究）1課題，さらに経常研究18課題  

であった。これらの内容として，大気汚染物質，重金属  

およびその他の環境汚染物質の生体影響の解明に関する  

基礎的研究・リスク評価研究に加えて，地球規模の環境  

変化としての地球温暖化やオゾン層の破壊に伴う紫外線  

の健康影響に関する研究が含まれている。  

6．2．7 水生生物実験棟（アクアトロン）   

本施設は，水界における汚濁物質の挙動及び影響を生  

態学，微生物学，水質工学等の見地から解明することを  

目的とした施設である。大型施設として，アオコ等の微  

生物の挙動および水質改善効果等を研究する目的で淡水  

マイクロコズム装置が設置され，微量の重金属，農薬等  

の汚染物質が，どのように魚類や甲殻類等の水生生物に  

影響するかを研究する目的で毒性試験装置が設置されて  

いる。   

また，水生生物の飼育培養および系統保存のための設  

備が設置されている。屋外には自然条件下における生態  

系の遷移現象や水質変化に伴う生態系としての反応を，  

生物群集の面から解析するための実験施設として生物生  

態実験地が設けられている。   

本年度に供試された実験水生生物は，グッピー，メダ  

カ，タマミジンコ，オオミジンコ，メカエビ等を中心に  

およそ50種・系統に及んだ。   

本年度は，特別研究，地球環境研究および経常研究等  

が行われた。  

「生体用NMR装置」   

本装置ほヒトや実験動物を生きた状態でNれIR計測を  

行い，その代謝機能や体内イメージを解析する装置であ  

る。経常研究，科学研究費補助金による研究などに使用  

された。  6こ2，8 水理実験棟   

本施設は，水土壌圏の水理現象と水質に関与する物  

理・化学・生物学的な諸現象を実験的に解明することを  

目．的とした施設であり，海洋への炭酸ガス吸収とその循  

環機構の解明を目的として海産藻類の無菌的純粋培養を  

6．2．11植物実験棟（ファイトトロン）   

本施設は，地球環境問題や自然保護などに関連して，  

植物および陸上生態系に及ぼす種々の環境ストレスの影  
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響について，制御された環境下で研究をすることを目的  

とした試験研究施設である。このために，植物群落を対  

象とした自然環境シミュレータを始めとして，クリーン  

実験室・培養室等からなるバイオテクノロジー施設，  

種々の型式・性能の環境調節装置が植物実験棟Ⅰ及びⅢ  

に設置されている。また，砂漠化や熱帯林の研究のため  

の低温低温 高温高湿の設定のできるグロースチャン  

バーも設置されている。   

本年度に本施設では，2研究グループ及び2基盤研究  

部によって，地球規模研究5課題，経常研究6課題，科  

学技術振興調整費研究1課題の試験研究等が行われた。  

特に地球規模研究，「紫外線増加が野生植物に与える影  

響の評価に関する研究」，「アジア太平洋地域における地  

球温硬化の局地植生への影響とその保全に関する研  

究」，「熱帯環境林保続のための指標策定に関する研  

究」，「熱帯環境保全林における野生生物の多様性と持続  

的管理のための指標に関する研究」，「野生生物集団の絶  

滅プロセスに関する研究」等により，植物に対する地球  

規模の環境変動の影響について，遺伝子から群落までの  

種々のレベルで研究が行われている。また，環境保全の  

ためのバイオテクノロジーの活用とその環境影響評価に  

関する研究では，バイオテクノロジーを用いて大気汚染  

環境に対して指標性ヤ浄イヒ能力の高い植物の開発に関す  

る研究が行われている。   

本年度に供試された実験植物は，中国の砂漠に生育す  

る植物琴海外で種子を採取した野生植物種を含め約60  

種に及び，年間供給個体数は約10，000個体に達した。  

して実施された試験研究は，特別研究5課題，経常研究  

ユ0課題，地球環境研究総合推進費2課題，科学技術振  

興調整費3課題であった。  

6．2．13 騒音・保健研究棟   

本施設は，環境因子の人体への影響に関して，人を対  

象として研究することを呂的とした施設である。本施設  

を利用し，主として，環境健康部・病体機構研究室およ  

び環境疫学研究室，地域環境研究グループ・都市環境影  

響評価研究チームが以下の研究を実施している。病体機  

構研究室は環境汚染物質の毒性発現機構に関する実験的  

研究二 および健康影響のモニタリング手法の開発に関す  

る基礎的研究を，環境疫学研究室は各種疫学調査の準備  

並びに現地調査の実施，調査試料の分析，収集資料の整  

理とデータベースの作成，を行うとともに，各種計算機  

システムを活用したデータ解析を行っている。都市環境  

影響評価研究チ「ムは人を対象とした生理実験室を利用  

した騒音，超低周波電磁場等の環境ストレスの健康影響  

に関する研究を実施するとともに，各種疫学調査の準  

備・解析に利用している。  

6．2．14 環境遺伝子工学実験棟   

本施設は，組換えDNA技術を環境保全に利用するた  

めの手法の開発や，遺伝子を組換えた生物の環境中での  

挙動や生態系への影響を解明するための基礎的知見を収  

集することを目的とした施設である。   

平成9年度に承認された本研究所における組換え  

DNA実験は27課題，登録された組換えDNA実験従事  

者は98人であり，従事者数は昨年度より増加した。遺  

伝子組換えによる環境ストレス耐性の植物の作成，組換  

え微生物の水中及び土壌中での挙動の解明，動物遺伝子  

のクローニングなどの実験が本施設内で実施された。   

また∴管理区域外の分析機器室にはペプチ・ドシークエ  

ンサーやDNAシークエンサー等の分析機器が設置され  

ており，極めて活発に使用された。  

6．2．12 微生物系統保存模   

本施設は，微生物が関与する環境汚染・環境浄化の研  

究を推進させるために必要な環境微生物培養株を収集，  

確保して系統的に保存することおよび研究者の要請に応  

じて保存株を株データとともに提供することを目的とし  

た施設である。   

平成9年度の保存株の分譲は，赤潮・水の華形成藻  

類，汚染指標藻類，AGP供試藻類，有毒藻類，炭酸カ  

ルシウムの鱗片を有する藻類等多種にわたり，水環境保  

全研究および地球環境保全研究に利用された。   

本年度寄託株37種を含めた微細藻類と原生動物842  

株について，それらの種名，履歴（産軋採集者，分離  

者，採集月日等），株の状態（無軋単藻等），培軋培  

養条件等をパソコンで整理した。本施設の保存株を利用  

6．2．15 共通機器   

本研究所では，大型で高価な分析機器等を共通機器と  

して管理・運営し，広く研究者が利用できるようになっ  

ている。現在，共通機器として登録されている機器は，  

表6．1のとおりである。どの機器も性能を維持するため  

に専門技術者による維持管理業務が行われている。その  
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中でも，①ガスクロマトグラフ質量分析装置，②走査型  

電子顕微鏡，③通過型電子顕微鏡，④プラズマ発光分光  

分析装置（2種類），⑤核磁気共鳴装置，⑥元素分析計  

は，特に分析希望が多い装置である。分析希望試料も牡  

鹿の高い前処理や分析技術を必要とするものが多いた  

め，この7装置については，専門技術者による依頼分析  

業務を行っている。   

平成9年度に依頼分析を行った研究テーマは，約30  

課題，約9，000検体の分析希望があった。このようにし  

て，所内約4割の研究者が共通機器を毎年利用してお  

り，環境にかかわる分野の応用研究や基礎研究に役立つ  

データを提供している。   

なお，平成9年度にⅩ線分析顕微鏡が新たに導入さ  

れた。  

6．2．16 情報関連施設  

（1）コンピュータシステム   

平成9年3月に行われたシステム更改では，計算需要  

の増大及び処理形態の多様化に対処するため，大型電子  

計算機システムとスーパーコンピュータシステムを統合  

したシステムとしてとらえ，比較的大規模のスーパーコ  

ンピュータシステムを中核に，複数の各種サブシステム  

を加えた分散型のシステムを導入した。   

本システムは，オペレーティングシステム（OS）と  

してUNIX系OSに統一されるとともに，地球環境問題  

を扱う大規模なFORTRANプログラムを効率よく作  

成・’編集し，また実行するための多様な機能を持つ  

FORTRANコンパイラ及び各種支援ツールを備えてい  

る。  

表6，1共通機器一覧表  

機 器 名  通 称  型 式  導入年  

（1）ガスクロマトグラフ質量分析装置  GC／MS  JMS700  平成6年  

5800LV  平成8年  

JEM－2000FX  昭和63年  

ICP－750  平成4年  

（2）走査型電子顕微鏡  

（3）通過型電子顕微鏡  

（4）プラズマ発光分光分析装置  

（5）プラズマ発光分光分析装置  

（6）核磁気共鳴装置  

（7）Ⅹ線光電子分光装置  

（8）電子スピン共鳴装置  

（9）高速アミノ酸分析計  

（10）元素分析計  

（11）全自動細胞解析分離装置  

（12）蛍光Ⅹ線分析装置  

（13）原子吸光光度計  

（14）顕微分光分析装置  

（15）フーリエ変換赤外分光光度計  

（16）AED検出器付ガスクロマトグラフィー  

（17）MIP質量分析装置  

（18）パージ＆トラップガスクロマトグラフ質量分析装置  

（19）自動二次元電気泳動装置  

（20）共焦点レーザー蛍光顕微鏡  

（21）x線回折装置  

（22）高精度安定同位体比測定用質量分析システム  

（23）トレーサー実験用安定同位体比質量分析システム  

（24）x線分析顕微鏡  

JCP－TJS  6ユE  平成8年  

Nh4R  JNM－A500  平成6年  

ESCA  ESCALAB5  昭和54年  

ESR  JES－FE－3X  昭和55年  

RAA  HITACHl－835  昭和55年  

CHN  EAllO8  平成8年  

CELL SORTER  FACS Caliber  平成7年  

VF－3ZOF  昭和63年  

5100（P．E．）  昭和63年  

UMSP－80  昭和63年  

FT／IR－500  平成7年  

5921A  平成7年  

P6000  平成8年  

AUTO MASS50  平成8年  

MultiphorⅢ  平成8年  

TCS4D  平成8年  

RINT－Ultima十  平成9年  

MAT25Z  平成9年  

DELTAPLu5  平成9年  

ⅩGT2000Ⅴ  平成10年  

ⅩRF   

C,FAA 

FTfR   

GCAED   

MIP／MS   

P＆T／GC／MS   

EP  

XGT  
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また，演算処理を超高速に行うベクトル計算機本体を  

中心としてフロントエンドシステムや地球環境研究で  

は，計算結果を可視化することが現象解明，影響評価及  

び予測を行う上で重要な役割を果たすため，計算結果を  

適切に表示するグラフィックスサブシステム，さらに，  

科学技術計算の多くの数億シミュレーションについて  

は，計算アルゴリズム（算法）及びプログラムに適した  

スカラー計算サーバサブシステムも導入した。   

このほか，基礎データ，共用データ及び計算結果等の  

大量のデータを格納する大容量磁気ディスク装置，各構  

成要素を構成するコンピュータが扱うファイル（データ  

等）の高速バックアップ及びマイグレーションが可能な  

大容量磁気テープ装置を備えたファイルサブシステム，  

並びにデータベースサーバ（統計解析システムソフト  

ウェアを含む。），当研究所の情報を所内外へ発信する  

WWWサーバ，イントラネットサーバ等から構成され  

ている。  

トを使用し，より高連なネットワーク（100BASE－TX）  

の利用が可能となった。   

平成9年度は，水理実験棟に光コードケーブルを敷設  

するほか，研究室等にUTPの配線を行うとともに，情  

報コンセントを増設するなどのネットワークの拡充を  

囲った。  

6．2．17 実験ほ喝   

本施設は，植物および土壌生態系の環境保全機能に関  

する野外実験や所内の各生物環境調節施設で得られた研  

究成果を野外条件下での応用試験，並びに実験植物の系  

統保存，供給を行うことを目的とした生物系野外実験施  

設である。施設は，所内にある構内実験ほ場と当研究所  

の西方約4kmに所在する別団地実験ほ場（つくば市八  

幡台3）の2施設より構成される。   

平成9年度には，特別研究，地球環境研究総合推進費  

による研究などによる野外実験が実施された。また，熱  

帯の樹木類や砂漠植物などの実験植物を系統保存すると  

ともに，それらを植物実験棟などで実施される研究に供  

給した。  

（2）国立環墳研究所ネットワーク   

本システムは，研究所内に相当台数導入されているコ  

ンピュータ資源を相互接続することにより，これらの資  

源の有効利活用を図り，併せて国外を含む所外のネット  

ワークに接続されたコンピュータとの間で電子メールの  

授受等を行うことを目的として，スーパーコンピュータ  

システムの新規導入に伴い，FDDlを基幹ネットワーク  

として，平成3年度に構築されたものである。   

その後，平成7年度に，研究本館Ⅲの増設に伴い，新  

たに2つのFDDIサブネットを構築するため，ATMス  

イッチを導入し，既設のFDDI基幹ネットワーク等を統  

合した。また，平成7年度末には，ネットワークの強化  

に係る基盤整備の一環として，本館及び実験棟の間に光  

ファイバケーブルを敷設するほか，研究室等にツイス  

テッドペアケーブル（UTP，カテゴリ5）の配線及び  

情報コンセントの取り付けを行っている。   

平成8年度には，新コンピュータシステムの処理能力  

の向上及びデータ格納領域の拡充に合わせ，特に大容量  

データの高速伝送に適した1Pスイッチ（2台）及びIP  

スイッチ・ゲートウェイ（11台）を導入し，既設FDDI  

基幹ネットワークのイーサーネットセグメントをこれら  

のゲートウェイに収容するほか，同ゲートウェイに情報コ  

ンセント配線を接続するなど，LAN構成の変更を行った。  

なお，一般の利用者においても，これらの情報コンセン  

6．2．18 霞ケ浦塩湖実験施設   

霞ケ浦臨湖実験施設は国立環境研究所の研究者の共同  

利用施設として利用されている。日本の中でも水質汚濁  

の進行している霞ケ浦の湖畔に位置するところから，  

霞ヶ浦を対象とした調査や，霞ヶ浦の湖水や生物を利用  

した各種の実験研究を行うことにより，湖の汚濁機構の  

解明，汚濁した湖の水質回復に関する研究，湖の生態等  

や物質循環などを明らかにすることを目的として研究が  

行われている。   

平成9年度は，経常研究「霞ヶ浦の生物資源保護に果  

たす役割に関する研究」，特別研究「湖沼において増大  

する難分解性有機物の発生原因と影響評価に関する研  

究」，開発途上国環境技術共同研究「開発途上国におけ  

る自然利用強化型適正水質改善技術の共同開発に関する  

研究」，「富栄養湖沼群の生物群集の変化と生態系管理に  

関する研究」，地球環境モニタリング経費による「地球  

環境モニタ1）ングに関する研究でGEMS／Waterの霞ケ  

浦トレンドモニタリング」，国立機関公害防止等試験研  

究費による「湖沼での有機物の動態解析手法の開発に関  

する研究」科学技術振興調整費による「流域管理モデル  

の構築に関する研究」等，総合研究グループおよび基盤  
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研究部の経常研究等で多〈の研究テーマが施設を利用し  

て行われた。  

の長期的な変化を観測するために，39mの観測塔上で  

大気を採取して，温室効果ガスのほか，探気する気団の  

起源を推定するための指標因子として，オゾン・粒子状  

物質・ラドン・気象要素などを1993年秋より観測して  

いる。  

1997年度には，観測項目の充実・強化の一環とし  

て，炭素粒子・一酸化炭素／水素の観測を開始した。  

6．2．19 奥日光環境観測所   

本施設は，森林生態系に及ぼす環境汚染の影響および  

環境汚染に対する非汚染地でのバックグラウンド値を長  

期にわたって観測することを目的とした実験・観測施設  

である。   

施設は，日光国立公園内の栃木県日光市奥日光に所在  

し，観測所と管理棟の2施設により構成されている。   

平成9年度は，生物圏環境部と地球環境研究グループ  

において下記の研究テーマについて実施された。   

奨励研究として移行帯としての湿地生態系の人為撹乱  

による変動とその管理手法に関する予備的研究を実施し  

た。没深による生態系撹乱が底生生物相にどんな変動を  

与えたかを揚の湖で調査を実施した。底生生物組成は当  

時と変化しておらず生物多様性への影響は認められな  

かった。シャジクモ類は現存していたが，場所によって  

は撹乱により濠漢以前より回複していた。   

温暖化現象解明関連課題として，森林大気中の二酸化  

炭素濃度とその安定同位体比変動から植物の二酸化炭素  

吸収放出過程の知見を得た。   

また，酸性雨関連課題として，森林被害地におけるオ  

ゾン濃度との比較のため，本観測所で測定したオゾン濃  

度を解析し，過酸化水素，有機過酸化物を測定して森林  

被害に関する大気汚染の関わりに関する知見を得た。  

（2）地球環境モニタリングステーションー落石岬   

本施設は，波照間ステーションに続く第二のステー  

ションとLて根室半島の付け根にある落石岬の先端部  

（海抜50m）に建設された。   

本施設は，50mの観測塔上で大気を採取して，波照  

間ステーションと同様に温室効果ガス・指標性ガス・気  

象要素を1995年秋より観測している。  

1997年度には，観測を継続するとともに，硫黄酸化  

物の試験観測を開始した。  

6，2．21黒鳥NOAA受信施設   

本施設は，米国の地球観測衛星NOAAから送られて  

くる観測データを受信，処理するためのシステムであ  

る。平成5年度の補正予算により日本国内に2セットの  

設置が認められ，－・方を沖縄県八重山郡黒鳥の（財）海中  

公園センター八重山研究所内に，他方を茨城県つくば市  

の国立環境研究所内に設置することとなった。平成7年  

表6．2 地上モニタリングステーションの観測項目  
6．2．20 地球環境モニタリングステーション   

地球環境変化を監視する一環として，人為的な発生源  

の直接影響を受けることが少ない沖縄県竹富町波照間島  

と北海道根室市落石岬に無人の自動観測ステーションを  

設置して，大気中の温室効果ガス等を高精度自動測定  

し，ベースライン大気（大気汚染の影響をほとんど無視  

できる十分に清浄な空気）の長期的変化を観測すること  

としている。   

各ステーションの観測項目は表6．2とおりである。  

観測項目   波照僧ステーション  落石岬ステ」ション   

二酸化炭素（CO2）   ◎   ◎   

メタン（CH4）   ◎   ◎   

一酸化二窒素（N20）   ◎   ○   

オゾン（0ユ）   ◎   ◎   

ラドン（Rn）   ◎   ◎   

フロンガス（CFCs）   ◎  

エアロゾル   ◎   ◎   

炭素粒子   ◎   ◎   

一酸化炭素／水素   ◎   ◎   

窒素酸化物（NOx）   ◎   ◎   

硫黄酸化物（SOx）  ◎   

気象要素   ◎   ◎   

（1）地球環境モニタリンクステーション一波照間   

本施設は，沖縄県八重山郡竹富町にあり，西表島の南  

方約20kmの日本最南端の有人島である波照間島の東  

端に位置している。   

本施設では，ベースライン大気中の温室効果ガスなど  
◎：すでに観測を開始した項目  
○二将来観測を予定している項目   
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1月より黒鳥受信施設が， 平成7年9月よりつくば受信  

施設が稼働を開始した。   

NOAAは上空850kmで北極と南極を通る軌道上を周  

回する人工衛星で，NOAAに搭載されたリモートセン  

サーAVHRRからは約2700kmという広い幅（範囲）  

を，地上での分解能1km（地上の1km四方が一点ト  

で，毎日2回観測することができる。AVHRRは，地上  

で反射された太陽光や地表面から放射される熱赤外線な  

どの電磁波（光と熱）を検知して画像化し，この電磁波  

信号を解析することにより，地上の植生分布や海面の水  

温分布，また雲の分布に関する情報を得ることができ  

る。広い範囲を高傾度で観測できるというAVHRRの  

特徴は熱帯林の減少や砂漠化など地球的規模で進行しつ  

つある環境の変化を正確にとらえるうえで非常に有効な  

手段となる。   

黒鳥，つくばの両受信局でカムチャッカ半島からマ  

レー半島までの乗アジア地域をカバーしており，現在  

NOAA12号と14号からのこの範囲の画像を毎日20枚  

程度受信処理している。平成9年度では，これらの画像  

をもとに東アジア衛星モザイク画像の作成，地表面の植  

生指数分布風 雲分布図を作成するためのプログラム開  

発を行った。  

4）高分解能質量分析装置（HRMS）  

5）ガスクロマトグラフ質量分析装置（GC／～IS）  

6）原子吸光光度計（AAS）  

7）表面電離型質量分析装置（IDMS）  

8）大気圧イオン化質量分析装置（API／MS）  

9）ガスクロマトグラフ四重極質量分析装置  

（GC／QMS）  

10）Ⅹ繰回析装置（ⅩRD）  

11）レーザーラマン分光分析装置（RAMAN）  

（2）主要設備  

1）クリーンルーム  

2）純水製造装置  

6．2．23 研究本館Ⅰ（共同利用棟及び共同研究機）  

（1）人間環境評価実験施設（ELMES：Evaluation  

Laboratoryof Man－EnvironmentalSystems）  

及び環境締合評価のための情報システム   

（SAPIENS：Systems Analysis and Plan－  

nlnginlntelllgent Environmentallnforma－  

tion System）   

ELh′IESは環境評価にかかわる人間集団の反応測定  

や，意志決定プロセスにおける情報伝達効果の有効性の  

確認等，環境と人間行動に関する実験を行うための施設  

であり，中会議室と兼用の一集団実験室，ゲーミングシ  

ミュレーションのための多集団実験室および情報伝達に  

用いるオーディオ・ビジュアル機器，実験制御装置  

（サーバー，ワークステーション）等から構成されてい  

る，   

SAPIENSはELMESでの環境情報提示や，地域環境  

情報システムの開発研究を進めるためのコンピュータお  

よび画像処理・表示システムと環境データベースよりな  

る。  

6．2．22 研究本領Ⅰ（計測棟）   

環境中の有害物賓を高感度，高選択的に検出したり，  

環境試料中での有害物質の分布を局所分析などにより調  

べること，あるいは，地球温暖化の現象解明や汚染物質  

の起源解明などのための元素（炭泉 鉛など）の同位体  

比を精割こ測定することは，環境汚染の状況を把握し汚  

染機構を解明したり，環境リスク評価を行う上で重要か  

つ基本的なことである。研究本館Ⅰ（計測棟）は，この  

ような分析・測定を行うための装置（高度な分析機器な  

ど）及びそれらを有効に使用するための施設（クリーン  

ルームなど）を維持・管理し，必要に応じて高精度の測  

定データを提供している。また，一部の機器について  

は，新しい分析法を研究・開発するための装置としても  

利用されている。  

（2）試料庫   

環境試料の長期保存並びに試料の保存性に関する研究  

のために設立されたものであり，低温室，ディープフ  

リーザー室，恒温室，試料準備室，記録室から成り立っ  

ている。低温室は一20℃の3低温重からなり，大量の  

試料の保存が可能である。ディープフリーザー室には3  

基の超低温槽と3台の液体窒素ジャーを設置し，超低温  

保存卜85℃，一」10℃，r196℃）の必要な少量の試  

（1）主要機器  

1）高速液体クロマトグラフ質量分析装置（LC／MS）  

2）誘導結合プラズマ質量分析装置（ICP－MS）  

3）二次イオン質量分析装置（SIMS）  
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料の保存が可能である。十4℃，＋20℃の恒温室は，  

それぞれ凍結しない方法による保存に用いる。保存する  

試料の前処理は試料準備室で行い，記録室には各室の温  

度が表示記録されるとともに，保存試料の情報が記録さ  

れている。  

平成9年度には，これまでの研究所の試料に加え，外  

洋モニタリングのためのイカ試粗 目本港重油汚染関連  

試料，東京湾モニタリング試料などが追加搬入され，長  

期保存を開始した。  

調製クリーンルームから構成される。AMSは，質量分  

析の原理と高エネルギー粒子の弁別測定技術とを組み合  

わせて，極めて微量にしか存在しない（安定同位体の  

10‾10以下）同位体を精度，感度良く測定するためのシ  

ステムで，特に炭素14等の，宇宙線起源の長寿命放射  

性同位体をトレーサーとする環境研究に用いられる。  

PIXE／RBSは表面分析，元素分析の手法であり，各種  

環境試料中元素の迅速分析や分布の詳細な解析等に威力  

を発揮する。AかfSは放射線発生装置であり，放射線防  

護の観点から，放射線モニターと連動したインターロッ  

クシステムの設置など，様々なエ夫が凝らされた施設に  

ならている。   

本年度は精度向上のため改良や試料調達条件の検討を  

進めるとともに，日本海試料など実試料の分析に着手し  

た。また，7月には「タンデム加速器とその周辺技術の  

研究会」を主催し，関連分野研究者との交流を深めた。  

（施設レポート：F112－’98／NIES，Fl13’98／NIES）  

6．2．24 研究本館Ⅱ  

（1）大型質量分析施設  

「フーリエ変換質量分析装置（FT－MS）」   

本装置は，フーリエ変換方式によるイオンサイクロト  

ロン共鳴を用いた質量分析装置で，イオントラップは3  

テスラの超伝導マグネットを用いている。測定できる質量  

範囲は12－16，000amuで，分解能はm／z＝131で106  

以上の高精度・高分解能の質量分析装置である。イオン  

源はEI，Clレーザーイオン化が使用可能であり，また  

FTMS本体のアナライザセル側にイオン加速レンズ系  

を介して接続されている外部イオン化室を有する。   

以上の機能を有した本装置は，質量数の大きいクラス  

ターの測定，同位体の測定，ラジカルの反応測定，イオ  

ン反応の測定の研究に用いられる。   

本年度は反応の同位体効果の研究とアセトン等の193  

nm光分解の研究を行った。  

（2）化学物質管理区域   

本施設は強い有害性を有するダイオキシン類などの特  

殊有害物質の分析，毒性評価を行うための実験施設であ  

る。   

安全な実験環境の確保，かつ区域外への有害物質の漏  

出を防ぐため，管理区域内の気圧を大気圧より低くし，  

実験用ドラフトヤ空調の排気口に焼却可能な活性炭フィ  

ルター等を設置してガス状，粒子状の有害物質が漏れ出  

ることを抑える工夫がなされている。実験排水も，活性  

炭処理されたあと，さらに研究所全体の実験排水処理施  

設で処理される二重橋造になっている。   

さらに区域内で出る実験廃棄物，廃乳 使用済み排気  

フィルターは，すべて区域内で処理して外部に持ち出さ  

ないよう区域内に焼却炉を設置している。   

また区域内利用者は登録制でカードキーで出入を記録  

している。   

実験室としてはGC／MS室，試料調整室，微生物実験  

室，物性実験室，低温室，水生生物実験室，細胞実験  

室，毒性実験室，動物飼育室，マイクロコズム，高温分  

解室がある。   

本年度は，特別研究「環境中のrホルモン棟化学物  

軌の生殖・発生影響に関する研究」を中心に研究が進  

められた。  

「タンデム質量分析装置（タンデムMS）」   

本装置は，分解能65，000の二重収束型質量分析計  

（MS）を2台直列に組み合わせたもので，通常の高分  

解能質量分析に加え，第一MSで分離・選択されたイオ  

ンをさらに第二MSで質量分析することによって正確か  

つ詳細な化学構造情報を調べることができる。   

本年度は，エレクトロスプレーイオン化法，大気圧化  

学イオン化法等の溶液導入法を用いて，モデル反応で生  

成した未知のグアノシンーMXアダクトの構造決定を  

行った。  

「加速器分析施設」   

本施設は，最大加速電圧五首万ボルトの静電型タンデ  

ム加速器を擁する加速器質量分析装置（AMS），同百十  

万ボルトのPfXE／RBS分析装置，並びにAMS用試料  
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（3）lLAS・剛S衛星データ処理運用施設   

本施設は，ADEOS衛星搭載のILAS（改良型大気周  

縁赤外分光計）およびRIS（地上衛星間レーザー長光路  

吸収測定用リトロリフレクター）のデータを処理運用す  

るための施設であり，データ処理運用のための装置（計  

算機システム）およびソフトウェアからなる。衛星から  

送信される生データを，宇宙開発事業団地球観測セン  

ターより，高速デジタル専用回線にて入手し，オゾン高  

度分布等の地球物理パラメータの作成を行うとともに，  

外部へのデータ提供を行う。   

本年度は，ILASデータの再処理運用を本施設が実施  

し，所期の性能を発揮した。また，平成11年度に打ち  

上げ予定のILAS－Ⅲのデータ処理運用に備え，装置の  

第1次導入を行った。  

オフィスと比較した。  

（6）NOAA受信施設   

本施設は，米国の地球観測衛星NOAAに搭載された  

AVHRRセンサーの衛星データの安倍及び解析を行うた  

めに設置された施設である。NOAA／AVHRRは，可視  

域から赤外線に合計5バンドを有する多重分光走査セン  

サーである。広い地域を高頻度に観測するので地球全体  

を対象とするのに適している。本施設は，2つの受信局  

で構成されており，国立環境研究所に1995年9月，沖  

縄県黒島に1995年1月に設置された。主な構成機器  

は，レドーム付き直径1，2mの受信パラボナアンテナ，  

アンテナ制御装置，受信機，GPS装置，制御及び解析  

用SUNワークステーションである。受信データの記録  

には，4mmDATテープ6本を格納できるスタッカー  

装置を装備している。つくば局と黒鳥局をあわせると，  

カムチャッカ半島から中国，さらにマレー半島付近まで  

観測が可能である。   

本年度は，衛星データの．定常的な取得，植生指数分布  

図および東アジア衛星モザイク画像の作成を行った。  

（4）ミリ波測定施設   

本施設は，ミリ波解析室，ミリ波分光器室，ミリ波分  

光観器室の3部屋からなっており，ミリ波分光計並びに  

ミリ波オゾン分光観測システム等を使用し，成層圏・中  

間圏のオゾンが放出する電波（ミリ波）の回転スペクト  

ルを高い分解能で分光し，35km以上の高度領域のオゾ  

ン鉛直分布を観測している。本年度は，ほほ毎日（雨天  

等，厚い雲のある場合を除く），高度約35－75kmのオ  

ゾンの鉛直分布をZ4時間連続的に観測し，良好なデー  

タが得られている。  

（7）GRID情報処理解析施設   

地球環境研究センターは，国連環境計画（UNEP）／地  

球環境資源情報データベース（GRID）の協力センター  

（GRID一つくぼ）になっている。本施設は，GRID情  

報処理解析システム（平成5年度導入）を中心とする計  

算機システムを設置しており，GRID一つくぼのオリジ  

ナルデータの作成，データの加工・解析，データの提供  

等を行っている。本年度は，平成8年度に整備した  

GRIDのメタデータディレクトリシステムの運用を開始  

した。  

（5）エコオフィス   

本施設は，オフィスにおけるエネルギー消費の低減な  

らびに二酸化炭素排出量の削減を目的とした施設であ  

る。このエコオフィスの特徴は，1）断熱材の使用，ペ  

アガラスの導入により，従来のオフィスに比べて断熱性  

能が大幅に向上していること，2）太陽光発電システム  

の導入によりオフィス内の電力エネルギー消費の一部を  

まかなうこと，3）太陽熱集熱器による温水を冷暖房に  

利用して冷暖房エネルギーの削減をはかること等であ  

る。なお，太陽光発電システムにおいては現在利用可能  

な単結晶，多結晶，アモルファスの3種類の太陽電池を  

用いた発電システムを併置し，同じ条件下での各発電シ  

ステムの性能評価が可能である。   

平成9年度は，エコオフィスに導入した個別の環境低  

負荷型技術及び機器のデータ取得を1年を通じて行い，  

省エネ，低CO2排出の効果を，文献を利用して従来型  

6．3 共通施設  

6．3．1エネルギー供給施設   

生物系研究室に対するエネルギーの安定した供給と，  

理工系研究室の負荷変動の大きい間欠的な需要に応じる  

ため，各研究室と密接な連絡をとり，安定したエネル  

ギーの供給を行った。   

また，適切な運転管理と計画的な保守管理により，省  

エネルギーに努めた。   

平成9年度末におけるエわレギーセンターの施設概要  

は次のとおりである。  
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（】）電気設備  

1）特高受電需要設備（66，000V）  

変圧器容量10，000kVAX2台  

特高受電所1カ所，2・3次変電所21カ所  

2）自家発電設備  

非常用自家発電設備1，000kVAX3台  

ついての改修を実施した。   

平成9年度における廃棄物処理施設の概要は次のとお  

りである。  

（1）処理能力  

1）一般実験排水処理能力  

2）特殊実験排水処理能力  

3）一般固体焼却処理能力  

4）特殊固体焼却処理能力  

300t／日  

100t／日  

150kg／時  

100kg／日  

（2）機器設備  

り 蒸気ボイラー  

炉筒煙管式ボイラー（都市ガス使用）  

10t／hX3台  

2）冷凍機  

蒸気二重効用吸収式冷凍機 600USRTX4台  

（2）排水処理   

平成9年度における処理水について，表6．3に本構内  

の汚水排除基準と霞ヶ浦臨湖実験施設の排水基準および  

各々の最高値を示す。  

6．3．2 廃棄物処理施設   

廃棄物処理施設は，各処理施設とともに順調に稼働し  

た。本年度は，廃棄物処理法施行令（政令）及び廃棄物  

処理法施行規則（省令）の改正に伴い，一般固体焼却炉  

の焼却温度を800℃に昇温し温度を連続記録することに  

6．3．3 エ作室   

研究活動に伴い，ガラス工作室，金工室，材料工作  

室，木工室，溶接室，エレクトロニクス室の各室が利用  

され研究機器等の加工，製作が行われた。  
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表6，3 平成9年度汚水排除基準  

項  目   
構  内  霞ケ浦臨湖実験施設  

（汚水排除基準） （最高値）  （排水基準）   （最高値）   

温度   45度以下   （8－28℃）   45度以ド   （7．5－28℃）   

水素イオン濃度   5～9   （7．1～8．1）   5．8－8．6  （7．1－7．6）  

生物化学的酸素要求量  600mg／J以‾F  

化学的酸素要求量  15mg／ヱ以下   （Z．8）  

浮遊物質量  600mg／J以下  15mg／J以下  

ノルマルヘキサン抽出物含有量  （1以下）  （2．0以下）  

ア）鉱油類含有量  5mg／J以下   3mg／J以下   

イ）動植物油脂類含有量   30mg／J以下  5mg／J以下  

ヨウ素消費量   （6．6）  

カドミウム含有量   0．01mg／J以下  （0．005以下）   （0．005以下）        0．01mg／ヱ以下  

シアン含有量   不検出   （不検出）   不検出   （不検出）   

有機リン含有量   不検出   （不検出）   不検出   （不検出）   

鉛含有量   0．05mg／J以‾下‾  （0．05以F）   0．1mg／J以下  （0．05以下）   

クロム（六価）含有量   0．05nlg／J以下  （0．01以下）   0．05mgノJ以下  （0．01以F）   

ヒ素含有量   0．01mg／～以下  （0．002以下）   0．05mg／J以下  （0．002以下）   

給水銀含有量   0．0005mg／J以下  （不検出）   不検出   （不検出）   

アルキル水銀含有量   不検出   （不検出）   不検出   （不検出）   

PCB含有量   不検出   （不検出）   不検出   （不検出）   

トjクロロエチレン   0．03nlg／ヱ以下  （0．001以下）   0．03】ng／J以下  （0．001以下）   

テトラグロロエチレン   0．01mg／／以下  （0．001以下）   0．01mg／ヱ以下  

ジクロロメタン   0．02mg／J以下  （0．00Z以下）  （0．002以F）   

四塩化炭素   0．002mg／J以下  （0．0002以下）  （0．0002以下）   

1，2－ジクロロエタン   0．004mg／J以F  （0．00」以下）  （0．001以下）   

1，i－ジクロロエチレン   0．02mg／J以下  （0．001以下）  （0．001以‾F‘）   

シス1，2－ジクロロエチレン   0．04mg／J以下  （0．001以‾り  （0．001以下）   

1，1．1－トリクロロエタン   1mg／1以下  （0．001以下）  （0．001以一下－）   

1，1，2トリクロロエタン   0．006mg／ヱ以下  （0．001以下）  （0．001以下）   

1，3－ジクロロプロペン   0．002mg／J以下  （0．001以下）  （0．001以下）   

チウラム   0．006mg／J以下  （0．0006以下）  （0．0006以下）   
ンマジン   0．003mg／J以下  （0．0003以下）  （0．0003以下）   

チオペンカルブ   0．02nlg／J以下  （0．002以F）  （0．002以下）   
ベンゼン   0．01mg／J以下  （0．001以下）  （0．001以下）   

セレン   0．01mg／J以下  （0．01以下）  （0＿01以‾り   

フェノール含有量   0．5mg／J以下  （0．025以下）  0．1mg／J以‾F   

鋼含有量   3mg／J以下  （0．01）   ］mg／J以下  （0．01以下）   

亜鉛含有量   5mg／上以下  （0．04）   1mg／～以下  （0．02）   

鉄（溶解性）含有量   10mg／J以下  （0．17）   lmg／～以F  （0．06）   

マンガン（溶解性）含有量   1mg／J以‾F  （0．01）   1mg／上以下  （0．01以下）   

クロム含有量   1mg／J以下  （0．01以下）   0．1mg／J以下  （0．01以下）   

フッ素含有量   8mg／J以下  （0．4以下）   0．8mg／J以下  （0．1以下）   

窒素  25mg／ヱ以下  （ユ．2）   

リン  4mg／J以‾F  （0．02以下）   

大腸菌群数  3000コ／mJ以下  （0）   

（注）義満値欄の（××以下）は走呆限界以下を示す。  
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7．成果発表一覧  
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記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－1  国立環境研究所   NIESAnnualReport1996／97   10Zp．   

国立喝墳研究所特別研究報告 SR－24－’98，（1998）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   
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国立環境研究所特別研究報告 SR－25－，98，（1998）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   
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国立環境研究所特別研究報告 SR－26－’98，（1998）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

E－4  国立環境研究所   環境負荷の構造変化から見た郡市の大気と水質問題の把謹とその対応附こ閑  94p．  
する研究   

国立環境研究所資料 F－106－’97／NIES，（1997）l司立環那軒先所研究発表会こト幅雄  

記号   発  表  者   デ宴  ≡   ページ   

K－5  村野健太郎   アジア大陸からの越境大気汚染を捉える   1－6   

X－ 6  中根英昭   北半球北極域オゾン層破壊の進行と日本への影響   7－ユ1   

K－ 7  樋野伊津志   気候モデルを用いた気候変動評価に関する研究   12－17   

Ⅹ－ 8  横田達也   宇宙からオゾン層の破壊を測る一衛塁センサーILASの観た極域成層圏－   18－23   

K－ 9  高村典子   魚が変える湖の環境一中国東湖と十和田湖を例に－   24－29   

E－10  若松伸司   環境負荷の構造変化と都市大気環境変化   30－35   

K－11  相馬悠子   大気中揮発性有機塩素化合物の健康リスク評価一項墳中の有機塩素化合物の  
暴露盈評価と複合健康影響に関する研究から－   

K－12  森田昌敏   新しい湖沼環境指標   40－45   

E－13  鈴木 睦   環境庁の衛星搭載大気センサーILAS及び1LAS－Ilについて   49   

K－14  ユ刀刀正行   定期フェリーを用いた海産汚染観測一海水中の有書化学物質の高密度観測に  50   
向けて－  

K－15  近藤美則   太陽エネルギー利用等の環境低負荷型技術を導入したェコオフィスシステム   
の概要について   

K－16  清水 明   NOAA衛星受信画倭検索システムの開発   52   

R－17  川島康子   気候変動に関する国際交渉の行方   
E－18  苗場 潔   気候変動による農業への影響   54   

K－19  山本貿士   オゾン層を破壊しない新規代替ハロン物質の熱挙動   55   

K－20  白石不二雄   フロンやハロンなどガス状化合物の培養棚胞を用いた遺伝苛性試領法の開発   
K－21  小林隆弘   ディーゼル排気暴露が鼻アレルギー様病態におよぽす影響   57   
K－22  鈴木 明   サバンナにおける家畜と野生動物の共通伝染病に関する研究   58   
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記号   発  表  者   題  目   ベ¶ジ   

K－23  杉本伸夫   ADEOS衛星搭載リフレクター（RIS）を用いた大気微1分子の測定実験   

E－24  今村隆史   成層圏エアロゾル上での不均一反応係数の洩J定   60   

K－25  冨岡意子   微生物によるセシウムー137の濾紹   61   

X－26  井上隆信   霞ケ浦における農薬の過度変化   62   

K－27  名取俊樹   高山域に分布する植物の環境適応性に関する研究－オンタデ・イタドリを例  83  
として－   

K－28  板橋正文   環境情報センターの活動およびデータベースの紹介   64   

Ⅹ－29  一ノ瀬俊明   アジア農業の将来を予測する   

k－30  安岡善文   地球資源情報データベースーGRID一つくぼ－   

国立環境研究所資料 F－】07－，97／N肥S，（柑97）   

記号   発  表  者   題  目   ページ   
Ⅹ一3i  笹野泰弘・杉本伸夫（編）   平成8年度ヱLAS・RJSプロジェクト報告   88p．   

国立環境研究所資料 F－108（FDト’97／NIES，（1997）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－32  環境情報センター   環境情報ガイドディスク第4版  

国立環境研究所資料 F－10g－’98／NIES，（1998）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－33  環境情報センター   国立環境研究所 逐次刊行物所蔵リスト1998年   130p．   

国立環境研究所資料 F－110－’98／NIES，（1998）  

記号   発  表  者   庖  目   ページ   
K－34  環境情報センター   EnVoc環境用語マルチリンガルシソーラス（日本語版）箋4版   318p．   

国立環境研究所資料 F－1＝－’98／NIES，（1998）［i本海巽納汚敷事故調査貿料  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－35  森田昌敏，柴田康行   計本海重油汚染事故調査の目的並びに経緯   二卜3   

X－36  第1次海水試料採取報告  4－12  
熊本牒ト1Ⅳ‖J．S．Edmonds＊2  

・≦認諾誓発熱  

K－37   第2次海水試料採取報告  13－19   

K－38  堀口敏宏   第1次生物調査（1997年1月中旬）   20－21   

K－39  堀口敏宏   第2次生物調査（1997年3月下旬）   22－23   

K－40  韓国満タンカー「No・3オーソン」事故にともなう流出郵由による海洋汚染  
に対する対馬北西部緊急現地視察調査の概要   

K－41   27－33  

K－42  柴田康行，森田昌敏   重油中成分の分析   34－42   

K－43  安原昭夫   ナホトカ号から流出した重油の水蒸気蒸留成分の同定   43－62   

K－44  伊藤裕腐   海水中の揮発性有機化合物の分析（VOCs）   63－66   

K－45  柴田康行   海水中の多環芳香族炭化水素の分析   67－74   

K－16  柴田康行∴森田昌敏   生物試料中の重油成分分析   75－82   
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国立環境研究所資料 F－112－’98／NIES，（1998）l引立環境研究所タンデム加速器分析施設レポート N。．l  

言己号   発  表  者   髪≦  …   ページ   

K－47  鈴木継美   開会の辞   
K－48  中村俊夫◆l  名古屋大字タンテトロン加速器質五分析計による放射性炭素の測定とその応   3－14   

（＊1名大年代測定資料研究セ）  用  
K－49  今村峯孟筐●1  地球表層における宇宙線生成同位体とその応用   

（＝東大原子核研究所）  
15－25   

K－50  Prof．W．Xretscllmer●1  TheErlangenAMSFacilityanditsApp‖cationsinlnterdisciplinary  
（■1Univ．Erlangen）  Re5earCh   

E－51  森田昌敏   炭素循環解明に向けての加速器質皿分析法の応用   33－41   

国立環境研究所資料 FTl13T’98／NIES，（1998）国立環境研究所タンデム加速器分析施設レポート N。，2  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－52  筑波大タンデム加速器の現状  
石井聡■l，田島義一■1  

ト5  

木村博美■】，高橋努■1 
，  

ilil，  
静間俊行■】，古野興平■1  
（■1筑波大加速器セ）  

K－53  6－9  
米田様，植弘崇嗣，森田昌敏，  
熊本去佳一郎●l  

（＝海洋科学技術セ）  

K－54  九大タンデム加速器の現状  
靖 

10－12  

：il，  
中村裕之●1，池田伸夫■1，  
森川恒安●1，古賀義博■l，  

落石宏之●1  
5  

E－55  東大タンデム加速器仙LTの現状特にAHSとPLXEについて  
＝ll原il，  13－21  

ヤ 東子力研究船セ）  

K－56  超高速微粒子（ダスト）加速実験計画  
岩井岳美事l，羽鳥聡■1，  

22－23  

西村民雄霊l，鴨井誠■1，  
尾亦孝男暮1，佐々木晶●2，  

好 
：川i。，  

大稿英よ筐＝，野上謙一●8  

；  

K－57  京大タンデム加速器の現状  
輿曽井優■l，松本博＊1，  

24－27  

高橋清二■1，広瀬昌有■】，  
今井腋」1（＊1京都大）  

K－58  TIARA静匂加速器施設の現状  
水橋活●1，宇野定則Il  

2呂－31  

大越清紀●】，中嶋佳則■1  
斉藤勇一●】，石井操行●1．  
酒井卓郎■】，神谷富裕＝  
（●1原研高崎）  

K－59  原研タンデム加速器の現状  
竹内末広＊1，花鳥進＋1，  

32－34  

荘司時雄■l，大内勲■1， 堀江清三霊l 
，月縞芳広■】，  

阿部新市霊1，金沢修平■1，  
伸・ 

（）  
X－60  原研・むつタンデトロン加速器分析施設の現状  

荒巻能史●1，山本思利11  
35－37  

（■1原研むつ事業所）  

K－61   東濾地科芋センターにおけるタンデム型加速器導入計画  
雅；辺il，  

38－40   

雪月富歪完 
洩地科学セ）  
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記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－62  東工大原子炉研の粒子線加速器計画  41－42  

服部俊幸＊l，堀同一彦■1 
， 志甫諒■1（＝東工大原子炉研）  

K－63   ケーブルのノイズ対策  43－46   

（■1東大原子力研究総合セ）  

大容皿メモリーを搭載したPCによる多チャンネル高速同時検出システムの開  47－49  
発  酒井卓出＝，内藤豊♯1，        K－64  

井上淳一12，松山成男■2， 岩崎信12，石井慶追＊2 （●1原研高崎 
，■2東北大）  Ⅹ－65      50－55  

性子源の考察－   

K－66  嘩原英介事1（■1原研東海）   静電加速召引こよる低エネルギー大電流電子ビームの加速及び遠赤外域から硬  56－59  
Ⅹ絶域までの大強度電磁波の発生   

K－67  原研重イオンマイクロビームシングルイオンヒヅト実験  60－63  

， 

敏，（研5  

K－68   原研タンデム加速器の並行処理制御システムの現状  64－67   

K－69  吹き込み型ガスストッパーに関する基礎実験  68－71  

中村雅子■l，占部晴樹●1，  
鶴田薫●l（■l九州大）  

K－70   原研・むつ仙Sを用いた研究計画  72－75   

， 

K－71  京大理タンデムにおけるAHSの現状  76－79  

廣瀬昌意●1，田澤雄二●1，  
桐潤之＊1  

）  

X－72  11c年代測定用鉄試料からの湿式炭素抽出法  80－83  

古川路明＊2  

（：…孟吉葉笑苧J㍍料研究セ・  

X－73  NIES－TERRAにおけるAHS研究の現状と将来計画  84－87  

米田穣，久米博，  
田中敦，植弘崇嗣，  
森田昌敏（■1海洋科学技術セ）  

X－74   BeamBunchingSystem  88－92   

前田豊和■l（●1九州大）  

渡辺武＝．作美明■】，  イオンビーム・プラズマ相互作用測定のためのビーム／りレス化装置の開発  93－96  

岡崎永＝，柴田恭■】 
， 小栗虔之事1（●1東工大原子炉研）  

竹内末広暮1（■】原研東海）  タンデム・ブースターにおける常用範囲外低速入射垂イオンの加速の可能性   97－100   

Ⅹ－77  マイクロクラスターイオンビームの開発  10ト104  

卓・ 
（  

K－78   超マイクロイオンビーム形成技術の開発  105－108   

，（研5  

K－79  ， 原研タンデム加速器のターミナルEC且イオン源の開発   109－111   

（～  
E－80  宇宙用シリコン太腸宅地に対する低エネルギー高根且プロトン照射実験  112－114  

， 

大島武●3，梨山男＊コ  

（●1宇宙開発事業団， ●2㈱エイ・イー・エス，  
lコ原研高崎）  

K－81  結晶Siにおけるイオンビーム照射効果  115－118  

ヤ誓霊芝完）田岸義宏●1  

K－82   宇宙用パワーHOSFETの開発と高エネルギー加速器の利用  119－122   

杉本憲治暮1，米丸充規●1，  
鈴木陸博■1，松田純夫＝ 
， 平尾敏去筐●2，梨山勇■2，  
鹿瀬孝幸●〕，大平義春●3， 永井由紀■コ（＋l宇有閑発事 

業団，  
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記号   発  表  者   題  ヨ   ページ   

K－83  プラズマ中のHeVイオンビームの阻止能測定  
， 123－126  

岡崎永 

K－84   SOI中に生成した収集匂荷の測定について  
濱野毅■l，梨山勇■1，  127－130   

松田純夫■2，根本規生■2  
（■1原研高崎，  
■2宇宙開発事業団）  

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－DO17－，97，（1997）  

妃号   発  表  者   題  目   ページ   

K－85  地球環境研究センター   国際研究計画・機関情報Il   285p．   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－DO18（CD）－，97，（1997）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

X－86  地球環境研究センター   IGAC／APA且E／PEACAMPOT航空機・地上観測データ’91－’95集成版  

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－DO19（CD），’97，（1997）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－87  地球環境研究センター   東京23区の人口排熱（エネルギー消費）時空分布（CD－ROM）  

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－DO14（CD）－，98，（1998）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－88   地球環境研究センター   DataoflGAC／APARE／PEACAnPOTAircraftandGround－basedObserv8tions      ’ 
91＝’95 CollectiveVolu皿e   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－1025－，97，（1997）cGERISSUPERCOMPUTER MONOGR∧PH REI）ORT Vol．3  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－89  ChapterIDescriptionofCCSR／NIESAtmosphericGeneralCirculation   3－48  
usumagu Model  

三訂芸三三≡is≡制空チ己：こ 

じerf。r。．  
imateSyste皿Research，Univ．To  
kyo）  

Ⅹ－98   5ト77  
particleHotiDn   

K－91  SeijiSug8ta   ChapterlllAbilityoftheCCSR／NIESAtmosphericGeneralCirculation  81－91  
ModelintheStratosphere   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－1026－，97，（1997）   

言己号   発  表  者   題  目   ページ   

K－92  地球環境研究センター   第10回地球環境研究者交流会議報告害   49p．  
社会科学面からの地球環境研究の取組み－1HDP研究者交流会議－   

国立環境研究所地球項領研究 凰正項項研究所地球現場研究 センター報告 CGER－1027－’97，（1997）   

記号   発  表  者   属  目   ページ   

E－93  地球局境研究センター   LU／GEC プロジェクト報告   319p．  
ーアジア・太平洋地域の土地利用・被覆変化の長期予測（ⅠⅠ）－   

¶－Z39 －－   



国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－1028－’97，（1997）  

記号   発  表  者   冠  目   ページ   

E－94  地球環境研究センター   CGER’s sUPERCOHpUTERMONOGRAPHREPORTVol．4   69p．   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－1029ノ97，（1997）  

記号   発  表  者   週  日   ページ   

K－95  地球環境研究センター   ClimateChangeandlntegratedAssess皿entModels［IAMs］－Bridgingthe  635p．  
Gaps   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－1030－’97，（1997）cGERISSUPERCOl1PUTER∧CTTVITY REPORT Vol151996  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－96  DevelDpInentOfaChe皿icalCouplingGCH  
（◆1umiv．TDkyD）  

K－97   Ultra－highresoIutionmodelingofthetropicalairseainteraction：   6－8  
（■1KyushuUniv．）   D巳mOnStrationofOceanicpart   

K－98  MasakiSatoh■l   On theintensitiesoftheFerrelcellandTEトIcirculationinteractiD  9－10  
（■1saitamaInst．T巳Chnol．）   nbetweenthelowerandthemid－1atitudecirculations   

K－g9  旺asscirculationvariationsduetoseasonaland18ngertermVariatio  11－12  
rst．）  nsinthemiddleatmospherecirculation  

K－100   13－14  
nト10del   

K－101  StudyontheCloudRadiativeEffectsonClimatePartl：Calculation  15－17  
OfCloudRadiativeFoI．CingUtilizingtheSatelliteCloudData  

K－102   18－19        OzoneSeasonalVariati8nSSimulatedwithaGeneralCirculationHodel   
（“Heteorol．Coll．）  

K－103  MasahiT、OEndoh暮1  NumericalmodelingofoceancirculatioIlintheAsianadjacentseas   23－25   
（■1Meteorol．Res．Inst．）  

K－104  ShogoHurakami   Develop皿e止OfaSimulatiDnSysteⅢforRunoff8ndM且terialTransport  26－28  
ProcessesthroughaRiverCatchrn巳nt   

K－105  JunjiSatD■l   StudyontheTransportandTransfDrmationHodelfortheEnvirDnmenta  29－30  
（●1Heteorol．Res．Inst．）   1 Acidification Substances 

K－106  DevelopmentofLocalCO2CirculationModelsandElucidationofRole  31－33  
（■】Heteorol．Res．Inst．）   OfLandEcosyste皿  

K－107   PredicいOnOfOilSpreadinginTokyDBay   34－36  

K－108  Experiment，alstudyonthethreedi皿enSionalsphericalcDnVeCtions   3⊆ト44  

（●1Univ．Tokyo）   withtheparametersofplametaryatmospheres  

K－109   DirectⅣumenicalSimulat，ionofDragForcesonWavyWalls   45－48  
（◆1KyushuUniv．）  

Ⅹ－110  TakesiMiyaヱaki＊】   Three－di皿enSionalpolarvor亡exsLructureinastr且tifiedrotating   49－50  
（◆luniv．Electro－Com皿un．）   fluid   

K－111  WeimingSha◆l   DirectNum巳「icalSimulationonSpiralTaylor－GortlerVortexinSpher  51－55  
（■1NagoyaInst．TechnDl．）   icalCouette Flow   

K－112  HiroakiT（】kiwa＊1   10nizationPoL巳ntialsrorPolychlorinatedDibenzo－p－Dioxins：Abinit  59－64  
（＊1RikkyDUniv．）   i0日olecularOrbitalandDensityFunctionalTheoryStudies   
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7．2 国立環境研究所研究発表会  

発表年月日 平成9年6月27日  

妃号   発 表 者   題  目   

k－1  アジア大便からの越鳩汚染を捉える  

k－Z  北半球北組成オソン周破壊の通行と日本への影響  

k－3  気候モデルを用いた気候変動評価に閲する㍍究  

k－4  宇宙からオゾン層の他項を訴uる一偏塁センサーJuSの観た極域成層圏－  

k－5  魚が変える湖の項鳩一中国東湖と十和田湖を例に－  

k－6  環墳丘荷の構造変化と郡市の大気環鳩変化  

k－7  大気中脚光性有拗塩薫化合物の健康リスク評価一項鳩中の有凋塩素化合物の暴露且評価と複合腱慮  
影響に関する研究から－  

ト8   新しい湖沼脚射削承   
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Yasuda R．（■2），Ikeda Y．  
（■2）（書1NaraInst．Public  
Health，葦2Univ．Osaka Pref．）  
森田恒幸，松岡議（＊1）  
（♯1名古屋大）  
松岡泊（＊1），森田憎辛，  
水野健太（■2）（＊1名古屋大，  
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松岡議（竃1），森田恒幸，  
甲斐沼美紀子，水野健太（＊2）  
（♯l名古屋大，若築建設）  
森m恒幸  

森貯恒幸   

森田垣幸  
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1997  

1さlジフ  

1997  
1997   

1997  

Sci．TotalEnviron．  

大気環境学会誌  

エアロゾル研究  

かんきょう  
地球環境の行方酸性雨   

ÅCID SNOV＆PA川  

198  

32（4）  

12（3）  

22（10）   

28ト298  

253－266  

197208  

36－37  
157－166   

114－121   

Evaluation of factoJ－S Which  
increase corrosion aJ、Ol】nd a  
mount8in summit   
代理表面を用いた乾性沈着機構の研究  

－Ⅰ．乾，湿画への乾性沈着呈と揮敬およ  
び化学的変質の影響－   

4段濾紙法による奈良市と大台ケ原に  
おけるガス成分およぴエアロゾルの水溶  
性イオン成分の挙動   
アジア大陸からの越境大気汚染問題   
第3貴国内外での取り組みおよび対策  

車例欧州・北米での取り組み   
Acid Fog Caused by Transport of  

Air Pollutants from TokyD  
Hetropolitan Area  

アジアの環境問題の現状と展望  

エネルギー消費技術の故老が二酸化炭  
素排出量抑制に及ばす効果のシミュレー  
ション   
わが国における二酸化炭素排出量の見  

通しとその抑制対策の効果について  

地球王買境問題と政策科学  

A－ 85  

A－ 86  

A 87  

A－ 88  
A－ 89   

A－ 90  

26（3）   

（573／Ⅶ－4）  

（580／Ⅶ－5）  
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81－92  

2ト36  

161－181  

16－21   

96－100  

1997   

1997  

1997  

1997  

1997   
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環境情報科学   

土木学会論文集  

土木学会論文集  

政策科学の新展開（宮川公  
男編，東洋経済新報社，277p  
．）  

経済セミナー   

学際シンポジウム  
農業・農村と環境（農林水産  
省，国土庁，環境庁，日本学  
術会議関係研究連絡委員会  
監修，㈱養賢堂，123p．）  
温暖化に追われる生き物た  
ち一生物多様性からの視点  
（堂本暁子，岩槻邦男鼠413  
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退路  

A－ 91   

A－ 92  

A－ 93  

A－ 94  

A－ 95   

A－ 96  

温暖化対策モデルは何を明らかにした   

経済社会の持続的発展と環境の係わり   

わが国の二酸化炭素排出削減の長期見  
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地球温暖化対策と道路  
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Future Glot）alEnviron．  
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A－103   

Aユ04  
A－105  
A106  

森田恒幸   
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山根明弘  
Kreher K．（■1），Wagner T  

京都議定竃の自然科学的含意とわが国  
の対応可能性   
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京部会誠を終えて   
ノラネコロジーの現在   
Observation of enhanced  

tropospheric broEnine oxidein the  
Antarctic   
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78－81  

1998   

1997   
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1997  

（紀）  
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地域環境研究グループ  
Ando H．，Tamura K．（＊1），  
Yam弧OtO SりLiang C．い2）  
Wu Y．（＊Z），ZhangJ．（■3），  
甑o Z．（＊3），Yang H．（叫），  
Chen A，（＋4）（＋1Natl．Inst  
Hinamata Dis．，■ZInst．  
Environ．Health＆Eng．，  
竃3Nanjing Rail＞．Hed．Coll  
事4Hosp．Occup．＆Labor  
Health）  
Ando HりWarren T．P．  
（＊1Natl．Inst．Environ．  
Health Sci．NC U．S．A．）  
Ando M．，KatagiriK．，  
Yama爪OtO SりWakamatsu K．  
（＊1），KawaharaI．（■2），  
Asanulma S．（＊3），Usuda H．  
（＊3），SasakiK．（＊3）  
（＊1Fukuoka Women’s univ．  
＊2HatsulnOtO Dent．Coll．  
竃3Jprl．Inst，RuralHed．）  
Ichinose TりYarnanuchiT．  
（■1），Seto H．（靂2），Saga1月  
い10chanomizu Univ．，  
＊2Tokoy Metrop．Res．Lab．  
PublicIiealth）  
ichlnose7り7akanol】．  
Miyabara YリYanagisawa R  
（■1），Sagai軋（♯1Tsukuba  
Univ．）  

£  
8－ 1  

Outline of Health Effects of GlobalClimate Change   J．Epide爪iol．  1996  

Health Impacts of Global Climate 
Change  

Age－related Effects of Heat  
Stress Dn Protective Enzymes for  
Peroxides and Hicrosomal  
Honooxygenasein Rat Liver   

J．EpideIⅥiol．  

Environ．Health Perspect．  

6（4）  

105（7）  

8－ 4  Onygen radicals in lung 
carcinogenesis accompanylng  
phagocVtasis of diesel exhaust 
particle5  

¶urlne straln differencesin  
allergic airwayinflam∫nation and  
immunoglobulin Production by a  
c8JDbination of antigen and diesel  
exhaust particles   
水耕栽培植物体の個体燃料化と物理化  

学的特性  

生物脱リン法における制御の効率化の  
ためのリン蓄積菌の簡易定足法  

トリハロメタン生成能に及ばす藻類由  
来有機物の影響  

流動床生物股処理法によるカヒ臭乾生  
藍藻敷  

Microtox試験による埋立地浸出水の処  
理性能とその水圏生態系への影響評価  

Int．J．OncoL  571－575  11  1997  

臣・5  Toxicol．  183－192  1997  

井上充（＊1），平野浩二（＊1），  
稲森悠平  
（＊1神奈川県環境科学セ）  
浅野慎一（＊1〉，松原極（＊‖，  
鍋島良宏（＊1），稲森悠平  
（＊1日本ガイシ（株））  
稲森悠平，近山憲章（＊1），  
杉浦則夫（＊2），松村正利（＊3）  
（霊1日立化成テクげテント，  
事2茨城県企業局，＊3筑波大）  
李保瑛（＊1），稲森悠平，  
杉浦則夫（＊2），娼藤随一（♯‖  
い1東北大，＊2茨力友県企業局）  
那明淑（暮1），徐閑欽（吊），  
稲森悠平，細見正明（★2），  
須藤隆一（■1）（＊1光北大．  

水環境学会誌  

下水道協会誌  

水環境学会誌  

水環境学会誌  

水環境学会誌  

▲2東京農  
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いんだすと  
Ecotoxicology  

Nitta H．（暮1Hiroshima  
Univ．）  

畠山成久  
HatakeyaⅢa S．（Shigehisa）  
ShiraishiH．，Uno S．（＊1）  
（霊1Tokyo Univ．Fish．），  

Hirano S．  

nirano S．  

OF PARTICU工．ATEI仏TTERS BASEt）ON  
SOURCE PRDFILES WITfIFLUCTUATIONS   
水生生物を使った環境監視   
Overall pesticide effects on 

growth and emergence of tvo species  
Of Ephemeropterain a modelstream  
Carrying pesticide－pOlluted river  
Vater  

In vitro and in vivo cytotaxic 
effects of nitrie oxide an 
ロet8Stati（：Cells   

恥antitative TiTne－Col】rSe Profiles  
of加OnChoalveolarlavage Cells  
Following Intratracheal 
Instilユation of Lipopolysaccharide  
inIIice   
Fluoride mediates apoptasis in 

OSteOSarCOJna UMRlO6andits  
CytOtOXicity depends on the prl   
骨形成に伴う細胞内微長金属濃度の変  

化   
有機スズで巻月に生殖機能障害が蔓延   
インポセックスによる月額絶滅の危機  

内分泌規乱化学物質としての有機スズ  
化合物   
インポセックスー有機スズが巻月の種  

の存続を脅かす一   
巻只顆のインポセックス一環墳ホルモ  

ンの野生動物への影響の一例として－  
Imposexin sea snails，CauSed by  

organotin（tributyltin and  
triphenyltin）pollutioninJapan：a  
SurVey   

Effects of triphenyltin chloride  
and five other organotin cornpounds  
on the development of imposex in 
the rock shell，Thais clavigera   
湖沼の有機物指腰  

湖沼におけるDOとpHの連続モニタリン  
グ結果を用いた物質循環，生物代謝特性  
の評価方法   
浅い富栄養湖の水質に及ぼす気象の影  

響  
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Analysis to Urban LandrUse Planning   
AerDSOIParticlesin the Asian  

Continental  
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rne，and Lidar MeasurementsinJapan  
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Cancel・Lett．  
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8－ 69   

B－ 70  
B－ 71   

月－ 72   
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B－ 74   
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Hirano SりAndo軋  

菅野さな枝，平野踊史臥  
安藤洒  
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堀口敏宏   

堀口敏宏   

堀口敏宏   
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ShilnizuII．（■1），Horita軋  
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（■1Nihon Univ．）   
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福島武彦（＊1），上西弘晃（吊），  
松重一夫，原沢英夫（＊2）  
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Hech．China）  
森口祐一   

森口祐一   

森口祐一   

森田昌敏  

森田昌敏  
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Biol肥d．Res．Tl－aCe EleⅡ】．   

食べもの通信10  
月のミラクル（堀口敏宏他  
共著，東海大出版会，358p．）  
ぶんせき   

水槽報   

食べもの文化   

Appl．Organomet．Chem．  
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42－45   
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1997   

1997  
1997   
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1998   
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B－76  Environ．Pollut．  

水環境学会誌  

水環境学会誌  
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ⅠIASAINTERIH REPORT   
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B－83   

B－84   
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環境技術をめくる最近の動向一枝術の  
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やさしい交通シミュレーション  

4．交通一環境シミュレーション   

環境による母乳汚染  

微塵元素の分析法  

かんきょう   

季刊環境研究   

交通工学   

母子にすすめる栄養指導  
（一條元彦編著，メデイカ出  
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最新の分離・精製・検出法  
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Nishihara H．（＊1），Hiwa H．  
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（＊1Nishihara Environ．  
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YagiO．，Uchiya爪a H．（＊1），  
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YagiOりNishimura H．（＊1）  
（†1Jpn．Res．Inst．）  

Studies，Japan   lnstitute for Envirommental  

489－494  1997  環境化学  水道水中の消毒副生成物と排水の消毒  
副生成物生成能  

水道水中のハロゲン化消毒副生成物の  
多成分系統分析法   
加熱水中の消毒副生成物濃度の変化   

ち－ 89  

495－506   

80ト808  

環境化学   

環境化学  

52（10）  
10（10）  

15－19  
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ITIVeStigation of the Adducts  
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Discriminating Genotypes of  
Microcystis Cyanobacteria   

B－ 92  
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1997  19131918  Water Res．  Development and Application of a  
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for Rapid Detection of Coliforn  
Bacteria   
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115－14D  1998  EioreIDediation  
TechnologleS Vo1  
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Pubり672p．）  
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Biotechnology for Water  
Use and  
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重点領域研究「人間地球系  
」研究報告集  
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Current Status of SoilPollution and Bioremediati8ninJaE）an   B－ 96  

1998  14卜154  Bioremediation of Soil and 
Groundwater Contaminated With  
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Hethane－Utilizing Bacterium  

ENVIRONHENTAL BIOTECHNO工．OGY The  
Japan Perspective   
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1997  201－207  B－ 98  

Bioremediation of polychlorinated  
COmpOunds   

微生物を活用する水針与染阜雄の浄化  
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YagiOりIwasakiKり  
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国際的動向   
気候変動問題の解決に向けた国際交渉  

の今後の行方－シナリオを用いた調査手  
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Hurano S．，Dejidmaa Gり  
Ku【De H‥Jargalan SりSato  
YりKurosava M．  
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3－a皿ino－10－Ch10rO－2－hydroxydecanoic  
＆Cid－COntainingLtetr＆peptide froJn  
OSCillatoria8gardhll   

Tvo N即（Eト2－Amino－2－8utenoic  
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（暮2），Seyama HりSoma H．  
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（■1Toyama Univり＊2Nagoya  

Univり霊3Kanazawa Univり  
■4FujiiJab．GeoLEnviron．）  
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Shimomura T．（＊1），Sudo f，  
（★l），Uchiyama HりYagiO．  
（■2），（＊1Ebara Res．Coり  
＊2Reg．Environ．Div．）  
Uchiブama彷．，Kato C．（＊1），  
Kokufuta E．（り），YagiO．  
（雷1Tsukuba Univ．）   

Shinohara Y．（＊1）川chiyama  
HりYagiO‥Eusakabe L  
（■1）（■1Tsukuba Univ．）   

宇都宮陽二朗  

宇都宮陽二郎，Ilazda‡．（＊1），  
Thynne刀．D．（＊2）（＊1Sci．  
≠us．London，＊2¶ati．Harit．  
Hus．London）  
宇都宮際二札加議純捷（＊1），  
恒川篤史（■2）（＊1日科技研，  
＊Z東大）  

宇都宮陽二臥井上隆信，  
恒Jr憫史，譲沼康実（霊1）  
（＊1地球セ）  

徐閲欽，全意玉（＊1），  
須藤隆一（■1）（＊1東北大）  
徐閲欽，坂口芳押什扶  
西村修（＊2），田中裕作（＊3），  
細見正明（＊4），須藤隆一（＊2）  
（■1環境庁水質保全局，  
■Z東北大，＊3東洋建設㈱，  
暮4東京農工大）  
徐閲欽，須藤隆一（霊1）  
（霊1東北大）  

L8Ser－induced fl110TeSCenCe Of  
radicals produced in reactions of 
halogenated ethylenes Yith atDmic  
DXygen   

Kinetic Measurenents of Methyl  
and EthylNitrate ReactioTIS With OH  
Radicals  

第3貴大気の化学とフリーラジカル   

29   ト29  Int．J．Chem．Kinetics  1997  933941  

田典治乱㈱学会出版セン  
フリーラジカルの科学（腐  ター）  

103－148  ト30  1998  

増殖・捕食を考慮した生態系モデルに  
よる藻類捷組成遷移過程の検証   
ダム貯水池内に流入した水田散布農薬  

の濃度鉛直分布からの定足評価  

ダム湖集水域における水田からの殺虫  
剤の流出盈と流出特性   

水工学論文集   

土木学会論文集  

733－738   

97－107  

42   

587／Ⅶ   
－6  

556  土木学会論文集Ⅶ  G－ 3  

The Soluble Methane MDnOOXygenaSe  
Gene Cluster of the  
TrichloroethyleneLDegrading  
Hethanotroph Methylocystis sp．  
Strain目   

玉iodegradation of  
trichloroethylene by鮎thylocystis  
Sp．Strain Mimmobilizedin gel  
beadsin a fluidized、bed bi8reaCtOr   

恥antitatlve Colorlmetrlc  
Determination of Trichloroethylene  
Degradation Activity and  
Implications for EnvironmentalUse   
Purification and Characterization  

Of Component B of a Soluble nethane  
Honooxygenase from†lethylocystis  
Sp．H   
緑の国勢調査結果  
「植物群諸及び植生自然度ファイル」を  
利用した植被分猥と図化について   

土井家旧蔵のBETTS携帯型地球儀球面  
上の世界図に関する2，3の知見  

日本とその周辺地域における水温情報  
へ■－スの構築  

地球観測データによる熱収支情報ペー  
スの構築と利鞘の研究  

G－ 4  
App！・＆ EnvlrOn．机crobiol．  

1898－1904  11991 

2383－2386  1997  G－ 5  WateJ・Res．  

Environ．TecllnOl．  1123－1131  G－ 6  1997  

G－ 7  J，Ferment．Bioeng．  

GIS一理論と応用  

地図  

GIS一理論と応用  

創造的研究開発支遥のため  
の自己租弧型憎報ベースシ  
ステムの構築に関する研究  
（第ⅠⅠ期平平成6－7年度）成  
果報告書（科学技術庁）  
用水と廃水   

化  

39（1Z）  

34  

1097－1105   

249－Z58  

畜舎排水の性状と原単位   

人工海浜による閉鎖性内湾の水質浄  

第3垂水質汚濁  

畜舎排水の処理対策とその高度化  

中国環境ハンドブック（徐  
開歓，須藤隆一筆頭者，㈱サ  
イエスフォーラム，329p．）  
用水と廃水  徐閲欽，李 雨（♯‖，  

全悪玉（■1），須藤隆一  lり1  

＊1東北大  
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地理情報システムとライフサイクルア  
セスメントの結合による地域熱供給事業  
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環境科学会誌  

エネルギー消費と都市気候の関わり   
エネルギー指標で「都市化」をながめ  
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アジア地域における土地利用変化の時  

空間構造  

部市活動の立体的再配置による都市熱  
環境の制御に関する研究  

社会基盤施設と社会・経済システムヘ  
の影響  

日本エネルギー学会誌  
化学工学   

環境システム研究  

76（844）  

61（9）  

2 5  

環境システム研究  

地球温暖化と日本（自然・人  
への影響予測）（西岡秀三，  
原沢英夫編者，古今苔院，25  
6p．）   

文部省科学研究費基盤研究  
（A）都市熱環境に配慮した  
インフラストラクチュア整  
備に関する総合的研究平成  
6年度～平成8年鹿研究成果  
報告召（平成9年4月）  
文部省科学研究費基盤研究  
（A）都市熱環境に配慮した  
インフラストラクチュア整  
備に関する総合的研究平成  
6年度～平成8年度研究成果  
報告召（平成9年4月）  
文部省科学研究費重点領域  
研究「人間地球系」平成8  
年度研究成果報告（平成9年  
4月）  

第5同地球環境シンポジウ  
ム講演集  
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ト 7  土木工字分野での都市熱環境研究の動   1－6  1997  

花木啓祐（＊1），一ノ瀬俊明，  
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鵜野伊津志（■2），  
花木啓祐（＊3）  
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KanヱaWa HりCamy－Peyret C．  
（竃1），Kondo Y，（＊2），  
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＊2Nagoya Univり＊3Cent．  
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KamヱaWa HりShiotani軋  
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Hedium－Range Weather  
Forecasts，霊3Norweg18n  
lnst．Air Res．，＊4Finn．  
Heteorol．Inst．，■5At【口OS．  
Environ．Servり  
暮6Alfred－Wegener－Inst．  
Polar＆Har．Resり♯7Glob81  

エネルギー指標・環境指標・繕済指標に もとづく「都市の進化」のモデリング   
273－275  11991 

tllロ  

地球温暖化がわが国の社会基盤施設と 産業に及ぼす影響   
Z61－266  1997  

ト11  細密地理情報にもとづく都市気候数値  
シミュレーション地表面境界条件の高精  
度化  

Implementation and first  
scientific results from the ILAS 
Yalidation Balloon Campaign at 
Kiruna－Esrangeinアebruary－Harch  
1997  

Structure of the p01ar vortex of  
the Northern fIeDisphere winter of  
1996／19978S Observed from  
lo爪g－1ived tracer血t80fIuS  

Ozane depletion in and below the 
人TCtic voTteX foT1997  

天気  

Ⅰ－1Z  Proc．13th ESA  
Symp．Eur．Rocket＆  
Balloon Programmes＆  
Relat．Res．（01and Sweden  
26－29Hay1997）   

Proc．Tsukuba  
Int．Workshop  
StratDS．Change＆Role  
Cli【0．＆ATHOS－CI  
Satell．Hission  
Geophys．Res．Lett．  

ESA  
SP－397  

211－215  11997 

ト13  158－16Z  11997 

Ⅰ－14  627－630  】9pさ  
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大島慶一郎（■2）山内恭（＊3），  グ学会第22回学術講演会論  
神沢博（■1鳥羽商船高等，  
♯2北海道大，■3国立極地研）  

文集  

ト16  SO2andSulfateAerosoIsoverthe    J．AerosoIRes．Jpn．  12（2）  
HuranoK．（＊1），HukaiH．  Sea5betweenJapan8ndtheAsian  
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（＊4），Ya爪atOH．（t5），Tanaka  
S．（■6），AkimotoH．（霊7）  
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1，化学反応メカニズム2．航空機観測  

法規，252p）  
ト19  家族で話す環境問題  大乗  （573）  52－57  

②大都市周辺の森林被害と空気・水・生き  
物  

ト20   家族で話す環境問題  大乗   （574）   58－62   
③日本海側の酸性雪の影  
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（＊1筑波大）   年間全窒素負荷且の推定一帯ケ浦におけ  

るケーススタディー  
ト23   宇官からみた世界の湿地－リモートセ  ラムサールシンポジウム新  1996  

ンシンクによる湿地環 観測－   漏1996 告書  
トZ4  植生・土壌・水（VSV）指数アルゴリズ  日本リトトセンシンク■学会誌  17（1）  

安岡選文   ムの開発とその応用  
トZ5  窮7回大気化学シンポジウ  68－71  

（専1地球グ）  測  ム  
平成8年度研究集会講演集  

J  環境情報センター  
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（霊1NTTデータ通信（抹））  ツチを採用した国立環境研究所＝イプシ  
ロン社製「IPスイッチATH1600」，「lPス  
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（り奈良女子大）  
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ルにおける成層圏水蒸気且の  
季節変動   
マレー半島の低地フタバガ  

キ林の林冠構造とギャップ動  
態  
（2）林冠ギャップの動態と空  
間構邁   

熱帯林は安定か？  

一斉開花と小型哺乳類の動  
態   

日本気象学会1997年秋 季大会  第45回日本生態学会  

公開シンポジウムー熱  
帯林の保全と修復に向  
けて一  
第45回日本生態学会  

a－12  マレー半島の低地フタバガ  
キ林の林冠構迫とギャップ動  
態  
（1）林冠構造と柚の多様性に  
ついて   

Effects of fluctuati（）n  
inユeaf te刀peratUre O乃  
photasynthesis in a 
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grandis   
Dynamic equilibriun  

status oflol†1and  
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ぬ1aysia－1mplication for  
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96年の一斉開花－Ashtm仮説  
は検証されたか？  

長田典之  
市河三英  
木村勝彦  
可知直奴  
谷誠（■6），  
大谷義一（＊6），  
奥田敏統、古川昭並，  
払hi【n Nik（＊7）  

（雷l東大，雷Z京大，  
＊3科学技術振興事業団  
，霊4国際協力事業臥  
事5東京那立大，  
■6森林総研J7柑Ⅲ）  
宮本和樹（■1），  
奥田敏統，  
出口博則（＊1），  
豊原源太郎（霊1），  
安田雅俊二（＊Z），  
Ibnokaran N．（＊3）  
（霊1広島大，＊2東大，  
義3FR川）  

沼田直也（＊1），  
可知直毅（＊1），  
奥田敏統，Hanokaran  
N．（♯2）  
（♯1東京都立大，  
＊2FR川）  

Kainlma H．   

Kainu皿a M．  

第朋回日本生態学会大 コ三  底地熱帯林におけるフタバ ガキ科植物の実生定着過程   
a－16  

フタ／くガキ科椎樹の防御特性  
異なる光環境下で生育した  の比較   

第44回日本生態学会大 A ＝貫  a－17  

3rd．A川Int．Workshop   

Workshop Integrated 
Assess．Hode11i喝  
CliJnate Change  
Policy Anal．  
Workshop Integrated 
Assess．Hodelling  
Climate Change  
Policy Anal．  
3rd．A川Int．Workshop  

Tsukuba   

肌DA玉Ap  

Application to the GEOZ  
and訓F ProJeCt   
Asian－Pacific  

Integrated Hodel（A川）  

AI町ENDUSEHDdel   AmDA8AD  EainumaIl．  a－20  

The A川  
Hodel  
and  
Case  
Studie5  
in Japan 
同講演論  
文集   

I Workshap 

Adv．Heth  
od（〉1．Sof  

tware  
Deci5．Su  

pport  
Syst．   

Tsukuba   Recent Development and  
Apprication of A川  
Emissionト10del   

Kainl皿a HりHatsuoka  
Y．（■1），HoritaT．  
（暮1帖goya Univ．）  

a－21  

SCI’97第41回システム  
察  

講演会  
Workshop  
Adv．Hethodol．＆  
SoftvaI・e Decis．  
Support Syst．  

吹田   Laxenburg  

2レベル数理計画法を用い  
た補助金配分に関する一考  

Develo叩entOf A川  
（Asian－PacificIntegrated  
Hodel）for8nalyzing  
poliCV Optians to reduce 
greenhouse gas eIDissions   

甲斐沼美紀子，  
松岡譲（＊1），森田恒幸  
（＊1名古屋大）  

KainunaItりHatsuoka  
Y．（＊1），Horita T．  
（＊1Nagoya Univ．）  

SnollmaSS  1991 Workshop 
Cli皿ate Change  
Impacts＆  
Integrated Assess．  
1991 Workshop 
Climate Change  
Impacts＆  
Integrated Assess．  

Sulfur Hodels and  
Simulations in the 
Asian－Pacificlntegrated  
Hodeling   
The Internatianal 

DistTib11tiqnof the Costs  
of Alte川ative Global  
Emission Contr（】1  
Proposals－SoJne Estimateg  
by ATM－  

Kainuna HりMatsuoka  
Y．（■1）川orita T．  
（＊1Nagoya Univ．）   

払inl皿a出り  
て8kah8Shi見り  
Ibtsuoka Y．（■1），  
Horita T．．Kavashima  
Y．（■1Nagoya Univ．）  

8－24  

The  
Internat  
ional  
Distribu  
tion of  
the  
Costs  
of  
Alte】・nat  

ive  
Global  
E皿ission   

ControI  
Prop8Sal  
s－Some  
Estimate  

s by  
ATH－  

SnoⅥnaSS  a－25  
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Heet．Towards  
Coop．Har．Environ  
Hor11t．Asi8n  
Marginal Seas 

Heet．Tov  
ard8  
Coop．Har  
．Environ  
．18nit．A  
Sian  
I也rginal   
Seas  
同講演予  
稿集Ⅰ  

同講演要  
旨集  

同講演要  
旨集  

同講演要  
旨集  

同講演要  
旨集  

Aり一再im町iK．（♯1），  
Nabno T．（＊1）  
（◆1InsLEnviron．Sci  
恥ogo Pref．）  

time－SpaCe Variation of  
hazardous chemicals in 
Sea Water u51nga ferry   

巧刀正行，原島省，  
藤森一男（＊1），  
中野武（霊1）  

（霊l兵庫県立公害研）  
仁木拓志（■1），  
功刀正行，木幡邦男，  
大槻晃（暮1）  

（■1東京水産大）  
功刀正行，原島省，  
藤森一男（事1），  
中野武（＊1）  

（＊1兵庫県立公菖研）  
藤森一男（＊1），  
松村千里（＊1），  
中野武（♯1），巧刀正行  
（■1兵庫県立公害研）  

a－27  ボランタリー観測船を用い  
た海水中有害化学物質の高密  
度規則（ⅠⅡ）  

東京湾におけるDlイS生成細  
菌群とDHSPとの関係  

フェリーによる有菖化学物  
質の高密度観測  

海域における有機塩素系化  
学物質の調査  

東シナ海における有害化学  
物質の動態   

日本化学会第74春季年  
＝言  

1997年度日本海洋学会  
春季大会  

1997年度日本海洋学会  
春季大会  

第6回環境化学討論会  

a－28  

8－29  252  

a－30  119－120  

1997年度日本海洋学会  
秋季大会  

井関和夫 J7〕刀正行 藤森一男  

中野武（霊3）  

（■1西海区水産研  
＊2中央水産研，  
＊3兵庫県公告研）  
Sasano Y．  Overview ofILAS  

HeasureⅡ】entS for1997  
Arctic Winter／Spring  

ILAS／IuS－ⅠI  
Stratospheric Ozone Layer  
HeasuTement5  

スペースライダー雲観淑＝こ  
おける多重散乱影響の評価   

Arct．Ozone Data  
Workshop   

lGAC SPARC G人W  
Conf．Global  
Hea8．Sy5t．Ato皿OS，  
Conposition   

第18回レーザセンシン  
グシンポジウム  

Abstract  

Progra【コ  

＆  

Abstorac  
ts   

同予稿集  

Sasano YりKanazawa  
H．（＊1），Suz止iH‥  
Yokota T．（■1）  
（事1Cent．Global  
Envlron．Res．）  

笹野泰弘  
小林隆久  
松井一郎  

a－34  陸別  

）
 
 

2
 
 

＊
 
 

（
 
 

劉兆岩  

杉本伸夫  
（11気象研，  
■2大気圏現役部）  
ImaiT．（■1），  
Kawamura Y．（■1），  
Taniok且N．（＊1），Asai  
K．（義2），Itabe T．（＊3），  
Uchino O．（呵），  
KobayashiT．（書5），  
Sasan8YりAoyagl  
T（＊6）（りNASDA，  
■2Tohokulnst．  
Technolり＊3Commu．  
Res．kbり■4Jpn．  
Hete8rOl．Agency．，  
♯5FukuiUniv．，  
暮6Space Engin．Dev．  
Co’L．）  
Sasano YりKanzawa H．  
（＊1），Yロkota T‥  
SuzukiH．（＊1Cent．  
Glot）alEnviron．Res．）  

a－ 35  

NASDA EllSE（HDS－L相成） prOgram   

Eur．SylDp．Aerosp．Remo  
te Senslg  

Tech．  
Programm  
e EuI・．  

Synp．Aer  
OSp．Re【pO  

te  
Sensing  

a－36  0ve】，VielV OfILAS  
measureolents for the 
northern high latitude 
StratOSpherein1996／1997  
winteI・   

仙EOS／ILASによるPSCsリト  
リーパルアルゴリズム  

仙EOS／几ASによるエアロゾ  
ル挽削とデータ処理アルゴリ  
ズム  

改良型大気周縁赤外分光計  
（IuS）による成層圏オゾン層  
観測の概要  

4tムEur．Symp．Polar  
Straos．Ozone  

Schliersee  

岡本創（霊1），笹野泰弘，  
石原博成（＊Z）  

（霊1東大，霊2富士通FIP）  
笹野泰弘，  
石原博成（■1），  
岡本創（♯2）  

（■1富士通FIP，竃2東大）  

笹野泰弘，鈴木睦，  

日本気象学会1997年秋  
季大会   

日本気象学会1997年秋  
季大会  

日本気象学会1g97年秋  
季大会  

同講演予  
稿集   

同講演予  
稿集  

同講演予  
稿集  

a－39  

横田達也  
神沢博（  

－Z67 －   





Hooper R．，Tsu  
Yり Plaistow S  forms of a da皿Selfly：The  

effect of nutrient  
COndition oTIWing colour   
Pre－reprOductive mass  

gain in the calopterygid 
血n5elfly地Iais pruinosa  
COStalis   
Costs of reproductioTl  

and poユymDrphic male  
StrategleS   
ウスバシロチョウの地域個  

体群での表現型変異，遺伝的  
変異，適応度との関係   

MDマーカー法によるメダ  
カの野生個体群と近親交配集  
団の遺伝的多様性の検出   
FTIR MeasureJ7）ent at  

Hokkaido   
キルナにおけるFTIR臨測に  

よる成層圏0コ鉛直分布とIu  
S観測との比較   

回大会  

日本動物行動学会第16  
回大会  

第18回個体群生態学シ  
ンポジウム   

第18回個体群生態学シ  
ンポジウム   

第18回個体群生態学シ  
ンポジウム   

Arct．Ozone Data  
Workshop  
日本気象学会1997年秋  
季大会  

a－55  Plaistov Sり  
TsubaよiYりHooper  
R．   

TsubakiY．，Hooper  
RりPlaistov S．   

土田浩治（暮1），椿宜高  
（＊1岐阜大）   

冨山清升（暮1），枯宜高  
（＊1鹿児島大）   

Nakajip】a H．   

中島英軌近藤豊（書1）  
超永浄（■1），笹野泰弘  
神沢博（■2），  
横田達也（■2），鈴木睦  
く＊1名古屋大，  
■2地球セ）  

Nakame HりOgava T．  
（＊1），Kondo Y．（＊2），  
Khattatov V川．（♯3）  
（■1NASDA，■ZNagoya  
Univり義3Cent．Aerol．  
Obs．）  
小竹知絶（＊1），  
福西浩（■1），中根英昭  
（■1東北大）  

京都  同発表要  
旨菜  

Ⅰ  
旨柴   

0  

旨集   

0  

旨集   

Ab5traCt   

同講演予  
稿集  

a－56  

a－57  

a－58  

a－ 59   

a－ 60  

知念  

知念  

知念  

Tokyo   

札幌  

g∴‖  

9．1  

9．1  

9．12   

9．10  

a－ 61  NASDAand EAProject to  
Clarify the Ozone  
DepletionIIechanis】ⅥSin  
North－Eastern Asia Region  

1995年3月下旬に見られた  
北半球高相度のオゾン全且の  
減少について一下部成層圏に  
おける大気の鉛直運動の影響  

国立環境研究所の成層圏レ  
ーザレーダ観測：つくば一睡  
別   

IGAC SPARC GAW  
Glohal 
Heas．Syst．Atomos．Co皿  
pOS．  

日本気象学会1997春季  
大会  

Toronto  Progra血  
a爪d  

Ab5tr・act  
S  

同講演予  
稿集  

a－62  

中根英昭，  
杉本伸夫（■1），  
松井一郎（＊1），  
NamboothiriP．（＊1），  

二宮異種子（＊2）  
（＊1大気圏環境恥  
♯2地王求人聞環境フォー  
ラム）  

Kreherl（．（■1），  
Bodker G且（■2），  
Kanzava n．（＊3），  
Nakane HりSuzukiH．，  
Yokota T．（＊3），  
Sasano Y，（■1N川A，  
霊2Nagoya Univ．N川A，  
†3CGER）  

Kreher K．（★1），  
Nakane H，KanヱaWa H．  
（■2），SuヱUkiHり  
Yokota T．（雷2），  
Sasano Y．，Bodeker G．  
（Ⅰ3）（■lNlⅥA，♯ZCent，  
GlobalEnviron．Resリ  
ー3Nagoya Univ．N川A）  
Loky弧OV（事1），V．  
Yushkov（■1），Nakane  
HりAkiyoshiH．，  
鼠ondo Y（＊2）  

（■1Russia CAO，  
＊2Nagoya Univ．）  

a－63  

第18回レーザセンシン グシンポジウム  

陸別  

a－ 64  Arctic ozDne depletion  
from February to April 
1997 as seen by 
OZOneSOndes andI上AS  
above Kiruna   

4th Eur．Symp．Pola∫  
StIlaOS．Ozone  

Schliersee  

a－65  High latitude ozone as 
Seen bylLAS and  
OZOneSOndes from Nove爪ber  
1996 toJuIle1997   

Jpn．Heteorol，Soc．’97 Autumn  
ぬppor8  

Jpn．Hete OrOl．Soc ノ97 Autum  
a－66  OZO〃LOSS RATE聞OH80Ⅹ  

HOt）EL STUDIES AND  
8ZONESONDE【）ATA AL8NG THE  
AIR MASS TRAJECT（帆IES  
ARRIV王NG AT  
”OSCOW，YAKUTSK AND  
HOSHIRISTATIONS 川  
WINTER－SPR川G SEASON．  

4th Eur．S）Ⅶp．Polar  
Stratos．0ヱOne  

Schlier5ee  
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von der（■1），Le山n弧n  
R．（＊1），StegerJ．  
（霊1），Harris N．R．P．  
（＊2），Braathen G．0．  
（＊3），Reimer E．（叫），  
BeckA．（＊4），  
Chipperfieldl．P．  
（■2），Nakana H，et al．  

（雷1AWl，♯20CU，  
＊3NILU，暮亜et．Inst．）  
Yushkov V．（■1〉  
肋rokhov V．（吊），  
ZaitcevJ．（霊1），  
もekarukov V．（■1），  
Lukyanov A．（＊1），  
Zvetkova N．（＊1），  
Herkulov S．（♯1），  
Nakane HりOgava T．  
（＊2）（＊1Cent．Aerol．  
Obsり＊2Univ．Tokyo）  
Yushkov V．（事1），  
Dorokbov V．（＊1），  
ZaitsevI．（■1），  
Nakane HりOgawa T．  
（♯2）（■1Cent．Aerol．  
Obsり■2Univ，Tokyo）  
Yushkov V．（＊1），  
加etkova N．（■1），  
Lukyanov A（■1）．  
Zaitcevl．（■1），  
Herkulov S．（霊1），  
Nakaneli．（事1Cent．  
Aerol．Obs．）  

古橋規専（＊l），  
中根英昭  
（＊1富士通エス・アイ・  

ピー㈱）  

小竹知紀（■1），  
福西浩（雷l），中根英昭，  
二宮夷瑠子（＊Z）  
（♯1東北大，  
■2地球・人間環境フォー  
ラム）  

中根英昭，近藤豊（＊1），  
中島英彰（♯1）  

（ヰ1名大）  

中根英昭，笹野泰弘，  
鈴木睦，横田達也（＊1），  
神沢博（■1）  

（♯l地球セ）  

長浜暫生，中根英昭  

stratospheric oヱOLleloss  
rates during ongoi一喝PSC  
actiYity a feature unique  
to the Arctic   

Straos．OzDne  

Schliersee  4th Eur．Symp．Polar  
Strao5．0ヱOne  

SOME RESULTS OF BliLLOON 
OZOI吼肥ROSOL仙D WATER  
VAPOR SOUNDING AT YAKUTSK  
STATION OBTA川EDIN  
WImER－SPR川G96／97川  
COHPARISION WITH THE  
PREVIOUS YEARS   

a－68  

lSehliersee 4th Eur．Symp．Po18r  
Straos．Ozone  

SO氾RESULTS OF OZONE  
SOUND川GIN YAI【UTSK FOR  
VAlIDATlON   

a－ 69  

SchlieI－See  4th Eur．Symp．Polar  
Straos．Oz8ne  

A COHP膿ISION OF OZONE  
HYGRO仙D THERI仏L  
TROPOPAUSE HEIGliTS OVER  
YAKUTSK川95／96，96－97  
WINTER SPR川G PERIO工〉  

NIES新流跡緑解析モデルの  
開発とその適用例－1997年春  
の北半球極渦崩蟻を例として  

ヤクーツクにおける過去3  

年間の冬期・春季の成層圏オ  
ゾン変動の解析  

8－70  

日本気象学会1997年秋  
季大会  

日本気象学会1997年秋  
季大会  

a－71  

a－ 72  

同講演予  
招集   

同講演予  
稿集  

同講演予  
稿集  

同講演予  
稿集  

日本気象学会1997年秋  
季大会   

日本気象学会1997年秋  
季大会  

日本気象学会1997年秋  
季大会  

日本気象学会1997年秋  
季大会  

1997年春季北極域オゾン破  
壊と日本北部への影響   

ILASオゾンデータの検証解  
析  

ミリ波分光計によるオゾン  
濃度鉛直分布の測定一重み付  
きダンプ付き最′J、二乗解によ  

る解析一   
束シベリア／ヤクーツクの  

オゾンゾンデ統湘データに基  
づくオゾン鉛直分布の気候モ  
デル   

a－75  

二宮真理子（事1）  a－76  

中根英治  
小川利紘  
Yushk（）Ⅴ  

l
（
Ⅴ
 
 Dorokhov V，（♯3），  

Khattatov V．（♯3）  
（＊1地球・人間環境フォ  
ーラム，  
■2宇宙開発車菜摘／東  
大，霊3ロシアCAO）  

福間義昭（■1），  
村田功（＊1），  
福西博（＊1），中根英昭，  
神沢博（■2），  
柴崎和夫（♯3）  

（＊1東北，＊2地球セ，  
国学院大）  
永田尚志，Andrzej D．  
（霊1），吉田保志子（＊2）  
（暮1†けocfav Univり  

日本気象学会1997年秋 季大会  

レーザーヘテロダイン分光  
計による1997年春季アラスカ  
での0いN20，CH一統測   

8－ 77  

京都  第45回日本生態学会  

オオヨシキリにおける左右 対称性のゆらぎとヨシ原の質  
a－78  
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のコジュリン  
S．ソーデイ（＊1）  
（■1シンガポール大）  
永田尚志，Idris A，軋  
（★1），般br Z．（■2）  
（■1UniY．馳1aya，  
紹Univ．Kebangsaan  
ぬ1aysia）  
西岡秀三  

にみられた婚外交尾  

ナンヨウヤドリギ（Dendrop  
hthoe  
pentandea）を訪れる鳥たち  

政策は温暖化研究に何をも  
とめているか   

日本動物行動学舎弟16  
回大会  

京都  

a－81  日本化学会講演会「地  
球環境問題の研究最前  
線と対韓」一成層圏オ  
ゾン層の破壊，地球温  
暖化一   

境  
ポジウム  
21世糸己へ向けての地球  
環境研究のあり方  

講演会  
「地球環  
境問題の  
研究最前  
線と対策  
」   

西岡秀三．Hartmut  Zl世紀へ向けての地球環  
研究のあり方  
パネルデイスカヅション   

a－82  東京  
Gr8SSl（■  
有馬朗人  
吉川弘之  
烏井弘之  
浜中裕徳   

2
 
3
．
4
－
5
 
 

・
事
 
‡
・
事
・
事
 
 

枢根男（■6）  

（■1気候変動国牒協同  
研究計画，■2理化学研，  
♯3日本字術会言義，  
■4日本経済新聞，  
＊5環境庁，事6愛知大学）  
Nishioka S．  い83  Psychological Distance 

in the For【ロation of  
Vicious Cycl¢：A  
CoⅡ】parative Study on  
Public littitude towards 
Preservation of Two Lakes  
inJapan   
グローバルリスクヒしての  

地球温暖化   
Futu】－e t】、end of Science  

in EnvironⅡ】ent   

気候変動・海面上昇に対す  
るツバルの脆弱性一両太平洋  
の極端に祷高の低いサンゴ放  
鳥峡国の例として－   

Worksbop：  
Eco－Consciousness  
A5ia－Pac．  

I Hong Bong 

西岡秀三   

Nishioka S．   

山田和人（■1），  
芹沢真澄（■2），  
大野英治（■3），  
三村信男（＊4），  
西岡秀三  
（■1パシフィックコン  

サルタンツ（株），  
♯2（有）海洋研究室，  
■3名城大，♯4茨城大）  
藤森眞理子（暮1），  
山田和人（＊1），  
唐沢英夫（暮2），  
西岡秀三  
（■1パシフィックコン  
サルタンツ㈱，  
霊2社会環境システム部  

）  

西岡秀三   

西岡秀三   

西岡秀三  

日本化学会鵠74春季年  
ノゝ J■  

G7Environ．アutuI・e  
Foru用  

土木学会第5回地球環  
境シンポジウム  

京田辺   

Washington  
D．C．   

東京  

A2（）  

127－132  

8－87  

94年，95年の猛暑による日 本の社会への影響   
土木学会弟5回地球環  
境シンポジウム  

東京  

環境科字の醜点からの温Ⅰ塩  
化対策の必要性について   
地球温噴化の将来予洲と対  

策   
地球温囁化の現状と対応の  

考え方  

地球温暖化の国際協力   

中環蕃政策企画部全   

地球温暖化防止対策シ  
ンポジウム  
日本学術会議主催公開  
講演会一地球温暖化に  
とのように対処すべき  
か－  

土木学会ジョイントシ  
ンポジウムー温暖化防  
止に向けた技術の可能  
性～土木界からのアプ  
ローチ～－  

1997年度日本海洋学余  
春季大会  

京
 
阪
 
京
 
 

東
 
大
 
東
 
 

西岡秀三  a－91  

大林由美子（■1），  
鈴木光次（暮1），  
半田暢彦（＊2），  
野尻幸宏，C．S．  
Wong（雷3）（事1名大，  
書Z愛知県立丸＊3IOS，  
Cana血）  

中塚武（■1），  
吉田尚弘（lZ），  
野尻幸宏、松本英二（■  

a－ 92  植物色素から見た北太平竜羊  
亜寒帯域における植物プラン  
クトン分布の時空間変動   

a－ 93  北部北太平洋・／く－リング  
掛こおける表層水の硝酸窒素  
同位体比の季節変動  

1997年度日本海洋学全  
容季大会  

271－   
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性降下物の特性   鹿角孝男（＊1），  
薩摩林光（書1），  
村野健太郎  
（霊1長野県衛生公害研）  
外岡豊（霊1），  
東野暗行（＊2），  
村野健太郎，  
大原利眞（書3）  

（tl埼玉大，  
＊2栗源環境技術総合研  
，霊3計量計画研）  
釜谷剛（＊1）．  
村野健太郎  
（艮喝県衛生公害研）  
金城義勝（＊1），  
比嘉尚哉（＊2），  
村野健太郎，畠山史郎  
（＊1沖縄県衛生環境研，  
霊2現宮古保健所）  
金城義勝（♯1），  
友寄書貴（■1），  
村野健太臥畠山史飽  
（霊1沖縄県衛生環境研）  
高世束（■1），  
坂本和彦（■l），  
王（事2），村野健太郎  
（＊1埼玉大，  
■2中国環境科学院）  
鹿角孝男（■1），  
薩摩林光（■1），  
内田英夫（＊り，  
佐々木一敏（事1），  
鹿野正明（＊1），  
塩沢嘉一（■1），  
太田宗康（＊1），  
河原純一（■1），  
村野健太恥畠山史郎  
（＊1長野県衛生公害研）  
松本光弘（＊1），  
村野健太郎  
（＊l奈良県衛生研）  
村野健太郎  

a－118  東アジア地域を対象とした  
大気汚染物質排出丘推計－そ  
の3ⅣHVOC排出盈の推計  

第38回大気環境学余年 ユー  

IGÅC調査（8ト五島列島福江  
におけるSO2，00及びエアロ  
、ノル成分の挙動   

辺戸岬における降下物のns  
s50－2‾，NO3‾，nSSCa2◆，N打  
4◆イオンの季節変動及びト  
レンドについて   

IGAC調査（11卜辺戸岬のオ  
ゾン濃度とエアロゾル組成成  
分について  

中国重慶市の酸性雨原因物  
質制御のためのバイオブリケ  
ット用バイオマスに関する調  
査・研究   

IGAC調査（10卜八方尾根に  
おける大気中ガス、エアロゾ  
ル成分の長期的変動ど91～  
’95の地上強化観測  

第38回大気環境学会年  
エヽ   

第38回大気環境学会年  
＿ゝ ＝言  

第38回大気環境学会年  
茶  

第38回大気環境学会年  
A J－  

a－121  

a－122  

第38回大気環境学会年  a－123  

奈良における乾性沈着（ⅠⅢ）  

地球規模での酸性雪（雨）問   

同講演要  
旨集   

酸性雪・  
酸性雨に  
関する国  
際会議’  
97  
同資料集   

国費料集   

OECD  
Workshop   

Integrat  
lon  
Socio－Ec  
on．Anal．  
Chem．Ris  
k  

Hanage．D  
ecis．Hak  
ing  

第38回大気環境学会年  
J＝   

酸性雪・酸性雨に関す  
る国際会誌’97  

第Z3回九州衛生公書技  
術協議会  
酸性雨講演会   

OECD Workshop  

村野健太郎   

村野健太郎   

Horita T．  

アジア大陸からの越境大気  
汚染問題   
アジア大陸からの越境大気  

汚染を捉える   
血Integration of  

Econo爪i（）GrowthIIodeland  
Pollution Health Risk for  
BackcastingJapan－s  
Desulfuri乙ation Experince5   

JST／CREST  
Int．Workshop  
Technol．Strategy98  
Workshop  
CliIn．Cha喝eImpact8  
＆Integrated Assess  

Tokyo  

Snowmss（C  
olorado〉  

LONG R脚GE PROJECTIONS  
ON TECHNOLOGICAI  
DEVELOPItENT   

Develo叩ent Of an  
Emission Scen8rio  
Datab畠e for Simulations  
Conducted since1994and  
且Preli爪1naryAnalysis  
using the Database  

Invitend  
Address：Integrated  
Assessment and The Kyoto  
PI－OtOCal  

札oJ・ita T．  

Ho】，ita T．  

此皿edabd （India）  As5e＄S．Hodelling  
Clim．Change Policy  Wol－kshopImtegrated    Anal．  

Morita T．  a－131  
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Workshop Integrated 
A5SeSS．Hodelling  
Cli【D．Change Policy  
山Ial．  
Workshop Integrated 
Asses5．Modelling  
Clim．Change Policy  
Anal．  
Workshop Integrated 
Assess．HDdelling  
Cli皿．Change Policy  
Anal．  
シンポジウム  
科学は地球を救えるか  
－酸性雨・温室化防止へ  
の挑戦  

Energy－Econolny  
Hodelling：Top－Down and  
Bottom－up〃odel  
integratlon   
Contribution to  

Buantification af lPCC 
Nev伽issions Scenarios  

A川Applicationsin  
Åsian【）eveloplng  
Countries：Experiences  

新世糸己へ、自然科学者の使  
命   

（lndia）  

Ah皿edabad  
（India）  

AlⅧedabad  
（India）  

東京  

a－133  Horita T．  

a－134  Horita T．  

a－135  近藤次郎（＊1），  
愈在野（■Z），  
加納時男（暮3），  
米本昌平（■4），  
森田恒幸（＊1東大，  
＊2ソウルアジェンダ21  

執行委員会，  
＊3東京電力，  
■4三菱化学生命科学研  
）  

小林由典（＊1），  
森田垣幸  
（＊1東京工業大）  

森田恒幸  

a－136  エネルギー・経済モデルを  
用いた日本の大気汚染対策の  
バックキャスト分析一二酸化  
硫黄の削減対策を中心として  

経済発展を維持しながらわ  
か国はどこまでCO2が削減で  
きるか？  

地球温暖化一科学的知見を  
統合すると何が見えてきたか   
環境調和型都市の形成  

環境とシミュレーション   

環境経済・政策学会199  
7年大会  

a－137  地球温暖化シンポジウ  
ム「COP3に向けて」  

東京  地球温暖  
化シンポ  
ジウム  
「COP3に  
向けて」  
光発電  森田恒幸   

森田恒幸   

森田恒幸  

太閤光発電懇話会第10  
回総会  
インドネシア一日本適  
正技術会法  
日本シミュレーション  
学会  
第16回シミュレーショ  
ン・テクノロジ・－－－・コン  

ファレンス  
㈱システム総合研究所   

第3回複雑系工学研究  

コ三 山口・宇部’97国際シン  

ポジウム  

森田恒幸  地球環境政策とモデリング  
一統合アセスメント最前線一  

統合的環境政麓のすすめ  

東京  系
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森田恒幸  宇部  1
3
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森田恒辛  a－143  21世紀の日本はどうなるか   
統計研究会創立50周年 記念シンポジウム  

東京  

〔
 
 

森田恒幸，周鳳起（＊1），  
ヴイクトル・ローギノ  
フ（■Z）徐錫崇（＊3），  
中村均（＊4），  
佐々木堅（＊5）  

（雷1中国国家計画委員  
会エネルギー研，  
■Zロシアサハリン州政  

府副知事，  
■3前韓国通商産業部，  
呵㈱荏原製作所，  
暮5国連環境計画国輝技  
術セ）  

大西隆（■1），  
前田直己（霊2），  
森田恒幸（＃1東京大，  

a－144  北東アジアにおける経済発  
展と環境問題：環境に配慮し  
た持続可能な発展に向けて  

新潟・北東アジア経済 会論’98  

新潟  

a‾145  21世紀の地域開発  
ほくとう総研地域シン ポジウム  

東京  
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34［司大会  竹川愛いZ），稲森悠平  
杉浦則夫（■3），  
須藤隆一（義1），  
小野木三洋子（＊4）  
（＊1東北大，♯2東邦大，  
＊3茨城県企業局，  
霊4小野木邦ック工業㈱）  

大石亮（＊1），  
市川誰英（■1），  
稲石高雄（■2），  
稲森悠平，水落元之，  
木持甜（■3）  

（■1（株）明電舎，  
♯2東邦大，■3筑波大）  
丁国際，山海敏引（■1）  
稲森悠平，  
須藤随一（＊2）  

（＊1建築研，♯2東北大）  
鳥羽山二郎（■1），  
稲森悠平，西村修（■2）  
須藤隆一（♯1）  

（ヰ1東北大，  
■2水土壌圏環境部）  

担体による脱窒・脱リン・硝化 促進とリン酸月巴料化  

別巻（17）  同学会誌  14  循環式硝化脱望法における  
N20発生のバラメータ推定   日本水処理生物学会第 34回大会  

広島  b－70  

誌  同学会  95  日本水処理生物学会第  
34匝】大会  

日本水処理生物学会第  
34回大会  

広島  懸濁物ろ過摂食性輪虫敷の  
大息培養の最適化に及ぼす環  
境要因の解析評価  

埋立地浸出水中の生物難分  
解性有機物の物理学的手法を  
用いた除去特性  

有用輪虫類のバイオリアク  
クーヘの大量定着と水質浄化  
効果の解析・評価   

b－ 71  

誌  同学会  39  広島  b－ 72  

別巻（17）  同学会誌  
日本水処理生物学会第 34回大会  

広島  藤井邦彦  
稲森悠平  
村野正利  
杉浦則夫  

b－73  

（♯1筑波大，  
■2茨城県企業局）  
俣木幸三（＊1），  
毛利元哉（■1），  
丹羽健太郎（暮1），  
稲森悠乎，生田創（■2）  
（■1武田薬品工業（株），  
＊2筑波大）  

李保瑛（■1），稲森悠平，  
杉浦則夫（＊2），  
須藤隆一（■1）  
（＊1東北大，  
♯2茨城県企業局）  
林紀男（■1），  
国安克彦（＊2），  
稲森悠平，  
須藤隆一（＊3）  
（＊1干葉県立中央博，  
＊2日本環境整備潮膏セ  
，暮3東北大）  
今井章雄，  
福島武彦（書1），  
松重一夫，朴済哲（義2）  
（霊1広島大，  
＊Z東京水産大）  
CallaghanJ．P．仇  
（♯1），l血aiHりMiller  
D．B．（＊1）（♯1Cent，  
Dis．ContI・01＆Prev．  
－NIOSH）   

今井矧軌兜兵徳，  
岩室妙子（★】），  
加藤進昌（＊2）  
（＊1東京薬科大，  
＊2滋賀医科大）  
今井秀臥兜其徳，  
加藤進昌（＊1）  
（霊1滋貿医大）  

岩崎一弘，矢木修身，  

別巻（17）  25  同学会誌  
日本水処理生物学会第 34［司大会  

広島  生物ろ過法と吸着脱リン装  
置を組み合わせた生活排水の  
高度処理   

b－74  

別巻（17）  同学会誌  83  広島  
日本水処理生物学会第 34回大会  

生物活性炭流動床法による  
カビ臭原因物質の除去効果に  
及ぼす生物膜の役割  

環形動物毛類（水生ミミズ）  
の増殖に及ぼす環境届子の影  
響   

b－75  

別巻（17）  同学会誌   広島  
日本水処1哩生物学会第 34回大会  

b－76  

札幌  
湖沼・河川水中の溶存有機 物の化学的分画   

第31回日本水環境学会 年会  b－ 77  

Seattle  

37th 血n11．Heet．Soc．Toxico ‖∴  
QUANTITATIVE  

l帽側NOI】LOTS OF GLIAL  
FIBRILLARY ACIDIC PROTE川  
（GFAP）：UN8ERESTI鮎TION OF  
INDUCTlONI‡Y TRⅢⅨTHYITIN  

（Tm’）   

トリメチル錫投与ラットに  
おける血中コルチコステロン  
の一過性上昇について  

トリメチル錫投与ラットに  
おける投与後3－4日の血中コ  
ルチコステロンの一過性上昇  
について：脳内Ⅰレ1の関与の  

可能性   
日本海重油流出率故現場た  

おける微生物生態影響評価  

b－78  

第68回日本衛生学会絶 ：⊂こ  岡山  b－79  

第6回海馬と高次機能 学会  b－80  

第32回日本水環境学会 年会  b－81  
大橋貴志  
今野聴（♯  

－282   





題  目  
Found．Vo  
rld  

Assoc．f5  
1．Stud．＆  
Vorld  
lsl．Conf   

3rd，Int．  
Conf．Env  
iron．han  
age．Endo  
sed  

Coastal  
Seas   

同講演要  
旨集   

14th  
InしElec  
tr．Veh．S  

yⅦp．＆  

Expo．  
同講演論  
文集  

Found．World  
Assoc．Isl．Stud．＆  
的アまd fs】．C8Jげ．  

RELATIONSHIP BETWEEN  
DE（；RADÅTION OF  
T〃E尺〃0－〃ALOCいⅣE AⅣD  

“AOSHIO”occuRRENCE川  
TOKYO王iAY  

I旺CH劇ISM ANAIYSIS TO  
PREDICT‘‘AOSHIO”  
UPWELl」ING OF ANOXIC  
BOTTOH WATER BY THE4－m  
CHANNEL EXPER川EⅣT AND  
¶0－DIIENSIONAIJ  
汀YロRODYN心lIC－MOt）EL  
CÅ1CULATION   
冬季日本海における植物プ  

ランクトン色素分布  

Evaluation and Future  
development Df the small  
EV”Luciole〝  

環境低負荷型技術を組み合  
わせたエコオフィスの評価  
（第一報）  

エコオフィス実測データに  
よる多結晶太陽電池の季節間  
変動特性及び有効性  

環境低負荷型技術を組み合  
わせたエコオフィスの評価  
（第二報）  

NOAA／AVHRRデータの太陽光  
発電丘推定への応用可能性に  
ついて  

NOAA／AVHRRを用いた日射分  
布推定   

Kohat8X．（＊1Water  
＆SoiiEnviron．Djv．）  

b－97  3rd．Int．Conf．Environ  
．Manage．Endosed  
Coastal Seas 

Stockhol爪   Takesita S．（＊1）  
Kohata KりTanaka H．  
（■2）（＊1Water＆  
SoilEnviron．Div．，  
■2Environ．Res．Cent．  
Co．Ltd．）  

木幡邦乱  
照本雄一郎（＊1）  
（霊1化学環境部）  
Shi【Diヱu H．（■1），  
KawakamiK．，Kondo Y．  
（＊1Keio Univ．）  

近藤美則，清水浩（＊1），  
橋本健（★2），  
樋口修二（事2）  

（■1慶應義塾大，  
＊2新菱冷熱工業（株‖  
東麻衣子（♯1），  
六川修一（＊1），  

清水浩（＊Z），近藤芙則  
（♯1東大，  
慶応義塾大学）  
樋口修二（＊l），  
橋本健（＊1），  
清水浩（＊2），近藤糞則  
（＊1新菱冷熱工業（株），  
＊2慶應義塾大）  
間宮敦（＊1），  
六川修一（＊1），  
清水浩（■Z），近藤美則  
（■1東大，  
＊2慶應義塾大）  
原裕一（＊1），  
六川修一（＊1），  

清水浩（＊2），近藤美則  
（事1東大，  
＊2慶應義塾大）  
樋口修二（＊1），  
橋本健（＊1），  
清水浩（♯2），近藤美肌  
六川修一（＊3）  

（り新菱冷熱工業，  
霊2屋り毒義塾大，寒3東大）  
五箇公一  

1997年度日本海洋学会  
春季大会   

14th  
Int．Electr．Veh．Symp．  
＆Expo．  

エネルギー・資源学会  
第16回研究発表会  

つくば  

Orland（USA   
）  

b－100  

エネルギー・資源学会 第16回研究発表会  

b－101  

エネルギー・資源学会 第16回研究発表会  

東京  b－102  

（社）日本リモートセン  
シンク学会  
第ZZ回学術講演会  

（社）日本リモートセン  
シンク学会  
第22回学術講碗会  

平成9年塵空気調和・衛  
生工学会学術講演会  

b－103  

b－104  

1321－1324  

環境低負荷型技術を導入し たエコオフィスの評価   
b105  

同講演要  
旨集  

同講演要  
旨集   

同講演要  
旨集  

鵠3回エコトキシコロ  
ジー研究会・バイオア  
ッセイ研究会合同研究  
発表会  
第5匝】昆虫機能研究会  

第41回日本応用動物昆  
虫学会大会  

農業省虫ナミハダニの薬剤  
抵抗性とアロサイムに関する  
生態遺伝学吃研究  

農業書虫ナミハタ＼二をモデ  

ルとした保全遺伝学における  
個体群構造の重要性   
電気泳動法による酵素変異  

からみた日本産Tetranychu5  
属ハダニの多様性   

b－106  

五箇公一  

五箇公一 
， 高藤晃雌（♯1），  
五味成（＊2〉，  
後藤哲雄（事2），  
岸本英成（♯3）  

（＊1京大，＊2茨城大  
事3果樹試）  

多摩  弟6回環境化学討論会  
廃彙物埋立処分場から発生 するガス中の有機成分  

白石究明  
安田芯二  
中杉修身  

b－109  

（■1神奈川県環科セ，  
＊2環境化学部）  
白石寛明，岡敬一（■1）  
中杉修身（＊2）  

（書1神奈川県頂科セ，  

多摩  第6回環境化学討論会  生体に悪影響を与え  る環境  
のデ  

b－110  
汚染を伴う化学物質  
ベース化に関する研究   
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森田昌敏，  
横尾頼子（■1），  
全清（■2），任剣埠（♯2）  
（♯1筑波大．  
＊2中日友好環保セ）  
西川雅高，  
中杉修身（■1），  
沼尻雅代，  
平田健正（＊2）  

（雷1化学環境部，  
＊2和歌山大）  
西j】l雅高，  
中杉修身（■1），  
森出昌敏  
（■l化学環境部）  
Eroglu A．E．（＊ユ），  
Krause P．（＊1），  
McLeod C．Ⅴ．（＊1），  

b－145  地下水中のと崇の形態分析   第5回地下水・土壌汚染  
とその防止対熊に関す  
る研究集会  

第6回環境化学討論会  

東京  

地下水中のひ素化合物の迅  
速分析法  

Ultratrace  
Determirlation of Leadin  
AmtarcticIce Core Sample  
byICP－Hass Spectrometry   

b－146  

血alyticalSci．＆  
Environ．Res．Develop．  
TopicsIteetlng  

b－147  Nel化a5tle  
（U．K．）  

ホishikal帽 HりHatoba  

.Horita 

Watanabe O．（■2）  
（雷1Univ．Sheffield，  
＊ZNatl．Inst．Polar  
Res．）  

横尾頼子（■1），  
中野孝教（霊1），  
西川雅高，全浩（キ2〉，  
任剣嘩（■2）  

（＊1筑波大，  
＊2中日友好環境保護セ  
）  

西川雅高   

Hatakeyama S．  
（Shigehisa）   

小神野豊（霊1），  
石塚房枝（■り，  
畠山成久  
（㈱川上農場）  
菅谷芳雄，畠山成久，  
鈴木一隆（暮1）  

（＊1近敗大）   

菅谷芳雄，畠山成久，  
鈴木一隆（＊1）  

（り近地大）   

畠山成久，  
井上隆信（■1），  
小神野豊（■2），  
鈴木一隆（＊3）  

（■1水土壌圏環境部，  
＊2㈱川上農軌  
♯3i丘故大）  

畠山成久，菅谷芳弘  
井上隆信く事1）  

（霊1水土壌国環境部）   

鈴木一隆（♯1），  
井上隆信（♯2），  
畠山成久（書1近畿大，  
＊2水土壌圏環境部）  
深野駿一（＊1），  
平野靖史汎  
遠山千春（＊2）  

（＊l東京都衛生研，  
■2環境健康部）  
Rirano S．  

b－148  

中国黄土のリーチング実験 とSr・Nd同位体組成   1997年度日本地球化学 年会1997  同講演要 旨集1997  

弟38回大気環境学余年  
方  
’97  

US－Jpn．Jt．Senin．Pest  
ic．＆餌ture  
第3回エコトキシコロ  
ジー研究会・バイオア ッセイ研究会合同研究  

発表会  
第3回エコトキシコロ  
ジー研究会りくイオア ッセイ研究会合同研究  

発表会  
第3回エコトキシコロ  
ジー研究会・バイオア ヅセイ研究会合同研究  

発表会  
弟3回エコトキシコロ  
ジー研究会・バイオア ッセイ研究会合同研究  

発表会  

同講演要 旨集 Abstract  

同講演要  
旨集  

同調演要  
旨集  

同講演要  
旨集  

同講演要  
旨集  

環境大気質の輸送とモニタ  
リング   

Assess山ent Of Ovel、all  
Pesticide Effects on  
River E叩SyStemS   
ミジンコの来旨虫別に対する  

感受性の種間差について  

ヌカエビの行動解析による  
河川水の生態影響モニタリン  
グ  

ドプガイの生長に及ぼす河  
川汚染物層の影響  

ヌカニピ・ヨコエビを用い  
た最近の河川水の蔓性評価に  
関して   

つくば   

Kisaraヱu  

東京  

b－152  東京  

東京  b－153  

b－154  

第3回エコトキシコロ  
ジー研究会・バイオア  
ツセイ研究会合同研究  
発表会  
第3回エコトキシコロ  
ジー研究会りてイオア ツセイ研究会合同研究  

発表会  
日本動物実験代替法褒  
会第11回大会  

東京  同講演要  
旨集  

同講演要  
旨集  

同予稿集  

12  b－155  ウキクサを用いた除草剤J総  
合毒性のバイオモニタリング  
について  

ヌカエビ試験による鬼怒川  
・小月川水系における河川水  
毒性の季節変動  

薬物勅語予削プログラムの  
開発とその応用（3）－2－Chlor  
8dibenzofuranの体内動態－  

Effects of Yttrium  
Chloride on the Lung 

b－156  東京  33  

b－157  東京  105－106  

t卜158  Int．Workshop  
Comp．Eval．Health  
Eff，Environ．  
Toxicants  
Deriv．Adv．Technol．  
第68回日本衛生学会総  平野靖史臥安藤消  フッ素イオンに暴露したマ  

クロファーージの  
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粗  目  
ケ島産マダカア  3匝】エコトキシコロ  Ⅶト」l臥ノ山り  

今井利為（  ●ll  ワビにおける有機スズ化合物  
の蓄積特性   

ジー研究会りくイオア  
ヅセイ研究会合同研究  
発表会  

超願婁（■2〉，白石寛明，  
柴田康行（竃3），  
森田昌敏，満水誠（★4）  
（■1神奈川県庁，  
■2麗水水産大，  
■3化学環境部，  
＊4日本大，）  
堀口敏宏卜組版書（★1），  
白石克明，  
柴田康行（事2），  
森田昌敏，清水誠（★3）  
（＊1放水水産大，  
■2化学環境部，＊3日大）  
Cho H．S．（＊1），SeoI  
S．W．（＊1），Horiguchi  
TリLee S．H．（＊2）  
（■1Yosu Natl．Fish．  
Univり＊2Korea Ocean  
Res．＆Dev，1nst．）  
HoriguchiTり  
ShiraishiHり  
Shibata Y．（り），  
MoritaIIりCho H．S．  
（霊2），Shimiヱu H．（＊3）  
（■1Environ．Chem．Div．  
，■2Yosu Natl．Fish，  
Univ．，■3Nihon Univ．）  
HoriguchiTり  
Shirai5hiHり  
Shibata Y．（♯1〉  
Horita MリImaiT．  
（＊2），Cho H．S，（＊3），  
Shimiヱu軋（＊4）  
（■如viron．Chem．Div．  
，＊2Kanagawa Pref．  
Fish．Res，Instリ  
■3Yosu Natl．Fish．  
Univ．，叫Nihon Univ．）  
堀口敏宏   

松橋啓介，森口祐一，  
近藤夫則   

松橋啓介，寺閣淳，  
森口祐一  

イポニシのインポセックス  
に及ぼす有機スズ18植とステ  
ロイドホルモンの効果   

平成9年度目本水産学  
会秋季大会（日本農学  
大会水産部会）  

広島  b－171  

b－172  8rganotin  
Contamlnations and  
Imposex in Thais 
Clavlgera On the Coastal  
Årea of Xorea  

Less Recovery from  
Imposex in the Rock 
Shell，Thais Clavigerain  
Japan   

SETAC18TH  
A劇NU．HEET．  

b－173  SETAC18TH  
ANNU．nEET．  

Histological  
Exa皿ination of Gonadsin  
the Giant  
Abalone，Haliotis  
ぬdaka，from Two Different  
Areas ofJapan   

b－174  SETAC 18TH 
ANNU．HEET，  

第8回環境化学講演会   

路  
テム・経済・環境コンフ  
ァレンス  
環境経済・政策学会199  
7年大会  

の  
会総会  

物  

同講演要  
旨異  
同講演論  
文集   

同報告要  
旨集  

同抄録集   

同講演要  
旨集   

巻貝期のインポセックスな  
ど生態系への影響   
郡市内交通手段としての  

面電申に関するライフサイク  
ル評価   
Cornparative Risk  

Asses5ment  
による環境総合評価と意思決  
定支援の課題   
郡市の大気汚染物質濃度  

空間代表性   
東京都における大気汚染  

質濃度の地域変動   

松本幸雄   

松本幸雄  
泉川原雄  
伊藤政志  
（■1東京都環境科学研  
＊2海外環境協力セ）  
水落元之，稲森悠平  別巻（17）  日本水処理生物学舎弟  

34匝】大会  

日本水処理生物学金策  
34回大会  

広島  17  下水の標準活性汚泥法およ  
び嫌気・無酸素・好気法による  
処理に伴うCH4，N20放出量  
の比較について   
生物脱法による脱窒過程で  

のN20の発生に関する基礎的  
研究   

同学会誌  b－180  

別巻（17）  15  西村修（＊1），水落元之  
稲点値平，  
秋葉道宏（＊2），  
東雅伸（＊2），  
伊澤博文（■3）  

（雷1水土壌圏環境部，  
■2島根大，  
■3広島県保環セ）  
木持謙（＊1），水落元之  
稲森悠平，  
松村正利（■1）  

（■1筑波大）  

森育子，西川雅高，  
岩坂泰侶（＊1）  

全浩（■2）（＊1名大，  

広島  同学会誌  b－181  

誌   別巻（17）  b一柑2  18  同学会  日本水処理生物学会第  
34回大会  

第6回環境化学討論会  

広島  生物学的硝化反応およぴN  
20生成に及ぼすDO，pH，硝酸  
の影響に関する速度諭的解析  

自由大気中で採集されたエ  
アロゾル中の水溶性（Sr2◆／Ca  
ご・1  

b－183  
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ゾルの科学的特徴（Ⅰ）  ・技術研究討論会  アロゾル  
科学・技  
術研究討  
論会  
第14回エ  
アロゾル  
科学・技  
術研究討  
論会  
同講演予  
稿集  

大
 
 

名
 
 

丸
 
 b－ユ85  塵田鹿聖（霊1），  

吉岡由美子（■1），  
森育子，西川雅高  

西日本における春期エアロ ゾルの科学的特徴（ⅠⅠ）   
第14回エアロゾル科学 ・技術研究討論会  

b－186  森育子，西川雅高，  
岩坂泰信（＊1），  
全治（■2），  
的場澄人（＊3）  

（事1名大，  
■2中日友好環境セ，  
■3総研大）  

南斎規介（＊1），  
東野達（霊1），  
笠原三紀夫（＊‖，  
森口祐一（■1】京大）  
恥riguchiY．  

黄砂エアロゾルの粒子一粒 子反応の基礎的実験   日本気象学会】997年秋 季大会  

b－187  産業連関表によるエネルギ  
ー消費と大気環境負荷から見  
たインベントリー分析   

第14回エネルギーシス  
テム・経済・環境コンフ  
ァレンス   

ー ConAccount〝  
Conf．  

環境経済・政策学会199  
7年大会  
第38回大気環境学会年  
Jヽ   

土木学会第25回環境シ  

ステム研究論文発表会 環境科学会1997年会  

b－Ⅰ8g  恥terialflov  
indicators for the  
Japaneseぬsic  
Environment Plan   
わが国のマテリアルフロー  

の推計と欧米諸国との比較   
環境保健サーー／くイランスシ  

ステムにおける地理的情報処  
理の現状と今後の展開   
マテリアルフロー分析から  

みた人間活動と環境負荷   
環境計画における指標の帝  

人～国の総合的稲塊指標の動  
向～   
水環境保全のための分析技  

術のありかた   
ダイオキシン類の分析技術   

Wuppertal  
（Germa叩）  

北九州  

つくば  

東京   

北九州  

東京  

東京  

b－189   

b－190  

b－191   

b－】9二  

b－193   

b－194  

森口祐一   

森口祐一  

森口祐一   

蕊l】首＝  

森田昌敏   

森田昌敏  

9．9   

9．9  

9．10   

9．10  

9．11   

9．10  

同報告要  
旨集  
同講演要  
旨具   

現境シス  
テム研究  
同講演要  
旨集  

207－212   

82－87  

557－568   

20トZOZ  

第32回日本水環境学会  セミ一  
目本薬学舎  
弟23回環境トキコロジ  
ーシンポジウム  
第1回衛生薬学フォー  
ラム  
日本分析化学会  
第1回分析化学東京シ  
ンポジウム  
第27回安全工学シンポ  
ジウム  
弟22回日本環境化学会  
講演会  
海洋理工学舎   

弟7回アジア化学会議  

b－195  

b－196   

b－197   

b－198   

b－199   

b－200  

森田昌敏  

森田昌敏   

森田昌敏   

森田昌敏   

森田昌敏  

環境分析の可能性と将来  

ETldocrine Disruptors  

エンドクリン挽乱物質の分  
析法   
流出油の化学組成と環境へ  

の影響   
Dioxin and Related  

Compound5in打umanIlilk   
湖山池の流入河川水及び底  

泥間隙水を用いた藻類増殖試  
験結果について   

千美  

東京   

東京   

東京   

広島   

習志野  

9．09  

9．07   

9．09   

9．4   

9．5   

10．3  南條  之
 
 

吉
 
 

●
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第32回日本水環境学会 年会  

同講演集  細井由彦  
城戸由  
矢木修身  
（★】鳥取県衝軌  
■2鳥取大）  

矢木修身，岩崎一弘  b－201  揮発性有機塩魚化合物分解  
微生物  

メタン安化性菌を用いたTC  
E汚染土壊のバイオオーグメ  
ンテーションに関する基礎的  
研究   

日本微生物生態学会  
環境バイオテクノロジ  
ー研究会学際合同シン  
ポジウム  
第32回日本水環境学会  
年会  

b－202  矢木修身，岩崎一弘，  
久保田克之（●1），  
郷田浩志（■1），  
橋本学（義  

荒田良司  

（＊1東和科学，♯Z日大）  
矢木修身，岩崎一弘，  
内山裕美（■1），  
尾川穀（＊2）  

（■Ⅰ水土壌圏環境弧  

b－203  

土壌カラム中におけるHeth ylocystis sp．H株の挙動  日本農芸化学会1997年 度大会  同講萌要 旨集  71（臨 時増刊号  ）  

245  

－290－   





をめくる  
の意絶と行動  ‡圭川孝子  

鈴木清三  
田畑英夫   
青柳みとり，  
加藤三郎（＊2）  

（暮1住友生命総合研  
＊2環境文明研）  
青柳みどり   

乙闇末広   

乙間末広   

川島康子   

Jrl島康子  

BrettellA．（■1），  
Kavashima Y．  
（♯1UnivJbryland）  

同報告要  
旨集  
同予相集   

同講演要  
旨集  
同予稿集   

同報告要  
旨集  

ユ45一】50  

9－13   

240－241  

15   

2Z5－23l  

北九州   

東京   

北九州   

つくば   

北九州  

Seoul   

環境経済‘政凍学会】99  
7年大会  
医療廃棄物研究会第16  
回研究講演会  
環境科学会1997年会   

日本国際政治学会春季  
研究大会  
環境経済・政策学会199  
7年大会   

Ecol．Secur．  
Northeast Asia  

9．9   

9．6   

9．10   

9．5   

9．9  

9．8  

環境リテラシーとメディア  

ライフサイクルアセスメン  
ト（LCA）と1SO規格について  

ISO環け売管理規格のLCAにお  
けるインパクト評価の考え方   
地球温暖化問趨をめくる国  

際的プロセス   
シナリオ作成法を用いた気  

候変動問題に対する今後の国  
際協調の予測   
Assessing Institutional 

and Normative Changes  
Related to Reqional  
Enviror皿entalSecurityin  
East Asia：A Focus om  
Climate Change and Acid  
Rain  
■ EconomicImpact of  
AnnexIActions on  
Non－AnnexICountries   

c－ 4   

C－ 5   

C－ 6   

C－ 7   

c－ 8  

c－ 9  

IPCC Workshop on  
Economic impacts af 
山1neXIactions on  
All Countries 

Hatsuoka Y．（＊1），  
Kaintma H．（■2），  
TakahasiK．，Horita  
T．（■Z），Kawashima Y  
（＊1Nagoya Univ．，  
♯2GlobalEnviron．  
Div．）  
清水明，渡辺信（♯1）  
広兼幹也（■1），  
季仁輝（■2），  
痘道長之（＊3）  

（■1生物圏環境部，  
＊2筑波大，  
書3国立科学博物館）  
須貿伸介，大井紘  

須賀伸介，大井紘   

Ta加ゎasわj 昔．  

c－10  

日本微生物資源学会  シアノバクテリアAnabaena  
屈のCOmputer  
identificationの試み   

C－11  

長岡  

八王子   

仙medabd  
（India）  

Snowmass（C  
olorado）  

窮ZO回土木計画学研究  

発表会   

土木学会第5Z回年次学  
術講演会  
恥rk血DpIntegrated  
Assess，Hodelling  
Cli】Ⅵ．Change Policy  
山1al．  
RIF Workshop 
Cliロl．ChangeImpacts  
＆Integrated Assess．  

自由言己述データを用いた瀬  
戸大橋に対する住民意識の解  
析   
瀬戸大損に関する住民意識  

調査結果の分析   
A川ノ川PACT〃Ddel   

Results From the A川  
HodeトCli爪aticImpacts on  
China andIndia－   

TakahashiKり  
Hatsuoka Y．（＊1），  
Harasava HりMorita  
T．（霊2）（■1Nagoya  
Univり＊2Global  
Environ．Div．）  
田村正行，清水明，  
山形与志樹，  
安野重文（■1）  

（＊1地球セ）  

寺固執酒井伸一い1），  
高月紘（■1）  

（＊1京都大）  

寺園淳  

等園淳涌井伸一（f】），  
高月紘（■1）（■1京大）  

原沢英夫，本田絹（机），  
内山巌雄（■2），  
佐々木昭彦（霊2）  
（■1環境健康部，  

c－15  

同講演論  
文集  

環境衛生  
工学研究   

同講演要  
旨集  
同講演要  
旨異  

同予稿集  

第Z3回リモートセンシ  
ンクシンポジウム  

京都大学環境衛生工学  
研究会第19回シンポジ  

ウム  
環境科学会1997年会   

第3∂回大気潔項学会牢  
コ三  

土木学会第5回地球濁  
境シンポジウム  

二次元イメージング・スぺ  
クトロメータの開発  

阪神・淡路大震災における  
アスベスト飛散  

果租の環境問題周の重みづ  
け方法   
阪神・淡路大意災における  

アスベスト飛散一般災他のア  
スベスト蓄積且と大気中濃度  
への影響一   
地球温磯化の日本への影響  

～暑熱の人間健康への影響評  
価について～  

C－16  

c－17  

c－18   

C－19  

東扇  c－20  
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智による日  
山田和人（暮1），  
原沢英夫，  
西岡秀三（＊2）  

（■1パシフィックコン  
サルタンツ（株），  
地球グ）  

日引聡  

臼引聴  

本の社会への影響   境シンポジウム  

炭素税の導入による貨物輸  
送モーダルシフトの可能性に  
ついての計盈分析   
環境経済統合目標の設定の  

ための経済モデルの開発に関  
する研究一項太平洋地域経済  
モデルの開発に関する研究   
ガウシアンプロセスを用い  

たリモートセンシンク画像分  
期   
クロスバリデーションによ  

る特徴選択とペイジアンアプ  
ローチによる分類  

Wetland monitorlng and  
Gい   

Bayesian Feature  
Selection ror Classiけing  
HultトT印pOralSAR and TH  
Data   
ガウシアンプロセスによる  

リモートセンシング画像の分  
類   
グローバルリスクの評価と  

管理について一字習ゲーム理  
論による比較制度分析  

Ån即Å淡S system at  
ⅣationalInstitute for  
EnvirolⅦentalStudies and  
geOlOgical research 
pI－OgramS   

AMS faciiitu att 
National Institute for 
Environment81Studies  

国環研タンデム加速器分析  
施設の現状   

環境科学会1997年会  

平成9年度  
地球環境研究総合推進  
費研究成果発表会   

（社）日本リモートセン  
シング学会第22国字術  
講演会  
（社）日本リモートセン  
シンク学会  
「評価・標準化研究会  
」セミナー  
第2回ADEOS－ⅠIGLI  
ワークショプ  
IGARSS’97  

山形与志樹  

山形与志樹  

山形与志樹   

Yaコ】agata YりOgしma H．  
（＊1）（＊1NASDA）  

山形与志樹  

山形与志樹  

化学環境部  
Kune H．  

C－ 28  

C－ 29  

d  

d－ l  

第23回リモートセンシ  
ングシンポジウム   

日本リスク学会第10回  
研究発表会  

14th．lnt．Conf．Åppl．A  
ccel．Re＄．Indus  

Progra皿  
＆Abstra  
CtS  

R且diocar  
bon  

d－ 2  KuⅡ】e HりShit）ata Y．，  
Tanaka AりYonada H．】  
Kuma爪OtO Y．，Morita  
軋（＊1）（＊1Reg．  
EnvirDn．Div．）  

久米博，柴田康行，  
田中敦，米田穣，  
熊本雄一臥植弘嵩嗣，  
森田昌敏（暮1）  

（＊1地域グ）  

佐野友香，彼谷邦光  

Shibata Y．，Horita M．  
（霊1）（♯1Reg．Environ．  
Div，）  

Shibata Y．  

7th，1nt．Conf．Accel．H  
ass Spectrom  

d－ 3  第9回タンデム加速器  
及びその周辺技術の研  
究会  

第39回天然有機化合物  
討論会   

Int．Workshop  
Comp．Eval．Health  
Eff．Environ．  
Toxicants  
Deriv．Adv．Technol．  
川ar．Pollut．Res．＆  
Monit．Train．恥rkshop  
Toxic Contaminants  

藍藻が生産する有毒ペプチ  
ドmicrocystimの光反応生成  
物について   

Ch印Odyna爪ics of  
Al、Senicin Hal－ir】e  
Environment  

Hussel Watch Activities 
inJapan   

d－ 6  

Pathumthan iThailand  Ha】，．Poll  

ut．Res．＆   

Honit．Tr  
ain．Work  
Shop  
Toxic  
Conta皿in  
ants  
地汀．Poll  

ut．Res．H  
onit．Tl、a  
in．Works  

hop  
Toxic  
Conta皿in  
ants  

d－ 7  Shibata Y．，  
YoshinagaJ．（■1），  
HoriguchiT．（＊1），  
Horita H．（♯1）  
（■lReg．Environ．Res．）  

Preparation of  
Certified Reference  
Haterials fol、Harine  
Pollution  

Mar．Pollut．Res．Honit  
．Train，恥rkshop  
Toxic Conta皿inants  

Pathu爪than iThailand  
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Chem．Congr  EIIVironment uslng Squids  
as lndicator 
Organism（Squid Watch  
Program）   

Y8ShinagaJ．，  
HoriguchiTりHorita  
軋（■1），Tanaka H．  
（＊2），Yatsu A．（■2）  
（＊1Reg．Environ．Divり  
霊2Natl．Res．Inst．Far  
Seas rish．）  
柴田康行   

柴田康行，久米博，  
田中敦，米矧乳  
熊本雄一郎（霊1），  
森田昌敏（＊Z）  

（＊1科学技術特別研究  
員＊2地域グ）  
柴田康行  

柴田康行，米田機，  
久米博，田中敦，  
森田昌敏（■1），  
熊本雄一飽（＊Z）  
（■1地域グ，  
海洋科学技術セ）  
柴田康行  

第6回環境化学討論会   

加速器質量分析シンポ  
ジウム  

日本海の重油流出事故につ  
いて   
国立環境研究所加速器分析  

施設（NIES－TERRA）の現状   

名古屋大学年代湘定資  
料研究センターシンポ  
ジウム  
第10回タンデム加速器  
及びその周辺技術の研  
究会  

国立環境研究所加速器分析  
施設（NIES－TERRA）の現状と将  

来計画   
NIES一丁ERRAにおけるAHS研  

究の現状と将来計画   

炭素循環に関するグロ  
解  

の高度化に関する国際  
共同研究ワークショッ  
プ  

境  
ンポジウム  

気候変動と炭素循環－ENSO  
と海洋表層環境との対応の  
析－  

イカを指標とする海洋環  
モニタリングーSquid Watcll  
P】，Ogra爪－   

d－13  

東京  柴田康行，吉永淳，  
堀口敏宏，椙本俊次，  
森田昌敏（＊1），  
田中博之（♯Z），  
谷津明彦（＊2）  

（事1地域グ，  
■2遠洋水産研）  
白石不二雄，  
佐々木裕子（■1），  
白石寛明（霊2），  
安原昭夫  
（事1郁瑠科研，  
■2地域グ）  

白石不二雄，  
米元純三（＊1），  
佐野友春，彼谷邦光  
（♯1地域グ）  

Seyama HりSat8J．  
（＊1），Tan8ka AりSoma  
軋（■2），Tsuruml軋  
（雷1）（＊1Hirosaki  
Univり■2Univ．  
Shizuoka）  
Theng B．K．G．（暮1），  
Soma H．（■2），Childs  
C．W．（書3），Inoueに．  
（■4），Seya皿a HりYuan  
G．（＊1）（嘉1Hanaaki  
Ⅵlenua－Landcare Res．  

d－14  

多摩  第6回環境化学討論会  埋立地浸出水の細菌及び哺  
乳動物培養細胞による毒性評  
価法の比較検討   

d－15  

同講演要  
旨集  

ECASIA  
’97  

Abst】■且Ct   

第6国環境化学討論会  培養細胞へのガス暴露によ  
るジクロロベンゼンの遺伝毒  
性の検出  

Surface Alteration of  
Biotite Dissolving in 
Acid Soluti8n   

d－16  

Goteborg  7th．Eur．Conf．Appl．Su  
rf．＆lnterface山1al．  

d－17  

Thellth．Int．Clay Conf．  
Surface血alysis of  

Silica SpringsAllophane  
by X－Ray Photoelectron  
Spectroscopy   

d－18  

，♯2Univ．ShiヱuOka，  
霊3Victoria Univり  
事4Ivate Univ．）  

瀬山春彦，  
佐藤純子（＊1），田中敦，  
相馬光之（■2），  
鶴見実（■1）  

（♯l弘前大，  
雷Z静岡県立大）  
相馬悠子，鬼澤和乱  
小林智（■1）  

（事1北海道立衛生研）  
吉井一広（■1），  
伊藤信摘（＊1），  
谷孝則（■1），  
相馬光之（暮1），  

盛岡  
日本化学会第73秋季年 式  酸による黒雲母の化学的風 化過程   

d－19  

室内環境研究会1997年  
塵紙会・研究発表会  

日本化学会弟74会春季  
年会1998年  

揮発性有機化合物の個人暴  
露に対する室内空気濃度の寄  
与   

バイカル湖湖水，堆積物コ  
アに含まれる光合成色素とペ  
リレン  
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個人暴露丘と健康リスク評価  

Organotin Cations  
Intercalatedin Hectorite   

／」＼林智（＊1）  

（＊l北海道立衛生研）  
SomH．（事1），Kamiya  
I．（■1），TaniY．（霊1），  
TanakaAりHayashiS．  
（一之）（暮IUniv．  
Shi乙uOka，＊ZNatl．  
Inst．Haterials  
ChezDicalRes．）  

田中敦  

Tanab Aり Satake K．  
（■1）（＊1Global  
Environ．Div．）  

田中敦，八枝光俊，  
佐竹研一（■1）  

（♯1地球グ）  

d－23  11th．Int．Clay  
Cont（汀enCe  

A69  

国立研究機関における分析  
部門と環境問題へのアプロー  
チ   
Barkincludedin tree  

Xyl印858natural“time  
CapSule”  

植物樹皮を用いた大気環境  
モニタリングの試み  

化学物質のリスクアセスメ  
ントのためのモデル計算一準  
平衡論モデルの試み（3ト   

第13回分析化学緑陰セ  
ミナー・朝日町   

Int．Warks上10p  
Ult一己－long－ter【D  

Cryog．Preserv．Networ  
kI〉iol．＆  
Environ．Specimens  
環境科学会1997年金  

環墳科学会1997年会  
青木浄（■ 片谷教孝 古橋規尊   

l
Z
3
 
 

中杉修身  
（■1長野日本ソフトウ  
エア，＊2山梨大，  
＊3富士通エフ・アイ・ピ  

ー）  

申杉修身   

yujiiTりKishiH．  
（＊1），（＊10yama Natl．  
Coll．Technol．）  

化学物質汚染による環境リ  
スクとその管理の動向   
Neutral Produet 

山1alysisof theIIicrowave  
C2H2  
plasDa：Cn，CnH2，Cnn3，CnH5  
andlarger Species  

Organic Gas－Surface  
Interactions：Ratio of the  
Energy Used Effectively 
for Ionization ta Kinetic 
Energy  

ABInitioHO Study On  
Interactions Between  
Li◆（H◆）血d H20コ   

環境科学会1997年会   

Pl、OC．45th ASHS  
Conf．Hass．Spectro【Ⅱ  
＆Allied Top．  

北九州  California  

同講演要  
旨集  
Proc．45t  
h ASHS  
Conf．Has  
S．Spectr  
O皿＆  

Allied  
Top．  
Proc．45t  
h ASIIS  
Conf．H且8  
S．Spectr  
om＆  
lillied 
Top．  
Strucutu  
r81＆  
Hech．Org  
．Chem．In  
t．Conf．H  
OrlOr  

Professo  
「  
Nonコan  

L．  
Alli爪ger  
9th  
Int．Conf  
．Quantl皿  

Chen．  
同講演要  
旨集   

d－30  【ishiH．（＊1），Fujii  
T．（■10ya皿a Natl．  
Coll．Technol．）  

P】、OC．45th ASHS  
Conf．Hass．Spectro【D  
＆Allied Top．  

Califo】・ni8  

d－31  
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Strucutu】－al＆  
鮎ch．Org．Ch印．Int．Co  
nf．Honol、ProfessoJ・  
Norman L．Allinger  

Athen  
Georg18  

d－3Z  Yashiro H．（＊1），  
FujiiTりT止iwa H．  
（■l）（♯1Rikkyo Univ  

）  

梶井克純（■1），  

逓InitioIlO Study of  
Environmental  
Pollutants；Polychlorinated  
口ibelほ0－p一口ioxlns   
沖縄における夏季オゾン濃  

度の日変化とその要因   

9th  
lnt．CoTlf．Quantum  
Che【口．   

弟3回大気化学討論会  

Atlanta  

d－33  別府  
虞川淳（■  

正昌宏一  
谷本浩志  

1），  
（■1），  
（事1）松  

i（＊1），  
．け 淳 本  

1），李紅革（＊1），  
秋元聾（♯1），向井人史  
横内陽子，平原崇（＊2）  
他（＊1東大，  
霊2慶應義塾大）  
安原昭夫，  
川田邦明（＊1），  
柴本崇行（■2）  

（＊1新潟県保環料研，  

d－34  システアミンとカルポニル  
化合物との反応生成物の質丘  
スペクトルにみられる特徴  

弟6回環境化学討論会  多摩  

＊2カリフオルニ  
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分析計（NIES－TERRA）を用いた  
日本海溶存無機炭素の放射性  
炭業の測定   

久米博，田中敦，  
植弘崇嗣，  
森田昌敏（＊2），  
下島公紀（＊3）  

（＊1海洋科学技術セ，  
暮Z地域グ，  
■3電力中央研）  
環境健康部  
Satoh MりShimada A．  
（＊1），ZhaI唱BりAoki  
YりTohyama C．  
（書ITDtt（〉rlUniv．〉  
青木康展，天沼富美子  

e  

e－ 1  Role of metallothiorlein  
aTld glutathionein renal  
toxicity of cISplatirl  

環境中の毒性化学物質を検  
出するための遺伝子導入動物  
の開発とバイオアッセイシス  
テム系   
微丘メチル水銀慢性泰盛の  

醍康に及ぼす影響の解明  
ⅠⅢ）メチル水銀によ・る小脳顆  
粒細胞内Caイオン上昇の特徴   

37th  
Amnu．Heet．Soc．Toxico  
l．   

第17回日本臨床化学会  

lAbsttact 
s 37th 
心1ny．Hee  
t．  
臨床化学  

42（1－S   

）  

26（補   
冊2）  

Seattle   130  

e－ 2  65b   

高橋均（♯  

坂本嘩至  
中野篤浩  

e－ 3  平成9年度重金属等の  
健康影響に関する総合  
研究班総会  

平成9年  
度量金属  
等の健康  
影響に関  
する総合  
研究班絶   

有機水銀  
の健康託  
響に関す  
る研究  
同講演要  
旨集  

0  

旨集   

3  

S   

8  

同講演要  
旨集  
同講演要  
旨集  

5   

9   

旨集  
Program  
＆  

At）StraCt  
S  

足立連美くtl新潟大  
■Z国立水俣病総研セ  

坂本嘩室（■1），  
足立達尖，  
中野筒浩（■1）  

（り国立水俣病総研セ）  
足立達美，  
平山紀美子（＊1），  
（＊1熊本大）  

王shido H．，TohyaJnaC．  

石堂正美，遠山千春  

年尾博子，藤巻秀和   

牛尾博子，藤巻秀和   

小野雅司   

小野雅司   

払tohlヾ．（＊1），EojiI□a  
H．（＊Z），SasakiH．  
（＊2），J8naSS8n F．  
（■3），Ono HりNagata  
軋（■2），SasakiK，  
（＊2）（＊1Tokyo  

メチル水鰍こよる小脳顆粒  
細胞内Caイオン濃度の上昇  

メチル水銀の生体内動態に  
及ぼす食餌性タンパク質量依  
存性のメチオニン添加の効果  
1nduction of  

apoptosIs－related Genes  
by Cadmiu皿   
カドミウムによる腎アポト  

ーシス誘導におけるアポトー  
シス関連遺伝子の活性化   
接触性皮膚過敏反かこ及ぼ  

すNO2暴露の影響   
オゾン暴露による接触性皮  

膚過敏反応の低下   
疫学調査とガイドライン  

環境保健サーベイランスシ  
ステムー現状と今後の展望－   
UV－LIGHT EXPOSURE AND  

PURE CORTICAL CATARACT：A  
POPUI止TION－BASES  

CASE－CONTROL STUDYIN  
ICEL卿D   

e－ 4  第23回環境トキシコロ  
ジーシンポジウム・第1  

回衛生薬学フォーラム   

第Z3国環境トキシコロ  
ジーシンポジウム・第1  

回衛生薬学フォーラム  
37th  
血nu．刊eet．Soc．ToxIco  
l．  
第6回アポトーシス研  

究会   

第38回大気環境学会年  
コ言  
診掴免疫毒性研究会   

第9回日本アレルギー  
学会春季臨床大会  
第38回大気環境学会年   

US－Jpn．Coop．Cataract  
Res．Group Heet．  
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e－ 6  

e－ 7  

e－ 8   

e－ 9   

e－10   

e－11   
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東京  

Seattle  
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31   
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7781  
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Women’s Hed．Col  
♯2Kanazawa Hed．  
，＊3Univ．Iceland  
小野雅司，鈴木守  

Ⅴ  

一＝．  e－13  中国雪両省におけるマラリ  
アの疫学調査－3地区における  
長期継続調査結果について－   

第38回日本熱帯医学会 大会  
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（暮1群馬大，  
＊2群馬県立医療短大，  
＊3環協医科大，  
■4中国予防医学科学院   

＊5中国雲南省マラリア  

防治研）  

Kunimoto H‥ImaiH．  
（■1），Asou H．（■Z）  
（■1Reg．Envir即LDivり  
♯2Tokyo Hetrop．Inst．  
Gerontol．）  

Expression and  
localiヱation of brain  
ankyrin isaforms and 
related proteins in 
developing rat nervous  

27th Annu．Heet．Soc．  
地∋urOSCi．  

Soci．Neu  
rosci．Ab  
stracts  

New  
Orleans  
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発現機構とアポトーシス  

メチル水銀による小脳神経  
細胞死誘導機構の解析  

ディーゼル排気暴露は繰り  
返し抗原点鼻投与によるモル  
モットのアレルギー様病態を  
増恕させる   
Exposure to diesel  

exhaustindl】CeS naSal  
mucosal  
hyperresponsiveness   

Effect of ozone  
e叩85Ure OJ】且1veolar  
macrophagesrmediated  
imD］unOSuppreSSlye aCtivity   
セレン欠乏食で飼育したメ  

タロチオネイン欠損マウスに  
おける重金属毒性の増強  

無機水銀の腎毒性に対する  
メタロチオネインおよぴグル  
タチオンの防御効果   
The Role of  

〃etallothioreiれ5tO  
Clastogenic effect of  
Hito町Cin C．  

EJlhanced b（】nel□arrOV  
injury by X一弘y  
irradiatian in 
metallothionein－1and－ⅠI  
nullmice   

術年会   

弟23回環境トキシコロ  
ジーシンポジウム・第1  
回衛生薬学フォーラム  
合同大会  
第38回大気環境学会年  
コ＝く  

】6th  

Int．Congr．Allergol，＆  
Clin．Im皿uhOl．   

16th  
JJ）t．Congr．A11erg0l．＆  
Clin．Immunol．   

第68回日本衛生学会総  
1ヽ  

弟67匝旧本衛生学会総  
コ三   

4th  
三月t．鮎ta】1ロtl血刀eir】  

Heet．  

ラム・要  
旨異  
同講演要  
旨集  

同講演要  
旨集  

Ab5traCt  
S  

Abstract  
S  

同学会誌  

国本学川根故洋（頃）  
熊谷真人（■1）▲  

下條信弘（豪1）  

（暮1筑波大）  

小林隆弘，  
嵯峨井勝（霊1）  

（事1地域グ）   

翫ぬyashiT．  

e－17  

e－18  

e－19  Koike E．（嘉1），  
Ⅹob且ya5ムiT．  
（事1Tsukuba Univ．）  

佐藤雅彦，  
姫野誠一郎（■1），  
井村伸正（■1），  
遠山千春（■1北里大）  
佐藤椎彦、張宝旭，  
遠山千春   

Kitoh H．（り），Nagase  
軋（＊1），5at8T．（■り，  
Kurinoto T．（＊1），  
Satoh H‥Tohya皿a C．  
（＊1Gifu Pharm．Umiv．）   

ざ8tOll）ⅠりShibuyaK．  
（＊1），Tohyama C．  
（■1KitasatoInst．  
Hed．Cent．Hosp．）  

Zhang EりS8tOh打り  
Some HりAokiY‥  
Tohya皿a C．  

e－20  

日衛誌  

Sci．Prog  
raⅢ  

Abstract  
S  

Partieip  
ants  
Sci．PI・Og  

ram  

Abstract  
S  

Particip  
aⅣLs  

Sci．Prog  
ra【P  

Abstract  
S  
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ant5  

J．Toxico l．Sci．  

e－23  

4th Int．Meta110thionein 札eet．  
Kansas  
City  

e－24  Enhanced sensitivity to  
7，12－Dimethyl  
Benz［a］anthrac9neSki爪  
to皿Orlgene5isln  
爪etallothionein nulll扇ce  

Protective role Df  
metallothionein against  
7，1Z－Di【nethyl  
benz［a〕anthracene skin  
tumorlgeneSis：a Studyin  
metallDthionein nullmice   
シスプラチンの腎毒性にお  

けるメタロチオネインおよぴ  
グルタチオンの役割   
メタロチオネイン欠損マウ  

スにおける放射碩の骨髄障害  
の増強   
メタロチオネイン欠損マウ  

スにおけるDI岱Aおよび紫外線  
の複合暴露に対する皮膚発癌  
の増大   

HetalInetaboli封n and  
metallothioneirL Synthesis  
in thelive】、OfIL－6null  
ロice after partial  
hepatectomy  

A Conternporaryissue on  
environmental爪erCury  
exposure in a traditional 
COm皿unityln Papua New  
Gujmea   
ラット精巣にメタロチオネ  

インは存在する   
部分肝切除後の肝脳中メタ  

ロチオネイン紛糾こおけるイ  
ンターロイキンー6の関与  

4th Int．Hetall（】thionein Heet．  
払nsas   

City  

Zb弧gBりSatoh Mり  
Some HりAokiYり  
Tohyama C．  

e－25  Proc．24th ATLnu．neet．  東京  

佐藤雅彦，張宝旭，  
青木康展，遠山千春   

渋谷清（＊1），佐藤雅彦，  
遠山千春   

張宝旭，佐藤雅彦，  
曽根秀子（■1），  
青木康展，遠山千春  
（＊ユ地域グ〉  

Holotkov Aり  
Nishi】Ⅶura NりSatoh  
HりZh8ng Rり  
Nishimura H．（＊1），  
Tohya皿a C．（＊1Aichi  
Hizuho Univ．）  
Tohya皿a C．  

同総会記 事   

同絶会記  
事   

同給金記 事  

libsttact 
s 37th 
Anny．Hee  
t．  

Report  
Ⅶ0／ILO  
Consult．  

日衛誌   

同プログ  
ラム・抄  
録巣  

第56回日本癌学会総会  

第56回日本癌学会総会  

弟56回日本癌学会総会  

42（卜S  ）  

1Z9－130  
37tll 血nu．Heet，So（：．Toxico l．  

Seattle  e－29  

Hethods Health  
Im一札Ct  

Assess．Environ．＆  
Occup．Health   

第67回日本衛生学会総  
＝ミ  

第8回日本微且元素学  
会総会および学術大会  

e－30  

遠山千春   

遠山千春，佐藤雅彦，  
張宝旭，西村久雄（＊1）  
西村典子（＊2）  

（♯1愛知みすほ大，  
＊2シドニー大  
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Nishimura N．（■2），  
Tohy弧a CりAdelson  
DL．（霊2）（＊1Aichi  
Hizuho Univ‥＊2Anim．  
Prod．CSIRO）  
Nishimura N．（＊1），  
Tohy弧a C．，  
Nishimura H．（■2），  
Adelson D．L．（＊3），  
Reeve V、E、（＊1）  
（＊1Univ．Sy血ey，  
＊2AichiIIizuho Univ．  
，■3CSIRD）  
Satoh H．（■1），  
Naganuma A．（＊2），  
Tohya皿a C．，Homma Y．  
（■1）（■1Fukushima  
Hed．Coll‥＊2Tohoku  
Univ．〉  
SuzukiJ．SりKodama  
N．，Tohyama C，  

exprssion in the follicle 
development froふfoetal  
Sheep  

UVb－induced  
imunosuppressiorL and  
cutaneous metallothionein  
（HT）expression   

ra皿  

Abstract  
S  

Particip  
ants  
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S  
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S  
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S  
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4th Int．Hetallothionein Heet．  
Kansas   
City  

e－ 35  Effect of  
metallothionein and zinc  
on toxicity induced by 
oxidative stressiIl  
tissues and cells  

Metallothionein  
isofoI、mS－Iand－ⅠIexist  
in the rat testis   

4th Int．Hetallothionein Meet．  
Kansas   
City  

e－ 36  

4th Int．Metallothionein Heet．  
Kansas   
City  

e－ 37  Tohy卿a CりSatoh Hり  
Nishi【Dura N．（＊1），  
Kanayama Y，（lZ），  
Naganし皿aA．（♯2）  
（■1Univ．Sydney，  
＊2Tohoku．Univ．）  

遠山千春，佐藤雅彦，  
弓長宝旭，西村久雄（＊1），  
西村典子（＊2）  
（■1愛知みづほ大，  
＊2シドニー大）  

Nishilnura Nり  
Tohyama CりSatohMり  
NishilnUra H．（事1），  
Bao S．（＊Z），Reeve V．  
（＊2）（■1Aichi  

Hizuho Univ‥＊2Univ，  
SydneyÅustralia）  

Role of】ロetallothionein  
in distJIibution8nd  
t8Ⅹicity ofinorganic  
mercury in the kidney of 
mice  

部分肝切除による肝メタロ  
チオネインの誘導合成に及ぼ  
すインターロイキンー6の影響  

Defective contact  
hypersensitivity response  
（CnS）and repair of  
UVB－damaged skinin  
interleukin－6（Ⅰレ6トnull  
mce   

4th lnt．Hetallothionein Heet．  
Kansas   
City  

e－ 38  第70回日本生化学会大  
エ」  

金沢   

e－39  1stJt．”eet．Aust．＆  
N Z．Environ．Hutagen  
Soc．＆Aust．Soc．Exp．  
PathDl．  

1st  
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Aust．＆  
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Nohara KりFujlmaki Hり  

nonoclonal antibody 
against ganglioside GDIc  
modulates rat T cell  
activation by  
Synergisticaユ1y  
functionlng With CD4   
Monoclonalarltibody to  

ganglioside GDIc  
potentiates rat T cell  
activation   

抗ガングリオシドGDIc抗体  
によるラットT細胞の活性化  
の調節   

抗GDIcガングリオシド抗体  
のラットT細胞CD4に対する調  
節作用   
粒子状物質のアジエバント  

効果の抗炎症剤投与による抑  
制   
抗原特異的丁細胞応答に対  

する抗GDIc抗体投与の影響   
環境汚染物質によるマウス  

Gordon  
Res．Conf．Glycolipid  
＆Sphingolipld Biol  

Ventura  

e－ 41  仙hara KりFujimaki  
H．  

野原忠子，藤巻秀和  

野原忠子，牛尾博子，  
藤巻秀和   

藤巻秀和  

藤巻秀机牛尾博子，  
野原息子  
藤巻秀和，石堂正美  
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jugate  
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生化学  

同学術集  
会記録   

同学会誌  
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Krasnoyars  
k（ぬssia）   安岡蔓文（■2），  

（霊1社会環境システム凱  

■Z地球セ）  

猪俣敏，Zils Regis，  
奥貨車夫，鴬酬i＝凋   

レジス ギルス，  

猪俣敏，奥質草夫，  
誓詞伸明  
猪俣敏，古林仁，  
プリティエイザベル  
，鷲田仲明  
Zils RりInomata S‥  
Okun止iYリImamura  
T‥Washida N．  

Satellite data for  
Scaling－upIIeasurement of  
Methane Fluxes to  
Regional－SCale Emission  
Estimate   

Cyclohexenylラジカル，酸  
素分子とCyclohexenylperoxy  
ラジカルの熱平衡の直接測定   

3－Cyclohexenylラジカルと  
酸素分子の反応における熱平  
衡   

C2H2CIOラジカルのレー  
ザー誘起包光スペクトル  

Direct Ot）SerVation of  
the Equilibrium between  
Cyclohexenyl  
馳dicals，02and  
Cyclohexenylperoxy  
Radicals．   

Develo脚ent Of a high  
sensitive detector of  
Chlorine uslng the  
fluorescence method  

mporalDiIⅥenSions  
Of High－1atitude  
Ecosystem Change  
（SiberianIGBP  
Transect）”  

日本化学会第74春季年  
J．   

窮13同化学反応討論会  

第13回化学反応討論会  

Simp．New Aspects  
Phot（）CheIⅥ．＆  

React．Dyn，  

ト 3  

ト 4  
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京都  

金沢  

金沢  
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Future  
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Future  
Global  
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Abstract  
S  

第14回エ  
アロゾル  
科学・技  
術研究討  
論会  

f－ 7  InoI】ata Sり  
FurubayashiH．，  
WashidaIイ．  

Int．Symp．Atmos．Chem．  
＆Future Global  

Environ．  

今村隆史，常田仲明  

今村隆史，Hanson8．R．  
（竃1），Ravishankara A．  
R．（＊1）  
（★1ÅerDnDmy研）  
ユm弧ura TりWashida  
＼．  

クロロビクリン（CCI3NO2  
）の大気光酸化過程とその光  
化学オゾンに対する影響   

硫酸溶液上でのHONO†HCL不  
均一反応  

Photooxidation  
Processes of Chloropicrin  
（CClコNO2）   

日本化学会第74春季年 会  第ユ3回化学反応討論会  

f－10  Int．Symp．Atmos．Chem．  
＆Future Global  

Environ．  

f－11  内山政弘，福山九  
竹内延夫（★1），  
山形産（＊Z），  
大田幸戊（＊2），  
播磨屋敏生（事2），  
佐々木聡（＊Z），  
田野中武志（霊3），  
小島勝彦（叫），  
山田正（＊5），  
稲毛正昭（＊6）  

い1千重大，＊2北大，  
＊3グリーンブルー，  
■4オーテック，  
暮5中央大，■6三井建設）  
江守正多（＊1），  
揖野伊津志（■1東大）   

UnoIりOhara T．（■1），  
Hurano K．（＊2）  
（♯11nst．Behav．Sciり  
12GlobalEnviJ－On．  
Div．）   

神田学（＊1〉，  
井上裕史（＊1），  
福Ⅲ忠弘（＊1），  
払野伊津志  

準宍スケールで生成する磐 の粒径および雲底の変動   窮14回エアロゾル科学 ・技術研究討論会  

理想化した領域モデル実験  
における槍雲対流と陸田過程  
の相互作用   

SI川JLATED ACIDIC  
AEROSO工」LONG－R州GE  
TRANSPORT AND DEPOSITI8N  
OVER EAST ASIA－ROLE OF  
SYNOPTIC SCALE WEATHER  
SYSTEHS   
数値シミュレーションによ  

る環八雲の再現性について  

日本気象学会1997年春  
季大会   

22nd NATO／CCHS  
Int．Tech．Meet．Air・  
Po11ut．Mode11ing＆  
Appl．  

日本気象学会1997年春  
季大会  

つくば  

クレルモン  
・フェラン  

同講演予  
稿集   

Proceedi  

ng  

71  

f－14  

＊1兎∈工大  
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シミュレーションに  
神田学（＊1），  
福田忠弘（＊1），  
鵜野伊沖志  
（■1東工大）  

鵜野伊津志，江守正多   

大原利長（■1），  
鵜野伊薄志  
（■1（株）計丘計画研）  

福田忠弘（■1），  
神田学（＊1），  
西村修（＊2），  
鵜野伊韓志  
（♯1東工大，＊2山梨県）  
鵜野伊津志   

粗野伊淫志   

粗野伊津志，  
大原利眞（＊1）  

（暮1（財）計畳計画研）  

大原利眞（＊1），  
鵜野伊津志  
（■1（財）計旦計画研）  

鵜野伊津志，江守正多  
大原利眞（霊1）  

（＊ユ（財）計量計画研）  

吉兼陸生（■1），  
千葉治（■1），  
掛野伊津志  
（霊1高知大）  

UnoI‥EmoriSり  
Ohara T．（♯1）  
（＊1Inst．Behav．Sci．）  

る環八雪の義視性について   

広域大気環境予測への地域  
気象モデルの応用   
昇給前線出現時の局地気流  

と高濃度大気汚染の数値シミ  
ュレーション   
甲府盈他の凪系タイプと汚  

染物質挙劫の数値シミュレー  
ション  

春季の日本域の対流圏オゾ  
ンの数値シミュレーション   
日本域の春季対流圏オゾン  

のシミュレーション   
長距離輸送シミュレーショ  

ンへの地域大気モデリングシ  
ステム（R山IS）の応用   

房総前線出現時におけるNO  
2汚染のシミュレーション解  
析   

地域気象モデルMSを用い  
た長足巨離輸送シミュレuショ  
ノ   
高知平野での海風循環につ  

いての考察  

払st Asia Scale  
Long－Range Tran5pOrt  
Hodel coupled with 
Regionalltmospheric  
Modeling  
System（RAMS）AApplication  
to Early S皿mer Rainy  
Season一   

地域気象モデルの大気環境  
問題への応用   
ノア画像による活動期の火  

山噴煙検出と大気現場データ  
との対比  

日本流体力学会年会’  
97  
日本流体力学会年会’  
97   

日本流休力学会年会’  
97  

同講演論  
文集  
同講演論  
文集   

同講演論  
文集  

同講演枚  
要集  
同講演要  
旨集  
同講演要  
旨集   

同講演要  
旨異   

同講演予  
稿集   

同講演予  
稿集  

Proceedi  
ng 3rb 
Int．Jt．S  
e【Dln．Reg  

．Deposit  
ion  
Processe  
S AtIDOS．  
同講演論  
文集  
同論文集  

土木学会第52回年次学  
術講演会  
第38回大気環境学会年  

子三 第38回大気環境学余年  

第38回大気環境学会年  
コ三   

日本気象学会1997年秋  
季大会   

日本気象学会1997年秋  
季大会  

3rb  
Int．Jt．Semin．Reg．Dep  
osition Processes  
Atmos．  

f－19   

r－：〕   

f－ 21  

f－22  

ト23  

f－ 24  

八王子   

つくば   

つくば  

つくば  

札幌  

札幌  

9．9   

9．9   

9．9  

9．9  

9．10  

9．ユ0  

f－Z5  

弟11回数億流体力学シ  
ンポジウム  
（社）日本リモートセン  
シンク学会  
第23回学術話頭会  

鵜野伊津志   

木下総生（■1），  
飯野直子（＊1），  
森淳子（事2），  
粗野伊津志  
（■1鹿児島大，  
＊2長崎県衛生公害研）  
E皿0Ⅰ、iS．  C凡H417－18  Abstract  

S  

IAHASりA  
PSO，Helb  
Oul、ne199  
7  

同発表要  
旨集  

Idealized Interaction 
of CuJnulus Convection  
with the LandrSurface  
Energy and WatezIBudgets  

MSを用いたレナ川流域シ  
ミュレーションの予備解析   
広域土壌水分の時間変化と  

大気フィードバックの効果  

CSU－MSによる東アジア領  
域の気候再現突親（その1）   

芳香族炭化水素のOH付加休  
（adduct）と02の反応に関す  
る速度諭的考察   

Optical characteristics 
af the Retrareflector in 
Space（RIS）on the ADEOS  
satellite  

Helbourne  f－ 28  1997  
Jt．Assem．Int．Assoc．H  
8teOrOl．＆  
Åtmos．Sci．＆  

Int．Assoc．Phys．Sci．O  
CeanS  

1997年度GA托E国内研究  
集会  
「陸面過程の研究の現  
状と将来像」について  
の検討会  
日本気象学会1997年秋  
季大会  
第3回大気化学討論会  

Eur．Symp．Aerosp．R印O  
te Senslng  

江守正多   

江守正多  

江守正多，鵜野伊沖志   

レジス ギルス，  

輿貫幸夫牒潤伸明   

Ozawa K．（＊1），Kubota  
Y．（■1），Koga Nり  
SuglmOtO NりSaito Y．  
（事1），NomuraA．（■1），  
Hinato A．（■2），Aoki  
T．（雷3），Itabe T．（書3），  
Kunimori．（＊3）  
（霊1Shinshu Univ‥  
■2Ibal、akiUniv‥  

つくば   

札幌  

札幌   

別府  

London  

9．12   

9．10  

9．10   

9．6  

9．9  

ト29   

f－ 30  

f－ 31   

ト32  

f－ 33  

同講演予  
稿集  
同講溺要  
旨集   

Eur．SyⅡ】p  

．Aerosp．  
Re皿Ote  

Sensing  

3218 （32）   
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レーザセンシン  
藤原玄夫  
白石浩一  
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－ネットワーク紋剃1997   グシンポジウム  

酎
別
離
 
 

井
立
成
 
 

酒
足
権
 
 斉藤保典（＊5），  
杉本伸夫，松井一札  
他（＊1長崎大，  
霊2福井大，＊3岡山大，  
＊4名大，＊引吉州大）  
小林喬雄（＊1），  
杉本伸夫，松井→批  
初田洋司雄（＊2），  
安田升（＊2），  
村田茂（♯2），  
石井孝和（■2），  
Sya皿uSUdin軋（＊3），  
HidyattI．（■3），  
Pinandito M．（＊3），他  

（＊1福井大，  
＊2日本電気，  
＊3インドネシアLIPI）  

杉本伸夫，湊淳（＊1），  
小林喬郎（■2）  

（暮1茨城大，♯2福井大）  
村田茂（＊1），  
石井孝和（＊l），  
安田升（■1），  
初打洋司雄（＊1），  
小林喬雄（♯2），  
杉本伸夫，松井一肌  
Sy抑Sudin軋（＊3），  
Pinandito Mり  
Sanandol．  
甘旧本電気（株），  
＊2福井大，  
■3インドネシアいPI）  
Hinato A．（＊1），  
Sug川OtO N．  
（■1IbrakiUniv．）   

ざuglmOtO Nり Sasano  
Y．（事1），Ibtsuil．  
（霊1GlobalEnviron．  
Div．〉  

高町久美子  

Takayat〕u Y．N．  

陸別  ジャカルタ市の大気環境監  
視を目的とするライダーネッ  
トワーク   

第18会レーザセンシン グシンポジウム  

f－54  

全個体赤外OPOを用いたメ  
タン計測用長光路吸収ライダ  

ジャカルタ市ライダーネッ  
トワークのDIAlとHIEライダ   

第18会レーザセンシン  
グシンポジウム   

第18会レーザセンシン  
クシンポジウム  

43   Eur．Symp  
．Aerosp．  
Remote  
Sensing  
Al）StraCt  
S  

3218 （12）  

Optical design of 
hollow cube－COmer  
retroreflector for space  

Observational Study af 
AerosoIs Distributions  
with Grolmd＋BasedI－idars   

Eur．SさⅦp．Åerosp．Remo  
te Senslng  

恥rkshopJpn．Study  
Behav．Greenh（）uSe  
Gases＆  
AerosoIs：Accomplish  
ents，Curr．Act．＆  
Ftlture Plans  

役  
集会   

1st Workshop  
Mission  
Demonst．Satell．Lidar  
＆Workshop  

Cloud，Aerosol，＆  
Radiat，ちudget  
Meas．Space＆Their  
Sci．  
文部省重点領域研究  
「衛星計測による大陸  
規模の水・エネルギー  
フローの解明」第4国  

全体会誌  
A  

季大会   

ム  
解  

・モデル班合同中間発  
表会  

果  
季大会  

f－57  

f－58  

陸面状態における凍土の  
割について～1次元陸面モデ  
ル～   

Estimate of the cloud  
and aerosol effects on 
the surface radiative  
flux based on the  
TneaSurementS and the  
transfer olodel 
calculations  

地表面放射収支と掌情報   高鼓綾  千東  f－61  

衛星と海上観測によるTOG  
－COARE期間の雲と放射フラッ  
クス   
熱帯域の大規模雲システ  

に伴う水エネルギー循環の  
析  

撃とエアロゾルの放射効  
の研究  
その1：館野組測とモデルに  
よる地表面短波放射弓由利の解  
析  

f－64  高級臥松井一肌  札幌  
上野丈夫  
中島映至  
封馬洋子  
（■1高層気象台  
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Arct．Ozone  
恥rkshop  

8ata  
（＊1），N8kajima H．  
（■1），〃inomiyaH．  
（＊2），Kournossenko S．  
（♯3）（＊1Nagoya Univ．  
，■2Gloぬ1Environ．  
Forun，暮3Cent．Aerol．  
Obs．）  
福山力  

1996and1997in  
Hokkaido：Relation＞ith  
Polar VDJ、teズ   

大気のアメニティはどうな  
るか？－21世紀の環境   

立抗を利用した人工雪実験   

常東学院大学オープン ユニバ 
ーシティ’97  

いわて・つくば研究者  
交流フォーラム  

福山力，内山政宏∫  
播磨屋敏生（象1），  
太田幸雄（事1），  
山形走（り），  
藤吉康志（り），  
山田正（＊2），  
稲毛正昭（簾3），  
竹内延夫（再）  
（棋ヒ丸＊2中央九  
＊3三井建設，＊4千葉大）  
古林仁，猪俣敏，  
賀田仲明，山口兵（★1）  
（■1産業別遺研）  
古林仁，滝俣敏，  
プリデイエJり  
鷲田仲明  

CD2CFOラジカルのレーザ  
ー誘起蛍光スペクトル  

CHFCF2＋8（つP）の反応生成  
物のレーザー誘起蛍光スペク  
トル   

Lidar Netl叩rk fol、  
Observation of Asian  
Dust（Kosa）inJa匹n   

日本化学会第74春季年  

第13回化学反応討論会  

CE且eS  

Int．Symp．Atmos．Corre  
ct，Satell．♪ata＆  
Its Appl．Global  
Environ．  

同講演予  
摘果Ⅰ   

同講演要  
旨条   

CEReS  
Int．SyⅢp  

．At皿OS．C  

orrect．S  
atell．Da  
ta＆  
【t5  

Appl．Glo  
h11  
Envil、On．  

Hurayama T．（＊1），Abo  
H．（♯2），AdachiH．  
（＊3），Arao E．（叫），  
ÅsaiK．（ホ5），  
Fujiwara M．（＊6），  
Jma5U R，（♯7）  

Ⅳ
A
 
 
 

塩
 
 （象8），HatsuiL，  

Suginoto N．，et al．  
（♯1Univ．  
Tokyo＊2Tokyo Metrop．  
Univり象3Nagoya Univ．  
，＊4NagasakiUnivり  
■5ToムokuJn5t．  
Technol．，♯6Fukuoka  
Univり■7NIR軋  
＊8Tsukuba UJliv．）  

松井一恥杉本伸夫  

鮎tsuiJりSugj爪8tO  
N．  

小型ミ一散乱ライダーによ  
る大気構造の連続観測（ⅠⅠ卜  
雪低高度の測定結牒－   
CoLltinuous measureJnent  

Of tropospheric aerosDIs  
and clouds with a compact  
Hie scatteringlidar  

小型ミ一散乱ライダーによ  
る野・エアロゾルの連続観測   
高スペクトル分解能ライダ  

ーによる成層圏の観測   

日本気象学会1997年春  
季大会   

CL即／Pacific Ri爪’97  

同講演予  
稿集   

TEC汀ⅣfCA  
L  

DIGEST  
CLEO／Pac  
if ie 
Ri【q’97  

同予稿集   

同予稿集  

松井一郎，杉本伸夫  

織田伸和（＊1），  
橋本訓（＊2），  
川崎昌博（＊2），  
松井一郎，杉本伸夫，  
中根英昭  
（■1（財）地球・人間環境  
フォーラム，雷2京都大）  
常田伸明，今村阻軋  
古林仁，ろ副菜敏   

OkunukiYりWa5hida  
Ⅳ．  

第18会レーザセンシン  
グシンポジウム  
第18会レーザセンシン  
グシンポジウム  

アセトンのユ93n爪光解離とC  
H2C（0）CH3ラジカルのレー  
ザー誘起蛍光スペクトル   
The Rate of Reaction of  

SH Radical with Oxygen 
Åtoms   

日本化学会第74春季年  
フ三   

Si叩．NevAspects  
Photo（血em．＆  

React．Dyn．  

索郎  

Ki5araZu  

同講演予  
摘果I   

Nel－  
Aspects  
Photoche  
わ．＆  

React．Dy  
n．  

f－77  Washida Nり  
FurubayashiMり  
BI、idierI、  

LASE㌃川DUCED  
FLUORESCENCE OF  
HALOGENATE上）Ⅴ川0ⅩY  
RADICALS PRODUCED 川  
尺EACTOⅣS O∫l仏工OGE仙TED  
ETHYLEⅣE WITH ATOHIC OXGEN  

ⅩⅤⅢth  
Znt．Conf．Photoche皿．  
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g  

g－1  ‡u E．－QりWangW．  
（り），Sudo R，（＊2）  
（雷1Chin．Res．Acad  
Environ．Sciり  
＊2Tohoku Univ．）  

Formation  
CharacteJ・istics of Acid  
R且inin China   

Res．Assoc．Acid Snol† ＆Rain  
Niigata  

proc．Int ．Congr．A  
Cid  
Snou＆  
払irl  

1997  

希土類   同講演集  

槽菜一徳，  
増田羞孝（■1）  

（♯1神戸大）  

水溶液中における含窒素環  
状ポリエーテルと各租希土顆  
（Ⅰ［）との鍔形成平衡   

酸性雨の陸水への影響（1）  
－pliを指標とする新しい叡中  
和能の評価手法一  

浅い湖における懸濁態リン  
化合物実の舞い上がりと藻類  
の増殖  

浅い湖満引こおける懸濁態リ  
ン化合物の化学組成   

弟14回希土類討論会  

窮3Z匝旧本水環境学会  
年会  井上隆信 佐竹研一 楢崎夕子  

（■1地球環境グ，  
■2東亜電波）  
王宝臣（♯1），  
川辺英行（■Ⅰ），  
橘治国（霊1），井上隆信  
（り北大）  

会田丘（＊1），  
王宝臣（＊2），  
川辺英行（■2），  
橘治国（象2），井上隆信  
（■1環境管理セ，  
■2北大）  

井上隆信，  

楢喝夕子（＊1），  
佐竹研一（■2）  

（＊1東亜電波工業，  
■2地球グ）  

Uchiya爪a Hり  
Koshikawa H．  

g－ 4  第32回日本水環境学会  
年会  

第32回日本水環境学会  
年会  

g－ 5  

g－ 6  

較負荷に伴う陸水のpH低下 の拙走手法とその評価   

環境科学会1997年会  

g－ 7  Recent Research  
Investigations on  
NakhodkaOilSpilland  
Bior帥ediation  

恥thylocystls sp．strain  
Hの肌0遺伝子解析と系統研究   

1stJt．Meet．CEST  
PanelUJI侃  

3（ト1－30・11   

内山裕美，神戸佐和  
矢木修身（＊1），J．C．  
Hurrell（＊2）  
（♯1地域グ，事ZUniv．  
Warwich）  
Uchiyama H．  

g－ 8  

日本農芸化学会1997年 度大会  

Nakhodka Oil  
Spill：uPdate and recent  
ob∫erVatiロn5   
Hethylocysti5Sp．Strain  

M  

メタンモノオキシゲナーゼの  
コンポーネント8の性質及び  
役割   
Screening and  

characteristics of  
arol口atic co爪IpOunds  
Utiligingmjcroロrganisms  
Which can grovunderlow  
nitrogen and phosphDruS  
COrldition  

ナホトカ号からの油流出：  
最新および最近の状況   

Soal】，is‡GIJGrahics  
Lit）raryによる画像表示一植  

披分節を例として   
緑の国勢調査「植物群落・  

植生自然度ファイル」をもとに作  
成した植被分類囲とリモート  
センシングにおける意義につ  
いて   
グランドトルースデータと  

しての随被一策3回自然環境基  
礎調竃「植物群落及び植生自  
然度7アイル」による伯被タイγ分  
類と図化一   
画像の中の地球儀一宿意、  

情報伝達手段としての地球儀  

NOAA seminar  

平成9年度日本生物工  
学会大会  

内山裕夫  
篠原優子  
矢木修身  
日下部功  
（＊1筑波大，♯2地域グ）  
Nomura N．（＊1），  
Shigeno T．（■2），  
Nakajima T．（■1），  
Ucわiy且爪a軋，打ozumj  
T．（＊3），Nakahara T．  
（り）（書1Ts止uba  
ⅥnivりShova Shell，  
霊3RITE）  

内山裕共   

学離宮際二朗  

宇都宮憫二組  

g－11  

Ⅵ Int．CoI唱．PseudolnOnaS ：Mol．Biol．おiotechnol  Al）StraCt Sも00k  

JICA産業技術研究コー  
ス講習会  
日本地理学会1998年度  
春季学術大会   

日本写真軌畳字余年次  
学術講演会  

宇如宮陽二郎  g‾15  （社）日本リモートセン  
シング学会第22回学術  
講演会  

日本地理学会1997年度  
秋季学術大会  

東京  

g‾ ユ6  宇郁宮闇二朗  
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におけるメタン   
野尻幸宏  
中村岳史  
野沢岳史  
大槻晃（♯2）  

（書1地球ク，  
♯2東京水産大，  
霊3（抹）環境研究セ）  
内海裏生，内山裕美，  
〃．S．Panikov（霊1），  

井上元（霊2）  

（＊1ロシア科学アカデ  
ミー，＊2大気圏環境部）  
内海真生，内山裕夫  

Kagatsume H，（＊1），  
Otsubo KりKitamura  
T．（＊1）（暮1Kyoto  
Univ．）  

西シベリア大低地における  
メタンサイクルの物哩化学的  
環境特性  

酉シベリア大低地における  
メタンの発生・消失に関する  
調査   

On恥delling the  
Socio－eC（】nOmic and  
Geobiophysical Driving 
－0Ⅰ－CeS Of Landuse and  
Land－Cover Changein East  
Asia－Keihansin District  
Japan  

Relationship between  
degradation of  
thermo－halocline and  
♪Aoshio”occurrencein  
Tokyo Bay   

エタン資化性歯町cobacter  
lum sp．TAZ7探の1，1，1一トリ  
クロロエタン分解能の検討   

第6匝旧本・ロシア共同  
シベリア永久凍土調査  
成果発表シンポジウム  

第32回日本水環境学会  

年会   

Land Use＆Cover  
Change（LUCC）Open  
Sci．Meet．  

g－18  

習志野  

Amsterdam  

1st Wo】、1dlsl．CoIlf．  

Takeshita S．，Kohata K．  
g－21  

日本農芸化学会1997年 度大会  

冨岡典子，米久滋（＊1）  
内山裕夫，  
矢木修身（＊2），  
鈴木健一郎（＊3），  
中原忠馬（＊1）  

（＊1筑波大，■2地域グ，  

＊3理研〉  

Tomioka N．  

g－22  

Rokkasho  PrograⅡ】  

＆  

Al）StraCt  
S  

同プログ  
ラム  

同要旨集  

Recovery oflコ7cs by  
bioreactor on Rhodococcus  
erythropolis CS98  

微生物によるセシウムー137  
の濃縮  

ソウルにおける大気中の ■  
210Pt）濃度  

The Role of Litter  
Layerin Acid Removal  
Uncler SnoⅦelt Acid  
Condition  

Sirnulation of Transport 
Pl、OCeSS Of Naturaland  
ÅrtificialPollutant  
Loadings through River  
Catclment to Sea   
河川環境整備のための流域  

水環境システムモデルの応用  

Response to  
photooxidative stress of  
transgenic tobacco Plants  
with Altered activities  
of antioxidant enzymes   

lnt．Heet．Influence  
Clim．Char8Ct．Upon  
Behav．Radioact，Elem．   

平成9年度京都大学原  
子炉実験所専門研究会  
「環境中微丘物質動感  
」  
第34回理工学における  
同位元素研究発表会  

Res．A5SOC．Acid SnDW  
＆Rain  

g－23  

冨岡典子  g－24  

土井妙子，佐藤深（■1）  
村井浩（♯1），  
佐藤純（＊1）  

（＊1明治大字）  

ぬyashiS．，Ⅹu K－Qり  
Sudo R，（＊1）  
（＊1Toholu Univ．）  

g－25  

Ni igata PI、OC．1nt  
．Congr．A  
cid  
SI】Ou＆  

Rain  
1997  
Abstract  
S  

g－26  

Stockholm   3rd  
Int，Conf．Environ，  
ぬnage．Enclosed  
CoastalSeas   

第3回河道の水理と河  
川環境に関するシンポ  
ジウム   

4th  
Int．Symp．Responses  
Plant Hetab．Air  
P（】11ut．＆Giobal  
Change  

MurakaIⅥiSり  
Watambe Hり血IanO K．  
，HayashiSりInoue T．  

村上正吾，渡辺正孝，  
天野邦彦，林誠二，  
井上隆信  
生物圏環境部  
Aono Mり血do軋（＊＝，  
Nakajima N．（■2），  
Kubo AりKondo N．  
（＊3），Tanaka K．（＊4），  
SajiH．（りTsukuba  
Univ‥■2Reg，Environ．  
Div，■3Univ．Tokyo，  
＊4TottoriUniv．）  
青野光子，  
中嶋信夫（＊1），  
久保明弘，  
近藤矩朗（■2），  
田中浄（＊3），佐治光  
（＊1地域グ，♯2東大，  

g－27  

E卯Ond  
aan  

Zee（The  
Netherland  

s）  

日本植物学会第61回大 ＝言  

複数の活性酸素消去系酵素  
の活性の高いトランスジェニ  
ックタバコのオゾン耐性  

h－ 2  
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発 表 者  

野菜水耕栽士別こよる下水二 次処理水中からの窒素及びリ  大政誠次，  
相見正明（♯1），  
田澤信二（＊Z）  

（＊1東京農工大，  

★Z岩崎電気㈱）  
Omasa KりKondo T，  
（＊1〉（＊1Toyama Pref．  
Environ．Sci．Res．  
Cent．）   

大政謙次  

ン除去に関する研究   

h－ 4  Absorption of  
atmospheric formaldehyde  
by plants  

枝物による大気環境の改善   

4th  
Int．Symp．Responses  
PlantIletab．Air  
Pollut．＆Global  
Change  
日本学術振興会  
地球環境変動に対応す  
る植物バイオテクノロ  
ジー第160回委員会  

第38回（祉）大気環境学  
余年会  

節45同日本生態学会  

Egmond  
aan  

Zee（The  
Netherland  

sl   
横浜  h－ 5  

h－ 6  大政謙次，  
吉田舞奈（■1），  
細見正明（＊1）  

（＊1東京農工火）  

寺島一血（＊1），  
野口航（ヰ2），  
朴龍睦（＊3），久保明弘，  
田中浄（＊4）  

（＊1大阪大，＊2筑波大，  
書3韓国清州大，  

暮4鳥取大）  

Xubo AりÅono Hり  
Nakajima N．（♯1），  
SajiHりTanaka K．  
（■2），Kondo N．（ポ3）  
（■1Reg．Environ．Divり  
ヰ2TottoriUnivり  
＊3Univ，Tokyo）   

Gao S．（＊1），Saka爪OtO  
K．（＊2），Zhao D．（＊1〉，  
Zhang D．（＊1），  
Shimizu H．，Wang q，  
（＊3）（＊1Chongqing  
Inst．EnviJ－On．Sci．  
＊2Saita皿a Univり  
＊3Int．Good  
Neighbourhood Assoc．  

）  

高橋戻栽（＊1），  
中嶋信夫（■2），  
清水英幸，  
近藤矢巨朗（＊1）  

（♯1東大，★2地域グ）  
多目蒲   

多出清，畠山成久（＊1）  
（り地域グ）  

多田滴，畠山戚久（♯1）  
（地域グ）   

多田滴   

戸部和夫，張利平（＊1），  
大政誹次  
（＊1蘭州砂漠研）  
Tobe K．，Omasa K．  

Tobe KリZhang L．  
（＊1），Omasa E．  
（＊1Chin．Acad．Sci．）  
戸部和夫，弓忘利平（ヰ1），  
大政誠次  
（＊1中国科学院）   

野原精一，  
岩無敵夫（＊1）  

緑地のオゾン吸収能力につ  
いての実験的研究  

低温感受性植物の光合成系  
の低温時書   

h－ 7  

h－ 8  Differential responses 
in activity of  
antioxidant enヱymeS tO  
different environmental  
stresses in Arabidopsis 
thaliana  

The changes af ion 
contents in precipitation 
through the forest canopy  
at Simian  
Hountain，Chongqing China   

Plant Biolノ97  I Plant 
Biolノ97  
－inal  

Program  
＆  

Suppl．Pl  
ant  
Physiol．  

114  （3）  

103  

h－ 9  Jpn．－China  
Symp，Environ．Sci．（11  
thJpn．－China  
Sy汀1p．JCSTEA Ser．）  

紫外線照射によるキュウリ  
須一重の成長阻害および回復  
の生理学的・形態学的研究  

化学物質の生態影響  

河川底生動物に対する殺虫  
剤の影響   
室内実験用水路を用いた河  

川底生動物に対する殺虫剤の  
影響   
化学物質と水生昆虫  

中国の砂洪植物の柚子発芽  

1nvestigation of the  
Effects of Peroxyacetyl  
Nitrate（PAN）on PlarLtS   
Seed Gerlnination of 

Chinese Desert Plants  

中国の砂漠地域に生育する  
植物柚の組子の発芽特性  

釧路湿原の植物内窒素同位  
対比と地下水位及び河川水質  

h－10  第38［司大気環境学会年 ユ．  

h－11   

h－12   

ト13  

hl14   

h－15  

h－16  

hr17  

h－18  

第45匝旧本生態学会   

第41匝旧本応用動物昆  
虫学会大会  
窮3回河泣の水理と河  
川環境に関するシンポ  
ジウム  
水生昆虫懇話会第185  
回例会  
第45回日本生態学会  

Int．S）Ⅶp．Plant  
Prod．Closed  
Ecosystems  
FPEI  

日本農業気象学会1997  
年度大会・日本生物環  
境調節学会窮35回集会  
合同大会  

第45回日本生態学会  

京都   

東京   

東京  

東京   

京都  

Narita  

Ube  

京都  

10．3   

9．4   

9．8  

9．10   

10．3  

8．8  

8．7  

9．6  

同講演要  
旨集  
同講演要  
旨集  
同講演要  
旨集  

同講演要  
旨集   

800k of  
Abstract  
S  

Abstract  
S   

同講演要  
旨集  

同講演要  
旨集  

h－19  京都  

との関係  
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Bozeman，Ho  
ntana川．S．  

A．  

奈良  

Yogyakarta  

，Heritag  
e amd  
Stewa】・ds  

hip  

同講演要  
旨集   

Proc．Int  
.Conf .As 
lan  
Netl10rk  
Microb．R  
eS．  

the surrounding area on  
b爪boo grassinv8Si8n  
into AkaiyachiHire  

尾瀬ケ原池清の水質と水生  
植物の一次生産  

Construction of  
Detabase Systemsin  
N柑S－C011ectiollfor  
Hicroalg81Researches   

Sci．18th．Amnu．Heet  

野原精一，  
岩熊敏夫（■1）  

（＊1北大） －  
r：irokiHりShiI山名u A．  
，Er且t且H．（■1），  
SakuTaiY．（■1），MoTi  

F．（■1），LiR．（＊2），  
Wataれabe H．（＊3），  
Watanabe H．H．  
（■1GlobalEnviron．  
Forum，■2Tsukuba  
Univり暮3Natl．Sci．  
Mus．）  
Shi爪uraJ．（＊1），  
IchiyanagiY．（＊1），  
鮎J．（＊2），BaiF．  
（＊2），SuzukiK．（＊1），  
8kada G．（■1），Ito T．  
（＊l），Kudo T．（♯1），  
HirokiIL，Watanabe  
H．H．，et al．  
（■1RIKEN，＊2Chin．  
Acad，Sci，）  

恵良田眞由美（事l），  
森史（■1），  
桜井裕美（♯1），  
広木幹也，渡辺信  
（♯1（財）地球・人間環境  
7オーラム）  

日本陸水学会第62回大  
エて   

Int．Conf．Asian  
Netl10rkIlic】，Ob．Res．  

lYoRyakarta PrDC．Int  
．Conf．As  
ian  
Netl†0Ⅰ、k  

Hicrob，R  
eS．  

A NOVEL mげOR托ATION  
SH瓜ING SYSTEH FOR ASIAN  
NETWORK ON HICROBI瓜  
RESEARCHES   

Int．Conf．Asian  
Netl－Ork Hicrob．且es．  

ト23  

下田  
ー  

国立環境研究所カルチャ  
コレクションにおける微細藻  
系統保存の現状と問題点   

h－ 24  

京都  海産大型植物に対する重油  
付着の影響  
一重油流出，緊急時に何ができ  
るのか－  

Feasibility Study on  
EffectiYe Utilizati8n Of  
Se㈹ge Heatin Urban Area  
with GIS   

第45回日本生態学会  矢部徹，源耕一（  h－25  

高安克巳  
国井秀伸  

（＊1島根大，＊2金沢大〉  
地球環境研究センター  
Ichimose Tり  
Kawahara H．（＊1），  
HanakiK．（■Z），Ito T．  
（■3），Hatsuo T．（♯2）  
（■1F山itsu FIP Corp．  
，■2Univ．でokyo，  
＊3TaiseiCorp．）  
Ichinose T．，UraTIO A．  
（■1），Shimodozono K．  
（事1），HanakiK．（＊1）  
（＊1Univ．TokyD）  

1  

i－1  Leipzig  Int．Conf．》urt）an  
Ecol．■Leipzlg1997  

Kobe  Klimaanalyse fuer  
dieStadtplan叩  
Second  
Jpn．－Ger．HeeL  

川PACTÅNALYSIS OF  
THREE DII伍NSIONAL  
REPLACEHENT OF URBAN  
ACTIVITY ON URBAN THERMAL  
ENVIROmENT   

i－ 2  

Eobe  Klimaanalyse fuer  
die Stadtplanung  
Second  
Jpn．－Ger．Heet．  

SENSITIVITY ANAJYS王S OF  
BUILDING DRAG EFFECT AND  
AⅣrHROPOGENIC HEAT  
RELEASE川URB甜  
ENVIRON¶ENT   

Urano A．（＊1〉，  
Ichinose TりHanaki  
K．（＊1）（事1Univ．  
Tokyo）  

i－ 3  

日本地理学会1997年度  
秋季学術大会  

豊橋  人口密度との関係にもとづ  
く近年のアジア諸国の土地利  
用変化の類型化  

一ノ瀬俊明，  
大坪国順（＊1），  
古屋昇（＊Z），  
萩原朗（■3）  

（り水土壌閲都鳥部，  

＊2東京理科大，  
♯3パシフィックコンサ  

ルタンツ㈱）  
泉岳樹（■1），  
岡部篤行（事l），  
貞広幸雄（＊1），  

i－ 4  

豊橋  日本地理学会1997年度  
秋季学術大会  

首都移転先に発生するヒー  
トアイランドの予測  

i－ 5  
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Global  
ぬpp．－or  

’97  

1n Gifu  
Proc．  

肋pp．Foru皿’97Gifu  

InしSymp．Honit．＆  
l血nage．Urban Heat  
Island  

日本気象学会1997年度  
春季大会  

geographic data for  
globalenvironJnent Stadies  

HeatIslandin Nev  
Capitals：A SiInu18tion  
Study  

都市熱環境の制御を目的と  
した都市活動の立体的再設置  
の影響解析  

政策変化を考慮した土地利  
用変化モデルの構築   
衛星搭載オゾン層疏測セン  

サーILASと成層圏大気科学  
Implementation and  

first scientific results  
fl・8m theIuS Validati（）n  
ぬ1100n Campaign at  
Kiruna－Esrangein  
February－Harch1997   

Sadahiro Y．（＊1），  

FukuiH．（■2），Ⅰヱumi  
T．（＊1），Okabe A．（り）  
Ichinose T．（事1Univ．  
Tokyo，＊2Keio Univ．）  

浦野明（＊1），  
花水敬祐（り），  
一ノ瀬俊明，  
下堂薗和広（■1）  
（＊1東大）  

ゴン建新，大坪国順   

神沢博   

Kanzawa H．，  
Camy－Peyret C，（霊1），  
Kondo Y．（＊2），  
Papineau H．（■3〉  
（■1Univ．Pierre et  
払rie Curie，  
＊2Nagoya Univり  
雷3Cent．Natl．  
d’Etudes Spatiales）  
Eanzava HりSasano Y．  
（■l），SuzukiM．（♯1），  
Yokot8T．（事1Global  
Environ．Div．）  

神沢博   

Hauchecorne A．（＊1），  
fierliF．（■1），  
Kanzawa H．（♯1Serv．  
d’Aeronomie du CNRS）  
Kanzawa HリSuヱuki軋  
（＊1），YolくOta T‥  
Sasano Y．（♯1）  
（＊1GlobalEnviron．  
Div．）  
Knudsen臥軋（＊1），  
Hikkelsenl．S．（＊1），  
HorcretteJ．J．（■2），  
取組then G．0．（＊3），  
nansen G．（＊3），アast  
軋（■4），Gernandt H．  
（■5），Kanzava H．，  
Nakane H，（沌〉，Kyro  
E，（＊7），et al．  
（11D）ⅠⅠ，＊2ECIⅣF，  
＊3NILU，＊4AES，  
■5AVトPotsda爪l，  
書6GlobalEn、′iT・On．  
Div．，♯7FHI）  
StegerJ．（＊1），and  
37members．  
（including Kanzawa  
Hり＆Nakane H．  
）（＊1AWトPotsdam）  

神沢博  

i－ 7  Fujisawa   

ト 8  

同発表要  
旨集  
同予稿集   

Abstract  
S  

日本地理学会1997年度  
春季学術大会  
日本気象学会1997年春  
季大会  
13th ESA  
Symp．Eur．Rocket＆  
払1loon Programes  
＆Relat．Res．  

八王子  

つくば   

01and（Swed   
en）   

10th Conf．Hiddle  
Ato爪OS．（Sponsored  
Am．Heteorol．Soc．）   

日本流体力学会年会’9  
7  

4th Eur．Symp．Polar  
Stratos．Ozone  

4th Eur．Symp．Polar  
Stratos．0ヱOne  

Abstract  
S  

同講演論  
文集  
Abstract  
S  

Abstract  
S  

Dynamics and chemistry  
of the pol乱「【ほOnelayer  
observed by  
ADEOSノILAS：Initialresults   
オゾンホールと流体力学  

Validation ofILAS data  
on polar stratosheric  
clouds using R帆ALO）仏R  
lidar   
Behavior of the polar  

vo】，teX Of the northern  
henisphere winter of 
1996／1997as observed  
f】－OmIuS   
Ozone depletian in the 

Ar（：tic vol・teXin1997   

i－12  

東京  Schlier5ee  

lSchliersee ト15  

4th Eur．Symp．Polar  
StI、atOS．Ozone  

lSchliersee Ll】b  

4th Eur．Symp．Polar  
Stratos．Oz8ne  

SchlieI－See  Stratospheric ozone  
lossin the winter96／97  
determined byぬtch  

衛星センサーILASによる北  
極成層圏の観領（1  

衛星搭載センサーILASの長  
寿命トレーサーデータによる  

1996／1997年北半球冬の極渦  
構造の解析  

レーザーヘテロダイン分光  
計による仙EOS衛星搭載IuS  
検証実験  

i－17  

日本気象学会1997年秋 季大会シンポジウム  

「北極圏の大気環境と  
物質循環」  
日本気象学会1997年秋  
季大会  

ト18  

i－19  神沢博，塩谷雅人い1）  
鈴木睦（事2），横田達也  
笹野泰弘（■2）  

（＊1北海道大，  
＊2地球グ）  

村田功（＊l），  
福間憲昭（■1），  
福西博（＊l），神沢博，  
柴崎和夫（♯2）  

（＊1東北大，  

i－20  日本気象学会1997年秋  
季大会－  
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ジウム講 演要旨集  
at Syowa Station，  
Antarctica for ILAS 
validation  

OvervielヾOf Kiruna  
Campalgn   

成層圏変動の解析研究：庵  
渦構造の力学的解析を中心と  
して  

衛星センサー1LASの長寿命  
気体成分データによる極渦構  
造の解析   

ポジウム  
高尾俊別（■2），  
山内恭（＊3）  

（＊1地球グ，＊2気象庁  
★3国立極地研）  
Kanza＞a H．   

神沢博  

Årct．0ヱOne Data  
Workshop  
シンポジウム’98「明  

日をめぎす科学技術」  
科学技術振興調整費成  
果を中心として  
第8回大気化学シンポ  
ジウム  

i－24  神沢博，鈴木睦（＊1）  
横巴達也  
笹野泰弘  
塩谷雅人  
（＊1地球グ，  
■2北海道大）  
Shi】¶Ohara T．（＊1），  
OishiO．（＊1）  
UtsunomiyaA．（＊1），  
れukaiH．（■2），  
Hatakeyama S，  
（Shir8）川urano K．  
（＊2）（雷1Fukuoka  
Inst．Health Environ．  
Sci‥＊2Global  
Environ．Div．）  

米倉貴人（＊1），  
畠山史郎，  
村野健太郎（＊2）  
（＊1東京農工大，  
暮Z地球グ）  

Hatakeyama S．（Shiro）  

畠山史臥村野健太郎，  
向井人史，酒巻史郎，  

坂東博（＊1），  
渡辺征夫（＊2），  
田中茂（＊3）  

（＊1大阪府立大，  
書2国立公衆衛生院，  
＊3康應義塾大）  
畠山史臥  
鵜野伊津志（＊1），  
村野健太如（霊2），  
向井人史（＊2）  

（り大気圏環境部，  
地球グ）  

畠山史郎   

畠山史臥向井人史，  
村野健太郎，  
坂東博（＊1），  
駒崎正一（■2）  

（■1大阪府立大，  
事2慶応義塾大）  
畠山史臥村野健太郎，  
坂東博（事l），  
坂野泰之（＊1），  
駒崎雄一（＊Z）  
（＊1大阪府立大，  
■2慶応益重大）  
畠山史郎，村野健太丘勘  
酒巻史臥向井人史，  
坂東博（＊1），  
田中茂（霊2），  
駒崎鯉一（＊Z）  
（♯1大阪府立大，  
＊2慶応義塾大）  
畠山史郎，  
跡P教幸（■1），  
上田真吾（＊2）  

（■1北海道大，  
■Z資源環境技術総合研  

7thlGAC／APARE Work  
Shop  

Soul  ト ニご■  Groundbased  
Dbservations of Gaseous 
and Particulate  
Pollutants in Goto 
Islands and Fukuoka  
during the PEACA肝OT  
Mis皇ioninJanuary，1997   

ミストチャンバーと高速液  
体クロマトグラフィーを用い  
た大気中の過酸化水素の測定  

SULFUR CONTAININGÅ1R  
POLLUTANTS OVER PACIFIC  
R川REGION OF EAST ASIA   
日本とアジア大陸の間の海  

上の大気汚染物質の分布と起  
源   

日本化学会弟74春季年 会1998年  

ト26  

HiI、OShima    豊橋  
7th Asian  
Chem．Congr．7ACC’97   

第7回大気化学シンポ  
ジウム  

第14回エ  
アロゾル  
科学・技  
術研究討  
論会   

同講演要  
旨異  
同講演要  
旨柴  

第14匝】エアロゾル科学  

・技術研究討論会  質航空機観削と桜島からのブ  
東シナ海上空の大気汚染物  ルーム   

ト29  

9  

共  

北東アジアにおける国際  
同鋭測  

IGAC調査（3）－1996年度（19  
7年1月）統測におけるSO2 と  
硫酸塩  

第38回大気環境学会年  
ユ．  7年1月）観測におけるオゾン  

IGAC調査（2ト1996年度（199  とNOズ  

ト32  

第38回大気環境学会年 こ．  
1GAC調査（1卜1996年度（199 7年1月）】況測の概要   

ト33  

第38回大気環境学余年  
ふl  CH。＋Cl反射こおける炭素 同位体効果  

ト34  
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7．5 特許等  

記号   発  明  者   発明の名称   符許権取得日  特許番号  出願日  出願番号   

乗用自動車   H9．7．11  996076  

（地域環境研究グループ）  類似l  7－16083  

996077   7㌧16D84  

7、16085   

★所属はいずれも出願日  

ー314   
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1．予  算  
（単位：千円）  

区  分   平成5年度  平成6年度  平成7年度  平成8年度  平成9年度   

運 営 費   7，118．783  6，509，801  8，192，708  7，456，167  7．987，210   

1．人に伴う経費   2．059．560  2，124．116  乙208，190  2，276，065  乙347，722   

（1）人件費   2，050，703  2，115，287  乙199．356  2．267．271  2．338，729   

（2）人当庁費  8，857  8，829  8，834  8，794  8．993  

2．一般事務処理費  321，987  329，223  344，883  347，563  357．937  

3．環境情報関係経費  387．114  411．660  508，589  509，323  549，534   

（1）情報収集等経費   31，586   31，586   31，586   31．586   32．177   

（2）情報処理経費   349．112   349．036   349，057   308，798   355，606   

（3）インターナショナル・リファラルシステム経費   1，060   1，060   1，060   1，060   1，075   

（4）自然環境保全総合データベース経費   5，356  3．232   3，237   3，241   3，299   

（5）環境情報捷供システム経費  26，746  123，649  164．638  157．377  

4．研究費  1，546，644  587．082   1．637，（氾3  693，660  786，466   

（1）人当研究費   223，824   223．957   226，437   228，261   237，567   

（2）経常研究費   1．028，912   28，674  1．042，756   28，674   28，758   

（3）特別研究費   285．332   287，722   288，076   289．811   290．996   

（4）開発途上国環境技術共同研究費   8，576  46．729  79，734  99．331   101，098   

（5）重点共同研究費  47，583  89，888   

（6）革新的環境監視計測技術先導研究費  38，159  

5．大型特殊施設関係経費  1，312．493  

6．地球環境研究センター経費  1，392，162  

（1）地球環境研究交流推進等経費   15，425   22，628   22．642   22，653   22，694   

（2）データベース経費   83，083   116，688   159，936   166，249   186．026   

（3）スーパーコンピュータ経費   776，015   775，275   780，090   798，136   815，847   

（4）地球環境モニタリング経費  517．639  753．280  965，735  

7．環境研修センター事務処理費  84，373  85．870  89．068  92，557  94．130  

8．研修費  14．450  14，394  19．822  28，502  92，992  

施設整備費（環境庁研究所施設費）  6．239，857  205．215  463，132  254，989  

施設整備費（官庁営繕賛）  1．062，713  0  40，636  29，813  

移啓経賀  1，231，519       1．357，125  

注）補正後予算額  

－317一   



2．組織及び定員（平成9年度）  
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捻務部ト  

地球環境研究グル←プ   

地域環境研究グループ  
リ上席研究官l  

■主・圭 
】■l・≡ 

ィ  

現警芸芸芸ヰ  

大気圏環境部  
リ上席研究官l  

【定 則  

区  分  管理 部門  研究 部門  情報 部門  航支援 部門  研修 部門  計  水土壌圏環境部  

平成8年虔末現在  47  】78  19  10  18  272  席研究官l  

平成9年度増減分    ＋】 △2      十1  十t △2  生物圏環境部  
上席研究官   

平成9年度末現在  47  177  柑  】0  】9  272  
環境情報センター  

地球環壌研究上ンダー  
リ総括研究管理官ト 
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解
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 温暖化影響・対策研究  ム

 
ム
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 オ ゾ ン 層 研 究 チ ー  

酸 性 雨 研 究 チ  ー  ム  
海  洋  研  究  チ  ー   ム  
森林減少・砂漠化研究チ ー ム  
野 生 生 物 保 全 研 究 チ ー ム  
衛 星 観 測 研 究 チ ー ム  
交 通 公 書 防 止 研 究 チ ー ム  
都 市 大 気 保 全 研 究 チ ー ム  
海 域 保 全 研 究 チ ー  ム  
湖沼 保 全 研 究 チ ー ム  
有 害廃 棄 物対策 研究 チ ー ム  
水 改 善 手 法 研 究 チ ー ム  
大 気 影 響 評 価 研 究 チ ー ム  
化学物質健廉リスク評価研究チーム  
化学物質生態影響評価研究チーム  
新 生 生 物 評 価 研 究 チ ー ム  
都市環境影響評価研究チ ー ム  
開発途上国健康影響研究チーム  
開発途上国環境改善（水質）研究チーム  

開発途上国生態系管理研究チーム  
開発途上国環境改善（大気）研究チーム  

環  境  経  済  研  
資  源  管  理  研  
環  境  計  画  研  
情  報  解  析  研  
計  測  技  術  研  
計  測  管  理  研  
動  態  化  学  研  
化  学  毒  性  研  
生  体  機  能  研  
病  態  機  構  研  
保  健  指  標  研  
環  境  疫  学  研  
大  気  物  理  研  
大  気  反  応  研  
高  層  大  気  研  
大  気  動  態  研  
水  環  境  質  研  
水 環 境 工 学 研  

究
究
究
究
究
究
究
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土  壌  環  境  研  究  
地  下  環  境  研  究  
碩  境  植  物  研  究  
環 境 微 生 物 研  
生  態  機  構  研  
分 子 生 物 学 研  
情  報  管  理  
情  報  整  備  
研  究  情  報  

研  究  管  理  
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3．国際交流及び協力等   

（1）国際会議（国立環境研究所主催・共催の主な国際会議）  

国際会議名   開催地   場 所   開催期間   

成層圏変動とその気候に及ぼす影響に関するつくば国際ワークショップ   茨城・つくば  気象研究所・  
つくば文化会館   

アジア線辺海域の共同海洋環境モニタリングに向けての会合   東京   石垣記念ホール  10．1．7－8   

第1回環境リスク分析に関する日中合同ワークショップ   茨城・つくば  国立環境研究所  10－ 3．4～5   

GEO2政策ワーキンググループ運営委員会会合   東京   国連大学   10．3．9－11   

第11回地球環境研究者交流会議   東京   コクヨホール   10．3．24   

「新たな地球環境研究の視点地球環境リスク研究の推進に向けて」   

（2）国際共同研究（二国間環境保護協定・科学技術協定等で実施されている国際共同研究）  

国  名   課 題 名   相手先機関名等   担当部等   

アメリカ合衆寓  海洋モニタリングのための標準試料の作成と評価   米国海洋大気局   地域環境研究グループ  

微生物を活用する汚染土壌の浄化技術の開発   テネシー大学   水土壌圏環境部  

メタン酸化細菌の生態的および生理学的側面   メイン大学   水土壌圏環境部  

地球規模ベースライン大気中温室効果ガスの高精度測定  米国海洋大気局   地球環境研究センター  

地域社会の信忠率に及ぼす温暖化の直接影響の研究   米国環境保健研究所  地域環境研究グループ  

森林伐採が湖沼生態系に及ぼす影響   アラスカ大学   地域環境研究グループ  

湿地生態系における生物多様性と栄養塩循環への人為影響  
評価   

ファイトトロン研究ネットワークの構築   デューク大学   生物圏環境部   

イ ギリ．ス  酸性雨による建造物からの有害金属溶出形態に関する研究  シェフイールド大学  地域環境研究グループ  

J乃d〃βNMR分光法の開発とその環境問題への適用   マンチェスタ一大学  環境健康部  

ヒトにおける微量元素及び金属結合タンパクの代謝に及ぼ  
す環境汚染の影響   

藻類と原生動物   淡水生態学研究所   生物圏環境部   

イスラエル  超音速自由噴流法の環境計測への新しい応用に関する研究  テルアビプ大学   化学環境部   

オーストラリア  海洋環境中の微量元素の生物地球化学的研究   西オーストラリア海洋研究所  化学環境部  
地域環境研究グループ  

過伝子工学を用いた環境汚染物賀の生体影響評価法の開発  環境健康部  
に関する研究   

地球環境モニタリングに関する研究協力   CSIRO   大気圏環境部  
地球環境研究センター  

微生物多様性（特にシアノバクテリア）の総合データベー  
スの構築   

海洋の有機／無機炭素のトレースキャラククリーゼーション  西オーストラリア海洋研究所  地域環境研究グループ   

カ  ナ  ダ  大気／海水間の二酸化炭素交換速度モニタリング   海洋科学研究所   地球環境研究グループ  

極の日の出時（ポーラーサンライズ）における北極大気  大気環境局   化学環境部  

北太平洋海域における化学物質の動態解明   ブリティッシュコロンビア大学  化学環境部  

遺伝子工学を用いた環境汚染物質の生体影響評価手法の開  
発に関する研究   
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国  名   課 題 名   相手先機関名等   担当部等   

韓  国  日韓フェリー船舶による海洋環境のモニタリングに関する  地球環境研究グループ  
研究   

東アジアにおける大気中の酸性・酸化性物質の航空機・地  韓国科学技術研究院  地球環境研究グループ  
上観測   環境研究センター  

先端産業関連物質の健康影響に関する研究   国立慶尚大学   地域環境研究グループ  

景観評価の国際比較（日本列島と朝鮮半島を例として）  慶北大学校   社会環境システム部  

韓国における有機スズ汚染と巻き貝類のインポセックスの  地域環境研究グループ   
解明   

スウェーデン  人間活動の増大に伴う重金属暴露の健康リスク評価   カロリンスカ研究所  環境健康部  

J柁ひ血系を用いたリスクアセスメント手法の開発   ウプサラ大学   環境健康部   

ス ペ イ ン  環境汚染の生理学的影響の評価手法の開発   バルセロナ自治大学  環境健康部   

中  国  中国の寓情に合う排水処理プロセスの開発に関する研究  環境科学研究所   地域環境研究グループ  

中国の国情に合う高効率低コスト新排水高度処理技術の開  環境工程研究所   地域環境研究グループ  
発に関する研究   精華大学  

中国の国情に合う土壌浄化法を組み込んだ生活排水高度処  中国科学院沈陽応用生態研  地域環境研究グループ  
理システム開発に関する研究   究所  

環境標準試料の作成と評価   中日友好環境保全センター  化学環境部  

乾性降下物の現状調査及び測定方法の確定   中日友好環境保全センター  大気圏環境部  

日中東海特定海区河川経由環境負荷及びその海洋生態系に  水土壌国環境部  
及ぼす影響   

中国における肺病発生増加のリスク因子の解明に関する分  地域環境研究グループ  
子疫学的研究   

中国における環境汚染による健廉影響とその予防に関する  
調査研究   

重金属による人の健康影響に関する日中共同研究   北京医科大学・  環境健康部  
環境医学研究所  

中国大潮流域のバイオエコエンジニアリング導入による水  水土壌圏環境部   
環境修復技術開発に関する研究．   

ド  イ  ツ  レーザーレーダーによる成層圏オゾン監視に関する研究  ドイツ気象庁ホーユンパイ  
センベルク気象観測所   

衛星，航空機センサー等による極地オゾン層観測研究   連邦教育科学研究校術省  地球環境研究グループ  

総物質収支に関する日独比較研究   ヴッバータール気候環境エ  
ネルギ一研究所   

環境負荷の評価手法   連邦環境庁   社会環境システム部  

地球温暖化に係わる大気組成の変化に関する研究   バイロイト大学   大気圏環境部  

閉鎖性水域における富栄養化に関する研究   か一ルスルーエ稜研究セン  
ター   

大気微量気体の衛星観測（ADEOSプロジェクト）   アルフレットウェゲナ一研究所  地球環境研究グループ   

ノ ルウェー  成層圏オゾン層観測データの解析に関する研究   ノルウェー大気研究所  地球環境研究グループ  

地球環境データベース   GRIDアーレンダール  地球環境研究センター   

フィンランド  酸性環境におけるコケ植物の重金属蓄積に関する研究   ヘルシンキ大学   地球環境研究グループ   

フ ラ ン ス  衛星からのオゾン層観測   CNRS・マリー／ピェー  
ルキュリー大学   

大気汚染物質による肝障害評価   アーマントゥルーソ一病院  地域環境研究グループ  

シアノバクテリアの化学分類及び分子系統に関する研究  パスツール研究所   生物圏環境部  

植物の環境適応機構の分子生物学的研究   ピカルデイ一大学   生物圏環境部   
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国  名   課 題 名   相手先機関名等   担当部等   

フ ラ ン ス  環境大気およびフレーム中の中間生成体に関する研究   ピエール＆マリー・キューリー  化学環境部   
大学  

ポーランド  植物の大気環境ストレス耐性の分子機構に関する研究   育種馴化研究所   地域環境研究グループ  

大気汚染物質による健康リスク評価手法の確立   労働・環境健康研究所  環境健康部   

ロ  シ  ア  バイカル国際生態学研究センターにおける国際共同研究  陸水学研究所   化学環境部  

凍土地帯からのメタン発生量の共同観測   凍土研究所   地球環境研究センター  

湿地からのメタン放出のモデル化に関する共同研究   微生物研究所   地球環境研究センター  

シベリアにおける温室効果気体の航空機観測   中央大気観測所   地球環境研究センター  

極東地域の河川・湖沼・湿地生態系保全に関する基礎研究  生物学・土壌学研究所  生物圏環境部  

極東シベリアの森林が地球環境に及ぼす影響の評価に閲す  
る研究   

（3）国際協力協定等  

国 名 等  研究所間の共同研究   
イ  ン  ド  MemorandumofUnderstandingbetweenthelndianCouncilofAgriculturalResearchandtheNationallnstitute  

forEnvironmentalStudiesforCollaborativeResearchonDesertification（1993）．   
カ  ナ  ダ  AgreementbetweenNationalInstituteforEnvironmentalStudiesandInstituteofOceanSciencies（1995）．   
韓  国  lmplementingArrangementbetweentheNationallnstituteforEnvironmcntalStudiesofJapanandtheNa－  

tionallnstituteofEnvironmentalResearchoftheRepublicofKoreatoEstablishaCooperativeFramework  
RegardingEnvironmentalProtectionTechnologies（1988，andrevisedin1994）．  

AgreementforCollaborativeResearchtoDevelopaKoreanGreenhouseGasEmissionModel．KoreanEnergy  
EconomicsInstitute（1994）．   

国 際 連 合  MemorandumofUnderstandingreferringtotheEstablishmentandOperationofaGRID－COmpaLibleCentrein  
Japan（1991）．   

タ  イ  MemorandumofUnderstandingbetweenKasetsartUniversity，Bangkok，ThailandandNationalTnstitutefor  
EnvironmentalStudies、Japan（NIES）forCollaborativeRescarchortMicroalgalandProtozoanBiochemistry  
andToxieology．SystematicsandDiversity，andApplication（1995）．   

中  国  AgreementforCollaborativeResearchtodeveLopaChineseGreenhouseGasEmissionModel．EnergyReseareh  
lnstituteofChina（1994）．  

AgreementonCooperativeResearchProjeetsbetweentheNatiorLalInstituteforEnvironmentalStudies．En－  
vironmentAgencyo‖apanandthelnstituteofHydrobiology，ChineseAcademyofScienees（1995）．  

MemorandumofUnderstandingbetweenTnstituteofHydrobiology，ChineseAcademyofSciences．Peoples’s  
RepublicofChina（IHBCAS）andNationalInstitt］teforEnvironmentalStudies，Japan（NIES）forCollabora－  
tiveResearchonMicroalgalToxicology，SystematiesandCultureCo11ect（1995）．  

MemorandumofUnderstandingbetweenlr）StituteofRemoteSensingApp】ications，ChineseAcademyofScience．  
People’sRepublicofChina（lRSACAS）andNationa】Institt］teforEnvironmentalStudies，5apan（NTES）for  
CollaborativeResearchonDevelopmentofRemoteSensingandGrSSystems forModelingErosioninthe  
Chang］ianRiverCatchment（1996）．  

MemorandumofUnderstandingbetweenChang】iangWaterResoureesCommission．MinistryofWaterResour  
ces，PeDplelsRepublico†ChinaandNationa11nstituteforEnvironmeTltalStudies．Japa†lforCouaborative  
ResearchonDevelopmentsofMonitoringSystemsandMathematicalManagementModelrorEnvironmentsin  
RiverCatchment（1997）．  

MemorandumofUnderstandingbetweenNationallnstituteforEnvironmentalStudiesJapan（NIES）andChinese  
ResearchAcademyofEnvironmentalSciences，People’sRepablieofChina（CRAES）forCoILaborativeResearch  
onAdvancedTreatmentofDomesticWastewater（1997）．   

マ レー シア  MemorandumofUnderstandingbetweentheForestResearehlnstituteMalaysia（FRIM）．theUniversityPeト  
tanianMalaysia（UPM）andtheNationalInstituteforEnvironmentalStudies．Japan（NIES）forCollabora－  
tiveResearchonTropicalForestsandBiodiversity（1991）．   
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国 名 等   研究所間 の共同研究   
ロ  シ  ア  Agreementon aJoint GeochemicalResearch Program；lmpact ofClimatic Change orlSiber’ian Permafrost  

EcosystemsbetweenthePermafrostInstitute．SiberianBranch，RussiarlAcademyofSciences．Russiaandthe  
NationallnstituLeforEnvironmentalStudiesJapan（1992）．  

AgreementonaCooperativeResearch ProjectbetweerLtheCentralAerologicalObservatory，Comitteefor  
HydrometeorologyandMonitorlngOfEnvironment．MinistryofEcologyandNaturalResources．RussianFedera－  
tionandtheNationa11nstituteforET）VironmentalStudies，Japan（1992）．  

AgreementonCooperativeResearehProjectsbetweenNationalInstituteforEnvironmetalStudies，Environ・  
mentAgencyofJapanandInstituteofAtmosphericOptics，RussianAcademyofSciences（1997）．   

（4）外国人研究者  

1）研究所   

①招へい外国人研究者  

国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課  題   忍：  ＝＝＝   

中  国  諸葛 燕   高村 典子  富栄養湖沼群の生物群集の変化と生態系管理  
に関する研究   

フ ラ ン ス  SebastienPayan   笹野 泰弘  ADEOS搭載オゾン層観測センサーILAS観  
測と同期した気球搭載赤外分光計データの解  
析並びに比較検証   

ベラルー シ  SergeyOshchepkov   笹野 泰弘  ADEOS搭載オゾン層観測センサーILAS  
データを用いたエアロゾル及び雲情報の抽出  
のためのアルゴリズム検討   

メ キ シ コ  Ruben Varela   若松 伸司  都市域における光化学大気汚染生成桟橋解明  
に関する共同研究   

（訃客員研究員  

国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課  題   期  間   

アメリカ合衆国  RichardG．Stevens   兜  眞徳  環境リスク評価に関する研究   9．5．15〝10．3．31   

イ ギリ ス  RowanEarleHooper   椿  宜高  トンボ類の繁殖システムと免疫に関する研究  9．5．15”10．3．31  

MichaelT．SivaJothy   椿  宜高  トンボ類の繁殖システムと免疫に関する研究  9．5．15－10．3．31   

カ  ナ  ダ  DouwG．Steyn   鵜野伊津志  地域規模の気候変動評価に関する研究   9．4．28”10．3．31   

韓  国  金 淑陽   春日 清一  魚類操作による水質及び生物相管理   9．4．1－10．3．31   

ベ ル ギ ー  DirkMathildeHendrikVanGogh  近藤 莫則  陸上輸送システムの環境負荷低減に資するデ  
ザインコンセナトの確立に関する研究   

マ レー シア  Peruma】MalaSivalingam  原島  省  ASEAN海域における海洋生態系変動に閲す  
る研究   

③共同研究員  

国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課   題   期  間   

安藤  満  住民の雁恩率に及ぼす温暖化の影響に関する  
研究   

イ ギリ ス  OwenKyleCameron   森田 恒宰  地球温暖化問題の解決に向けた日本及び東ア  
ジア地域の役割と日本の産業界の環境戦略の  
効果に関する研究   
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国  名   氏  名   受入担当者   ■■      ．＝凛 鮎   忍：  ＝＝＝   

イ ギリ ス  StewartJ，Plaistow   椿  宜高  カワトンボの繁殖エネルギー収支に関する研  
究   

イ  ン  ド  KrishnanPrabhakaran  兜眞徳  
る研究  

ParameswaranNarnboothiri  
する観測的研究  

SubramanianSi＼・aneSan  鷲田仲明  
を用いた大気微量成分の光酸化過程の解明  

Shubhashish Sarkar 米元純三  
亜鉛による防子卸  

NiharR．Jana  遠山千春   
作用機序   

SundramArulmozhiraja   9．8．1－10．3．31     藤井 敏博  ダイオキシンの構造，エネルギー及び反応  

RahulPandey   森田 恒幸  地球温暖化に関するアジア太平洋統合モデル  
（AIM）におけるインド・モジュールの開発   

インドネシア  SunsllnSaefulhakim  大坪団順  
セットの開発  

DraAsiah  矢木修身   9．9．1”9．11．Z7   

オーストラリア  OttoAlbinger   高村 典子  水界の細菌の役割と細菌とイ也の生物との相互  
作用   

Graeme Allinson   9．9．22～9．10．25      森田 昌敏  LA－1CP－MSを用いたオーストラリア南部地  
城の第四紀海底堆積物のウラン年代分析   

カ  ナ  ダ  M．GeorgeCherian   遠山 千春  重金属の解毒における重金属結合タンパク質  
の役割   

PaulKenIleth Parker   森田 恒辛  日本の貿易と環境   9．4．1”9．6．28  

韓  国  黄蕉眞（HwangDongJin）  
する研究  

金圭淵（KimKyuYeon）   

金 白虎（Kim，BaikHo）   高村 典子  富栄養湖におけるアオコと他の生物の相互作  
用   

朴玄建  9．4．1－10．3．31  
汚泥の適正処理技術開発  

9．6．1－10．3．31  
どの政策手段の導入方案  

HyeonSeoCho  9．12．13－10．2．28  
を評価するための海水，生物及び底質中の分  
析等に関する研究  

李宰雲（LeeJaeWoon）   10．1．6－10．2．5  

ス ー ダ ン  Fakhr E．0．Suliman   相馬 悠子  大気中有害汚染物質自動モニタニングのため  
の測定法と装置の開発と改良   

タ  イ  VeerapongSaerjan   大坪 圃順  タイにおける土地利用・被覆データセットの  
開発   

タンザニア共和国  Robert Arsen Max   森田 昌敏  水環境領域の環境化学・水中の微量分析法の  
開発   

中  国  呉 暁森（WuXiaoLei）   稲森 悠平  中国におけるCH4，Nz抑制のための汚水・  
汚泥の適正処理技術開発   

孔 海南   9．4．1－10．3．31      稲森 悠平  湿地帯，酸化池，水生植物植敷地帯のエコエ  
ンジニアリングシステムを用いたCH。．NzO  
発生抑制技術開発   
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国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課  題   期  間   
中  国  張 宝旭（BaoxuZhang）   遠山 千春  有害化学物質との複合暴露による発がん過程  

に及ぼす酸化的ストレスの寄与に関する研究   

GongJianxin   大坪 園順  中国における土地利用・被覆データセットの  
開発   

Dou Xiping 渡辺正孝  
流動モデル開発に関する国際交流研究  

Wang auan 渡辺正孝  
予測に関する国際交流研究  

高世東  畠山史郎  
ための共同研究  

薫旭輝  畠山史郎  
法  

股恵民  西川維高  
討  

張建樺  井上隆信   9．4′7－9＿12′18  

呂錫武（LuXiwu）  稲森悠平  
度浄化に関する研究  

NianzhiJiao  渡辺正孝   9．11．1－10．3．31  

YoubinZheng（鄭 有斌）   清水 英幸  地球温暖化による環境変動が森林構成樹木の  
生長に与える複合影響   

ニュージーランド  VishalChandraSrivastava  

の化学構造と毒性に関する研究  

KarinKreher（F）   笹野泰弘   
データの検討及び解釈並びに一次元ボックス  
モデルを用いた観測結果の解析に関する研究   

ノ ルウェー  DAHLIN Elin Marie   佐竹 研一  酸性雨汚染質の木・岩石への影響に関する研  
究   

フィリ ピン  Florendal．Santiago（F）   堀口 敏宏  熱帯・亜熱帯域における有機スズ汚染と巻月  
類のインポセックス   

フィンランド  RobertGl】StaVFranzen   森田 昌敏  低分子突然変異物質とDNAとの相互作用の  
研究   

フ ラ ン ス  RegisZils   常田 伸明  オゾン破壊へのインパクトの評価に関する研  
究   

NoelF－CMary－Helene   9．4．1－10．3．31     渡辺 正孝  海底堆積物又は海水一堆積物境界面における  
金属汚染物質の挙動に与える微生物の影響に  
関する研究   

ポーラ ンド  KrystynaRybka   中嶋 倍美  コムギの低温ス．トレスで誘導される遺伝子の  
単離とその発熱こ関する研究   

南アフリ カ  CregoryEltonBodeker   笹野 泰弘  1LASデータの検証および解析   9．4．1－10．2，28   

ロ  シ  ア  AndrewOlegovichMolotkov  
る研究  

A．Lukyanov  中根英昭  
構の解明に関する研究  

Mikhail Glagolev 井上元  
に関する研究  

Sorokin Mikhail 井上元  
の分光学的遠隔計測手法の開発  

MaksyutovShamill   井上元   
CH。などのフラックスを評価するための数値  
モデルの開発   
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国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課   題   期  間   

ロ  シ  ア  SergueiKournossenko   中根 英昭  オゾンゾンデ，レーザーレーダー及び衛星  
データを用いたオゾン鉛直分布の解析的研究  

AndreiA，Gontcharov   微細藻類の生殖的隔離機構に基づく種多様性  
の解明   

④研究生  

国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課   題   期  間   

イ  ラ  ン  TayebAhmadi   三森 文行  NMRによる生体の無侵襲診断手法の研究   9．6．2～10．3．31   

韓  国  李 海曹   森田 恒幸  韓国の二酸化炭素排出モデルの開発   9、4．1－ 9．8．15  

金 庸桓   今井 章雄  湖沼・河川水中の溶存有機物に関する研究  9．4．1－10．1．19   

韓  国  李 保瑛   稲森 悠平  生物膜法による水道水のカビ臭の抑制に閲す  
る研究   

中  国  姜 克朱UiangKejun）   森田 恒幸  中国の二酸化炭素排出モデルの開発   9．4．1－10．3．31  

葉 思杭   大政 謙次  中国乾燥地産植物の初期成長と耐塩性特性  9．4．1”10．3．31  

孫貰偉（SunLiwei）  高相典子  
る研究  

高善子  森田恒幸   

2）環境研修センター  

国  名   氏  名   受入先   研  修  課   題   研修期間   

アルゼンティン  環境研修センター  9．9．22－9．11．7  

ブラジル  

コロンビア  

インド  

インドネシア  

イラン  

パレスチナ  

フィリピン  

AdbutazizF，  
サウデイ・アラビア  

Rndr．Katarirla  
スロヴュキア  

タ イ  
BOVORN－NIRAMAN  

中 国   
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4．委員会への出席等  

委  嘱  先  委  嘱  名  氏  名   

環境庁長官官房  申請・届出等の電子化に関する検討会委員  阿部重信   
環境庁企画調整局  21世紀に向けての環境ラベルのあり方に関する検討会委員  後藤典弘，乙間末贋   

環境に係る税・課徴金等の経済的手法研究会委員  森田恒幸，日引 聴   

環境政策における経済的手法活用検討会委員  森田恒華，日引 聡   

総合的環境指標検討会委員  西岡秀三，原沢英夫，森田恒幸，   

森口祐一・，薄井みどり，川島康子   

総合研究推進会議幹事  奥村知－，笹岡達男   

環境測定分新棟討会委長  森田昌敏   
環境測定分析検討会統一精度管理調査都会検討委貞  伊藤裕駿，西川雅高，田中 敦，   

牧野和夫   
環境測定分析検討会アジア地域途上国への精度管理手法導入支援 森田昌敏，西川雅高，中島興基，   
部会検討委貞  牧野和夫   

環境庁地球環境部  地球温暖化防止のためのライフスタイル検討会委員  薄井みどり   

地球環境戦略研究機開設立支援検討会委員  西岡秀三   
地球温暖化経済システム検討会委員  川島康子   
地球環境研究等企画委員会地球環境研究等のあり方小委貞全委員 西岡秀三，安岡善文   

環境庁環境保健部  化学物質安全性評価検討会委貞  白石寛明，国本 学   

化学物質環境調査総合検討会委員  森田昌敏，中杉修身   

化学物質環境調査総合検討会調査第一分科会委貞  中杉修身，矢木修身，畠山成久   

化学物質環境調査総合検討会調査第二分科会委員  白石克明，田連 潔，松本幸雄，   
堀口敏宏   

化学物質環境調査総合検討会分析法（水系）分科会委員  白石寛明   
化学物質環境調査総合検討会分析法（大気系）分科会委員  田通 常   
生態影響GLP評価分科会委員  畠山成久，菅谷芳雄   

生態影響評価分科会検討委貞．  中杉修身，畠山成久   

PRT足技術検討会委貞  中杉修身   
環境保健サーベイランス・局地的大気汚染健康影響検討会委月  ′ト野雅司，森口祐∴ 本田 靖，   

新田裕史   
環境庁自然保護扁  絶滅のおそれのある野生生物の選定・評価検討会委貞  渡遣 信   

自然環境保全基礎調査検討会委長  安岡善文，田村正行   

環境庁大気保全局  中央環境審議会大気部会環境基準専門委貝全委員  遠山千春   

中央環境審議会専門委貞  兜 眞徳，田遠i繁   

成層圏オゾン層保護に関する検討会刹学分科会及び同環境影響分 鷲E引申明，後藤典弘，中根英昭，   
科会及び同排出抑制分科会委員  青木康展   

大気汚染に係る重金属等による長期曝露影響調査検討会委員  森輯昌敏，田連 潔   

ダイオキシン等に係る大気環境濃度低減のための目標に関する検 森田昌敏，若松伸司   
討会委貞   

乗アジア酸性雨モニタリングネットワーク推進検討会委員  佐竹研一，福山 力   

自動車排出ガス低減効果評価検討会委貞  苫田伸明，酒巻史郎，若松伸司   

浮遊粒子状物質総合対策検討会委員  若松伸司，福山 力   

環境庁水質保全局  中央環境審議会専門委眉  森田昌敏，中杉修身   

水環境に係る有害物質懇談会委員  森田昌敏，中杉修身，渡辺正孝   

航空防除農薬環境影響評価検討会委員  森田昌敏   
ナホトカ号油流出事故影響評価検討会委員  森田昌敏，渡辺正孝   

中央環境審議会廃棄物部会最終処分基準等専門委貞全委員  中杉修身   
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委  嘱  先   委  嘱  名   氏  名   

環境庁水質保全局  土壌・地下水汚染対策技術検討会委員   中杉修身  
農用地土壌環境保全に関する検討会委員   月足部浩之  
土壌汚染調査法等検討会委員   森田昌敏，中杉修身，矢木修身  

海洋環境調査検討会委員   野尻幸宏，原島 省  

今後の海洋環境保全の在り方に関する懇談会委貞   森田昌敏，渡辺正孝  

閉鎖性海域水質保全検討会委員   渡辺正孝，稲森悠平  

水環境に係る微生物指標検討会委員   大井 玄，稲森悠平  

窒素・燐暫定基準適用業種指導マニュアル策定検討会委員   稲森悠平  
目口海洋環境共同調査検討会委員   渡辺正孝，原島 省，柴田康行  

未査定液体物質査定検討会委員   森田昌敏  
農薬残留対策調査技術検討会委員   矢木修身  
農薬登録保留基準設定技術検討会委員   白石寛明  
地下水質保全対策検討会（未規制物質）委員   中杉修身  
水環境に係る有害物質懇談会（優先取組物質リスト作成等分科会）  中杉修身，白石寛明  
委員  

水質分析方法検討会委員  森田昌敏，牧野和夫  
農薬生態影響評価検討会委員   稲森悠平  

環境庁大気保全局  酸性雨対策検討会（総合影響分科会）委員   高村典子，福山 九 村野健太郎   
■水質保全局   

酸性雨対策検討会（総合影響分割会，土壌・相生分科会）委員   高松武次郎，佐竹研一  

酸性雨対策検討会（総合影響分科会，陸水分科会）委員   河合崇欣  
酸性雨対策検討会モニタリング計画分科会検討委貞   村野健太郎   

日本学術会議   社会・産業・エネルギー研究連絡委月会委員   石井善徳  
微生物学研究連絡委員会委貞   渡通 信  
極地研究連絡委員会委員   棟内陽子  
地球環境研究連絡委員会委員   西岡秀三，原沢英夫  

情報学研究連絡委員会委貞   大井 紘  
地域農学研究連絡委月余委員   増田啓子  
IGBPシンポジウム実行委貞会委月   西岡秀三  
第17期日本学術会議環境保健学研究連絡委員会委貞   小林隆弘   

科学技術庁   海洋開発審議会専門委貞   渡辺正孝  
地球シミュレータ部会委員   安岡善文  
エネルギー環境システム解析研究会委員   森田恒辛  
「みらい」運用体制検討委員全委員   渡辺正孝  
炭素循環に関するグローバルマッピングとその高度化に関する調  安岡善文  
査推進委貞全委員  

畠山史郎      地球観測データのデータベース化に関する研究推進委貞全委員  

ダイオキシン類汚染に関する緊急研究推進委貝全委員   森田昌敏  
高齢化社会に向けた食品機能の総合的解析とその利用に関する研  嵯峨井勝  
究総合推進委貞会委員  

スギ花粉症克服に向けた総合研究総合推進委貞会委員  新田裕史  
都市の快適な居住を実現するための計画策走の最適化技術に閲す  日引聡  
る調査推進委貞会委月  

若松伸司      健廉なひふを維持するためのサイエンスに関する調査推進委貝会  
委員  

地球環境遠隔探査技術等の研究検討委貞会委員   鈴木 睦   
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委  嘱  先   委  嘱  名   氏  名   

科学技術庁  地球温暖化の原因物質の全球的挙動とその影響等に関する観測研  杉本伸夫  
究における検討委員会委員  

放射線医学総合研究所  三森文行  
防災科学技術研究所  全地球システムモデル研究検討委月会委月   鵜野伊津志   

測地学審議会臨時委員   渡辺正孝  
鷲田仲明  学術審議会専門委員  

地球環境科学の研究組織体制の在り方に関する調査協力者   森田恒幸  

北海道大学  東南アジア諸国学術交流事業の拠点大学方式学術交流に係る協力  野原精一  
研究者  

非常勤講師（地球環境工学，対話ゼミナール）  稲森悠乎，佐竹研一  

非常勤講師（生物学）   竹中明夫  
非常勤講師（生物資源科学特別講義）   矢木修身  
学位論文審査専門委貞全委員   矢木修身  

併任教授   中杉修身，安岡着丈，渡逮信，  
嵯峨井勝，小林隆弘，大政謙次  

併任助教授  野尻幸宏，市瀬孝道，持立克身  

非常勤講師（環境工学）   原沢英夫．今井章雄  

非常勤講師（大気環境学，環境分析化学）   井上 元，高松武次郎  

非常勤講師（生物の適応戦略，臨床実習）   野尻幸宏，稲森悠平，兜 眞徳  

非常勤講師（生態系利用軍学）   稲森悠平  

医療技術短期大学部  非常勤講師（公衆衛生学実習）   藤井敏博   
先端学際領域研究センター  客員研究員   森田恒幸，川島康子   

埼玉大学  埼玉大学工学部附属地盤水理実験施設の外部評価委員   石井善徳  

非常勤講師   稲森悠平，矢木修身  

千葉大学  非常勤講師（大気科学）   畠山史郎，菅田誠治  

非常勤講師（量子化学）   福山 力  

非常勤講師（量子化学）   今村隆史  

東京大学  併任教授   後藤典弘  

併任助教授   花崎秀史  
非常勤講師（衛生学，人類生態学，環境保健学・環境保健実習，  森田昌敏，鬼 眞嵐 安藤 満，  

薬理・毒性学）   新田裕軋 遠山千春，本田 靖  

非常勤講師（複合糸計画論，アジアにおけるダイナミズム）   後藤典弘，乙間末廣，近藤美別  

非常勤講師（地球惑星観測論）   安岡善文  

非常勤研究貞   上原 清  

先端科学技術研究センター                                                                     客員研究員   一ノ瀬俊明   
分子細胞生物学研究所  非常勤講師（微細藻類の系統分類及び系統保存に関する研究）   渡連 信   

東京医科歯科大学   非常勤講師（衛生学）   青木康展   
東京農工大学   非常勤講師（公衆衛生学）   鈴木 明   
東京工業大学  併任教授   西岡秀三，森田恒幸  

併任助教授   原田茂樹  
非常勤講而（生惹環境工学，環境計画符論）   渡辺正孝，森口絡一  

非常勤講師（化学環境工学）   乙間末贋  
非常勤講師（地球環境と環境政策）   奥田敏統，川島康子  

新潟大学  非常勤講師（自然環境科学）   西岡秀三，古川昭雄   

山梨医科大学   非常勤講師（人間科学・基礎看護学）   遠山千春   
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委  嘱  先   委  嘱  名   氏  名   

名古屋大学   非常勤講師（地球環境稔合プロジェクト）   西岡秀三森口祐一   
京都大学   併任教授   常田伸明   
生態学研究センター   京都大学生態学研究センター運営委員   岩熊敏夫   
東南アジア研究センター  学外研究協力者   古川昭雄   
島根大学   非常勤講師（応用生物機能学）   西村 修   
汽水域研究センター   客員研究員   野原精一   
徳島大学   非常勤講師（環境科学概論）   安原昭夫   
熊本大学   非常勤講師（化学と環境）   中杉修身   
総合研究大学院大学  博士論文審査委貞   西川雅高   
国立極地研究所  国立極地研究所特別共同研究員   町田敏暢  

国立極地研究所専門委月全委員   佐竹研一  
北極科学研究推進特別委員会委員   横内陽子  

統計数理研究所  統計数理研究所共同利用委員会専門委貞   小野雅司   
国立民族学博物館   国立民族学博物館共同研究員   米田 穣   

厚生省  生活環境審議会専門委月   大井 玄  
中央薬事審議会臨時委員会委員   森田昌敏  
ダイオキシン類総合調査検討会委員   森田昌敏，遠山千春  

母乳中のダイオキシンに係る検討会委貞   森田昌敏  
国立公衆衛生院  有害金属の形態別分析技術の開発と地下水汚染機構解明に関する  西川雅高  

研究処理技術研究部会委員  
渡通信  

する研究委貞会委員  
国立医薬品食品衛生研究所  森田昌敏  

人を取り巻く生活環境におけるダイオキシン等及びその前駆体の  森田昌敏  
潜在的リスクアセスメントに関する研究委貞会   

農林水産省   農林水産省農林水産技術会議専門委貞   大井 玄   
水産庁  科学物質魚介類汚染調査検討会委員   森田昌敏  

環境ホルモン（内分泌撹乱化学物質）影響調査検討会委貞   堀口敏宏  
九州農政局  諌早湾干拓調整池等水質委員会委員   稲森悠平   

工業技術院  国際計量研究連絡委員会専門委貞   森田呂敏  
産業技術審議会専門委員   清水 浩  

中国工業技術研究所             工業技術院流動研究員   矢木修身   

運輸省   TBT系船底塗料の規制に関する検討委貞会委月   堀口敏宏   
海洋科学技術センター  大井 玄  

「みらい」運用検討委貞全委員   渡辺正孝  
気象研究所   エルニーニョ南方振動の機構解明とその影響に関する研究検討委  高薮 縁  

員会委員   

郵政省   電気通信技術審議会専門委月   兜 眞徳   
通信総合研究所   電波科学研究連絡委員会（非電離媒質伝搬とリモートセンシング）  中根英昭  

委員  
安岡善文  

に関する調査研究検討委貞会委員  
笹野泰弘中根英昭，杉本伸夫  
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委  嘱  先  委  嘱  名   氏  名   

北海道  高度技術利用に係る環境保全対策検討委烏合委員   中杉修身   
大気・海洋の環境調査及びモニタリング検討委貞会委員   井上 元   

米沢市  米沢市地下水汚染酬ヒ対策技術検討会委員   中杉修身   
福島県  猪苗代湖水環境基礎調査検討委貞会委貞   涯連 信   

茨城県  茨城県環境審議会委貞   西岡秀三中杉修身，陶野郁雄，  
高村典子  

茨城県環境影響評価審査会委貞   兜眞徳，森田恒幸，若松伸司  

茨城県生活排水対策基本計画策走委員会委員   福島武彦   

公共処分場懇話会委員   後藤典弘   

廃棄物広域共同事業計画策定検討委員会委貞   乙間末廣   
新ごみ減量化行動計画策走委貞会委員   中杉修身   
茨城県公害技術センター再編整備基本構想策定委貞会委員   西岡秀三   
茨城県新エネルギー導入ビジ ョン策定専門委月会委月   森口祐一  
茨城県環境アドバイザー  安岡善文，中杉修身，後藤典弘  

乙間末贋，稲森悠平，森田恒幸，  
高村典子  

茨城県自然博物館  ミュージアムパーク茨城県自然博物館会議助言者  春日清一   

茨城県立農業大学校  非常勤講師（環境保全と農業）   藤沼廉実   

つくば市  つくば市環境審議会委員   後藤典弘   
つくば市一般廃棄物減量等推進審議会委員   中杉修身   

龍ヶ崎市  龍ヶ崎市廃棄物減量等推進審諌会委貞   後藤典弘   
栃木県  栃木県環境審議会水質専門委貞会委員   矢木修身   

栃木県環境学習アドバイザー   清水 浩   
群馬県  群馬県環境審議会専門委貞   原沢英夫   

尾瀬総合学術調査団委員   署熊敏夫   

群馬県地盤沈下調査研究委貞会委貞   陶野郁雄   
埼玉県  埼玉県ダイオキシン類の人体影響に関する調査専門委眉   森田昌敏   

埼玉県化学物質対策専門委貞   森田昌敏   

所沢市  環境審議会委員   後藤雅彦   
所沢基地跡地協議会結合部会長   藤田八嘩   

越谷市  越谷市環境保全審議会委員   森田恒幸，青木康展   

千葉県  千葉県大気環境保全対策専門委貞会委員   鵜野伊津志   

千葉県新産業環境保全対策専門委貞会委貞   田連 潔   
千葉県環境学習アドバイザー   中島興基   

柏市  第二清掃工場環境アセスメント委員会委員   伊藤裕康   

野田市  野田市環境審議会委員   山崎邦彦   

東京都  地下水保全対策検討委貞会委員   中杉修身   
大気汚染健康影響サーベイランス構想検討委貞会委眉   田遵 潔，新田裕史   

東京都環境審議会調査委月   凧尺英夫   
東京都環境影響評価審議会専門委貞   森田昌敏   
化学物質生物汚染状況調査検討委貞全委員   森田島敏   
有害化学物質対策検討委貞会委員   森田昌敏，中杉修身   

東京都二酸化硫黄測定局適正配置計画策定検討会委員   松本幸雄   
東京都有害大気汚染物質のモニタリングに関する検討会委員   横内陽子，松本幸雄   

新宿区  新宿区環境審議会委員   後藤典弘   
世田谷区  世田谷区地球温暖化防止リサイクルプラン検討委貞全委員   寺園 淳   
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横浜市  横浜市廃棄物減量化・資源化等推進審議会委員   中杉修身  
PM2．5動物曝露実験調査検討委員会委員   新田裕史  

鎌倉市  鎌倉市まちづくり審議会委員   川島麻子  
鎌倉市都市マスタープラン策定委貞全委員   川島康子  

川崎市  川崎市先端技術産業環境保全委員会委員   矢木修身  
浮遊粒子状（2．5ミクロン）の調査検討のあり方に関する委員会  森口祐一  
委貞  

茅ヶ崎市  茅ヶ崎市環境審議会委員   原沢英夫  
新潟県   地盤沈下対策検討委貝全委員   陶野郁雄   

石川県   石川県ロシアタンカー渦流出環境影響調査委貝会委員   柴田靡行   

富LLJ県  環日本海地域における環境協力のあり方検討会委員   安岡善文  
環境意識調査検討委員   大井 絃  

長野県  長野県水環境保全審議会専門委員   白石寛明，薄井みどり   

名古屋市  東芝愛知工場名古屋分工場に係る土壌及び地‾ド水汚染対策検討委  中杉修身  
月全委員  

滋賀県  生態学琵琶湖賞選考委貞会委貞  岩熊敏夫  
ヨシ群落生態調査委貞   野原精一  
琵琶湖北湖の有機汚濁対策検討チーム検討委月   今井章雄  

兵庫県  土壌汚染等回復事業検討委貞全委員   中杉修身   
香川県   豊島廃棄物等処理技術検討会委員   中杉修身   

新エネルギー・  新エネルギー・産業技術研究開発等業務推進のための委員会委員  杉本伸夫  
産業技術総合開発機構  

日本原子力研究所  放射線高度利用研究委貞会専門委貞   大政謙次  

放射線照射利用研究委貞会専門委貞   矢木修身  
理化学研究所  微生物系統保存事業連営委員会委員   渡過 信   

科学技術振興事業団  生態影響データベース委員会委員   中杉修軌 稲森悠平  
領域探索プログラム研究員   井上 元  

国際協力事業団  インドネシア環境管理センタープロジェクト国内委員会委員   大坪囲順，桐田久和子  

韓国水質改善システム開発プロジェクト国内委員会委貞   稲森悠平，福島武彦，相崎守弘  

中国日中友好環境保全センタープロジェクト国内委員会委貞   森田昌敏，阿部重信，牧野和夫  

日本学術振興会  未来開拓学術研究推進事業「アジア地域の環境保全」推進委貞会  森田恒幸  
委員  

石油公団  南極地域石油基礎地質調査委貞会委員   石井善徳  
宇宙開発事業団   客員開発部眉（ライダの研究に関する支援）   笹野泰弘  

客貞開発部貞（ADEOS－Ⅲ搭載用GLIの開発）   鈴木 睦  
客員開発部貞（宇宙用レーザリフレクタの検討に関する支援）   杉本伸夫  
グローバル・リサーチ・ネットワーク制度による地球科学技術研  安岡善文  
究の為の基礎的データセット作成研究実施検討委貞  

安岡善文  
貞  

宇宙開発事業団招将研究員  安岡善文  
地球観測プラットフォーム技術衛星（みどり）事故対策本部付委員  笹野泰弘，杉本伸夫   

東洋大学  東洋大学研究プロジェクト「バイオ・ナノエレクトロニクス」研  福IL」力  
究分担者  

龍谷大学  非常勤講師（環境政策論研究）   大井紘  
東京家政学院筑波女子大学  非常勤講師（外書購読E）   大井 紘   
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東洋英和女学院大学  非常勤講師（環境政策）   中島興基   
福周女子大学   非常勤講師（環境生物学）   安藤 滞   
東邦大学   非常勤講師（生化学研究指導ト   曽根秀子   
上智大学   非常勤講師（環境経済学）   日引 聡   
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〔環境研修センター講師一覧〕  

研  修  名   講 義 名 等   氏   名   年  月  日   

環境庁新採用職員研修（Ⅰ種）  石 井 善 徳  9．4．4  

環境情報提供   佐 藤 雄 也  9．4．15  

環境行政管理・監督者研究会   大 井  玄  9．5．13   

水質分析研修  排水基準項目の分析法（重金属類）   柴 田 康 行  9．5．14  

IPC発光分析法   田 中  敦  9．5．19－ 5．20  

微量有害化学物質による環境汚染と計測   安 原 昭 夫  9．5．28  

地盤環境保全研修  地下開発と地盤環境   陶 野 郁 雄  9．5．21   

地球環境保全技術研修  地球環境保全の経済的側面   日 引  聡  9．7．3  

酸性雨の現状と対策   村 野 健太郎  9．7．4  

大気分析研修  有害化学物質について   田 遽  潔  9．7．3  

浮遊粉塵中の重金属   西 川 雅 高  9．7．7  

大気汚染と環境科学   鷲 田 仲 明  9．7．18  

一般分析研修  これからの環境研究   植 弘 崇 嗣  9．9．12   

課題研究型研修   社会環境システム論   後 藤 典 弘  9．9．18   

環境基本計画研修   循環（廃棄物・リサイクル）   後 藤 典 弘  9．10．15   

機器分析研修（特定課程）  GCMSの測定法   伊 藤 裕 廉  9．11．17  

二重収束塑   11」本 黄 土  9．11．18～11．20  

情報処理研修  環境保全情報の活用   神 田 修 二  10．1．ZO  

社会調査情報の作り方と活用法   須 賀 仲 介  10．1．21  

インターネット実習1  板橋正文  
仁科英俊  
松井文子  
谷田部好徳  
宮下七重  

山崎 学  
環境分野のデータ処理（健廉指数）  小野雅司   

（環境指標）   松 本 幸 雄  10．1．29  

機器分析研修（一般課程）  原子吸光法及び発光分析法の基礎と応用   稲 葉 一 穂  10．1．21  

環境分析とパソコンの利用   】刀 刀 正 行  10．1．21  

これからの環境化学   彼 谷 邦 光  10．2．5   
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5．研究所行事  

（1）研究所  

年月 日   事  項   年月 日   事  項   

9．4．17  （科学技術週間）施設一般公開   2．5  
に関する検討会  

6．27  （環境月間）国立環境研究所研究発表会  
3．24   

6．28  （環境月間）施設一般公開   一地球環境リスク研究の推進に向けて一  
10．2．4  第13回全国環境・公害研交流シンポジウム（”2．5）  （第11同地球環境研究者交流会議）（於：東京）   

（2）研僧センター  
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6．研究所来訪者  

（1）研究所  

年月 日   事  項   年月 日   事  項   

9．4．14  OECD所長一行   9．1l  新潟県県議会議員厚生環境委貞合一行   

4．2l  環境事業団新規採用者一行   9．12  日本大学経済学部教官一行   

4．23  慶応義塾大学環境情報学部学生一行   9．24  サウジアラビア野生生物保護委員会部長一行   

4．25  イギリス自然環境研究評議会科学技術部長一行   9．24  文化女子大学被服科学コース3，4年生一行   

4．25  環境庁転入者一行   9．24  福岡県立鞍手高等学校2学年一行   

5．7  筑波大学大学院環境科学研究利一行   9．Z5  東京農工大学農学部環境資源科学科一行   

5，ユ4  九州大学大学院総合理工学研究科一行   9．26  大蔵省主計局主計官   

5．15  明治大学理工学部一行   10．1  防衛庁陸上幕僚監部装備部環境保全専門官一行   

6．3  富山県大門町議会一行   10．15  富山県新湊市射水上水道企業団議会議員一行   

6．5  ひたちなか市勝田ライオンズクラブー行   10．16  厚木地区建築物環境衛生管理協議会一行   

6．6  人事院給与局給与第2課一行   10．17  JICA「マングローブ管理技術コース」一行   

6．26  東南アジア「廃棄物処理コース」一行   10．17  科学技術庁国際交流推進室長一行   

6．27  JICA環境管理研修生一行   10．23  同毛地区公害担当職貝連絡協議会一行   

7．2  （社）日本放射線機器工業会一行   10．24  茨城県高等教育研究会理化部化学研究委貞会一行   

7．3  日本電機工業会重電業務委員会一行   10．28  鳥取県工業試験場一行   

7．8  千葉県印西地区教育研究会環境教育研究部会一行   10．28  神奈川県環境政策課一行   

7．11  神奈川県湘南学園高等学校2学年一行   10．30  栃木県河内町保健委貞会一行   

7．15  JICA「生活環境保全技術コース」一行   10．30  JICA環境モニタリング（水質）研修員一行   

7．17  （社）日本監査役協会環境監査研究会一行   1ユ．5  JICA「環境行政コース」一行   

7．29  中央大学総合政策学部一行   11．6  茨城県県南生涯学習センターー行   

7．29  （社）いばらきニュービジネス協議会一行   11．7  国立水俣病結合研究センター臨床部一行   

7．30  岡山県立津山高等学校2学年一行   11．10  埼玉県杉戸町立広島中学校PTA一一行   

7．31  JICA社会開発協力部長一行   11．11  

8．1  
貞合一行  

11．13   
8．1  

11．18  京都府議会議員一行  
8．5  

11．19  埼玉県西部第一広域行政推進協議会公害部一行  
8．6  

11．20  茨城県立土浦第一高等学校2学年一行  
8．2ユ  

8．26  
ユ1．26  埼玉県草加保健所職貞一行  

11．27  環境庁環境技術アドバイザー  
8．27  

8．29  
11．27  所沢市環境推進貞一行  

9．1  
11．28  東京大学大学院医学系研究科外国人留学生一行  

12．2  人類とエネルギー研究会一行  
9．3  

9．5  
ユ2．3  JICA鉱山排水処理研修員一行  

9．10  
12．10  JICA「環境行政コース」一行  

9．10  
12．12  平成9年鹿本省庁係長研修一行  

9．11   
12．12  岩手県知事一行   
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年月 日   事  項   年月 日   事  項   

12．12  （社）科学技術と経済の会・技術経営会議事務局一行   2．19  筑波コンソーシアム常務理事一行   

12．15  黎知県立美和高等学校教諭   2．20  JICA「環境技術（大気保全）コース」一行   

10．1．20  太田元経団連参与   2．25  東京大学教養学部1，2年生一行   

1．26  静岡県富士市議会議員一行   2．27  東京大学教養学部基礎科学科2年生一行   

1．30  アメリカ環境省マンスフィールドフェローー行   3．2  奈良県檀原市議会議員一行   

1．30  千葉県印旛地区行政相談委貞協議会一行   3，3  

2．5  外務省中南米環境関係若手行政官研修生一行  
行  

3．6  
2．5  信州大学理学部物質循環学科3年生一行   

3．10  
2．9  JICA産業廃棄物リサイクル研修貞一行   

3．17  
2．9  岩手県北上市環境審議会委員一行   

3．18  
2．10  （社）日本自動車会議所一行   

3．19  
2．18  JICA「オゾン層保護対策セミナー」一行   

3，25  
2．19  大木浩環境庁長官   

3，25   
2．19  栃木県芳賀町保健委員一行   修事業」一行ト3．26）  

（2）研修センター  

年月 日   事  項   年月 日   事  項   

9．4．3  石井道子環境庁長官ヘール・ポップ彗星観察会   10．16  

8．26  
式  

研修員（K．Sukardj氏，Gunalan氏）  10．20   

9．18   11．28  

研修員（SolisLunaArturolgnacio氏）  
9．26  中国環境教育視察団一行  

10．3．23   

研修員（AlfonsoGarciaGutierrez氏）   
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7．研究所構成員  

（平成10年3月31日）  

職  名   氏  名   職  名   氏  名   

所   長   石 井 舌 徳  施設課長   古 川 満 信   

副 所 長   大 井   玄   課長補佐  龍崎惣一  
藤田和伸  

主任研究企画官  小野川和延  動物施設専門官  小石 元  
研究企画官  笹岡達男  生物施設専門官   竹 内 久 智   

只見康信  理工施設専門官   駒 場 勝 雄  
（併）  清水 明  

特殊施設専門官   土 屋 重 和  
（併）  持立克身  営繕専門官   斎 藤 好 正  
（併）  杉山健一郎  管理係長   糸魚川  弘  

国際共同研究官  （欠）  共通施設係長   安 彦 好 竹  
国際研究協力官  山村 充  共通施設係貞   赤 羽 圭 一   

総務部長   堀 内 英 帯   特殊施設係長（併）   藤 田 和 仲   

総務課長  高畠立行  技術係長（併）   駒 場 勝 雄  

課長補佐  久保恒男  西 岡 秀 三  
（欠）  

（併）   井 上  元  
稔務係長  工藤常男  

（併）   椿  宜 高  
総務係主任  山口和子  

温暖化現象解明研究チーム総合研究官  野 尻 幸 宏  
総務係員  松本行央  

主任研究員  竹 中 明 夫   
安西大成  向井人史  

車庫長  阿久津勇  町田敏暢  
副革摩長  染谷竹男  

（欠）．  
厚生係長（併）  工藤常男  
厚生係主任  （欠）  

温暖化影響・対策研究チーム稔合研究官（併）  
厚生係貝  官鴫幸司  主任研究員  甲斐沼美紀子  
人事係長  大橋孝生  
人事係主任  

（欠）  

（欠）  

人事係員  富田哲治  オゾン層研究チーム総合研究官  中根英昭  
業務係長  （欠）  主任研究貞  秋吉英治  
業務係主任  川村和江  

（欠）  

会計課長  浅野 登  
課長補佐  野口正一  酸性雨研究チーム総合研究官  佐竹研一  

（欠）  主任研究貞  （欠）  

経理係長  高木 勉  
経理係貞  豊田淳一  
支出係長  成島克子  
支出係員  竹田智宏  海洋研究チーム総合研究官  原島 省  
契約係長  吉成信行  主任研究員   1刀刀正行  
契約係主任  赤塚輝子  原田茂樹  
契約係員   鳥毛暢茂  奥田敏統  

滝田暁夫  
主任研究貞  （欠）  

調度係長  高梨昇  
調度係貞  吾妻 洋  

研究員  足立直樹  
清水昭史   

野生生物保全研究チーム総合研究官（命）  椿  宜 高   
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職  名   氏  名   職  名   氏  名   

主任研究員  高 村 健 二   都市環境影響評価研究チーム総合研究官  新 田 裕 史  
永田尚志  主任研究貞  高橋憤司  

衛星観測研究チーム総合研究官  笹野泰弘  黒河佳香   
主任研究員   鈴木睦  今井秀樹  

中島英彰  開発途上国健康影響研究チーム総合研  満  

主任研究官  村野健太郎  究官  

（併）   
原 沢 英 夫   主任研究員  平野靖史郎  

（併）   畠Iu 史 郎  山元昭二  
開発途上国環境改善（水質）研究チーム  

地域環境研究グループ統括研究官   森 田 昌 敏   総合研究官  
上席研究官   兜  眞 徳   主任研究員   水落元之  
交通公害防止研究チーム総合研究官  田 遠  潔   開発途上国生態系管理研究チーム総合  高村典子  
主任研究員  近藤美別  研究官  

（欠）  主任研究員  （欠）  

都市大気保全研究チーム総合研究官         若 松 伸 司   研 究 員   福 島 路 生   

主任研究員   上原 清  開発途上国環境改善（大気）研究チーム  

（欠）  

総合研究官   

木幡邦男  
主任研究員  西川雅高  

海域保全研究チーム総合研究官  
中村泰男  

主任研究官  中島興基  
主任研究員  

（欠）  

春日清一  
松 本 幸 雄   

森田昌敏  
主任研究員   松 圭 一 夫  社会環境システム部長   後 藤 典 弘  

今 井 章 雄  上席研究官   大 井   紘  
有害廃棄物対策研究チーム総合研究官                             白 石 寛 明   環境経済研究室長   森 田 恒 幸   
主任研究員   堀口敏宏  主任研究員  青柳みどり  

吉永 浮  日引 聡  
水改善手法研究チーム総合研究官  森口祐一  研究員  川島康子   
主任研究員  （欠）  資源管理研究室長  乙間末贋  

主任研究員  森保文  
研究貞  樺井健郎  研究員  寺園 淳  

松 橋 啓 介   環境計画研究室長   原 沢 英 夫  
大気影響評価研究チーム総合研究官  勝   主任研究員  （欠）  

主任研究員  市瀬孝道  
高野裕久  研究員  

化学物質健康リスク評価研究チーム      米 元 純 三   情報解析研究室長   
総合研究呂   主任研究員  
主任研究貞  高木博夫  

曽根秀子  
（欠）  研究員  

畠山成久  主任研究官   
研究官  
主任研究員  笠 井 文 絵  化学環境部長   中 杉 修 身  

菅 谷 芳 雄  上席研究官   藤 井 敏 博  
研究員  五 箇 公 一   計測技術研究室長   相 馬 悠 子   

新生生物評価研究チーム稔合研究官  矢 木 修 身   主任研究員   横 内 陽 子   
主任研究員  中嶋信実  久米 博  

岩崎一弘  計測管理研究室長  安原昭夫  
（欠）   主任研究貞   伊 藤 裕 廉   
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職  名   氏  名   職  名   氏  名   

研 究 員   Ⅰ山 本 黄 土   主任研究員   （欠）   

動態化学研究室長   柴 田 康 行   研 究 員   古 ヂ閑 信 彦   
主任研究員  瀬 山 春 彦   大気動態研究室長   福 山  力  

輯中  敦  主任研究員  内山政弘  

研究員  米田  穣  遠嶋廉徳   
化学毒性研究室長  彼谷邦光  研究員  高 橋 善 幸  
主任研究員  白石不二雄  

佐野友春  
水土壌圏環境部長   渡 辺 正 孝  

河合崇欣  
上席研究官   大 坪 囲 順  

主任研究官  
水環境質研究室長   内 山 裕 夫   

環境健康部長   遠 山 千 春   主任研究員  冨 岡 典 子   
上席研究官   小 林 隆 弘  徐  開 欽   
生体機能研究室長   藤 巻 秀 和  研究貞  越 川  海   
主任研究員  鈴 木  明   水環境工学研究室長   村 上 正 吾  

持立克身  主任研究員  宇都宮陽二朗  
野原憲子  井上隆信  

研究員  古山昭子  天野邦彦   
病態機構研究室長   青 木 廉 展  研究員  （欠）   

主任研究員  松 本  理   土壌環境研究室長   高 松 武次郎  
石堂正美  主任研究貞  向井哲  
佐藤雅彦  服部浩之  

研究員  大迫誠一郎  研究貞  林 誠二   

保健指標研究室長   三 森 文 行  金 尾 昌 美   

主任研究員  国 本   学  地下環境研究室長  陶 野 郁 雄  
梅津豊司  主任研究貞  土井妙子  

研究員  足立達実  稲黄一穂   

環境疫学研究室長  ′ト野雅司  研究員  （欠）  

主任研究員  本田 
婚  渡 逓   信  

影山隆之  
く欠）  

上席研究官   椿   宜 高  

研究貞  吉川麻衣子  
環境植物研究室長   大 政 謙 次  
主任研究員  名取俊樹  

大気圏環境部長   鷲 田 仲 明   清水英幸  

上席研究官   井 上  研究員  戸 部 和 夫   

大気物理研究室長   鵜 野 伊津志   環境微生物研究室長（併）   渡 逓  信   

主任研究員  高薮 緑  主任研究員  広木幹也  

（欠）  （欠）  

研究員  菅田誠治  生態機構研究室長  野原精一  
江守正多  主任研究員  宮下 衛  

野沢 徹  佐竹 潔  
大気反応研究室長  今村隆史  上野隆平   

主任研究員  酒巻史郎  多田  満  

（欠）  研究員  矢部 徹  

分子生物学研究室長（併）   
渡 逓   信  

研究員  猪俣 敏  主任研究員  佐治 光  

古林仁  久保明弘  

高層大気研究室長  杉本伸夫  青野光子   
主任研究員   松 井 一 郎  研究員  （欠）   
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職  名   氏  名   職  名   氏  名   

環境情報センター長   大 島 高 志   研究管理官   横 田 達 也   
情報管理室長   阿 部 重 信   （併）   中 島 興 基   
室長補佐   板 橋 正 文   主任研究員   ノ瀬 俊 明   
情報システム専門官   佐々木 寛 寿   業務係長   海老原 孝 幸   
連絡調整係長   白 井 一 成   交流係長   遠 藤   浩   
電算樺管理係長   中 田  敏   観測第1係長   （欠）   

電算機管理係貞   山 崎   学   観測第1係員（併）   安 西 大 成   
電算機運用係長   叶 内 案 輔   観測第2係長   布 井 敬 二   
国際情報係長   （欠）   （併）   竹 内   正   
国際情報係員   仁 科 英 俊   

情報整備室長   神 田 修 二   
環境研修センター所長  後藤滞彦  

数値情報専門官   谷田部 好 徳   研修企画官  藤田八嘩  

調査係長   （欠）   

庶務課長  植木謙  

整備係長   宮 下 七 重   庶務係長  桑原伸充  

管理係長   松 井 文 子   庶務係貞  須藤和美  

研究情報室長   関 村 武 光   
電工  五十嵐輝雄  

学術情報専門官   杉 山 健一郎   運転手  佐久間 啓  

研究情報係長（併）   佐々木 寛 寿   用務員  五十嵐光子  

照会検索係長   古 田 早 苗   
会計係長  佐藤匡廣  

図書資料係長   猪 爪 京 子   会計係貝  佐々木修  

普及係長   （欠）   

教務課長  丸山良司  

普及係主任   名 取 美保子   
国際研修協力専門官  酒向貴子  
教務係長  高篠まち子  

地球環境研究センター長（副所長充て職）  大 井  玄   教務係貞  赤石唯  
総括研究管理官   安 岡 善 文   主任教官   牧 野 和 夫   

研究管理官  藤沼康実  教官  桐田久和子  
神沢博  中村勇党  
畠山史郎  渡辺清二   
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8．評議委員会構成員  

国立環境研究所評議委員会  

委 員 長  

委  貞  

近 藤 次 郎   

伊 藤 正 男   

上 山 春 平   

梅 本 純 正   

小 田  稔  

吉 良 龍 夫  

佐 和 隆 光  

内 藤 正 明  

藤 島 弘 道  

不 破 敬一郎  

（財）地球環境産業技術研究機横地球環境産業技術研究所長  

理化学研究所理事  

京都市立芸術大学長  

武田薬品工業（株）相談役  

東京情報大学長  

滋賀県顧問  

京都大学教授  

京都大学教授  

全国公害研協議会会長（長野県衛生公害研究所長）  

東京大学名誉教授  
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9．表 彰 等  

氏  名   所  属   賞の名称   受賞内容   受賞年月日   

一ノ瀬俊明  地球環境研究センター  土木学会論文奨励賞   細密地理情報にもとづく都市のエ  9．5．30   
ネルギー消費と都市熱環境の解析  

白石不二雄  化学環境部   日本環境化学会   培養細胞を用いたハロン代替物賀  9．6．4   
山本 貴士   第四回環境化学論文賞   など揮発性，雛溶性化合物の遺伝  

毒性スクリーニング法の検討   

西川 稚苗  地域環境研究グループ  日本環境化学会   大気エアロゾルおよび降水の環境  9．6．4  
第六回環境化学学術賞   化学的研究   

米田  穣  化学環境部   1997年日本第四紀学会論文  長野県出土人骨試料における炭  
吉永 淳  素・要素安定同位体比および機屋  
森田昌敏   元素量に基づく古食性の復元  

社会環境システム部   日本計画行政学全学金貨   炭素税が日本経済に及ぼす影響に   9．9．19  
奨励賞   ついてのシミュレーション分析   

神沢  博  地球環境研究センター  日本気象学会   地球環境観測衛星At〕EOS「みど．  9．10．8  
1997年度堀内基金奨励賞   り」のILAS（改良型大気周縁赤  

外分光計）ミッションにおける検  
証評価実験の推進  

地球環境研究グループ  日本経済新聞社   地球環境管理に向けた科学的知見  9．10．20  
第7回日経地球環境技術賞  の反映過程に関する研究と研究の  

組織化および政策決定過程への寄  
与   
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10．平成9年度研究発表会，セミ＿ナ一等活動記錯   

（1）国立環境研究所セミナー  

No．  年月日   題  名   ノ秦 表 者   所   属   

l回  9．4．11  湖沼研究あれこれ一物質循環から多様性ヘ   岩熊 敏夫   北海道大学大学院   

2回  9，5．14  Industrialmetabolismandsustainabledevelopment   R．U．A）・reS   CarnegieMe】lonUniversity  
（米国）  

3回  9．10．20  私が23年間でやったこと（熱帯林の仕事を中心に）   古川 昭雄   奈良女子大学  
4回  AustraliaCSIROLarldand  

produetion and breakdownofthecyanobacteria）toxin  WaterSciencesCenter  

microcystin  （オーストラリ7）  

5回  D．F．Ⅵrhidlanl  
ResearchCen亡er  

（米国）  

J．VeI■hoeven  UtrechtUnivcrs】ty  
1aIldsin The Netherlands  （オランダ）  

6回   D．～1，Dombois  

（米国）   

（2）第13回全国環境・公害研究所交流シンポジウム  

開催日：平成10年2月4日，5日  場 所：国立環境研究所大山記念ホール  

題  目   発 表 者   所   属   
開 会   石井 書徳  国立環境研究所   
挨 拶   石川明彦  
［酸性雨（酸性霧，酸性雪）の実態と影響の現状］   

北海道における酸性霧   野口泉   
青森県竜飛のⅥ′et／Dry型浦集装置による降水特性   早狩  進  青森県環境保健センター   
福島市における酸性雨の状況について   佐藤 聡美  福島県衛生公害研究所   
湿性沈着物に及ぼす火山の影響   森崎 澄江  大分県衛生環境研究センター   
全公研全国調査データのデータベース化   布井 敬二  国立環境研究所   
山岳における新雪中の洛存及び不溶成分の多元索分析   斉藤 勝美  秋田県環境技術センター   

日本海側地域における降雪成分の地域的及び時系列的変化の特徴  福崎 紀夫  新潟県保健環境科学研究所   
奈良市における定量法による乾性沈着量の評価   松本 光弘  奈良県衛生研究所   
樹氷に含まれる炭素系粒子及び無機系粒子の起源   永淵  修  福岡県保健環境研究所   
酸性雨の材料への影響   言明地哲人  東京都環境科学研究所   
融雪に伴い積雪層から溶出しやすい成分と湖沼・河川水質への  大泉毅  
影響   

降雨時の渓流水のplJ低下現象   鹿角孝男   
日中韓三匡＝二よる越境大気汚染研究   畠山 史郎  国立環境研究所   
束アジアにおける酸性雨による文化財材料への影響評価に閲す  辻野善夫  
る研究   

島根県と韓国慶尚北道における酸性雨現象に関する共同調査   山口幸祐   
九州北部・韓国南岸酸性雨共同調査   宇都宮 彬  福岡県保健環境研究所  
アンモニアの重要性とその放出量の推定   村野健太郎  

［特別講済］   

酸性雨をめぐる行政の対策   飯豊修司   
酸性雨問題の歴史と展開   佐竹 研一  国立環境研究所   

一西暦2000年酸性雨国際学会に向けて   

閉会挨拶   大井  玄  国立環境研究所   
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1ト施設の整備状況一覧  

（平成10年3月31日現在）   

施   設  名  構  造   
建物面積（m2）   

建面積   延面積   
竣工年月  

研究本館Ⅰ（研究Ⅰ棟，研究Ⅲ棟） RC 3 5，540 11，633  

Ⅱ期昭和52年5月竣工  

研究本館Ⅲ（共同利用棟，共同研究棟） RC－3  2，405 5，664  

Ⅱ期昭和57年2月竣工  

研究本館Ⅲ   RC－4  1，068 4，077   

管理棟  RC－2   697 1，144  

Ⅱ期昭和54年1月竣工  

大気化学実験棟（スモッグチャンバー）  RC－1   723  723   

大気拡散実験棟（風洞）  RC－2，地下－1   741  2，329  昭和53年3月竣工   

大気汚染質実験棟（エアロドーム）  sRC－8   176  1，321  昭和54年4月竣工   

大気モニター棟  RC1   81  81  昭和53年3月竣工   

大気共同実験棟（フリースペース）  RC－3   443  986  昭和58年12月竣工   

ラジオアイソトれプ実験棟  RC－3   974  1，580  昭和53年3月竣工   

水生生物実験棟（アクアトロン）  RC－3，RC－2  1，384 2，535  

Ⅱ期昭和55年11月竣工  

水理実験棟  S」1  1，167 1，167  

□期昭和55年11月竣工  

動物実験棟Ⅰ（ズートロンⅠ） sRC－7  1，379 5，185  

1期昭和51年10月竣工  

（中動物棟含む）  

動物実験棟］（ズートロン］） RC3   934 1，862   

土壌環境実験棟（ペドトロン）  RC－3   637  1，931  昭和53年2月竣工   

植物実験棟Ⅰ（ファイトトロンⅠ）  RC－3   1，392  3．348  昭和50年12月竣工   

植物実験棟Ⅱ・願書保健研究棟  RC4，地下－1   1，242 3，721  

実験ほ場（本構内）  Ⅰ斯昭和52年11月竣工  

Ⅱ期昭和57年3月竣工  

管理棟  373 414   

温室3棟   576  576   

ほ場  5，600  

実験ほ場（別団地）  Ⅰ期昭和52年11月竣工  

Ⅱ期昭和57年3月竣工  

管理棟  RC－2   179  214  

ほ場11面   7．000   

生物生悪園   昭和封年10月竣工                              15．000   

工作棟  RC2   158  189  昭和49年10月竣工   

危険物倉庫  B－1   82  82  昭和55年11月竣工   

エネルギーセンター  RC－2   2．590  3，101  昭和49年10月竣工  

（昭和51年一部増築）  

廃棄物処理施設Ⅰ  特殊実験廃水処理能力   昭和49年10月竣工  

100nf／冒   

廃棄物処理施設Ⅱ  ¶般実験廃水処理能力   昭和54年2月竣工  

300nf／目  平成7年3月更新   
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施   設   名   構  造   
建物面積（㌦）  

建面積   延面積   
竣 工 年 月  

微生物系統保有株   RC－2  355  801  

霞ヶ浦臨湖実験施設   昭和58年3月竣工  

実験管理棟  RC－2  1．045  1．748   

用廃水処理施設   RC－1   913   913   

附属施設  RC－1  286  286  

奥日光環境観測所  
管理棟  RC－2  121  昭和61年10月竣工                     189   

実験棟   RC－1   198   198  昭和63年3月竣工   

観測棟   RC－1   8   8  昭和63年3月竣工   

地球環境モニタリングステーション波照間  建／延面積160．7m2   

観測塔：自立型鉄骨造  平成4年3月竣工  
H39．Om  

地球環境モニタリングステーションー落石岬  
構造1階建  

観測塔：支線型鉄骨造  平成6年3月竣工  
H55．5m  

黒鳥NOAA受信施設   受信アンテナ塔：  平成7年1月竣工   
自立型鉄骨造H13．Om  

環境遺伝子工学実験棟  RC－3  737 1，627  

特高受電需要設備棟   RC－1   524   524  平成9年3月竣工   

環境研修センター1号棟（本館）   RC－3   825   2，216  昭和49年9月竣工（所沢市）   

2号棟（実習棟）   RC－3   720   2，197  昭和49年9月竣工   

3号棟（厚生棟）   RC－1   399   450  昭和49年9月竣工   

4号棟（宿泊棟）  RC－5  590  2，873  

（平成6年6月増築）  

（平成9年9月増築）  

5号棟（渡廊下）  R－1  162  162   

6号棟（薬品庫）   RC－1   9   9  昭和51年3月竣工   

7号棟（車庫）   R－1   60   60  昭和51年3月竣工   

8号棟（ゴミ処理室）   RC－1   40   40  昭和51年3月竣エ   

9号棟（乾燥室）   R－1   Z3   23  昭和51年3月竣工   

10号棟（物品倉庫）   R－1   14   14  昭和57年9月竣工   

11号棟（特殊実験棟）   RC－3   375   1．054  昭和63年5月竣工   

12号棟（ボンベ置場）   R－1   4   4  昭和63年5月竣工   

13号棟（自転車′ト屋）   R－1   15   田  平成6年6月竣エ   

14号棟（国際研修棟）   RC4   761   1，955  平成9年9月竣工   

15号棟（渡廊下）   R－1   45   45  平成9年9月竣エ   

ー345－   



12．国立環境研究所施設配置図  

〒305－0053 茨城県つくば市小野川16－2  

電 話 0298－50－2314  
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地球環境モニタリングステーション一波照間  

〒907－1751沖縄県八重山郡竹富町字波照間4794  

東経123度48分39秒  

北緯 24度3分14秒  

電話 09808－5－8553（無人）  

敷地面積：566汀f（国有林地借地）  

観測局舎：160．7nf（鉄筋コンクリート1階建）  

観測塔：39．Om高（自立型鉄骨造）   



地球環境モニタリングステーションー落石岬  

〒088－17al北海道根室市落石西243－2  

東経145度30分5秒  

北緯 43度9分34秒  

電話 01532－7－2596（無人）  

敷地面積：3，900庸一（民有地借地）  

観測局舎：83．4nf（アルミパネル構造1階建）  

観測塔：55．5m高（支援型鉄骨造）  
－
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観測 局 舎 詳 細 図   



環境研修センター  

〒359－0042 埼玉県所沢市並木3－3   

電 話 042一関4－g303，9766  

一351－   
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